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本 Ce ee GN 
そし て 福島 で 起き た 炉心 溶融 (メル ト ダ ウン ) と いう 重大 な 原発 事故 の 直後 に 開 
始 さ れ た 。 そ の 時 我々 は 東北 地方 に 住む 日 本 の 友人 や 研究 者 に E pr 
者 を 支援 する た め 何 が で きる か 尋ね た 。 す る と 多く の 人 た ち が 、 政 府 や 企業 OR 
京 電力 : TEPCO) 、 大 半 の マス コミ 、 そ し て 専門 家 の 一 部 が 伝え る 、 岩 災 の 影響 
に つい て の 情報 は 信頼 で き な い と 述べ た の で ある 。 

そこ で 我々 は 2012 年 月 に 「 原 子 力 災害 へ の 対応 : 知る こと の 必要 性 ] LE 
する 国際 ワー クシ ョ ッ プ を 仙台 の 東北 福祉 大 学 (TFU) と 共同 で 開催 し 、 提 起 さ 
れ た 疑問 に 対す る 答え を 見 出す べく 、 日 本 内 外 で 活躍 する 最も 知識 ある 人 材 を 探 
し 求め た 。 ワ ー ク ショ ッ プ の 開催 に あたっ て は 萩野 浩 基 学 長 (訳注 : 当時 ) か ら 
寛大 な 支援 を 受け る と と も に 、2 日 間 に わ た る 専門 家 に よる 討論 、 そ し て その 後 
お よそ 400 人 に 対し て 行なわ れ た 討論 結果 の 公開 シン ポジ ウム を 、 生 田 目 学 文 教 
授 と と も に 組織 し た 。 我 々 の 同僚 で ある リチャード ・ タ ンタ ー と リッ キー・ カ ー 
ステ ン が 日 本 語 で 発表 を 行なう 一 方 、 他 の ワー クシ ョ ッ プ 参加 者 は 字幕 つき イン 
タビ ュー の 形 で 発表 し た 。 そ し て 最後 に 、4:zzz Perspective 2013 年 第 37 巻 4 号 の 特 
別 号 に お いて 、 上 記 討 論 に 基づく 論文 集 を 生田 目 教 授 が 編集 し 、 刊 行 し た 。 

し か し 原子 力 を 巡る 国際 的 議論 に 立ち 入れ ば 立ち 入る ほど 、 bris 
懸念 が 高まっ て いっ た 。 誤 っ た 情報 が 数 多く 流布 し て いる だ け で な く 、 時 に は 傍 
の 情報 も 流さ れ 、 そ れ に よっ て 原子 力 に 関す る 議論 の 行方 が 左右 され る こと も あ 
る と いう 事実 に 、 我 々 は 驚か され た 。 き ちん と 整え られ た 議論 の 場 で きえ も 、 原 
発 賛 成 派 と 反対 派 が 互い に 過去 に つい て 治 々 と 語り 、 一 方 が ある 論点 を 力説 し た 
か と 思う と 、 も う 一 方 は 全く 別 の 論点 を 強調 する 、 と いう の が 関の山 だ っ た の で 
ある 。 そ の 上 、 オ ー ス トラ リア 、 そ し て 我々 に と っ て 最も 近い 隣人 で ある 東南 ア 
ジア 諸国 連合 (ASEAN) 10 ヵ 国 の うち 、 原 子 力 発電 所 を 建設 し た 国 は 一 つも な 
い 一 方 で 、 数 ヵ国 が 強い 関心 を 抱い て お り 、 ま た すでに 計画 段階 に 入っ た 国 も あ 


中 


in 


De 

こう し た 理由 か ら 、 我 々 は 2014 年 に 、 今 度 は オー スト ラリ ア 国 立 大 学 (ANU) 

に お いて 「 東 アジ ア に お ける 原子 力 発 電 : 費用 と 効用 ] と 題し た 国際 ワー クシ ョ 
ッ プ を 開催 し た 。 そ こ で は 原発 建設 の 決定 に まつ わる 9 つの 主要 な 論点 (建設 費 
用 、 規 制 、 事 故 発生 時 の 責任 、 廃 炉 、 核 廃棄 物 の 処理 、 原 子 力 発電 と 気候 変動 と の 関 
係 な ど ) が 打ち 出さ れる と と も に 、 こ れ ま で に 原子 力 発電 へ の 府 成 な いし 反対 を 
表明 し た か 和 否 か に か か わら ず 、 こ れ ら 各論 点 に 関す る 専門 家 が 招 陽 され た 。 

この ワー クシ ョ ッ プ に は アメ リカ 、 日 本 、 シ ン ガ ポー ル 、 友 湾 、 そ し て オー ス 
トラ リア か ら 専 門 家 が 参加 し た 。 我 々 は ANU の 「 世 界 に お ける 中 国 ] と いう 建 
物 で 2 日 間 に わ た っ て 討論 し 、3 日 目 に その 結果 の 公開 シン ポジ ウム を 開催 し た 。 
Æ LT, Asian Perspective 2015 年 第 39 巻 4 号 の 特別 号 に お いて 、 今 度 は ティ ル マ 
ン ・ ラ フ の 編集 に よる 論文 集 を 刊行 し た 。 

本 書 は 福島 原発 事 敵 後に お ける 我々 の 研究 結果 、 ワ ー ク ショ ッ プ で の 結論 、 そ 
し て 当 プ ロジ ェクト に 参加 し た 寄稿 者 の 見 解 を 示す も の で ある 。 我々 は 東 ア ジア 
に お ける 原子 力 の 役割 を 評価 すべ く 最 善 を 尽く し た 。 

まず は 本 書 の 11 の 章 を 執筆 し た 各 寄 稿 者 と 、 そ の 文章 を 入念 に 編集 し て くれ 
た メア リー= ル イー ズ ・ ヒ ッ キ ー に 大 き な 感 謝 の 気持 ち を 贈り た い 。 ま た 二 度 の 
ワー クシ ョ ッ プ に 参加 し 、 そ の 実施 を 手助け し て くれ た その 他 の 研究 者 や 学生 た 
ち に も 感謝 の 意 を 表す る 。 東北 福祉 大 学 の 萩野 浩 基 、 生 田 目 学 文 両氏 は 素晴らし 
い 主 催 者 で あり 、 ま た ANU に お いて は 国際 関係 学部 、 日 本 研究 所 、ANU-IU 
(イン ディ アナ 大 学 ) 合同 汎 ア ジア 研究 所 、 そ し て 素晴らし い 施 設 を 提供 し て くれ 
た 「 世 界 に お ける 中 国 」 に 感謝 申し 上 げ る 。 The World Nuclear Industry Status Report 
B よび Bulletin of the Atomic Sezez が な に 収載 され た 世界 原子 力 発電 デー タ ベー ス 
(The Global Nuclear Power Database) は 我々 の 研究 を 支え る 包括 的 か つ 実 証 的 な 基 
大 と な る 情報 を 提供 し て くれ た 。 ま た 、 我 々 の 作業 に 大 きく 貢献 し て くれ た ジュ 
リー・ ヘ イズ マン と マイ クル ・ シ ュ ナ イダ ー の 両氏 に も 深く 感謝 する も の で ある 。 
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全て の 人 に あり が と う 。 
キャ ン ベ ラ に て 
2017 年 9 月 
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アジ ア に お ける 原子 カエ ネル ギー 


メル ・ ガ ー ト フ 


2011 年 3 月 に 発生 し た フク シマ の 核 惨事 は 原子 力 に 関す る 深刻 な 疑問 を 提起 し 
た 。 我々 は この 後に 行なっ た 調査 研究 を 通じ て 二 つ の 問題 に 答え を 出 そ う と 試み 
た 。 す な わ ち 、 ア ジア に お ける 原子 力 の 現状 は どの よう な も の か 、 そ し て 東 ア ジ 
ア に お いて 原子 力 に 未来 は ある か 、 の 2 点 で ある 。 我々 は これ ら の 疑問 に 解答 を 
出す こと で 、 原 子 力 エネ ルギー を 巡る 国際 的 な 議論 に 真 献 す る こと を 望ん で いる 。 
当然 な が ら 、 こ うし た 重大 な 問題 が 単に 「 イ エス 」「 ノ ー」| で 答え られ る こと は 
稀 で ある 。 エ ネル ギー に 関す る 決定 は 、 費 用 対 効 果 や 国益 と いっ た 客観 的 要素 、 
お よび 原発 事業 者 の 影響 力 、 汚 職 、 そ し て 官僚 的 な 縄張り 争い と いっ た 客観 性 の 
薄い 要素 を 土合 と し て 、 国 家 レ ベル で な され る も の で ある 。 に も か か わら ず 、 本 
書 の 執筆 者 た ち は 特 定 の 国々 に お ける 原子 力 発電 の 現状 と 将来 性 を 綿密 に 調査 す 
る こと で 、 大 半 は 舎 定 的 な も の な が ら 、 一 定 の 解答 を 見 出し た 。 

2017 年 初頭 の 時 点 で 、30 ヵ 国 計 450 基 の 原子 炉 が 稼働 し て お り 、 さ ら に 15 ヵ 
国 で 60 基 が 建設 中 で ある (Nuclear Energy Institute 2010)9。 ま た アジ ア で 建設 中 の 
原子 炉 は 34 基 、 う ち 21 基 が 中 国 と な っ て いる (Bulletin of the Atomic Scientists 2017; [EQ 
0-1 参 照 )b。 し か し 、「 フ クシ マ 効 果 ] が アジ ア に 影響 を 及ぼ し た の は 間違い な い 。 
中 国 で は 福島 原発 事故 後 も 稼働 認可 が 緩慢 な ペー ス な が ら 伸 びている に も か か わ 
ら ず 、2011 年 か ら 2014 年 まで 新規 建設 が 行なわ れ て いな い (Bulletin of the Atomic 


1 Bulletin of the Atomic Scientists (2017) に よる と 、2017 年 1 月 1 日 時 点 で 、13 ヵ 


国 に お いて 35 基 の 原子 炉 が 建設 中 で ある と いう 。 


50 
1976 年 の 建造 開始 件 数 が 最大 (44%) 
40 ー 
8 
i 30 - 
JE oa 
開 
始 m- 
E 20 [| 
E r1 m = 2011-2016: 
a 35 
10 H ロロ ーー 
LI ii iaa lt, ins . i 
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建造 国 : BN 中 国 イン ド 韓国 久 パキスタン M その 他 の アジ ア 国 家 その 他 の 国家 
図 0-1 全 世 界 に お ける 原子 炉 の 年 間 建造 開始 件 数 (1951-2016) 
出典 : Schineider et al (2017) 著者 の 許可 を 得 て 転載 。 


Scientists 2017), その 一 方 、M・V・ ラ マナ と エイ ミー・ キ ング が 本 書 で 論じ る 通 
り 、 中 国 に お ける 原子 力 発電 の 現状 は 、 経 済 成長 率 目標 に お ける | 新 標準 」 の 適 

と 経済 面 で の 構造 的 変化 が 電力 需要 の 低下 に つなが り 、 原 子 力 発 電 に 対す る 関 
心 が 以前 の 予想 を 下回り そう だ 、 と いう の が 真相 で ある 。 他 方 、 総 発電 の 31 パ 
ー セ ント を 原子 力 に 依存 し て いる 韓国 で は 、 福 島原 発 事 逆 と 世論 の 強い 反対 に も 
か か わら ず 、 原 子 力 に 対す る 公 的 な 支援 が 発電 だ け で な く 輸 出 に 関し て も 引き 続 
き 行 な われ て いる と 、 ロ ー レ ン ・ リ チャ ー ド ソン が 本 書 で 指摘 し て いる 。 

その 一 方 で 、 東 南ア ジア 諸国 連合 (ASEAN) を 構成 する 10 ヵ国 は 、 原 子 力 エ 
ネル ギー の 推進 を 巡っ て 分 像 し て いる 。 ベ トナ ム は 2016 年 に 手 を 引く こと を 決 
め 、 カ ン ボ ジア 、 イ ンド ネシア 、 マ レー シア 、 そ し て フィ リピ ン は 、 様 々 な 段階 
で 導入 を 検討 中 で ある 。 し か し メリ ー・ カ バレ ロ = ア ン ソ ニー と ジュ リウ ス ・ セ 
ザー ル ・I・ ト ラ ヤ ー ノ が 本 書 で 指摘 する 通り 、2035 年 に お ける ASEAN 諸 国 の 
総 発電 量 の うち 、 原 子 力 に よる 電力 は わずか 1 パー セン ト で 、 再 生 可 能 エ ネル ギ 
ー が 22 パ ー セ ント を 占め る と 予測 され て いる 。 
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原子 力 発 電 の 魅力 を 低下 させ て いる 諸 要 素 


原子 力 発電 の 存続 可能 性 が 


第 だ が 、 世 論 


Hf 
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産業 と 同様 、 政 府 の 様々 な 助成 に よる 
を 歪め 、 
な く 政 治 面 ! 
の 12 パー セン ト が 途中 で 建設 中 止 と な 
れ た 原子 炉 754 基 の うち 90 基 が 建設 

の は 特筆 すべ き 事 実 で ある 。 ま た 建設 
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こも 影響 を 及ぼ す も の で あり 、 原 子 力 発電 


ete 
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傘 め られ た と し て も 、 完 成 ま で 


PAS HE 


年 か ら 10 年 を 要 し て お り 


(609 基 中 338 基 ) 、 


年 以上 か か っ て いる (Bulletin の the Atomic Scientists 2017) 
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そし て カ 


バー ト ソ ン が 論じ る よう に 
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ば ならない 。 そ し て 何より 、 廃 
次 に 政策 3 


に ある と 、 鈴 木 達 治郎 ( 
途 を 辿っ て いる が 、 
ある 。 4 7z A 
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、 老 朽 化し た 原子 炉 は 最終 的 に 廃止 
続く 15 な いし 20 年 に わた っ て コス ト を 倍増 きせ る 。 ま た ロバ ー ト ソン が 
る 通り 、 放 射 性 廃棄 物 の 安全 な 処分 と いう 問題 も 、 廃 炉 の 際 ( 


こ 放 


と 納税 者 が 支払 う 最終 1 
一 その も の の 経験 が 世界 全体 で 不足 し て いる 。 
K 定 者 へ の 信頼 と いう 問題 が ある 。 福島 原発 事故 が 日 
i 産業 その も の に 対し て 
論じ て いる 。 
原発 賛成 論 
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原子 カエ ネル ギー の 将来 、 そ し て 国民 と の 意思 疎通 に 関し 、 福 島原 発 事故 は 様々 
な 教訓 を 明白 に 示し た が 、 原 子 力 産業 は 一 員 し て これ を 無視 し 続け て いる 。 台 湾 
で も 同様 に 、 安 全 性 の 問題 に お ける 透明 性 が 危険 な まで に 欠け て お り 、 ま た 核 兵 
器 保 有 国 に な る 野望 を 長年 に わた っ て 曖昧 に し 続け た 結果 、 そ の 原子 力 規 制 機関 
に 対す る 継続 的 監視 が 必要 で ある こと を 、 グ ロリ ア ・ ク ァ ン = ジュ ン ・ ス ー の f 
究 結 果 は 明らか に し て いる 。 当然 な が ら 、 世 論 が 重視 され な い 国 家 た と えば 
中 国 や ベト ナム ーー で は 、 信 頼 に 関す る 問題 が 重要 性 を 淀 び る こと は な い 。 し か 
し そう し た 国家 に お いて さえ 、 自 宅 の 理 に 原子 力 発電 所 が ある こと を 国民 が 不安 
に 感じ て いる の は 確か で ある 。 

隠れ た コス ト と 国民 の 信頼 に 関す る 問題 は 、 原 子 力 が 引き 起こ す 生 物 学 的 脅威 
と 健康 被害 に も 内 在 し て いる 。 放 射線 が 健康 に 及ぼ す 影 響 を 長年 に わた り 研 究 し 
て きた ティ ルマン ・A・ ラ フ は 、 こ れ ら の 影響 が いか に 過小 評価 され て きた か を 
示し て いる 。 ま た ラフ は 、 福 島原 発 事故 に お いて 、 被 蝶 し た 放射 線量 が が ん 発症 
率 と どの よう な 相関 関係 に ある か 、 お よび DNA に どれ ほど の 影響 を 与え る か に 
つい て 、 詳 細 な 説明 を 行なっ て いる 。 チ ェ ル ノブ イリ 原発 事故 が 遺伝 子 に 与え る 
影響 に つい て 長年 に わた っ て 実地 調査 を 行なっ た ティ イモ シ ー・A・ ム ソー と アン 
ダー ス ・P・ モ ラー は 、 原 発 事故 が 人 間 を は じ め と する 生物 の 健康 に どの よう な 
影響 を 及ぼ すか に 着目 する 。 か くし て これ ら 二 つの 章 で は 、 こ れ ま で し ば し ば 見 
逃さ れ て きた 、 原 子 力 へ の 依存 に 対す る 有力 な 反証 が 提示 され て いる 。 


以下 の 各 章 は 、 原 子 力 の コス ト と 投資 リス ク に まつ わる 様々 な 誤解 を 解消 し て 
いる 。 実 の と ころ 、 エ ネル ギー 関係 の 経済 学 は 原子 力 発電 の 将来 性 が 失わ れつ つ 
ある こと を 示し て いる 。 絵 発電 量 の 77 パ ー セ ント を 原子 力 が 占め る 世界 一 の 原 
子 力 大 国 で ある フラ ンス で さえ も 、「 フ ラン ス と いう 例外 」 な る 概念 の 見 直し を 


放射 性 廃棄 物 の 保管 に か か る 推定 費用 は 現在 1.800 億 ドル を 上 回 っ て いる 。 
McCurry 2017 を 参照 の こと 。 


余儀 な まく され て いる (この 
いる )。 原子 力 発電 は 安価 で 
で ある と いう これ まで の 手引 


長 は 、 コ スト 面 で の 要 


序章 アジ ア に お ける 原子 力 エ ネル ギー 


実は み リ ステ ィ ー ナ ・ ス チュ アー ト の 章 で } 
効率 に 優れ 、 ま た 地球 温暖 化 に 対 
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「 す る 唯一 の 解決 葉 


か も し れ な い 。 ア ンド リュ ー・ ブ レイ カー ズ は 、 風 力 、 太 陽光 、 お よ 


っ た 持続 可能 エネ ルギー を 綿 審 に 検 入 
プレ イカ ー ズ に よる と 、 風 力 発電 と 太陽 光 発 電 は すでに 人 


E す る こと で 、 そ うし た 見 解 を 強 


格 面 で 化石 


関係 に あり 、 導 入 率 で は ます ます 引き 離し て いる と いう 。 


2016 年 の 世界 経済 フォ ー ラ ム で は 次 の よう に 宣言 され て いる 。「 再 生 可 
援 化 を 解消 する 最高 の 機会 を 提 
(World Economic Forum 2016: ) 。 し か し 残念 な が ら 、 再 
氷 温暖 化 を 止め る の に 必要 な 水 


ルギー の イン フラ は 、 健 
供 で きる 水準 に 達し た 」 


生 可 能 エ ネル ギー に 対す る 世界 全体 の 投資 は 、 地 


進 を は る か に 下回っ て いる 。 
2015 年 12 月 に 開催 


全 な 投資 環 


bec Hiki 


され た 国連 気候 変動 枠組 条約 第 21 


Ay SE 


因 に よっ て 最終 的 に 無効 と な る 


び 水 力 と い 
調 し て いる 。 
燃料 と 競 


HEL À 


回 締約 
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(COP21) 


で は 、 摂 氏 2 度 まで に 制限 する と いう 温暖 化 の 上 限 目 標 を 達成 する に は 、2030 年 


まで の 間 、 再 生 可能 エネ ルギー の イン フラ 整備 に 年 間 12 
で ある こと が 強調 され た 。 な お 現在 の 平均 年 
る 。 さ ら に 、 財 団 、 年 金 基金 、 寄 付 


団 


E ド ル の 追加 投資 が 必要 
間 投 資 額 は お よそ 2000 倍 ドル で あ 


体 を 含め た 世界 の 資産 保有 者 トッ プ 500 を 


見 る と 、 低 炭素 に 対す る 投資 は 運 


資産 (AUM) 総額 の 0.4 パ ー セ ント 


額 38 兆 ドル に 対し 1,380 億 ドル ) に 過ぎ な いこ と が 確 


認 き され て いる 。 


(AUM 


総 


エネ ルギー 問題 に 関し 、 ア ジア は じ め 世 界 各 地 に お いて 最も 重要 な 課題 は 、 政 


策 決 定 者 に 原子 力 と 化石 
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多数 の 


yE 


TE ES 


加 を 続け る より 多数 の 


料 発電 所 の 建設 に 比べ より 経済 的 に な っ て いる 。30 ヵ 国 以上 で 公 的 B 
い グ リッ ド パ リ ティ が 達成 され た と 】 


1d 


EWU Sn, Grá 


「 非 水力 の 二 大 # 


E の うち に 全 


2 が グリ ッ ド パリ ティ に 到達 する 見 込み で ある 」。 


燃料 へ の 依存 を や め さ せ 、 風 力 、 太 陽光 、 お よび 水力 に 


次 に 挙げ る 世界 経済 フォ キーラ ム に よる 報告 (World Economic Forum 2016: 6) 
も ブレ イカ ー ズ の 見 解 を 支持 し て いる 。 
国 で グリ ッ ド パリ ティ RG 
存 の コス ト と 同等 $ も し く は より 安 人 1 


守 生 可能 エネ ルギー 源 は 、 
生 可 能 エ ネル ギー に よる 発電 コス ト が 既 
に な る 点 ) を 達成 し て いる 。 ま た 、 さ ら に 増 
々 で 、 太 陽光 発電 お よび 風力 発電 施設 の 建設 が 、 石 炭 燃 


』 成 に よら な 


世界 の 3 分 の 


aj 


より 多く の 投資 を させ る こと に あり 、 そ の 解決 は 科学 や 経済 学 で は な く 、 ま ず 
より 政治 に か か っ て いる 。 そ う で な けれ ば 、 地 球 的 観点 か ら 見 て 短期 的 に も ] 
的 に も コス ト 過 大 な 原子 力 、 石 油 、 そ し て 天然 ガス を 全廃 する こと が 合理 的 選択 
の は ず だ か ら だ 。 し か し 、 世 界 各国 が 高 成長 の た め に より 多く の エネ ルギー を 必 
要 と し て いる 今 、 エ ネル ギー 問題 の 全体 像 を 把握 する に あたっ て この よう な 劇 的 
転換 が 可能 か 否 か は 疑問 で ある 。 


Xn 
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第 1 部 


原子 力 産業 の 現状 


J E. 


福島 原発 事故 以降 に お ける 
日 本 の 原子 力 政 策 の 諸 問 題 


鈴木 達治 朗 


要 B 

2011 年 3 月 11 日 に 発生 し た 福島 原発 事故 は 、 日 本 の 原子 力 エネ 
ルギー に と ど ま ら ず 、 エ ネル ギー 政策 全般 の 転換 点 と な っ た 。 そ の 
最も 大 き な 影 響 は 、 原 子 力 の 安全 性 だ け で な く エ ネル ギー 政策 全体 
に 対す る 国民 の 信頼 が 失わ れ た こと で ある 。 事故 か ら ぅ 5 年 以上 が 経 
過 し た 今 も その 状況 は 変わ ら ず 、 国 民 の 80 パ ー セ ント 以上 が 原子 
力 発電 所 の 段階 的 全廃 を 望ん で いる 。 つ まり 事 夏 の 影響 は いま だ 消 
え 去 っ て いな い の だ 。2014 年 4 月 11 日 、 日 本 政府 は 新た な エネ ル 
ギー 基本 計画 を 閣議 決定 し 、 原 子 力 へ の 依存 度 を 下げ る と 宣言 し つ 
つも 、 重 要 な ベー スロ ー ド 電源 の 一 つと 考え て いる 。 日 本 は 現在 、 
原子 力 の 将来 的 な 方 向 性 と は 無関係 に 、5 つ の 重要 な 政策 課題 に 直 
面 し て いる 。 つ まり 、 使 用 済み 燃料 の 管理 、 プ ルト ニウム の 備蓄 管 
理 、 放 射 性 廃棄 物 の 処分 、 人 的 資源 の 問題 、 そ し て 国民 の 信頼 回 復 
CHS. 本章 で は これ ら 5 つの 主要 問題 と 、 日 本 が 検討 すべ き 代替 
政策 を 論じ る 。 


IO 第 1 部 原子 力 産業 の 現状 


2011 年 


3 月 11 日 14 時 46 分 に 発生 


み に お いて も 前 例 の な い 原 子 力 災害 


な く 全 世界 の 原子 力 専門 家 に と っ て 忘れ 得 な い 歴 史 的 1 日 
た の は 2011 年 だ が 、 原 発 事故 の 余波 は 今 な お 続い て いる 
福島 の 被災 者 が 現在 も 仮設 住宅 で 暮らし 、 履 卿 に 戻れ る 


序 


ap 


し 、 東 北 地 方 お よび 福島 第 1・ 第 2 原子 力 発 
電 所 を 直撃 し た 太平 洋 の 大 地震 と その 後 の 大 津波 は 、 規 模 に お いて も 時 間 的 枠組 
を も た らし た 。 BAR, [3.11] は 日 本 だ け で 


と な っ た 。 地震 が 起き 
。 お よそ 10 万 人 に 上 る 
日 が いつ に な る か わか ら 


な い 状 態 で いる 。 福 島原 発 を 巡る 状況 は 改善 し た も の の 、 浴 解 し た 燃料 デブ リ を 
現場 か ら 取 り 除 き 、 発 電 所 を 解体 する に は 40 年 以上 を 要する も の と 見 られ て い 


る 。 現 存する 原子 力 発電 施設 の 安全 性 を 可能 な 限り 維持 し 、 将 来 の 原子 力 政 策 に 
対す る 潜在 的 影響 を 理解 する た め 、 我 々 は 利用 可能 な 知識 と 


出さ き ね ば な ら な い 。 


本 章 で は 現場 と な っ た 福島 第 1 原発 内 外 の 現状 を 要約 し 、 
策 と 全 世 界 の 原子 力 開発 に 与え る こと が 予想 され る 影響 を 考察 する 。 ま た 日 本 に 
お ける 原子 力 の 方 向 性 と は 別に 、 重 要 な 主たる 政策 的 課題 を 


2015 年 6 月 12 
第 1 原子 力 発電 所 の 廃止 措置 等 に 向け た 中 長期 ロー ド マ ッ プ ] の 改定 案 を 発表 し 
た 。 こ の 改定 案 は 「 リ スク 低減 」 を 強調 し て いる が 、 そ れ は 廃 炉 工程 に よっ て 作 
本 され て いる こと を 暗 に 意味 し て いる 。 ま た 


済み 燃料 プー ル か ら の 燃料 取り 出し ) も 3 年 


業 員 や 住 
BETA 


青 報 か ら 教訓 を 引き 


日 本 の エネ ルギー 政 


明らか に する 。 


福島 第 1 原子 力 発電 所 お よび その 周辺 の 現状 と 将来 


民 が いま だ 大 き な リ スク に 


日 、 廃 炉 ・ 汚 染 水 対 葉 関係 閣僚 等 会 議 は 「 東 京 電力 (株 ) 福島 


の 第 1 段階 1 一 3 号機 の 使 / 


以上 遅れ る こと と な っ た 。 


福島 原子 力 発 電 所 を 保有 ・ 運 営 す る 東京 電力 株 式 会 視 


E (TEPCO) は 廃 炉 の 責 


任 を 負っ て いる が 、 そ れ は 増え 続け る 大 量 の 汚染 水 (1 日 あたり お よそ 400 ト ン ) 


と の 闘い で あり 、 汚 染 水 の 一 部 は 海 に 漏れ 出 た も の と 疑わ れ て いる 。 汚染 水 の ? 


E 


第 1 章 福島 原発 事故 以降 に お ける 日 本 の 原子 力 政策 の 諸 問題 IL 


洩 を 抑え る べく 、 東 京 電力 と 経済 産業 省 (METI) は いわ ゆる [PREE] を 設置 
し 、 現 場 へ の 水 の 流れ を 遮断 する こと に し た 。 こ の 歴 は ほぼ 完成 し た が 、 原 子 力 
規制 委員 会 は その 効果 を 限定 的 な も の と 判断 し 、 従 来 の 方 法 (地下 水 お よび 汚染 
水 の 流 み 上 げ ) を 継続 する 必要 が ある と 結論 づけ た 。 

汚染 水 は 東京 電力 と 経済 産業 省 が 直面 し て いる 前 例 の な い 困 難 の 一 つ に 過ぎ な 
vs 福島 第 1 原発 の 廃 炉 に 向け た ロー ド マ ッ プ で は 、 廃 炉 完 了 ま で 少な く と も 30 
な いし 40 年 を 要する も の と 見 積 も ら れ て いる 。 す な わ ち 、 原 子 炉 4 基 の 使用 済 
み 燃 料 プ ー ル か ら 燃 料 を 取り 出す の が 第 1 段階 (2 な いし 3 年 )、 1—3 5 2^ 518 
解 し た 燃料 デブ リ を 除去 する の が 第 2 段階 (最短 で 10 年 )、 そ し て 発電 所 全体 の 
除 染 が 第 3 段階 (30 な いし 40 年 ) で ある 。4 号 機 の 使用 済み 燃料 プー ル か ら の 人 燃 
料 取 り 出 し (使用 済み 燃料 集合 体 1331 体 、 放 射線 未 照射 燃料 集合 体 202 体 ) は 
2014 年 12 月 22 日 に 完了 し て お り 、1ー3 号 機 の 燃料 取り 出し は 現在 も 続い て いる 。 
だ が 溶解 し た 炉心 を 除去 する に あたっ て 、 燃 料 デ ブリ に 関す る 情報 が 非常 に 不足 
し て お り 、 そ れ ら が どこ に あっ て 現在 どの よう な 形 を し て いる か は 全く 不明 で あ 
る 。 ま た 放射 線量 が 高い た め に 1 一 3 号機 の 原子 炉 建屋 に 近づく こと が で きず 、 
遠隔 操作 が 可能 な 装置 、 あ る い は 放射 能 に 耐え 得る 高 性 能 の ロボ ッ ト を 開発 する 
必要 に 迫 ら れ て いる 。 

2014 年 4 月 1 日 、 東 京 電力 は この 複雑 か つ 困 難 な 一 大 事業 を 専門 に 取り 扱う べ 
く 、 福 島 第 1 廃 炉 推進 カン パニ ー な る 新 会 社 を 設立 し た 。 ま た 2013 年 8 月 に は 経 
済 産業 省 と 東京 電力 、 お よび 原発 関連 企業 や 日 本 原子 力 研究 開発 機構 (JAEA) 
な ど そ の 他 関 係 機関 に よっ て 、 国 際 廃 炉 研究 開発 機構 が 開設 され た 。 こ の 研究 機 
関 の 目 的 は 廃 炉 に 必要 な 研究 開発 を 促進 する こと だ が 、 と り わ け 福 島 第 1 原発 の 
廃 炉 が その 対象 と な っ て いる 。 そ の 一 方 、 廃 炉 工程 全体 に お ける 左 明 性 、 お よび 
独立 し た 監督 体制 の 欠如 が 今 な お 懸念 され て いる 。 原子 力 委員 会 AEC) は 、 
透明 性 を 最大 限 確保 すべ く 海 外 の 専門 家 を 加え た 独立 機関 (第 三 者 機関 ) を 設け 、 
政策 全般 の 評価 ・ 監 督 に あたら せる べべ き と 政 府 に 勧告 し て いる (JAEC 2012b) も 
の の 、 日 本 政府 は 現時 点 で こう し た 独立 機関 を 設け て いな い 。 
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観測 され た 放射 線量 の 水準 に 従い 、 政 府 は 3 段 
DOW" (年 間 積 算 線量 50 ミリ シー ベル ト (mS) 超 )、" 居 
Jk" ( 同 50 ミリ 以下 20 ミリ 超 )、 そ し て "避難 指示 解除 準備 
成 衰 と 除 染 の 取り 組み に よ 
いる 。2016 年 8 月 31 


DE, "Js 


HE 


で ある 。 放 射線 の 


定 さ れる 地域 は 増え て 


自然 


第 1 部 原子 力 産業 の 現状 


避難 区 域 の 除 染 と 再建 


BE OD she HE 


区 域 を 


り 、 


zo 


IX JE, 


Kik” ( 同 20 ミ 
避難 指示 解除 人 準備 
、 政 府 は 一 部 帰還 困 


He 


RE 


し じ だ た 。 T 


区 


な 
HI ER DE 
リ 以 下 ) 
区 域 に 指 


域 に 「 復 


興 拠点 ] を 設定 し 、 住 民 の 早期 帰 居 を 目指 し た 生活 イン フラ の 再建 を 発表 し た 
(原子 力 災害 対策 本 部 復興 推進 会 議 2016)。 し か し 年 間 積 算 線量 20 ミ リ シ ー ベ ルト 
と いう 基準 は 、 チ ェ ル ノブ イリ 原発 事故 の 5 年 後に 定め られ た 5 ミリ シー ベル ト 
と いう 避難 基準 を は る か に 上 回 る こと か ら 議 論 の 対象 と な っ た 。 


住民 の 帰 違 問題 は 補償 問題 
指定 を 解除 され た 自治 体 の 住民 は 補償 の 対象 と 


て 、 政 策 決定 プロ セス に 


これ より 論じ る 国 


2015 年 2 月 24 


国 


な ら な い 。 


失わ れ た 国民 の 信頼 


と 直結 し て いる 。 現行 の 法令 に よれ ば 、 訂 難 
さら に 重要 な 問題 と し 
民 が 十分 参加 で き て いな いと いう も の が あり 、 そ れ が 
民 の 信頼 喪失 に 結び つい て いる 。 


区 域 の 


、 東 京 電力 は プレ スリ リー ス の 中 で 、 排 水管 の 1 本 で 高い 放 


射線 量 が 観測 され た 原 


われ た が 、 東 京 電 
し て いる 。 


この 一 件 は 、 過 去 4 年 間 に わ た っ て 報告 され た 日 


都合 な 出来 事 


因 は 、2 号 機 の 原子 炉 建 屋 の 屋根 に 溜まっ た 雨水 だ と 述べ 


た 。 こ の 排水 管 は 海 に つなが っ て お り 、 汚 染 水 が 海 に 流出 し た の で は な いか と 人 疑 


は この 地域 の 海水 で 「 放 射 能 の 増加 」 は 確認 まれ て いな いと 


本 の 原子 力 産 業 に まつ わる 不 
の 数 々 を 物語 る エピ ソー ド の 一 つ に 過ぎ な い 。 と は いえ 、 排 水管 


の 放射 能 が 高まっ て いる こと を 認識 し な が ら 、 原 子 力 規制 委員 会 と 福島 県 に 報告 


する の を 東京 電 
ミン グ も 最悪 


が 怠っ た た め 、 よ り 大 き な 悪 影 
だ っ た 。 地元 漁業 組合 と の 長 


響 が 生じ て し まっ た 。 ま た タイ 
期 に わた る 交渉 の 未 、 東 京 電 


は 地下 


に 溜まっ た 放射 能 
前 だ っ た 。2015 年 2 月 25 


原発 事故 以降 、 
根底 ( 


は る か に 強化 され た 後 も 、 
AUX, 
2^ D 2013 4E 3 H IZ 


は 


に 


2014 年 8 月 に 
国 


上 げ を 受け 入れ る と 
経済 新聞 2014)。 さ ら 【 
で 、 政 府 機関 が 「 最 も 信 


る 
な 
の 値 
本 


民 と 連名 で 東京 電力 を 非難 、 
信頼 の 欠如 
こ あ る 、 根 本 的 な 問題 で ある 。 国 民 
た 。2012 年 に 新た な 独立 機関 と し て 原子 力 規 制 委 
民 の 信頼 が 
全 原 発 の 即時 停止 を 求め る 国 
は 30.7 パ ー セ ント に 
、 日 本 で 再び 深刻 な 原発 事故 が 起き る と 信じ て いる 
ー セ ント に 上 る こと も 示さ れ て いる (広瀬 2013) 。 

行なわ れ た 世論 調査 に 
民 の 割合 が 56 パ ー セ ント に 上 り 、 
お 同じ 世論 調査 で は 、 RR m E E. 
回 答 し た 国 
に 広瀬 に よる 世論 調査 は 、 項 目 


汚染 水 の 一 部 を 、 処 】 
日 、 地 元 の 漁業 


国 


[==] 


頼 で き な 


し た 信頼 の 欠如 
な 課題 で ある 。 し か し 
最近 に な っ て も 、 


国 


に 関す る 新た な 報告 書 


ー 


ル ) | 
の 推定 費用 
射 能 汚 
兆 円 を 負 ] 
会 社 お よび 新 電 力 会 社 

そし て 2016 年 12 H 21 


Gel 


民 の 
し て いる 。2016 年 12 月 20 


Fe +r 


発 事故 以降 


理工 程 を 経て 浄化 し た 


に お ける 日 本 の 原子 力 政策 の 諸 問題 
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後 、 太 平 洋 に : 


者 は 相馬 双葉 漁 


| 信頼 は 失わ れ た 」 と 述べ た 。 


は 、 日 本 の 原子 力 産業 が 直 
eer 
会 が 設 


は 、 日 本 の 原子 力 政策 
事故 か ら 6 年 、 十 分 


町 し 


= 


回 復 す る こと は な か 


国 


( 業 組 合 の 佐藤 弘行 


て いる 様々 な 
対す る 信頼 
Jòn, Hil 
っ た 。 世 論調 


WR 
を 
基準 が 


dil 


= 


民 の 割合 は 、2011 年 6 月 の 13.3 パ ー セ ント 
こま で 増加 し て いる 。 ま た 同じ 世論 
民 の 割合 が お よそ 80 パ 


調査 で 


よれ ば 、 現 存する 原子 


民 の 割合 が 61 パ ー セ ン 


を 決定 者 と 原子 力 産業 が 
け な 取 り 組 


炉 の 再 稼働 に 反対 す 


回 調査 時 か ら 4 パ ー セ ント 増加 し た 。 


ら 電 気 料金 
ト に 上 っ て いる CH 


に 挙げ られ た 諸 機関 の 中 
PVs | と 考え を られ て いる こと を 示し て いる 。 こう 


現在 抱え る 最も 深刻 


み が な され た と は 言え な い 。 
言 頼 を きら に 失わ せる 重要 な 政治 的 出来 事 が 2 件 発生 


間 題 委 


、 東 京 電力 改革 ・1F 


(2016) を 発表 し 、 
見 積もり の 概要 を 示 し た 。 そ れ に よる と 、 関 連 費 
LATA EWES DRAP, 


事故 関連 費 


cH 


定 の 2 倍 


これ は 以前 の } 


は 以下 の 通り 。 福 
人 域 の 閉鎖 に か か る 
旧 す る 一 方 、 残 っ た 6 兆 円 の うち 4 兆 円 を 


3 


が 、2 兆 円 を 政府 が 拠出 すべ き と し て いる 。 


EH を を 


E5981] 


p: 


6 兆 円 。 ま た この 


18JE Hj. 
報告 書 


発 の 廃 炉 費 


AN 


員 会 は 同社 


の 総額 は 222 


87) 4t 


の 再建 計画 
「 画 の 新た な 
kA (200 F 
で ある 。 な お 各 項 目 
補償 費用 8 兆 円 、 放 


は 、 東 京 電力 が 約 16 


従来 の 電力 


日 、「 高 速 炉 開 発 の 方 針 」 お よび |「『 も ん じゅ 』 の 取扱 い 


I4 第 1 部 原子 力 産業 の 現状 


に 関す る 政府 方 針 ] と いう 2 点 の 政策 資料 が 原子 力 関係 閣僚 会 議 に よっ て 公開 さ 
れ た (原子 力 関係 閣僚 会 議 2016a, 2016b) 。 こ れ ら の 資料 は 、 原 子 力 規 制 委員 会 が 


2015 年 11 月 に 行なっ た 「 高 速 増殖 原型 炉 も ん じゅ に 関す る 勧告 ] を 受け て 


され た も の で あり 、 そ の 勧告 文 の 中 で 規制 委員 会 は 、 日 本 原子 力 f 
(JAEA) に も ん じゅ の 運営 主体 と な る 資質 は な いと 判断 され る た め 、 そ れ に 


る 運営 ・ 管 理 機関 を 政府 は 指定 すべ きだ と し て いる (原子 力 規制 委員 会 (NRA) 
2015) 。 ま た 原子 力 関係 開 僚 会 議 に よる 資料 に は 、 政 府 が 2017 年 より も ん じゅ の 
廃 炉 を 行なう と 決定 し た 一 方 、 高 速 増殖 炉 の 開発 は も ん じゅ 廃 炉 以 降 も 続け る と 


記さ れ て いる 。 ま た 政府 も 、「 実 証 炉 ] の 建設 を 行ない 、[ 将来 に お ! 


作成 
究 開発 機構 
代わ 


する 高速 炉 の 


商業 化 ] を 達成 すべ く 、 牙 め て 関与 し て いく と 述べ て いる 。 し か し この 政策 決定 
は 、JAEA、 経 済 産業 省 、 文 部 科学 省 、 電 気 事業 連合 会 (FEPC)、 そ し て 三菱 重 
工業 を 構成 員 と する 一 連 の 非 公 開会 議 、「 高 速 訪 開発 会 議 」 で 作成 され た 検討 導 


来 を 基 に し て いる 。 公 の 議論 が 行なわ れず 、 ま た も ん じゅ プロ ジェ クト の 総括 も 


な きれ て いな い 状 況 で 、 高 速 訪 開発 計画 の 信頼 性 と 実現 可能 性 は 大 きく 振ら いで 


いる 。 


日 本 の エネ ルギー 政策 に 与え る 影響 


原子 力 発電 所 の 運転 中 止 が 経済 に も た ら す 影響 も 大 きい 。 


2011 年 度 か ら 2012 年 度 に か け て お よそ 3 兆 6,000 億 円 (360 


が 発生 し た と いう (日 本 の 年 度 は 4 月 か ら 始 まる )。 一 方 、 て ネル ギー 需要 の 減少 
に より 、 同 じ 期 間 内 に 1 兆 2.000 億 円 (120 億 ドル ) の 支出 が 抑え られ た 。 MAT, 


& FJV) O3BJII CH 


HA VE ER 
研究 所 が 行なっ た 調査 研究 (2013) に よる と 、 原子力 発電 所 の 運転 中 止 に より 


Ly 
LT 


2012 年 の 二酸化 炭素 排出 量 は 前 年 に 比べ 約 7.000 万 トン (お よそ 5.8 パ ー セ ント ) 
増加 し て お り 、 こ れ は 2012 年 の 中 東 地 域 、 も し く は イン ド 単 体 に お ける 増加 量 


と ほぼ 同じ で ある (IEA 2013) 。 


2014 年 4 月 11 日 、 日 本 政府 は 新た な エネ ルギー 基本 計画 を 閣議 決定 し た 
(METI 2014a) 。 こ の 基本 計画 に よる と 、 政 府 は 原子 力 へ の 依存 度 を 可能 な 限り 


減ら す 一 方 、 原 子 力 発電 を 重要 な ベー スロ ー ド 電源 と し て 活 


し 、 原 子 カ エネ ル 
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ギー の 必要 水準 を 維持 すべ き と し て いる 。 

経済 産業 省 の 褒 間 委員 会 は 作業 部 会 を 設け 、2030 年 度 を 目標 と する 将来 的 な 
エネ ルギー 構成 を 策定 させ る と と も に 、 も う 一 つの 作業 部 会 に 他 の 電力 源 と 比較 
し た 原子 力 発 電 の コス ト を 再 検討 きせ た 。 そ し て 2015 年 4 月 5 日 、 許 間 委 員 会 は 
報告 書 を 公表 し 、 原 子 力 発電 所 を 新規 に 建設 し た 場合 、1 キ ロワ ッ ト 時 (kWh) 
あたり の 費用 が 、2012 年 に 政府 が 見 積もっ た 8.9 円 より お よそ 1 円 高く な る と 
計 さ れる も の の 、 そ れ で も 化石 燃料 に よる 発電 所 を 新規 に 建設 し た 場合 の 費用 よ 
り は 低く な る 可能 性 が 高い と し た (日 本 経済 新聞 2015)。 ま た 経済 産業 省 は 2015 
年 4 月 7 日 に 発表 を 行ない 、 原 子 力 、 石 過 、 お よび 地熱 発電 な どか ら 成 る いわ ゆ 
る 「 ベ ー ス ロー ド 」 電源 が 総 発電 量 の お よそ 60 パ ー セ ント を 担う べき と 述べ た 。 
そし て 同年 7 月 に は 、2014 年 に 策定 され た エネ ルギー 基本 計画 に 基づき 、 エ ネル 
ギー に 関す る 新た な 長期 見 通し を 公表 し て いる (経済 産業 省 2015b)。 そ れ に よる 
と 、 総 発電 量 の うち 原子 力 発電 所 が 担う の は 将来 的 に 20 一 22 パ ー セ ント と され 、 
これ は 2010 年 度 の 数 値 26 パーセント) か ら わ ず か に 減少 し て いる と と も に 、 

再生 可能 エネ ルギー の 割合 が 22 一 24 パ ー セ ント と な っ て いる 。 し か し 20 一 22 パ 
ー セ ント と いう 割合 を 今後 も 維持 する に は 、40 年 と いう 現在 の 原子 力 発電 所 の 
寿命 を 延長 する か 、 新 た な 原発 の 建設 が 必要 に な る も の と 思わ れる 。 こ の 政策 は 、 
「 原 子 力 へ の 依存 度 を 可能 な 限り 減ら す ] と いう 目標 に 合致 し な いと し て 批判 の 
対象 に な っ た (Asahi Shimbun 2015a) 。 環 境 省 も 将来 の エネ ルギー 構成 計画 を 作成 
Ly 再生 可能 エネ ルギー の 占め る 割合 は 2030 年 の 時 点 で 24 一 35 パ ー セ ント に 増 
加 す る 余地 が ある と し て いる (Asahi Shimbun 2015b) 。 


Wm 


原子 力 の 将来 的 な 方 向 性 と は 無関係 に 
日 本 が 直面 し て いる 政策 お よび その 課題 


日 本 の 将来 的 な エネ ルギー 政策 は 現在 議論 が 進め られ て いる も の の 、 乗 り 越 え 
な けれ ば な ら な い 重 要 な 問題 が いく つか 存在 する 。 す な わ ち 、 使 用 済み 燃料 の 管 
理 、 プ ルト ニウム の 貯 蔵 管理 、 高 レベ ル 放 射 性 廃棄 物 の 処理 、 人 材 の 確保 、 そ し 
て 国民 の 信頼 回 復 で ある 。 


I6 第 1 部 原子 力 産業 の 現状 
使用 済み 燃料 の 管理 
福島 原発 事故 以前 か ら 、 発 電 所 で 蓄積 され る 使用 済み 燃料 の 管理 と いう 問題 は 、 


原子 力 関連 団体 と 政府 に と っ て 大 き な 問 題 だ っ た 。2011 年 末 の 時 点 で お よそ 1 万 


7,000 トン の 使 
LASER HERBA 


済み 燃料 が あり 、 う ち 1 万 44000 ト ン が 原発 敷地 内 で 、2,900 ト 
昌 工 場 で 保管 され て いた 。 原子 力 発電 所 に ある 使 


済み 燃料 プー 


ル の 保管 能力 は 2 万 630 ト ン で あり 、 お よそ 70 パ ー セ ント が すでに 使わ れ て いた 
こと に な る (Takubo and von Hippel 2013) 。 ま た 再 稼 働 が 始ま れ ば 数 年 以内 に 満杯 
に な る と ころ も ある 。 ズ 六 ケ ヶ所 再 処理 工場 は 1 年 あたり 800 ト ン の 再 処 理 能力 を 有 
する 計画 だ が 、 貯 蔵 プ ー ル の 容量 は 3.000 ト ン に 過ぎ な い 。 ホ ッ ト 試 験 お よび が 
ラス 化 設備 の 修理 以降 、 工 場 は 現在 稼働 を 停止 し て お り 、 ま た 新た な 規制 が 導入 
運転 の 目処 も 立っ て いな い 。 貯蔵 プー ル も ほ ば 満杯 で ある こと 


され た た め 、 商 業 
か ら 、 商 業 運 転 が 始 ま ら な い 限 り 、 使 


な いと 思わ れる 。 


] 済 み 燃料 を きら に 受け 入れ る こと は で き 


も う 一 つの 選択 肢 と し て 、 む 市 に 建設 が 進め られ て いる リサ イク ル 燃 料 備蓄 
セン ター が ある 。 当 セン ター の 容量 は 5.000 ト ン で ある が 、 ま だ 本 格 稼働 し て お 


ら ず 、 東 京 電力 お 
ある 。 FAT YA 


上 の 使 


性 を 


よび 


本 原子 力 発電 の 使 


済み 燃料 の み を 受け 入れ る 見 通し で 


ク を 


いた 安全 な 保管 は } 
第 1 原発 お よび 東海 第 2 原発 に お いて 立 調 
済み 燃料 を 貯蔵 する 乾式 キャ スク が ] 
な か っ た 。 し か し 原子 力 発電 所 が 立 】 


E さ れ て いる 。 福 
h 岩 と 津波 に 工 われ た も の の 、 大 き な 損 傷 は 
hy 2] 
済み 燃料 貯蔵 に 反対 し て いる 。 
要約 すれ ば 、 核 燃料 再 処理 事業 の 不 確 実 性 が 残る 中 、 使 
演 す た め に も 、 さ ら な る 貯蔵 能 


E 
zs] 


STAIN RETON, TOS ELE 


島 第 1 原発 で は 、 使 


bb 元 の 住民 は 、 敷 地内 に お ける これ 以 


| 済み 燃料 管理 の 柔軟 


(お そら く 乾 式 キ ャ スク に よる 貯蔵 ) を 確 


保 す る こと が 、 原 子 力 関連 事業 体 お よび 政府 の 最 優先 課題 と 言え よう 。 


日 本 に お ける 使 


プル トニ ウム の 財 蔵 管理 


し て の 笑 


済み 燃料 管理 の 基本 方 針 は 「 プ ルト ニウム の 再 処理 お よび リ 
サイ クル 」 を 通じ た エネ ルギー 源 と 


だ っ た (現在 も そう で ある )。 プル 


トニ ウム は 核兵器 に 転 
こ 「 プ ルト ニウム の 余剰 


を 発生 させ な 


新た な 
び プ ルト ニウム の 抽出 に 
出す る こと に な っ て いる 。 つ まり 、 
いこ と を 保証 する の が 目的 で ある 。 だ か カ 
の 原子 炉 お よび 将来 の 高速 炉 で / 
大 幅 に 遅れ て いる 。 結果 と し て 、 
済み プル トニ ウム を 保有 する こと 
て お り 、 残 る 37.1 ト ン は 日 本 が 再 処理 
在 する 。 表 1-1 参 照 ) (JAEC 2016). 
あり 、 太 ヶ所 再 処理 工場 が 稼働 を 開始 し 
が 計画 通り 順調 に 進ま な けれ ば 、 さ ら に 


ょ ガイ ドラ イン を 導入 し て その 方 針 


いる 混合 


契約 


原発 事故 以降 に 


可能 で ある こと か ら 


先立ち 、 各 事業 体 は 
日 本 が 利 
* 現 実 ! 


日 本 は 2015 年 末 の 時 点 で お よそ 48 ト ン の 分 離 
と な っ た (うち 10.8 ト ン は 日 本 国内 で 保管 され 
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、 原 子 力 委員 会 JAEC) は 1991 年 


PV. | 方 針 を 導入 し て お り 、 ま た 2003 年 に 
は 太 ヶ 所 再 処理 工場 の 本 格 稼働 開 始 の 見 通 


し を 受け て さら 
i y 


に 透明 性 を 高め る べく 、 
L し た 。 そ れ に よる と 、 再 処理 お よ 
毎年 「 プ ルト ニウム 利用 計画 ] を 提 
] 計 画 の な い プ ルト ニウム を 持た な 
こ は 、 プ ルト ニウム 利用 計画 (既存 


DPE MOX) へ の リサ イク ル ) は 


酸化 


を 結ん で いる フラ ンス お よび イギリス (! 


これ は 非核 兵器 保有 国 の 中 で 最大 の 保有 量 で 


、 原 子 炉 15 な いし 18 基 へ の リサ イク ル 
前 加 する 可能 性 が ある 。 結果 と し て 、 太 


ヶ所 再 処理 工場 が 稼働 を 開始 し た 場合 、 
し で ある (Takubo and von Hippel 2013) o 


日 本 の プル トニ ウム 貯蔵 量 は 増え る 見 通 


表 1-1 日 本 に お ける 分 離 済み プル トニ ウム の 貯蔵 状況 
2014 年 末 に 2015 年末 に お ける 
貯蔵 量 . 貯蔵 (ks) 
日 本 に お ける 総 プ ルト ニウム 貯蔵 量 
再 処理 工場 4.322 4,126 
MOX 工場 3,404 3,596 
原発 敷地 内 で の 一 時 保管 3,109 3,109 
小計 (うち 核分裂 性 プル トニ ウム ) 10,835 (7,310) 10,832 (7,307) 
欧州 に お ける 総 プ ルト ニウム 貯蔵 量 
イギリス 20,696 20,868 
アラ ジス 16,278 16,248 


小計 (うち 核分裂 性 プル トニ ウム ) 


36,974 (24,511) 


37,115 (24,574) 


総計 (うち 核分裂 性 プル トニ ウム ) 


47,809 (31,821) 


47,947 (31,881) 


注 : 核分裂 性 プル トニ ウム (Pu239 お よび Pu241) は 全 


性 の 同位 体 (Pu240 お よび Pu242) が ある 。 
Ji: JAEC (2016)。 


ni 
中 


プル トニ ウム の お よそ 60% を 占め て お り 、 他 に 非核 分 像 
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一 方 、 核 の 拡散 と 安全 性 に 対す る 懸念 の 高まり を 受 


日 本 の 原子 力 エ ネル ギー 政策 に 対す る 勧告 文書 を 公表 


日 本 に よる 相当 量 の 貯蔵 プル トニ ウム の 処分 は 、 


る か 舎 か に か か わら ず 取 り 組 まな けれ ば な ら な い 、 


penes 日 本 の プル トニ ウム 和 貯蔵 量 を 減ら す 有 効 な 戦 


け 、 日 本 の プル トニ ウム 和 貯 
蔵 へ の 注目 も 国際 的 に 高まっ て いる 。 例 を 挙げ れ ば 、 
ク ・ マ ンス フィ ー ル ド 財 団 の 日 米原 子 力 ワー キン ググ ルー プ は 、 次 の 内 容 を 含む 


ERY Ys THR ees 


Uo 


日 本 が 原子 力 発 電 を 推進 す 


極め て 大 き な 問題 で ある 


答 が 存在 し な い 今 、 核 不 拡 


散 と 安全 性 を 巡る 懸念 は 時 を 経る ご と に 大 きく な り 、 核 不 拡散 に お ける 日 本 
の 国際 的 指導 力 を 損なう だ ろう 。  (US-JAPAN Nuclear Working Group 2014: 4) 


こう し た 懸念 を 解消 し 、 他 国 へ の 拡散 と 安全 に まつ わる リス ク を 最小 化 さ せる 


た め 、 日 本 は 新た な プル トニ ウム 管理 計画 を 策定 する 必要 が ある 。 こ こ に 、 日 本 


の プル トニ ウム 管理 の 新 3 原則 を 提示 し た い 。 


1. 需要 を 優先 きせ る 一 一 プル トニ ウム の 需要 ( 活 ) 


再 処理 は 行なわ れる べき で ある 。 


) が 特定 され た 場合 に の み 、 


2. 貯蔵 量 の 削減 需要 と 供給 の バラ ンス を と る だ け で は 不 十分 だ 。 さ ら な 
る 再 処理 に 先立ち 、 現 在 の プル トニ ウム 貯蔵 量 を まず 削減 すべ き で ある 。 


3. 柔軟 性 の ある 計画 一 一 現在 の プル トニ ウム 利用 計画 (原子 炉 16 一 18 基 で 用 い 
る MOX へ の リサ イク ル ) は も は や 確実 な も の で な く 、 他 の 選択 肢 (プル トニ 
ウム の 所 有 権 移転 、 廃 棄 物 と し て の 処分 な ど ) を 検討 し な く て は な ら な い 。 そ 
うし た 選択 肢 は 、 処 分 に か か る 費用 、 輸 送 、 そ し て 時 間 を 最小 化す る こと 


が 必須 で ある (鈴木 2013) 。 


加え て 、 核 燃料 サイ クル 施設 の 多国 間 管 理 ア プロ ー チ も 、 日 本 の 核燃料 サイ ク 


ルプ ログ ラム に 対す る 国際 的 信頼 度 を 改善 する 上 で 有効 と 思わ れる 。 こ うし た ア 
イデ ア の 一 つと し て 、 濃 縮 お よび 再 処理 施設 を 国際 的 な 管理 下 に 置く と いう も の 


が ある (Diesendorf 2014). 。 こ の アプ ロー チ は 将来 的 に 、 


中 国 と 北朝 鮮 を 含め た こ 
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の 地域 の 他 の 国々 が 保有 する 施設 に も 適用 され 得る 。 


高 レ ベル 放射 性 廃棄 物 の 処分 


他 の 諸国 同様 、 日 本 も 高 レ ベル 放射 性 廃棄 物 (HLW) の 最終 処分 地 を まだ 確 
保 し て いな い 。 特定 放射 性 廃棄 物 (すなわち ガラ ス 化 され た HIW) の 最終 処分 に 
関す る 法律 が 制定 され 、 最 終 処 分 を 行なう 主たる 事業 体 と し て 原子 力 発 電 環 境 整 
備 機構 (NUMO) が 設立 され た 2000 年 以降 、 最 終 処分 地 を 決定 すべ く あ ら ゆ る 
努力 が 行なわ れ た も の の 、 成 功 に は 至っ て いな い 。 日 本 の アプ ロー チ は 、 地 元 が 


処分 地 候補 と し て 名 乗り を 上 げ る の を 待つ こと だ っ た が 、 実 際 に 
は 一 つ だ け (東洋 町 ) で あり 、 そ れ も 町 民 の 強い 反対 に 遭い 、 後 に 取り 下げ た 。 


学術 


2010 年 、JAEC は 


会 議 に 対 


そう し た 自治 体 


し 、HLW に 関す る 国民 と の 意思 疎通 を 改善 


すべ く 助 言 を 求め た 。 学術 会 議 は それ を 受け て 2012 年 に 報告 書 を 公表 し (日 本 


学術 会 議 2012)、 高 レベ ル 放 射 性 廃棄 物 の 処分 に つい て 政策 面 で の 抜本 的 見 直し 
を 勧告 し た 。 そ の 中 で 特に 強調 され て いる の が 「 地 層 処 分 ] に 代わ っ て 「(d 
D) 暫定 保管 」 を 採用 する こと で あり 、 日 本 で 地層 処分 を 行なう た め の 科 学 的 知 


識 は いま だ 確立 され て いな 


JAEC も 2012 年 12 月 に 独 
現行 の 高 レ ベル 放射 性 廃棄 4 


いと 論じ 


xn 


て いる 。 


自 の 政策 を 公表 し て それ に 対応 し た JAEC 2012d) 。 
勿 処分 プロ グラ ム を 見 直す 必要 性 に つい て 、JAEC と 


学術 会 議 の 意見 は 一 致し て いる が 、JAEC の ほう は 、 そ の 主 間 委員 会 が 1998 年 に 


作成 し た 報告 書 の 基本 的 結 


am, OF 


り 現 状 で は 「 地 層 処 分 ] が 最も ふさ わし い 選 
し 


択 肢 で ある と いう 立場 を 維持 し て いる 。 そ の 一 方 で 、 プ ログ ラム の 継続 的 見 直 
の 必要 性 を 認め 、「 回収 可 能 性 ] と 
学術 会 議 と 同じ 見 解 を 有 し て いる 。 さらに JAEC は 、 


み 込 むべ きだ と する 点 で 、 
政府 は 「 政 府 お よび 関連 団 
者 機関 を 設立 すべ き で ある 


経済 産業 省 は 高 レ ベル 放射 性 廃棄 


キン ググ ルー プ を 設け た 。 


体 に 適宜 
] b 


ー つ は 国 


「 可 逆 性 」 を 処分 プロ グラ ム に 明確 な 形 で 組 


適切 な 助言 を 行なう 、 機 能 的 で 独立 し た 第 三 
告 し て いる 。 

勿 処分 プロ グラ ム を 見 直す べく 、 二 つの ワー 
民 参 加 を 含め た プロ セス お よび プロ グラ ム 全 


体 を 検討 る グル ー プ で あり 、 も う 一 つ は 特に 3.11 以降 の 日 本 に お ける 高 レ ベ 
ル 放 射 性 廃棄 物 の 処分 に 関し 、 そ の 科学 的 知識 を 検討 る グル ー プ で ある 。 そ し 
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て その 所 見 (経済 産業 省 2014b) を 基 に 、「 特 定 放射 性 廃棄 物 の 最終 処分 に 関す る 
HATS | が 2015 年 5 月 22 日 に 閣議 決定 され た (METI 2015a) 。 こ の 新た な 基 
計画 は 政府 に より 大 き な 責 任 を 負わ せ 、「 回 収 可能 性 」 と 「 可 逆 性 」 の コン セ プ 
ト を 含む 柔軟 性 を 取り 入れ て いる 。 そ れ で も な お 、 高 レベ ル 放 射 性 廃棄 物 の 最終 
処分 に 関す る 将来 は 、 非 常に 不確か な まま で ある 。 
学術 会 議 は 2012 年 の 報告 書 を 補完 する 形 で 新た に 報告 を 行ない 、 高 レベ 
ル 放 射 性 廃棄 物 の 処分 に お ける 「 同 意 形 成 プ ロ セ ス 」| の 重要 性 を 再び 強調 する と 
と も に 、「 核 の ご み 問 題 国民 会 議 ] の 創設 を 提案 し た (日 本 学術 会 議 2015)。 ま た 、 
| 暫定 保管 (処分 に 関す る 最終 決定 が な され た こと を 前 提 と する 「 中 間 貯 蔵 ] で は な 
v)| に よっ て 生じ る 時 間 を 活用 し 、 そ の 間 に 国 民 的 合意 を 形成 する こと も 提案 
し て いる 。 し か し こう し た 提案 が 政府 に 受け 入れ られ る か 否 か は 、 い まだ 不明 で 
ある 。 


人 材 の 確保 と 研究 開発 


原子 力 発電 の 将来 的 な 見 通し が 不 確 実 な もの と な っ た 今 、 原 子 カ エネ ルギー の 
分 野 が 若い 有 能 な 人 材 を 惹き つけ る の は 難し いか も し れ な い 。 そ れ に 加え 、 福 島 
原発 の 廃 炉 と いっ た 新た な 業務 に 携わる 人 材 の 需要 も 発生 し て いる 。 ゆ え に こ れ 
か ら の 数 十 年 、 こ うし た 困難 な 業務 を 遂行 する た め に も 、 人 材 の 確保 が 重要 性 を 
帯び て いる 。 ま た 新た な 課題 に 対処 し 、 か つ 将 来 の 人 材 を 育て る べく 、 研 究 開発 
プロ グラ ム も 再 検討 し みな けれ ば な ら な い 。 こ うし た 問題 に 取り 組む た め 、 JAEC 
は 2012 年 に 人 材 育 成 と 研究 開発 に 関す る 政策 声明 を 発表 し た (JAEC 2012c, 
2012c) 。 

人 材 育成 の 分 野 で は 、 ま ず 「 人 材 需給 マッ プ ]| の 策定 を 勧告 し て いる ーー 一 [BI 
係 す る 政府 機関 と 、 原 子 力 業界 を 含め た 需要 側 は 、 運 転 計画 に 基づき 、 い つど の 
分 野 に どれ だ け の 人 材 が 必要 と な る か を 明確 に すべ き で ある 」 JAEC 2012c) 。 こ 

れ は 政府 機関 に は 不可 能 で あり 、 よ り 優 れ た 知識 と デー タ を 持つ 原子 力 関連 団体 
が 行なう べき で ある 。 他 の 重要 な 勧告 に は 、 福 島原 発 事故 の 教 記 を 基 に し た 教育 、 
中 堅 専門 家 に 対す る 新た な 教育 機会 の 提供 、 原 子 力 発電 の 保安 、 安 全 、 警 備 に 関 
Jui ene Je Be ee xO ARS, 
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国内 原子 力 発電 所 の 運転 を 維持 する た め の 人 材 確保 、 そ し て 原子 カエ ネル ギー お 
よび 関連 技術 の 海外 展開 を 目的 と し た 人 材 育成 が ある 。 


国民 の 信頼 回 復 


最後 に 重要 な 課題 と し て 、 国 民 の 信頼 回 復 が 挙げ られ る 。 前述 の 通り 、 政 府 の 
原子 力 政策 に 対し て 国民 の 信頼 が 失わ れ た こと は 、 福 島原 発 事故 が も た らし た 最 
も 大 き な 影 響 の 一 つ で ある 。2012 年 、JAEC は この 問題 に 関す る 政策 声明 を 公表 

し AEC 20124), 、 そ の 中 で 国民 の 信頼 回 復 に 向け た 4 つの 基本 原則 を 提示 し て 
いる 。 


説明 責任 

まず 何より 、 SONI eon) oan ee eee ee 
こ 行 な っ て いる の か ーー を 国民 に 説明 する こと が 重要 
で ある 。 こ れ ら 個人 な いし 組織 は 、 国 民 の 利益 に まつ わる 課題 を 解決 し 、 そ の リ 
スク を 管理 する こと が 最大 の 責務 で ある と 認識 し 、 自 分 た ちの 計画 と 、 自 分 た ち 
の 行動 に よる 結果 を 説明 し な けれ ば な ら な い 。 つ まり 、 国 民 の 福祉 と 安全 に 対す 
る 自ら の 責任 と 義務 を どの よう に 果たし た か 、 国 民 に 絶え ず 説 明 し な けれ ば な ら 
な い の で ある 。 


正確 な 情報 開示 

第 2 に 、 こ うし た 説明 は 十分 か つ 正 確 な 情報 を 土合 と し て 、 適 切な 時 期 に 国民 
こなさ れ な けれ ば な ら な いと 肝 に 銘じ る こと が 大 切 で ある 。 た と えば 、 原子力 発 
電 の 安全 性 に 関わ る 原発 運転 員 の 行動 を 議論 する に あたっ て は 、 施 設 が 直面 し て 

る 砂 威 と 、 そ うし た 八 成 が どの よう に し て 施設 を 襲う か に つい て 、 慎 重 に 説明 
する 必要 が ある 。 そ の 際 に は 、 他 の 施設 と の 比較 を 通じ て 説明 する の が 受け 入れ 
や すい か も し れ な い が 、 そ れ は 慎重 に 行なわ な けれ ば な ら な い 。 つ まり 費用 、 環 
護 へ の 影響 、 そ し て 安定 性 な ど 、 関 連 す る 全て の 要素 を 含ん だ 評価 を 行なう べき 
で あっ て 、 一 つの 要素 を 基 に し た 比較 は 、 た と え ぇ 正確 だ と し て も 不適 切 で ある 可 
能 性 が ある 。 だ が 一 方 で 、 正 確 さ より も スピ ー ド の ほう が 重要 な 場合 も ある こと 
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に 注意 し な けれ ば な ら な い 。 そ うし た と き で も 、 情 報 に 含ま れる 不確か さや 影響 
の 生じ 得る 範囲 を 説明 し つつ 、 何 が どう いっ た 理由 で 発生 し 、 ま た 将来 何 が 起こ 
り 得 る か 、 た だ ち に 詳細 が 発表 され る べき で ある 。 


意思 決定 プロ セス に お ける 透明 性 と 公平 性 の 確保 、 お よび 国民 の 参加 

第 3 に 、 行 政 が 意思 決定 を 行なう 土台 と し て 公平 な プロ セス を 策定 し 、 ま た そ 
の プロ セス を 公開 する 中 で 、 国 民 が 参加 で きる 機会 を 提供 する こと も 重要 で ある 。 
透明 性 の 確保 と は 、 国 民 が 意思 決定 の プロ セス を 目の当たり に で き 、 情 報 に アク 
セス で き 、 か つこ れ ら プロ セス に 自分 た ちの 考え を 提供 で きる こと で ある と 、 関 
係 者 は 深く 認識 し な けれ ば な ら な い 。 こ うし た 認識 に 基づく な ら ば 、 意 思 決 定 に 
対す る 国民 の 関心 が 大 きけ れ ば 大 きい ほど 、 決 定 が な され る 前 の 最初 期 の 段階 か 
ら 国 民 が より 深く 関 号 すべ きこ と に な る 。 関係 する 組織 は 、 国 民 が 意見 を 述べ る 


場 を 提供 すべ く 和 勢力 し な けれ ば な ら な い 。 


さら に 行政 機関 は 、 完 全 か つ 人 入手 可能 な 文書 に よる 検証 が 可能 な 意思 決定 プロ 
セス を 策定 すべ き で ある 。 それは 行政 文書 の 作成 と 、 専 門 家 お よび 関連 団体 、 そ 
し て 国民 か ら の 意見 聴取 に 始ま り 、 最 終 的 な 意思 決定 に 至る プロ セス で ある 。 


容易 に 理解 で きる 説明 


第 4 に 、 国 民 へ の 説明 は 正確 で ある こと を 前 提 と し な が ら 、 明 確か つ 平 易 で な 
けれ ば な ら な い 。 情報 さえ 公開 され れ ば 左 明 性 が 得 ら れる の で は な く 、 そ うし た 
情報 を 国民 が 理解 で き な け れ ば 、 送 明 性 が 確保 さき れ て いる と は 言え な い 。 正 確か 
つ 理 解 可能 な 情報 を 確実 に 提供 する の は 難し い が 、 法 廷 の 判決 文 で すら 昔 か ら 一 
般 的 な 日 本 語 で 書か れ て いる 。 行政 機関 は こう し た 観点 か ら 文 書 作成 お よび 説明 


進 備 の プロ セス を 管理 し 、 ま た その 分 野 に お ける 
な ら な い 。 


結論 


3.11 以降 の 原子 力 政 策 は 、 福 島原 発 事 故 か ら 学 ん だ 教訓 と 、 


自ら へ の 教育 と 訓練 を 怠っ て は 


ln. 


pun 


逆 後 に 求め ら 


RE 
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れ た 異な る 優先 順位 や 業務 を 反映 する 形 で 変更 され る 必要 が ある 。 そ うし た 政策 
の 対象 と し て 、 原 発 の 廃 炉 お よび 福島 な いし その 周辺 地域 に 暮らす 住民 の 生活 
復 、 安 全 と 保安 の 確保 、 使 用 済み 燃料 の 管理 、 貯 蔵 プ アル トニ ウム の 管理 、 廃 棄 物 
の 処分 、 人 材 育 成 、 そ し て 何より 国民 の 信頼 回 復 が ある 。 ま た 日 本 政府 は 様々 な 
利害 関係 者 や 市 民 社 会 を 巻き 込む 形 で 国民 的 議論 を 主導 し 、 原 子 力 の リス ク と 利 
点 を 再 検討 し な けれ ば な ら な い 。 原子 力 政策 の 公平 か つ 包 括 的 な 評価 を 行なう 独 
立 委 員 会 を 設け る こと が 望ま れる 。 こ れ ら は 、 日 本 の 原子 カエ ネル ギー が 将来 的 
Leod tdi ODE rer ee 


回 


EI 
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フラ ンス と いう 例外 
ーー フラ ンス の 原子 力 産業 、 お よび それ が 新た な エネ ルギー 
シス テム へ の 移行 を 目指 す 政治 的 計画 に 与え る 影響 


クリ ステ ィ ー ナ ・ ス チュ アー ト 


要 B 

福島 原発 事故 は 、 原 子 力 発電 の 割合 を 減ら し 、 再 生 可 能 エ ネル ギ 
ー の 成長 を 促進 する 法令 の 施行 を 促し た と いう 点 で 、 フ ラン ス の エ 
ネル ギー 政策 に と っ て も 転換 点 と な っ た 。 そ れ で も な お 、 フ ラン ス 
の 原子 力 業 界 は 無傷 の まま で あり 、 強 大 な 政治 力 を も っ て フラ ンス 
の エネ ルギー 部 門 を 支配 し て いる 。 これら 二 つ の 現実 の 間 に 横 た わ 
る 明確 な 緊張 関係 を 説明 し 、 そ の 展望 を 示す こと が 本 章 の 目的 で あ 
Bo まず は フラ ンス の 原子 力 産業 が か くも 強力 な 存在 と な っ た 経緯 
を 検証 する こと で 、 環 境 問題 、 安 全 性 の 問題 、 を し て 経済 的 問題 に 
対す る 原子 力 業 界 の 反応 を 分 析 す る 。 そ し て 最終 的 に 、 新 た な 政治 
的 梓 組 み に お ける フラ ンス 原子 力 業 界 の 展望 を 提示 する 。 原子力 業 
界 は 現在 、 社 会 政治 学 的 な 分 析 を 土台 と し 、 低 炭素 技術 を 前 面 に 打 
ち 出 すこ と で 、 環 境 お よび 気候 の 問題 を 乗り 越え を て いる 。 ま た 大 規 
模 投資 を 行なう こと で 、 安 全 性 の 問題 も 管理 下 に 置い て いる 。 し か 
し 本 章 は 、 現 在 の 原子 力 業 界 を 維持 し て いる 財政 状況 が 、 最 終 的 に 
不安 定 な 経済 的 状況 を 生み 出す こと を 示す 。 エ ネル ギー 移行 政策 と 
原子 力 産業 の 成長 と の 間 の 力 関係 は 、 政 治 的 と いう より 経済 的 な 問 
題 な の で ある 。 
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2015 年 8 月 、 当 時 の フラ ンス 大 統領 フラ ン ソ ワ ・ オ ラン ド は 、 国 家 の 電 源 構成 
に 占め る 原子 力 の 割合 を 削減 すべ く 、|「 グ リー ン 成 長 に 向け た エネ ルギー 移行 法 」 
(エネ ルギー 移行 法 ) を 通過 させ た 。 こ の 前 例 の な い エ ネル ギー 政策 の 転換 に 

て 、 原 子 力 発電 の 割合 を 現在 の 76.3 パ ー セ ント (RTE 2016) か ら 2025 年 まで に 
50 パ ー セ ント に 減ら すこ と 、 お よび 再生 可能 エネ ルギー 発電 の 割合 を 2030 年 ま 
で に 40 パ ー セ ント に 増やす (再生 可能 エネ ルギー 全体 の 割合 を 32 パ ー セ ント まで 
増やす こと で 達成 する ) こと を 含む 、 野 心 的 な 環境 保護 目標 を 達成 する 責任 を フ 
ラン ス は 負う こと に な っ た 。 温室 効果 が ガス 排出 削減 と 再生 可能 エネ ルギー 発電 に 
関す る 諸々 の 目標 は 一 般 的 に 受け 入れ られ て いる が 、 原 子 力 の 割合 を 法律 に よ 

て 急激 に 減少 させ る こと は 、 今 も 議論 の 的 と な っ て いる 。 ま た これ ら の 具体 的 な 
エネ ルギー 移行 目標 が どの よう に 達成 され る か も 、 い まだ 明らか に な っ て いな い 。 
フラ ンス の 会 計 検 査 院 に よる と 、 電 力 消費 お よび 輸出 の 水準 が 安定 的 に 推移 する 
な ら ば 、 原 子 力 業界 は 2025 年 まで に 7 基 か ら 20 基 の 原子 炉 を 閉鎖 し な けれ ば な 
ら な いと し て いる 。 し か し エネ ルギー 移行 法 が 通過 し て 2 年 、 フ ラン ス の 発電 事 
業 を ほぼ 独占 し て いる フラ ンス 電力 会 社 (EDF) は 、 ド イツ と の 国境 近く に 立地 
し 、 国 内 で 最も 古く 、 最 も 不安 定 で 、 し か も 国際 的 な 係争 状態 に ある フェ ッ セ ン 
アイ ム 原 子 力 発電 所 を いま だ に 閉鎖 し て いな い 。 

原子 力 へ の 依存 を 低減 する 新た な エネ ルギー シス テム へ の 移行 計画 と 、 こ うし 
た 計画 の 実行 を 頑 な に 拒む フラ ンス 産業 界 と の 間 に は 、 対 立 と 緊張 が 明確 な 形 で 
存在 する 。 こ の 分 像 状態 を 理解 する に は 、 フ ラン ス 独 特 の 原子 力 産業 と 、 強 力 な 
原子 カロ ビー 団体 の 存在 を 認識 する 必要 が ある 。 フ ラン ス の 原子 力 産業 が 独特 な 
の は 、 政 治 的 権力 と 不可 分 の 関係 に ある 産業 構造 の た めで ある 。 そ れ は 現在 の 中 
央 集権 的 国家 に お ける 神経 系 統 で あり 、 フ ラン ス の 文化 に 深く 根ざし 確立 され て 
いる た め 、 真 の 意味 で 疑問 符 が 付け られ た こと は 過去 に な か っ た 。 そ の 独特 な 産 
業 構造 の お か げ で 、 フ ラン ス の 原子 力 業 界 は アメ リカ に 次 ぐ 世 界 第 2 位 の 規模 を 
誇っ て お り 、 ま た 国家 の 電源 構成 に お ける 原子 力 の 割合 が 最大 と いう 点 で 世界 の 
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先端 を 走っ て いる 。58 基 の 原子 炉 が 総 発電 量 の 77 パ ー セ ント を 賭 っ て いる フラ 
ンス は 、 他 の どの 国 よ り も 原子 力 に 依存 し て いる と 言え よう 。 

国際 的 研究 の 結果 、 原 子 力 発 電 の 衰退 と いう 近年 の 傾向 が 明らか に な っ て いる 
(Schneider et al. 2016) 。 国 際 原 子 力 機関 (IAEA). に よる 原子 力 発電 拡大 の 見 通し 
も 、 原 子 炉 の 老朽 化 お よび 廃 炉 、 そ し て 新規 建設 数 の 減少 を 老 慮 し て 、 毎 年 更新 
され て いる (IAEA 201472015)。 世 界 的 に 原子 力 発 電 が 縮小 し て いる 理由 は 複雑 
で 、 国 ご と に 異な っ て いる が 、 新 た な エネ ルギー 体制 へ の 世界 的 移行 と いう 流れ 
は 確実 に 存在 し て いる 。 こ の 新た な 体制 は 、 再 生 可能 エネ ルギー 発電 の 増加 と 、 
化石 燃料 お よび 原子 力 発電 の 増加 率 減 少 に と ど ま ら な い 。 エ ネル ギー の 持続 可能 
性 に 関す る 政策 は 、 安 定 的 供給 の 確保 と 環境 の 保護 (気候 変 動 を 含む ) に ます ま 
す 影 響き され る よう に な っ て いる 。 国際 的 研究 と は 対照 的 に 、 原 子 力 発 電 に 関す る 
フラ ンス に お ける 研究 は 未来 へ の 視点 に 欠け 、 原 子 力 産業 が 過去 に 行なっ た 決断 

分 析 に ほぼ 集 中 し て いる (Topçu 2013) 。 結 果 と し て 、 フ ラン ス の 原子 力 発 電 
が どの よう な 展開 を 見 せ て いる か に つい て 、 一 致し た 意見 は 存在 し な い 。 事実 、 
ee ee re 75 
vA oO kis L EARL CE D, JEP ESI e RIT AO GEO TD ATI IZ 
と の で き な い エネ ルギー 資産 と みな し て いる 。 つ まり 、 原 子 力 に つい て の 相反 す 
る 見 解 に フラ ンス が どう 対応 し 折り 合い を つけ て いく か を 巡っ て 認識 の 差 が 存在 
し て いる の だ 。 

本 章 は 、 フ ラン ス の 現状 と 国際 的 ・ 国 内 的 政策 と の 間 に な ぜ こ うし た 対立 が 存 
NN 世界 的 な エネ ルギー シス テム の 移行 と いう 流 
れ の 中 、 こ の 状況 が どの よう に 進展 する か を 明らか に する 。 ま た 、 フ ラン ス の 原 
cae cm DIR を 
うし た 例外 的 地位 が フラ ンス の エネ ルギー シス テム の 今後 に どの 程度 影響 を 与え 
得る か を 理解 する こと が 、 本 章 の さら な る 目的 で ある 。 フ ラン ス の 原子 力 業 界 は 
原子 力 の 割合 を 減ら し て 再生 可能 エネ ルギー に 移行 する と いう 現在 の 政治 的 目標 

に 対抗 する 力 を 持ち 得る の か ? まず 最初 の 人 節 で 、 フ ラン ス の 原子 力 産業 が 歴史 
的 に エネ ルギー 政策 を 和牛 耳 り 、 原 子 力 の 衰退 傾向 に 抵抗 する 強力 な 産業 構造 を 生 
み 出 し た 経緯 を 論じ る 。 第 2 節 で は 、 地 球 環境 問題 と 気候 変動 に 関す る 国際 的 な 


tet 


30 第 1 部 原子 力 産業 の 現状 


政策 の 策定 に お いて 原子 力 が 果たさ な く て は な ら な い 人 役割 を 述べ る 。 第 3 節 で は 
原子 力 の 安全 リス ク を 軽減 する た め の フ ラン ス 原 子 力 産業 の 戦略 を 扱い 、 最 後に 、 
フラ ンス の 原子 力 産業 が どの 程度 政治 的 影響 力 を 維持 し 得る か 問い つつ 、 そ の 経 
斉 的 分 析 で 本 章 を 締め くく る 。 


フラ ンス 原子 力 産 業 の 発展 


フラ ンス の 原子 力 産業 と 政策 と の 間 に 存 在 する 力 関係 を 分 析 す る 前 に 、 ま ず は 
フラ ンス の 原子 力 産業 を 独特 な ちの に し て いる の は 何 か を 理解 し な けれ ば な ら な 
い 。 そ の た め に は 原子 力 技術 が フラ ンス で 爆発 的 な 勢い を も っ て 誕生 し 導入 され 
es a AM 
て いる 。 本 章 で は その うち の 3 つ を 取り 上 げ る が 、 い ずれ も る も 原子力 業 界 の 政治 的 権 
力 の 強化 に 結び つい て いる 。 こ の 成功 物語 に 貢献 し た 第 1 の 本 質 的 要素 は 、 原子 力 
産業 が 軍事 に 起源 を 有する と いう 事実 で ある 。 第 2 に 、 原子 力 産業 を 興し た 主要 
な 人 物 は 互い に 密接 な つなが り を 持ち 、 ま た 政府 と も 緊密 な 関係 に ある 。 そ し て 
第 3 に 、 フ ラン ス 経 済 は 原子 力 の 輸出 能力 に 頼る 形 で 発展 し た と いう 事実 で ある 。 
「 思 いと ど ま ら せる 武器 (l'arme de dissuasion) | と いう 概念 は 、 フ ラン ス の 「 大 
計画 (grandes programmes) | の 父 シ ャ ルル ・ ド ・ ゴ ー ル 大 統領 が 核分裂 技術 に 与 
えた も の で ある 。 第 2 次 世界 大 戦後 、 ソ ビエ ト が 最初 の 原爆 実験 に 成功 し た こと 
を 受け 、 ヨ ー ロ ッ パ は 核 分 像 技術 の 持つ 力 を 芝 れ る と 同時 に 、 そ れ を 高く 評価 し 
た 。 そ し て 1952 年 、 欧 州 防衛 共同 体 プ ロジ ェクト は 冷戦 下 に お ける 核 の 協 威 か 
ら 加 盟 国 を 守る べく 、 一 つの 条約 を 策定 する 。 フ ラン ス を 含む 6 つの 加盟 国 は こ 
の 条約 に 賛成 し た が 、 そ こ に は 締結 国 に 核兵器 の 保有 を 禁じ る と いう 特筆 すべ き 
条項 が 含ま れ て いた 。 し か し 、1954 年 第 1 次 イン ド シ ナ 戦争 で フラ ンス 連合 が べ 


トミ ン に 敗れ た の ち 、 ド ・ ゴ ー ル 将軍 は 国家 防衛 の 名 の も と に 核兵器 の 導入 を 決 
断 し た 。 か くし て フラ ンス は 正式 に この 条約 を 拒否 する 。 
1958 年 、 第 五 共 和 国 の 大 統領 に 就任 し た ド ・ ゴ ー ル は 、 し た が っ て 軍 の 最高 


司令 官 に 任命 され 、 核 兵器 に 関す る 最高 責任 者 と な っ た 。 し か し 、 か くも 強力 か 
つ 将 来 的 に 危険 と な り 得 る 技術 に つい て 、 完 全 な 支配 権 を 一 人 の 人 物 に 委ね る の 
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は 、 共 和 国 に と っ て 受け 入れ 難い こと だ っ た 。 こ の よう な 権力 を 正当 化す べく 、 


ゴー ル は 1962 年 に 国民 投票 を 行なう 。 そ の 結果 、 
正 さ れ 、 そ れ ま で の 間接 投票 か ら 全国 民 に 直接 投票 


大 統領 の 地位 


を 民主 主義 に 基づく も の に し た こと で 、 


と し て 見 て い 
ゴー ル に と っ 
活用 こそ が 、 

SF PRES 


転換 点 と な っ 
国家 の エネ 
の 政治 戦略 は 


視 さ れ た の が 、 


を 正当 化し た の で ある (Chantebout 1986), F- 


大 統領 選挙 の 手続 き が 修 
票 シ ステ ム へ と 変更 され た 。 
ド ・ ゴ ー ル は 核兵器 の 支配 


ゴー ル は 核 を 単なる 軍事 的 戦略 


た わけ で は な く 、 国 家 の 独 立 政策 戦略 の 中 心 と みな し て いた 。 ド ・ 


て 、 軍 事 的 な 核保有 だ け で は 十分 で は な 
大 統領 は 「 国 家 独 立 の 保証 人 で ある | と 


く 、 民 間 に お ける 原子 力 の 
いう フラ ンス 憲法 第 5 条 の 


る 解決 策 だ っ た の で ある 。 軍事 的 戦略 物資 か ら 民 間 必 需 品 へ の 核 の 
転換 と いう 1960 年 代 に 発生 し た パラ ダイ ムシ フト は 、 
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フラ ンス に お ける 歴史 的 


ルギー 面 で の 独立 は 、 石 油 輸 入 か ら の 独立 と も 言い 換え られ る 。 こ 


民間 に よる 原子 力 発電 を 後押し する た め 


に 用 いら れ た 。 とりわけ 重 
北ア メリ カ 産 石油 の 輸入 量 削 減 で ある 。 事 実 、 フ ラン ス は 独立 の 


象徴 と し て 1966 年 に 北大 西洋 条約 機構 (NATO) を 脱退 し て いた 。 だ が 皮肉 な こ 


Els oF 


が 輸入 され 、 
当然 な が ら 、 
ー の 独立 ] | 
る こと は ほ と 


開発 へ の 投資 と これ ら 試 験 的 な プロ ジェ クト の 継続 を 後押し し た 。 フ ラン ス が 民 


行 さ せ 


ゴー ル が 大 統領 を 退 い た (1969) 直後 、 フ ラン ス が 設計 し た ウラ ン 天 
な こと か ら ア メリ カ 製 の 加 圧 水 型 原子 炉 (PWR) 


以後 新規 に 建設 され る 原子 力 発電 所 で 


H い られ た (Reuss 2007:68) 。 


原子 力 で 賭 う こと が で きる の は 電力 だ け な の で 、 完 全 な 「 エ ネル ギ 


誇張 で あっ た 。 輸送 機関 用 の 油 お よび が ガ 


ソリ ン の 輸入 が 影響 を 受け 


ん ど な く 、 そ れ は 人 避け る こと が で き な い 事実 で あっ た 。 
EDF は 1960 年 代 に 原子 炉 プ ロジ ェクト の 試作 機 建設 を 開始 し た が 、 そ の 一 方 
で は エネ ルギー の 電力 へ の 移行 が 徐々 に 始ま っ て いた 。 軍 の 資金 も 、 民 間 原 子 力 


| それ ゆえ 、 フ ラン ス 初 と な る 核兵器 の 開発 と 、 


た 1962 年 の 憲法 改正 は 不可 分 の 関係 に ある 。 


全 な る 正当 性 を 与え られ た だ た 人物 だ けが 、 か くも 危険 
の に 必要 な 倫理 的 強 き を 得 ら れる の は 確か で ある 」 


大 統領 選挙 を 直接 投票 に 移 
国民 の 直接 投票 に よっ て 完 
度 の 高い 技術 の 使用 を 決断 す 


(Chantebout 1986) 。 
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間 の 原子 力 発電 に 移行 し た こと を 説明 する 際 、 ま た フラ ンス 政府 に よっ て な され 
た 巨額 の 投資 を 正当 化す る 際 に 挙げ られ る 理由 は 、1973 年 に 発生 し た 石油 危機 
と 結び つい て いる 。 し か し 時 系 列 的 な 一 貫 性 を 保つ た め に は 、 民 間 原 子 力 へ の 投 
資 は 1970 年 代 の アラ ブ ・ イ スラ エル 紛争 に お ける フラ ンス の 軍事 的 野心 と の 関 
係 で 考慮 きれ な けれ ば な ら な い 。 事実 、 石 油 危機 に 先立つ 1973 年 う 月 、 ビ エー 
ル ・ メ スメル 首相 は 閣議 の 中 で 、1972 年 か ら 1977 年 に か け て 建設 され る 原子 力 
発電 所 の 計画 発電 量 を 、 当 初 の 8.000 メ ガワ ッ ト (MW) か ら 13,000 MW に 増強 
する と 述べ た (INA 1975)。 

それ か ら わ ず か 数 ヵ月 後 、 石 油 危 機 が 世界 各国 の 経済 を 毅 い 、 民 間 の 原子 力 発 
電 を 存続 ・ 発 展 さ せる 完璧 な 理由 を 与え を た 。 か くし て エネ ルギー 面 で の 独立 と 軍 
事 面 で の 防衛 力 を 提供 する 原子 炉 は 、 他 の どの 国 で も 見 られ な い 速 度 で 建設 が 進 
め ら れる 。 石油 危機 は 原子 力 発電 を 加速 させ る フラ ンス の 決定 と ほぼ 同時 に 発生 
し た が 、 民 間 の 原子 力 計画 は 石油 危機 以前 すでに 策定 され て いた こと に 注意 し な 
けれ ば な ら な い 。 そ の 結果 、 メ スメル 首相 が 1974 年 に 発表 し た 、 か の 有名 な 
[ 全 原子 力 化 (le tout-nucléaire) | 計画 に つなが っ た の で ある 。 メ スメル 計画 の 第 1 
段階 は 、 発 電 容 量 900MW の 原子 炉 を 2 年 間 で 13 基 建設 する こと で あっ た 。10 
は ウェ ステ ィング ハウ ス 社 製 の PWR が フラ ンス 全土 で 50 基 建設 中 だ っ 
た 。 フラ ンス 国民 に と っ て は 、 よ り 安 価 な 電力 料金 と いう 国 の 約束 が 、 民 間 原 
子 力 事業 へ の 投資 を 正当 化す る 理由 と な っ た 。 

今日 の MS け て 3 段階 で 建設 され た 。 第 1 段階 が 1971 年 か ら 
1982 年 に か け て の CPO (Contract Programme 0)、CP1、CP2 で あり 、 第 2 段階 が 
1977 年 か ら 1986 年 に か け て の P4 お よび P'4、 そ し て 第 3 段階 が 1984 年 か ら 1993 
年 に か け て 建設 され た N4 原 子 炉 群 で ある ( 表 2-1 参 照 )。 


~x 


UNGG 型 原子 炉 は 6 基 (シノ ン 、 サ ン = ニ ロー ラン = デ = ェ ゾー、 お よび ビュ ジ 
ェ の 各 原 子 力 発電 所 に 所 在 ) 建造 され て いる が 、 よ り 安 価 な アメ リカ 製 PWR に 
移行 する 決断 が な され た 。EDF が ウェ ステ ィング ハウ ス 社 製 モ デル を 支持 する 一 
方 、 原 子 力 ・ 代 替 エ ネル ギー 庁 (CEA) は UNGG を 強く 支持 し て いた 。 

当時 、 フ ラン ス の 電力 は 主 に 輸入 きれ た 石油 に よっ て 賭 わ れ て いた 。 よ っ て 
石油 危機 が 生じ る と 、 電 気 は 極め て 高価 な も の に な っ た 。 
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表 2-1 現在 稼働 し て いる フラ ンス 原子 炉 群 の 建設 時 期 


FRA 建造 時 期 原子 炉 数 出力 規模 (MWe) 
CPO 1971-74 6 900 

CP1 1974-81 18 34 900 

CP2 1976-82 10 900 

P4 1977-80 8 1.300 

P4 1980-86 12 1.300 

N4 1984-93 4 4 1,450 

^ at 1971-93 58 純 合 計 出力 : 63,130MWe 


TE: MWe= 電 気 出力 メガ ワッ ト 。 
出典 : Brottes and Baupin (2014) を 基 に 作成 。 


民間 に お ける 「 全 原子 力 化 」 計画 は 完全 に 実行 され た わけ で は な い が 、 フ ラン 
ス の 総 発 電 量 の ほぼ 80 パ ー セ ント が 原子 力 に よる も の で あり 、 ま た 今日 に お い 
て も 軍事 的 利益 か ら 完 全 に 切り 離さ れ て いる わけ で は な い 。 発電 用 原子 炉 に 加え 、 
トリ カス タン 原子 力 地区 に ある よう な ウラ ン 漠 縮 施 設 が 軍民 の 利用 に 提供 され て 
いる 。 事実 、 こ れ ら の 施設 は フラ ンス に お ける 燃料 サイ クル 能力 の 一 部 と な っ て 
いる だ け で な く 、 プ ルト ニウム の 抽出 も 可能 で ある 。 こ れ ら 原子 力 事 業 の 歴史 に 
は 軍事 の 影 が 常に つき まとっ て いる が 、 現 在 で も 軍 と の 関係 は 残っ て いる の だ 。 
現存 する 原子 力 発電 業界 の 発展 を 可能 に し た 主体 は 、 今 も な お 存在 し て いる 
ー 一 存在 し て いる どこ ろか 、 フ ラン ス 原 子 力 産業 の 中 心 を 成 し て いる ほど だ 。 フ 
ラン ス の 原子 力 産業 は 3 つの 主体 で 構成 され て いる 。 ま ず は フラ ンス の 独占 的 電 
力 事業 体 で ある フラ ンス 電力 会 社 (EDF) で ある 。1946 年 、 競 争 を 回 避 し 国家 か 
ら の 支援 を 享受 させ る べく 、EDEF に 複数 の 会 社 を 統合 させ 国有 化す る こと が 決 
定 さ れ た 。 多数 の 電力 関係 企業 が 共存 する アメ リカ や イギリス と 異な はり 、 フ ラン 
ス の ナシ ョ ナル ・ イ イノベーション シス テム は 市 場 競 争 を 促進 し な か っ た 。 現在 の 
EDF は 独自 の 法律 が 適用 され る 有限 責任 企業 で あり 、2004 年 を 境 に 国有 企業 で 
は な く な っ て いる が 、 現 在 も 株 式 の 84.2 パ ー セ ント を 政府 が 保有 し て いる (EDEF 
2014), その た め EDE は | 国家 の 中 の 国家 (etat dans un etat) ] & と いう 昔 か ら の 地位 
を 今 も 保持 し 続け て いる 。 

原子 力 産業 に お いて 第 2 の 主体 で ある アレ ヴァ は 、EDEF を 支援 する 主要 な 原子 


pom 
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力 関連 企業 で ある 。 ア レヴ ァ の 傘下 に は アレ ヴァ 原子 力 発 電 (NP) と アレ ヴァ 
原子 力 サ イク ル (NO が あり 、 ア レヴ ァ NP が 原子 炉 の 建造 を 行なう 一 方 、 ア レ 
ヴァ NC は 使用 済み 燃料 の 再 処理 や 廃棄 物 処分 を 含む 燃料 サイ クル 事業 を 担当 す 
る 。 ラ ・ ア ー グ に 再 処理 施設 を 建設 し た 1966 年 か ら 核 廃 棄 物 と 使用 済み 燃料 を 
取り 扱っ て いる 。 原子力 産業 の 核 を 構成 する 第 3 の 主体 は 、 国 防 を 目的 と し た 核 
開発 を 行なう べく 1945 年 に 創設 され た 原子 力 ・ 代 奉 エ ネル ギー 庁 (CEA) CH 
る 。CEA は 今日 に お いて も 軍民 の 研究 開発 を 促進 ・ 支 援 し て いる 。 

これ ら 諸 機関 同士 の 協力 関係 、 お よび 機関 内 部 に お ける 協力 関係 は 、 フ ラン ス 
の 伝統 的 な 技術 主義 に よっ て 保証 され て いる 。 第 2 次 世界 大 戦 以 降 、 フ ラン ス の 
製造 業 が 狼 す る 労働 力 の ほ ぼ 全 て は 、「 国 家 総 軍 ] (corps d'etat) の メン バー で 構 
成 き され て いた 。 つ まり 原子 力 開発 が 発展 する 間 、 産 業 大 臣 だ け で な く 原 子 力 企 
業 の 取締 役 や 幹部 職 も 、 同 じ 名 門 パリ 国立 鉱業 大 学 の 卒業 生 が 占め 続け た の で あ 
る 。 彼 ら が 同種 の 教育 を 受け た こと か ら 、 前 記 3 つ の 機関 お よび その 幹部 の 間 に 
は 当然 の 結果 と し て 能率 の 向上 が 見 られ た 。 官僚 の 多く も これ ら の 権威 ある 機関 
で 勤務 し た こと が ある か 、 あ る い は 協力 し て 業務 に あたっ た 経験 を 有 し て いる た 
め 、 こ の 能率 の 高 さ は 政治 の 分 野 に まで 及 ん だ 。 こ れ ら 歴史 ある 諸 機 関 が 互 い に 
ある い は 政府 と の 間 で 維持 し て いる 緊 審 さき は 、 政 治 的 な 「 大 計画 ] が 国民 の 議論 
を 経る こと な く 、 議 会 の 右派 か ら も 左派 か ら も 容易 に 同意 を 取り つけ られ る こと 
を 意味 する (Gerbault 2011)。 こ うし た 能率 の 高き は 、 単 一 機関 内 に お ける 原子 力 
の 価値 の 連鎖 の 垂直 的 な 統合 に よっ て 一 層 容 易 に 達成 きれ た 。 こ うし た 中 央 集権 
的 ・ 統 一 的 構造 の 一 大 結果 こそ 、 容 易 か つ 異議 の 少な い 核 開発 の 促進 な の で ある 。 
フラ ンス 原子 力 産業 の 政治 力 を 決定 づけ て いる 最後 の 要素 は 原子 力 輸出 へ の 依 
存 で ある 。 ま ず 第 1 に 、 フ ラン ス は 世界 最大 の 電力 輸出 国 で あり 、 欧 州 連合 
(EU) の 電力 網 の 一 部 を 構成 し て いる 。2015 年 、 フ ラン ス は 546 テ ラ ワ ッ ト 時 
(TWh) の 電力 を 生み 出し た が 、 消 費 量 は 476TWh で ある (RTE 2016)。 つ まり 、 


「 国家 総 軍 ] は 歴史 的 に 国立 統計 経済 研究 所 だ け で な く 権 威 ある 技術 系 高等 
教育 機関 (パリ 国立 高等 鉱業 学校 や 国立 土木 学校 な ど ) の 卒業 生 を 含む 。 
原子 力 安全 局 (ASN) な ど 他 の 主役 た ち に つい て は の ち に 論じ る 。 
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フラ ンス の 発電 容量 は 国内 消費 を 崎 う の に 必要 と され る 分 を は る か に 上 回 っ て い 
る の で ある 。 技術 的 な 理由 に より 、 原 子 力 発電 所 を 一 旦 閉 鎖 し 、 後 に 再 稼働 きせ 
る に は 巨額 の 費用 が か か る 。 ゆ え に 、 電 力 需 要 が 変動 する 状況 の も と 、 原 子 力 発 
電 所 の 運転 を 一 定 の 割合 で 続け る た め に は 電力 輸出 が 必要 不可 欠 な の だ 。 フ ラン 
ス は ヨー ロッ パ 連 係 電力 系 統 の お か げ ば で 原子 力 発電 を 支配 で き 、 そ れ に よっ て 常 
に 余剰 の 電力 を 生み 出し て いる の で ある 。 

同じ く 2015 年 、 フ ラン ス は 91.3TWh の 電力 を 輸出 し 、29.9TWh を 輸入 し て い 
る (RTE 2016) 。 こ の 輸入 水準 は 電力 価格 の 変動 を 反映 し た も の で あり 、EU 内 部 
で 原子 力 発 電 が 常に 最も 安価 な わけ で は な いこ と を 示し て いる 。 た と えば 、 ス イ 
ス は フラ ンス が 輸出 する 電力 の ほとん ど を 輸入 し て お り 、 そ れ に イタ リア 、 ド イ 
ツ 、 ベ ルギー、 イ ギリ ス 、 そ し て スペ イン が 続く 。 一 方 、 再生 可能 エネ ルギー 電 
力 が 原子 力 発電 より 安い 時 、 フ ラン ス は 主 に ドイ ツ か ら 電 力 を 輸入 し て お り 、 そ 
れ に スイ ス と スペ イン が 続い て いる 。 フ ラン ス の 冷暖 房 シ アス テム は 大 半 が 電気 に 
よる も の で あり 、 そ の た め 西 ヨー ロッ パ で 最も 気温 に 敏感 な み 国 と な っ て いる 。 原 
子 力 発 電 が 一 定 の 余剰 電力 を 生み 出し て いて も 、 寒 さ の 厳し い 冬 に 発電 量 を 急 に 
増やす こと は で きず 、 近 隣 諾 国 か ら の 電力 輸入 を 余儀 な くさ れ て いる の で ある 。 

第 2 に 、 フ ラン ス は 原子 炉 の 輸出 国 で ある 。 原子 炉 メ ー カ ー で ある アレ ヴァ NP 
は これ まで に 102 基 の 軽水 炉 (LWR) を 全 世 界 に 輸出 し て いる 。 ご く 最 近 も 欧州 加 
圧 水 型 原子 炉 (EPR) と いう 新型 原子 炉 の 輸出 を 開始 し て お り 、 フ ィ ン ラ ンド で 1 
基 、 中国 で 2 基 、 フ ラン ス で 1 基 が 建造 され て いる 。 し か し この 新 技術 に は 問題 の 
多い こと が 明らか と な っ て いる 。 それ を 象徴 する の が 、 イ ギリ ス で 建設 が 予定 さ 
れ て いる ヒン クリ ー・ ポ イン ト C 原 子 力 発電 所 の 2 基 の EPR に 対す る 投資 と 、 そ れ に 
まつ わる 論争 で ある 。EPR の 設計 お よび 輸出 に 関す る 問題 は 、 後 に 詳し く 論 じ る 。 
第 3 に 、 フ ラン ス は 原子 炉 の 安全 技術 を 輪 出し て いる 。 チ ェ ル ノブ イリ と 福島 
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原子 力 関連 の 護 明 性 お よび 安全 性 に 関す る フラ ンス の 法律 第 2006-686 条 に 
よる と 、 原 子 力 の 保安 に は 安全 性 の 確保 (原子 炉 の 建造 、 稼 働 、 お よび 廃 炉 を 指 
3) の 他 、 放 射線 防護 、 悪 意 あ る 行動 の 予防 、 そ し て 事故 の 際 に お ける 大 衆 の 安 
全 確 保 が 含ま れる 。 
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で 発生 し た 原発 事故 以降 、 原 子 炉 の 安全 規定 は 主要 な 輸出 品目 と な っ た 。 事実 、 
これ ら 原 発 事故 に よっ て 追加 の 安全 対策 が 必要 に な っ て か ら と いう も の 、 フ ラン 


ス は 安全 規定 の 開発 に 非常 に を 人 人 れ て いる 。 


第 4 に 、 フ ラン ス の 安全 技術 の 一 環 と し て 、 ア レヴ ァ NC は ラ ・ ア ー グ お よび 
六 ケ 所 村 に ある も の と 同様 の 燃料 再 処理 施設 を 輸出 し て いる 。 放射 性 廃棄 物 の 管 


理 に つい て は 本 章 の 第 3 節 で きら に 論じ る 。 


コン サル タン ト 会 社 の プラ イス ウォ ー タ ー ハ ウス クー パー ズ が 行なっ た 調査 
究 (2011) に よる と 、 直 接 ・ 間 接 を 間 わ ず 原 子 力 輸 出 の 取引 高 を 全て 考慮 ! 
る と 、 原 発 に よる 電力 お よび その 他 の 原子 力 関連 設備 な ら び に サー ビス の 輸出 額 


こ 入 れ 


は 年 間 60 億 ユー ロ に 上 り 、 ま た 潜在 的 な 取引 高 は 450 億 ユー ロ と 、 フ ラン ス の 


み 出 す 巨 額 の 利益 に 強く 依存 し て いる の で ある 。 


国内 総 生 産 (GDP) の 2 パー セン ト に 達する 。 フ ラン ス は 現在 、 原 子 力 輸 出 が 生 


1970 年 代 に フラ ンス が 発電 の 分 野 で 下 し た 決断 は 、 エ ネル ギー 部 門 を 原子 力 


技術 に 遺 進 き せる こと で あっ た 。 軍事 に 起源 を 有する こと で 原子 力 へ の 投資 が 可 


能 に な り 、 原 子 力 産業 の 担い 手 た ち は 政府 と 党 接 な 関係 に あり 、 経 済 は 原子 力 輸 
出 に 依存 し て いる 。 原子 力 産業 が 歴史 的 に か くも 例外 的 存在 と な っ て いる の は そ 


の た めで ある 。 原子 力 産業 が 実際 に 原子 力 発電 の 割合 を 減ら す と いう 政策 を 覆す 
に は 、 現 在 の 構造 が 安定 的 で あり 続け る こと 、 お よび 輸出 が 順調 で あり 続け る こ 
と が 必要 で ある 。 し か し な が ら 、 重 大 な 技術 的 問題 が これ ら 二 つの 要素 を 者 か し 
て いる 。 す な わ ち 、 既 存 の 原子 力 発電 所 群 の 寿命 で ある 。 どの よう な 政策 を と る 


に せよ 、 こ れ ら は 今後 10 年 間 で 置き 換え る 必要 が 生ずる 。 新 た な 原子 
換 と いう 、 世 界 的 な エネ ルギー 移行 の 流れ に 沿っ た 政策 を フラ ンス が 採 


AD 


する に 


あたり 、 こ の 事実 は その 政策 に 余地 と 力 を 与え る も る の に 他 な ら な い 。 エ ネル ギー 
の 世界 的 枠組 み を 変え よう と する 圧力 は 新た な 電源 構成 の 必要 性 と 不可 分 の 関係 
に あり 、 新 型 の 原子 炉 は この 新た な 枠組 み に 調和 する も の で ある と 原子 力 産業 が 
立証 で き な け れ ば 、 よ り 再 生 可 能 な シス テム へ の 移行 を 迫 ら れる こと に な る だ ろ 
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新た な エネ ルギー の 枠組 み 


世界 的 に 見 て 、 エ ネル ギー に 関す る 新た な 枠組 み の 基礎 を 作り 上 げ よ うと し て 
いる の は 環境 問題 と 気候 問題 で あり 、 そ の 枠組 み と は 、 化 石 燃料 に よる 経済 成長 
へ の 決別 と 再生 可能 エネ ルギー の 増加 で ある 。 実際 の と ころ 、 フ ラン ス は 原子 
基盤 と する 低 炭 素 社会 を 築い て いる が 、 同 国 の 保有 する 原子 力 発電 所 群 は 
2016 年 の 段階 で 平均 稼働 年 数 が 31 年 に 達し て いる た め 、 公 式 に 定め られ た 寿命 
が 迫っ て いる 。 フ ラン ス の エネ ルギー 政策 と 世界 的 な エネ ルギー 移行 は 、 既 存 
の 原発 群 を 置き 換え る 必要 性 を 促し 、 新 た な エネ ルギー シス テム に 移る た め の 他 
に 類 を 見 な い 機 会 を 与え を て いる 。 そ の 意味 で 、 オ ラン ド 大 統領 に よる エネ ルギー 
移行 法 は 、 新 た な シス テム を 目指 す 上 で 最も 重要 な 政策 は 何 か 、 お よび 目標 は ど 
の よう な こと で ある か を 初め て 示し た も の だ っ た 。 

本 節 で は 、 エ ネル ギー の 新た な 枠組 み を 議論 する 中 で フラ ンス の 原子 力 産業 が 
果たし た 役割 を 論じ る 。 ま ず 最 初 に 原子 力 産業 を 対象 と し た エネ ルギー 移行 法 の 
詳細 を 分 析 し 、 そ れ が フラ ンス で どの よう に 実施 きれ て いる か を 述べ る 。 Mic, 
再生 可能 エネ ルギー に よる 発電 能力 の 向上 と 、 そ れ に 伴う 原子 力 発 電 に 対す る 市 
電 価 格 の 下落 圧力 と いう 、 最 近 強 まり つつ ある 潮流 に つい て 論じ る 。 原子力 発電 
に 対す る 市 場 価格 の 下落 圧力 が 発生 し た の は 、 再 生 可 能 エ ネル ギー の 競争 力 が 高 
まっ た こと に よる 。 そ し て 最後 に 、 パ リ で 開催 され た 第 21 回 気候 変動 枠組 条約 
締約 国会 議 (COP21) に お いて 原子 力 が どの よう に みな され た か 、 そ し て 新た な 
エネ ルギー 枠組 み の 一 部 と な る か 否 か を 分 析 す る 。 

エネ ルギー 移行 法 は 、 よ り 持 続 可 能 な 経済 へ の 移行 と いう フラ ンス に よる 一 連 
の 目標 を 規定 し て お り 、 そ の 策定 は 福島 原発 事故 に 端 を 発し て いる 。2012 年 の 
大 統領 選 期 間 中 、 原 子 力 を 支持 する ニコ ラ ・ サ ルコ ジ と 再生 可能 エネ ルギー を 支 
持 す る オラ ンド と の 間 で エネ ルギー の 将来 像 に 関す る 論戦 が 行なわ れ た 。 ま た 移 
行 法 の 最終 条文 は 、 持 続 可能 な エネ ルギー シス テム を どの よう に 構築 する か を 巡 


フラ ンス に お いて 原子 力 の 当初 の 寿命 は 40 年 だ っ た 。 
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っ て 2012 年 か ら 13 年 に か け て 行なわ れ た エネ ルギー に 関す る 公開 討論 の 結論 を 
土台 に し て いる 。 激しい 政治 折衝 の 結果 、1,000 箇所 以上 の 修正 を 余儀 な くさ れ 
た だ が 、2015 年 、 こ の 法律 は 現時 点 に お ける 最も 野心 的 な 環境 法 と し て 、 当 時 の 
環境 大 臣 セ ゴ レ ー ヌ ・ ロ ワイ ヤル に よっ て 提出 され た 。66 箇 人 条 か ら 成 る 同 法 で 
等 筆 す べき は 以下 の 諸点 で ある 。 


・ 電源 構成 に 占め る 原子 力 発電 の 割合 を 、2025 年 まで に 50 パ ー セ ント まで 減少 
させ る 。 

・ 原子力 に よる 発電 能力 に 上 限 を 設け 、 現在 の 63.2 ギ ガワ ッ ト (GWe) に 制限 する 。 

・ 電 源 構成 に お ける 再生 可能 エネ ルギー の 割合 を 増加 させ 、2030 年 まで に 最終 
発電 量 の 40 パ ー セ ント を 目指 す (これ を 達成 すべ く 、2030 年 まで に 最終 エネ ル 
ギー 消費 に お ける 再生 可能 エネ ルギー の 割合 を 32 パ ー セ ント まで 増加 させ る )。 

・ 化 石 燃 料 エ ネル ギー の 最終 消費 を 、2030 年 まで に 2012 年 度 比 で 30 パー セン ト 
減少 させ る 。 

・ 最 終 エ ネル ギー 消費 を 、2050 年 まで に 2012 年 度 比 で 50 パー セン ト 減 少 さ せる 。 

・ 温 室 効 果 が ガス の 排出 を 、2030 年 まで に 1990 年 度 比 で 40 パ ー セ ント 減少 させ る 。 


エネ ルギー 移行 法 は 野心 的 か つ 具 体 的 な 法律 で は ある が 、 目 標 を どの よう に 達 
成す る か は 何 も 示 し て いな い 。 それ は 原子 力 発 電 の 割合 を 減ら す 詳 細 な 行動 目標 
の 提示 を 目的 と し た 、 複 数 年 度 エ ネル ギー プロ グラ ム の 役割 で ある 。2016 年 7 月 
1 日 、 ロ ワイ ヤル 環境 相 は 同省 の ホー ムペ ー ジ に 275 ペー ジ の 文書 を 掲載 し た 。 
2016 年 10 月 27 日 の 正式 採用 に 先立ち 、 当 プロ グラ ム は エネ ルギー 移行 専門 家 会 


エネ ルギー 移行 法 の 条文 に お いて 論争 と な り 、 修 正 が 加え られ る こと に な っ 
た 主 な 要因 と し て 、 原 子 力 の 割合 を 50 パ ー セ ント に 減ら す 期 限 、 お よび その 期 
限 そ の も の を 条文 に 含め る か 人 否 か 、 原 子 力 の 正確 な 上 限 目標 、 最 終 エ ネル ギー 消 
費 の 削減 に 関す る 諸 目 標 、 そ し て 持続 可能 な 低 エ ネル ギー 集合 住宅 に 関す る より 
野心 的 な 目標 が 挙げ られ る (Energiewende Team 2015). 

これ は 最終 エネ ルギー 消費 量 の 32 パ ー セ ント に 相当 し 、2014 年 は 18.7 パ ー 
セン ト だ っ た (RTE 2016)。 
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議 と 原子 力 安全 局 (ASN) に よっ て 再 検討 さき れる と 共に 、 国 民 か ら の 意見 聴取 が 
行なわ れ た 。 し か し 、 何 基 の 原子 炉 が 廃止 きれ る か は この 文書 に も 記さ れ て いな 
い 。 稼働 40 年 を 超え る 原子 炉 の 廃止 お よび 寿命 延長 に 関す る 決定 は 、2019 年 よ 
り 開始 され る こと に な っ て いる 。 原子 力 発電 に 関係 する 唯一 の 具体 的 数 値 は 、 原 
子 力 に よる 年 間 発 電 量 を 2023 年 まで に 10 な いし 65TWh 削 減 す る と いう も の だ 
け で あり 、 こ れ は 現在 の 発電 量 の 2.5 な いし 15.6 パ ー セ ント に 相当 する に 過ぎ な 
v. 参考 まで に 記す と 、 10Twh の 前 滅 は フェ ッ セン アイ ム 原 子 力 発電 所 で 最も 古 
い 原子 炉 2 基 を 廃 炉 する だ け で 達成 で きる 。 また 65TWh は 平均 し て 原子 炉 10 基 
分 に 相当 する 。 

だ が これ ら の 上 限 と 下限 は いずれ も 、 会 計 検 査 院 の 推定 か ら 大 きく か け 離 れ て 
いる 。 会 計 検 査 院 の 報告 書 に よる と 、 エ ネル ギー 移行 法 の 目標 を 達成 する に は 
2025 年 まで に 17 な いし 20 基 の 原子 炉 を 廃 炉 と し な けれ ば な ら な い 。 当然 な が ら 、 
これ ら の 数 字 は 電力 消費 量 と 発電 量 の 増減 に 左右 され る 。 し か し エネ ルギー 移行 
法 と 、 同 法 が どの よう に 実施 きれ る べき か を 記し た 文書 と の 間 に は 、 今 な お 隔 た 
り が ある と 思わ れる 。 実際 に は 、 こ の 隔たり は 強い 影響 力 を 持つ 原子 力 ロ ビー が 
複数 年 度 エ ネル ギー プロ グラ ム を 策定 する 上 で 一 定 の 役割 を 果たし た こと を 意味 
し て いる 。 エ ネル ギー 移行 法 の 成立 以来 、 フ ラン ス で 廃止 され た 原子 炉 は 1 基 も 
な く 、 現 在 稼働 し て いる 中 で 最も 古い フェ ッ セ ン ア イム 発電 所 は 激しい 議論 の 対 
象 と な っ て いる 。 

フェ ッ セ ン ア イム 原発 の 廃止 圧力 は 3 つの 要因 か ら 成 っ て いる 。2018 年 に 免許 
が 失効 する こと 、 ド イツ と の 国境 に 近い 地震 多発 地域 に ある た め 閉 鎖 へ の 国際 的 

圧力 が 高まっ て いる こと 、 お よび エネ ルギー 移行 法 そ の も の の 圧力 で ある 。 こ の 
うと 寿命 の 問題 に 関し て は 、 オ ラン ド 大 統領 が 退任 (2017) を 迎え る 前 に フェ ッ セ ン 

アイ ム 原 発 を 閉鎖 する こと を 公約 に 掲げ て いた も の の 、 そ の 公約 を 遂行 で き な く 
な っ た た め 、 エ マヌ エル ・ マ クロ ン 新 大 統領 に その 責任 が 委ね られ た 。 ま た フェ 
ッ セ ン ア イム 原発 が 国境 に 近い こと で 生じ た 国際 問題 も 、 技 術 的 問題 の た め 過 去 
に 何 度 か 緊急 停止 シス テム が 作動 し た 経緯 か ら 、 同 じ く 重大 だ と 考え られ て いる 。 


10 2015 年 、 フ ェ ッ セン アイ ム の 原子 炉 2 基 は 計 13TWh の 電力 を 発電 し た 。 
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3 つ 目 の 要因 は 、 エ ネル ギー 移行 法 に 記さ れ た 原子 力 に よる 発電 量 の 上 限 と 、 
フラ マン ヴィ ル 原 子 力 発電 所 3 号機 で 建設 が 進め られ て いる 新型 の 欧州 加 圧 水 型 
原子 炉 (EPR) と に 由来 する も の で ある 。 フ ラン ス 初 と な る この EPR は 1,650MW 
の 発電 能力 を 有する も の の 、 多 数 の 問題 が 発生 し て 建設 が 大 幅 に 遅れ て お り 、 稼 
働 開始 は 2018 年 と 見 込ま れ て いる 。 法 律 で 定め られ た 上 限 の た め 、 フ ラマ ン ヴ 
ィ ル 3 号機 の 稼働 開始 に 先立ち 、 フ ェ ッ セン アイ ム の 原子 炉 2 基 を 廃 炉 と し な け 
れ ば な ら な い 。 だ が 国際 社会 と フラ ンス 政府 か ら の 大 き な 圧 力 に も か か わら ず 、 
EDF は 以前 に 提示 され た 補償 人 額 が 不 十分 だ と し て 、 原 子 炉 2 基 の 廃 炉 に つなが る 
法 的 手続 き の 開始 を 最近 に な る まで 受け 入れ な か っ た 。EDF は 、 ロ ワイ ヤル 環 
講 相 が 2016 年 5 月 に 提示 し た 8,000 万 な いし 1 億 ユー ロ で は な く 、 こ れ を は る か 
に 超え る 20 な いし 30 億 ユー ロ が 補償 金 と し て 支払 われ る まで 、 原 子 炉 の 閉鎖 を 
受け 入れ る つも り は な いと 述べ た (Le Monde 2016) 。2017 4£ 1H 24 日 に は 政府 に 
よっ て 4 億 9000 万 ユー ロ が 提示 され 、 こ れ は EDF に と っ て 十分 な 額 だ と され て 
いる 。 に も か か わら ず 、 フ ェ ッ セン アイ ム の 原子 炉 は 今 も な お 稼働 し て いる 。 

マク ロン 大 統領 の 選出 以来 、 エ ネル ギー 移行 が さら に 加速 する と いう 新た な 自 
信 が 生ま れ て いる 。 環境 活動 家 の ニ コラ ・ ユ ロ が エコ ロジ ー・ 持 続 可 能 開発 ・ エ 
ネル ギー 省 大 臣 に 指名 され た こと は 、 エ ネル ギー 移行 が さら に 進む 兆候 で ある 。 
この 事実 は 、 ユ ロ の 指名 当日 、EDF の 株 価 が 6.57 パ ー セ ント 下落 し た こと に よ 
っ て 示さ れ て いる (Stothard 2017)。 原 子 力 発電 の 占め る 割合 を 50 パ ー セ ント に 
削減 する こと は 最 優先 課題 で あり 、 そ の た め に も フェ ッ セ ン ア イム 原子 力 発電 所 
は 閉鎖 すべ き で あっ て 、 エ ネル ギー 移行 法 で 定め られ た 再生 可能 エネ ルギー に 関 
する 各種 目標 に つい て は 真剣 に 取り 組む と マク ロン 大 統領 は 強調 し た (Macron 
2017)。 し か し 彼 は その 一 方 で 、2025 年 度 の 目標 に つい て は 先行 き 不 透明 で 疑わ 
し いと し て いる 。 マ クロ ン は 自分 自身 を 気候 変動 へ の 取り 組み に 熱心 な 人 物 と ア 
ピー ル し て いる が 、 原 子 力 は 今 も 論争 の 対象 と な っ て いる 。 原子 力 発電 の 削減 が 
公約 に 掲げ られ て か ら 5 年 が 経ち も 、 オ ラン ド の 在任 中 に 結果 が 生ま れ な か っ た 現 
在 、 マ クロ ン は 原子 力 政策 に つい て 理想 的 アプ ロー チ を と ら ず 現実 的 な 立場 を 守 
っ て お り 、 原 子 力 産業 の 未来 は 二 つ の 要素 に か か っ て いる と 慎重 な 
べ て いる 。 す な わ ち 、ASN が 2018 年 に 行なう 原子 力 発電 に 関す る 
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か ら 生 じ 得 る 結果 と 、 原 子 力 に 関す る 決定 を 行なう 際 の 難し さ を 考 慮 し た 、EDE 
の 経営 機構 改革 の 可能 性 で ある 。 環境 活 動 家 の ユ ロ を 大 臣 に 擁し た 今 も な お 、 マ 
クロ ン 政 権 下 に お ける 原子 力 発 電 の 見 通し は 、 彼 自身 が 原子 力 業 界 に 及ぼ せる 影 
響 力 の 小さ さ を 自 覚 し て いる こと か ら 、 外 部 の 要因 に 左右 され る こと と な る だ ろ 
う 。 
E obe は 現在 、 フ ラン ス の エネ ルギー 政策 に お ける その 野心 が 挫 か れる よ 
な 方 向 へ と 進ん で いる が 、 市場 レベ ル に お いて も 原子 力 産 業 に 対す る 下方 圧力 
ule まず 世界 市 場 は 、 原 子 力 に 代わ っ て 再生 可能 エネ ルギー を 支持 する 
傾向 に ある 。1997 年 に 京都 議定書 が 締結 され て 以来 、 世 界 各国 は 新た な 再生 可 
能 エ ネル ギー の 條 入 を 緩やか な が ら も 進め て いる 。 2000 年 か ら 2015 年 に か け て 
の 、 風 力 、 太 陽光 、 お よび 原子 力 の 発電 容量 は それ ぞ れ 417GWe、229GWc、 
27GWe で ある (Schneider er al. 2016) 。EU で は 原子 力 か ら 再 生 可 能 エ ネル ギー へ 
の 移行 が さら に 顕著 で あり 、 原 子 力 発電 所 で 生み 出さ れる 電力 は 1997 年 以降 年 
間 65TWh の ペー ス で 減少 し て いる が 、 風力 発電 は 303TWh、 太 陽光 発電 は 
109TWh 増 加 し て いる 。 こ うし た 傾向 は 、 原 子 力 発電 と 比較 し て 再生 可能 エネ ル 
ギー の 競争 力 が 高まっ て いる こと を 示し て いる 。 
様々 な EO ie ene 、 こ こ で は 均等 化 発電 費用 (LCOE) と 
いう 指針 を jv 2. 経済 開発 協力 機構 (OECD) 諸国 に お いて 、 風 力 の LCOE は 
2009 年 か ら 2014 年 に か け て 50 パ ー セ ント 減少 し 、2015 年 の 中 央 値 は メガ ワッ 
ト 時 (MWh) あたり 60 ドル (範囲 は 33 ドル か ら 135 ドル ) と いう 水準 に 達し て い 
る GEA 2015) 。 一 方 、 同 年 に お ける 原子 力 発電 の LCOE の 中 央 値 は 52 ドル (88 
囲 は 29 ド ル か ら 64 ドル) だ っ た 。 し か し これ ら 推 計 値 の 範囲 の 幅 は 広く 、 今 日 の 
再生 可能 エネ ルギー は 特定 の 状況 に お いて すでに 原子 力 発電 より も 安価 で ある と 
いう 主張 に は 異論 も ある 。 
ME 


11 この 数 字 に は 長期 稼働 中 の 原子 炉 も 含ま れる 。 


12 LCOE に は 建造 ・ 運 転 費用 、 租 税 公課 、 整 備 費用 、 お よび 寿命 を 超え て 運転 


する 際 の 必要 経費 が 含ま れる 。 
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る 発電 体制 を 達成 で きる と 結論 づけ る と 共に 、 こ の シ 


A 


再生 可能 エネ ルギー に 100 パ ー セ ント 移行 し た と し て も コス ト が 原子 力 発電 より 
高く つく と は 限ら な い 。 フ ラン ス 環 境 ・ エ ネル ギー 管理 
に 予備 的 研究 を 行ない 、 フ ラン ス は 2050 年 まで に 再生 可 


FF (ADEME) は 2015 年 


能 エ ネル ギー の み に よ 
オォ は 原子 力 を 含め た 状 


況 に 匹 英 する 費用 で 実現 可能 だ と 推定 し た 。 こ の 予 1 


的 


究 は 再生 可能 エネ ル ギ 


ー を 支持 する 二 つ の 主要 な 結論 を 提示 し て いる 。 第 1 に 、 再 生 可能 エネ ルギー に 
よる 溶 在 的 発電 容量 が 1.268TWh と 見 積 も あら れ て いる こと で あり 、 こ れ は 2050 
年 に お ける フラ ンス 全土 の 電力 需要 の 3 倍 に - あ た る 。ADEME が 提示 し た 再生 可 
能 エ ネル ギー の 電源 構成 は 、 風 力 (陸上 お よび 海上 ) 63 パ ー セ ント 、 太 陽光 (大 


陽 電 池 お よび 太陽 熱発 電 ) 17 パ ー セ ント 、 水 力 13 パ ー セ ント 、 そ し て 再生 可能 


Dod 


熱 エ ネル ギー (バイ オマ ス お よび 地熱 ) 7 パー セン ト で ある 。 そ し て 第 2 の 結論 は 
っ た 場合 の 価格 が 、 現 在 政 


再生 可能 エネ ルギー に よる 発電 が 100 パ ー セ ント と な 


府 に よっ て 提示 され て いる 再生 可能 エネ ルギー40 パ ー+ 
ント の 場合 の 価格 と ほぼ 同じ 水準 に な る こと で ある 。 再 


が 100 パー セン ト で あれ 40 パ ー セ ント で あれ 、 発 電 費 


5 


120 ユ ー ロ に な る と 見 積 も あられ て いる 。 な お 、201 


ヒン ト 、 原 子 力 50 パ ー セ 
生 可 能 エ ネル ギー の 割合 
jl 1MWh あ た りお よそ 
6 年 に 


お ける 発電 費用 は 


1MWh あ た り 90 ユ ー ロ と 推定 され る 。 ま た 最終 消費 者 が 負担 する 電力 料金 は 、 


政府 が 2050 年 まで に 再生 可能 エネ ルギー へ 100 パ ー セ ント 移行 する 決断 を 下す 
か 、 あ る い は 40 パ ー セ ント の 水準 に と ど ま る か に か か わら ず 、 そ の コス ト を 反 
映し て 30 パ ー セ ント 上 昇 する 見 込み で ある (ADEME 2015)。 し か し これ ら の 根 

底 を な す 結 論 は 激しい 議論 の 対象 と な っ て いる 。 つ まり フラ ンス に お いて さえ も 、 


再生 可能 エネ ルギー 電力 を 支持 する 市 場 の 圧力 が 強まっ て いる の だ 。 


世界 的 な エネ ルギー の 枠組 み が 主 に 環境 問題 に よっ て 左右 され て いる 現在 、 原 
子 力 が この 新た な 枠組 み の 中 で どの よう な 役割 を 果たす の か 、 最 後に 過去 の 
COP21 に お ける 議論 に 注目 する 。 フ ラン ス の 政策 お よび 市 場 の 超 替 が 原子 力 に 
よる 損失 に 反対 し て 再生 可能 エネ ルギー を 支持 する 一 方 、 国 際 社 会 は 世界 的 な エ 


太陽 光 、 風 力 、 バ イオ マス 、 地 熱 、 水 力 、 お よび 海流 を 含む 。 
この 推計 は 技術 関連 の エネ ルギー 効率 を 考慮 に 入れ て いる 。 


^ 
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ネル ギー 体制 の 中 で 原子 力 が 果たす 役割 に つい て より 曖昧 な 態度 を と っ て いる 。 
原子 力 は | 再生 可能 ] な エネ ルギー 源 で は な いも の の 、 化 石 燃料 と 比べ れ ば 今 な 
お 「 低 炭素 ] の エネ ルギー 源 で ある 。2014 年 、 気 候 変 動 に 関す る 政府 問 パネ ル 
は 5 番目 と な る 評価 報告 書 を 公表 し 、 分 析 の 結果 、 原 子 力 は 風力 発電 に 次 いで ラ 
イフ サイ クル に お ける 排出 量 が 低い と 結論 づけ た (Schlemer et al. 2014: 1335) 。 原 
子 力 の 炭素 排出 量 が 少な いこ と か ら 、 気候 変 動 会 議 で は 常に その 役割 が 議論 の 対 
象 と な っ て いる 。 2015 年 12 月 、2 週間 に わた っ て パリ で 開催 され た COP21 以 降 、 
195 の 加盟 国 は 、 地 球 温暖 化 の 上 限 目 標 を 摂氏 2 度 と 定め 、 可 能 で あれ ば 今世紀 
末 ま で 1.5 度 を 超え な いこ と を 目標 と する 、 拘 束 力 の ある 合意 文書 を 批准 し た 。 
に 各国 は 、 温 室 効果 ガス 削減 と 適応 戦略 に 関す る 「 各 国 が 自主 的 に 決定 する 
努力 目標 」 を 5 年 ご と に 見 直す こと と し 、 新 た な 努力 目標 が 前 回 の も の に 比べ て 
より 高い も の に な る こと を 目指 そう と し て いる 。 
COP21 が フラ ンス の 中 心 部 で 開催 され 、 と り わ け EDF が 主たる スポ ン サ ー の 
ー つ で ある こと か ら 、 気 候 変動 と の 関係 で 原子 力 エ ネル ギー が 議論 され る の で は 
な いか と 予想 され た 。 だ が 驚く べき こと に 、 原 子 力 は ほとん ど 議 題 に 上 ら な か っ 
た 。 強力 な 世論 を 背景 と する 団体 も 参加 し 、 ブ ー ス や イベ ント を 用 意 し た に も か 
か わら ず 、 原 子 力 の 将来 と いう テー マ に 注目 が 集まる こと は な か っ た の で ある 。 
開催 に 先立ち 、EDF は あか ら さ ま に 原 子 力 支持 の ツイ ー ト を 行なっ た た め 、 グ 
リー ン ウ ォ ッ シュ (環境 広報 活動 ) で ある と 非難 され て いた が 、 開 催 期間 中 に 原 
子 力 問題 が 話し 合わ れる こと は な か っ た 。 ま た TIAEA も 原子力 へ の 支持 を 明らか 
に する の を 拒ん だ 。 
その 対極 に 目 を 移す と 、 核 に 反対 する 強力 な 環境 保護 団体 グリ ー ン ピー ス も 原 
子 力 問題 を まっ た く 話 題 に し な か っ た 。 事実 、 原 子 力 に 関係 する 唯一 の イベ ント 
iX. OECD が 組織 し た 「 な や ぜ 気 修 問 題 は 原子 力 エ ネル ギー を 必要 と し て いる か 」 
à 最終 文書 が 合意 に 至 
る 前 日 に 催さ れ た 。 よ っ て 合意 に 影響 を 与え を な か っ た の は 言う まで も な い 。 BR 
有 国 も 会 議 に 参加 し て いた が 、 一 様 に 受け 身 の 姿 勢 だ っ た 。 新 た な エネ ルギー の 
枠組 み に 原 子 力 を 明確 な 形 で 含む 決定 は な され な か っ た が 、 そ れ を 排除 する 決定 
も また な され な か っ た 。 気候 変動 に お ける 原子 力 エ ネル ギー の 間 題 に つい て 


`i 
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COP21 が も た らし た の は 曖昧 きだ け だ っ た 。 目下 の と ころ 、 気候 変 動 に 関す る 
会 合 は 低 炭 素 社会 に 向け た 新た な 枠組 み を 形作っ て いる が 、 そ れ を も た ら す の は 
再生 可能 エネ ルギー だ け と は 限ら な い の で ある 。 

フラ ンス の エネ ルギー に 関す る 見 通し が 合意 に 至っ て いな い 事 実は 理解 で きる 。 
フラ ンス の 原子 力 導 が 現在 占め て いる 地位 の 高き ょ 、 長 期 的 な 政策 目標 と 市 場 
の 超 勢 の 両方 と 矛盾 し て いる よう に 思わ れる 。 こ うし た 曖昧 さき を 裏 づけ る よう に 
未来 の エネ ルギー が どの よう に 生産 され る か を 決定 する COP21 な ど 歴 史 的 な 出来 
事 を 経て も な お 、 原 子 力 に 関す る 世界 共通 の 見 通し は 存在 し て いな い 。 環境 問題 
は 再生 可能 エネ ルギー 部 門 の 地位 向上 に 貢献 し て いる が 、 原 子 力 発電 を 直ちに 修 
正す る も の で は な い 。 事 実 、 原 子 力 発電 に 世界 規模 の 劇 的 な 変化 を も た らし て き 
た 出来 事 は 、 原 発 事故 を 除い て 他 に な か っ た 。 完全 な 脱 原 発 を 支持 する エコ ロジ 
スト 党 と オラ ンド 前 大 統領 と の 間 で 、 エ ネル ギー 移行 法 に 原子 力 発 電 の 削減 目標 
を 含む 、 と いう 政治 的 妥協 が な され た の も 、 福 島原 発 事故 の 結果 だ っ た の で ある 。 


原子 力 の 安全 性 


チェ ル ノ ブ イリ と 福島 で 発生 し た 原発 事故 は 原子 力 の 安全 リス ク を 全 世 界 に 知 
らし め 、 結 果 と し て 複数 の 原子 炉 が 運転 停止 に 追い 込ま れ た 。 し か し フラ ンス は 、 
ace うと する 原子 力 業 界 に よる 試み の 結果 、 こ うし た 危険 な 現実 
か ら 歴 史 的 に 目 を 背け て きた 。 本節 で は 、 安 全 リ スク に 端 を 発する 原子 力 の 衰退 
傾向 に 対し 、 フ ラン ス の 原子 力 業界 が いか に 抵抗 し て きた か を 論じ し る 。 は じ め に 
フラ ンス の 原子 力 業界 は 大 衆 の 懸念 か ら 原 子 炉 を 守る べく 、 強 力 な 広報 戦略 を 築 
き 上 げた こと に つい て 述べ る 。 こ の 戦略 は 歴史 的 に 成功 を 収め て きた が 、 チ ェ ル 
ノブ イリ 事 逆 の 後 は それ が 一 層 顕 著 で ある 。 次 に 、 広 報 戦略 の 成功 に も か か わら 
ず 、 福 島原 発 事故 以降 、 大 衆 の 信頼 を 維持 する 目的 で 原子 力 業 界 が 安全 強化 に 資 
金 を 投じ し ながら 、 原 子 力 へ の 支持 が 急落 し て いる こと を 示す 。 そ し て 本 節 の 最後 
に お いて 、 廃 棄 物 の 問題 と 、 フ ラン ス の 原子 力 業 界 が 安全 性 に 関わ る この 間 題 に 
と う 向き 人 っ て いる か を 論じ る 。 

フラ ンス の 原子 力 業界 は 核 の 危険 性 と 安全 面 の 重要 性 に 絶え ず 大 き な 注 意 を 払 
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い 続 け て きた 。 ま た 原子 力 の リス ク と いう 概念 その も の が 自ら に と っ て 有害 で あ 
る こと を 認識 し て いた た め 、 原 発 事故 の 危険 性 を 覆い 隠 そ うと する 強迫 観念 に 囚 
われ て も きた 。 フ ラン ス の 歴史 上 、 原 子 力 に 関す る 最も 大 規模 な プロ パガン ダ は 、 
チェ ル ノ ブ イリ 事故 の 際 に 発表 きれ た 次 の メデ ィ ア 向け 声明 文 だ ろう 。「 チ ェ ル 
ノブ イリ か ら 放 出さ れ た 放射 能 の 雲 は 、 フ ラン ス の 国境 で 止ま っ た | (Morice 
2011)。 な ぜ そ ん な こと が あり 得る の か 、 当 時 な され た 説明 を か いつ まん で 言え 
ば 、 風 が 西 で は な く 北 に 向かっ て 吹い て いた か ら 、 と いう こと で あっ た 。 

ロシア 産 天 然 ガ が ス へ の 依存 か ら の 脱却 、 あ る い は 原子 力 技術 の 近代 化 な ど 、 原 
子 力 産業 は 核 エ ネル ギー の 明る い 側 面 ば か り を 強調 し た 。「 フ ラン ス に 油田 は な 
いか も し れ な い が 、 頭 脳 は ある 」 これ は 1974 年 の 大 統領 選挙 で ヴァ レ リ ー・ 
スカ ー ル デス タン が 用 いた 全国 的 スロ ー ガ ン で ある 。 原発 事故 に 端 を 発する 原子 
力 へ の 懐疑 を 打ち 消 そ うと する 業界 の 努力 は 功 を 奏し 、 フ ラン ス の 原子 力 技術 は 
安全 で あり 、 事 逆 は 1 件 た り と も 発生 し て いな いと いう 信念 が 広く 行き 渡り 、 公 

こも 語ら れ て いる 。2012 年 、 サ ルコ ジ 元 大 統領 は こう 説明 し た 。「 原 子 力 発 電 が 
ee aR DOM 
2012)。EDEF の 保安 総監 を 務め た ピエ ー ル ・ タ ン ギ ー も 、 フ ラン ス 国 内 で 原子 
事故 が 起き た こと は な いと 主張 し た 。 し か し 原子 炉 の 数 を 考え れ ば 容易 に 理解 で 
きる が 、 原 子 力 関係 の 「 イ ン シ デ ント 」 (訳注 : 重大 事故 に 発展 する 危険 性 を も つ 
出来 事 ) は 多数 発生 し て いる 。 

さら に 、 原 子 力 関係 の 「 ア クシ デン ト 」 (事故 ) も 2 件 発生 し た が 、 メ ディ ア 
を 通じ て 全容 が 伝え られ る こと は な く 、 フ ラン ス の 原子 炉 は 並外れ た 品質 を 誇っ 
て いる と いう 印象 を 与 を た 。 と り わ け 1980 年 に サン = ロー ラン = デニ ゾ ー 原 子 
力 発 電 所 で 発生 し た 事故 は 、 EIER T 2] SERREHARUN RE (INES : IAEA and OECD/ 
NEA 2013 参照 ) で レベ ル 4 の 事故 ! 分 類 き れ て いる 。 参考 まで に 記し て お く と 、 
福島 お よび チェ ル ノ ブ イリ の 原発 事故 は 最悪 の レベ ル 7 に 分 類 さ れ た 。 サ ン = ロ 

ラン = デ = ェ ゾー 原発 事故 は 燃料 の 一 部 が メル ト ダ ウン を 引き 起こ し 、 原 子 炉 が 


15 低い レベ ル は イン シ デ ン ト を 指し 、 高 い レ ベル は より 重大 な アク シ デ ン ト 


事故 ) を 指す 。 


~ 
Jin. 
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自動 停止 する 事態 に な っ た 。 レ ベル 4 の 原子 
スク を 伴わ な い 事 故 ]」 で ある こと (A 


力 事故 は 、「 事 業 所 外 へ の 大 き な リ 
* 細 な 定義 は IAEA and OECD/NEA 2013 に 記 


され て いる )、 お よび 「 放 射 性 物質 の 少量 の 外部 放出 」 な ら び に 「 法 定 限度 を 超 
える 程度 の 公衆 被 時 |] と いう 影響 が ある こと を 指し て いる 。 し か し 2015 年 に な 


り 、 サ ン = ロ ー ラ ン = デ = ゾー 原発 事 
出し た と いう 報道 が な され た 。 
[Nucléaire, la politique du mensonge] 


ー 番 組 に 資料 を 提供 し た 調査 官 ら は 、 


逆 が 原因 で ロワ ー ル 川 に も 放射 性 物質 が 流 


( 核 、 偽 り の 政治 ) と いう ドキ ュ メ ンタ リ 
事故 後 $ 年 間 に わ た っ て ロワ リー ル 川 に プル 


トニ ウム が 流出 し 続け た こと を 明か し て いる (Canal+ 2015) 。 な お 1979 年 に ペン 


シル ベニ ア 州 ドー フィ ン 郡 で 発生 し た ス 


リー マイ ル 島 原子 力 発 電 所 事故 は 、 炉心 


溶融 と サス ケ ハ ナ 川 へ の 放射 性 物質 の 流出 を 伴う も の で 、INES の レベ ル 35 に 分 
類 さ れ て いる 。 ス リー マイ ル 島 事 改 は アメ リカ の メデ ィ ア を 動か し 、 原 子 力 の 
安全 性 に 対す る 国民 の 認識 に 影響 を 与え た が 、 驚 くべ きこ と に フラ ンス で は そう 


な ら な か っ た 。 こ の よう な 事故 の 後 で 


Ka BL SE HF OIL, BEBE Ze HGS 


そ が 有効 だ っ た の で ある 。 サ ン = ロ 
そし て チェ ル ノ ブ イリ 事故 の いずれ る も 、 
女 力 に より 、 フ ラン ス に お ける 原子 力 発 


ラン = デ = ェ ゾー 事 逆 、 ス リー マイ ル 島 事故 、 
危険 性 を 覆い 隠 そ うと する 原子 力 業 界 の 
も 電 の 発展 に 影響 を 及ぼ すこ と は な か っ た 。 


20 世 紀 に 発生 し た 事故 と 異な り 、2011 年 の 福島 原発 事故 は グロ ー バ ル 化 され 
た 新た な 世界 の 中 で 発生 し た 。 言 い 換 えれ ば 、 原 子 力 産業 が グロ ー バ ル 市 場 化 き 
れ て か ら と いう も の 、 脱 原発 が 嘱 ば れる よう に な る な ど 、 原 発 事 故 は より 広範 囲 


に 影響 を 及ぼ すこ と と な っ た 。 それで 


も な お 、 フ ラン ス が 当時 エネ ルギー 政策 を 


変え る こと は な く 、 事 故 直後 の 3 月 24 日 、 サ ルコ ジ 大 統領 は 記者 会 見 で 原子 力 
政策 に 変更 が な いこ と を 再 確認 し た (INA2011)。 し か し な が ら 、 市場 に お ける フ 


ラン ス 原 子 力 業 界 の 国際 的 地位 が 影響 


を 受け た こと は 、 否 定 で き な い 事実 で ある 。 


原子 力 の 衰退 傾向 に 対す る 業界 の 抵抗 力 を 確認 する 手段 と し て 、 福 島原 発 事故 


に フラ ンス が どう 反応 し た か を 考察 す 
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LAWS | 計画 され た 対策 の 一 


る の は 有益 で ある 。 まず ヨー ロッ パ 域 内 の 


部 の 実施 を 必要 と する 可能 性 が 高い 放射 性 物 


の 限定 的 な 放出 」 (IAEA and OECD/NEA 2013 参照 ) 。 


レベ ル で は 、 安 全 技 術 を 
し て いる こと を 立証 し な 
バ 域内 で 板 め て 活発 に 行 
AAO REFRE 
ち 取っ た の で ある 。 一 例 
子 力 発 電 所 は 、 飛 行 機 の 
次 に 国内 レベ ル で 見 る 
する 原子 炉 の 安全 性 を 再 
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輸出 する こと で 、 フ ラン ス が 最も 信頼 性 の 高い 原発 を 擁 
けれ ば な ら な か っ た 。 そ れ を 受け 、 フ ラン ス は ヨー ロッ 
動 し 、 後 に ヨー ロッ パ 原 子 力 安全 枠組 み と し て 結実 する 
提供 、 原 子 力 の 安全 水 進 を 高め る こと で 国民 の 信頼 を 勝 
を 挙げ る と 、 福 島原 発 事故 以降 に EU 域 内 で 稼働 する 原 
突入 に も 耐え られ る こと が 義務 づけ られ て いる 。 
と 、 福 島原 発 事故 に 対す る フラ ンス の 回 答 は 同国 が 保有 
認 す る と いう も の で あり 、 原 子 力 の 安全 性 を 監督 する 


独立 機関 ASN に 、 国 内 で 稼働 する 原子 炉 全 58 基 の 監査 を 実施 する 許可 が 初め て 
与え られ た 。 こ れ ら 監査 の 結果 、 直 ち に 閉鎖 する 必要 が ある 原子 炉 は 1 基 も な い 
が 、 安 全 強 化 を 可 有 的 速やか に 実施 する 必要 が ある と 結論 づけ られ た 。 ま た 
ASN が 提案 し た 内 容 に は 、 予備 冷却 能力 の 増強 、 危機 管理 セン ター の 設置 、 そ 
し て 各 発 電 所 が 「 緊 急 対策 ナー ム 」 を 設け る こと 、 つ まり 訓練 を 通じ て 緊急 事態 へ 


の 対応 に 特 化 し た 要員 の 


配置 を 義務 づけ る こと が 含ま れる 。 当 時 、 こ れ ら 安全 強 


化 策 を 実施 する に は 130 億 ユー ロ の 費用 を 要する と 見 積 も ら れ た (Crumley 2012) 。 


し か し 安全 へ の 投資 を 
ー に 対す る 国民 の 支持 率 


通じ た 信頼 回 復 の 努力 に も か か わら ず 、 原 子 カ エネ ル ギ 
が 深刻 な 水準 に 低下 する の は 避け られ な か っ た 。 


イプ ソス ・ モ リ 社 が 2011 年 6 月 に 行なっ た 世論 調査 の デー タ を 集計 し た 結果 、 
フラ ンス 国民 の 67 パ ー セ ント が 原子 力 発電 に 強く 反対 する 、 な いし どちら か と 
言え ば 反対 する 、 と 回 答 し た (Ipsos 2011)。 ま た 別 の 世論 調査 で は 、 回 答 し た フ 
ラン ス 人 の 57 パ ー セ ント が 脱 原発 を 支持 する と いう 結果 に な っ て いる (Bufery 


2011)。 こ の 段階 で 、 原 子 力 に 関す る 国民 世論 と 、 安 全 


17 


験 と 技能 か ら 引 き 昌 
「 ス トレ ステ スト 」 
こと に な っ た リス 


厨 の 懸念 を 否定 する 原子 


フラ ンス の 原子 力 業 界 は 西欧 原子 力 規制 機関 連合 の 提唱 者 と し て 、 自 ら の 経 


HH され た 「 ス トレ ステ スト 」 の 実施 方 法 を 極め て 熱心 に 広め た 。 
は 、 福 島原 発 事故 以降 、EU 内 の 全 原 子 力 発 電 所 で 実施 され る 
ク お よび 安全 性 の 評価 を 指す (Ministere du Developpement 


Durable 2012; Dehousse with Verhoeven 2014) 。 
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FAO GWEC de AE TEL 47 7 7 ADEE 2006-686 条 は 、 独 立 臣 
前 機関 ASN の 創設 を 定め て いる 。 
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力 業 界 と の 間 に 対 


子 力 産業 の 現状 


立 が 生じ て いる の は 明らか だ っ た 。 FA 


方 で 、2011 年 の 世論 は 、 フ ラン ス の 原子 力 業 界 が 現在 置 
場 を 予 光 する も の だ っ た 。 原発 事故 の リス ク は フラ ンス に お いて 原子 炉 を 閉鎖 に 
追い 込む ほど 強力 な も の で な いと は いえ 、 原 子 力 業 界 が 必死 に 維持 し よう と し た 


[ 安 
の で ある 。 


原子 力 の 安全 性 を 巡る 世 


全 ] と いう イメ ー ジ を 損ない 、 


結果 と し て 業界 の 政治 


論 と 業界 と の 対立 を 浮き 彫り に する 


発電 が 続け られ る 一 


か れ て いる 不安 定 な 立 


的 影響 力 を 弱め て いる 


A5 


事例 と し て 、 


TABE 


棄 物 管理 の 問題 が ある 。 こ の 問題 が 原発 事故 と 異な る の は 、 原 子 炉 を 閉鎖 し た と 
ころ で 問題 が 解決 する わけ で は 


存在 し 、 適 切 に 処理 され る の を 待っ て いる 。 多 く の 


が ある と いう だ け で 、 


物 を 僅 


ク の 水泳 プー ル 1 


は 146 万 立方 メー トル に 上 る と 見 積 も ら れ て お り 
60 パー セン ト に あたる 88 万 立方 メー トル が 核 物 
発電 業界 が 生み 出し た 


燃料 に よる 
ン ピ ッ ク の コメ 


核 


個 分 


原子 力 事 
ラン ス は ここ で も 内 在 する 危険 司 
か し か 生み 出 
か ら 2011 年 まで 務 


分 」 


yy. 


な いこ と で ある 。 過去 50 


業 に 
上 を 覆い 隠す 戦略 を 採 
さ な い と いう 主張 が それ で あり 、 ア レヴ ァ の CEO を 2001 年 


め た アン ヌ ・ ロ ベル ジョ ン 


EET ccm 


年 分 の 廃棄 物 が すでに 


国 で は 、 放 射 性 廃棄 物 の 問題 


せる の に 十分 だ が 、 フ 


に よる と 、 


に 過ぎ な いと いう 。 
実際 の と ころ 、2013 年 末 の 時 点 で フラ ンス が 生み 出し た 放射 性 廃棄 物 の 総量 


水泳 プー ル (3,000357; 2 — RIVES) を 大 幅 に 
な い 。 強力 な 原子 カロ ビー 特有 の 政治 的 な 言い 回 
廃棄 物 と 正式 に 認め られ る も の に 対す る 直接 
こ 及 ぼ す 力 の 強 さ を 物語 
る フラ ンス の 法律 第 2006-686 条 の 条文 に 


質 か ら 生 
比べ れ ば ( 


廃棄 物 の 量 に 


回 し が 
的 な 


[77:8 
LH 


し た 。 原 子 力 発電 は 


(ANDRA 2013), 


よる か に 
上 回 っ て いる の は 間違い 
]H い られ て いる だ け で な く 、 
響 力 も 、 原 子 力 産業 が 政策 
っ て いる 。 一例 を 挙げ る と 、 放 射 性 廃棄 物 の 処分 


廃棄 


AL 


その 量 は 「 オ リン ピッ 


その うち の 
じ た も の で ある 。 化石 
少な い が 、 オ リ 


こ 関 す 


は 、 将 来 的 に 


再 利 


得る 物質 な ら 


19 
ば 、 そ れ は 廃棄 物 と は みな され な いと 記さ れ て いる 。 ウ ラニ ウム や プル トニ ウ 


し た 放射 性 
ある い は 検 


物 "m 


含ま れる 。 放 射 性 廃棄 物 に 


資 に は 、 必 要 で あれ ! Sw 


将来 活用 する こと を 意図 


討 さ れ て いな い 放 射 性 物質 が 含ま れる 」。 


、 将 来 の 活 


] が 定め られ て いな い 、 
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ム を 含有 する 物質 は いずれ も 再 処理 され る 可能 性 が ある た め 、 こ れ ら の 元素 を 含 


も 放 身 性 物質 は 廃棄 物 の 公式 締 
問題 に 対す る フラ ンス の 部 分 


廃棄 物 


[か ら 除 外さ れる の で ある 。 
的 な 解決 策 と し て 、 ア レヴ ァ NC が 主導 す 


る 燃料 サイ クル 技術 が ある 。 同社 は 使 


ム を 分 離す る こと で 核 廃 棄 物 を 


] 済 み ウ ラン 燃料 を 再 処 理 し 、 プ ルト ニ ウ 


「 リ サイ クル | すべ く 、 ラ ・ ア ー グ に 工場 を 建設 


し た 。 分 離さ れ た プル トニ ウム は フラ ンス に ある 軽水 炉 の MOX 燃 料 と し て 用 い 


られ る 。 


し か し 、 


リサ イク ル さ れ た も の と リサ イク ル 可 能 な も の と の 間 に は 違い 


が ある 。 ラ ・ ア ー グ 工場 は 再 処理 前 の り リサイ クル 可 能 な 物質 を 保管 し て いる が 、 


その 後 利 


]』 さ れる こと が な けれ ば 、 リ サイ クル 可能 な も の 、 つ まり 「 再 生 可 能 物 
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資 ] は 廃棄 物 の カテ ゴリ ー に 分 類 さ きれ て し まう 。「 再 生 可 能 物資 ] の 全て が フラ 
ンス の も の と いう わけ で は な い 。 た と えば 、 ドイ ツ 、 ベル ギー、 オ ラン ダ 、 ス イス 、 


そし で 日 


本 は 、 使 


済み 燃料 を 処理 し つつ 、 一 方 で 廃棄 物 の 貯蔵 を めぐ る 住民 と 


の 較 軟 を 避け る た め に ラ ・ ア ー グ 工場 を 用 いて いる が 、 こ れ ら の 国 に よる 利用 は 
減少 し つつ ある (Schneider and Marignac 2008; International Panel on Fissile Materials 


2015)。 


核燃料 の 再 処理 お よび 濃縮 は いく つか の 問題 を 投げ か け て いる 。 第 1 に 挙げ ら 


れる の が 、 プ ルト ニウム 抽出 


能力 に よっ て 引き 起こ され る 核 拡散 に つい て の 論争 


で ある 。 マ ー ク ・ デ ィ ー ゼ ンド ルフ が 示唆 する よう に 、「 民 間 の ウラ ニウム 濃 
縮 ・ 再 処理 施設 は 」 透明 性 を 確保 すべ く 「 全 て 国際 的 な 管理 下 に 置か れる 」 べき 
だ ろう (Diesendorf 2014)。 第 2 に 、 再 処理 燃料 は コス ト が 高く 、 し か も 低 レ ベル 
放射 性 廃棄 物 を 大 量 に 生み 出す 点 が 挙げ られ る 。 ラ ・ ア ー グ 工場 は 使用 済み 燃 
料 か ら 年 間 重 金属 1.700 トン (HM) を 処理 する 能力 し か 持た な い 。 軽水 炉 が 年 


間 平 均 21 トン の ! 
フラ ンス は 毎年 お よそ 1.000 ト ン の 使 
(Feiveson et al. 2011) 。 再 処理 
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よ 
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BEE 


び 使 用 済み 燃料 が 含ま れる 。 


放射 能 が 低 レ ベル で 半減 期 が ] 


、20 ト ン の 使用 済み 燃料 を 生成 し て いる こと か ら 、 


済み 燃料 を 生み 出し て いる こと に な る 


肝 業 の 開始 以降 、 約 3 万 HIM の 燃料 が 再 処 理 さ れ 、 


再生 可能 物質 に は 、 天 然 ウ ラン 、 濃 縮 ウ ラン 、 プ ルト ニウム 、 ト リウ ム 、 お 


民 期 の も の 。 
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現在 で は 毎年 お よそ 1.200tHM が 処理 きれ て いる 。 ま た 2007 年 末 の 時 点 で 、1 万 
3,500tHM の 使用 済み 核燃料 が 、 ラ ・ ア ー グ 工場 お よび 各 原 子 力 発 電 所 の 冷却 プ 
ー ル や 乾式 キャ スク 保管 エリ ア で 再 処理 され る の を 待っ て いた (Feiveson et al. 
2011). 

ラ ・ ア ー グ の 操業 開始 以来 、 長 期 に わた っ て 管理 の 必要 な 放射 性 廃棄 物 が そこ 
で 生み 出さ れ て いる こと は よく 知ら れ て お り 、 廃 棄 物 の 蓄積 は 最終 的 に 地層 処分 
技術 の 開発 を 促し た 。 フ ラン ス で は 20 年 以上 前 か ら 核 廃棄 物 の 地層 処分 に 関わ 
る 研究 が 行なわ れ て お り 、 こ の 解決 策 が 2006 年 に 初め て 法律 に 記載 され 、Cigeo 
(地層 保管 セン ター) プロ ジェ クト が 進展 し て 以降 、 地 層 処 分 は 激しい 議論 の 的 に 
な っ て いる 。 こ の プロ ジェ クト は 長寿 命 高 レ ベル 放射 性 廃棄 物 の 長期 的 な 管理 を 
目的 と し た も の で あり 、 承 認 が 得 ら れれ ば 、 フ ラン ス 東 部 の ムー ズ 県 ビュ ー ル 地 
区 に 深き 500 メ ー ト ル の 地下 地層 処分 場 が 建設 され 、 最 大 8 万 立方 メー トル の 廃 
棄 物 を 数 千年 に わた っ て 保管 で きる 見 通し で ある 。 認可 を 受け た この 種 の 施設 は 
フィ ン ラ ンド の オル キル オト 処分 場 し か 存在 し な い 。 ま た フラ ンス の 法律 は 、 よ 
り 優 れ た 処理 方 法 が 発見 され た 場合 に 備え て 可逆 性 を 確保 し な けれ ば な ら な いと 
し て いる (Cigeo.com 2013) 。 
現在 の と ころ 、Cigeo プロ ジェ クト は この よう な 廃棄 物 を 処分 する 上 で 実行 可 
能 な 唯一 の 解決 策 で ある も の の 、 核 の ゴミ 捨て 場 が 近く に ある こと で 環境 や 健康 
へ の 影響 を 懸念 する ムー ズ 県 の 住民 を は じ め 、 極 め て 強い 反対 に 遭っ て いる (Le 
Monde 2015)。 コ スト も また 論争 を 激しい も の に し て いる 。 会 計 監 査 院 の 推計 に 
よる と 、Cigeo プロ ジェ クト の 費用 は (廃棄 物 の 増加 も 考慮 に 入れ る と ) 436 億 ユ 
ー ロ に 達する 可能 性 が ある と いう (Collet 2016) 。 原 子 力 産業 が 廃棄 物 を 適切 に 
処理 で き な け れ ば 、 そ の 政治 的 影響 力 は さら に 弱まる だ ろう 。 

チェ ル ノ ブ イリ 原発 事故 の 後 も 、 メ ディ ア や 広報 活動 を 通じ た 偽り 隠す 努力 の 
結果 、 世 論 は 安定 を 保ち 続け た 。 し か し 福島 原発 事故 を 受け て 国民 の 意識 は 明 ら 
か に 変わ っ て き て いる 。 そ れ で も な お 、 原 子 力 産業 は 同国 の 電力 市 場 随 一 の 地位 
を 占め る 強い 影響 力 を 保っ て いる 。 廃棄 物 の 問題 は すでに 存在 し て いる だ け で な 


n 


22 うち 再 利用 可能 な プル トニ ウム は わずか 8.3tHM で 、 残 り は 保管 され る 。 
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く 、 こ れ か ら も 膨らみ 続け る 長期 的 な 安全 問題 で あや る こと か ら 一 層 複 雑 で あり 、 
現時 点 で 巨額 と な っ た 安全 面 へ の 投資 が さら に 必要 と な る 可能 性 も ある 。 フ ラン 
ス は 核 の リス ク に 対応 する た め 、 原 子 炉 を 閉鎖 する 代わ り に 安全 面 へ の 投資 と い 
う 道 を 選ん だ が 、 そ れ は 決し て 終わ る こと が な く 、 今後 も その コス ト は 膨らみ 続 
ける だ ろう 。 


フラ ンス に お ける 原子 力 エ ネル ギー の 経済 学 


この 最終 人 節 で は 、 フ ラン ス 原 子 力 産業 の 生存 を 脅かし て いる 財政 リス ク に 焦点 
を 当て る 。 原子力 発電 の 割合 を 削減 する と いう 政府 の 計画 に 原子 力 産業 が どの 程 
度 影響 を 与 を られ る か 、 あ る い は どこ まで 抵抗 で きる か は 、 最 終 的 に 、 営 利 事業 
体 と し て 経済 的 に 存続 し 得る か 否 か に 左右 され る 。 こ れ ま で の 各 節 で は 、 原 発 の 
更新 、 再 生 可 能 エ ネル ギー の 競争 力 向上 、 そ し て 安全 維持 に 関係 する 経済 的 問題 
の 一 端 に 触れ た 。 

本 節 で は 原子 力 産業 の 財政 状況 を 分 析 す る 。 第 1 に 、 フ ラン ス の 経済 状況 が 原 
子 力 産業 弱体 化 の 予兆 と な っ て いる こと を 示す 。 第 2 に 、 原 子 力 産業 を そう し た 
経済 状況 に 置い た 要因 を 基 に 「 原 子 力 の 請求 書 ] を 分 析 す る こと で 、 そ の 復活 の 
見 通し を 明らか に する 。 そ し て 第 3 に 、 ヒ ンク リー・ ポ イン ト C 原 発 に まつ わる 
論争 が 、 半 来 的 な 原発 建設 の 経済 的 不 確 実 性 を 象徴 し て いる 事実 を 示す 。 

近年 、 フ ラン ス 原 子 力 産業 が 財政 危機 に 見 狂わ れ て いる 事実 を 世界 は 目 の 当 た 
り に し た 。2011 年 以来 、 ア レヴ ァ は 巨額 の 負債 に 苦し み 、 倒 産 の 危機 に 見 舞 わ 
れ て いる 。 2014 年 11 月 、 同 社 は スタ ンダ ー ド ・ ア ンド ・ プ アー ズ 社 の 格付 け に 
お いて BB + (| ジャ ンク 債 」) に 格下 げき され た 。 原子 炉 エ ンジ ニア リン グ に お け 
る この 独占 企業 は 2015 年 に 負債 が 63 億 ユー ロ に 達し (Areva 2016), 、BB 一 へ さら 
に 格下 げ と な っ だ 。 だ が アレ ヴァ は 負債 だ け で な く 技 能面 で の 格差 の 問題 に も 
直面 し て いる 。 フ ラン ス で 最後 に 原子 力 発電 所 が 建設 され た の は 1993 年 だ が 、 
当時 の 労働 力 は 1970 年 代 の 拡張 時 代 を 経験 し て お り 、 原 子 力 の 分 野 で 優れ た 知 


23 アレ ヴァ の 2015 年 度 売上 高 は 42 億 ユー ロ で あっ た (Areva 2016). 
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識 と 経験 を 有 し て いた 。 し か し それ か ら 14 年 後 の 2007 年 に フラ マン ヴィ ル 欧 州 


加 圧 水 型 原子 炉 (EPR) 0 


設 が 始ま 


っ た 時 、 原 子 力 に 携わる 現役 の 労働 者 は 老 


いて 引退 を 間近 に 控え た 者 、 あ る い は 若く 経験 が 少な い 者 ば か り だ っ た 。 こ うし 
た 技能 格差 と 運転 費用 の 増加 が アレ ヴァ の 負債 を も お た らし た の で ある 。 か くし て 
フラ ンス 政府 の 主導 に より 、 ア レヴ ァ の 財政 状況 を 救う た め の 緊 急 計画 が 定め ら 


れ た 。 


まず 2015 年 、EDF が アレ ヴァ NPD の 株 式 の 大 半 を 27 位 ユー ロ で 買収 する 。 
EDF は 今や フラ ンス に お ける 原子 力 関連 の 投資 リス ク の 一 切 を 負う 立場 に あり 、 
同社 自身 の 負 償 も 2015 年 末 の 段階 で 374 位 ユー ロ と 膨らむ 一 方 で ある (EDF 


2016), 。 ま た 2015 年 12 月 21 


日 に 


の 株 価 は 32 ユー ロ だ っ た が 、 


に 法令 を 通過 させ て いる が 、 


は 、EDEF が 背負 っ て いる リス ク の た め 、 会 計 検 
HE 40 (CAC40) か ら 同 社 の 名 が 採 消さ れ だ 。CAC40 に 加え られ た 当時 、 同 社 


それ か ら 10 年 間 で 70 パ ー セ ント 下落 し 、2017 年 1 
月 の 株 価 は 9.75 ユ ー ロ と な っ て いる (Bourser.com 2017) 。 

加え て 、EDF は 2016 年 に 初め て 電力 料金 の 自由 化 に 直面 し た 。 ヨ ー ロ ッ パ の 
電力 市 場 の 自由 化 を 目的 と し た EU 指 令 92796 を 遵守 すべ く 、 フ ラン ス は 2007 年 
国内 の 電力 市 場 は ほとん ど 変 化し な か っ た 。 市 場 の 


完全 自由 化 を 達成 する 目的 で 2010 年 に 
一 般 家庭 向け か 企業 向け か を 問わ ず 、 


の 電力 料金 に つき 、2016 年 以降 


力 料 金 の 


制定 され た 電力 市 場 新 組織 法 の 条文 に は 
KORZE (最低 36 キ ロボ ルト アン ペア ) 


は 規制 を 一 切 設 け な い と 記さ れ て いる 。 電力 料 
金 は EDF の 財政 状況 を 基 に 国家 に よっ て 決め られ る の で な く 、1 年 ご と に 電力 規 
制 要 員 会 に よっ て 定め られ る こと と な っ た の で ある 。 

EDF は 顧客 と 共に 安定 的 な 電 


恩恵 を も 失い つつ ある 。 特 に 運転 費 


が 増大 し て いる 現在 、 競 争 の 結果 と し て 電力 の 卸値 が 下落 し た こと は 、EDEF の 
収入 源 に 大 き な 影 響 を 与え を て いる 。 政 治 的 な 支援 と 、 事 実 上 EDF に 代表 され る 


原子 力 業界 と の 間 に 生 じ た 溝 が 、 
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が CAC40 を 構成 し 、 通 常 ( 
一 般 家庭 向け 電力 料金 の 自 上 


25 


CAC40 は フラ ンス 株 式 市 場 イ ン デ ックス の 指標 で ある 。 時 1 40 t 
ょ フラ ンス で 最も 優れ た 業績 を 誇る 企業 が 含ま れる 。 


徐々 に で は ある が 確実 に 、 業 界 の 政治 的 影響 力 


日 化 は 2019 年 に 始ま る 予定 。 


qr 
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を 奪い つつ ある 。 

電力 市 場 に お ける 独占 的 地位 を EDF が 取り 戻 そ うと する な ら 、 財 政 面 の 安定 
性 を 回 復 さ せる こと が 必須 だ ろう 。 本 人 節 で は この 見 通し が 実現 可能 か 否 か を 理解 
する た め 、 財 政 面 に お ける EDF の 現状 と 関連 し た 将来 の 経済 的 リス ク を 分 析 す 
る 。 こ うし た 経済 的 リス ク の 大 き さ を 象徴 する の が 「 原 子 力 の 請求 書 ] と いう 言 
葉 だ が 、 そ れ は 事業 を 続け る た め に 原子 力 業 界 が 支払 うべ き 主 な 費用 を 表わし て 
いる 。 こ の 分 析 を 行なう に あたり 、 我 々 は いく つか の 主 な 費用 、 す な わ ち (安全 
基準 に 合致 させ る た め の ) 原発 群 の 補修 費用 、 廃 炉 費 用 、 そ し て 一 番 重 要 な 点 と 
し て 、 新 型 EPR の 設計 開発 に 関連 する 費用 の み を 扱う こと と する 。 


原発 群 の 補修 


原発 群 の 寿命 が 迫る 一 方 、 フ ラン ス が 短期 的 に は 脱 原発 で な く 原 子 力 発電 の 継 
続 を 選ん だ か に 見 える 現在 、 原 子 炉 の 寿命 延長 が 必要 と な る 。 寿命 の 延長 は 、 全 
て の 原子 炉 を 対象 と し た 新た な 安全 基準 を 満た す た め の 補修 と 管理 を 含む 。EDF 
の 推計 に よる と 、 全 原発 の 寿命 を 10 年 伸ばす に は 550 億 ユー ロ の 費用 を 要する 
と いう 。 こ れ だ け で も 巨大 な 人 額 だ が 、 会 計 検査 院 は その 倍 と な る 可能 性 も ある と 
推計 し て いる 。 


廃 炉 


EDF の 負債 は 廃 炉 費用 に よっ て も 膨らみ 得る 。 フ ラン ス は 廃 炉 の 初期 段階 に 
関し て きえ ほとん ど 経 験 を 有 し て いな い 。 最初 に 廃 炉 工 程 が 始め られ た の は ブレ 
ン ニ リス 原子 力 発電 所 で あり 、 稼 働 を 停止 し た 1985 年 以降 、 そ の 廃 炉 費用 は 35 
年 間 で 5 億 ユー ロ に 上 る 。「 廃 止 さ れ た 発電 所 | の 定義 が 明確 に な っ て いな いた 
め 、EDF は この 発電 所 が 「 民 間 に よ る 和 無制限 の 再 活用 ] と 同等 の 位置 に ある と 
し て いる 。 ま た EDEF は 全 原 発 群 の 廃 炉 費用 を 300 億 ユー ロ (発電 所 1 箇所 あたり 5 
Rain) と 見 積もっ て いる が 、 会 計 検査 院 に よれ ば これ は 明らか に 過少 評価 で 


26 先 に 挙げ た 安全 投資 に 関す る 費用 な ど 、 そ の 他 の 主要 な コス ト も 「 原 子 力 の 
請求 書 ] に 大 き な 影響 を 与 を る も の と 思わ れる 。 
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ある 。 会 


1.030 億 ユー ロ と} 


大 


計 検査 院 は その 主 な 理由 と し て 、 他 
高い こと を 挙げ て いる 。 一 例 を 挙げ る と 、 イ ギリ ス は 原子 炉 35 EORPA 
ESL Cv Z 


新型 PR の 設計 開発 


後に 原子 力 業 界 が 背 
た 後 も 現行 の 発電 能力 を 維 
この 問題 に 対す る アレ ヴァ 


Fy 


s Sy 


& EDF Offtü 


\ す べく 、 


建設 に 要する 時 間 お よび 費 


が どう な る か が 判断 され る 
2| と 評 し て いる 。 こ れ は 
て お り 、 
また 同社 は 
る と も し て いる 。 さらに 


第 2 世代 を 擁する 発電 所 と 比べ 発電 質 
この 新 技術 が 誇る 利点 と し て 、 寿命 の 20 年 増加 、 よ り 


国 の 廃 炉 費 


の 見 積もり が は る か に 
を 


主 な コス ト と し て 、 婚 存 の 原子 力 発電 所 が 閉鎖 され 
原発 群 を 更新 する の に か か る 費 
た 策 が 欧州 加 圧 水 
の 実例 を 分 析 す る こと で 、 
o アレ ヴァ は EPR を 「 世 界 で 最も 強力 な 原子 炉 の 一 
高 性 能 と 優れ た 安全 構造 を 誇る 第 3 世代 モデ ル と され 
発電 能力 も 第 2 世代 モデ ル の 1,450MW À D 1,650MW に 向上 し て いる 。 


が ある 。 
型 原子 炉 (EPR) で ある 。 
き 来 の 投資 


この 技術 へ の 】 


容易 な 維持 管理 、 そ し て 建造 
2017)。 こ の 最後 の 利点 は 、 以 


味 し て いる 。 
アレ ヴァ の EPR は 、 


現在 全 世 界 で 4 基 が 建設 


期間 の 短 さ 


1] が 10 パ ー セ ント 低減 され 


(わずか 57 ヵ 月 ) が 挙げ られ る (Areva 


前 の 原子 炉 よ り も 安い 


3 号機 が 2007 年 か ら 建 
v7z, EDF は 建造 費 


IE 


A 


E 


年 5 月 に 
20 パー セン ト 増 加 し 建造 】 


10 
に 建造 が 中 断 き 


の た め 


も 1 年 延び て いる 。 ま た 2011 年 ( 


費用 で 建造 で きる こと を 意 


及 さ れ て いる 。 フ ラマ ン ヴ ィ ル 原発 
造 中 で あり 、 本 来 で あれ ば 2012 年 の 稼働 開始 を 予定 し て 
を 当初 33 位 ユ ー ロ と 見 積もっ て いた が 、 
の 結果 を 受け て 2007 年 より 工事 の 遅れ と 費 
は 鉄骨 構造 の 「 異 常 ] 
期間 


ASN に よる 安全 
超過 が 発生 し て お り 、2008 
れ た 。 修理 の 結果 、 が 
こ 発生 し た 福島 原 


お よび 構造 部 材 の 強化 


発 事故 を 受け 、 新 た な 安全 基準 の 適用 と 追加 検査 の 実施 、 

を 余儀 な くさ れ た 結果 、 建 造 期間 が さら に 延び 、 

た 物資 の 輸送 遅延 と 、2015 年 4 月 に ASN が 発見 し た 格納 容器 の 異常 の 結果 、 
27 イギリス の 原子 炉 は 


2010). 


運用 開始 も 2 年 延期 され た 。 ま 


発 


1 基 あ た り 平 均 900MW の 発電 能力 を 有する (Goldberg 
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—— 予想 建造 費 


(10 億 ユー ロ ) 


= 予想 建造 期間 (F) 


0 T T T T T T 1 
2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018 


21 フラ マン ヴィ ル 原 発 EPR 型 原子 炉 の 予想 建造 費用 お よび 期間 の 推移 
出典 : Soleymieux (2015) に 基づき 、 著 者 の 許可 を 得 て 転 載 。 


電 所 の 稼働 開始 は 2018 年 に ずれ 込み 、 費 用 も 105 億 ユー ロ に 増加 する と 見 込ま 
れ て いる ( 図 2-1 参照) 。 

2010 年 、 当 時 の EDF 会 長 フ ラン ソ ワ ・ ル スリ ー は 、 原 子 力 産業 の 将来 的 展望 
を 改善 すべ く 、 激 し い 議 論 の 的 と な っ た 一 連 の 過激 な 勧告 書 を 提出 する こと で 、 
フラ マン ヴィ ル EPR に お ける 失敗 の 裏側 に ある 理由 を 浮き 彫り に し た (Roussery 
2010)。 そ の 中 で ルス リー は 、 フ ラン ス 独 自 の 課題 に 光 を 当て て いる 。EPR 建造 
の 初期 段階 に お いて 、 事 業 に 関す る こと が 原因 で EDF と アレ ヴァ は 疎遠 な 関係 
に あっ た 。 戦 略 的 な 協調 関係 の 欠如 は 両者 の 意思 疎通 を 妨げ 、 事 業 面 で の 効率 性 
が 低下 し た 。 ま た ルス リー は 、 和 建造 肖 題 が 数 多く 発生 し た 理由 の 一 つ に EPR 
の 設計 自体 の 複雑 さ を 挙げ て いる 。 そ の 分 よる と 、 フ ラン ス の 原子 力 産業 が 
民間 投資 を 呼び 込め ず 、 国 家 支 援 に 頼り きり だ っ た こと が 、EPR プロ ジェ クト の 
経済 的 困難 を 説明 する も う 一 つの 要因 だ と いう 一 一 すなわち 、 両 者 は 単純 に 経済 
的 な 競争 力 を 有 し て いな い の だ 。 現在 、EDF と アレ ヴァ は これ まで に な い ほ ど 
腎 密 な 関係 を 築い て いる が 、EPR が 直面 し て いる 問題 こそ 、 こ の 設計 開発 の 脆弱 
さ を 明 ら か に する も の で ある 。 

今 の と ころ 、 か くも 巨額 な 費用 を 要 し 、 技 術 的 な 危険 性 も 高い テク ノロ ジー に 
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区 資す る こと は 実現 不可 能 と 思わ れる 。 
規模 の 経済 に よる 学習 曲線 の 改善 が 達成 
ル 、 オ ルキ ルオ ト 、 そ し て 至 山 で 建設 中 
いる こと か ら 、 学 習 曲線 は すでに 改善 き 
の 蓄積 に 伴い 建造 期間 の 短縮 も 見 込め る 
ず 、 各 プロ ジェ クト は 「 最 初期 」 技術 の 
は 、 原 発 建設 に 内 在 す る 諸々 の 特徴 が 学 


ih 


EPR の 新 モ デル が 標準 化 さ れ て 初め て 、 
され る だ ろう 。 EPR は 現在 フラ マン ヴィ 
で あり 、 そ れ ぞ れ 同 じ 技 術 が 用 いら れ て 
れ て いる か 、 あ る い は 少な く と も 、 知 識 
は ず だ 。 し か し 実際 に は そう な っ て お ら 
特徴 を 淀 び て いる 。 マ ウロ ・ マ ンチ ー 
習 曲線 の 改善 を 不可 能 に し て いる と 説明 


ES 


する (Mancini 2015), cl JH} BE 


な 労働 力 の 経験 値 お よび 現地 の 政治 状況 


it 


ES 


と いっ た 地域 特有 の 問題 が な 含ま れる 。 そ 
所 を 他 の EPR プロ ジェ クト と 」 


比較 する と 、 同 じ 技 術 が 


の 例 と し て 、 フ ラマ ン ヴ ィ ル 原子 力 発電 
1H い られ て いる に も か か 


わら ず 、 フ ラマ ン ヴ ィ ル で の み 大 幅 な 費 


日 


TEE è yen 


題 が 発生 し て いる こと が 


わか る 。 


オル キル オト 原子 力 発電 所 の EPR は 当初 の 建 
運転 開始 を 目指 し て いた 。 し か し 2012 年 に アレ ヴァ が ] 
方 修 1 


の 商 
結果 、 こ の 数 字 は 85 億 ユー ロ に 


zH 


AE 


用 が 30 億 ユー ロ で 、2005 年 
評価 を 行なっ た 
E さ れ 、2016 年 1 月 に は 稼働 開始 が 2018 


Ke 


= 


年 に 延期 され た 。 台 山 の 原 子 炉 2 基 
れ 、2013 年 に 稼働 を 開始 する 予定 
期 に な る と 見 込ま れ て いる 


は そ 


の 第 4 四半 


は 80 億 ユー ロ に 上 る と 予想 され 、 そ の 」 


フィ ン ラ ンド の 事例 に 比べ れ ば 比較 的 成 


E だ っ た 。 だ が 現在 、 商 


れ ぞ れ 2009 年 と 2010 年 に 建設 が 開始 さ 
運転 の 開始 は 2018 年 
(EDF 2017) 。 原 子 炉 2 基 の 最終 建設 費用 
ト 上 建設 も 4 年 遅れ て いる が 、 フ ラン ス と 


功 を 収め て いる と 言え る だ ろう 。 


し か し な が ら 、 特 定 の 部 品 の 品質 と 、 


発電 所 全体 の 設計 の 安全 性 に 対し 、 い ま 


だ 疑問 の 声 が くす ぶっ て いる (Radio Free Asia 2016), これ ら の 懸念 は 、EPR の 設 


計 で 主格 納 容器 に 含ま れる 炭素 の 割合 カ 
年 4 月 以降 に 顕在 化し た も の で ある 。 ヨ 
の 機械 的 特性 が 最適 で は な いた め 、 亀 裂 
す 可 能 性 が ある 。 こ の 問題 は 結果 的 に 建 
せる こと に な る だ ろう 。 EPR は 新た な 設 


ンス に お ける 新規 建設 の 見 通し も 立っ て 
HH 事業 か ら 得 られ る で あろ う 利 益 の 見 込み 


力 産業 が EPR の 発電 事業 お よび 輸 


* 多 すぎ る こと を ASN が 突き 止め た 2016 


E 格 納 容器 の 炭素 の 割合 が 多い と 、 原 子 炉 


が 発生 し た 場合 に 深刻 な 危険 を 引き 』 
費用 を 押し 上 げ 、 稼 働 開始 を 再び 遅 ら 
計 技 術 を 確立 させる こと が で きず 、 フ ラ 
いな い 。 そ れ ゆ え EPR の 経験 は 、 原 子 


RE 


JE 


KE 


AYN 


ー 


第 2 章 フラ ンス と いう 例外 57 


深刻 な 影 を 落と し て いる 。 

原子 力 産業 の 不安 定 な 財政 状況 を 明らか に する た め 、 最 終 節 で は イギリス の ヒ 
ンク リー・ ポ イン ト C 原 子 力 発電 所 に まつ わる 論争 を 取り 上 げた い 。EDF の 評 
判 と 将来 的 な 成長 が 危険 に 晒さ れ て いる 一 方 、 こ の 投資 は 非常 に コス ト が か か る 
も の で あり 、 プ ロジ ェクト が 抱え る リス ク は 産業 全体 の 衰退 を も た らし か ね な い 
も の で ある 。EDF が 大 半 を 保有 し 、 残 る 3 分 の 1 を 中 国 企業 (中 国広 核 集団 : 
CGNPC) が 保有 し て いる ヒン クリ ー・ ポ イン ト C プ ロジ ェクト に は 、 サ マセ ッ 
ト 州 で 建設 中 の EPR2 基 が 含ま れ て いる 。 こ れ ら 2 基 の 原子 炉 は 最終 的 に イ ギ リ 
ス の 電力 需要 の 7 パー セン ト を 満た すこ と が 予定 され て いる 。 建造 費用 は 2013 
年 の 段階 で 160 倍 ポン ド と 見 積 も あら れ て いた が 、2015 年 10 月 に は 20 億 ポン ド 増 
IL, CHH b 2023 年 か ら 2025 年 に 延期 され て いる 。 

投資 に 関す る 最終 決断 を 遅らせ た 最大 の 原因 は 費用 の 問題 で も る 。 サ イモ ン ・ 
テイ ラー が 指摘 する よう に 、 ヒ ンク リー・ ポ イン ト C は 「 史 上 最も 高価 な 発電 
Br] と な る だ ろう (Taylor 2016: 3)。 の みな ら ず 、 そ れ は 地上 で 最も 高価 な 構造 
物 に な ろう と し て いる 。 2016 年 3 月 、EDF の 財務 部 門 責任 者 を 務め る トマ ス ・ 
ビク マル は 、 ヒ ンク リー・ ポ イン ト C へ の 投資 に 含ま れる 財務 リス ク を 理由 と し 
て 辞表 を 提出 し た 。 労働 者 会 議 も この 投資 に 強く 反対 し た が 、 政 府 は プロ ジェ ク 
ト を 支持 し て いる (Schneider and Froggat 2015)。2016 年 1 月 の 段階 で 建設 費用 は 
250 位 ユー ロ に 上 る と 見 込ま れ て いた も の の 、 発 電 し た 電力 を イギリス が 35 年 間 
に わた り 1 メ ガワ ッ ト 時 あたり 92.5 ポ ンド で 買い 取る こと に 同意 し た た め 、 フ ラ 
ンス に は 十分 な 見 返り が ある と EDF は 主張 し た 。 最初 の 契約 書 が 書き 上 げ ら れ 
た 2012 年 当時 、 こ の 価格 は 電力 卸値 の 2 倍 で あり 、 現 在 で は 3 倍 の 価格 と な っ て 
いる (Economist 2016) 。EDF に と っ て ヒン クリ ー・ ポ イン ト C は 魅力 溢れ る 取引 
対象 だ っ た 一 一 た だ し 、 そ れ が 実現 すれ ば の 話 で ある 。 ピ クマ ル は プロ ジェ クト 
が 実現 不可 能 で ある と 考え て 辞任 し た の だ っ た 。 

それ に 加え 、2016 年 7 月 28 日 に 投資 の 決断 が 下さ れる 数 時 間 前 、EDF の 意思 
決定 に 責任 を 負う 取締 役 18 名 の うち の 一 人 、 ゲ ラー ル ・ モ ン ガ ン も 辞表 を 提出 
し た (Cosnard 2016), 。 これら 二 つ の 辞任 劇 は プロ ジェ クト に まつ わる リス ク を 象 
徴 し て いる 。 し か し モン ガン が その 場 を 去っ た 後 、 ヒ ンク リー・ ポ イン ト C へ の 
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投資 が 承認 され た (Bernard and Cosnard 2016) 。 EDF の ベル ナー ル ・ レ ヴィ CEO 
は 、 今 や 全て の 障害 が 取り 除 か れん 、 プ ロジ ェクト を 進め る こと が で きる と 期待 し 
た 。 し か し 翌日 、 驚 くべ き 出 来 事 が 再び 起き る 。「 政 府 は この プロ ジェ クト を 構 
成す る 全て の 要素 に 慎重 な る 検討 を 加え 、 秋 の 初め に 決定 を 下す ] と グレ ッ グ ・ 
クラ ー ク が 発表 し た の で ある (Financial Times 2016) 。2016 年 9 月 15 日 、 テ レザ ・ 
メイ 英 首相 は 当 プ ロジ ェクト に 「 青 信号 ] を 出し た 。 ヒ ンク リー・ ポ イン ト C 原 
発 は 、 将 来 の 原子 力 発電 所 が 採算 の 取れ る も の で な いこ と を 如 実 に 示し て いる 。 
EDF が 破綻 を 免れ る に は 、 こ の 投資 を 支援 する 政府 の 決断 が 不可 欠 で ある 。 原 
子 力 産業 が 財政 面 で の 安定 を 取り 戻す た め に は 、 人 金銭 的 に も 政治 的 に も 国家 の 支 
援 が 必要 で ある と 言っ て も 過言 で は な い だ ろ う 。 

原子 力 業界 の 主役 を 演じ る アレ ヴァ と EDEF が 財政 危機 に 陥っ て いる の は 明 ら 
か で ある 。 そ うし た 状況 の 背後 に ある 理由 は 、 過 去 の 費用 と 未来 の 費用 に まつ わ 
る リス ク が 共に 、 す で に 高 止 まり し て いる 見 積もり を も は る か に 超過 し て いる こ 
と と つなが っ て いる 。 国策 に 反する と いう 理由 は も ちろ ん の こと 、 原 子 力 発 電 の 
継続 に 伴う 内 部 費用 の 増大 を 理由 と し て 、 政 府 は EDF に 対す る 財政 支援 を 否定 
し て いる が 、 原 子 力 関連 の 高い 輸出 能力 を 維持 する こと に は 次 成 し て いる 。 国 内 
に お ける 原子 力 の 将来 を 最終 的 に 決め る の は 経済 性 と な る だ ろう 。 し か し 国外 で 
の 繁栄 を 目指 す な ら ば 、EPR を 成功 に 導く こと が 不可 欠 で ある 。 だ が EPR の 設 
計 に は 経済 的 に 見 て 実現 不可 能 な 要素 が ある た め 、 そ の 成 告 は 政治 次 第 で ある と 


言え よう 。 


s 


結論 


フラ ンス の 原子 力 産 業 が 今日 の まま で あり 続け る こと は な い 、 と いう の が 適切 
な と ころ だ ろう 。 そ れ が 置か れ て いた か つて の 例外 的 地位 も る も 、 よ り 妥 協 を 要する 
立場 へ と 変容 する か も し れ な い 。 原子 力 産業 は 強大 な 政治 力 と 安定 性 を 有 し て い 
る が 、 エ ネル ギー 移行 法 と 、 安 全 に 対す る リス ク を 軽減 する 努力 の 結果 、 原 子 力 
は 競争 面 で 不利 な 立場 に 置か れ て お り 、 原 子 力 産業 の 存続 に 必要 な コス ト の 上 昇 
は 、 業 界 全体 が 直面 し て いる 危険 度 の 高き を 反映 し て いる 。 政 府 の 支援 を 受け な 


JE 
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い 原 子 力 へ の 投資 は ほぼ 不可 能 で ある 。 結局 の と ころ 問題 は 、 原 子 力 の 経済 性 が 
原子 力 業 界 の 政治 力 を 覆す か 否 か と いう こと だ 。 フ ラン ス 国 内 の 電力 市 場 が 自由 
化 さ れ た 結果 、 再 生 可 能 エ ネル ギー の 価格 が 原子 力 の それ を 下回る こと が 予想 さ 
れる た め 、 原 子 力 業 界 は これ 以上 発電 事業 を 支配 する こと が で き な く な る だ ろう 。 
し か し そう し た 衰退 傾向 が 急激 に 進む こと は な いと 思わ れる 。 既 存 の 原発 群 が 発 
電 を 続け る 限り 、 そ の 電力 は 販売 され る か ら で あ る 。 原子 力 業 界 が 影響 を 及ぼ せ 
る の は 移行 の 速度 だ け で あり 、 そ れ は 経済 的 に 不利 な 状況 へ と 突き 進ん で いる の 
で ある 。 ま た 政府 が 原子 力 関連 の 輸出 を 支援 し て いる に も か か わら ず 、 国 外 に お 
ける 見 通し も 暗い 。 フ ラン ス は 安全 技術 、 廃 棄 物 処理 、 そ し て お そら く 新 型 EPR 
か ら 今 後 も 収入 を 得 ら れる だ ろう が 、EPR に つい て 言え ば 、 そ の 成否 を 左右 する 
の は 経済 性 で は な く 政 治 的 支援 の 問題 で あり 、 そ し て 何より 、 第 3 世代 原子 炉 の 
売り 上 げ を 決定 する の は 、 そ の 設計 が 本 当 に 実現 可能 で ある こと を 外国 政府 に 証 
明 で きる か 否 か だ ろう 。 

原子 力 発 電 の 割合 を 減ら し て 再生 可能 エネ ルギー に 移行 する と いう 現在 の 政治 
D ee 


長期 的 に 見 れ ば 答え は 否 で ある 。 し か し 短期 的 に 考え る な ら ば 、 
新た な 低 炭 素 エネ ルギー の 枠組 み に お ける 原子 力 の 衰退 の 規模 と 速度 に 影響 を 及 


ぼ せ る だ ろう 。 原子 力 産業 は それ 自体 が 移行 の 時 を 迎え て お り 、 経 済 性 の 問題 が 
原子 力 が 今後 も 国家 の エネ ルギー 体制 を 支配 する と いう 見 通し に 吐い 影 を 落と す 
中 、EPR を は じ め と する 輸出 事業 に 力 を 入れ て いる 。 フ ラン ス に お ける 新た な エ 
ネル ギー の 枠組 み は 、 原 子 力 産業 の 成長 や 強み と 矛盾 する も の で な く 、 再 生 可 能 
エネ ルギー の 増加 と 原子 力 関連 の 輸出 に 支え そら れ た より 持続 可能 な シス テム を 実 
現す べく 、 さ ら な る 移行 が 進む な は ず だ 。 


pus 
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a 3s 


エネ ルギー 助成 
ー 一 世界 的 な 推計 、 変 動 の 原因 、 お よび 核燃料 
サイ クル に 関す る デー タ の 和 欠落 


ダグ ・ コ プロ ウ 


要 BH 


エネ ルギー へ の 公 的 助成 は 毎年 数 千 億 ドル に 上 り 、 市 場 の 決定 を 
環境 や 社会 福祉 に と っ て 不利 な 方 向 に 歪め て いる 。 公 的 助成 の 改革 


が 実現 すれ ば 財政 的 に も 環境 的 に も 大 き な 利 益 が も た ら さ れる 一 方 、 


その 実現 に は いま だ 政治 的 困難 が つき まとっ て いる 。 ま た 国際 機関 
な ど が 集め た デー タ は 、 国 際 的 な 助成 の 面 か ら 捉え た 各種 燃料 お よ 
び 各 国 の 現状 を も 対象 と する よう に な っ て いる 。 し か し な が ら 、 信 


用 供与 、 財政 支援 、 天然 資源 リー ス 、 お よび 国有 企業 (SOE) の それ 


ぞ れ に は 、 い まだ に 重大 な デー タ の 欠落 が 存在 する 。 加 えて 、 核 燃 
料 サ イク ル へ の 公 的 助成 に 関す る デー タ は と り わ け 乏 し く 、 世 界 的 
な 推計 は 存在 せ ず 、 国 別 の 推計 も ご くわ ず か で ある 。 に も か か わら 
ず 、 新 規 原子 力 発 電 所 へ の 投資 額 は 2050 年 まで に 4 兆 4 千 億 ドル に 


上 る 見 通し で あり 、 そ の 大 半 は 


政府 が 保 衣 


E を 行なう も の と 見 込ま れ 


て いる 。 さら に 、 核 燃料 サイ クル の 大 半 に は 政府 が 深く 関わ る こと 
に な る 。 これら の 隠れ た 公 的 助成 は 、 そ の 他 の 代替 手段 を 用 いる こ 
と で 同じ エネ ルギー 事業 を より 低 リ スク か つ 低 コス ト で 迅速 に 展開 
で きる に も か か わら ず 、 原 子 力 発電 所 お よび 関連 イン フラ の 整備 、 


そし て 原子 力 に よる 発電 能力 の 増強 を 世界 中 で 促し て いる の で ある 。 
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は じ め に 


年 間 数 千 億 ドル に 上 る エネ ルギー へ の 公 的 助成 が より クリ ー ン な エネ ルギー へ 
の 移行 を 遅らせ 、 限 られ た 公 的 資金 を 保健 や 教育 な どの 社会 政策 か ら 春 い 取っ て 
いる 。 こ うし た 公 的 助成 、 と り わ け 化 石 燃料 部 門 に 対す る 助成 の 改革 は 、 気 候 変 
動 へ の 対処 に 不可 欠 な 戦略 と し て 広く 受け 入れ られ て いる 。 助 成 改 革 に よる 財政 
面 ・ 環 境 面 の 利益 が 広く 認識 され て いる 今 、 デ ー タ の 収集 対象 と 分 析 範 囲 も 拡大 
し て いる 。 こ れ は 大 き な 進 歩 で ある も の の 、 助 成 改 革 は 今 な お 政治 的 に 困難 で あ 
り 、 そ の 速度 も 緩慢 で ある 。 
現在 の 助成 受益 者 が 改革 の 動き に 抗 お うと 巨額 の 投資 を 続け る 一 方 、 公 的 助成 
に 関す る デー タ の 欠落 は そう し た 投資 行動 に 対す る 効果 的 な 対抗 策 を 妨げ て いる 。 
世界 的 な 公 的 助成 の 各 推 計 値 は 大 きく 異な っ て いる が 、 第 1 の 要因 は 評価 の 違い 
で ある 。 ま た 対象 と する 地域 の 差異 、 補 助 金 プ ログ ラム の 性 質 、 そ し て 評価 対象 
と な る 燃料 の 種類 も 、 違 い を 生み 出す 原因 と な っ て いる 。 こ の うち 地域 の 差異 で 
言え ば 、 再 生 可 能 エ ネル ギー や 化石 燃料 より も 核燃料 サイ クル に お いて 格差 が 甚 
だ し く 、 各 燃料 の 比較 を 不可 能 に し て いる 。 ま た 全て の 部 門 に お いて 業界 が 行 な 
っ て いる 推計 は 、 政 策 論 争 を 低調 な も の に し 、 か つづ 複雑 な も の に 歪め が ち で ある 。 
不 完全 な デー タ は 今後 何 年 に も わた っ て 課題 で あり 続け る こと が 予想 され る も 
の の 、 そ れ に よっ て 改革 の 遅れ が 正当 化 さ れる わけ で は な い 。 広 い 分 野 で 定義 や 
『 価 に 関す る 同意 が な され て お り 、 国 際 機 関 に よる 低い 見 積もり さえ も 、 深 刻 な 
作用 を 伴う 大 規模 な 問題 が 存在 し て いる こと を 指し 示し て いる 。 国際 エネ ル ギ 
ー 機 関 TEA) が 35 ヵ 国 以 上 を 対象 と し て 2011 年 に 実施 し た 化石 燃料 関連 の 公 的 
助成 に 関す る 調査 の 結果 (IEA 2012)、 お よそ 半数 の 国々 で 公 的 保健 より も 化石 
燃料 助成 の 方 に 多額 の 了 予算 が 注ぎ 込ま れ て いる こと が 判明 し た (Koplow 2015b) 。 
先進 国 で は 再生 可能 エネ ルギー へ の 公 的 助成 に 対す る 注目 が 高まり つつ ある も 
の の 、 石 油 、 ガ ス 、 石 炭 、 原 子 力 と いっ た 従来 型 燃料 に 対す る 助成 の ほう が 確固 
た る 地位 を 築い て お り 、 一 般 的 に 金額 も 大 きい 。 ア メリ カム の 石油 ・ ガ ス 産 業 で は 
1 世紀 近く 前 か ら 減 耗 控除 と いう 形 で 税金 の 減免 が 認め られ て お り 、1950 年 代 に 


ult 


HI 


は 原子 炉 の 事故 賠償 上 限 額 が 


ミル クー 
IX 7E. 


され て いる 。 
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助成 金 は 非 効率 で 環境 面 で 劣る 石 


炭火 力 発電 所 の 寿命 延長 に も 支払 われ て お り 、 ま た 原子 力 発電 の 真 の コス ト を 覆 


い 隠 すこ と で 、 原 発 を 】 
っ て いる 。 ま た 石油 


morc ke Dive 


国々 へ の 原子 炉 輸出 を 促進 する 一 助 と な 
採掘 業 へ の 公 的 助成 は 、 採 算 が 取れ な い 採 掘 現場 の 多く を 黒 


字 に 転換 きせ 、 本 来 で あれ ば 必要 の な い 数 十 年 に 及ぶ 新た な 炭素 エネ ルギー の 時 
代 を 生み 出し た (Erickson et al. 2017) 。 低 リス ク か つよ り ク リー ン な エネ ルギー 


の 選択 を 市 場 参加 者 に 促し た で あろ う 重 要 な 1 
本 章 で は まず 、 エ ネル ギー 助成 の 各種 形態 
出 を 阻害 し て いる 度合 い 、 そ し て 世界 的 な 規模 を 簡単 に 紹介 する 。 ま た 原子 力 に 


と 


格 シ グ ナ ル は すでに 失わ れ て いる 。 
その 集計 方 法 、 そ の 他 の 社会 的 支 


関す る 助成 の デー タ 不 足 を 理解 する 第 一 歩 と し て 、 原 子 力 を 助成 する に あたり 世 


界 中 で 広く 


いら れ て いる 各種 の 方 法 に つい て 述べ る も の と する 。 


エネ ルギー 助成 と は 何 か 


助成 金 は 政府 か ら 個人 また は 企業 に 現金 を 支払 う 最 も 一 般 的 な 方 法 で ある と 考 


えら れる 。 し か し そう 単純 で ある こと は 稀 で 、 特 定 の エネ ル ギ 


直 を 移 


LEE ) > 
RECN 


転 し リス ク を 軽減 する に あたっ て は 、 気 の 遠く な る よう な 一 連 の メカ ニズム が 展 


開 さ れる ( 表 3-1 参照 )。 そ うし た メカ ニズム に は 、 税 金 の 軽減 、 公 的 な 信 


供与 


表 3-1 政府 に よる エネ ルギー 部 門 へ の 価値 移転 の 様々 な 方 法 
政府 に よる 説明 世界 的 推計 に お いて 捕 提 可 能 か ? 
介入 の 種類 目録 アプ ロー チ | 価格 差 ア プロ ー チ 
資金 の 直接 移転 
直接 的 な 資金 投 | エ ネル ギー 関連 分 野 へ の 直接 的 な | 捕捉 可能 恐らく 捕捉 可能 
入 予算 割り 当て ( 注 2) 
研究 開発 エネ ルギー 関連 の 研究 開発 に 対す | 捕捉 可能 恐らく 捕捉 可能 
る 政府 の 全額 ・ 部 分 的 出資 ( 注 2) 
課税 を 通じ た 価値 移転 
租税 公課 GEL | 生産 お よび 消費 を 含む エネ ルギー | 報告 通り に 捕捉 | 恐らく 捕捉 可能 
関連 活動 へ の 特別 な 課税 、 お よび ( 注 2) 
税 の 減免 (加速 償却 の 適用 な ど ) 
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政府 に よる 
介入 の 種類 


説明 


世界 的 推計 に お いて 捕 提 可 能 か ? 


目録 アプ ロー チ 


その 他 の 政府 収入 を 通じ た 価値 移転 


アク セス 権 国内 の オン ショ ア お よび オフ ショ | 捕 提 不 可能 恐らく 捕捉 可能 
( 注 1) ア 資 源 へ の アク セス 条件 に 関わ る ( 注 2) 
政策 (リー ス 権 の オー クシ ョ ン 、 特 許 
更 用 料 、 共 同 生 産 の 取り 決め な ど ) 
情報 本 来 で あれ ば 民間 の 市 場 参加 者 が | 捕捉 可能 捕捉 不可 能 
購入 し な けれ ば な ら な い 市 場 関連 
情報 の 提供 
リス ク の 政府 へ の 移転 
資金 貸付 お よび | エネ ルギー 関連 活動 に 対 し 、 市 場 | 捕捉 不可 能 捕捉 不可 能 
信用 供与 より 有利 な 条件 で 貸付 お よび 保証 
を 行なう 
国有 化 GEI) エネ ルギー 企業 も し く は 支援 事業 | 捕 提 不 可能 2 5 4 HPL RE 
機関 の 全部 な いし 大 部 分 を 国有 化 ( 注 2) 
FALE 燃料 サイ クル の 危険 ま 
た は 高額 な 部 分 ( 核 廃棄 物 処分 、 石 
油 安 全 保 障 、 お よび 貯蔵 な ど ) TIT 
な われ る こと が 多い 
リス ク 移転 保険 な いし 賠償 を 、 市 場 の 水準 を 捕 提 不 可能 捕捉 不可 能 
トド 回 る 価格 で 政府 が 提供 する こと 
価値 移転 の 促進 
部 門間 の 公 的 助 | 他 の 顧客 な いし 地域 の 負担 を 重く | 部 分 的 に 捕捉 可 能 | 恐らく 捕捉 可能 
成 ( 注 1) する こと に よっ て 、 特 定 の 顧客 な ( 注 2) 
いし 地域 の コス ト を 減少 させ る 政 
策 
輸出 入 制限 エネ ルギー 製品 お よび サー ビス の 部 分 的 に 捕捉 可能 | 捕捉 可能 
( 注 1) 市 場 を 通じ た 国家 間 の 自由 な 流れ 
に 制限 を 設け る こと 
価格 操作 ( 注 2) | エネ ルギー の 小売 お よび 卸 料金 を | 一 部 は 捕 提 可 能 | 捕捉 可能 
直接 規制 する こと 
購入 命令 GE) | 他 の 選択 肢 が 経済 的 に より 魅力 的 捕 提 不 可能 捕捉 可能 


か 否 か に か か わら ず 、 国 内 産 石炭 
と いっ た 特定 の エネ ルギー 製品 を 
強制 的 に 購入 さき せる こと 


価格 差 ア プロ ー チ 
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政府 に よる 説明 世界 的 推計 に お いて 捕捉 可能 か ? 
介入 の 種類 i 目録 アプ ロー チ | 価格 差 ア プロ ー チ 
規制 GELD) エネ ルギー 市 場 参加 者 の 権利 お よ | 捕 提 不可 能 捕捉 不可 能 
び 義 務 を 大 きく 変え る 、 あ る い は 
そう し た 変化 か ら 特 定 の 参加 者 を 
除外 する た め に 政府 が 設け る 赴 
制 : 規制 が 弱かっ た り 、 強 い 規 制 
で あっ て も 実行 が 組 か っ た り 、 あ 
る い は 規制 が 過剰 (社会 的 利益 を 大 
呈 に 超過 する コス ト が 発生 する な ど ) 
で あっ た 場合 に 歪み が 生じ る 
外部 費用 
格 に 反映 され な い エ ネル ギー 生 | 捕 提 不 可能 一 般 的 に 捕捉 不可 
産 も し く は 消費 に 関す る 負 の 外部 能 
費用 : 温室 効果 ガス 排出 、 あ る い 
は 水道 へ の 汚染 物質 の 混入 や 温度 
上 昇 な ど 
注 1 : プロ グラ ム の 性 質 お よび 受益 者 の 市 場 に お ける 立場 に より 、 公 的 助成 ある い は 税金 の 形 で 作用 する 。 
注 2 : 最終 消費 者 が 支払 う 国 内 価格 に 影響 を 及ぼ す 、 あ る い は (部 門間 の 公 的 助成 の よう に ) 価値 移転 が 各種 燃 
料 間 で 行なわ れ 、 そ の それ ぞ れ が 価格 差分 析 に よっ て 測定 され る 場合 、 こ れ ら の 項目 は 価格 差 ア プロ ー チ 
に よっ て 部 分 的 に 捕捉 され 得る 。 


な ら び に 保証 、 輸 入 制限 、1 


出典 : Koplow(1998): Kojima and Koplow(2015); また 各 中 項目 の 見 出し は OECD(2011) に よる 。 


格 操作 、 そ し て 購入 命令 な ど が 挙げ られ る 。 全 て の 


公 的 助成 が どん な 状況 に も 適合 する わけ で は な い が 、 現 金 の 授受 だ け に 注目 し て 


し まう と 、 こ の 問題 の 複雑 さと 大 き さ を 過小 評 1 


する こと に な る 。 同様 に 、 あ る 


エネ ルギー に と っ て は 重要 だ が 他 の エネ ルギー に と っ て は そう で も な いと いう 種 


類 の 助成 が 存在 する た め 、 結 果 が 歪め られ る の を 避け る た め ! 
要 と な る 。 


こも 完全 な 調査 が 必 


エネ ルギー 生産 者 か ら リ スク を 移転 きせ る 数 多く の 助成 金 


大 ま か に 言っ て 市 場 と は 、 投 資 家 、 生 産 者 、 消 費 者 の 間 で リス ク と 報酬 を どの 
よう に 分 配 す る か を 決め る 場所 で ある 。 公 的 助成 の 中 に は 特定 の 集団 の 利益 を 直 


接 増 や す も の も ある が 、 一 般 的 に 言え ば 、 


き 定 の 活動 や 投資 に お ける リス ク と 報 


酬 の 構造 を 変化 きせ る こと で 、 間 接 的 に 機能 する も の で ある 。 どちら の アプ ロー 
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チ も 、 特 定 の 個人 、 企 業 、 あ る い は 特定 の 製品 に も た ら さ れる 利益 を 向上 させ る 
一 方 、 市 場 に お ける 競争 者 の 立場 を 悪化 させ る も の で ある 。 

投資 リス ク 、 安 全 リ スク 、 価 格 リ スク 、 地 質 的 リス ク 、 そ し て 規制 リス ク は エ 
ネル ギー の 種類 ご と に 大 きく 異な っ て いる が 、 い ずれ も エネ ルギー 市 場 全体 に お 
ける 重要 な 要素 で ある 。 不 確実 な 市 場 環境 の も と 、 将 来 の 経済 的 利益 を 正確 に 予 
想 す る の は 不可 能 な た め 、 投 資 家 は 「 予 想 さ れる ] リス ク を 見 積もる に あたっ て 、 
自ら が 直面 し 得る リス ク の 規模 と 蓋然性 に つい て 推測 を 行なう こと に な る 。 これ 
は 自ら の 資本 リス ク 、 リ スク に 耐え る 力 、 そ し て 投資 戦略 と 企業 戦略 の 遂行 に お 
ける その 他 の 事業 目標 を 基 に 評価 され る 。 し か し 、 中 核 的 リス ク を 民間 部 門 か ら 
移転 きせ る 介入 行動 は これ ら の 推定 を 覆し 、 エ ネル ギー 市 場 に お ける 選択 肢 を 大 
きく 歪め る 可能 性 が ある 。 

鍵 と な る 下方 リス ク の 制限 な いし 除去 を 目指 す 政 府 の 政策 は 、 不 採算 プロ ジェ 
クト を 投資 に 適し た 採算 性 の 高い も の に 転換 する と いう 点 で は 極め て 有益 で ある 。 
下方 リス ク の 分 散 は 、 技 術 の 実用 性 や 実現 に 至る 見 通し が 不透明 で あっ た り 、 コ 
スト が 非常 に 不 確 実 で あっ た りす る 分 野 に お いて 特に 欠か せな い 。 そ の 実例 と し 
て 、 確 定 的 で な い 費 用 が 長期 間 つ きま と う 事 業 ( 核 廃棄 物 の 処理 な ど ) や 、 長 期 
に わた る 販売 活動 を 通じ て 巨額 の 資本 コス ト を 回 収 し な けれ ば な ら な い 事 業 ( 集 
塵 装置 や 脱硫 装置 を 備え た 石炭 火力 発電 所 な ど ) が 挙げ られ る 。 こ うし た リス ク が 
高い プロ ジェ クト の 開発 ・ 建 設 中 に 競争 環境 が 劇 的 に 変化 する 可能 性 も あり 、 投 
資 家 に と っ て は と り わ け 大 き な 不 安 要素 と な る 。 こ の よう な 不安 要素 へ の 対策 と 
し て 、 資 本 コス ト を 大 幅 に 増加 させ る 、 あ る い は 資金 その も の を 引き 揚げ る と い 
っ た 選択 肢 が 存在 する 。 

政策 面 に お ける 課題 は 二 つ の 要素 か ら 構成 され る 。 第 1 に 、 リ スク を 土台 と し 
た 公 的 助成 が 必ず し も リス ク を 除 夫 する と は 限ら ず 、 む し ろ 受 益 者 か ら 別 の 誰か 
に それ を 移転 きせ て いる と いう 点 で ある 。 大 半 の 場合 、「 別 の 誰か ] と は 政府 
(し た が っ て 納税 者 ) を 指し て いる が 、 こ れ と は 異な る 結果 も 生じ 得る 。 た と えば 
賠償 金 の 上 限 設定 は 、 事 故に よる 未 賠償 の 損害 に まつ わる リス ク を 、 施 設 の 近隣 
住民 や 、 共 通 の 資源 に 頼る 複数 の 業界 (石油 流出 事故 後 の 漁業 な ど ) に 移転 きせ 
る 。 ま た 購入 命令 は 価格 リス ク を 消費 者 に 移転 きせ る 。 第 2 に 、 同 じ 困 難 を 伴わ 
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ず に 発展 ・ 実 現 で きる 代替 策 が ある が 、 そ れ は 社会 全体 に よる リス ク 吸 収 を 政策 
的 に 正当 化し 難い も の に する 点 が 挙げ られ る 。 

個別 の リス ク を 公共 化す る 補償 助成 金 プ ログ ラム は 珍し いも の で な い 。 原発 事 
逆 、 地 震 、 洪 水 、 ダ ム 決 壊 が その 一 例 で ある 。 こ うし た 助成 は 経済 面 ・ 経 営 面 の 
リス ク を 軽減 する こと に よっ て 競争 相手 に 害 を 及ぼ す だ け で な く 、 社 会 的 な リス 
ク を 悪化 させ る 可能 性 も ある 。 発電 所 や 鉱山 を どこ に 設立 する か 、 あ る い は 安全 
対策 や 従業 員 の 教育 に どれ だ け 投 資す る か と いっ た 、 施 設 所 有 者 に よる 重大 な 決 
定 は 、 財 政 的 損失 へ の 恐怖 に よっ て 形作ら れる 。 だ が 政府 の 助成 金 に よっ て こう 
し た リス ク が 個々 の 意思 決定 者 か ら 移転 きれ る こと に な れ ば 、 経 営 者 は 投資 、 立 
地 、 あ る い は 経営 に 関す る 不可 逆 的 な 決断 を 下す こと が で き 、 将 来 問題 が 発生 し 
た 場合 の 社会 的 リス ク を 増大 きせ る の で ある 。 


交付 金 は 始ま り に 過ぎ な い 一 一 公 的 助成 の 種類 に 関す る 概説 


表 3-1 は 主 な リス ク 移 転 の メカ ニズム を 包括 的 に 紹介 する と と も に 、 現 在 の 国 
際 的 推計 が 政府 に よる 各種 介入 を どの 程度 把握 し て いる か を 示し て いる 。 ま た 公 
的 助成 に 関す る 国際 的 な 見 積 り は 主として 二 つ の 手法 に 依拠 し て いる 。 す な わ ち 、 
国内 の エネ ルギー 価格 が 燃料 の 市 場 価格 に どれ ほど 遅れ て いる か の 測定 (CE 
差 ] アプ ロー チ ) と 、 エ ネル ギー を 支援 する 数 多く の 各種 政府 プロ グラ ム に よる 
公 的 助成 の 集計 (「 目録 ] アプローチ ) で ある 。 

表 3-1 に 記載 され た 多数 の 項目 は 、 市 場 の 複雑 性 と 、 全 体 的 な 規模 と 影響 を 正 
し く 測 定 す る に あたり 複数 の 支援 項目 を 辿る こと の 重要 性 を 物語 っ て いる 。 全 世 
界 で 行なわ れ て いる 公 的 助成 の 規模 は 年 間 数 千 億 ドル と 推定 され て いる が 、 真 の 
額 は これ を は る か に 上 回 る 可能 性 が 高い 。 現 在 の 各種 推計 値 に は 、 公 的 助成 の 種 
類 、 助 成 対象 と な る 燃料 、 そ し て 地理 的 条件 に よっ て 大 き な 差 異 が 存在 する 。 

表 3-1 で 着目 すべ きも う 一 つの 点 と し て 、 プ ログ ラム の 詳細 や 関連 市 場 の 環境 
に 対応 する 形 で 、 課 税 や 助成 金 交付 な ど 、 極 め て 多く の 移転 メカ ニズム が 機能 
て いる こと が 挙げ られ る 。 プ ログ ラム の 規則 や 支払 い 条 件 が 変化 すれ ば 、 影 響 
与え る 方 向 も また 異な っ て くる 。 た と えば 石油 や ガス に 課さ れる 過 課 金 は 、 そ の 
業界 に 関係 する 現場 の 視察 や 整備 の 支援 、 も し く は イン フラ 建設 や 維持 管理 に 対 


N 
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する 助成 金 交 付 の 指標 と きれ て きた 。 こ うし た 央 課 金 が 他 の 費用 を 上 回 れ ば 、 そ 
は 部 分 的 に 一 種 の 税金 と し て 機能 する 。 ま た 農 課 金 が 費用 の 一 部 し か 賭 わ な い 

の で あれ ば 、 残 り の 助成 部 分 は その まま 残る 。 エ ネル ギー 消費 者 に 対す る 公 的 助 
成 は 時 に 生産 者 に 対す る 税金 と し て 機能 し 、 逆 も また 真 な り で ある 。 こ うし た 相 
互 作用 を 探る こと は 、 公 的 助成 の 計測 に お ける 大 き な 課 題 で ある 。 

受給 者 は し ば し ば 可能 な 限り 多く の 公 的 助成 に 手 を 出し 、 政 府 の 各部 門 か ら 
様々 な 支援 を 受け て いる 。 こ うし た 行動 は | 助成 金 の 積み 上 げ 」 と 呼ば れ 、 民 間 
企業 や 個人 だ け で な く 国 有 企 業 (SOE) に も 当て は まる 。 ち な み に 国 有 企 業 は 核 
燃料 サイ クル を 含む 多く の エネ ルギー 部 門 に 多数 存在 する 。 

資金 不足 の 際 に 救済 措置 が 行なわ れる な ど 、 国 有 企 業 に 対す る 支援 が あか ら さ 
ま に 実 施 き れる こと も し ば し ば ある 。 し か し 公 的 支援 が 目 に つく の は 、 自 由 市 場 
の 原則 と 比較 し た 場合 の み で ある 。 た と えば 国有 企業 は 資金 借入 時 に 利息 を 払っ 
て いる が 、 市 場 の 利率 と は 異な っ て いる 。 国有 企業 が 黒字 を 計上 する こと も ある 
が 、 投 入 き され た 多額 の 税金 に 対し て 納得 で きる 利益 率 を 生み 出す に は 到底 足り る 
も の で は な い 。 競争 関係 に ある 部 門 が さほど 資本 集約 的 で な く 、 し か も 民間 企業 
の 比率 が 大 きい 場合 、 投 資 に 対し て 最低 限 必要 な 利益 が 生み 出さ れ て いな いこ と 
は 、 競 争 的 な エネ ルギー 市 場 に と っ て 大 き な 妨 げ と な る だ ろう 。 国 有 企 業 は 税金 
を 払わ ず 、 運 営 上 の 危険 性 に 比べ て 保険 の 範囲 も 十分 で な く 、 ま た 国 が 保有 する 
鉱物 資源 を 相場 以下 の 価格 で 利用 で きる の で ある 。 


[投資 ] と し て の エネ ルギー 助成 一 一 現在 の 支援 様式 に お ける 機会 費用 


近代 的 な エネ ルギー 事業 の も た ら す 利益 は 、 そ れ を 享受 する 家庭 の 健康 、 生 産 
性 、 そ し て 福祉 の 向上 と いっ た 形 で 明確 に 現われ る (World Bank 2010: 19), 。 し か 
し 、 い まだ に 数 十 億 の 人 間 が 近代 的 エネ ルギー に アク セス で きず に いる 。 2013 
年 の 時 点 で 世界 の 総 人 口 の うち 17 パーセント が 電気 を 利用 で きず 、 限 られ た 形 
で の アク セス 、 な いし 低 水 準 の アク セス し か 持た な い 人 間 の 割合 は これ より さら 

に 大 きく な る 。 ま た 低 公 害 の 調理 用 燃料 を 入手 で き な い 人 間 の 割合 は ほぼ 40 パ 
ー セ ント に 上 る CEA 2015: 101-6). 


意図 的 か 告 か を 問わ ず 、 エ ネル ギー に 対す る 世界 的 な 公 
対す る 巨額 の 投資 と いう 形 で 現われ て いる 。 こ の HH 


cr LI mE 


の 貧し い 人 々 に 低 公害 で 高 品質 
か を 問う の は 、 適 切 と 言え よう 。 A 
の も ある が 、 KA 
示さ れ て いる 。 
発展 途 」 
燃料 の 1 
戦略 と 1 


格 を 市 場 の 水準 


の 燃料 源 を 提供 する た め に 
完 に よる と 、 支援 の 中 に は 明らか に 有益 な も 
E は エネ ルギー 貧困 層 を 減少 させ る 上 で 効果 が な いと いう こと が 


上 国 に お ける 化石 燃料 へ の 公 的 助成 は 、 そ の 大 
下 に 抑え る こと を 目的 と し て いる 。 BA 
E 当 化 き れる こと も し ば し ば ある が 、 実 際 に は こう し た 支 
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的 助成 は 、 燃 料 部 門 に 


HH 費 が 貧困 層 を 減ら し 、 世 界 中 
用 いら れ て いる か どう 


上 が 輸送 用 燃料 と 調理 
層 を 削減 する 


ROKE V 


豊か な 市 
p 


か に 多く 、 設 置 費 


1] の 高 さ や 地 


収入 の 下位 20 パ ー セ ント の 貧困 層 に 
(IEA 2011)、 お よび 下位 40 パ ー セ ント に 


HV 


こと (IEA, OPEC, OECD, and the World Bank 2010: 24) が 判明 
(IMF) に よる と 、 中 で も ガソリン の 流出 率 が 高く 、 収 


貨 基金 


ント に 1 ドル の 助成 金 が 行き 渡る に は 33 
del Granado, Coady, and Gillingham 2010: 13) 


民 に 「 流 出 ] LCA. BAER BAe 
区 全体 の 購買 力 の 低 さ の た め に 貧困 
いな い 電 力 網 や ガス 供給 網 に よる エネ ルギー を 享受 
する に は 政治 的 な つなが り に 頼ら ざる を 得 な いこ と か ら 、 貧 困 
る 公 的 助成 ああ る 。 さ ら に 、 国 内 に お ける 低 人 1 
と な り 、 公 的 助成 に よっ て 供給 され た 燃料 が 市 場 1 
され た り 、 あ る い は 国内 に お いて 違法 販売 され た り 
発展 途上 国 を 対象 に 実施 きれ た 各種 調査 


する 一 人 あたり の 燃料 は は る 
地域 に 届い て 
し て いる の で ある 。 ま た 受給 
層 を 素通り し て い 
し ば し ば 闇市 場 が 栄え る 原因 
格 より 高い 値段 で 他 の 国 に 流 
し て いる 。 

の 結果 、 化 石 燃料 へ の 公 的 助成 の うち 
ゝ た 割合 は 8 パー セン ト に 過ぎ な いこ と 
届い た 割合 は 25 パ ー セ ント 未満 で ある 
し て いる 。 国際 通 
入 の 下位 20 パ ー セ 
バル が 必要 で ある と 推計 し て いる (Arze 


格 は 


o 


また IEA は 、 電 気 お よび 低 公害 の 調理 
2013 年 に 新規 投資 きれ た 金額 を 131 億 ドド 
べ て 増加 し て いる (IEA 2015: 105)。 し か 


調査 対象 
キス タン 、 フ ィ リ ピン 、 南 アフ リカ 、 


国 は アン ゴ ラ 、 バ ング ラ デ シ ュ 、 d 


燃料 へ の アク セス を 改善 する 目的 で 
ル と 推計 し て お り 、 こ の 額 は 前 年 に 比 
し それ で も 、 同 年 に 消費 者 に 対し て 助 


] 


イィ ンド 、 イ ンド ネシア 、 パ 
スリ ラン カ 、 タ イ 、 お よび ベト ナム で ある 。 


ER 
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表 3-2 優先 順位 の 高い その 他 の 支出 項目 を 排除 する 、 化 石 燃料 消費 者 へ の 公 的 助成 


国 数 化石 燃料 へ の 公 的 助成 が 占め る 割合 GE) 
GDP 比 ( 注 2) 税収 比 ( 注 3) 保健 関連 支出 比 QA) 
国 数 合計 37 38 37 
100 パ ー セ ント 以上 0 0 18 
50 パ ー セ ント 以上 0 2 26 
25 パ ー セ ント 以上 0 5 32 
10 パ ー セ ント 以上 6 22 33 


il: 
注 2 : 
注 3 : 
注 4 : 


2011 年 度 の 消費 者 に 対す る 公 的 助成 の 価格 差 集 計 に よる (IEA 2012). 
World Bank (2013a) に よる 2011 年 の デー タ 。 
CIA (2013) より 推定 され た 2012 年 の デー タ 。 
Guardian (2012) が 集計 し た 世界 保健 機関 の デー タ に 基づく 。 ま た 国 
っ て は 、World Bank (2013) 記載 の 人 ロロ デー タ を Ff 


民 1 人 あたり の 数 字 を 作成 する に あ た 


いた 。 


出典 : Koplow (2015) より 抜粋 の 上 、 オ ックス フォ ー ド 大 学 出版 局 の 許可 を 得 て 掲 載 。 


成 さ れ た と 見 積 も ら れ て いる 5,000 億 ドル の わずか 2.5 パーセント に 過ぎ な い 。 


LAV — EIR 


伝統 的 な 調理 
の 調理 


燃料 を 


ul 
=H 


で て し まう だめ 
石 燃料 関 


ROWER 


層 に 対す る 支出 の 大 半 は 発電 所 と 配電 網 の 拡充 に 向け られ て お り 、 
いる こ 


と に よる 健康 へ の 悪影響 に も か か わら ず 、 低 公 守 


i 燃料 の 普及 に 対す る 助成 は 5 パー セン ト 未 満 な の で ある 。 
事実 、 既 存 の 公 的 助成 に よる 巨額 の 財政 負担 が 利 


可能 な 税収 の 大 半 を 吸収 し 


その 他 の 福祉 分 野 に 対す る 支出 が 轟 か さ れ て いる 。 表 3-2 は 、 化 


向け 公 的 助成 の 推計 と 、 


(当該 国 の 公 的 支出 の 上 限 額 )、 お よび 保健 部 門 に 対す る 公 的 支出 を 比較 し た も の 


国内 総 生 産 (GDP) 、 政 府 の 収入 


で ある 。 世界 の ほぼ 6 分 の 1 の 国々 が GDP の 10 パ ー セ ント 以上 を 化石 燃料 の 公 


的 助成 に 支出 
て いる s また 、 


し ン 


て お り 、 半 数 以上 の 


さら に 深刻 な 


国々 で は 政府 の 収入 の 10 パ ー セ ント を 超え 


『 態 と し て 、 そ の 他 の 重要 な 社会 的 目標 が 阻害 され 


て いる と いう 事実 が あり 、IEA が 調査 対象 と し た 国々 の ほぼ 半数 で 化石 燃料 へ の 


助成 額 が 保健 関係 の 支出 を 上 


回 っ て いる 。 


公 的 助成 の 政治 経済 一 一 不透明 性 が 受給 者 を 助け る 


既存 の 公 的 助成 プロ グラ ム の 多く で 高い 流出 率 が 発生 し て いる こと に つい て 、 


公 的 助成 の 政治 経済 的 分 析 が それ を 説明 する 一 助 と な る 。 公 的 助成 に は ある 全 


団 


n 
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か ら 別 の 集団 へ の 富 の 移転 が 伴う た め 、 こ れ ら 集団 間 の 対立 が 頻繁 に 発生 する 。 
高い 透明 性 は 一 般 的 に 、 財 政 面 の 支援 を 負担 する 者 ( 主 に 納税 者 )、 お よび 競争 
面 の 支援 を 負担 する 者 (競合 製品 また は サー ビス の 提供 者 ) に と っ て 利益 と な る 。 
対照 的 に 、 こ うし た 透明 性 は 支援 を 受け る 側 ( 公 的 助成 の 受給 者 お よび 関係 し て 
いる 政治 家 ) に と っ て 望ま し く な い 。 評判 の 悪化 (この 会 社 の 製品 は 助成 金 な し で 
生き 残れ る ほど 優れ て いな い 、 な ど ) や 経済 的 損失 (競合 相手 が その 助成 プロ グラ 
ム を 縮小 な いし 廃止 に 追い 込む べく 力 を 合わ せる 、 な ど ) と いう 、 生 産 者 に と っ て 
の リス ク が 高まる か ら で あ る 。 ま た 仲介 役 の 政治 家 に と っ て も 、 有 権 者 や 競合 企 
業 の 目 が 評判 に 関す る リス ク を 生み 出す だ け で な く 、 政 治 献 金 や 再選 の 見 込み を 
も 危険 に 晒す こと に な る 。 

助成 受給 者 の 利益 が 集中 する 傾向 に ある 一 方 、 そ れ を 負担 する 集団 は 拡散 し が 
ちな た め 、 受 給 者 の 側 は 助成 プロ グラ ム を 創設 ・ 保 護 す る た め に より 人 容易 に 力 を 
合わ せる こと が で きる 。 複雑 な 助成 メカ ニズム も 、 受 給 者 や 政治 家 に 対す る 監視 
を 難し くす る こと で 、 こ の 利点 を 一 層 大 きい も の に する こと が し ば し ば ある 。 関 
係 す る デー タ も 、 主 た る 予算 か ら 切り 離さ れ た 難解 極まりない 報告 書 の 中 に 記載 
され る か 、 あ る い は 全く 開示 され な いこ と も あり 得る 。 た と え 開 示 が な され た と 
し て も 、 そ の 説明 は 極め て 曖昧 で 、 特 定 の 企業 、 産 業 、 も し く は 政治 家 と 結び つ 
ける の は 難し い 。 リ スク に 基づく 公 的 助成 が 悪い 結果 ( 公 的 資金 の 受給 者 が 破産 
し た 、 あ る い は 政府 の 公 的 保障 プロ グラ ム の 受益 者 が 自然 災害 に 見 舞 わ れ た な ど ) を 
迎え た 場合 、 注 目 を 集め る の は 人 遊 け られ な い 。 し か し こう し た 出来 事 は 公 的 助成 
の 受給 開始 か ら ず っ と 後に 起こ る こと が 多い た め 、 政 治 的 影響 は 発生 し に くい 。 
実際 に 、 仲 立ち し た 政治 家 が すでに 現職 で な いこ と も あり 得る の だ 。 


限ら れ た 報告 


中 央 政府 が 強大 な 権力 を 持っ て いた り 、 主 要 産 業 が 国有 企業 に よっ て 占め られ 
て いた り 、 伝 統 的 に 僚 明 性 が 低かっ た りす る 国家 に お いて は 、 公 的 助成 が 支給 さ 
れ た か 人 否 か を 突き 止め る こと すら 難し い 場 合 が ある 。 こ うし た 国々 で は 、 政 治 的 
な 説明 責任 を 求め る に あたっ て 市 民 が 振る うこ と が で きる 溶 在 的 能力 も 大 きく 制 
限 き れ て いる だ ろう 。 自 由 か つ 公 正 な 選挙 、 補 償 を 求め て 企業 や 政府 を 訴え る こ 


76 


と が で きる 権利 、 情 報 開示 が 義務 化 され た 秩序 ある 削 


れ た 情報 閲覧 の 権利 は 、 


て 難し い 。 ま た 中 央 政府 
ある 。 


第 1 部 原子 力 産業 の 現状 


E 券 市 場 、 あ る い は 法制 化 さ 
いずれ も 名 ば か り の 存在 に 過ぎ な いか 、 あ る い は 全く 存 
在 し な い 。 こ うし た 状況 の も と で 、 公 的 助成 を 具体 的 な 数 値 で 把握 する の は 極め 


自体 の イニ シア ティ ブ が な い 限 り 、 改革 は ほぼ 不可 能 で 


開か れ た 政府 に 誇り を 】 


い 。 特定 の エネ ルギー 資源 に 対す る 


持つ 西洋 の 


民主 主義 国家 も また 、 こ の 問題 と 
Bp pae p] Ao vr DEED 


無縁 で は な 
肩入れ が 、 報 告 の 有無 に 


か か わら ず 政 策 に 微妙 な 影響 を 与え を る の だ 。 さ ら に 、 各 省庁 の 予算 は 定期 的 に 公 


開 さ れ 、 


誰 も が 入手 で き 、 独 立 し た 監査 を 受け 


}+ て いる も の の 、 情 報 公開 が 考え ら 


れ て いる より も ゃ 不 完全 か つ 不 十分 な 場合 も ある 。 既存 の 規制 を 実施 する に も 政治 


闘争 が 付き も の で あり 、 政 治 的 圧力 に よっ て 舞 
つき まとう 。 た と えば イギリス で は 、 新 た に 計 


子 力 発 電 所 プロ ジェ クト に お いて 核 


スク に 上 限 が 設け られ て いた こと が 、 
日 の 下 に 晒さ れ た の は 、 市 


助成 が 白 


J 


ヒ な い 
画 中 の ヒン ク ! 


し 廃止 され る 危険 が 常に 
ー・ ポ イン ト C 原 


廃棄 物 の 処理 費 


律 が あっ た か ら こ そ で ある (Doward 2016) 。 
アメ リカ に お ける 現状 も 示唆 に 富ん だ 実例 を 提供 し て いる 。 連邦 政府 に よる 支 


過ぎ な い 。 さ ら に 、 公 開 さ れる 報告 
給 者 を 特定 する の は 不可 能 で あり 、 ま た 助成 の 種類 に よっ て は 各 産 業 へ の 配分 を 


突き 止め る こと すら 難し い 。 政 府 の 各種 公 的 保障 プロ グラ ム も し ば し ば 評 人 
リス ク に 関す る 政府 内 の 各種 助成 が 確認 の た め 集 計 さ れ た り 、 特 定 


象 と な る が 、 


1 と 廃 炉 費 
最近 に な っ て 公開 を 強い られ た 。 こ の 公 和 的 


| に 対す る 投資 リ 


民 の 請求 に よる デー タ の 情報 公開 を 定め た 法 


出 お よび 助成 金 交付 に 関す る 情報 が 公開 され る の は 、 法 で 定め られ て いる か ら に 
書 は 大 ま か に 集計 され た も の に 限ら れる 。 受 


の 対 


の 受益 者 集団 に 結び つい た りす る こと は ほとん ど な い 。 連邦 政府 の 損害 保障 制度 


に お いて 、 


民間 の 損害 負担 額 は 政府 が 運営 する 保障 プロ グラ ム で な く 法 令 に よっ 


て 上 限 が 設定 され て いる が 、 こ れ も 数 値 化 ヘ れる こと は ほとん ど な い 。 


税金 の 減免 と 信 


助成 に 関す る デー タ も 以前 か ら 不 十分 な まま で ある 。 税金 の 


減免 は 過去 の 連邦 政府 の 税収 か ら 推計 され る が 、 減 免 措置 が 受益 者 に 非課税 の 収 
入 を も た らし 、 そ れ ゆ え 同 額 の 助成 金 交 付 よ り も 有利 に な る 場合 が ある 。 こ うし 


た 二 次 的 影響 を 測定 する こと で 、 各 種 政府 支援 の 個 


h 値 比較 は より 正確 に な っ た も 
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の の 、2008 年 を 最後 に 中 止 さ きれ て いる 。 ア メリ カ の 信用 助成 交付 の 計測 基準 に 
は 、 二 つの 重要 な 不正 確 さ が 存在 し て いる 。 第 1 に プロ グラ ム の 管理 費用 が 除 か 
れ て いる 点 が 挙げ られ 、 第 2 の より 重要 な 点 と し て 、 金 利 に 関す る 公 的 助成 が 、 
財務 省 の 資金 コス ト (「 無 リス ク 金 利 ) で は な く 、 そ れ よ り は る か に 高い 借り 手 
の 推定 リス ク を 基 に 計測 され て いる こと が 挙げ られ る 。 国家 に よる 信用 ・ 財 務 保 
証 の 価格 決定 に リス ク の 要素 が 十分 組み 込ま れ て いな いこ と は 、 世 界 各国 で 問題 
と な っ て いる (Lucas 2013) 。 特 に リス ク が 高い エネ ルギー 事業 ( 新 エ ネル ギー 技 
術 、 原 子 力 発電 所 、 お よび 炭素 除去 設備 ) に 対す る 信用 助成 の 供与 は 、 政 府 の 公 的 
資料 に お いて 極め て 過小 に 見 積 あ られ て いる の で ある 。 

地方 政府 レベル の 公 的 助成 に 関す る 報告 は 、 国 家 レ ベル の それ に 比べ 一 般 的 に 
脆弱 で ある 。 ア メリ カ に お いて は 、 国 家 レ ベル の 課税 減免 で すら 、 政 府 会 計 基 準 
委員 会 が 最近 に な っ て 規則 を 定め る まで 、 報 告 は 任意 だ っ た (Government 
Accounting Standards Board 2015) 。 地 方 政府 に よる 信用 供与 、 公 的 保障 、 お よび プ 
ロジ ェクト に 関係 する イン フラ 整備 は あり ふれ た も の で ある が 、 追 跡 調査 され る 
こと は ほとん ど な い 。 中 央 政府 な いし 地方 自治 体 が 運営 する 公営 企業 、 と り わ け 
公営 発電 所 も また 、 多 く の 国 々 で は 珍し い 存 在 で な い 。 


AF > IRE 


数 多い 公 的 助成 メカ ニズム を 評価 する に あたっ て は 、 現 在 の 慣行 と 比較 する た 
め の 「 反 事実 」 の 仮定 が 必要 と され る 。 偏り の な い 課 税制 度 、 公 的 助成 の な い 金 
融 ・ 保 険 市 場 は いっ た い ど の よう な も の か ? その 検討 は 困難 な が ら も 不可 能 
は な い 。 た と えば 税 軽 減 あ もしくは 信用 供与 に つい て 、 政 府 の 作成 し た 評価 見 積 も 
り が 全て 同じ 仮定 に 基づい て いる と は 限ら ず 、 比 較 と 集計 を より 難し いも の に し 
て いる 。 同様 に 、 政 府 が 公 的 助成 の 価値 に 関す る 推計 を 行なっ て いな い 場 合 、 

れ を 独自 に 推計 する に は 手間 と 時 間 を 要 し 、 政 府 だ けが 持っ て いる 関連 デー タ が 
必要 と な る か も し れ な い 。 こ うし た 障 盛 は 、 複 雑 な 公 的 助成 メカ ニズム の 分 析 を 、 
交付 金 に 関す る 分 析 と 比べ より 散発 的 か つ 不 十分 な も る の に する 。 経済 協力 開発 機 
構 (OECD) が 保有 すす る デー タ に 税 支 出 の デー タ が 加え られ る の も 、 加 盟 国 が そ 
れ を 推計 し て いる 場合 に 限ら れ て お り 、 公 的 信用 助成 を 組み 和信 れ る 計画 が 進行 中 


T 
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で は ある も の の 、 こ の 重要 な 分 野 は まだ 実行 きれ て いな い 。 
事態 を 複雑 な も の に し て いる 最後 の 要因 と し て 、 産 業 自 体 が 政府 に よる 基本 的 
仮定 の 適用 を 難し くす る こと で 、 改 革 を 遅らせ 得る 、 あ る い は 公 的 助成 の 延長 や 
拡大 に 反対 する 政治 的 な 動き を 封じ 込め 得る と いう 点 が 挙げ られ る 。 実際 、 受 益 
者 は 既存 の 政策 を 保護 する た め 、 そ し て (より 有利 な ) 別 の 仮定 に 基づい て 公 的 
助成 の コス ト を 算出 する た め 、 事 ある ご と に 自ら コン サル タン ト を 雇っ て いる 。 
これ ら の 評価 は 政府 機関 お よび 非 政府 組織 (NGO) が 行なう 分 析 と 比べ 、 現 状 
を 維持 し た 場合 の コス ト を より 低く 見 積もり 、 利 益 を より 大 きく 算出 する 傾向 に 
ある 。 

改革 を 妨げ る も う 一 つの 特筆 すべ き 戦 略 と し て 、 公 的 助成 が 大 き な 妨 げに な っ 
て いる こと その も の を 単に 否定 する 、 と いう も の が ある 。 業界 に 対す る 公 的 助成 
は 基礎 的 な 課税 制度 の 一 部 で あっ て 、 そ こ か ら 逸 脱し た も の で は な いと 主張 する 
こと も 、 し ば し ば これ に 含ま れる 。 こ の アプ ロー チ に つい て 格好 の 実例 を 提供 し 
て いる の が 、 ア メリ カ 最 大 の 石油 ・ ガ ス 業 界 団体 の アメ リカ 石油 協会 で ある 。 納 
税 ・ 会 計 部 門 の 責任 者 を 務め る ステ ィ ー ヴ ン ・ コ ム ス ト ッ ク は こう 記す 。「 政 治 
家 、 マ ス メ デ ィ ア 、 お よび 最近 で は 大 統領 が 一 般 教 書 演説 で 主張 し た の と は 対照 
的 に 、 石 油 お よび 天然 ガス 業界 は 現在 、 納 税 者 の 負担 に よる 「 公 的 助成 ]、『 課 税 
の 抜け 穴 』、 な いし 税 の 減免 を 一 切 享受 し て いな い 」| (Comstock 2014) 。 

これ は 客観 的 に 見 て 根拠 の 薄い 主張 で あり 、 こ うし た 政策 を 石油 お よび ガス 業 
界 に 対す る あか ら さ まな 公 的 援助 と みな し て きた 連邦 政府 の 諸 機関 と 真っ 向 か 
ら 対 立 す る も の で ある 。 政府 に よる 介入 の 中 に は 特定 の 業界 団体 を 対象 と し た 公 
的 助成 ああ る と いう 主張 は 、 常 に そう 単純 な も の で は な い が 、 コ ム ス ト ッ ク は そ 
の 最も 基本 的 な 主張 さき ぇ 批判 し て いる 。 彼 の 手法 は 改革 に まつ わる 政治 的 困難 を 
浮き 彫り に する も の で ある 。 和 有権者 の 大 半 は 業界 団体 の 主張 を た と え 不 正確 で も 
受け 入れ る だ ろう し 、 そ の 業界 団体 は 自ら の 見 解 を 宣伝 する に あたっ て 、NGO 
は も と より 国際 機関 の 研究 スタ ッ フ より も 、 は る か に 大 き な 財 源 を 有 し て いる の 


=>. 


9 


2 財務 省 、 合 同 税務 委員 会 、 議 会 予算 局 、 政 府 監査 院 、 お よび 議会 調査 局 を 信 
む 。 


で ある 。 
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世界 に お ける 公 的 助成 一 一 測定 の 方 法 と 規模 


の 影響 を 評 人 


公 的 助成 の 測定 
(プロ グラ ム 限 定 な いし 


「 自 由 市 場 」 価格 と の 差異 


(1 


格差 アプ ロ 


気候 変 動 や 原子 力 発 電 の コス ト 構 造 と いっ た 主要 な 政策 問題 に 対す る 公 的 助成 
する に は 、 各 種 助成 に また が る デー タ 、 お よび 様々 な 
成 し た デー タ を 集計 し 、 公 的 支援 の 測定 基準 と する こと が 求め られ 
は 、 特 定 の プロ グラ ム か ら 市 場 参加 者 に 移転 し た 1 
録 ア プロ ー チ )、 お よび エネ ルギー 商品 の 実態 人 


F) を 主 な 対象 と し て きた 。 前 者 は 1 


政府 機関 が 作 
る これ まで 
値 の 計量 化 
格 と 


格 効 果 を 捉え て いる が 、 そ れ を 引き 起こ す 特 定 の 公 的 助成 を 識別 する も の で は な 


い 。 後 者 は 個 
も の で は な い (Koplow 201 
fi 
が 容易 に 利 
基準 は 、 均 衡 1 

り 、 あ る い は 弱小 な 競争 


できない 


国々 の 比較 


々 の 公 的 助成 を 追跡 対象 と し て いる が 、 人 ({ 


5b)。 


逃し て いる 。 ゆえに 人 1 


MEIC LAF 


(Koplow 2009) 。 
OECD の 総 支援 


A 


T (TSE) ZEXEIE, | 


価格 に 影響 を 与え な い 価 1 


直 移 転 ( 純 予算 移転 ) の 


相互 作 


は 市 場 の 生産 者 お よび 消費 者 それ ぞ れ に 対 
を 計測 する こと が で きる 。 ま た た 特定 の 燃料 市 場 を 総合 的 に 支援 する 政府 


格 に 与え る 


Bi, SBR 
wE 


を 表わす 


格差 アプ ロー ナチ は 目録 アプ ロー チ よ り も 少な い デ ー タ で 済み 、 政 府 の デー タ 
究 に お いて 特に 有益 で ある 。 し か し この 測定 
格 に 影響 を 及ぼ すこ と は な いも の の 、 業 界 の 利益 率 を 押し 上 げた 
相手 を 生き 延び させ た り し て いる 数 多く の 公 的 助成 を 見 
作 計 は 一 つの 下限 と し て 見 な けれ ば な ら な い 


格 の 歪み ( 純 市 場 移転 ) と 、 最 終 市 場 
方 を 捉え る も の で ある 。TSE 


「 す る 政策 を 追跡 する も の で あり 、 そ の 


の 各種 プロ グラ ム も 、 特 定 の 生産 者 な いし 消費 者 を 対象 と する $ も の で な い に も か 
か わら ず 、 個 別に 追跡 きれ る こと に な る 。 OECD の アプ ロー チ は 大 量 の デー タ 
か ら 構 成 き れる も の で あり 、 化 石 燃料 へ の 政府 支援 に 関す る 最新 の 報告 は 、 様 々 
な 政府 機関 に よる 800 以上 の 公 的 助成 を 含ん で いる 一 一 それ で も な お 、 重 大 な 欠 
落 を は らん で いる の だ (OECD 2015 参照) 。 


広く 公開 され た 世界 的 推計 の それ ぞ れ に 差異 を 生じ させ て いる 最後 の 妥 


因 と し 
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て 、 公 的 助成 の 価値 測定 に [標準化] の 修正 が 加え られ て いる こと が 挙げ られ る 。 
IMF は IEA の 価格 差 と 、OECD が 算出 し た 生産 者 向け 公 的 助成 を 合計 し 、 そ こ か 
ら 税 金 の 減免 分 を 差し 引く こと で 年 度 ご と の 公 的 助成 を 計量 し 、[ 税 引前 ] の 測 
定 値 と し て いる 。 加え て 、IME は 「 税 引 後 」 の 推計 も 実施 し た が 、 そ れ は 税引き 
前 見 積 も ちり の お よそ 16 倍 に 達し 、 全 世界 の GDP の ほぼ 7 パー セン ト に 相当 する 
(Coady et al. 2015)。 こ の 巨額 の 見 積もり の 原因 は 、 燃 料 消費 税 が そう し た 課税 制 
度 の な い 国 々 に つい て も 計上 され て いる た め 、IMF が 不当 に 低い と 判断 し た 税金 
も ゎ 算 人 され て いる た め 、 あ る い は エネ ルギー と 運輸 の 両方 に 対す る 負 の 外部 性 が 
含ま れ て いる た めで ある 。 こ うし た 要因 の せい で 、IMF に よる 税金 算入 後 の 見 積 
も り は 公 的 助成 の 実施 者 の 間 で 今 も 論争 の 的 と な っ て いる 。 

表 3-3 は 全 世 界 に お ける エネ ルギー 関連 助成 の 見 積もり で ある が 、 多 く の 重 要 
な 事実 を 浮き 彫り に し て いる 。 第 1 に 、 政 策 の 種類 ご と 、 お よび 国 ご と の 差異 が 
『 価 アプ ロー チ の 人 違い と 結び つい た 結果 、 各 機関 ご と に 大 き な 見 積もり の 差 が 生 
じ て い る 。 これら の 要素 は 時 に 正反対 の 方 向 に 作用 する 。OECD は 公 的 助成 政 
策 を IEA よ り も 幅広 く カ バー し て いる が 、 エ ネル ギー 消費 者 へ の 大 規模 な 助成 が 


E 


表 3-3 大 規模 か つ 広 範囲 に わた る 世界 的 な エネ ルギー 助成 の 推計 


IEA OECD IMF ( 税 引 前 ) IMF ( 税 引 後 ) 
推計 方 法 お よび 2015 年 に お ける 推定 額 (10 億 ドル ) 
BREDH IEA お よび OECD | IMF の 税 引 前 推計 
上 。 に よる 推定 額 の 合 | と 税金 減免 額 の 合 
MR LRO en reyes | sho DIRUE 


を 差し 引い た も の | 差し 引い た も の 


石 燃料 506 170 333 5302 
原子 力 NE NE NE NE 
再生 可能 電 112 NE NE NE 

角 送 機関 用 バイ オ 燃 料 23 NE NE NE 
全 燃 料 合計 641 170 333 5302 


全 世 界 の GDP に 占め 
る 割合 (パー セン ト ) 
ik : NE= 推定 未 実施 。 
IEA お よび OECD の 数 字 は 2014 年 度 の も の で あり 、IMF の 各種 数 値 は それ ぞ れ の 年 度 に よる 。 
出典 : Earth Track に よっ て 図表 化 さ れ た IEA (2014, 2015) ; OECD (2015) ; Coady etal. (2015) より 。GDP は 
World Bank (2017) に よる 。 


0.8 0.2 0.4 6.8 
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行なわ れ て いる イラ ン 、 サ ウジ アラ ビア 、 お よび ベネ ズ エ ラ と いっ た 国々 は 含ん 
で いな い 。 第 2 に 、 再 生 可 能 エ ネル ギー に 関す る デー タ が 欠け て お り 、 し か も 原 


子 力 に 対す る 公 的 助成 の デー タ は 全く 存在 し な い 。 こ れ は 
重大 な 欠落 で ある 。 第 3 
成 は 全 世 界 の GDP の か な り 大 き な 部 分 を 占め て いる 。 BAW 


に 、 最 も 低い 見 積 


も り に お いて も 、 


理 め な けれ ば な ら な い 


量化 され た 公 


R 的 助 
能 エ ネル ギー、 


原 


子 力 、 お よび 欠落 し て いる その 他 の 公 的 助成 の 把握 が 改善 され れ ば 、 政 府 が エネ 


ルギー 助成 に 


費やし て いる 人 金額 の 見 積もり は さら に 


膨らむ だ ろう 。 


核燃料 サナ イク ル に 対す る 世界 的 な 公 的 助成 の 概観 


化石 燃料 に 対す る 公 的 助成 が 世界 規模 で より 幅広 く 把握 それ て いる か か わら ず 、 
原子 力 へ の 支援 に 関す る 世界 的 な 推計 は 存在 せ ず 、 国 家 レ ベル で の 見 積もり も 非 


常に 少な い 。 石油 お 


な いた め 、 原 子 力 へ の 公 的 助成 に 関す る 見 積もり は 十分 実現 可能 
それ を 難し くし て いる 要素 が 多数 存在 する 。 化 石 燃料 に 対す る 公 的 
お よび 公 的 助成 改革 に よる 予算 削減 の 可 
必要 な 意識 づけ と 資金 を も た らし て いた か も し れ な い 。 ま た 再生 可能 エ 
FRERES € D <A M 


iE. KIEZEN AT 
の 検証 に 
ネル ギー へ の 公 的 助 


よび ガス に よる 


ZA 
る 懸念 、 


成 に お ける IEA の f 


購入 命令 ( 固 
生 可 能 エ ネル ギー 
な 形 を と っ て いる 。 
それ と は 対照 的 に 
成 の 把握 を 難し くし 


定 f 


ログ ラム 、 そ し て € 


ase 


を 保有 し て いる 。3 
に 対す る 公 的 助成 は 
繁 に 取引 きれ て いる 


Fs t 
に 対す る 大 規模 な 支援 を 


( 取 制 度 お よび 


、 核 燃料 サイ クル の 各 


発電 所 に 


比べ 原子 力 発電 所 の 数 は は る か に 少 


生 可 能 エ ネル ギー の 組み 入れ の 義務 化 ) 


思わ れる が 、 


助成 に つい て 
能 性 が 、 そ 


[の も の で あり 、 
は 再 


形 作 り 、1 


格差 の 計算 


種 要 素 に 


て いる 。 原子 炉 、 
SPRAY IC) 
世界 を 対象 と し た 現在 の 
特に 弱い 分 野 で あり 、 

燃料 へ の 公 的 助成 より 


原 


さら に 、 原 子 力 部 
も ある 。 中国 や ロ シ 


門 に 関す る デー タ の 
ア と いっ た 、 


発 建設 企業 


廃棄 物 貯 蔵 施設 の 


原子 炉 建設 


対す る 政府 の 関与 は 、 
、 燃 料 サ イク ル 施 設 
多く は 、 Sede, 
ー タ 見 積もり に お いて 、 国 有 企 3 


に お いて も 明確 


公 的 助 
研究 プ 


部 


p 


JE E BIT ST SASL 


à HE 
計 に 


計 が 困 


難 で ある 。 
、 政 府 が 関心 を 持っ て いな い 場 合 
の 新た な 濾 に お ける 主役 た ち は 、 原 
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子 力 産業 を 戦略 的 能力 や 国際 的 影響 力 の 源 と みな し て いる 。 利益 の 拡大 も 目標 
に 含ま れる か も し れ な い が 、 決 し て 唯一 の も の で は な く 、 恐 らく は 主要 な 目標 で 
すら な いか も し れ な い 。 原子 炉 を 購入 する 国々 は 、 軍 事 に 転用 可能 な 技術 お よび 
ノウ ハウ 獲得 の 可能 性 な ど 、 様 々 な 関心 を 抱い て いる も の と 思わ れる 。 事実 、 世 
界 中 で 核 拡散 が 進む と いう シナ リオ が 最近 検討 され た 中 で 、2030 年 以降 に 核 保 
有 国 と な る 6 ヵ国 の うち 4 ヵ国 が 自国 の 民間 プロ グラ ム を 軍事 に 転用 する と 予測 
され て いる (Murdock et al. 2016: 16). 
現在 の 核保有 国 も 民間 部 門 へ の 投資 継続 を 軍事 能力 の 維持 に 必要 な 要素 と 考え 
て いる 。 イ ギリ ス 政 府 は 、 生 み 出 され る 電力 の 価値 と 比較 し て 財政 支出 が 非常 に 
大 き な も の と な っ て いる に も か か わら ず 、 新 型 原子 炉 へ の 関与 を 強力 に 推し 進め 
て いる 。 し か し その 政策 を 見 直し た 結果 、「 原 子 力 潜水 艦 に よる 軍事 力 の 維持 と 
いう も う 一 つの 目的 が 果たす 役割 を 考 を な けれ ば 、 原 子 力 に 対す る イギリス 政府 
の 継続 的 か つ 強 力 な 関与 を 完全 に 理解 する の は 難し い 」 と 結論 づけ られ た (Cox 
Johnstone and Stirling 2016: 3)。 イ ンド が 増殖 炉 に 対し て 行なっ て いる 継続 的 投資 
も また 、「 信 頼 に 足る 最低 限 の 抑止 力 ] を 確保 する こと に 力点 が 置か れ て いる 
(Ramana 2016a) 。 民 間 の 原子 力 部 門 に 対す る 巨額 の 公 的 助成 を 爺 明 化す る こと は 
こう し た 関心 に 真っ 向 か ら 反する 行為 だ が 、 プ ロジ ェクト が トラ ブル に 見 狂わ れ 
た 場合 、 主 導 者 の 政治 的 リス ク も また 大 きく な る の で ある 。 

デー タ の 欠落 を も た らし て いる と 考え られ る 最後 の 要因 は 複雑 性 で ある 。 核 燃 
料 サ イク ル に 対す る 最も 重要 な 公 的 助成 に は 、 原 子 力 業界 か ら 納 税 者 お よび 近 
住民 へ の 複雑 な り ス ク の 転嫁 が 絡ん で いる 。 す な わ ち 、 sae een 
か る 費用 の 超過 、 核 廃棄 物 、 お よび 運転 資金 の 調達 で ある 。 こ れ ら は いずれ も 政 
府 に よる 様々 な 関与 、 長 期 の 時 間 的 尺度 、 そ し て 体系 的 な 情報 の 欠如 を 伴っ て い 
る 。 ま た 将来 的 な 見 通し に お ける 不 確 実 性 も 大 きく 、 原 子 力 お よび その 関連 業界 


3 


Thomas (2017) は 中 国 の 核 関連 輸出 計画 に 関す る 概説 を 行ない 、 ASE 
し て いる 課題 の いく つか を 紹介 し て いる 。 ま た Reuters (2016) は 、 エ ネル ギー 政 
策 を 国家 の 政治 的 諸 目 標 を 達成 する た め に 活用 する と いう ロシア 政府 の 目的 に つ 
いて 記し て いる 。 
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を 支持 する 政府 の 人 間 が 、 そ れ ら プロ グラ ム に つい て 思い 思い に 語る こと を 可能 
に し て いる 。 
原因 が 何で ある か に か か わら ず 、 原 子 力 関連 の 公 的 助成 に つい て 世界 規模 の デ 
ー タ が 欠落 し て いる こと は 重大 な 事実 で あり 、 納 税 者 や 競合 する エネ ルギー 源 に 
と っ て 大 き な 負 担 と な り 得 る 。IEA と 核 エ ネル ギー 庁 (NEA) は 最近 、 地 球 温暖 
化 を 摂氏 2 度 以内 の 上 昇 に と ど め る に は 2050 年 まで に 4 兆 4000 億 ドル を 新規 原 
子 炉 の 建設 に 投資 する 必要 が ある と 述べ た (IEA/NEA 2015:23)。 し か し 、 こ の 人 金 
人 額 の 大 半 は 政府 に よる 直接 ・ 間 接 の 支援 (信用 供与 や 電力 価格 の 保証 な ど ) を 人 
むものである 。 

原子 力 業界 は 核 エ ネル ギー を 気候 変動 の 主要 な 解決 策 と し て 位置 づけ る こと に 
も 熱心 で や り 、 そ うし た 考え は 「 原 子 力 は 気候 変動 に 対処 する 唯一 の 実現 可能 な 
道筋 で ある 」 (Hansen etal. 2015, 傍点 著者 ) と 記し た ジェ イム ズ ・ ハ ン セ ン ら 高 名 
な 科学 者 に よっ て 支持 され て いる 。 し か し 発電 部 門 や その 他 の 分 野 に お いて 、 
我々 の 経済 か ら 炭 素 を 排除 する 様々 な 方 法 が ある 。 原子力 産業 の 支持 者 た ち は 、 
他 の 方 法 を 本 当 の 意味 で 市 場 に お いて 試す こと より も 、 あ ら ゆ る 気候 変動 対策 に 
お ける 核 の 重要 性 を 公言 する こと に は る か に 熱心 だ っ た 。 長 寿命 の 新規 原子 炉 に 
対す る 数 兆 ド ル 規 模 の 公 的 助成 は 、 温 室 効果 ガス 削減 戦略 を 形作る に あたり 、 よ 
り 安価 で 低 リ スク 、 か つ 早 期 に 実現 可能 な 解決 策 の 可能 性 を 摘み 取っ た の で ある 。 
全 世 界 に お ける 核 関連 の 公 的 助成 を ここ で 完全 に 検討 する の は 不可 能 だ が 、 核 
燃料 サイ クル へ の 政府 支援 に 共通 し て 見 られ る パタ ー ン を より 広く 検討 する の は 
Ai CHS ( 表 3-4 参 照 )。 こ こ か ら は 、 次 の 5 つの 主要 分 野 に お ける リス ク 移 転 
と 公 的 助成 の 問題 を 論じ る 。 す な わ ち 、 原 子 炉 建 造 費 用 の 調達 な ら び に 市 場 価格 
リス ク の 吸収 、 超 過 費 用 の 社会 化 お よび 高 レ ベル 放射 性 廃棄 物 の 長期 的 管理 、 施 
設 の 廃 炉 に 伴う 財政 的 リス ク の 移転 、 損 害 額 を は る か に 下回る 事故 補償 額 の 設定 、 
そし て 濃縮 に 関わ る 問題 で ある 。 
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表 3-4 核燃料 サイ クル に お ける 一 般 的 な 助成 対象 分 野 


介入 の タイ プ 説明 
生産 開始 前 の 公 的 助成 
政府 に よる 研究 |IEA 加 盟 国 に よる 各 関 連 の 研究 開発 に 対す る 公 的 支出 (1978-2012) 142,500 


開発 


億 ドル を 超え る 


(IEA 2013), 


核 関連 の 研究 開発 に 対す る 支出 は 全 エ ネル ギー 源 の 51% を 占め 、 次 に 支 


出 が 多い 燃料 サイ クル の 4 倍 近く に 達する 。 


原子 炉 の 設計 ・| ロシア と 中 国 に 関す る デー タ は 存在 し な いも の の 、 国 家 に よる 支出 の 割合 

ライ セン ス 化 に | が 最も 大 きい も の と 思わ れる 。 

対す る 出資 お よ | アメ リカ で は 研究 開発 費 が 新型 原子 炉 の 設計 を 支援 し て お り 、 ラ イセ ンス 

び 費 用 分 担 化 に お ける 費用 分 担 額 を 増加 させ て いる 。 

抽出 に 関す る 公 的 助成 
アメ リカ で は ウラ ン 採 掘 に 対し て 税金 の 減免 な ど 政府 の 支援 が 行なわ れ て 
いる も の の 、 容 易 に 利用 可能 な 国際 的 デー タ は 存在 し な い 。 
採掘 費用 は 原子 力 を 実現 させ る 総 費用 の 僅か な 部 分 し か 占め て お ら ず 、 ゆ 
え に 経 済 面 で の 重要 度 は 相対 的 に 低い 。 

電力 生産 に 関す る 公 的 助成 


ウラ ン の 採掘 
お よび 濃縮 


濃縮 技術 の 


開発 、 


施設 の 建造 お よび 稼動 に 対し 、 政 府 は 深く 関与 し て お 


り 、 現 在 全 世 界 で 稼働 し て いる 濃縮 施設 の 90 パ ー セ ント は 政府 が 保有 し 


て いる 。 


また アメ リカ の ウラ ン 採 掘 場 に 投じ し られ た 改修 費 
価値 を 超え て いる (Koplow 2011: 61) 。 


Bux. À 


届 さ れ た 鉱石 の 


発電 所 の 費用 調 


発電 所 の 建設 は 
ば 発生 する た め 、 


FE 
Bo 


t5. ER 


FUR YEA EUR SCH. HEMEL 


EM. JERR SL CHE LEE CZ 


超過 が し ば し 
日 は 巨大 な も の に な 


政府 の 補助 金 が な けれ ば 資金 借入 費 


国家 の 関与 は 、 


原発 を 新規 


こ 建 設 し て いる 国家 の 大 半 で 当然 の こと と な っ て いる 。 


原子 


互 の 稼働 寿命 を 1 


HH ばす た め の 直 接 的 な 助成 が ニュ ー ヨ ー ク 州 で 提案 き 


れ 


、 す で に いく つか の 発電 所 を 閉鎖 か 
また アメ リカ で は 電力 税 に よっ て 新規 原発 が 建設 され る と と も に 、 原 子 炉 


ら 救 っ て いる (Matyi 2016). 


の 冷却 に 
原発 保有 


H 


いる 大 量 の 水 を ほぼ 無料 で 
で も 同様 で ある 。 


に 利 


で きる が 、 こ れ は 大 半 の 


事故 リス ク 


に 下回る 


世界 の 大 半 の 原発 保有 国 で は 、 大 事故 が 起き た 
冊 償 し 上限 額 が 設定 


合 の 想定 損害 額 を は る か 


され て いる 。 


また 一 定 の 補償 金額 を 確保 お る の に 事業 者 の 資金 で な く 政 府 の 資金 が 用 い 


られ て いる 場合 、 
う 問題 が そこ に 】 
さら に 、 
プレ ミア ム を 


Hv 


アメ リカ に お ける よう に 、 


保険 金額 が 不適 切 に 低い こと に よる 保険 利 
わる 。 


日 の 低迷 と い 


定め られ た 保険 金 を 支払 うた め に 遡及 
ゝ る こと は 、 契 約 先 の 保険 料 未払い リス ク を 大 きく する 。 
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介入 の タイ プ 


説明 


久 送 お よび 配電 に 関わ る 公 的 


助成 


い 、 電 力 網 の 


使用 済み 燃料 、 
は 複雑 で ある も の の 、 実 施さ きれ た 例 ( 
原子 力 関連 の 輸送 業務 に 
多く の 国々 に お いて 、 電 力 の 大 半 は 配電 網 に よっ て 供給 され る 。 それに 伴 
拡大 お よび 維持 整備 に は それ だ け の 公 的 助成 が 行なわ れる 。 


お よび 廃 炉 工 


まで 発生 する 放射 性 を 常 び た 原 発 部 材 の 輸送 


は 賠償 額 の 


ょ 数 少な い 。 ま た 大 半 の 国 に お いて 、 
上 限 が 設け られ て いる 。 


t 


電力 消費 に 関わ る 公 的 助成 


消費 者 が 市 場 
な いと いう 、 
アメ リカ で 
ら な か っ た と 
る 。 資 本 コス 


ギリ ス で は 


建設 され た 原発 に 
定 さ れ て いる 。 


価格 を 上 回 る 水 


HE CF ACES 
購入 命令 の 形 を 主 に と る 。 
は 建設 仮 勘定 (CWTP) 規則 に 


原子 力 発電 所 は 歴史 的 に 高 コ ス 


| 差額 契約 ] 制 を 


LCS, EBE 


H の 相当 部 


電気 を 購入 し な けれ ば な ら 


より 、 た と え 原 子 炉 が 稼働 に 至 


分 を 顧客 に 転嫁 する こと が で き 
も 考慮 に 入れ る と 、 料 金 が 規制 され て いる 地域 に お いて 、 
の 電力 供給 源 だ っ た 。 
通じ た 価格 保証 が 行なわ れ て お り 、 新 規 に 
つい て 、 現 在 の 卸 料金 を 上 回 る 長期 の 最低 保証 料金 が 設 


生産 終了 後に お ける 公 的 助成 


他 種 の 燃料 の 場合 、 生 産 終 了 後 の 期間 は 数 十 年 に お よぶ が 、 


れ は 数 世紀 と な る 可能 性 が ある 。 技術 
り 、 見 積もり の 間違い が 発生 する 可能 


的 ・ 経 済 的 に 検 記 
性 も は る か に 高い 。 


核燃料 サイ クル に お ける そ 


「 す べき 要素 は 全く 異 bos 


原子 炉 お よび | 積立 金 に 対す る 課税 の 減免 、 お よび 総 費 
燃料 サイ クル | わり と いう 形 で 、 直 接 的 な 公 的 助成 が し ば 
する 費用 の 積立 次 


施設 の 廃止 廃 炉 後に 発生 
革 、 不 正行 為 、 


成 が 発生 する 。 


な いし 超過 費用 の 国 に よる 肩 代 
し ば 行なわ れ て いる 。 


人 経営 改 


な いし 倒産 の せい で それ が 失わ れ た 場合 、 事 実 上 の 公 的 助 


校 廃棄 物 管理 | 核 廃棄 物 貯蔵 施設 の 立地 、 建 設 、 
よる 深い 関与 が 見 ら 】 


大 き な 技 術 的 


いた と し て も 、 


LA DOD, E 


お よび 稼働 に つい て は 、 世 界 中 で 国家 に 
こ 双 っ た 施設 は 一 つも な い 。 


リス ク を 伴う 長期 の 事業 で あり 、 資 金 が 現に 積み 立て られ て 


核 廃棄 物 の 管理 が 公共 事業 【 
い 採 算 分 岐 点 を 維持 で きる 程度 


その 水準 は 真 の 総 費用 を 貼 う 


こと が で き な い 可能 性 が 高い 。 


こよ っ て 行なわ れる ば あい 、 そ の 料金 は せい ぜ 
< 設定 さき れ 、 投 入 きれ た 税金 が 利益 を 生み 
出す こと は な い 。 ま た こう し た 公 的 助成 は 代替 エネ ルギー の 普及 を 妨げ る 


( 注 1) 


こと に な る 
負 の 外部 性 炭素 排出 が ゼロ に 近づい た と し て も 、 放 射 能 、 事 逆 、 お よび 核兵器 の 拡散 


な いし 隠蔽 に つなが る 技術 や 施設 の 拡大 と いっ た 負 の 外部 性 が 存在 する 。 


注 1 : 核 兵 費 拡散 と いう 負 の 外部 性 を 軽減 する 有効 な 戦略 と し て 、 ウ ラン 濃縮 ・ 再 処理 を 国際 的 な 管理 下 に 置く 
と いう も の が ある 。 こ れ に よっ て 違法 な 拡散 は は る か に 難し く な る 


出典 : 著者 所 有 の デー タ に 基づく 。 


(Diesendorf 2014) o 
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新規 原子 炉 の 資金 調達 、 お よび 電力 に 関す る 市 場 価格 リス ク の 吸収 


原子 力 発電 は 、 し ば し ば 不 確 実 な 長期 の 建設 期間 を 要する 資本 集約 型 の 技術 で 
ある 。 こ うし た 要素 だ け で も リス ク の 高 さ を 後押し し て お り 、 資 本 提供 者 が 求め 


る リス ク に 対す る 保険 料 を 高騰 させ て いる 。 ま た 新規 プロ ジェ クト に 要 し た 費用 


と 建設 期間 に 関す る 記録 が 不 十分 な こと も 、 こ の 問題 を 一 層 複 雑 な も の に し て い 
る 。 そ の 上 、 新 規 に 投下 し た 資本 を 回 収 す る まで の 間 、 急 速 な 技術 革新 が 進み 、 
また 中 央 集中 型 発電 の 仲介 金融 機関 離れ が 起こ り 得 る この 分 野 に お いて 、 原 子 炉 
が 生活 必需 品 (電力 ) を 生み 出し て いる と いう 事実 は 、 新 規 建設 へ の 投資 を さら 


4 
に 難し くし て いる 。 


新規 原子 炉 に よっ て 生み 出さ れる 電力 の 市 場 価値 が 、 稼 働 を 開始 する まで の 5 
な いし 10 年 間 で 当初 の 予想 を は る か に 下回り 得る こと 、 お よび 建設 開始 か ら 廃 


4 


原子 カエ ネル ギー は 3 つの 主要 な 領域 で 他 と の 差別 化 を 図っ て きた 。 す な わ 


ち 低 炭 素 、 高 出力 、 そ し て 迅速 性 で あり 、 い ずれ も 重要 な 要素 で ある 。 し か し 低 


炭素 を 実現 する 他 の エネ ルギー 源 は 、 す べ て の 費 


| を 含め た 原子 力 よ り も は る か 


に 安価 で ある 。 さ ら に 、 先 進 国 の 大 半 で は 電力 網 が 広く 行き 渡っ て お り 、 ま た 費 


の 高き と 統治 機構 の 弱き に より 電力 網 の 拡大 が 四 


良 ら れ 、 中 央 集約 的 な 電力 も 時 


に 信頼 で き な い 発展 途上 国 で は 、 小 規模 電力 網 な いし 分 散 型 エ ネル ギー (いずれ 


by 


も 原子 力 発電 が メリ ッ ト を 持た な い 分 野 ) が 優位 


往 を 持つ こと か ら 、 高 出力 も き 


ほど 意味 を 持た な いか も し れ な い 。 一 方 、 確 実 な 発電 能力 を 迅速 に 提供 で きる 能 
力 は 、 断 続 的 な 発電 を 余儀 な くさ れる 再生 可能 エネ ルギー の 割合 が 増加 し て いる 


現在 、 ま すま す 重 要 性 を 帯び て いる 。 し か し 、 確 実 な 発電 能力 に 割増 価格 を 提供 


し て いる アメ リカ 市 場 に お いて も 、 既 存 原子 炉 の 一 部 は 不 経済 な 存在 に な っ て い 
る (World Nuclear News 2016b) 。 そ の 状況 は 資本 を 回 収 す る た め に 価格 設定 し な く 
て は な ら な い 新 た な 原子 炉 に と っ て は る か に 難し いも の に な る だ ろう 。 そ の 上 、 


た と えば 原子 力 施設 の 構築 に 関わ る NEA の 工程 表 は 2050 年 に まで わた る も の で 


ある 。 ま た 、 携 帯 型 の 機器 や 電気 自動 車 の 普及 に 


由来 する 年 間 数 億 ユエ ニット と い 


う 大 き な 市 場 圧 力 を 受け て 電池 の 研究 が 進む な ど 、 
し つつ ある 。 原子 炉 の 費用 削減 は 過去 に お いて 実現 し て お ら ず 、 こ れ か ら も 蓄電 


池 の 費 用 下落 と の 競争 に 勝つ と は 考え られ な い 。 


蓄電 市 場 は 極め て 急速 に 発 月 
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炉 ま で の 50 年 間 に お ける 市 場 価値 が 全く 予測 不可 能 で ある こと を 、 投 資 家 は 設 
議 し て いる 。 こ うし た 特性 の た め 、 資 本 提供 者 は 民間 原子 力 事業 に 対す る 投資 か 
ら ほ ぼ 手 を 引い て お り 、 資 金 調達 の 対象 は 国家 の 支援 を 受け た 非 競 争 弄 資本 へ と 
移っ て いる 。 こ こ で IEA お よび NEA に よる 次 の 見 解 を 考え よう 。「 資 本 集約 型 の 
プロ ジェ クト を 発展 させ 、 す べ て の 低 炭 素 技術 に 十分 な 電力 価格 を 長期 間 保 証 す 
る 、 安 定 的 か つ 長 期 の 投資 枠組 み を 維持 する に あたっ て 、 政 府 に は 果たす べき 役 
割 が ある 」 (IEA/NEA 2015: 5)。 こ うし た 「 安 定 的 ] な 枠組 み を 作り 出す 方 法 は い 
くつ も ある が 、 そ の 何れ も が 中 核 と な る 金融 リス ク を 投資 家 か ら 国 家 へ 移転 きせ 
る こと を 含ん で いる 。 そ の 例 と し て 、 国 家 に 支援 きれ た 与信 パッ ケー ジ 、 長 期 に 
わた り 国 家 が 保証 する 電力 価格 の 下限 、 そ し て 資金 調達 お よび 費用 超過 の リス ク 
を 料金 支払 い 者 に 移転 きせ る 、 広 範囲 に わた る 交付 金 支給 、 が 挙げ られ よう 。 ま 
た 原子 力 施設 の 国家 に よる 直接 の 所 有 も 一般 的 で ある 。 


国家 に よる 与信 パッ ケー ジ 

現在 建設 が 進め られ て いる 原子 炉 56 基 (IAEA PRIS 2016 に よる ) の うち 、 7 基 
が ロシア で 、20 基 が 中 国 で 建造 中 で ある 。 ロ シア の 原子 炉 は いずれ も 国家 が 資 
金 を 出し て いる か 、 あ る い は 国有 で ある 。 ま た 中 国 国内 の 原子 炉 に 対す る 国家 の 
関与 も 広く 浸透 し て いる 。 ロ シア の 国営 原子 炉 開発 企業 で ある ロサ トム 社 は 、 提 
案 中 な いし 一 時 停止 中 の 原子 炉 輸 出 取引 に 数 十 億 ドル 規模 の 与信 プロ グラ ム を 組 
み 込 ん で お り 、 バ ング ラ デ シ ュ が 127 億 ドル (World Nuclear News 2016b)、 エ ジ プ 
ト が 250 億 ドル (Russia Times 2015)、 フ ィ ン ラ ンド が 50 億 ユー ロ (Rosatom 2016), 


5 Moody's Investors Service (2013: 20) は | 原子 力 発 電 所 の 新規 建設 は 一 般 的 
に 投資 不適 格 ] で あり 、 原 子 力 プロ ジェ クト で は 他 の 技術 分 野 よ り も 費用 超過 が 
頻繁 に 発生 し て お り 、| ヨーロッパ の 電力 市 場 は 現状 に お いて 」 原子 炉 の | 新規 
建設 を 支持 し て いな い 」 と 述べ て いる 。 

6 国際 原子 力 機関 (AEA) の 原子 炉 情報 シス テム (PRIS) デー タベース は 、 


2016 年 11 月 1 日 時 点 で 建設 中 の 原子 炉 60 基 を リス ト ア ッ プ し て いる 。 ま た 2 基 
が 1999 年 か ら 、 別 の 2 基 が 1980 年 代 後 半 か ら 建 設 中 で ある が 、 こ れ ら は 合計 か 
ら 除 いて いる 。 
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そし て ハン ガリ ー が 100 億 ユー ロ (Rosatom 2016) の 信 
れ ら プロ ジェ クト の 多く は 実現 に 至ら 


A5 


の 重要 な 位置 を 占め て いる 
「 中 国政 府 が 保有 する 巨額 の 外貨 
きる こと を 意味 し て お り 、 大 半 
(Thomas 2017) o 
フラ ンス 電力 会 社 (EDF) £X 
ェクト の 3 分 の 1 を 所 有 し て いる 


最低 価格 の 保証 


イギリス で 建設 


準備 高 は 
Dis 


に 中 国 の 国営 


な いと 見 込 
事実 は 示唆 に 富む も の で ある 。 ま た 中 国 ! 
、 販 売 者 が 設 
HER TH S AZ 
中 の ヒン クリ ー・ 


供与 を 受 
まれ て いる が 、 信 


け て いる 。 こ 
供与 が 取引 
こ お い て も 、 
備 と と も に 資金 を 提供 で 
お いて 大 き な 利 点 と な っ て いる 」 
ポイ ント CC 原子力 発電 所 で も 、 


事業 体 が 180 億 ポン ド に 上 る プロ ジ 


(Ruddick 2016) o 


新規 原子 炉 が よう や く 稼 働 を 開始 し て も 、 そ の 時 の 電力 料金 が 安 す ぎる と いう 


重大 な リス ク に 対処 する た め 、 


が 伴う た め 、 新 規 原子 炉 に お け 
イギリス の ヒン クリ ー・ 
の 電力 外 値 の 最低 3 倍 の 価格 を 


町 の 支援 が イギリス の 納税 者 に 


HASH 
力 購 入 契約 を 締結 し て いる 。 原子力 発電 の 1 


[は 


る こう し た 


35 年 間 に 


て いる (The Week UK 2016; Ruddick 2016) o 


中 国 は 「 原 子 力 発電 
内 に お 
限 を 設 
も あり 、 


の 健全 な 発 


け て いる (WNA 2016a)。 
将来 的 に は 上 方 修 


発達 


達 を 促し 、 


し ば し ば 発 
格 と タイ ミン グ に 
取引 の 相手 ! 
ポイ ント C 原 子 力 発 電 所 で は 政府 が 事業 者 に 対 
わた っ て 保証 し て いる 。 こ うし た 1 
背負 わせ る 人 額 は 3,.000 億 ポ ンド に 上 る と 推 


この 部 
お ける 全て の 新規 原子 力 プ アロ ジェ クト で 生み 出さ れ た 電力 に 関し 、 卸 値 の 下 
し か し 現在 の 最低 人 1 


電 能 力 の 相当 部 分 に 関し 電 
は 大 き な 不 確実 性 
よ 国 家 で ある こと が 多い 。 
BUT 
格 


Lx 


計 さ れ 


門 へ の 投資 を 導く た め ]、 


格 が 低 す ぎる と 考え る 向き 


正 が 必要 と な る だ ろう 
ロバ キア で は 、 原 子 炉 プロ ジェ クト に 対す る 150 億 


の 下落 、 お よび 電力 1 
な っ て いる (Lopatka 2014) 。 


格 の 保証 を 政府 が } 


E 否 し た こ 


(WNA 2016a) 。 ま た チェ コ 
バル の 資金 援助 が 、 電 力 
こよ り 、2014 年 に 反故 に 


A 
格 


料金 支払 い 者 に よる ゼロ 人 金利 の 融資 と 費用 超過 の 可能 性 


アメ リカ で 進め られ て いる 4 基 


マー 原発 2 号機 お よび 3 号機 、 ボ ー グ ル 原 発 3 号 機 お よび 4 号機 ) 


丘 の 原子 炉 建設 


(ヴァ ー ジ ル ・C・ サ 
は どれ も 、 和 建設 仮 


プロ ジェ クト 


勘定 (CWIP) 規則 が 有利 な ] 
定 の お か げ で 新規 プロ ジェ ク 
&. Hex 
仮 勘定 は 費用 上 昇 リ スク の 大 半 
の で ある 。 料金 を 決定 する 地元 の 


aj 


払い 者 を ゼロ 金利 の 資本 源 と し て 
区 資 家 お よび 建 


委員 会 が 、 発 電 所 の 費 


zx 


い 場 合 も ある が 、 大 半 の 場合 、 利 
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Ju 
7N 


者 か ら 利 


H 者 が 支払 う 結 果 と な っ て いる 。 
いずれ の 要素 も 原子 力 に 投資 する 者 と 発電 所 の 所 有 者 に と っ て 大 き な 人 1 
っ て いる 。 ボー グル 原発 3 号機 お よび 4 号機 の 建 


EX 


ドル の 費 
ル 強 に 押し 上 げ る ) CEM 


増加 (これ は 当初 の 予想 費 
し て いる 。 それで も な お 、 工 事 の 遅れ に よる 


セン ト に 上 


WS [ 
Is 
s E 


の 43 パ 


コス ト の 上 昇 分 を 含め た 全て の 費 


H は 間 題 な し と みな され 、 料 金 支払 い 者 に 負 
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色 域 で 進め られ て いる 。 原子 炉 の 所 有 者 は 建設 仮 勤 
ト の 発電 開始 に 先立っ て 料金 を 値 」 
H い る こと が で きる 。 MAT. BK 
者 に 転嫁 する も 
増加 を その まま 認め な 


上 げす る こと が で 


値 を 持 


※ は ほぼ 4 年 遅れ て お り 、60 億 


GF 
達 
1H 


% 200 


資金 調 


させ る こと が 許さ れ た (SACE 2016) 。2016 年 10 月 の 時 点 で 、 ボ ー グ ル 原 発 の 原 
子 炉 建設 の た め に ゼロ 金利 で 事前 に 調達 され た 金額 は 180 倍 ドル を 超え て いる 


(SACE 2016), 。 ま た 最低 1 


格 を 設け な い 一 方 


の 
、 投 資 家 


は それ と 同じ 効果 を 持つ 


「 ど ん な 事 が 起こ ろう と 」| (hell or high water) 条項 を 卸 電力 購入 契約 の 中 に 含め る 


こと で 事業 者 側 と 同意 し て いる 。 そ の 条 
く と も 電力 を 購入 する こと を 契約 者 に 求め 、 そ の 1 
回 っ て いた と し て も 、 そ れ と は 短 
10-12) 。 一 方 、 サ マー 原発 で 建設 中 の 2 基 は 当初 の 費 


格 を 上 


項 は た と え ぇ 当該] 


b 域 で 必要 と され て いな 


格 が 1 


E 関 係 に 決定 され る (MEAG Power 2016: 
見 積もり を 40 億 ドル (40 


パー セン ト ) 超過 し て お り 、 当 プロ ジェ クト の た めで ゼロ 金利 で 事前 に 調達 され た 


資金 は 、 利 


(Wren 2016) ; 


| 者 に 毎月 送ら れる 料金 請求 


zRE 


EX 


高 レ ベル 放射 性 廃棄 物 管理 の 社会 化 


の 16 パー セン ト 以 上 を 占め て いる 


高 レ ベル 放射 性 廃棄 物 は 数 千年 に わた る 隔離 と 管理 を 必要 と する が 、 現 在 進行 
中 の 危険 要素 と し て は 事故 、 盗 難 (アク セス 可能 な 貯蔵 施設 に ある 場合 )、 そ し て 


環境 汚染 が 挙げ られ る 。 こうした] 


と は 、 投 資 家 


Ix 


期 か つ 未 知 の リス ク に いつ まで も 


評判 が 悪 


西 さ れる こ 


に と っ て 大 き な 間 題 で も や る 。 こ の 廃棄 物 を 安全 に 保管 で きる 施設 の 


は 技術 的 に 難し く 、 ま た 政治 的 に も い 。 核 エネ ルギー 


D 


民間 利 


原子 力 産業 の 現状 


] が 始ま っ て か ら 60 年 、 放 射 
に 1 ヵ所 も 存在 し な い ( 表 3-5 参 照 )。 運 
する リス ク も 相変わらず で ある 。 


開始 は 延期 を 重ね 、 費 
国内 の 高 レ ベル 放射 性 廃棄 物 管 理 を 担う フラ ン 


性 廃棄 物 を 永久 に 貯蔵 で きる 施設 は 世界 


が 大 幅 に 増加 


表 3-5 大 部 分 が 未 解 決 の まま で 、 経 済 的 ・ 技 術 的 リス ク が 政府 に よっ て 
も た ら さ れ て いる 核 廃 棄 物 管理 の 状況 
全 世 界 の 原 | 高 レ ベル 放 
子 力 発電 量 | 射 性 廃棄 物 Ao ice 外部 保有 の 積 | 、。。、 
国名 | に 占め る 割 | 処理 施設 の | PKR | Loop | BEEF 
À (2015) | 稼働 開始 年 
選定 され た も の の 
アメ リカ 25. 204 ES E 
i ER 048 | 後に 取り 消し 和 
= 選定 され た も の の = 
フラ ンス . ipd es 無 国 
ae bis 2023 反対 運動 が 続く 
日 本 10.4 2035 年 以降 ES y 有 電力 会 社 
E B 
HE (21) 78 |2050 年 以降 PERRE] A] Lo) s 
選定 済み 
ロシア 7 未定 REE 有 国 
韓国 5.9 未定 未 選定 有 国 
カナ ダ 3.5 2035 REE A ( 注 3) 
: 候補 地 に 対す る 
イツ 2. 2025 年 以降 、 無 国 
ドイ 7 025 年 以降 反対 が 強い 
イギリス 2.3 RE 未 選定 有 国 
スウ ェ ー デ ン 2.3 2028 選定 済み 有 電力 会 社 
スペ イン 1.8 未定 未 選定 有 国 
、 国家 に よる 資 z 
re E z i 
イン ド 1.6 未定 ES y 全 供 給 (4) 国 
ベル ギー 1.5 2035 年 以降 未 選定 無 国 
スイ ス 0.9 未定 未 選定 有 国 
フィ ン ラ ンド 0.7 2023 選定 済み 有 電力 会 社 
注 1 : 公表 済み デー タ を 基 に 、 フ イ ・ チ ャ ン か ら 著 者 へ 2016 年 12 月 1 日 に 提供 され た 情報 を 追加 し た も の 。 
注 2 : 使用 済み 燃料 の 貯蔵 お よび 再 処理 費用 を 還 うた め に 政府 が 保有 し て いる 資金 。 認 可 さ れ た 資金 使途 の 中 に 


永久 貯蔵 は 現在 含ま れ て いな い 。 
核 廃棄 物 を 扱う 事業 共同 体 だ が 、 各 事業 体 は 
大 半 の 使用 済み 燃料 は 資源 と みな さ 
きれ る 。 軽水 炉 か ら の 廃棄 物 は 賠 に 国 


注 3 : 
注 4 : 


し 、 国 家 


国営 企業 で ある 。 


ROW 


[EE 2:5 $5 72. 


が 建設 し た 再 処理 施設 へ 輸送 され た 上 、 無 料 で 発電 


所 に 提供 


出典 : WNA (2016b: 2016d) ; NEA (2011a: 36, 37; 2011b: 4; 2011c; 2013a; 2013b: 5; 2014a: 1, 15; 2014b: 15-17; 
2015: 13, 14; 2016a) ; US DOE (2013: 2) ; Russia Times (2016) ; Wang (2014) ; IAEA (2016: 16) ; 
Feiveson et al. (2011) ; Zhang and Bai (2015:59) ; Zhou (2013) ; Ramana (2013, 2016b) 。 
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ス の 機関 、 ア ンド ラ は 、 貯 蔵 施設 の 建設 費用 見 積 を 2005 年 の 180 億 ユー ロ か ら 
2014 年 に は 350 億 ユー ロ に 増額 させ て いる (World Nuclear News 2016a) 。 原子 力 業 
界 か ら の 不満 の 声 に 対し 、 ア ンド ラ は 「 こ れ ら コス ト を 算出 する に は 、 今後 100 
年 以上 に わた る 労務 費 、 租 税 公 課 、 資 材 費 お よび 燃料 費 に つい て 仮説 を 立て る こ 
と が 必要 な た め 、 極 め て 慎重 な 検討 を 要する | と 答え て いる (World Nuclear News 
2016a) 。 

アメ リカ の 核 廃棄 物 処分 施設 (現在 運用 停止 中 の ライ フサ イク ル 費 用 は 評 1 
期間 100 年 以上 で 1,080 億 ドル (2015 年 度 の 通貨 価値 ) に 固定 され て いる (Cawley 
2015)。 プ ロジ ェクト 自体 の 複雑 さき 、 お よび 極め て 長期 の 時 間 的 枠組 み に よ っ て 
引き 起こ され る 推計 上 の 困難 は 深刻 な も る の に な る と 予想 され る 。 大半 の 国々 は 核 
廃棄 物 処理 に まつ わる 経済 的 ・ 技 術 的 リス ク を 単に 社会 化し て いる 。 つ まり CF 
想 可 能 な ) 少額 の 費用 を 負担 する 代わ り に 、 長 期 に わた る 核 廃棄 物 管理 責任 一 一 
実現 可能 な 技術 的 解決 策 の 開発 お よび 貯蔵 施設 の 建設 ・ 運 営 を 含む ー 一 を 国家 に 
移転 し た の で ある 。 中 に は 、 こ う し た 責務 に か か る 費用 の 全額 な いし 一 部 を す で 
に 国家 が 負担 し た 例 も 存在 する 。 ま た 環境 汚染 に 対す る 汚染 者 負担 原則 が 定め ら 
れ て いる 場合 で も 、 引 当 金 不足 が 常態 化し て いる 。 さ ら に 、 廃 棄 物 の 一 部 は 企業 
が 所 有する まま で あり 、 ゆ え ぇ に 破 産 し た 際 の リス ク な ど に 晒さ れ て いる 。 し か し 
大 半 の 国々 に お いて 、 積 み 立 て られ た 引当 金 は 企業 の 管轄 外 に 移さ れ て いる 。 
核 廃棄 物 を 生み 出す 原子 炉 の 多く は 、 処 分 費用 の 積立 不足 が 現実 の も の と な る 
は る か 以前 に 廃止 さき れる だ ろう 。 だ が 廃 炉 後 の 費用 調整 は 不可 能 と 思わ れる 。 積 
立 不足 は 外部 の 保有 する 廃棄 物 処理 資金 に お いて も 発生 する 可能 性 が あり 、 い わ 
ゆる [メガ プロ ジェ クト | で 50 パ ー セ ント 以上 の 費用 超過 が 発生 する の が 当然 
で ある (Flyvbjerg 2014: 9)。 原子力 の メガ プロ ジェ クト に お ける 費用 超過 は 当初 
予算 の 2.5 倍 に 達し 、 算出 対象 と な っ た 他 の どの 分 野 よ り も 多い (Locatelli 2015: 
11) 。 現在 の 費用 を 推計 する 際 に 用 いる コス ト 見 通し が 正しい と 仮定 し て も 、 廃 
棄 物 処理 施設 の 損益 を ゼロ と 見 積もる 場合 が し ば し ば あり 、 原 子 力 に 対す る 重要 
な 公 的 助成 を 生み 出す 基 と な っ て いる 。 ア メリ カ の 各種 施設 ( 核 廃 棄 物 処理 施設 
より も ゃ 単純 か つ リ スク が 少な いり 事業 ) に 対す る 投資 の 平均 収益 を 当て は め れ ば 、 
各 原 子 炉 に 課さ れる 年 間 の 廃棄 物 処理 費用 は 倍増 する こと に な る (Koplow 2011: 
97) 。 
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廃 炉 費用 に 対す る 公 的 助成 


原子 力 事業 に お ける 閉鎖 費用 は 、 他 の 技術 に お ける それ より も は る か に 大 きい 。 
寿命 を 迎え た 原子 力 発 電 所 や 核燃料 サイ クル 施設 の 廃止 は 巨額 の 費用 を 要する 事 
業 で ある 。 何ら か の 廃 炉 計画 の 下 、 発 電 所 を 数 十 年 に わた り 稼 働 停止 状態 に 置く 
こと で 廃止 を 遅らせ る と いう 考え は 、 問 題 が 消え 夫 っ た か の よう に 見 せ か ける 金 
融 上 の 巧み な 工作 を 生み 出し た 。 つ まり 、 イ ン フ レル 率 や 割引 率 に 関す る 様々 な 仮 
定 を 駆使 する こと に よっ て 、 巨 額 の 費用 を 遠い 将来 へ 先 延ばし に し 、 そ こ で 現在 
価値 に 割り 引く の で ある 。 そ の 結果 、 対 処 可 能 な 現在 価値 費用 が 算出 され 、 そ れ 
を キロ ワッ ト 時 あたり の 費用 に 修正 すれ ば 、 発 電 所 の 資金 計画 に お ける 廃 炉 費用 
の 割合 を 無視 で きる 水準 に 見 せ か ける こと が で きる の だ 。 
し か し 現実 の 結果 が こう も 予測 可能 で ある と は 考え に くい 。 廃 炉 プ ロ セ ス の 複 
雑 さ 、 期 間 、 そ し て 流動 性 は 、 納 税 者 に よる 巨額 の 費用 負担 が 発生 し 得る こと を 
示唆 し て いる 。 現在 まで に 廃止 きれ た 原子 炉 の 数 は わずか で 、 よ っ て 費用 負担 の 
経験 も 少な い 。 だ が 各種 の 規制 や 物理 的 状況 の 変化 が 費用 の 大 き な 変 動 を 招く た 
め 、 今 まで の 経験 が 将来 の 費用 を 予測 で きる も の と は な ら な いか も し れ な い 。 
廃 炉 費用 の 引当 に 対す る 公 的 助成 を すでに 行なっ て いる 国 も 存在 する 。 一 例 を 
挙げ る と 、 ア メリ カ に お ける 廃 炉 費用 引当 金 に 対す る 税金 面 の 優遇 措置 は 、 政 府 
の 推計 に よる と すでに 年 間 10 億 ドル に 上 っ て いる (Koplow 2011: 95)。 さ ら に 、 
原子 炉 の 稼働 期間 中 に 廃 炉 費用 の 引当 が 十分 に な され る よう 、 各 国 は し ば し ば カ 
を 注い で いる が 、 核 廃棄 物 の 処分 お よび 管理 に つい て は 現実 面 で の 困難 が 浮き 彫 
り に な っ て いる 。 つ まり 実際 の 費用 に 対 し て 引当 率 が あま り に 低い 事態 、 発 電 所 
が 閉鎖 きれ て これ 以上 の 資金 負担 が 不可 能 に な る まで 引当 不足 が 顕在 化し な い 事 
態 、 市 場 環境 な どの 要因 に より 当初 の 想定 より も 早期 に 閉鎖 され る こと で 廃 炉 費 
H の 不足 が 直ちに 生じ る 事態 、 そ し て 収益 見 込み や 資金 増加 期間 の 想定 が 現実 と 
食い 違い 、 そ れ に 伴っ て 資金 目標 の 未 達 が 発生 する 事態 が 生じ 得る の で ある 。 
中 に は 、 引 当 率 が そもそも 費用 負担 の 健全 な 予想 に 基づい て いな い 場 合 も ある 。 
た と えば イン ド の 会 計 検査 院長 官 は 、 廃 炉 費 用 の 引当 金 に 関す る 調整 が 最後 に 行 
な われ た の は 20 年 前 で ある こと 、 お よび 原子 力 規制 委員 会 は 「 ど の 文書 に お い 


S 


ju 
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て $ 廃 炉 費用 の 算出 規定 を 定め て いな い 」 こと を 明らか に し て いる (Comptroller 
and Auditor General of India 2012: 66), 

いか な る 規模 で あれ 、 積 み 立 て られ た 資金 は 外部 の 基金 が 所 有する こと 、 お よ 
び 本 来 の 目的 に の み 用 いる こと を 法令 で 定め る こと に より 、 少 な く と も 流用 や 事 
業者 の 破産 か ら こ れ を 守る こと が で きる 。 ア メリ カ の 原子 力 発電 所 で は これ が 義 
務 化 さ きれ て いる が 、 ヨ ー ロ ッ パ の 現状 を 見 る と 、 こ うし た 基本 的 な 保護 策 が 確立 
され て いる 国 は 全体 の 半数 に 過ぎ な い 。 さ ら に ウラ ン 鉱 山 や 濃縮 施設 、 あ る い は 
再 処理 工場 と いっ た 欧州 に お ける その 他 の 核燃料 サイ クル 施設 で は 、 外 部 資金 に 
対す る 規制 が な され て いな い 状 況 で ある (Wuppertal Institute for Climate, 


Environment and Energy and its Partners and Subcontractors 2007: 37) o 

CINE OERILMEC HS. 19904ED 5 9646 (PUT C Un AE Ra E LC 
イギリス の 公共 料金 支払 い 者 か ら 集め られ た 60 億 ポン ド は 老朽 化し 安全 性 が 低 
下 し た 発電 所 の 閉鎖 を 目的 と する 、 と 議会 で 説明 され た 。 し か し 資金 の 規制 と 分 
離 に 不備 が あり 、 央 課金 の お よそ 半分 が 原子 力 発電 の 運転 資金 に と 用 いら れる と い 
う 結 果 に な っ た 。 残り の 大 半 は 、 イ ギリ ス 核 燃料 会 社 が 保有 する 原子 力 施設 の 閉 
鎖 費 用 を 国 へ 移行 きせ た こと に 伴い 、 最 終 的 に イギリス 財務 省 に よっ て 充当 きれ 
て いる (Thomas 2007: 21-8), 2007 年 の 時 点 で 、「25 年 以上 に わた る 出資 ] に も か 
か わら ず 、「750 億 ポン ド 以 上 の 将来 的 な 費用 負担 に 対し 、 所 在 の 明らか な 資金 
は お よそ 8 億 ポン ド し か 存在 し な い 」 の で ある (Thomas 2007: 1) 。 


損害 可能 性 に 比べ て 低 水準 の 事故 賠償 金 設 定 


原子 炉 事 故に よっ て 発生 し た 事業 所 外 の 損害 に 対す る 賠償 は 法令 で 定め られ 、 
最低 保証 水準 の 標準 化 を 目的 と する 一 連 の 国際 会 議 に よっ て 補強 され て いる 。 し 
か し 既存 の あら ゆる 枠組 み に お いて 、 賠 償 金 の 水準 は 軽度 の 事故 で あっ て も 予想 
きれ る 損害 額 を は る か に 下回っ て いる 。 世 界 最 大 の 事故 発生 源 で ある アメ リカ に 
お いて る も 、 総 補償 額 は 140 億 ドル に 満た な い が 、 日 本 の 納税 者 が 福島 原発 事故 に 
関し て 負担 し た 金額 は すでに 1180 億 ドル に 達し て お り (Harding 2016). 今後 も 
巨額 の 費用 が 発生 する 。 

賠償 金 の 支払 い 規則 は 数 種類 の 保険 か ら 構成 され て いる こと が 多い 。 そ の 第 1 
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形態 は 通常 の 保険 に 最も 近い も の で 、 各 原発 事業 者 が 事 逆 リス ク の 初期 段階 を カ 
バー する 保険 を それ ぞ れ 購入 する と いう も の で ある 。NEA が 作成 し た 要約 文書 
(2016b) に は 「 事 業者 負担 分 ] と 記載 され て いる が 、 他 の 原子 炉 の 負担 分 や 政府 
に よる 支援 分 も 混入 し て いる 。 事業 者 に よっ て 直接 支払 われ た 負担 分 は 、 そ の リ 
スク 水準 を 示す 最も 直接 的 な 価格 シグ ナル と な っ て お り 、 ゆ え に 特 定 の 負担 分 に 
関す る より 明確 な デー タ を 見 る の が 有益 で ある 。 直 接 購入 され た 保険 は 用 地 選 定 
に 大 き な 影 響 を 与え を る と 共に 、 施 設 お よび 事業 者 リス ク の 軽減 に より 多く の 資金 
を 投じ る イン セン ティ ブ と も な り 得 る 。 

第 2 は 全 原 発 事業 者 の プー ル 資 金 な いし 国家 に よる 追加 支援 分 を 含む も の で あ 
り 、 ア メリ カム の 保険 プール の 大 半 を 占め る の が この 方 法 で ある 。 つ まり 、 事 故に 
よる 賠償 人 額 が 事業 者 の 主たる 保険 金 の 上 限 (4 億 5.000 万 ドル ) を 突破 し た 場合 に 
備え て 国内 の 全 原 子 炉 に 駆 課さ きれ て いる 遡及 保険 料 が 、 利 用 可能 な 資金 の 95 パ 
ー セ ント 以上 を 占め て いる の で ある 。 し か し この 方 法 に は いく つか の 構造 的 課題 
が ある 。 事故 後 6 年 以上 に わた り 1 年 毎 の 分 割 で 支払 われ る た め 、 保 険 金 の 現在 
値 は その 額面 より も ずっ と 低い 。 加 えて 、 プ ー ル され た 資金 は 原子 炉 の 閉鎖 に 
伴っ て 減少 し 、 ま た 残る 原子 炉 が 財政 的 な 困難 に 見 掴 わ れ た 場合 (大 事故 の 後 は 
そう な る 可能 性 が 高い )、 そ の 支払 い は 契約 者 の リス ク に 左右 され る 。 ま た 原子 
発電 が 少数 の 事業 者 に 集中 し て いる こと も 、 複 数 の 遡及 保険 料 の 支払 い が 同 時 に 
期限 を 迎え る こと か ら 、 契 約 者 の リス ク を 増大 させ て いる 。 た と えば エク セロ ン 
社 は 単体 で せ 、 ア メリ カ が 擁する 原発 の ほぼ 4 分 の 1 に あたる 23 基 の 原子 炉 を 所 有 
し て いる (Exelon Generation 2016) o 
協定 に よる 合意 の 下 、 他 の 国々 で は その 他 の 保険 を 用 いる こと が で きる 。 し か 
し その 総額 は 比較 的 小 規模 (1 億 ドル 未満 ) で あり 、 信 用 に 足る 全て の 保険 金 を 
合計 し て も 、 そ の 人 金額 は 驚く ほど 低い 。NEA (2016b) に よる と 、 ロ シア で 公式 
に 定め られ て いる 事故 賠償 の 保険 金額 は ? 億 ドル に 過ぎ な い 。 追加 の 保険 も 存在 
し て いる も の と 思わ れる が 、 他 の 多く の 国々 と 同様 に 、 政 府 な いし 立法 府 の 座 意 
的 判断 に 任 さ れ て いる 。 ま た フラ ンス の よう な 原子 力 大 国 に お いて も 、 現 行 の 事 
逆 保険 金 は 10 億 ドル 未満 で ある と NEA は 示唆 し て いる 。 
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らく 燃料 サイ ク 
も の の 、 ア メリ 


カ 政 府 に よる 民間 濃縮 技術 へ の 介入 は か ね て より 大 規模 で あり 、 巨 額 の 公 的 助成 
が な され て きた (Koplow 1993)。 世 界 的 に 見 て も 国有 企業 が この 部 門 を 支配 し て 
お り 、 濃 縮 能 力 全 体 の ほぼ 90 パー セン ト を 占め て いる ( 表 3-6 参 照 )。 多 く の 場 
合 、 こ うし た 構造 は この 分 野 に 対す る 過剰 投資 (過剰 能力 お よび 低 価格 と いう 結 
果 を 事業 者 に も た ら す )、 税 の 減免 、 そ し て 市 場 水準 を 下回る 利率 な いし 保険 料率 
の 適用 と いっ た こと に 結び つく 。 
表 3-6 世界 的 に ウラ ン 濃縮 は 国家 に 支配 され て いる 
2015 年 に お ける | 全 世 界 の 濃縮 容 全 世 界 の 濃縮 容 
企業 名 濃縮 容量 量 に 占め る 割合 所 有 者 量 に 占め る 国家 
(単位 : 1.000 分 離 作業 量 (SWU)) 保有 の 割合 
フラ ンス 政府 
(85%)、 ク ウェ ー 
アレ ヴァ 7,000 11.9 ト 政府 (5%). Z 10.8 
の 他 (10%) 
イギリス 政府 (3 
分 の 1)、 オ ラン ダ 
ヴ ビ ンコ 19,100 32.6 政府 (3 分 の 1)、 21.7 
ドイ ツ の 各 電 力 会 
社 (3 分 の 1) 
ik 日 本 の 電力 会 社 が 
本 原 燃 75 0.1 Jot NAG 0.0 
— ロシア 政府 (ロス 
テ ネ ッ クス 26,578 45.4 アト ム 社 の 1 部 門 ) 45.4 
中 国 核 工業 集団 5,760 9.8 中 国政 府 9.8 
その 他 87 0.1 0.0 
合計 58,600 100 (ED 87.7 


場合 


注 1 : 端数 処理 に より 合計 が 100 パ ー セ ント に な ら な い も ある 。 


H 
H 


昌典 : Areva (2016) ; JNFL (2016) ; Tenex (2017) ; Urenco (2017) ; WNA (2016c) ; ZI 


hang (2015). 
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まとめ 


公 的 助成 は いま だ 大 規模 で あり 、 世 界 の エネ ルギー 市 場 に 広く 浸透 し て いる 。 
改革 に よる 政治 的 ・ 経 済 的 利益 が より 認識 され る よう に な っ て いる に も か か わら 
ず 、 政 治 的 な 障 礎 は 高い まま で あり 、 実 効 性 ある 改革 の 速度 も 遅い 。 化 石 燃料 に 
対す る 公 的 助成 を 大 幅 に 削減 すれ ば 、 価 格 シ グ ナ ル を 気候 変動 や 環境 間 題 に 関す 
る 諸 目 標 と 正しく 一 致 き せる こと が で き 、 よ り 環 境 に 優し い 燃料 へ の 移行 を 世界 
中 で 促進 する こと に な る だ ろう 。 

原子 力 エ ネル ギー に 対す る 公 的 助成 の 世界 的 な 推計 は 存在 し な い 。 投 資 家 や 政 
府 、 お よび 市 民 が 、 原 子 力 発電 が も た ら す 低 炭 素 化 の 利益 と それ に か か る 実質 的 
な 財政 負担 を 正しく 比較 し 、 原 子 力 と その 他 の 炭素 削減 方 法 と を 公正 に 評価 し よ 
うと する な ら 、 こ うし た 広範 囲 に 渡る デー タ の 欠落 を 埋め る こと は 一 層 重 要 な も 
の と な る 。 核燃料 サイ クル に 対す る 主 な 公 的 助成 に は 低 コ スト 融資 、 市 場 リ スク 
の 顧客 へ の 転嫁 、 そ し て 濃縮 、 廃 炉 、 事 故 賠償 、 お よび 核 廃 棄 物 管理 な ど 燃 料 サ 
イク ル に お ける 複雑 な 部 分 の 社会 化 が 挙げ られ る 。 そ の 他 の 代替 エネ ルギー 源 が 
同種 の エネ ルギー 事業 を 低 リ スク か つ 低 コス ト で より 速く 提供 で きる 現在 も 、 こ 
う し た 隠れ た 公 的 助成 に よっ て 原子 力 施設 、 イ ン フ ラ 、 お よび 関連 技術 が 世界 中 
で 拡大 し て いる の で ある 。 
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新 標準 ? 中 国 に お ける 核 エ ネル ギー の 
将来 性 の 変化 


M・V・ ラ マナ 、 エ イミ ー・ キ ング 


要 BH 

中 国 は 近年 に な っ て 原子 力 発電 の 拡大 目標 を 下方 修正 し て お り 、 
2020 年 度 ま で に 70 ギ ガワ ッ ト (GW) の 発電 能力 を 確保 お する と い 
う 2009 年 当時 の 目標 が 2016 年 に 58GW に 変更 され た 。 本 章 で は 
この 目標 修正 が 3 つの 主 な 要因 か ら 生 じ た も の で ある こと を 論じ る 。 
第 1 の 要因 は 低 成 長 型 経済 へ の 移行 で も や り 、 そ れ に 伴い エネ ルギー 
お よび 電力 需要 の 成長 も 鈍化 し た 。 低 成長 経済 と いう 中 国 が 現在 軒 
か れ て いる 状況 を 考え る な ら ば 、 原 子 力 発電 能力 を 急速 に 拡大 きせ 
る 必要 性 は 過去 の も の に な っ た と 言え よう 。 第 2 の 要因 は 、2011 年 
3 月 に 日 本 で 発生 し た 福島 原発 事故 の 後 、 中 国政 府 が 行なっ た 一 連 
の 政策 変更 で ある 。 福 島原 発 事故 の 発生 以来 、 中 国 国務 院 は 内 陸 部 
に お ける 原子 炉 建 設計 画 を 中 断 し 、 よ り 近 代 的 な (第 3 世代 ) 原子 
炉 の 建造 に 限定 し た 。 第 3 の 要因 は 、 人 口 集中 地域 の 近郊 に 原子 力 
施設 を 建設 する こと へ の 反対 運動 に 対す る 、 中 国政 府 の 反応 で ある 。 
総合 的 に 見 て 、 こ れ ら の 要因 は 中 国 に お ける 原子 力 発電 の 成長 率 印 
化 を も た ら す も の と 思わ れる 。 
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2016 年 3 月 、 中 国 全国 人 民代 表 大 会 (全人代 ) は 13 次 5 ヵ年 計画 (2016-2020) 
を 採択 し 、2020 年 まで に 既存 の 原子 力 発 電 所 の 発電 能力 を 58 ギ ガワ ッ ト (GW) 
に 、 建 設 中 の 原子 力 発 電 所 の 発電 能力 を 30GW に 増強 する 国家 目標 を 設定 し た 。 
29GW と いう 現在 の 発電 能力 (2016 年 5 月 現在 。 国 際 原 子 力 機 関 [IAEA] 原子 炉 情 
報 シ ステ ム (PRIS) デー タベース に よる ) を 倍増 さき せる と いう この 目標 は 、 一 見 
野心 的 に 思 を る 。 に も か か わら ず 、 そ れ を より 仔細 に 検討 し 、 育 後に ある 経緯 を 
考察 する こと で 、 い く ぶ ん 人 違っ た 話 が 見 えて くる 。 時 は 遡っ て 2002 年 、 当 時 作 
成 さ れ た 原子 力 拡張 に 関す る 中 短期 計画 書 の 草案 に よる と 、 中 国 は 2020 年 まで 
に 発電 能力 を 40GW に 増強 する こと に な っ て いた 。2009 年 に は この 目標 数 値 が 
劇 的 に 増加 し 、 同 じ 期 間 で 70GW へ の 増強 と 定め られ る 。 高い ハー ドル で は あ 
る も の の 、70GW と いう 目標 値 は 容易 に 達成 で きる と 見 込ま れ て いた 。 た と えば 
原子 力 発電 所 の 建設 ・ 運 営 を 担う 主要 な 国有 企業 (SOE) の 一 つ 、 中 国 核 工業 集 
団 公司 (CNNC) の 科学 ・ 技 術 部 門 責任 者 も 、「2020 年 まで に 70GW を 達成 する 
の は さしたる 間 題 で は な い だ ろ う 」 (Sranway 2009) と 述べ て いる 。 そ れ で は 、 
70GW の 能力 増強 を うた っ た 計画 書 草案 が 発表 きれ た 2009 年 か ら 、5 ヵ 年 計画 の 
中 で それ が 58GW に 引き 下げ られ た 2016 年 まで の 間 に い っ た い 何 が あっ た の だ 
AIP? 人 本章 で は この 下方 修正 の 要因 と し て 、2011 年 3 月 に 発生 し た 福島 原発 
事 改 を 受け て 政府 が 政策 を 変更 する と と も に 、 国 民 の 懸念 に 対し て 敏感 に な っ て 
いる こと 、 お よび 低 成長 経済 へ の 移行 に 伴い エネ ルギー と 電力 に 対す る 需要 の 伸 
び が 停滞 し て いる こと を 指摘 する 。 

原子 力 発電 の 数 値 目 標 に 影響 を 与え る 第 1 の 要因 は 電力 需要 の 増加 率 で ある 。 
中 国 に お ける 電力 需要 は 、 工 業 製品 の 輸出 を 主体 と する 経済 か ら サ ービス 部 門 お 
よび 国内 消費 を 指向 する 経済 へ の 移行 と いう 構造 変化 が 始ま っ た こと を 受け 、 横 
ば い が 続 いて いる 。 こ の 移行 は いわ ゆる 「 新 標準 ] (Green and Stern 2016; Hu 
2015; Levi, Economy, and Rediker 2016) を も た らし 、 そ れ に 伴い エネ ルギー と 電力 
の 需要 も 減少 し た 。 ま た 様々 な 形態 の 発電 所 が 生み 出す 平均 電力 量 も 減少 し て い 


第 4 章 新 標準 ? 中 国 に お ける 核 エ ネル ギー の 将来 性 の 変化 107 


る 。 全体 を 見 る と 、2015 年 度 に る 発電 所 の 稼働 時 間 は 前 年 と 比べ 349 時 間 
短く な っ て お り 、 と り わ け 地 熱発 電 所 は 410 時 間 の 短縮 と な っ て いる 。 そ の 一 方 
で 各 原 子 力 発電 所 の 電力 供給 時 間 は 平均 437 時 間 短 く な り 、 こ れ は あら ゆる 発電 
態 の 中 で 最大 の 短縮 幅 で (Wong 2016a), 、 中 に は こう し た 時 間 短 縮 を 長期 的 傾 
向 と 見 る 者 も いる (Ying 2016)。 こ うし た 状況 の 下 、 原 子 力 発電 の 数 値 目 標 を 急 
激 に 増加 させ る 必要 性 は 過去 の も の と な る だ ろう 。 

中 国 に お ける 原子 力 の 目標 設定 を 変化 させ た 第 2 の 要因 は 福島 原発 事故 で あり 、 
中 国政 府 に よる 急速 な 原子 力 発 電 増 強 計 画 を 即座 に 押さ え 込 む 効 果 を も た らし た 。 
福島 の 事 逆 か ら わ ず か 5 日後 、 中 国 の 最高 行政 機関 で ある 国務 院 は 次 の よう に 発 
表し て いる 。 


原子 力 の 安全 規制 が 認可 され る まで 、 す で に 試運転 中 の も の を 含む 新規 原子 
力 発 電 プ ロジ ェクト の 認可 を 一 時 見 合わ せる …… 原子 力 発電 所 を 建造 する に 
あたり 、 安 全 性 こそ が 我々 の 最 優先 事項 で ある (Bristow 2011) 。 


以来 、 中 国政 府 は 安全 性 の 確保 に 文字 通り 力 を 注い で お り 、 事 故 リ スク の 軽減 
を 目的 と する 運用 規則 を 数 多く 導入 し た (その 詳細 は King and Ramana 2015 に 記さ 
れ て いる )。 さ ら に 、 国 務 院 は 二 つ の 重要 な 決定 を 下 し て いる 。(1) 内 陸 部 に お 
ける 原子 炉 建造 の 制限 お よび 、(2) 新規 に 建造 され る 原子 炉 を 「 第 3 世代 型 」 に 
限定 し た こと で ある 。 ま た 本 章 の 執筆 時 点 で 、 国 務 省 は 原子 力 発電 の 拡充 を さら 
に 制限 する 第 3 の 草案 を すでに 発表 し て いる 。 つ まり 全て の 原発 事業 者 に 対し 、 
新規 プロ ジェ クト の 推進 に 先立っ て 地元 住民 の 意見 を 聴取 し 、 そ の 地域 の 「 社 会 
的 安定 性 ] に 与え る 影響 に つい て の 報告 書 を 提出 する こと を 義務 づけ る 、 と いう 
も の で ある 。 

別 の 機会 (King and Ramana 2015) に 論じ た が 、 こ れ ら の 決定 、 と り わ け 内 陸 
部 に お ける 新規 建設 を 中 止 する 決定 は 、 中 国 の 経済 計画 、 大 気 汚染 削減 計画 
業 の 経済 的 関心 、 原 子 力 に 対す る 国民 の 反対 、 そ し て 地方 政府 の 官僚 的 圧力 に よ 
っ て 形作ら れ 、 か つ 異 議 を 唱え られ て いる 。 よ り 一 般 的 に 言え を ば 、 原 子 力 に 関す 
る 中 国 の 選択 は 、 地 方 政府 、 お よび 原子 力 部 門 を 牛耳る 国有 企業 に 対す る 政治 権 
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力 が 比較 的 強い 同国 の 統治 シス テム に よっ て 形作ら れ て いる の で ある (Xu 2008, 
2014; Ramana and Saikawa 2011) 。 福 島原 発 事故 を 受け 、 原 子 力 の 安全 性 を より 一 
層 確 保 する と いう 中 央 政府 の 決定 が 将来 に わた っ て 維持 され る か 否 か は 、 こ れ ら 
様々 な 関係 者 の 相互 作用 、 お よび それ ぞ れ の 優先 順位 に 左右 さ れる だ ろう 。 に も 
か か わら ず 、2011 年 か ら 12 年 に か け て 下さ れ た 二 つ の 決定 こそ が 、2020 年 度 に 

お ける 原子 力 増強 目標 の 削減 を も た らし た も の で ある と 、 我 々 は 考え る 。 経済 構 
造 の 変化 が 存在 し な けれ ば 、 福 島原 発 事故 後に 下さ れ た 決定 は 一 時 的 な 政策 変更 
し か も た ら さ な か っ た は ず だ 。 し か し 中 国 の エネ ルギー 需要 が 根本 的 に 変化 し た 
こと 、 お よび 原子 力 へ の 国民 の 反対 に 政府 が ます ます 懸念 を 抱い て いる こと と 合 
わせ 、 こ うし た 政策 面 の 変化 が 中 国 に お ける 原子 力 発電 の 将来 像 を 大 きく 決定 づ 
ける も の と 、 我 々 は 予想 する 。 
本 章 で は 、 ま ず エ ネル ギー 需要 増加 率 の 低下 と 、 そ れ が 原子 力 発電 の 増強 目標 
に 与え る 影響 に つい て 詳 述 する 。 次 いで 内 陸 部 に お ける 原子 炉 建設 の 禁止 、 今 後 
建設 され る 原子 炉 の 種類 に つい て 国務 院 が 設定 し た 制限 、 そ し て 江蘇 省 連雲港 市 
で 建設 が 進め られ て いた 核 再 処理 工場 が 住民 の 反対 を 受け て 2016 年 に 建設 中 止 
を 余儀 な くさ れ た よう に 、 国 民 の 原子 力 へ の 舎 定 的 態度 に 対す る 政府 の 反応 が 何 
意味 する か を 論じ る 。 そ し て 最後 に 、 我 々 の 主張 に 関す る 全般 的 な 結論 と 、 中 
国 に お ける 原子 力 の 将来 像 を 形作る で あろ う 政 治 的 闘争 を 述べ て 本 章 を 締め くく 
る 。 


中 国 に お ける エネ ルギー 需要 の 本 質 的 変化 


RO Die ue 
2013 年 に か け て エネ ルギー 集約 型 の 重工 業 部 門 が 急速 な 成長 を 遂げ た 後 、 中 国 
I VM M NONI MADE 
の 移行 を 始め て いる (Green and Stern 2016) 。 こ れ は 意図 的 な る の で あり 、 指 導 層 
は 輸出 部 門 に 対す る 過度 の 注力 を や め 、 国 内 需要 を 利用 する 方 向 に 能 を 切っ て い 
る 。 そ うし た 移行 に よっ て 、 大 規模 重工 業 が 環境 面 に も あたら す 影 響 を 和らげ る こ 
と が で きる と いう 期待 も 、 そ の 背景 に ある 。 ま た それ に 加え 、 エ ネル ギー 効率 の 
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改善 も 強調 され て いる 。 一 例 を 挙げ る と 、 中 国 国家 能 源 局 (CNEA) は 2016 年度 
の エネ ルギー 消費 削減 目標 を 国内 総 生産 (GDP) 1 単位 あたり 少な く と も 3.4 パ 
ー セ ント と 設定 し た (Xinhua 2016)。 これら の 要素 は いずれ も | 新 標準 ] に 寄与 
する も の で あり 、 エ ネル ギー 消費 増加 率 の 低下 を も た らし て いる 。2000 年 か ら 
2013 年 に か け て の エネ ルギー 消費 増加 率 が 年 平均 お よそ 8 パー セン ト だ っ た の に 
比べ 、2014 年 の エネ ルギー 総 消費 は 22 パ ー セ ント の 増加 に と ど ま っ て お り 、 
2015 年 は わずか 0.5 パ ー セ ント で あっ た (Green and Stern 2016: 5; China Electricity 
Council 2016)。 さ ら に 、 中 国 経済 が 鉄鋼 お よび セメント に 代表 され る 重工 業 部 門 
か ら ま すま す 脱 却 す る の に 合わ せ 、2025 年 まで の エネ ルギー 消費 増加 率 も 年 あ 
た だ たり わずか 1.8 パ ー セ ント に と ど ま る も の と 推計 され て いる (Green and Stern 
2016: 10)。 ま た 石油 ・ 天 然 ガ ス 企業 の エク ソン も 独自 に 推計 を 行なっ て いる が 、 
2025 年 まで の 年 間 エ ネル ギー 需要 は 2.2 パ ー セ ント の 増加 に と どまり 、「 中 国 の 
エネ ルギー 震 要 は 2030 年 頃 に 頭打ち と な る 」 と 予測 し て いる (Groden 2016)。 当 
然 、 こ れ ら の 推計 は エネ ルギー 和 順 要 の 増加 に 関す る も の で あっ て 、 都 市 化 の 進行 
と いっ た 傾向 の た め に 電力 需要 は 高 水 進 を 維持 する 可能 性 が ある 。 と は 言う も の 
の 、 エ ネル ギー 需要 の 成長 率 が 4 分 の 1 に 減少 し た な ら ば 、 電 力 需 要 の 成長 率 も 
そこ まで 急激 に で は な い に せ よ 、 そ れ に 合わ せ て 低下 する の は 人 避け られ な い 。 
そう し た 経済 的 変化 が 発電 計画 に 影響 を 与 を る と いう 認識 も 、 徐 々 に で は ある 
が 広まり つつ ある 。 国 家 発 展 改革 委員 会 (NDRC) の 上 級 リ サー チ フ ェ ロ ー で あ 
る 周 大 地 は こう 記す 。 


中 国 の 電力 部 門 で 拡大 を 続け る 「 新 標準 ] は 、 産 業 構造 の 再編 成 か ら 生 じ た 
需要 の 低下 お よび 出力 の 縮小 に よっ て 象徴 され て いる 。 か つて は 年 間 8 パ ー 
セン ト も し く は それ 以上 の 割合 で 電力 消費 が 増加 し て いた が 、 現 在 の 状況 は 
大 きく 異な っ て いる 。 (Ving 2016 に て 引 


ュ ン 


アナ リス ト の ジャ ン ・ リ ン 、 カ ン ・ フ ー、 そ し て アレ クサ ンド リア ・ ユ アン 
(2016) は 20 年 間 に わ た る GDP お よび 電力 消費 の 地域 別 デ ー タ を 用 い 、 電 力 需 
要 の 飽和 、 経 済 の 発展 、 そ し て サー ビス 型 経済 へ の 移行 が 進ん で いる 最も 豊か な 
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地域 に お いて 、 電 力 消費 の 頭打ち が 顕著 で ある と 推測 し た 。3 人 が 用 いた 各種 次 
料 は 、 電 力 利 用 に お ける 「 新 標準 的 関係 ] の 出現 を 示唆 し て お り 、 ゆ え に 彼 ら は 


カシ ステ ム の 計画 策定 が こう し た 新た な 傾向 に 対応 する も の で な けれ ば 、 
発電 能力 の 過剰 な 保有 に 至る 可能 性 が 極め て 高く 、 数 千 億 ドル も の 投資 が 座 
礁 資産 と みる だ ろう 。 (Lin, He, and Yuan 2016: 52) 


E 


事実 、「 環 境 影響 評価 (EIA) の 結果 を 待つ 全て の 石炭 火力 発電 プロ ジェ クト が 
2020 年 まで に 操業 を 開始 すれ ば 」、 発 電 能 力 が 電力 需要 を 200GW 以上 も 上 回 る 
事態 と な る (Yuan etal. 2016: 136)。 中国 で は 他 の 分 野 に お いて も 供給 過剰 が 発生 
し て お り 、 こ れ は 驚く べき こと で は な い 。「 ゴ ー ス トシ ティ ー」| と 呼ば れる も の 
が その 一 例 で ある (Chinadialogue 2015) 。 

能力 の 余剰 は 均一 に 分 布 し て いる わけ で な く 、 地 域 ご と に ミス マッ チ の 程度 が 
異な っ て いる (電力 需給 の 地域 的 差異 が 理由 の 一 部 )。 そ の た め 特 定 の 地方 で は 原 
子 力 発電 所 に よる 発電 量 の 削減 を 余儀 な くさ れ て お り 、 原 発 事業 者 が 発電 量 削 減 
を 求め られ た 地域 と し て 、 福 建 省 、 海 南 省 、 そ し て 最も 顕著 な 例 と し て 「 中 国広 
核 集団 の 赤 鉛 江原 子 力 発電 所 が 大 幅 縮 小 の 危機 に 直面 し て いる 」 ARAE 
れる (Wong 2016b: 4)。 ま た 将来 に 目 を 向け る と 、 現 在 計画 中 の 石炭 火力 発電 所 
の 一 部 が 実際 に 稼働 を 開始 し た だ け で 、 原 子 力 発電 所 の さら な る 拡充 に 歯止め が 
か か る 状況 と な り 得 る 。 和 石炭 火力 発電 所 と 原子 力 発電 所 は ベー スロ ー ド 電源 と し 
て 競合 関係 に ある と 考え られ る か ら で あ る 。 

中 国 経 済 の 変容 と 、 低 成長 ・ 低 エネ ルギー 消費 型 経済 へ の 移行 は 、2002 年 か 
D 11 年 に か け て 打ち 出さ れ た 野心 的 な 原子 力 発 電 の 増加 率 目標 を 達成 すべ く 新 
規 原発 の 建設 を 急速 に 進め な けれ ば な ら な い 、 と いう 中 央 政府 へ の 圧力 が 大 きく 
緩和 され た こと を 意味 し て お り 、 そ の 影響 は すでに 現われ て いる 。 次 節 で 見 る 通 
り 、 内 陸 部 に お ける 原子 力 発電 所 の 建設 再開 を 求め る に あたり 、 地 方 政府 と 原子 
力 業 界 が 振る うこ と が で きる 影響 力 は 小さ く な っ て いる よう だ 。 


ul 
i 


第 4 章 


新 標準 ? 中 国 に お ける 核 エ ネル ギー の 将来 性 の 変化 In 


内 陸 部 に お ける 原子 力 発電 所 の 建設 禁止 と 、 結 果 と し て 生じ た 用 地 不 足 


中 国 の 原子 力 拡大 を 制限 し て いる 重要 な 要素 の 一 つと し て 用 地 の 選 択 が 挙げ ら 
NS. 福島 原発 事故 の 前 、 中 国 は 広範 囲 に わた る 原子 力 発 電 所 の 建設 計画 を 有 し 
て お り 、 以 前 か ら 原 子 炉 が 存在 し て いた 治 岸 部 だ け で な く 、 内 陸 部 も 新た な 建設 


予定 地 と 
計画 の 期 
政府 は 内 
る この 決 


し て いた (Du 2010)。 
間 中 (2011-15) に 内 


し か し 福島 原発 事故 の 後 、 国 務 院 が 第 12 次 5 ヵ年 
陸 部 で 原子 炉 を 建設 する こと を 禁ず る な ど 、 中 国 


陸 部 に お ける 原子 力 発電 所 の 建設 を 禁止 し て いる 。 そ し て 中 国政 府 に よ 


定 は 安全 面 か ら の 理由 に よる も の で あっ た 。 原子 炉 は 炉心 を 冷却 する た 


め に 大 量 の 水 を 必要 と し 、 冷 却 水 が 十分 で な いと 深刻 な 事故 に つなが る 。 原子 


発電 所 の 建設 予定 地 が 内 陸 に ある 場合 、 水 源 は 川 や 湖 だ け と な る が 、 い ずれ も 瀧 
家庭 用 な ど 様 々 な 目的 に 使わ れ て いる 。 ゆ え に 内 陸 部 の 原子 力 発 電 所 は 
比べ 、 近 く の 水 源 や それ に 頼っ て 生き る 近隣 住民 に 極め て 大 き な 危 険 を 


iB — Rx 


海岸 部 に 


及ぼ す 。 こ れ か ら 述 べ る よう に 、2012 年 に 決定 が な され て 以来 、 様 々 な 既得 権 
人 益 を 持つ 者 か ら 制 限 解除 の 圧力 が か けら れ て いる 。 し か し 今 の と ころ 、 中 央 政府 
は こう し た 圧力 に 耐え て お り 、 第 13 次 5 ヵ年 計画 で も 内陸 部 で の 原子 訪 建 設 を 少 


な く と も 
こう し 
陸 部 に お 


2020 年 まで 延期 する 
た 安全 
ける 原子 炉 建 
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こと が 示さ れ て いる (Yu 2016b)。 


面 の 懸念 は 、 中 国 の 研究 者 に よっ て 以前 か ら 指 摘 さ れ て いた 。 内 
設 の 反対 者 と し て 名 高い 何 牙 麻 (He Zuoxiu) は 、 中 国 初 


の 原子 爆弾 開発 に 関わ っ た 経歴 を 持つ 、 同 国 を 代表 する 理論 物理 学者 で ある 。 何 
は 水 供給 問題 に 対す る 懸念 と 、2030 年 まで に 中 国 国内 で 原発 事故 の 起き る 可能 
性 が 「 極 め て 高い 」 (He 2013; Xuyang 2012) と いう 自ら の 分 析 結 果 か ら 、| 内 陸地 
方 に お ける 一 切 の 原子 力 発 電 所 ] の 建造 に 反対 し て いる 。 も う 一 人 の 主要 人 物 と 


し て 、 国 


務 院 傘下 の 研究 所 で 政策 研究 員 を 務め 、 安 全面 の 見 地 か ら 内 陸 部 


こ お け 


る 原発 建設 に 異議 を 唱え て きた 王 赤 楠 (Wang Yinan) の 名 が 挙げ られ る (Yu 
また 高 名 な 批判 者 の 中 に は 、 原 発 プ ロジ ェクト 予定 地 に 接する 地方 の 政 
府 職 員 も 含ま れる 。 そ れ を 最も よく 表わし て いる の が 江西 省 で 進め られ て いる 彰 
沢 原子 力 発電 所 プロ ジェ クト で あり 、 当 初 は AP1000 原子 炉 2 基 の 建造 が 予定 き 


2016b) 。 
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れ て いた (Wang 2009) 。 
湖北 省 威 寧 お よび 湖南 省 桃花 7 
原発 プロ ジェ クト は 2000 年 代 後 ヨ 
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[で 進め られ て いる プロ ジェ クト と 合わ せ 、 彰 沢 
E に 提案 きれ た 内 陸 部 初 の 原発 建設 プロ ジェ ク 
ト の 一 つ で ある 。2010 年 、 中 国政 府 の 原子 力 関係 者 は 、 
も | 建設 開始 の 準備 が 整う ] と 予測 し て いた (Zheng and Wu 2010)。 し か 
原発 事故 に よっ て 彰 沢 原発 に 対す る 激しい 反対 運動 が 起き 、 隣 接する 安 微 省 
と り わ け 反 対 の 声 が 強かっ た (Cui 2012) 。 彰 沢 原発 の 建 
民 に 不可 欠 な 水 を 供給 し て いる 揚 子 
2012)。2011 年 7 月 、 安 微 省 の 元 政府 職員 
に 請願 を 行ない 、 プ ロジ ェクト の 認可 に 関 


これ ら の 場所 で 年 末 に 


し 福島 

で は 
設 予定 地 は 、 安 微 省 の 
[沿い に 存在 し て いた の で ある (Hook 
4 人 が 地元 政府 と 中 央 政府 の 関連 機関 
する 様々 な 問題 点 を 挙げ て 工事 の 中 止 


を 求め た 。 最 終 的 に この 請願 は 、 建 設 予定 地 の 下流 に 位置 する 安 微 省 望 ? 
[県 は プロ ジェ クト に 反対 の 立場 を と り 、 


政 当 


局 に 届い た 。 COMA, SE 


ジェ クト が 「EIA 報 告 書 を 改ざん し た 」 と 公 の 場 で 非 鞭 
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FE す る と と も に 、 人 口 


の 高 さ と 地震 の 可能 性 に 関す る 懸念 を 表明 し た 。 ま た 建設 予定 地 の 選 定 に 先立ち 


隣接 する 各地 域 に 相 
この 事例 は 、 原 子 力 発電 所 の 建設 
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EG 


る と いう 、 よ り 一 般 的 な 問題 を 指し 示し て いる (Aldrich 2008) 


発電 所 に よる 経済 的 利益 は 全て それ が 立 
事故 に よる 影響 
る (Zhu 2014) 。 

また 中 国 に は 、 内 陸 部 に お け 
が 存在 し て いる 。 将 来 的 に 原子 力 発 
し て 原発 を 建設 ・ 運 営 する 国有 企業 
た め に 、 福 島原 

ヵ所 一 一 湖南 省 ね 
し て みよ う 。 
WE, ME, À 
を 再開 する と いう 意気 
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発 事 
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江 、 湖 北 省 
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談 が な か っ た と し て 
定 地 を 決定 する 際 に 利害 の 対立 が 発生 し 得 


[ 西 省 を 批判 し て いる (Wen 2014), 


。 つ まり 、 原 子 力 
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は 隣接 する 各省 (MERE) に も 及ぶ 構造 に 


[ 西 の 各省 政府 が 内 陸 部 に お ける 原子 力 発電 所 の 計 
込み は 経済 的 利益 に 起 
ぞ れ の プロ ジェ クト に 利害 関係 を 有 し て お り 、 た と えば 湖南 省 政府 が 桃花 


ELTS G 


の も の と な る が 、 
っ て いる の で あ 


) 
な 


再開 を 目指 し て 活発 に 動く 非常 に 強い 勢力 
電 所 が 立地 する 内 陸 部 の 省 お よび 県 政府 、 そ 
ど が それ で ある 。 と こう 
放 以 前 か ら 原 子 カ 発電 所 の 建設 が 計画 きれ て いた 内 際 部 の 3 
Wok, SLC 


し た 勢力 を 理解 する 
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に お ける 状況 を 検討 


画 > 
因 す る も の で ある 。 各省 政府 は それ 


ジェ クト の 5 パー セン ト を 直接 投 ! 
し た 地元 エネ ルギー 企業 


ー セ ント を 掘っ て いる (Yu 2015)。 
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は この こと を 必死 
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(Zhongguo Jinggong Bao 2014), こう し た ヨ 
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発電 公司 の 総 経理 Ct] 


対 


する 700 億 元 
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資す る 一 方 、 
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よっ て 経済 的 利益 を 得る 立場 に あり 、 
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め る し か な い 、 と いう わけ で ある 。 商 業 専門 誌 の Nuclear Intelligence Weekly \X 2015 
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設 中 の 原子 力 発電 所 に よる 発電 能力 と の 間 に 「 大 き な 隔 た り 」 が 存 


im 


され て いる (Zhongguo Jinggong Bao 2014) 。 同様 に 、2016 年 3 月 に 開催 
民政 治 協商 会 議 の 期間 中 、CGNPC の トッ プ を 務め る 賀 二 は 報道 陣 
の 経済 発展 目標 を 達 過 す る に あたり 、 既 存 の 原子 力 発電 能力 は 「 い 
る 」 と 述べ て いる (L. Wang 2016) 。 

大 な 圧力 と 沿岸 部 に お ける 原発 建設 用 地 の 不 足 に も か か わら ず 、 中 
禁止 を 解除 し て いな い 。2014 年 12 


ES 


KE 


月 、 国 務 院 は エネ ルギー 開発 戦略 行動 計画 (2014-20 ; 以後 「 行 動 計 画 ] と 記す ) 


" 
保護 
業 行動 


様 の 原子 カエ ネル ギー 目標 は 、2014 年 5 月 に NDRC、 能 源 局 、 お よび 環境 
が 共同 で 作成 し た 「 大 気 汚染 の 防止 ・ 抑 制 を 強化 する た め の エ ネル ギー 産 


計画 ] に 記述 され て いる 。 


第 4 章 新 標準 ? 中 国 に お ける 核 エ ネル ギー の 将来 性 の 変化 u5 


を 公表 し た 。 こ の 行動 計画 に 関す る 内 部 文書 は 、 内 陸 部 で の 原発 建設 に は さら な 
る 調査 と 安全 性 の 証明 が 必要 だ と し て いる (CNEA 2014b) 。 ま た 行動 計画 の 公表 
前 後に な され た 各種 報道 も る 「 中 国内 陸 部 の 原発 建設 に は な お 多く の 議論 が 存在 し 
て いる 」 と する 一 方 、CNEA 韓 部 は 報道 機関 に 対し 、 内 陸 部 の 原発 建設 を 進め る 
に あたっ て は 「 何 度 も 繰り 返し 安全 性 を 立証 すね ば な ら な い 」| と 述べ て いる 
(CNEA 2014a) o 

さら に 2016 年 3 月 、 ヌ ル ・ ベ クリ CNEA 局 長 は 天然 資源 防護 協議 会 (NRDC) 
副 議長 と 共同 で 発表 を 行ない 、 内 陸 部 に お ける 原発 建設 を 促進 する 目的 で 中 央 政 
府 の 数 値 目 標 を 使っ た と し て 、 各 省 政 府 と 原子 力 業 界 を あか ら さ ま に 非 難し た 。 
その 中 で ベク リ は 、「 第 13 次 5 ヵ年 計画 に 取り 入れ られ た 原子 力 発電 の 増強 目標 
(58GW) を 達成 する に は 、 沿 岸部 の 原子 力 発電 所 で 十分 だ ] と 述べ て いる (Xie 
2016)。 そ の 上 で 、 内 陸 部 に お ける 原発 建設 を | 再開 する 予定 は な い 」 LÉ 
CNEA と し て は 安全 性 が 「 絶 対 的 に 保証 され る 場合 に の み 内 陸 部 の プロ ジェ ク 
ト 再開 を 勧告 する と し た (Xie 2016)。 こ うし た 異例 の 厳し い 発 言 一 一 厳密 に 言え 
ば 、 安 全 性 の 絶対 的 保証 は 不可 能 で ある 一 一 は 二 つ の こと を 示唆 し て いる 。 第 1 
に 、 沿 岸部 以外 で 原子 力 発電 所 を 建設 する に は いま だ 大 き な 政 治 的 障 璧 が 立ち は 
だ か っ て いる こと 、 そ し て 第 2 に 、NDRC と 国務 院 は 低調 な エネ ルギー 需要 の お 
か げ で 、 内 陸 部 の 建設 再開 を 求め る 省 政府 お よび 原子 力 業界 の 圧力 に 、 よ り 耐 え 
られ る こと 、 で ある 。 第 2 の 点 は 、 先 に 論じ た 石炭 火力 発電 能力 の 余剰 分 の 地域 
分 布 を 検討 する こと で 裏付け られ る 。 内 陸 部 に 位置 する 二 つ の 地域 送電 網 一 一 北 
西部 送電 網 と 中 央 部 送電 網 一 一 に お いて 、 提 案 中 の 石炭 火力 発電 所 が 全て 稼働 を 
開始 し た な ら ば 、 そ の 合計 発電 量 は 4 万 1.010MW となり 、 発 電 能 力 の 余剰 は 4 
7j 7,300MW と な る (Yuan et al. 2016: 142). 


新型 原子 炉 の 設計 に 関す る 問題 点 


国務 院 が 2011 年 か ら 12 年 に か け て の 検討 を 経て 布告 し た 政策 変更 に よる 第 2 
の 制限 は 、「 新 規 に 建設 され る 原子 力 発電 設備 は 、 第 3 世代 技術 の 安全 基 進 を 満 
た さき さ な け れ ば な ら な い 」| と いう 規制 で ある (Wen 2012) 。 こ れ が 原子 力 の 急速 な 
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拡張 に 突き つけ る 問題 は 、 第 3 世代 型 つ まり 最新 型 の 原子 炉 が 、 中 国 だ け で な く 
世界 各国 に お いて より 高額 な も の と な り 、 
よう に な っ て いる と いう 事実 で ある (Schneider et al. 2015), 

福島 原発 事 逆 の 発生 以前 、 中 国政 府 の 原子 力 部 門 担当 者 と 政策 決定 者 は 、 第 3 
世代 型 原子 炉 の 開発 を 、 中 国 の 原子 力 部 門 に 
た 。 ま た 政府 が 2005 年 に 公表 し た 「 国 家 
も 、 研 究 開発 が 優先 的 に 行なわ れる 分 野 と し て 「 最 先端 大 規模 加 圧 水 型 原 子 炉 ] 
の 国産 化 が 挙げ られ て いる (Mu 2010: 380)。 だ が こう し た 目標 に も か か わら ず 、 
福島 原発 事故 当時 、 中 国 は 第 3 世代 型 原 子 


し か る 建造 に より 多く の 年 月 を 要する 


お ける 主要 な 技術 目標 と 認識 し て い 


だ っ た 。2011 年 当時 、 中 国 で 建設 中 だ っ 


1000、AP1000、 お よび 欧州 加 圧 水 型 原 子 


中 長期 科学 技術 計画 (2006-2020) | で 


炉 技 術 の 国産 化 を まだ 進め て いる 最 中 
た 27 基 の 原子 炉 は 、CNP-600、CPR- 
F (EPR) の 各 タ イプ で 構成 され て い 


た (WNA 2011) 。 こ れ ら の 中 で 中 国 製 の CNP-600 と CPR-1000 は 第 2 世代 に 分 類 
され て お り 、 ヨ ー ロ ッ パ 製 お よび アメ リカ 製 の モデ ル に 比べ 安全 性 が 低い と 考え 
られ て いた 。 中 央 政府 は これ を 受け 、 西 洋 型 モ デル (この 場 合 は AP1000) の 改 


良 型 を 基 に 国産 の 第 3 世代 原子 炉 を 開発 すべ く 、「 原 子 力 発電 自立 プロ グラ ム ]」 


の 策定 を 命じ た 。 し か し 福島 原発 事故 の わずか 1 年 前 で ある 2010 年 、 RENE 
の 科学 者 2 名 は 「 中 国 は 第 2 世代 原子 炉 の 技術 を 基本 的 に 修得 し た が 、 第 3 世代 


Zhang 2010; 4283、 傍 点 著 者 )。 


原子 炉 を 建造 で きる 能力 が な か っ た こと ! 


型 の 開発 に 必要 と され る 研究 開発 は いま だ 不 十分 で ある 」 と し た (Zhou and 


ゆえ に 福島 原発 事故 当時 、 に 独自 の 第 3 世代 


は 明らか で ある 。 


に も か か わら ず 、 中 国 の 原子 力 業界 は 国 
り 、 第 3 世代 型 原子 炉 を 土台 と する 原子 力 
る と 強調 し た 。 一例 を 挙げ る と 、 中 国電 力 ] 


チー チョ ウ は 「| 大 地震 に 工 われ た 日 本 の 原 


2 2010 年 の 時 点 で 第 3 


膳 水 型 軽水 炉 (ABWR), 


民 を 安心 させ る べく すぐ さま 行動 に 移 
発電 の 拡大 は 引き 続き 安全 に 行なわ れ 
区 資 集 団 公司 の 総 経理 を 務め る ルー・ 


世代 原子 炉 に 


子 力 発電 所 で 用 いら れ て いる 原子 炉 は 


分 類 さ れ て いる の は 、AP1000、 CEH 


Er ILS 


高 経済 性 単純 化 沸騰 水 型 原子 炉 (ESBWR)、 欧 州 加 圧 


水 型 原子 炉 (EPR), 、 そ し て ロシア 型 加 圧 水 型 原子 炉 (VVER) の み で ある 。 こ の 


うち ESBWR は 2010 年 当時 


まだ 認証 を 受け て いな か っ た 。 
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第 2 世代 型 で あり 、 緊 急 時 に 冷却 シス テム を 作動 きせ る に は 予備 電源 に 頼ら な け 
れ ば な ら な い 」| と し 、 そ の 一 方 「 中 国 沿岸 部 で 建設 中 で あり 、 ま た 広大 な 内 陸 着 
で も 導入 が 予定 され て いる AP1000 原子 炉 は 第 3 世代 型 な の で 、 こ うし た 問題 を 
史 服 する 安全 策 を 備え て いる | と 指摘 し て いる (Xinhua 2011). 

こう し た 発言 は 、 競 争 力 強 化 を 目指 す 中 国 原子 力 業 界 に よる 一 連 の 行動 に つ な 
が っ た 。 中 国 は 第 3 世代 原子 炉 を 独自 に 建造 で きる 能力 を まだ 有 し て いな いた 
め 、 第 3 世代 の 技術 を 活用 する に は 、AP1000 を は じ め と する 西洋 型 の モデ ル に 
頼る 必要 が あっ た 。 し か し 「 第 3 世代 型 原子 炉 技術 を …… 受領 す る に あたり 、 外 
国 組 織 と 契約 書 を 交わ す 」 た め に 必要 な 政府 の 許可 を 得 て い る の は 、 国 家 核 電 技 
術 有 限 公司 (SNPTC) た だ 1 社 だ っ た (SNPTC 2011) 。 福 島原 発 事故 後 の 新規 原 
子 力 発電 所 で は 第 3 世代 原子 炉 の み が 稼 働 を 許さ れる と 中 国 国内 で 予測 され た こ 
と を 受け 、SNPTC は 2011 年 5 月 一 一 事 逆 か ら わ ず か 2 ヵ月 後 一 一 に ウェ ステ ィ 
ング ハウ ス ・ エ レク トリ ッ ク 社 の 韓 部 と 会 合 を 持ち 、 同 社 製 の 原子 炉 が 中 国 の 原 
子 力 市 場 を 独占 する こと に な る だ ろう と 述べ た (TLiand Tranum 2011) 。 

中 国 の 原子 力 業 界 に お ける ライ バル た ち が 、 自 ら の 市 場 シ ェ ア を 脅かし か ね な 
いこ うし た 動き に 反応 する まで 、 そ れ ほ ど 時 間 は か か ら な か っ た 。 同国 の 原子 力 
部 門 を 構成 する 他 の 有力 2 社 、 す な わ ち CNNC と CGNPC は た だ ち に 独自 の 原 
子 炉 開発 を 始め る こと で これ に 対処 し た 。 両 社 に よる と 、 そ の 原子 炉 は 第 3 世代 
型 の 技術 的 な 要求 を 満た す も の だ と いう 。 

2011 年 11 月 、CGNPC は ACPR1000 新型 原子 訪 の 「 完 全 な 知 的 財産 権 」 一 一 
輸出 に 必要 不可 欠 な 条件 一 一 を 取得 し た と 発表 する 。ACPR1000 は 「 第 3 世代 型 
原子 炉 テ クノ ロジ ー の 国際 標準 を 満た す ] に あたり 福島 原発 事故 の 教訓 を 取り 入 
れ た と 、 同 社 は 述べ て いる (Pan 2011)。 そ れ か ら 数 ヵ月 後 の 2012 年 1 月 に 開催 
され た 第 3 回 アジ ア 原 子 力 サミ ッ ト で は 、CNNC も 独自 の ACP1000 原子 炉 を 発 


n 


各種 報道 も 「 中 国 が 原子 力 技術 の 安全 性 に より 焦点 を 当て る 中 、 ア メリ カ の 
ウェ ステ ィング ハウ ス ・ エ レク トリ ッ ク 社 が 開発 し た AP1000 第 3 世代 原子 炉 の 
技術 を 、 将 来 建造 する 原子 力 発電 所 に 導入 する 可能 性 が 高い ] と いう 印象 を 広め 
て いる (Liu 2011). 
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Eg 


表し た (Zhou 2012). 
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それ ら に 加え 、CNNC と CGNPC は 華 龍 1 号 
代 型 原子 炉 を 共同 で 開発 し 、2014 年 に 国家 原子 力 安全 局 の 認証 


第 3 世 
を 受け て いる 


(Hore-Lacy 2014) 。 華 龍 1 号 が 単 一 の 原子 炉 な の か 、 


が それ ぞ れ 別 


に 設計 


こう し た 問題 に も か 


外 へ の 売り 込み が 熱心 ( 
出 契約 が 結ば れ て いる 


ン と の 間 で 輸 


ある い は CNNC と CGNPC 


し た 2 種類 の 原子 炉 を 同じ 名 前 で 呼ん で いる の か に つい て は 、 
今 も 議論 が 分 か れ て いる 


(Yu 2016a; Thomas 2017) 。 
Phos, HLS? MORTAL LTE 
に 行なわ れ て お り 、2015 年 2 月 に は CNNC と アル ゼン チ 


(World Nuclear News 2015) 。 


また 2016 年 3 月 、 


CGNPC と CNNC は 海外 市 場 に お ける 芋 龍 型 原子 炉 の 販売 を 促進 すべ く 、 対 等 


出資 で 新 会 社 


路 構想 ] Oi 


を 設立 し た (World Nuclear News 2016). 中 
の 海外 展開 を さら に 拡大 する 手段 と し て 、 
も 始め て いる 。2016 年 3 月 、 
電 の 開発 を 目指 す [iria] 地域 の 40 ヵ 


し 30 パ ー セ ント の 市 場 シ ェ ア を 獲得 


(CNNC 2016) 6 


CNNC と CGNPC が こ 


代 原 子 炉 の 安 
る 。 両社 
原子 炉 の 開発 を 公 【 


全 基 準 を 本 当 に 


れ ら の 新 


型 原子 炉 を 開発 する の に 要 し た 時 間 は 、 
満た せる か どう か ! 
が 原子 炉 輸出 市 場 へ の 参入 を 目指 し 、 福 島原 発 事故 以前 か ら 第 3 世代 型 


に し て いた の は 確か だ が 、 


H 


の 原子 力 業 界 は 華 龍 1 号 
国家 主席 が 打ち 出し た 「 

CNNC の 係 勤 総 経理 は 、 原 子 力 発 
国 以 上 に お いて 、 華 龍 1 号 が 20 な い 
母 する と いう 野心 的 な 期待 に 


+ 
TH 


BE 


つい て 語っ た 


第 3 世 
こ 関 する 深刻 な 問題 を 提起 し て い 


ACPR1000, ACP1000, @ L TE 


1 号 の 開発 に 対す る 真 の 原動力 は 、2011 年 の 原発 事故 後に 初め て 生じ た も の で あ 


る (World Nuclear News 2010) 。 


A 


カ 原 子 力 規制 委員 会 
さら に 、AP1000 
1999 年 に 「NRC 


RE, 


BBEUIRAFAY TING AA 
2012 年 2 月 に アメ リカ 国内 で の 建設 を 認め られ た (Hargreaves 2012) が 、 
(NRC) が 検査 を 行なっ た 原 設 計 の 修 
自体 が AP600 原 子 炉 の 修 


À, 


E D AP1000 原子 炉 は 
アメ リ 
E 筒 所 は 19 し か な い 。 
正 型 で あり 、NRC は その 13 年 前 の 


エネ ル ギ 


ング ハウ ス 社 


中 国 企業 が 第 


お よび その 下請 
わた る 数 百 万 ドル 規模 の 努力 ] を 経て AP600 に 認可 
Electric Company 2000) 。 

3 世代 型 原子 炉 の 開発 に 比較 的 短い 期間 し か 要 し な か っ た こと は 、 


AIT aE 


電力 研究 所 お よび 支援 機関 、 ウ ェ ス ティ 


E 
ES 


た なら びに 


パー トナ ー 企 業 に よる 、10 年 間 に 
を 与え を て いた (Westinghouse 
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これ ら の 中 国 製 モデ ル が 第 3 世代 型 と 呼ば れ て いる の は 名 目 に 過ぎ な いこ と を 示 
唆 し て いる 。 事実 、 こ れ ら 新型 原子 炉 の 開発 を 追い 続け た アナ リス ト た ち は 、 そ 
の いずれ も 福島 原発 事故 以前 か ら 中 国 で 数 多く 建造 され て いる 第 2 世代 原子 炉 
[CPR-1000 の 拡張 版 ] に 過ぎ な いと し て いる (Hinze and Zhou). SERE 1-743376 
に 認可 され て いる が 、 そ の 設計 は 「 初 期 段 階 ] に と ど ま っ て いる と いう 。 

中 国 で は より 進化 し た 原子 炉 (フラ ンス お よび アメ リカ か ら の 輸入 ) の 建造 が 
行なわ れ て いる も の の 、 そ れ に 伴い 巨額 の コス ト 超 過 と 長期 の 遅延 に 悩ま され て 
いる 。 台 山 で 建設 が 進め られ て いる EPR1 号 機 と 2 号機 は 元 来 それ ぞ れ 「2013 年 
末 お よび 2014 年 秋 の 稼働 開始 ] を 予定 し て お り 、 フ ラン ス の アレ ヴァ 社 も 「 そ 
の 時 点 で きら に 多く の 原子 炉 建 設 に 取り 掛か っ て いる 」 も の と 期待 し て いた 
(Thibault 2010) が 、 ど ちら の 望み も 叶え られ る こと は な か っ た 。 し か し 2016 年 1 
月 、 台 山 1 号 機 で 冷 態 機能 試験 が 実施 きれ る (Taishan Nuclear Power Joint Venture 
Co. 2016)。 こ れ は 原子 炉 へ の 燃料 装荷 前 に 完了 する こと を 義務 づけ られ た 使用 
前 検査 の 一 つ で ある 。 そ し て 同年 3 月 、CGNPC の 幹部 は 台 山 1 号機 の 稼働 開始 
を 2017 年 と 予測 し た (Chaffee 2016) 。 

中 国 は 三門 お よび 海陽 の 両 原子 力 発電 所 で 第 3 世代 原子 炉 AP1000 を 建造 し て 
いる が 、 そ の いずれ も 長期 の 遅延 、 巨 額 の コス ト 上 昇 、 そ し て 安全 に 関す る 問題 
の 発覚 な ど 深 刻 な トラ ブル に 見 狂わ れ て いる (Stanway 2014; Yap and Spegele 2015; 
Lok-to 2016), 。 こ れ ら 原子 炉 の 主たる 問題 の 発生 源 は 、 ア メリ カ の カー ナチス ・ ラ 
イト 社 が 製造 し た 冷却 ポン プ で ある 。 冷却 ポン プ は 原子 炉 内 で 水 を 循環 させ 、 炉 
心 内 の 核分裂 に よっ て 生じ た 熱 を 運ぶ 役割 を 果たし て いる が 、 原 子 炉 和 冷却 ポンプ 
に 異常 が ある と 安全 上 重大 な 結果 を 引き 起こ し か ね ず 、 中 国 の 原子 力 関係 者 も 以 
前 か らら 懸念 を 表明 し て いた 。 た と えば 2013 年 に は 、CNNC の 元 副 総 経理 が こう 
不満 を 漏らし て いる 。「 我 が 国 の 国家 指導 者 は (原子 力 の 安全 性 に ) 重点 を 置い て 
いる が 、 プ ロジ ェクト を 遂行 する 各 企業 は 同じ 程度 の 認識 を 持っ て いな いよ うに 
思わ れる 」 (Ng 2013) 。 そ の 結果 が 度 重 な る 遅延 だ っ た 。2017 年 1 月 の 時 点 で 4 
À O AP1000 原子 炉 が 年 末 ま で の 稼働 開始 を 予定 し て いた (World Nuclear News 
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201S 年 3 月 9 日 に 送ら れ た C・F・Yu の 私 信 よ り 。 
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2017) が 、 そ の 通り に な っ た と し て も 、AP1000 に よる 電力 供給 は 当初 の 計画 か 
ら 4 年 も 遅れ て いる の で ある 。 

緩慢 な 建設 ペー ス は 原子 力 発電 の 目標 値 を 押し 下げ た だ け で な く 、 コ スト の 上 
尋 と いう 結果 も も た らし た 。 中 国 原子 カエ ネル ギー 局 が 行なっ た 推計 に よる と 、 
第 3 世代 型 原子 炉 の 建造 費用 (AP1000 の 場合 、1 キ ロワ ッ ト (kW) あたり 2,300 
ドル ) は 第 2 世代 型 原子 炉 の 建造 費用 (CPR1000 の 場合 、1kW à 72 0 1,750 F OV) 
に 比べ て は る か に 高い と され る (JEA/NEA 2010: 48) 。 ま た 最近 で は 、 華 龍 1 号 の 
開発 副 責 任 者 が 「 華 龍 1 号 の 建造 費目 標 は …… 建造 数 が 大 規模 に な っ た 時 点 で 」 
1kW あ た り 2,500 ドル に 上 る と 予想 し て いる 。「 建造 数 が 大 規模 に な っ た 時 点 で 」 
と いう 但し 書き を 入れ た の は 、 初 期 の 建造 費用 は それ より は る か に 高額 で 、 キ ロ 
ワッ ト あ た り 2,.500 ドル と いう 水準 が あく まで 将来 の 努力 目標 に 過ぎ な いこ と を 
ほのめかし て いる 。 さ ら に 、 他 国 に お ける 原子 力 発電 所 の 建設 を 特徴 づけ て いる 
コス ト 上 昇 と 消極 的 学習 の パタ ー ン (Boccard 2014; Grubler 2010; Koomey and 
Hultman 2007) が 中 国 で も 繰り 返さ れれ ば 、 キ ロワ ッ ト あ た り 2,500 ド ル と いう 
目標 は 永遠 に 達成 され な い だ ろ う 。 ま た 別 の 新聞 記事 も 、 華 龍 1 号 の 建造 費用 が 
キロ ワッ ト あ た り 3,000 ドル に 達する と 暗 に ほのめかす こと で 、 第 3 世代 型 原子 
炉 の コス ト 上 昇 の 見 通し を さら に 裏付け て いる (Abe 2016) 。 

こう し た 高額 の 建造 費 が も た ら す 影響 と し て 、 需 要 の 鈍化 に 直面 し た 中 国政 府 
が 原子 力 に 代わ る より 安価 な エネ ルギー 源 の 採用 を 決め る 可能 性 が 挙げ られ る 。 
と り わ け 風 力 お よび 太陽 光 エ ネル ギー の 発電 能力 は 急速 な 高まり を 見 せ て お り 、 
コス ト 低 減 も 顕著 で ある 。 ゆ え に 、2000 年 以降 の 10 年 間 と 比べ 、 原 子 力 発 電 の 
拡大 目標 は より 控え め な も の に な る と 予想 され る 。 


原子 力 政 策 を 形作る 世論 


中 国 に お いて 原子 力 発電 所 の 新規 建設 を 妨げ て いる 第 3 の 要因 は 、 原 発 立地 に 
反対 する 世論 の 声 に 対し 、 政 府 が ます ます 敏感 に な っ て いる こと で ある 。 福島 原 
発 事故 以降 、 中 国 国 民 は 原子 力 関 連 施 設 が も た ら す リス ク を 強く 認識 する よう に 
な っ た 。 福 島原 子 力 発電 所 に 最も 近い 江蘇 省 連 雲 港 市 の 田 江 原 子 力 発 電 所 の 近隣 


住民 を 対象 ( 
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こ 、2008 年 8 月 と 2011 年 3 月 一 4 月 の 2 度 に わた っ て 実施 され た 調査 


の 結果 、 原 子 力 発電 所 に 対す る 支持 は 出 的 に 減少 し た (Huang et al. 2013) 。「 我 が 


国 は 原子 力 発電 を 活用 すべ き で ある | と いう 設問 に 賛成 だ っ た 回 答 者 の 割合 は 


68 パー セン 


ト か ら 32 パ ー セ ント へ 減少 し て お り 、「 原 子 力 発電 所 の 数 を 直ちに 増 


や すべ き で ある | と いう 設問 に つい て も 、 区 成 し た 回 答 者 の 割合 は 40 パ ー セ ン 


ト か ら 17 パ ー セ ント に 減少 し て いた 。 ま た 「 我 が 町 」 に 原子 力 発電 所 を 建 


す 


E 


DZELLE rE ey kaoge kRAS, 


| どちら と も 
減っ て いる 。 


言え を な い | と 答え た 者 の 割合 も 64 パー セン ト か ら 38 パー セン ト に 
それ と は 対照 的 に 、 反 対す る 者 の 割合 は 13 パ ー セ ント か ら 54 パー 


セン ト に 増加 し た 。 ま た 調査 の 結果 、 原 子 力 発電 が も た ら す 利益 へ の 理解 と 、 政 
府 に 対す る 国民 の 信頼 が 大 きく 減少 する 一 方 、 原 子 力 発電 に 関す る 知識 が 大 幅 に 


増え た こと も 判明 し て いる 。 

他 の 地域 で 行なわ れ た 同様 の 調査 も 、 原 子 力 の 安全 性 と 原発 事故 に 対す る 国民 
の 懸念 が 高い 水準 に ある こと を 示し て いる (Sun, Zhu, and Meng 2016), 。 ま た 中 国 
は 、 福 島原 発 事故 の 前 後に お ける 原発 容認 度 の 差異 が 世界 で 5 番目 に 大 きい 国 と 


な っ て いる 


(Kim, Kim and Kim 2013)。 あ る 世論 調査 で は 回 答 者 の うち の 半数 以 


上 が 、 自 宅 と 原子 力 発電 所 と の 距離 が 80 キロ メー トル 以上 あれ ば 安全 だ と 答え 
た (He et al. 2014) 。 

福島 原発 事故 以降 、 中 国 に お ける 原発 反対 の 声 は ます ます 高まり を 見 せ て いる 
(Buckley 2015; Lok-to 2016). 。 と り わ け 2016 年 8 月 に は 、 連 雲 港 市 で 市 民 に よる 大 
規模 な 反対 運動 が 発生 し た 。 連雲港 は 他 の 5 ヵ所 と と も に 、CNNC が 1.,000 億 元 


(150 億 ドル ) 


の 資金 を 投じ し 、 フ ラン ス 企 業 ア レヴ ァ の 技術 を 用 いて 核 再 処理 施設 


を 建造 する 候補 地 と され て いた (Green 2016) 。 週 末 に あたる 2016 年 8 月 6 日 か ら 


7 日 に か け 、 


建設 計画 に 反対 する 数 千 の 市 民 が 集まり 、 彼 ら は より 大 き な 国 民 の 


支持 を 得 よ うと WeChat と いっ た 中 国 版 ワー シャ ル メ ディ ア を 広範 囲 に 活用 し た 


(Liu 2016) 
市 を 関連 づ ! 


で 危険 だ と ヨ 


参加 者 は 原子 力 全般 に 反対 する だ け で な く 、 福 島原 発 事故 と 連雲港 
ナ 、「 地 震 活 動 が 活発 な 地域 ] に 放射 性 物質 を 貯蔵 する こと は 不適 切 


E 張 し た (Green 2016: 2)。 さ ら に 、 我 が 町 に 再 処理 施設 を 建設 する 政 


府 の 決定 に は 透明 性 が 欠け て いる と 、 役 ら は 荷 立 ち を 募ら せ て いる 。 サ ウス ・ チ 
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ょ つい 最近 


(Hornby and Lin 2016) o 
再 処 理 施設 の 立地 に 関す る 最終 決定 は まだ 下さ れ て いな いと 、 連 雲 港 市 当局 が 


市 民 を 安心 させ よう と し な た 【 


て 続い た 。 そ し て 翌 10 


ルプ ロジ ェクト の 
それ と 同時 に 当 
雲 港 市 で 予 
zc xit 


「 噂 を 信 


する 文書 | 


ング ・ ポ スト 紙 の 記事 に よる と 、 地 元 住民 が 再 処理 施設 の 立地 を 
は 、 国 家 国 防 科技 工業 局 が 新聞 発表 を 行なっ た 後 の こ と だ と いう (Li 
ある 住民 は こう 


語る 。 | 政府 は この プロ ジェ クト を 秘密 に し た 。 国民 が そ 
の こと だ 。 だ か ら ほ と ん どの 人 が 心配 し て いる ん だ よ 」 


こも か か わら ず 、 抗 議 運 動 は 8 月 8 日 か ら 9 日 に か け 


する と 同時 


ra 


(Henochowicz 2016) o 


日 、 市 当局 は 劇 的 な 政策 転換 を 行ない 、「 核 燃料 リサ イク 
地 選定 に 関わ る 予備 作業 を 延期 する 」 と 発表 する (Li2016)。 
局 は 反核 運動 の さら な る 拡大 を 押し と ど め る 措置 
定 き され て いた 抗議 運動 の 「 中 を 撤 き 散ら し た 容疑 」 で 少な く と も 一 人 
に 、 港 を 運営 する 連雲港 港口 有限 
じ な い 」「 噂 を 広め な い 」 BEN TERRES 
こ 賭 名 させ た 


を 強化 し た 。 連 


団 公 司 の 労働 者 に 対し 、 
参加 し な い 」 teu 


中 央 政府 も 連雲港 の 動静 に 注目 し た 。 8 月 11 日 、 政 府 当 局 は 検 闘 指示 を 発令 し 


[E SE TER 
ディ アグ ルー プ の 記 
狐 の 記事 
ェクト の 延 
国民 の 声 を 過小 評価 |] しない よう 政府 
連雲港 プロ ジェ クト の 停止 決定 は 、 計 画 中 の 原子 力 関連 施設 が 国 
追い 込ま れ た 最初 の 例 と いう わけ で は な い 。 そ れ 以 前 
[ 石 頂 原子 力 発電 所 、 広 東 省 江 門 市 の 核燃料 サイ クル 工場 、 そ し て 福建 省 の 


け て 中 断 に 
ol 


廃棄 物 プ ロジ ェクト の 延 


は 原子 カプ ロジ ェクト に 


Beg 


恵 安原 子 力 発電 所 プロ ジェ クト が 中 止 さ きれ て いる (Sheng 2014) 。 
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将来 の 原子 力 プ ロジ ェクト が 中 止 さ れ た 以上 ! 
国務 院 法制 弁 公 室 が 2016 年 9 月 に | 原子 


AB) | Ov 


E 委 を 発表 し 、 新 規 原子 力 プ ロジ ェクト の 


期 決定 を 注意 深く 歓迎 する | と 題し た 捜 狐 ス 
き を 削除 し 、 か づつ 転載 し な いよ う 、 各 報道 機関 に 命じ た 。 捜 
まつ わる 政府 の 大 明 性 の 欠如 を 批判 し 、 プ ロジ 
E を 「 正 し い 反 応 ] と 評価 する と と も に 、「 核 廃棄 
に 警告 する 内 容 だ っ た (Wade 2016) 。 


物 に 反対 する 


民 の 反対 を 受 


に も 、 山 東 省 乳 


こ 大 き な 意 味 


発電 管理 規則 


地 選 定 に あ た 


り 世 論 を 考慮 に 入れ る よう 初め て 事業 者 に 求め た こと が 挙げ られ る 。 こ の 改正 案 


が 発表 され た の 


は 連雲港 に お ける 抗議 運動 の 直後 で あり 、| 日 本 の 福島 で 発生 し 
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た 原発 事故 は 、 原 子 力 の 安全 性 に 関す る 疑問 を 再び 国民 の 間 に 引 き 起こ し 、 ま た 
不安 と 反対 の 感情 が 時 々 生じ る 原因 と も な っ た 」] と 法制 弁 公 室 は 記し て いる 
(Stanway 2016) 。NDRC と CNEA に よっ て 起草 され た 改正 案 は 事業 者 に 対し 、 
て の 新規 原子 力 プ ロジ ェクト に つい て それ が 「 社 会 安定 性 ] に 与え る 影響 を 省 政 
府 と 共同 で 評価 する と と も に 、 公 聴 会 を 通じ て 広く 世論 を 吸い 上 げ る よう 命じ て 
いる 。 それ に 加え 、 改 正和 案 は 国民 が 原子 力 発電 に 関す る 政府 の 情報 を 閲覧 で きる 
権利 を 有 し て いる と し た (. Wang 2016; Stanway)。 そ し て この 改正 案 は 最終 的 に 
「 原 子 カ プロ ジェ クト の 建設 お よび 監視 に 国民 が より 深く 関与 で きる 」 こと だが 目 
的 で ある と 、 国 務 院 は 主張 し た の で ある (Sranway 2016)。 

この 現 則 改正 案 は 、 再 処理 施設 計画 を 中 断 さ せ た 連 雲 港 市 当局 の 決断 と 合わ せ 、 
中 国 に お ける 将来 の 原子 力 発電 所 計画 に お いて 世論 が 第 3 の 重要 な 制約 要因 に な 
っ た こと を 示し て いる 。 原子 力 発電 に 対す る 国民 的 な 反対 の 高まり が 全国 規模 の 
反 体 制 運 動 を 引き 起こ す の で は な いか と 、 中 央 政府 と 地方 政府 は 懸念 を 募ら せ て 
いる 。 こ うし た 懸念 に 対し 、 中 央 お よび 地方 政府 の 当局 者 た ち は 検 関 、 拘 束 、 労 
働 者 の 弾圧 と いっ た 従来 の 方 法 を 用 いる 一 方 、 国 民 の 懸念 に 一 定 の 譲歩 を 示し た 。 
連雲港 再 処理 施設 プロ ジェ クト の 延期 、 原 子 力 政策 の 意思 決定 に お ける 透明 性 の 
確保 と 国民 参加 の 強化 を 目的 と し た 規則 改正 が その 例 で ある 。 本 章 を 執筆 し て い 
る 時 点 で 、 実 際 に 中 国 国民 が 意思 決定 過程 に より 深く 関わ れる か どう か を 判断 す 
SO HME CHS. し か し 連雲港 市 当局 と 国務 院 が 見 せ た 素早 い 対応 は 、 政 
府 が 世論 に 敏感 に な っ て いる こと を 如 実 に 物語 っ て いる 。 福島 原発 事故 後に お け 
る 中 国 国内 の 反核 感情 の 高まり か ら 判 断 し て 、 世 論 は これ か ら も 原子 力 発電 の 拡 
充 を 妨げ る 要因 と な る だ ろう 。 


Lu 
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中 国 に お ける 原子 力 発 電 の 将来 像 は 、 も は や これ まで の も の と は 異な っ て いる 。 
10 年 前 、 中 国 は 原子 力 発電 に 関す る 極め て 野心 的 な 目標 を 設定 し 、 そ れ を 達成 
し た 上 、 さ きら に 野心 的 な 目標 を 定め る と いう 評判 を 得 て い た 。 し か し それ は 今や 

過去 の も の で ある 。 経済 が 本 質 的 に 変化 し た 結果 、 エ ネル ギー 需要 の 増加 率 は 著 
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し く 減 少し た 。 そ れ が あま り に 急激 だ っ た た め 、 中 国 acu s 電 能力 を 抱 


(前 述 の 通り )。 に も か か わら ず 、 体 制 が 抱え る 情 性 的 な 性 質 に より 、 Po 
所 を 含む さら に 多く の 発電 所 が 今後 数 年 間 で 稼働 を 開始 する 。 ゆ え に 、 電 力 需要 
発電 能力 の 不一致 は これ か ら さ ら に 深刻 さ を 増 す と 予想 され る 。 結 果 と し て 、 

原子 力 発電 の 成長 率 も 下がる こと が 予想 され る の で ある 。 

中 国 国内 に お ける こう し た 変化 は 、 原 子 力 事 業者 や 製造 業者 を 原子 炉 の 輸出 へ 
と 突き 動か す 役割 を 果たし た 。 と り わ け こ れ ら 事業 者 が 目標 と し て いる の は 西 ヨ 
ー ロ ッ パ 市 場 へ の 参入 一 一 イギリス の ヒン クリ ー・ ポ イン ト C 原 発 が そ の 一 例 
ーー で あり 、 巨 額 の 投資 を も ちっ て それ を 行 な お うと し て いる 。 あ る 面 か ら 見 れ ば 、 
これ は 中 国 原子 力 産業 の 成熟 と 技術 的 能力 の 向上 を 示す も の と 言え よう 。 し か し 
それ と は 異な る 点 か ら 見 て みる と 、 国 内 市 場 の 成長 率 鈍化 に 対す る 反応 で ある と 
も 考え られ る 。 ゆ え に 原 子 炉 の 輸出 は 、 さ ら な る 建造 を 続け る 手段 と な っ た の で 
ある 。 し か し 輸出 市 場 へ の 参入 は 容易 お なこ と で な く 、 と り わ け 安 全面 で 問題 な く 
稼働 する 原子 炉 を 中 国 が 供給 で きる か 和 否 か に つい て 数 多く の 疑問 が 残っ て いる 
(Thomas 2017)。 ま た 中 国 は 国外 で 原子 力 事業 を 行なっ た 経験 が ほとん ど な い 。 
ヒン クリ ー・ ポ イン ト C 原 発 に 対す る 投資 は こう し た 懸念 の 一 掃 が 目的 で あり 、 
その 実行 に は 中 国 の 経済 的 影響 力 が 行使 きれ て いる 。 そ の 結果 、 イ ギリ ス は 見 返 
り と し て ブラ ッ ド ウェ ル 原 発 に お ける 中 国 製 原子 炉 の 導入 を 認め る の で は な いか 
と いう 観測 が な され た 。 

に 対す る 第 1 の 反論 と し て 、 中 国 は 化石 燃料 と り わ け 石 炭 へ の 依存 を 減ら 
す 途 上 に あり 、 そ の 手段 と し て 老朽 化し た 石炭 火力 発電 所 を 閉鎖 し 、 再 生 可 能 エ 
ネル ギー や 原子 力 な ど 、 化 石 燃料 を 使わ な い 新た な 発電 所 の 需要 を 生み 出し て い 
る 、 と いう も の が 挙げ られ よう 。 それは 確か に 間違い な い が 、 本 章 の 前 半 の 記述 
は 、 原 子 力 発電 所 に 内 在 する 制約 一 一 長期 の 建設 期間 、 巨 額 の 費用 、 原 子 炉 設 計 
の 輸入 に まつ わる 諸 問 題 、 そ し て 何より 、 沿 岸部 に お ける 原発 用 地 の 不 足 一 一 の 
た め 、 化 石 燃料 発電 所 は 原子 炉 で な く 再 生 可 能 エ ネル ギー 一 一 風力 お よび 太陽 光 
発電 一 一 の 施設 に よっ て 置き 換え られ る 可能 性 が 高い こと を 示唆 し て いる 。 

第 2 の 反論 と し て 、 原 子 力 エネ ルギー は ベー スロ ー ド 電源 と みな され て いる が 、 
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太陽 光 や 風力 で は この よう な 機能 を 果たす こと が で き な い 、 と いう も の が ある 。 
再生 可能 な 電力 源 と 原子 力 と の 間 に は 重要 な 違い が いく つも ある が 、 中 国 経 済 の 
構造 変化 、 お よび エネ ルギー を 大 量 に 消費 する 製造 業 一 一 鉄鋼 業 お よび セメント 
業 な どーー か ら の 脱却 が 進ん だ 結果 、 こ う し た 主張 は 説得 力 を 失い つつ ある 。 
中 国 に お ける 電力 需要 の パタ ー ン を 支配 し て いる の は 、 産 業 面 の エネ ルギー 和 需要 
な の で ある 。 

本 論 は 示唆 的 な も の で あっ て 断定 的 な もの で は な いと 、 こ こ に 改め て 強調 する 。 
内 陸 部 に お ける 原発 建設 を 支持 する 勢力 と 、 そ うし た 動き に 反対 する 勢力 と の 間 
の 政治 的 な 権 カバ ラン ス が 変化 し 、 新 規 原発 の 立地 に 関す る 制約 が 取り 払わ れる 
可能 性 も 当然 な が ら 存 在 する 。 し か し 現状 を 見 る と 、 そ うな る 可能 性 は 低い 。 内 
際 部 で の 原発 建設 を 支持 する 勢力 が 、 エ ネル ギー 需要 の 低 成長 時 代 を 迎え る 前 に 
反対 派 を 届 服 させ る こと が で き な い と すれ ば 、 エ ネル ギー 需要 の 成長 率 が ます ま 
す 低 く な り 、 か つ 原 発 建設 に 地元 住民 が 反対 の 声 を 上 げ る と いう 状況 の 下 、 彼 ら 
の 勝利 の 可能 性 は ます ます 低く な る 

こう し た 事態 の 推移 や 変化 が 意味 する の は 、 中 国 が 原子 力 か ら 脱却 し つつ ある 
と いう こと で は な い 。 し か し これ まで の 想定 と は 対照 的 に 、 中 国 が 世界 的 な 原子 
力 拡充 の 推進 力 と な る 可能 性 も また 低い の で ある 。 


£263 

本 章 は 先行 研究 (King and Ramana 2015) の 一 部 を 土 公 に し て いる が 、 構 成 と 論旨 は 
全 に 変え て いる 。 ま た 2014 年 8 月 12 日 か ら 14 日 に か け て キャ ン ベ ラ の オー ns 
立 大 学 で 開催 さき れ た ワー クシ ョ ッ プ 「 東 アジ ア に お ける 原子 力 : 費用 と 効用 ] に 筆者 ら を 
招待 し 、 本 書 の 草稿 に 貴重 な 論評 を 加え た ピー ター・ ヴ ァ ン ・ ネ ス に 感謝 し た い 。 さ ら に 


5 ベー スロ ー ド 電源 の 重要 性 が 失わ れつ つ あ る 事実 は 、 各 国 で 実施 され た 様々 
な 研究 調査 に よっ て 実証 され て いる 。 イ ギリ ス の 例 を 挙げ る と 、「 英 国 に お ける 
現在 の 電力 需要 パタ ー ン の 下 、 同 国 の 電 カ シス テム が 、 風力 に よっ て 生み 出さ れ 
る 電力 の 平均 お よそ 30 パ ー セ ント 、 お よび 大 陽 電 池 に よる 電力 の 平均 10 パ ー セ 
ント を 確保 お すれ ば 、 ベ ー ス ロー ド 電 源 の 必要 性 は 消滅 する ] と いう こと が 研究 に 
よっ て 明らか に され て いる (Smith and Grubb 2016: 3、 傍 点 は 原文 より )。 
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値 ある 意見 を 送っ て くれ た ウェ イ ・ ペ ン 、 ビ ル ・ ス ウィ ー ト 、 ス ティ ー ヴ ン ・ ト ー マ ス 、 
C・F・ イ ー、 そ し て デレ ク ・ ア ボッ ト の 各氏 に も 深い 感謝 の 気持 ち を 捧げ た い 。 
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韓国 原子 力 産 業 の 政策 と 慣行 へ の 反対 運動 


ロー レン ・ リ チャ ー ド ソン 


要 E 

2011 年 3 月 (3.11) に 日 本 を 競っ た 一 大 危機 は 、 反 核 運動 が 世界 
中 で 再燃 する 契機 と な っ た 。 そ れ は 日 本 に 最も 近く 、 福 島 か ら の 放 
射 性 降下 物 が 観測 され た 韓国 も 例外 で は な い 。 本 章 で は 、3.11 後に 
政府 が 下 し た 原子 力 エ ネル ギー 生産 の 拡大 決定 に 対し 、 韓 国 の 反 原 
発 運 動 が 一 見 無力 だ っ た 理由 を 検証 する 。 韓国 に お ける 反 原 発 運動 
の 限界 は 、 エ ネル ギー 政策 の 意思 決定 が 高度 に 不透明 化 さ れ て いる 
こと 、 政 府 の 掲げ る 「 グ リー ン 成 長 戦略 ] に 原子 力 が 組み 込ま れ て 
いる こと 、 そ し て 反 原 発 運動 の 戦略 に 不 十 分 な 点 が ある こと に 起因 
する 。 こ うし た 阻害 要因 に も か か わら ず 、 反 原発 運動 は 原子 力 業界 
に 最近 及 ん だ 国内 的 な 衝撃 を 見 事 に 利用 し 、 韓 国政 府 の 原子 力 エネ 
ルギー 目標 を わずか で は ある が 削減 さき せる と いう 、 大 き な 結 果 を 生 
み 出 し た の で ある 。 
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2011 年 3 月 (3.11) に 日 本 の 北東 部 を 襲っ た 大 地震 と 、 そ の 後 福島 第 1 原子力 
発電 所 で 発生 し た メル ト ダ ウン は 、 世 界 の 原子 力 業 界 に 大 き な 影 響 を 与え た 。 岩 
災 直 後 、 ド イツ や スイ ス な と 遠く 離れ た 諸国 さえ も 、 原 子 カ エネ ルギー 計画 の 完 
全 な 停止 を 選択 し た 。 被災 地 に より 近い 吾 湾 で は 政府 主導 で 段階 的 な 脱 原 発 が 進 
め ら れ て お り 、 同 国 で 4 番目 と な る 原子 力 発電 所 の 建設 計画 も 中 断 さ れ た 。 こ れ 
ら の 政策 転換 は 、 福 島 の 危機 を 受け て 発生 し た 全国 的 な 反 原 発 運 動 に よっ て 引き 
起こ きれ た も の で ある 。 し か し 、 い ささ か 意外 な こと に 、 日 本 に 最も 近い 韓国 は 
全く 逆 の 反応 を 見 せ た 。 福 島 か ら の 放射 性 降下 物 が 自国 の 領域 に まで 達し た に も 
か か わら ず (Hong et al. 2012 参 照 )、 韓 国政 府 は 3.11 以降 も 原子 力 エ ネル ギー 
画 を 加速 させ 、 原 子 力 技術 の 輸出 大 国 と な る 計画 を 推し 進め た の で ある 。 BE 
李 明 博 大 統領 は 固 炎 か ら わ ず か 数 ヵ月 後 、 国 内 の 原子 炉 を 倍増 させ る と いう 政権 
が それ まで 掲げ て きた 目標 を 繰り 返す と と も に 、 原 子 力 技術 は 引き 続き 重要 な 輸 
出 分 野 で ある と 強調 し た 。 
この 反応 は いく つも の 点 で 不可 解 で あや っ た 。 は じ め に 、 ド イツ や スイ ス 、 台 澄 
と 同じ く 、 韓 国 の 反 原 発 運 動 も 福島 原発 事故 を 受け て 前 例 の な い 規 模 に 拡大 し た 
が 、 表 向き は まっ た く 成 果 を 挙げ ば て いな い 。 反 原発 運動 の 高まり は 原子 炉 の 安全 
性 に 対す る 国民 の 信頼 が 揺らい だ た めで ある こと は 明白 で あり 、 運 動 家 た ち は 原 
子 カ エネ ルギー 政策 に 大 き な 課 題 を 突き つけ て いる 。 さ ら に 、 長 き に わた っ て 国 
家 を 支配 し た 独裁 政権 が 1980 年 代 後 半 に 終 者 を 迎え た 後 、 韓 国 の 市 民 社 会 は 
様々 な 政策 分 野 に 強い 影響 力 を 及ぼ す よ うに な っ て いる が 、 原 子 力 の 発電 能力 を 
増強 する と いう 政府 の 決定 の 前 に 、 運 動 家 た ち は 無 力 に 思わ れる 。 福島 原発 事故 
が 起き た 年 、 韓 国 の 市 民団 体 が 日 韓 で 検討 きれ て いた 防衛 協定 を 中 止 に 追い 込ん 
だ こと 、 お よび 「 元 慰安 婦 ] ら が 外交 部 に 対し 、 よ り 強 い 姿 勢 で 日 本 政府 と の 外 
交 交 渉 に 臨む よう 圧力 を か けた こと 一 一 いずれ も 政治 的 影響 力 を ふる っ た 多く の 
例 の うち の 二 つ に 過ぎ な い を 考え れ ば 、 こ れ は や や 不可 思 議 に 思え る 。 
ら ば 、 韓 国 の 反 原 発 運動 が 原子 力 政策 に 関す る 政府 の 決定 を 覆す せな か っ た の 
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は な ぜ な の か ? 表向き 成果 を 挙げ て いな い の は 、 韓 国 の 原子 力 エ ネル ギー 政策 
に 運動 が 影響 力 を 有 し て いな いか ら な の か ? その 力 を 妨げ て いる 要因 は 一 体 何 
か ? 本 章 で は 、 韓 国 の 原子 力 エ ネル ギー 産業 が 1980 年 台 後 半 か ら 2016 年 に か 
け て 維持 し て きた 政策 お よび 慣行 を 変え た よう と する 反 原 発 運動 の 分 析 を 通じ 、 こ 
れ ら の 疑問 に 対す る 解答 を 求め る 。 反 原発 運動 が 直面 し て いる 課題 の 一 部 は 、 韓 
国 に お ける 原子 力 エ ネル ギー の 構造 的 発展 か ら 生 じ た も の で あり 、 本 章 で は まず 
この プロ セス の 進行 過程 を 概説 する 。 次 いで 福島 原発 事故 前 後に お ける 反 原 発 運 
動 の 実効 性 を 検証 し 、 そ の 目標 と 戦術 に つい て 言及 する 。 そ し て 反 原 発 運 動 に 対 
し て 政府 が 無関心 を 装っ た 理由 の 検証 を 行ない 、 最 後に 原子 力 エ ネル ギー 政策 に 
対す る 二 つ の 差し 迫っ た 阻害 要因 を 検討 し て 本 章 を 締め くく る 。 

ここ で 本 章 に お ける 3 つの 主要 な 論点 を 提示 する 。 第 1 に 、 核 廃棄 物 処理 施設 
の 建設 を 防ぐ に あたり 、 反 原発 運動 は 新規 原子 力 発 電 所 の 建設 を 阻止 する 戦略 よ 
り も か な り 多 く の 成 果 を 挙げ た 。 第 2 に 、 反 原発 運動 が 原子 力 発電 を 廃止 に 追い 
込め な か っ た の は 、 韓 国 に お ける エネ ルギー 政策 の 意思 決定 が 高度 に 不透明 化 さ 
れ て いる こと 、 政 府 の 掲げ る 「 グ リー ン 成 長 戦略 」 に 原子 力 が 組み 込ま れ て いる 
こと 、 そ し て 反 原 発 運動 の 戦略 に 不 十 分 な 点 が ある こと に 起因 し て いる 。 第 3 に 、 
こう し た 制約 に も か か わら ず 、 反 原発 運動 は 原子 力 産業 に 最近 及 ん だ 国内 的 な 衝 
撃 を 見 事 に 活用 し 、 政 府 の 原子 力 発 電 目 標 を 縮小 させ る と いう 結果 を も た らし た 。 
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韓国 に お ける 原子 カエ ネル ギー 政策 の 発展 


朝鮮 戦争 (1950 一 53) 後に 始め られ た 韓国 の エネ ルギー 政策 は 、 経 済 成長 を 実 
現し 、 輸 入 へ の 依存 を 最小 化し 、 長 期 に わた る エネ ルギー 安全 保障 を 確保 する 必 
要 性 に よっ て 進め られ て きた 。1950 年 台 後 半 、 韓 国政 府 は 戦争 に よっ て 壊 減 状 
態 と な っ た 経済 を 復興 させ る べく 、 そ の 手段 と し て 原子 力 発電 計画 の 推進 を 決定 
する 。 原発 は エネ ルギー の 安定 供給 を も た らし 、 輸 出 主体 の 経済 成長 を 容易 に す 
る と と も に 、 価 格 の 高い 石油 、 石 炭 、 ガ ス の 輸入 に 対す る 依存 を 軽減 する も の と 、 
政府 幹部 は 想定 し て いた 。 こ の 目標 に 向け 、 韓 国 は 1957 年 に 国際 原子 力 機 関 
(IAEA) に 加盟 、 そ の 後 1958 年 に 核 エ ネル ギー に 関す る 法律 第 483 号 を 施行 する 
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と と も に 、 翌 1959 年 に は 原子 力 院 を 新設 し た 。 

1960 年 代 か ら 1980 年 台 後 半 ま で 続い た 独裁 政権 に よる 強権 の 下 、 原 子 力 政策 
の 遂行 が 国民 の 反対 運動 に 妨害 され る こと は ほぼ な か っ た 。 BIE. AMER MH 
(1961-79) は 反共 産 主義 法 お よび 国家 安全 保障 法 を 盾 に デモ 参加 予定 者 の 弾圧 に 
乗り 出し 、 催 涙 ガ ス や 政 厳 令 と いっ た 手段 で 彼ら を 制圧 し た 。 そ の 裏 で は 1962 
年 に 同国 初 の 原子 炉 と な る 小型 研究 炉 が 臨界 に 達し て いる 。 そ れ か ら お よそ 10 
年 後 、 朴 政権 は 港湾 都市 釜山 に 古里 原子 力 発電 所 を 建設 する よう 指示 し 、1978 
年 に 運転 が 開始 され た (Hwang and Kim 2013: 196) o 

独裁 政権 が 続い た こと に 加え 、 ア メリ カ 合 衆 国 と の 同盟 関係 も 原子 力 エ ネル ギ 
ー 発 展 の さら な る 原動力 と な っ た 。 韓 国政 府 が 原子 力 エ ネル ギー 計画 に 乗り 出し 
た 結果 、 ア メリ カ の 原子 力 業界 、 韓 国 の 複合 企業 (財閥 )、 そ し て 韓国 政府 の 間 
で 利害 の 一 致 が 生じ た の で ある 。 ア メリ カ の 各 原 子 力 関連 企業 は 反共 諸国 に 原子 
力 技術 の 導入 を 進め る と いう 明確 な 目標 を 掲げ て お り 、 韓 国 を 魅力 ある 潜在 的 市 
場 と みな し た 。 事実 、1978 年 に 韓国 初 の 原子 炉 一 一 古里 1 号 を 建造 し た の は 
コン バッ ショ ン ・ エ ンジ ニア リン グ (後に ウェ ステ ィング ハウ ス ・ エ レク トリ ッ ク 
社 に 吸収 ) と いう アメ リカ 企業 で あり 、 移 明 期 に あっ た 韓国 原子 力 産業 に 技術 的 
ノウ ハウ を も た ら す 結果 と な っ た 。 

一 方 、 ア メリ カ 政 府 は 同盟 国 の 原子 カエ ネル ギー 政策 に 対し 一 定 の 影響 力 を 確 
保 し た いと 望ん で いた が 、 こ の こと は 韓国 に 独自 の 核兵器 開発 を 諦め させ た 事実 
に よっ て 裏づけ られ て いる 。 北朝 鮮 に よる 軍事 的 圧力 の 増大 と 、1971 年 に 実施 
され た 米 軍 数 千 名 規模 の 一 部 撤退 は 、 朴 大 統領 に 核兵器 の 開発 と その 拡大 と いう 
野望 を 抱か せ た (Hayes and Moon 2011) 。1972 年 に 締結 され た 「 核 エネ ルギー の 
民間 利用 に 関す る アメ リカ 合衆国 政府 と 韓国 政府 と の 間 の 協力 合意 ] を 通じ 、 韓 
国 に 対す る 核 物 質 お よび 原子 力 技術 の 提供 は 発電 目的 に 限る と 宣言 する こと で 、 
アメ リカ 政府 は こう し た 野望 を 抑え 込 も うと 試み る 。 ま た この 合意 文書 は 、 ウ ラ 
ン 濃縮 を 禁じ る と と も に 、 燃 料 サ イク ル 計 画 お よび 原材料 の 供給 を 制限 する こと 
で 、 韓 国 の 核兵器 保有 能力 を 一 層 低 くし た 。1970 年 代 中 盤 、 韓 国 原子 力 研究 所 
は ベル ギー か ら 再 処理 施設 を 購入 する こと で 合意 内 容 の 抜け 道 を 見 つけ よう と し 
た が 、 ア メリ カ ・ カ ナダ 両 政府 は 韓国 に 金融 面 で 圧力 を か け て 取引 を 潰し 、 さ ら 
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に アメ リカ 政府 は 原子 力 エ ネル ギー 計画 に 対す る 支援 打ち 切り を ほ 


の めか し た 


(Hayes and Moon 2011: 51-3) 。 こ うし た 圧力 の 結果 、 朴 大 統領 は 1970 年 代 未 に 核 


兵 准 の 開 革 ・ 拡 大 計画 を 断念 し て いる 。 
1980 年 代 初 頭 か ら 中 盤 に か け 、 韓 国 に お ける 原子 力 発電 の 拡大 は 


こ ほ と ん と 妨害 され る こと な く 進 め ら れ た 。 こ れ は 民主 化 の 達成 が 国 
大 半 を 占め て いた こと が 大 きい (Leem 2006)。 こ うし た 状況 の 下 、 韓 


(KEPCO) は アメ リカ 原子 力 企業 の 支援 を 受け 、 新 た に 原子 炉 8 基 の 


市 民 の 反対 
民 の 意識 の 
国電 力 公社 
建造 を 監督 


し た 。 そ の 結果 、 e 子 力 業 界 は 電力 総 需 要 の 45 パー 


セン ト を 供給 する まで に 発展 し 、 技 術 面 で も 事実 上 の 独立 を 果たし た 
原子 力 発電 は 、 韓 国 の 急速 な 工業 化 と 経済 発展 に 深く 結び つく よう ! 
ある 。 


原子 力 に 反対 する 草の根 運動 


し か し 1980 年 代 後半 に 民主 化 運動 が 始ま る 中 、 原 子 力 産業 は 大 き 
抗 運動 に 直面 する 。 独 裁 政権 に 対す る 市 民 の 虹 動 が 10 年 に わた っ て 


。 か くし て 


に な っ た の で 


な 社会 的 抵 
続い た 後 、 


韓国 国民 は 朴 政権 下 の 発展 モデ ル 、 と り わ け 上 原子 力 へ の 傾倒 に 疑問 の 声 を 上 げ 始 


め た 。 こ の 声 は 政治 的 自由 の 拡大 と と も に 一 層 大 きく な り 、 初 期 の 


反核 運動 を 


徐々 に 引き 起こ し て いっ た 。 初 め の 頃 、 こ うし た 運動 は 原子 力 発電 所 の 周辺 地域 


に と ど ま っ て いた が 、 福 島原 発 事故 に 刺激 され て 全国 的 に 拡大 する 。 
子 力 を 一 掃 す る と いう 反核 運動 の 最大 目標 は 結局 実 を 結ば な か っ た も 


韓国 か ら 原 
DD, RE 


棄 物 処理 施設 の 建設 を 各地 で 中 止 に 追い 込む こと に は 成功 し た 。 本 節 で は 3.11 


の 前 後 そ れ ぞ れ で 反核 運動 が 用 いた 戦術 を 検証 する 。 


第 1 段階 : 福島 以前 


E 


国 の 反核 運動 は 様々 な 環境 保護 団体 や その 他 市 民団 体 の 融合 体 と 
た 。1980 年 代 未 に 多数 発生 し た チェ ル ノ ブ イリ を 含む 原発 関連 の 事 


し て 生ま れ 
HCI HK S 


れ 、 さ ら な る 環境 破壊 を 防ぎ 、 着 実に 悪化 し て いる 国内 の 公害 を 食い 止め る べく 、 


国民 は 力 を 集め 始め た 。 そ の 第 1 段階 と し て 原子 力 廃絶 国民 本 部 が 設 


KIL SAL, Jit 
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子 力 発 電 に 反対 する 草の根 運動 が 始め られ る 。 こ うし た 運動 が 初め て 大 き な 成 果 


を 挙げ た の 


bit DETI o CHINTZ 198046 R24 IRR, fii 
設 は 満杯 に 近づき つつ あり 、 


あっ た 。 運動 家 た ち は こ う 


に 政府 が 核 廃 棄 物 処理 施設 の 候補 
こう し た 例 は その 後 幾 度 も 繰り 返 
# 地 で 大 規模 な 反対 
助 は 大 成功 を 収め 、8 年 間 で 12 の 核 廃棄 物 処理 施設 
(Sayvetz 2012) 。 

ほり 越え る べく 、 
こ 注目 し 始め た 。1990 年 代 中 盤 、 政 府 は 同国 西岸 の 堀 業 島 と 
いう 小島 を 候補 地 に 選定 する 。 し か し この 計画 は 秘密 裏 に 進め られ た た め 、 
こ な っ た 結果 、 怒 り の 抗議 運 』 
運動 の 中 核 と な っ た の が 韓国 環境 運動 連合 
同 で 運動 を 進め 、 住 まい の 
する 堀 業 島 の 住 
に わた っ て いる こと を 示す た め 、KFEM は 市 
BCP A5 OA 
遅れ ば せな が ら 候 補 地 


起き た 一 一 


を 叫び つつ 、 政 府 機関 や 処分 場 の 


期 の 草の根 運 
追い 込ん で いる 
民 に よる さら な る 反対 


^d] 
中 止 に 
国 
て 遠く 離れ た 場所 | 


の 存在 が 明らか ( 


以上 を 誇る KFEM は 様々 な 


性 廃棄 物 が 処理 され る こと に 強く 反対 
DO Z3 SEDE 


2012) 。 ま た 建設 
会 を 主催 する と と も に 、 
政府 が : 
代表 者 ら は 堀 業 島 ( 
安 は 表向き に 


1995 年 春 、 堀 業 


Ex 


raj 


me 


に 程 近 


れ て いた 一 一 300 名 が ソウ ル の 科学 技術 部 庁舎 前 で 抗 5 
直面 し た 政府 は IAEA か ら 専 門 家 を 招き 、 修 補 地 の 調査 を 行なう こと を 余 僕 


対 に 
な くさ れ た 。 そ の 結果 、 活 
いう 住民 の 声 が 正しい こと 
1995 11 月 に 堀 業 


島 へ の 建設 計画 を 


PA 


放射 


は 、 放 射 性 廃棄 物 の 処理 問題 に お いて で ある 。 国内 電力 の 50 パー セ 


済み 燃料 の 保管 施 


生 廃 棄 物 の 保管 が 重要 な 課題 と し て 現われ つつ 


し た 状況 を 、 


[ES 


+ 


市 民団 体 と 共 


環境 面 
hh を 初め て 公表 し た と ころ 、 


(KFEM) で ある 。 会 員数 1 万 3.000 名 


1 の 一 大 危機 と 認識 する 。1986 年 
激しい 反対 運動 が 
民 は 放射 性 物質 の 危険 性 
運動 を 繰り 広げ た 。 こ の 


建設 


反 さ れる 。 市 


韓国 政府 は 処理 施設 の 候補 地 と し 


計画 
展開 され た 。 こ の 時 、 建 設 反対 


ias 


近く で 放射 
遂 し た (Sayvetz 
民 


REX 


集 


H- 


に 関 す る 公聴 会 


こ 活 断層 が 存在 し て いる と 懸念 の 声 を 上 げた 。 し か し 
は 聞き 入れ られ な か っ た 。 結果 的 に 
い 徳 積 島 の 住 


Ex fe し て いる 。 


ミ の 開催 に 同意 し た 際 、 市 民団 体 の 
彼ら の 不 
の 圧力 は ます ます 強まり 、 


tI 


論 


SE 2EB 


断層 の 存在 が 確認 


が 立証 き 


1990 年 代 か ら 21 世紀 初頭 に か け 、 こ うし た 運 


開運 動 を 行なう 。 激 し い 反 


され 、 核 廃棄 物 の 保存 に 適さ な いと 


れ た 。 こう し た 事態 の 進展 を 受け 、 政 府 は 
断念 し て いる 。 


助 は その 後 も 放射 性 廃棄 物 処理 
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場 の 建設 に 反対 し 続け た 。 し か し その 試み は 本 質 的 に 一 地域 内 に と ど ま る 傾向 が 
強く 、 計 画 を 中 止 に 追い 込ん だ 後 は 解散 し て し まう の が 常 だ っ た 。 


第 2 段階 : 福島 以降 


福島 で 発生 し た 原子 炉 3 基 の メル ト ダ ウン を 受け 、 韓 国 の 反 原 発 運動 は 一 種 の 
復活 を 遂げ た 。 今回 の 運動 は より 多様 な 団体 お よび 個人 の 参加 と 、 活 動 範 囲 の 広 
が り に よっ て 特徴 づけ られ る 。 三 重 の メル ト ダ ウン に 至っ た 福島 第 1 原発 の 映像 
が メデ ィ ア を 通じ て 韓国 全土 に 流れ る 中 、 様 々 な 宗教 団体 、 労 働 組合 、 生 活 協同 
組合 、 職 業 団体 、 非 政府 組織 、 学 会 、 そ し て PTA が 結集 し 、 核 の な い 未 来 を 訴 
えた 。 さ ら に 3.11 危 機 は 、 同 じ 志 を 持つ 周辺 諸国 の 活動 家 と 協力 する こと で 、 
反 原 発 運動 が 多国 籍 化す る 原動力 と な っ た 。 そ の 推進 役 は 韓国 の カト リッ ク 団 体 
で あり 、 日 中 の 反 原 発 運動 家 と と も に 東 ア ジア 市 民 社 会 ネッ トワ ー ク を 形成 する 
と 宣言 し て いる 。 こ の ネッ トワ ー ク の 目的 は 、 現 在 こ れ ら 三国 間 で 高まっ て いる 
緊張 状態 に か か わら ず 、 原 子 力 産 業 に 対抗 すべ く 統 一 戦線 を 形成 する と いう も の 
で ある 。 そ の 設立 趣意 書 に は 次 の よう に 雇 わ れ て いる 。「 原 子 力 の 危険 性 に 関す 
る 知識 を 共有 し 、 自 然 エ ネル ギー に つい て の 技術 と 英知 を 広め る こと で 、 東 アジ 
ア は 対立 で な く 平 和 の 中 心 に 、 破 壊 で な く 生 命 の 中 心 に な る だ ろう 」 (East Coast 
Solidarity for Anti-Nuke Group 2012) 。 東 海岸 反核 団体 共同 体 と 命名 され た この グル 
ー プ は 福島 原発 事故 の ちょ うど 1 年 後に 結成 され 、311 名 の 市 民 が 参加 し た と 発 
表 さ れ て いる 。 こ の 事実 は 韓国 の 反 原 発 運動 が ちはや 原発 周辺 に と ど ま る 国内 現 
象 で は な いこ と を 物語 っ て いる 。 

参加 者 の 拡大 に 伴い 、 福 島 事 故 以降 の 反 原 発 運動 は その 活動 対象 を 広げ て いる 。 
運動 家 た ち は 廃棄 物 処理 施設 や 発電 所 の 建設 阻止 と いう 当初 の 梓 に と ど ま ら ず 、 
原子 力 発 電 の 廃止 に 向け て より 広 範 な 活動 を 行ない 、 既 存 の 原子 力 発電 所 を も 対 
象 と する よう に な っ た 。 福島 以降 の 反 原 発 運動 を 支え る 論理 は 、 本 質 的 に 次 の 4 
点 か ら 成 る 。(1) ウラ ン は 最終 的 に 枯 潟 する た め 、 原 子 力 が 恒久 的 な エネ ルギー 
源 と な る こと は な い 。 (2) 先進 国 の 大 半 は も は や 原子 炉 を 新規 に 建造 し て お ら ず 、 
また 福島 原発 事故 を 受け て 原子 力 政策 を 真剣 に 見 直し て いる 。(3) 社会 的 な コス 
ト を 考慮 すれ ば 、 原 子 力 が 経済 的 で ある と は 考え られ な い 。(④) ウラ ン の 採掘 ・ 
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精製 段階 で 二酸化 炭素 (CO。) が 放出 され る た め 、 原 子 力 が 
以上 の 4 点 に 加え 、 反 原発 運動 を 特徴 づけ る 最も 


ギー 源 で ある と は みな せな い 。 


PELLE Lom dv 


重要 な 論理 は [3.11 事故 に より 原子 力 発電 所 は 安全 で な いと 立証 され た 」 と いう 
も の で ある (Nagata 2012) 。 
3.11 後に お ける 反 原 発 運 動 の 最初 の 目標 は 、 韓 国 で 最も 古い 原子 炉 2 基 一 一 古 


里 1 号 機 お よび 月 城 1 号機 一 一 の 寿命 


邊 長 を 阻止 する こと だ っ た 。 こ の うち 古里 


1 号機 は 技術 的 な 寿命 を すでに 超え て お り 、2011 年 春 に 多数 の 間 題 が 発生 し た 結 


果 、 一 時 停止 状態 
と 宣言 


を 開始 


(zi AML 
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し た 月 城 1 号機 も 、 


停止 し た 。 運 転 免許 の 期限 が 2012 年 だ っ た た め 


その 寿命 を 延ばす べく 、 
を 行なっ た 。 そ の 結果 、 


5,600 億 ウォ ン 


同様 の 事故 が 近く CE 
た 。「 原 子 力 の な い 社 会 
地元 住民 は 原子 炉 の 寿命 
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し か し その 直 
発電 再開 を 許可 し た 。 ま た 1983 年 
長期 に わた る 補修 管理 の た め 2009 年 6 月 に 


2011 年 6 月 に 再 稼働 の 許可 が 
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第 2 の 建設 候補 地 ・ 


る 盆 徳 は 過疎 化 が 進み 、 


BEC b ERORE) 


pz de 
経済 


民 の 態度 が 変わ っ た こ 


原子 力 産業 の 政策 と 慣行 へ の 反対 


と を 
良 鏡 が 当選 し 


民 投票 


政府 は 住民 


が 発生 し て いる 


的 に も 苦境 に 立た され て いた た め 、 住 


[運動 


裏づけ る 事実 と し て 、 
た こと が 挙げ られ る 。 
を 行なう 。 そ し て 予想 


に 反対 し た 
区 味 に 拘束 力 は な いと 


る 。 海 沿い の 地方 郡 で あ 
民 は 当初 、 原 


子 力 発電 所 が も た ら す で あろ う 経 済 効 果 を 熱烈 に 歓迎 し て いた 。 原発 が 建設 され 
る こと に な れ ば 待望 の 雇用 機会 生ま れる だ け で な く 、 
p: 


É 将来 的 な 危険 性 に 対す る 
直人 償 と し て 60 年 に わた り 総 額 1 兆 5.000 億 ウォ ン (13 億 5.000 万 ドル ) が 支払 われ 
る と 政府 か ら 約束 され て いた 。2005 年 に 低 レ ベル 放射 性 廃棄 物 保管 場 の 誘致 に 
失敗 し た 経験 を 持つ 路 徳 の 住民 は 、 原 子 力 発電 所 の も た ら す 恩恵 に と り わ け 敏 感 
だ っ た 。 し か し 日 本 で 発生 し た 原発 事故 を 受け 、 そ うし た 熱意 は 一 瞬 で 消え 去る 。 
事実 、 建 設 候補 地 に 名 乗り 出 た 当時 、 発 電 所 が 津波 に 襲わ れる 民 は 予想 
し て いな か っ た 。 福島 原発 事 改 の 後 、 地 域 住 民 は 計画 を 中 止 に 追い 込む べく 住民 
投票 を 求め る 。 し か し 郡 当 局 が 支援 に 消極 的 だ っ た た め 、 住 民 は 独 ZEE: 
織 し た 。 だ が 当局 の 支援 が 得 ら れ な か っ た た めか 、 法 的 拘束 力 を 有する の に 必要 
な 有権者 の 3 分 の 1 の 投票 を 得る こと は で き な か っ た (Kim 2015)。 い ずれ に せよ 
中 央 政府 の プロ ジェ クト が 地方 の 住民 投票 の 結果 に 左右 され る こと は な いと いう 
立場 か ら 、 韓 国政 府 は 三陸 と 急 徳 いずれ の 結果 も 無視 し て いる 。 
韓国 の 反 原 発 運 動 に お ける 圧力 に よる 戦術 が 一 長 一 短 の 結果 を 生み 出し た こと 
は 明らか で ある 。 初期 の 反対 運動 は 、 核 廃棄 物 処理 施設 や 少数 の 原子 力 発電 所 を 
建設 中 止 に 追い 込ん だ と いう 点 で 一 定 の 成果 を 挙げ た 。 し か し 福島 事故 以降 の 反 
原発 運動 は 、 老 朽 化し た 原子 炉 の 寿命 延長 を 阻止 し 、 新 規 原子 力 発電 所 の 用 地 決 
定 を 覆す と いう 目標 を ほとん ど と 達成 で き な か っ た の で ある 。 
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福島 原発 事故 の 衛 


韓国 の 原子 力 政策 は 減速 の 兆し を 見 せ て いな い 
発 事故 を 受け た 政府 の 対応 は 


限定 的 な 政策 転換 


撃 と 、 そ れ に 続く 反 原 発 運動 の 巨大 な 圧力 に も ちか か わら ず 、 


少な く と も 表面 上 は 。 福 島原 
、 日 本 で 発生 し た メル ト ダ ウン に よる 将来 的 な 汚染 


に 対処 し 、 ま た 国内 原発 の 安全 性 を 高め る と いう 、 限 定 的 な る の に 過ぎ な か っ た 。 


3.11 以降 の 2 ヵ月 間 、 


射 能 検査 を 受け た が 、 


た 。 そ し て 2011 年 6 


NSSC を 創設 する 法案 を 通過 させ た 。 


除 染 が 必要 だ と 判断 され た の 


日 本 か ら 海 路 お よび 空路 で 韓国 


に 入国 し た 3 万 人 は 全て 放 


は わずか 2 名 だ っ た (Korean 
Government 2012). 。 ま た 同じ 期間 、 韓 国政 府 は 原子 力 関係 機関 に 対し 、 国 内 の 全 
原発 に 対す る 特別 保安 検査 を 実施 する よ 


う 命 じ た も の の 、 異 常 は 発見 され な か っ 


月 、 国 会 は 国民 の 健康 と 安全 の 維持 を 任務 と する 規制 機関 


これ ら の 方 策 が 3.11 後に お ける 韓国 政府 の 対応 を 
に 反 原 発 運動 を 生じ させ る こと と な っ た 。 韓国 は 今 な お 世界 第 6 位 の 原子 力 エネ 


ルギー 消費 国 で あり 、 
炉 が 稼働 し て お り 、 他 に 5 ぅ 基 が 建 
] 対 効果 の 高 さ を 強調 し て お り 、 そ の 一 方 で 再生 可 
的 で ある 。 原子 力 産業 の 拡大 は 今日 に お いて る 韓国 の 重要 な 国家 戦略 で あり 、 そ 
の こと は 科学 技術 部 が 2006 年 に 策定 し た 原子 力 開発 に 


2 作っ て お り 、 ま た 結果 的 


アジ ア で は 日 本 に 続き 第 2 位 で ある 。 国 内 で 24 基 の 原子 
設 中 で ある 。 政 府 は 現在 も 原子 力 の 安全 性 と 費 
能 エ ネル ギー 源 の 開発 に 消極 


- 関 する 第 3 次 包括 的 計画 


(2007-11) に よっ て 裏づけ られ て いる 。 政府 は この 報告 書 の 中 で 、2030 年 まで に 


国内 総 発電 量 の 59 パ ー セ ント が 人 原子力 に よ 
E 


2 CÓ 


HH され る と 予測 し た 。 


た 国内 的 な 野心 に 加え 、 原 子 力 技術 は 韓国 の 主要 な 輸出 産業 へ と 進化 を 


Bl 
€ 
ZS 


引 に 初め て 成功 し た の 


る 契約 が KEPCO と アラ ブ 
こも か か わら ず 、 李 明博 大 統領 は 2011 年 3 月 13 H 
に UAE を 公式 訪問 し 、 エ ネル ギー 


わずか 2 日 後 


こう 
ナ て いる 。 知識 経済 部 (訳注 : 現 ・ 産 業 通商 資源 部 ) 
の 輸出 を 目指 し て お り 、 そ の 総額 は 000 倍 ドル に 上 る 。 外国 と の 大 規模 な 取 


は 2030 年 まで に 原子 炉 80 


は 2009 年 の こと で あり 、 原 子 炉 4 基 を 400 億 ドル で 建設 す 


長 国連 邦 (UAE) と の 間 で 結ば れ た 。 福島 原発 事故 


日 本 の 危機 が 表面 化し た 


に お ける 将来 的 な 協力 関係 


を 再 確認 し た 。 ま た 韓 


設 す る 契約 を ヨル ダン と の 間 で 、 総 額 20 億 ドル で 原子 炉 数 】 


サウ ジア ラビ ア と の 間 で 締結 し て いる 。 さ ら 
て いる 国 と し て 中 国 、 フ ィ ン ラ ンド 、 ハ ン が ガ 
トル コ 、 そ し て ベト ナム が 挙げ られ る 。 
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国 は UAE と の 取引 に 加え 、1 億 7.300 万 ドル で 研究 炉 を 建 
基 を 建設 する 契約 を 
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に 韓国 の 原子 力 産業 が 輸出 を 目指 し 
リー、 イ ンド ネシア 、 マ レー シア 、 


韓国 の 反 原 発 運 動 が 原子 力 の 発展 を 止め られ な か っ た の は な ぜ か ? 政策 転換 
が 限定 的 な も の に と ど ま っ た の は 、 圧 力 戦術 


こ に 人 挙げ る 3 つの 要因 が 複合 的 に 作 
CHS. (1) 原子 力 政策 
性 質 一 ー こ れ に よっ て 運動 家 た ち は 政 策 決 定 に 


原子 力 の 優位 性 。 こ れ ( 


だ け で は 説明 で き な い 。 む し ろ 以 下 


し 、 原子力 に 関す る 実質 的 な 改革 を 妨げ た の 
の 立案 ・ 決 定 に お ける 高度 な 不 浮 明 性 と トッ プ ダ ウン 的 


こ 影 響 を 与え を る た め に 動員 で きる 法 
的 手段 を 制限 され た 。 (2) 韓国 政府 が 打ち 出し た 「 グ リー ン 成 長 戦略 ] に お ける 
は 原子 力 の さら な る 発展 を 許し て いる 要因 で ある 。 (3) 
原発 運動 の 圧力 戦術 に 内 在 する 欠陥 。 具体 的 に は 、 原 子 力 に 代わ る 実現 可能 な 代 
替 エ ネル ギー 戦略 を 打ち 出せ な か っ た こと で 


ある 。 


FTI BCR OWR + REIT 330 8 SET 


策 の 立案 ・ 決 定 で ある 。 市 民 の 実質 的 な 参加 


反 


反 原 発 運動 が 直面 し て いる 第 1 の 障壁 は 、 エ リー ト 主 導 で 行なわ れる 原子 力 政 


が 認め られ て いる 他 の 政策 分 野 と 異 


な り 、 原 子 力 に 関す る 


を 排除 し た 意思 決定 に 
ング ル 構 造 は 2008 年 ! 


意思 決定 は 今 も 高度 
術 官僚 が 独占 的 に 行なっ て いる 。 こ の プロ セス に 関わ る 主 

通商 資源 部 、 未 来 創造 科学 
れる 。 こ れ ら の 機関 は 原 


に 隔離 され た 環境 の 中 、 政 府 幹部 と 技 
E 要 な 機関 と し て 、 産 業 

部 、NSSC、 お よび 財閥 各社 や 各種 行政 機関 が 挙げ ら 
発 賛 成 派 の 政治 家 や 技術 官僚 か ら 構 成 さ れ て お り 、 国 民 


お ける 鉄 の トラ イア ング ル を 形作っ て いる 。 こ の トラ イア 


こ 李 明博 か つて の 


任 し た こと で 一 層 強 化 さ れ た 。 


こう し た エリ ー ト 主導 型 


財閥 幹部 (現代 ) 


が 大 統領 に 就 


型 プ ロ セ ス に よる 当然 の 結果 と し て 、 原 子 力 政 策 は トッ 


プ ダ ウン 型 の 力学 を 通じ て 実行 され て いる 。 これ を 特徴 づけ る の が 「 決 定 一 発表 


— SF] と いう 一 連 の 流れ (Norman and Nagtzaam 2016: 250) で あり 、 政 府 は ま 


ず 政 策 を 実行 に 移し 、 次 いで 地方 自治 体 や 住 


民 に それ を 課 し 、 そ し て 経済 的 神 


BA 
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な どの 見 返り に よっ て 反対 を 鎮め よう と する の で ある 。 こ うし た 流れ は 堀 業 島 の 


一 件 で 如 実 に 表 わ れ て いる 。 し か し この 戦 
が 証明 され た た め 、 政府 は 2004 年 以降 、 市 
は ある が 能 を 切っ た 。 と は いえ 、 原子 力 政策 が 


な 障壁 に 直面 


| し て いる 。 エ リー ト が 主導 する トッ プ ダ ウン 型 の 政策 決定 過程 の た 


答 は 過去 幾度 と な く 有 効 で は な いこ と 
民 の 声 を 取り 入れ る 方 向 へ と わずか で 


2 作ら れる 中 で 、 運動 家 は 今 も 巨大 


め 、 反 原発 運動 の 圧力 戦術 が 政府 へ の ロビ ー 活 動 の 形 を と る こと は な く 、 実際 に 


は 政策 の 実行 を 妨害 する と いう 、 


反 原 発 運 動 を 妨げ て いる も う 一 つの 要 


「 グ リー ン エ ネル ギー」| と 


より 実効 性 の 高い 戦略 を 採用 し て いる の で ある 。 


し て の 原子 力 


因 と し て 、 韓 国政 府 が 打ち 出し た グリ ー 


ン 成 長 戦略 に 原子 力も 組み 込ま れ て いる こと が 挙げ られ る 。 こ れ は 本 質 的 に 、 韓 

国 に お ける 原子 力 政策 の 立案 ・ 決 定 に さら な る 不透明 性 を 加え る も の で ある 。 
過去 数 十 年 間 の 急 

1990 年 か ら 2005 年 に か け て ほぼ 倍増 し た 一 一 こ 


加盟 国 の 大 3 


1.5 度 上 昇 し て お り 、0. 


E を 上 


速 な 工業 化 の 結果 、 韓 国 に 


回 る 増加 量 で ある 。 それに 人 


お ける 温室 効果 が ガス の 排出 量 は 
これ は 経済 協力 開発 機構 (OECD) 
E い 、 ソ ウル の 年 間 平 均 気温 も 摂氏 


7 度 と いう 世界 平均 を 超え て いる (von Hippel, Yun, and Cho 


2011)。 こ うし た 事態 は 、 気 候 変 動 へ の 速やか な 対 処 が 必要 で ある と いう 世界 的 


潮流 と 合わ せ 、CO。 排 出 削減 策 の 立案 を 韓国 
韓国 政府 に と っ て は 、 


氏 談 素 と 経済 性 を 同時 に 


境 ・ 気 候 問題 を 解決 する 便利 な 手段 で あり 、 ヵ 
す 手 段 と し て も 魅力 的 に 喘 っ た 。 か くし て 2009 年 、 李 明博 政権 は うつ の 主要 な 


目標 か ら 成 る グリ ー ン 成 


政府 に 迫る こと と な っ た 。 そ し て 
達成 で きる 原子 力 こ そ が 国内 の 環 
ふつ 増大 する エネ ルギー 需要 を 満た 


長 戦 略 を 発表 し た 。 そ れ ら は 、 化 石 燃料 消費 の 削減 、 温 


室 効 果 ガ ス の 追跡 、 そ し て 新規 原子 力 発電 所 の 建設 で ある 。 再 生 可 能 エ ネル ギー 


は ご くわ ず か な お} 


国家 の 環境 ・ 気 


志位 し か 与え られ な か っ た 。 
候 戦 略 に 原子 力 を 組み 入れ る こと は 政府 の 「 グ リー ン 成 長 5 ヵ z 
年 計画 ] (2009-13) と 「 低 炭素 の グリ ー ン 成長 ( 


こ 向 けた 枠組 み 条 例 」 (2010) に 


よっ て 制度 化 さ れ た 。 こ うし た 流れ の 未 、 原 子 力 を 巡る 政治 構造 は 運動 家 に と 
て 不利 な も の と な っ て いる 。 炭素 排出 量 の 削減 と エネ ルギー 面 の 独立 を 両立 させ 


る 手段 と CID く 組 み 人 れ ら れ た こ 


と は 、 国 内 に お ける 原子 力 発電 を 
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拡大 きせ 、 原 子 力 技術 の 輸出 を 促進 する と いう 政府 の 計画 を 法制 化す る こと を 可 
能 に し た 。 事実 、 李 明博 大 統領 も 支持 者 に 対し 、UAE に 対す る 原子 炉 4 基 の 輸出 
は | 炭素 排出 量 の 4000 万 トン 削減 」 に 匹敵 する と 述べ て いる (Lee 2010: 11-12)。 
政府 の こう し た 姿勢 に 対抗 すべ く 、 反 原発 運動 家 は 原子 力 を 環境 に 優し く な い 
エネ ルギー 源 と 位置 付け よう と し た 。 前 述 の 通り 、 ウ ラン の 採掘 ・ 精 製 に よっ て 
CO。 が 放出 され る と 運動 家 ら は 主張 し て いる 。 さ ら に 、 使 用 済み 燃料 の 再 処 理 
を 禁じ 、 結 果 と し て 環境 に 悪影響 を 及ぼ す 放 射 性 廃棄 物 処理 場 の 必要 性 を 生み 出 
すこ と と な る 米 韓 要 エ ネル ギー 合意 の 条文 を 強調 し た 。 ま た 韓国 の 原子 力 発電 所 
の 多く は た び た び 地震 に 襲わ れる 治 岸 部 に 立地 し て いる こと か ら 、 運 動 家 は フク 
シマ 型 の 事 逆 が 起き る 可能 性 も 指摘 し た 。 し か し こう し た 異論 は 、 よ り 多 く の 国 
民 に 原子 力 の 損益 分 析 を 浸透 させ る に 至っ て いな い 。 事実 、 政 府 が 主張 する よう 
に 、 原 子 力 こそ 気候 変動 を 解決 する 鍵 で ある と いう 信仰 は 、 韓 国 社会 に いま だ 強 
く 根 付い て いる の で ある 。 


反 原 発 運動 に お ける 戦術 的 欠陥 


原子 力 エ ネル ギー 開発 政策 の 転換 が 限定 的 な も の に と ど ま っ た の は 、 反 原発 運 
動 の 戦術 面 に お ける 欠陥 も 原因 の 一 つ だ っ た と 考え られ る 。 運 動 家 ら は 原発 反対 
運動 を 行なう 中 で 、 現 実 的 な 代替 エネ ルギー 源 を 提示 する こと が な か っ た 。 つ ま 
り 新 た な 政策 を 求め る の で な く (Hermanns 2015: 276) 、 終 始 政策 の 実行 を 妨害 し 、 
原子 力 に 内 在 する 危険 性 を 強調 する と いう 反動 的 戦術 に な り が ち だ っ た の で ある 。 
韓国 に は 天然 資源 が 少な く 、 製 造 業 を 中 心 に 経済 が 構成 され て いる こと を 考え れ 
ば 、 こ うし た 手法 は 脱 原発 を 進め る 上 で 問題 が 多かっ た 。 原子 力 に 頼ら ず 国家 の 
エネ ルギー 需要 を 一 一 - ネ ルギー 安全 保障 と さら な る 工業 化 の 見 通し を 両立 させ 
つつ っ 一 一 どう 満た せる か 、 そ れ を 説明 する 戦略 が な い 以 上 、 韓 国政 府 が 原子 力 を 
主要 な エネ ルギー 源 か ら 外 すこ と は 考え られ な い 。 PHORM ACRE, IE 
狭い 国土 、 そ し て 山 の 多い 地形 は いずれ も 、 集 合 型 風 力 発電 所 を は じ め と する 再 
生 可 能 エ ネル ギー の 活用 を 他国 と 比較 し て 難し いも の に し て お り 、 こ れ ら の 点 に 
照ら し た 戦略 を 形成 する こと が さら に 必要 と な る の で ある 。 

また 福島 原発 事故 以降 、 反 原発 運動 の 活動 領域 は 大 きく 広がっ た も の の 、 そ の 
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圧力 戦術 は 原子 力 に 対す る 国民 の 意見 に 目立っ た 影響 を 与え を て いな い 。 韓国 原子 
力 庁 が 毎年 行なっ て いる 世論 調査 に よる と 、 韓 国 国民 は ここ 数 年 に わた っ て 原子 
力 発電 に 関し て 一 貫 し た 見 方 を 保っ て お り 、 福 島原 発 事故 以降 も 原子 力 発電 所 に 
対す る 支持 率 は 80 な いし 90 パ ー セ ント を 維持 し て いる 。 こ れ が 原子 力 プ ログ ラ 
ム の 拡充 を 詩 う 政府 の 方 針 を さら に 後押し し た 。 し か し 3.11 事故 が 韓国 に お け 
る 原子 炉 の 安全 性 や 放射 性 廃棄 物 の 処理 問題 に つい て の 印象 を 悪く し た の は 確か 
で あり 、 こ れ ら の 問題 に つい て 信頼 を 示し た 者 の 割合 は それ ぞ れ 39 パ ー セ ント 
お よび 24 パ ー セ ント と いう 結果 に と ど ま っ て いる 。 加え て 、 福 島原 発 事 逆 の 1 
年 前 と 1 年 後に 実施 され た 世論 調査 を 比較 する と 、 原 子 力 発電 所 を 地元 に 受け 入 
れ て も よい と 答え た 者 の 割合 は 28 パ ー セ ント か ら 20 パ ー セ ント へ と 8 ポイ ント 
下落 し て いる (Dalton and Cha 2016), 。 これら の 数 字 は 、 発 電 所 や 廃棄 物 処理 場 の 
立地 する 地方 な ど 原 子 力 へ の 反対 が 極め て 地域 的 な も の に と ど ま る 一 方 で 、 電 力 
関係 者 が 大 勢 住み 原子 力 発 電 所 が 存在 し な い ソ ウル な どの 大 都市 で は 原子 力 へ の 
支持 が 高 水準 を 維持 し て いる こと を 指し 示す も の で ある 。 

実際 、 原 子 炉 の 安全 性 に 対す る 地域 的 な 支持 と 自信 が 失わ れ た こと は 、 韓 国政 
府 の 政策 実行 を 難し くし て いる 。 だ が それ と 同時 に 、 原 子 力 発 電 に 対す る 広範 な 
支持 が 保 た れ て いる こと は 、 反 原発 運動 の 圧力 戦術 を 能 体 化 さ せる 要因 と な っ た 
の で ある 。 


韓国 の 原子 力 業 界 が 直面 する 新た な 課題 


韓国 の エネ ルギー 政策 を 形作る 上 で 反 原 発 運動 が 限ら れ た 役割 し か 果たせ な か 
っ た に も か か わら ず 、 近 年 に な っ て 政府 の 原子 力 戦略 に 対し 二 つ の 新た な 課題 が 
浮上 し た 。 こ れ ら は 原子 力 産 業 の 内 外 に 衝撃 を 与え 、 政 府 が 原子 力 発電 の 拡大 目 
標 を 引き 下げ る こと を 余儀 な くさ せ た 。 一 方 、 反 原発 運動 の 側 は この 衝撃 を 好機 
と 捉え 、 原 子 力 に 対す る 反対 の 声 を 国民 の 中 で さら に 盛り 上 げ よ うと し て いる 。 


不祥事 


これ ら 課 題 の 第 1 は 原発 関係 者 が 関わ っ た 一 連 の 不祥事 と 、 こ れ に 伴う 原子 
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規制 に 対す る 国民 の 信頼 表 失 で ある 。 原子力 


発電 能力 
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を 拡大 させ る 政府 の 取り 組 


み の 一環 と し て 、2012 年 か ら 2021 年 に か け て 11 基 の 新規 原子 炉 が 建設 され る 予 
定 に な っ て いた 。 し か し この 計画 は 、 吉 里 原子 力 発電 所 に お いて 運転 管理 者 に よ 


る 原子 炉 故 障 の 隠蔽 が 通常 監査 で 明らか に され た た め に 
問題 の 原子 炉 が 電力 を 失っ た 際 、 緊 急用 ディ ー ゼ ル 発 電機 が 


頓挫 し た (KHNP 2012), 


thin 


態 に 陥る 危険 が いく つも 生じ た 。 し か し 運転 管理 者 は 
れ 、 ま た 「 発 電 所 の 信用 を 悪 
し な か っ た の で ある (IAEA-NSNI 2012: 3) o 
古里 原発 は 韓国 第 2 の 都市 釜山 の 近郊 に 位置 し て お 
に 関す る 国民 の 不安 を か き 立 て る と いう また と な い 
る こと と な っ た 。 そ し て 論争 が 巻き 起こ る 中 、KFEM 
は 予想 され る 影響 を 突き 止め る べく 、 原 発 敷地 内 で チ 
れ が 発生 し た 場合 の シミ ュ レ ーション を 行なっ た 。 そ 
され 、 
損害 は 628 兆 ウォ ン (5330 億 ドル ) に 上 る と 推 
子 力 発電 所 に お ける 安全 規制 の 失敗 を 想起 させ る この 
に 強い 不安 を 与え た 。IAEA か ら 派 遣 さ れ た 複数 の 専 
と 宣言 し た も の の 、 原 子 力 関係 者 に 対す る 信頼 を 失っ 
る こと は で きま なか っ た (IAEA 2012) 。 
の 直後 に 二 つ め の 不祥事 が 発生 し 、 韓 


化 き せ ] た く な か っ た た め 


こう し た 事故 が 起き た 場合 、 釜 山 市 内 で お よそ 90 万 名 の 死者 が 
計 さ れ た (Yi 2012)。 


国 の 原子 力 発 


FEET. BARS 
民 の 反発 を 招く こと を 恐 
、 こ の 故障 を 故意 に 報告 


国 


この 隠蔽 工作 は 規則 
機会 を 、 反 原発 運動 に 与 
と 反核 釜山 市 民 対策 委員 
ェ ル ノブ イリ 級 の 放射 能 ? 
の 結果 は 報告 書 の 到 
発生 し 、 

福島 第 1 原 
シナ リオ は 、 広 く 市 民 の 間 
門 家 が 2 基 の 原子 炉 を 安全 
た 地元 住民 の 懸念 を 和らげ 


り 、 


電 所 に お ける 規制 面 の 不 


透明 さ が さ ら に 洋 き 彫り と な る 。2012 年 11 月 、 
いら れ て いる 部 品 の うち 少な 
少な く と も 60 点 の 品質 保証 証 
発覚 し た 。KHNP は 公式 調査 を 行ない 、 
部 品 の うち 7,682 点 に 偽 の 品質 
2014) 。 こ の 結果 を 受け 、KHNP は 問題 と 
炉 6 基 の うち 2 基 の 運転 停止 を 余儀 な くさ れ た 。 市 
局 は 全国 で 稼働 中 の 原子 炉 23 基 全て で 
その 結果 、 古 里 お よび 月 城 両 発電 所 で 大 量 の 偽造 証 


HE 


証 


明 


霊 光 原 子 力 発電 所 の 原子 炉 で 
: C E 5 5,000 点 が 適切 な 認証 を 受け て お ら ず 、 ま た 
明 が 偽造 され た も の で ある こと が 、 
2003 年 か ら 2012 年 に か け て 納入 され た 
E 明 が 添付 され て いた と 発表 する (LaForge 2013- 
な っ た 部 品 の 交換 が 終わ る まで 、 原 子 
民 の 反対 運動 が 起こ る 中 、 当 
HH いら れ て いる 部 品 の 検査 を 実施 し た 。 


cu 


監査 に よっ て 


書 が 発見 され る 。 そ の た め 
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古里 2 号機 と 新 月 城 1 号機 は 2013 年 6 月 に 運転 を 停止 し 、 古 里 1 号機 と 新 月 城 2 
号機 に つい て も る 無認可 の 部 品 が すべ て 交換 きれ る まで 運転 の 一 時 中 止 を 命じ られ 


ud 


Ro Cho FE 
に は KHNP 元 社長 と KEPCO 副 社長 も 含ま れ て いた (LaForge 2013-14) 。 


事 に より 贈 収 賭 容疑 で 起訴 され た 者 は 100 名 に 上 っ た が 、 そ の 中 


いずれ の 出来 事 も 、 韓 国 に お ける 反 原 発 の うねり を 引き 起こ すこ と に な っ た 。 


国民 は 安全 証明 の 偽造 問題 を 原子 力 産業 を 覆う 秘密 主義 に よる も の と 考え た 。 


れ は 霊 光 原発 の 一 時 停止 を 受け て 発生 し た 2,500 名 規模 の 反対 集会 で 明らか に 


そ 
な 


っ た 。 原発 の 安全 性 の 全体 的 見 直し を 求め る 集会 参加 者 は KHNP を 模 し た 人 形 
を 燃やし 、「 我 々 は 不安 だ 1」 と 記し た プラ カー ド を 振り か ざし た 。 大衆 の 怒り 


を 鎮め る た め 、 チ ョ ・ ソ ク KHND 社 長 は 2013 年 9 月 公式 に 謝罪 し 、 こ れ ら 不 祥 
事 は 原子 力 業界 が 直面 し て いる 「 最 大 の 試練 ] で ある こと を 認め 、 企 業 文化 の 改 


革 を 約束 し た 。 
CHE DFE 


THS 


事 は いずれ も 、 原 子 力 発電 事業 の 規制 役 で ある 政府 の 能力 に 対 


る 国民 の 信頼 を 失う 事態 を もたらし た 。 さ ら に 、 福 島 第 1 原発 に お ける 規制 


す 
の 


欠陥 と 、 自 国 の 原子 力 発電 所 に お ける それ と が 比較 され る こと で 、 よ り 大 き な 影 


響 が 出る こと は 必 到 で あっ た 。 


原子 力 発 電 所 に 対す る サイ バー 攻撃 


韓国 の 原子 力 産業 が 直面 し て いる 第 2 の 課題 は 、 サイバー 攻撃 の 形 を と っ て 現 


われ た 。 2014 年 12 月 、 国 内 で 稼働 する 原子 炉 3 基 の 一 部 の 設計 図 と 運転 マニ 


アル 、 さ ら に KHNP 職 員 1 万 名 の 個人 デー タ が ハッ カー に よっ て 流出 す 


e 


る 


(Baylon, Livingstone, and Brunt 2015) 。 情 報 は まず ブロ グ で 、 次 に ツイ ッ タ ー で 暴 
規 さ れ 、 ア カウ ント の プロ フィ ー ル 欄 に は 「 反 原発 グル ー プ 総裁 ] と 記さ れ て い 
た 。 正体 不明 の ハッ カー (韓国 政府 は 北朝 鮮 の 犯行 と 疑っ て いる ) は 、3 基 の 原子 
炉 一 一 古里 1 号機 、 同 3 号機 、 お よび 月 城 2 号機 一 一 クリ スマ ス ま で に 閉鎖 し 


な けれ ば 、 い ずれ も 組織 的 に 破壊 され 、 ま た さら な る 情報 が ネッ ト に 流出 する 


だ 


ろう と 人 凛 人 過 し た 。「 こ うし た 設計 図 、 据 付図 表 や プロ グラ ム が 、 そ れ ら を 喉 か ら 


手 が 出る ほど 欲し が っ て いる 国々 に 公開 され た ら 、 お 前 た ち は 責 任 を 取る 


か ?] と 、 ハ ッ カ ー は 韓国 語 で 人 脅迫 し て いる 。 問題 の 原子 炉 3 基 は いずれ も 人 口 


の 
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密 集 地 域 に 近い こと か ら 、 か ね て より 反 原 発 運動 の 標的 に され て きた 。 

だ が ハッ カー は 原子 炉 の 設計 図 と マニ ュ ア ル を 入手 し た に も か か わら ず 、 施 設 
に 関す る 重要 な 技術 デー タ を 盗む こと は で き な か っ た 。 事実 、 こ うし た デー タ は 、 
社内 の ネッ トワ ー ク か ら 切 り 離 され た KHNP の 制御 監視 レス テム に 安全 に 保管 
され て いる 。 に も か か わら ず 、 政 府 は サイ バー 危機 レベ ル を [注意 ] 一 一 5 段階 
の 2 番目 一 一 に 引き 上 げ 、 各 原子 力 発電 所 で サイ バー 攻撃 の 模擬 演習 を 実施 し た 。 
政府 や 原子 力 関係 者 に と っ て さらなる 悩み の 種 は 、 サイバー 攻撃 と それ に 伴う 匠 
迫 が 反 原 発 運動 に 油 を 注ぎ 、 古 里 お よび 月 城 の 近隣 住民 の 間 に さ ら な る 社会 不安 
を も た らし た こと で ある 。 地元 住民 か ら 見 れ ば 、KHNP の 社内 サー バー が サイ 
バー 攻撃 に 晒さ れ た こと は 、 原 子 力 発電 に まつ わる さら な る 危険 の 一 つと 映る 。 
近隣 住民 は 直ちに 休 難 す べき と ハッ カー が 言明 し た こと で 、 こ うし た 不安 は ます 
ます 高まっ た (McCurry 2014) 。 

こう し た 課題 は 韓国 の 原子 力 エ ネル ギー 計画 に どの よう な 影響 を 及ぼ し た か ? 
一 言 で 言え ば 、 不 祥 事 に よる 反 原 発 感情 の 高まり は 、 本 質 的 に 政府 の 原子 力 に 対 
する 野心 を 抑制 する 役 ded 国内 原子 力 発電 所 の 安全 基準 や 規制 遵守 に 
対す る か つて な い 批 判 に 直面 し た 産業 通商 資源 部 は 、 原 子 力 発電 目標 の 大 幅 な 引 
き 下 げ を 余儀 な くさ れ た 。 当 初 の 目標 は 2030 年 まで に 総 発電 量 の 59 パー セン ト 
を 達成 する と いう も の だ っ た が 、 不 祥 事 を 受け て (2035 年 まで に ) 22 一 29 パー セ 
ント と 控え め な 数 字 に な っ て いる (Ministry of Trade, Industry, and Energy 2014: 40)。 
この 下方 修正 の 理由 と し て 原子 力 の [過度 の 拡大 ] を 避け る 必要 性 が 挙げ られ て 
いる も の の 、 国 民 の 懸念 の 高まり が 背景 に ある こと は 間違い な い 。 さ ら に 
KHNP も 、 政 府 の 勧告 に 従い 古里 1 号機 を 2017 年 6 月 に 停止 する と 発表 し た 。 そ 
れ が 実現 すれ ば 、 古 里 1 号 機 は 同国 で 廃 炉 段階 に 入っ た 初 の 原子 炉 と な る 。 ま た 
これ ら の 問題 は KHNP に 巨額 の 財政 負担 を 強い る 結果 を も た らし た 。2013 年 10 
月 に 開か れ た 議会 公聴 会 で は 、 古 里 1 号 機 の 廃 炉 費 用 が 28 億 ドル に 上 る と 推計 
され て いる (Cho 2013) 。 

不祥事 が も た らし た 最も 重要 な 影響 は 、 国 民 に 対す る より 一 層 の 説明 責任 が 韓 
国 の 原子 力 業 界 に 課せ られ た こと で ある 。 こ うし た 越 勢 は 、 朴 樺 恵 政権 に 対す る 
最近 の 汚職 容疑 と 、 そ れ に 続く 大 統領 弾 効 手続 き に よっ て さら に 明確 な も の と な 
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っ た 。 朴 大 統領 一 一 朴 正 暑 の 娘 一 一 が 友人 と 共謀 し て 多額 の 税金 を 着服 し た と い 
う 疑 惑 を 受け 、100 万 人 以上 の 国民 が 抗議 集会 に 参加 し た 。 国民 が 大 統領 の 謝罪 
を 受け 入れ ず あ くま で 辞任 を 求め た こと は 、 政 府 の 不正 行為 に 対す る 社会 的 許容 
度 が 低下 し た こと を 示す 何より の 証拠 で ある 。 


結論 一 一 韓国 の 反 原発 運動 が 福島 原発 事故 以降 に も た らし た も の 


2011 年 3 月 に 発生 し た 福島 原発 事故 は 、 原 子 力 発 電 所 が 壊滅 的 被害 を も た ら す 
可能 性 が ある こと を 全 世 界 に 明確 に 思い 起こ させ た 。 原子 力 発電 所 の 安全 性 に 対 
する 懸念 が 国民 の 間 に 広がる 中 、 各 国政 府 は 原子 カエ ネル ギー 計画 を 中 止 す る か 、 
大 幅 に その 速度 を 落と し た 。 し か し これ まで 見 た よう に 、 韓 国 は 3.11 後 も 原子 
力 大 国 に な る と いう 野望 に 向かっ て 和 突き 進ん で いる 。 そ の 一 方 で 、 反 原発 運動 は 
か な り の 勢 い を 獲得 し 、 こ れ ま で の 政策 や 慣行 を 改め さき せよ うと 力 を 合わ せ て い 
る 。 本 章 の 目的 は 、 福 島 事故 前 後に お ける 反 原 発 活動 の 検証 を 通じ 、 運 動 が 限ら 
れ た 成果 し か 挙げ られ な か っ た 理由 を 説明 する こと だ っ た 。 

その 結果 、 原 子 力 が 反 原 発 運動 の 発生 以前 か ら 韓 国政 府 の エネ ルギー 政策 に 深 
く 根 を 下ろ し て いた た め 、 運 動 は 初期 段階 か ら 巨大 な 構造 的 障 礎 に 直面 し て いた 
こと が 明らか に な っ た 。 原子 力 の 優位 性 は 、 数 十 年 に わた る 独裁 政権 、 米 韓 同盟 、 
そし て 杜 正 虹 元 大 統領 に よっ て 進め られ た 輸出 志向 型 の 経済 発展 の 結果 と し て 生 
じ た も の で ある 。 原子 力 に 反対 する 運動 家 同 士 の 初期 に お ける 協力 関係 は 、 主 
二 つ の 要因 に よっ て 妨げ られ た 。 そ れ は 独裁 政権 が 強権 的 支配 を 続け た こと 、 そ 
し て 国民 の 関心 が 民主 化 運 動 に 集中 し た こと で ある 。 

1980 年 代 後半 に 産声 を 上 げた 反 原 発 運動 は 、 さ ま ざ ま な 原子 力 政策 と 戦う 中 
で 成果 を 挙げ る こと も あれ ば そう で な いこ と も あっ た 。 活動 の 初期 段階 、 運 動 家 
た ち は 新 規 原子 力 発電 所 や 放射 性 廃棄 物 処 理 施設 の 建設 を 中 止 に 追い 込む な E. 
一 定 の 成功 を 収め た 。 し か し 廃 炉 が 予定 され て いる 原子 炉 の 寿命 延長 を 阻止 し 、 
新規 原発 の 立地 を 認め る 地方 レベ ル の 協定 (3.11 以 前 に 発効 され た も の ) EES 
と いう 福島 原発 事故 以降 の 運動 目的 は 、 そ の 大 半 を 果たす こと が で き な か っ た 。 

本 章 で は 、 政 策 転換 が 限定 的 な る の に 終わ っ た こと は 反 原 発 運 動 に 内 在 する 欠 
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陥 だ け で は 説明 で き な い と 論じ し た 。 む し ろ 原 子 力 政策 の 立案 ・ 決 定 に 内 在 す る 不 
透明 さき と トッ プ ダ ウン 的 性 質 、 お よび 政府 の グリ ー ン 成長 戦略 に 原子 力 が 組み 込 
まれ た こと な ど 、 様 々 な 要因 が 重なり 合い 、 反 原発 運動 に と っ て の 機会 を 制限 し 
た の で ある 。 一 方 の 運動 側 は 、 長 らく 韓国 の 経済 成長 を 支え て きた 原子 力 に 代わ 
る 現実 的 な 代替 案 を 提示 し よう と し な か っ た 。 

反 原 発 運動 は 韓国 に お ける 脱 原 発 の 実現 に こそ 失敗 した も の の 、 そ の 努力 が な 
ん ら 実 を 結ば な か っ た と いう 結論 は 正しく な い だ ろ う 。 事実 、 運 動 は 原子 力 を 政 
治 問題 化し た 上 、 国 民 的 な 支持 基盤 を 弱め る こと に 成功 し て いる 。 こ の 過程 は 、 
近年 多数 が 明る み に 出 た 業界 内 部 (さら に 言え ば 政府 内 部 ) の 不祥事 と 、 よ り 悪 
名 高き 原子 炉 を 標的 と する サイ バー 攻撃 に よっ て 一 層 促 進 さ れ た 。 反 原発 運動 は 
これ ら の 不祥事 を 好機 と 捉え 、 反 原子 力 の 感情 を さら に 盛り 上 げ 、 赴 制 に 対す る 
国民 の 不信 を 煽る こと に 成功 し た 。 結 果 と し て 、 原 子 力 発電 を 拡大 きせ る と いう 
韓国 政府 の 政策 は 、 独 裁 政権 時 代 と は 対照 的 に 、 ま すま す 敵 対 的 な 国内 情勢 に 直 
面 し て いる 。 さ ら に 反 原 発 運動 は 、 業 界 に 透明 性 の 拡大 、 既 存 原 子 炉 の 安全 性 の 
改善 、 そ し て 国民 に よる 監視 を 課す こと に よっ て 、 原 子 力 に まつ わる 政府 の 独占 
に 丁 を 打っ た 。 し か し お そら く 反 上 原発 運動 が これ まで に 残し た 最大 の 成果 は 、 政 
府 が 原子 力 発 電 の 目標 値 を 30 パ ー セ ント も 引き 下げ る 素地 を 作り 出し た こと で 
ある 。 

に も か か わら ず 、 韓 国 は 今 な お 原子 力 大 国 へ の 道 を 歩み 続け て いる 。 反 原発 運 
動 が こう し た 現状 を 変え 0 る に は 、 フ クシ マ の 教訓 を 例 に 挙げ る な ど 常 に 圧力 を か 
け 続 ける と と も に 、 原 子 力 に 代わ る 現実 的 な 代替 案 を 提示 する 必要 が ある だ ろう 。 
その こと は また 、 経 済 成長 と CO。 削 減 を 両立 させ る た め 原 子 力 に 依存 し て いる 
こと と 、 和 有権者 の 間 で 反 原 発 の 声 が 高まっ て いる こと と の ジレ ンマ を 韓国 政府 が 
解決 する 一 助 と も な る は ず だ 。 

国民 の 声 を 十分 取り 入れ る 制度 を 持た な いま ま 韓 国政 府 が これ か ら も 原子 力 の 
開発 を 続け よう と すれ ば 、 反 原発 運動 は さら に 激 し さ を 増す に 違い な い 。KEEM 
の ヨン ・ ヒ ョ ンチ ョ ル は こう 述べ て いる 。 


原子 力 発 電 所 は 住民 の 生命 に 直接 結び つい て いる に も か か わら ず 、 政 府 は 市 
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民 の 意見 を 無視 し 、 原 発 拡大 政策 に こだわ り 続 け て きた 。 市民 の こう し た 
( 反 原 発 の ) 考え を 確認 で きた 今 、 我 々 は 老朽 化し た 原子 力 発電 所 の 閉鎖 を 
求め 、 全 国 の 新規 原子 力 発電 所 の 建設 を 阻止 する 活動 に 、 よ り 積 極 的 に 関与 
する つも り だ 。 (Choi 2014) 


[参考 文献] 


Baylon, Caroline, David Livingstone, and Roger Brunt, 2015. Cyber security at civil nuclear 
facilities: Understanding the risks. Chatham House Report. London: Royal Institute of 
International Affairs. 

Cho, Mee-young, 2013. Stung by scandal, South Korea weighs up cost of nuclear energy. Reuters, 
28 October. 

Choi, Seung-hyeon, 2014. Referendum on Samcheok nuclear power plant ends in overwhelming 
opposition, a true victory for citizen autonomy: Expected to accelerate anti-nuclear 
movements in other regions. Kyunghyang Shinmun, 10 October. 

Dalton, Toby, and Minkyeong Cha, 2016. South Korea's nuclear energy future. The Diplomat, 23 
February. 

East Coast Solidarity for Anti-Nuke Group, 2012. Pamphlet. Seoul. Hayes, Peter, and Chung-in 
Moon, 2011. Park Chung Hee, the CIA, and the bomb. Global Asia 6(3): 46-58. 

Hermanns, Heike, 2015. South Korean nuclear energy policies and the public agenda in the 21st 
century. Asian Politics & Policy 7(2): 265-82. doi.org/10.1111/aspp.12179 

Hong, G. H., M. A. Hernández-Ceballos, R. L. Lozano, Y. I. Kim, H. M. Lee, S. H. Kim, S.-W. 
Yeh, J. P. Bolivar, and M. Baskaran, 2012. Radioactive impact in South Korea from the 
damaged nuclear reactors in Fukushima: Evidence of long and short range transport. Journal of 
Radiological Protection 32(4): 397-411. doi.org/10.1088/0952- 4746/32/4/397 

Hwang, Hae Ryong, and Shin Whan Kim, 2013. Korean nuclear power technology. In Asias Energy 
Trends and Developments, vol. 2, edited by Mark Hong and Amy Lugg, 193-204. Singapore: 
World Scientific. doi.org/10.1142/9789814425582_0010 

IAEA (International Atomic Energy Agency), 2012. IAEA completes expert mission to Kori 1 
nuclear power plant in Republic of Korea. Press release, 11 June. 

IAEA (International Atomic Energy Agency)—NSNI (Division of Nuclear Installation Safety), 2012. 
Report of the expert mission to review the station blackout event that happened at Kori 1 
NPP on 9 February 2012, Republic of Korea. 4-11 June. kfem.or.kr/wp-content/uploads/ 
2012/07/1419321177. zkGfGz.pdf (accessed 6 February 2017). 

KHNP (Korea Hydro & Nuclear Power), 2012. IAEA completes expert mission to Kori 1 nuclear 


第 5 章 韓国 原子 力 産業 の 政策 と 慣行 へ の 反対 運動 I53 


power plant in Republic of Korea. Press release, 13 June. www.khnp.co.kr/eng/board/ 
BRD_000201/boardView. do?pageIndex=6&boardSeq=1604&mnCd=EN0501 &schPageUn 
it= 10&searchCondition=0&searchKeyword= (accessed 6 February 2017). 

Kim, Se-jeong, 2015. Referendum on nuke plant turns invalid. Korea Times, 13 November. 

Korean Government, 2011. Policy Issue 0: Report of the Korean government response to the 
Fukushima Daiichi nuclear accident. www.oecd-nea.org/nsd/fukushima/documents/ 
Korea_2011_ 08Policy00GovernmentResponsetoFukushimaAccident.pdf (accessed 25 
January 2017). 

LaForge, John, 2013-14. Defective reactor parts scandal in South Korea sees 100 indicted. 
Nukewatch Quarterly Winter: 7. 

Lee, Myung-bak, 2010. Shifting paradigms: The road to global green growth. Global Asia 4(4): 
8-12. 

Leem, Sung-Jin, 2006. Unchanging vision of nuclear energy: Nuclear power policy of the South 
Korean government and citizens’ challenge. Energy & Environment 17(3): 439-56. doi. 
org/10.1260/ 095830506778119425 

McCurry, Justin, 2014. South Korean nuclear operator hacked amid cyber-attack fears. Guardian, 
23 December. 

Ministry of Science and Technology, 2006. Je 3-cha wonjaryeok jinheung jonghap gyehoek [Third 
comprehensive plan for nuclear energy development]. Seoul: Ministry of Science and 
Technology. 

Ministry of Trade, Industry, and Energy, 2014. Je 2-cha eneoji gibbon gyehoek [The second national 
energy plan]. Seoul: Ministry of Trade, Industry, and Energy. 

Nagata, Kazuaki, 2012. Fukushima puts East Asia nuclear policies on notice. Japan Times, 1 
February. 

Norman, Andrew, and Gerry Nagtzaam, 2016. Decision-Making and Radioactive Waste Disposal. 
Abingdon: Routledge. 

Sayvetz, Leah Grady, 2012. South Koreans stop plan for nuclear waste dump on Gulup Island, 
1994-95. Global Nonviolent Action Database. nvdatabase.swarthmore.edu/content/south- 
koreans-stop-plan-nuclear- waste-dump-gulup-island-1994-95 (accessed 25 January 2017). 

von Hippel, David, Sun-Jin Yun, and Myung-Rae Cho, 2011. The current status of green growth in 
Korea: Energy and urban security. Asia-Pacific Journal 9(44)4: 1-15. 

Yi, Whan-woo, 2012. Potential nuclear risk. Korea Times, 21 May. 


262 


統制 か 操作 か ? 台湾 に お ける 原子 発電 


要 B 
過去 30 年 に わた り 、 人 台湾 に お ける 原子 力 エ ネル ギー 開発 は 秘密 
の 兵器 開発 プロ グラ ム か ら 民 間 利 用 、 原 子 力 発電 の 拡大 か ら 核 の な 
い 将 来 へ と 移行 し た 。 し か し か つて の 台湾 と 同じ く 、 民 間 プ ログ ラ 
通じ て 核兵器 を 保有 し よう と 望む 国 は 今 も 存在 する 。 軍 が 関与 
する 時 代 は と うに 過ぎ 去っ た が 、 そ の 過去 は 原子 力 の 分 野 に いま な 
お 長い 影 を 落と し て いる 。 eae 安全 
規制 より も 原子 力 発電 の 発展 の ほう が 優先 る きれ て いる の だ 。 安全 性 
が 正当 な 地位 を 与え られ る こと な く 現 在 の 慣習 を これ か ら も 続け れ 
ば 、 運 転 上 の 安全 は 畜 か され 、 廃 棄 物 処理 も 混乱 に 陥る だ ろう 。 台 
P uc cmn EE 
の 透明 性 を 通じ て 厳密 に 運用 され る 抑制 と 均衡 の 仕組 み を 持つ こと 
の 重要 性 を 示し て いる 。 
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EL 


台湾 の 金山 原子 力 発電 所 1 号機 は 2014 年 12 月 か ら 稼 働 を 停止 し て お り 、 運 転 


子 炉 6 基 の うち 、4 


全体 を 


HA WLS À 


再開 は 燃料 部 品 の 取っ 手 破損 に 関す る 公聴 会 の 結果 次 第 で ある 。 台 湾 で 稼働 中 の 


基 の 使用 済み 燃料 プー ル は すでに 満杯 で あり 、 緊 急 時 に 炉 
人 也 が な い 。 に も か か わら ず 、 こ れ ら の 原子 炉 は 現在 も 運転 を 


済み 燃料 の 乾式 貯蔵 プロ グラ ム も 、 基 本 的 な 安全 措置 を 欠 


いて いる と 非難 され た た め 、 地 方 政府 に よっ て 保留 状態 に 置か れ て いる 。 


2016 年 5 月 20 
総統 選挙 に 先立ち 、 


日 、 民 主 進歩 党 (民進党 DPP) の 奈 英 文 が 台湾 総統 に 就任 し た 。 


禁 は 2025 年 まで に 台湾 の 脱 原 発 を 完了 きせ る と 公約 し た 。 


2016 年 1 月 の 総統 選 か ら 2 日 後 、 台 湾 電 力 公 司 (RÉ: Taipower) は すぐ きま 電 
力 不足 の 将来 見 通し を 改定 し 、 台 湾 で 脱 原発 が 実施 され た 場合 の リス タク 水準 を 高 
か ら 低 に 引き 下げ た (Lin 2016a) TOMAR. GAROMBRARILCILE 
電力 見 通し の 変更 を 否定 し た 上 で 、 原 子 力 に 頼る こと な く 十 分 な 電力 供給 を 行 な 
保証 は で き な い と 述べ た (Huang 2016) 。 当 時 、 台 電 が 一 見 矛盾 する 発表 を 行 


う 


な っ た こと は 、 


表 


撤 


専門 的 な 判断 力 を 欠い た 政治 的 な 対応 だ と 批判 され た 。 


2016 年 ぅ 月 、 台 電 は あたかも 黄 の 言葉 を 証明 する か の よう に 、 電 力 不 足 が 起 こ 
り 得 る と いう 警告 を 発し た (Lin 2016b) 。 台 電 の 働き か け を 受け て の こと と 思わ 
れる が 、 林 全 行 政 院 3 
間 題 の 多かっ た 金山 原発 1 号機 を 電力 不足 を 解消 する た め に 再 稼働 させ る 意向 を 


RL 
回 し て 
これ ら 


E (首相 ) も 禁 英 文 の 総統 就任 か ら わ ず か 2 週間 後 、 何 か と 


いる 。 


明 す る 。 こ れ に よっ て 市 民 だ け で な く 、 侍 総 統 の 脱 原発 公約 が 反故 に され た と 
民進党 議員 か ら も 激しい 反発 を 招い た 。 林 行政 院長 は 翌日 に この 発言 を 


の 出来 事 は 、 


吾 電 と 原子 能 委 員 会 ( 原 能 会 AEC) と の 複雑 な 関係 、 お 


よび 過去 40 年 間 に わ た り 両 者 が 台湾 の 電力 政策 に 果たし た 役割 に つい て 、 行 政 
府 が 限ら れ た 知識 し か 持ち 合わ せ て いな いこ と を 明らか に し た 。 政府 が 体制 の 外 
部 か ら 助 言 を 求め よう と し な い 限 り 、 危 険 か つ 急 を 要する 原子 力 関連 の 問題 は 多 
く が 未 解決 の まま 残さ れる だ ろう 。 そ し て 「 脱 原発 ] も 単なる スロ ー ガ ン に 終わ 
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る だ ろう 。 


本 章 で は まず 、 電 力 配分 と その 裏側 で 働い た 心理 的 要素 を 理解 する た め 、 初 期 


に 行なわ れ た 秘密 の 核兵器 開発 プロ グラ ム に つい て 


台湾 に お ける 原 


記述 する 。 次 
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いで 平和 利用 へ 


の 段階 的 移行 、 近 年 増大 し た 台 電 の 影響 力 、 第 4 の 原子 力 発 電 所 (龍門 原発 ) を 


巡る 論争 と 現状 、 そ し て 将来 的 課題 に つい て 述べ た 


NEUE, 


問題 、 多 数 の 建 


物 で 放射 能 汚染 が 判明 し た 問題 、 蘭 販 の 低 レ ベル 放射 性 廃棄 物 処 理 施設 、 そ し て 


使用 済み 燃料 再 処理 に 関す る 最近 の 問題 を 検討 する 。 


そし て 最後 に 


な 出来 事 が 起き た 理由 と 、 吾 湾 の 新た な 政策 決定 者 が 歴史 の 繰り 


多大 な 努力 を し な けれ ば な ら な い 理 由 に つい て 論 


画す る 。 


一 連 の 不幸 
返し を 防ぐ た め 


台湾 に お ける 初期 の 核兵器 開発 プロ グラ ム 


イス ラ エ ル と の 結び つき 、 そ し て アメ リカ に よる 反対 


物語 は 台湾 を 支配 する 国民 党 (KMT) と 中 華人 


民 共和 国 と の 軍拡 競争 か ら 始 


まる 。1962 年 3 月 、 中 国 が 北西 部 で 核兵器 開発 行なっ て いる 事実 を アメ リカ 情 


報 機関 か ら 知 ら さ れ た 藻 介 石 総統 は 、 共 産 主義 者 


会 委員 長 の エル ンス ト ・ バ ー グ マン 博士 が 1963 年 に 
お よび 唐 将軍 と リゾ ー ト 地 の 日 月 澤 で 3 日 間 を 過 


こ 遅 れ を 取る ま 
器 開発 プロ グラ ム を 決定 し た 。 唐 君 鉛 将軍 の 招き を 受け た イス ラ エ ル 原 子 力 委 


CLÉS AES 


1964 年 春 、 原 子 力 、 ロ ケッ ト 、 お よび 電子 工学 の 研究 を 目的 


する 中 山科 学研 究 院 (CSSD の 設立 が 正式 に 発表 さき 
任 、 バ ー グ マン 博士 は 外国 人 顧問 の 座 に 就 い た 。 ま 


ラム を 推進 すべ く 、 最 先端 の 科学 お よび 技術 分 野 の 学位 取得 を 目指 し て 有 能 な 軍 


人 を 海外 に 派遣 し 始め た 。 
1964 年 10 月 、 中 国 が 初 の 核 爆発 に 成功 する 。 新 


れる 。 唐 将軍 


いと 独自 の 核 兵 


訪問 し 、 藻 総統 


ご し た (Wang 2010). 


と し 、 軍 が 運 
が 準備 室長 に 就 


た 国防 省 も 核 


兵器 開発 プロ グ 


核兵器 開発 プロ グラ ム は バー グマ ン の 支援 を 受け る 


生産 工場 、 お よび 再 処理 工場 が 開発 対象 と な っ た 。 中山 科学 
月 に 業務 を 開始 し 、 核 能 研究 所 (NER) を 含む 3 つの 研究 


竹 計 画 と 名 付 ! 
多 で 始め られ 、 


z) 


+ られ た 人 台湾 の 
重水 炉 、 重 水 


究 院 は 1969 年 7 


EMADE 5 ILE. 
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1967 4E, FEAT A me SA WF CHS ARM © TERA SEAAO 


主任 委員 に 指名 し 、 核 兵器 開発 プロ グラ ム を 支援 きせ よう と し た 。 し か し 県 博士 


は 1 万 字 に 上 る 文書 を 提出 し 、 そ の 考え を 断固 拒否 し て いる 。 一 方 、 西 側 情 報 機 


関 は なんらかの 企み が 行なわ れ て いる の で は 


ハア レツ 紙 も 、1965 年 12 月 


1966 年 初頭 、 台 湾 政 府 は 


で あり 、 政 府 企業 の 台 電 で は な く 経 済 部 傘下 の 職 合 工業 


な いか と 疑い 始め た 。 イ スラ エル の 


に 台湾 の 原子 力 物 理学 者 が 訪れ た こと を 初め て 報道 
する 。 そ し て 彼ら の 接触 先 こ そ が バー グマ ン 博 士 だ っ た こと が 、 後 に 判明 し た 。 
シー メン ス 社 か ら 50 メ ガワ ッ ト (MW) 規模 の 重水 
炉 を 購入 すべ く 、 西 ドイ ツ に 接近 する 。 西 ドイ ツ に と っ て は これ が 同国 初 と な る 
原子 力 設備 の 輸出 だ っ た こと か ら 、 政 府 は 重要 部 品 を 国際 原子 力 機関 (IAEA) 
の 安全 装置 に よっ て 保護 する と いう 条件 の も と 、 取 引 に 積 板 的 な 姿勢 を 見 せ た 。 
台湾 政府 の 公式 発表 に よる と 、 原 子 炉 は 経済 的 な 実現 可能 性 を 調査 する の が 目的 


こと と され だ 。 原 子 炉 購入 と 核兵器 研究 と の 間 に な ん ら 関 係 は な い 
だ が アメ リカ 政府 は 容易 に 納得 せ ず 、 ド イツ 製 原子 
炉 の 台湾 へ の 販売 に 強く 反対 し た 。 


表 は 繰り 返し 主張 し て いる 。 


同じ 1966 年 、ILAEA の 専門 家 4 名 が 台湾 を 
地 選 定 に 関わ っ た 。 候補 地 の 一 つ は 本 島 の 北部 に 、 
た 。 用地 選定 の 間 、 台 電 代 表 は さら に 1 ヶ所 、200MW 級 試験 炉 の 


訪れ 、450MW 級 原 子 力 発電 所 の 用 


究 所 が 運転 を 担当 する 
~ RÖR 


も う 一 つ は 南部 に 所 在 し て い 
H 地 と し て 新 


人 竹 ま た は 石門 ダ ム 近隣 の どちら か を 許可 する よう 求め た 。 台 電 に よる と 、 こ の 試 
験 炉 は 大 学 お よび その 他 政 府 機関 の 「 共 同 事業 体 」 が 資金 援助 を 行なう と いう 。 
ぐに 軍 の 関与 を 疑っ た 。 在 台湾 アメ リカ 大 使 館 へ の 


し か し アメ リカ 大 使 館 は す 


在 台 北ア メリ カ 大 


購入 を 検討 中 」 無線 電報 第 566 号 、1966 年 4 月 30 日 (Burr 1999 より )。 


3 在 台北 アメ リカ 大 
関 が 用 いる 可能 性 の あ 


813%, 19664745 8H 


在 テ ル ア ビ ブ ・ ア メリ カ 大 使 館 「 中 華 民国 の 核 専門 家 が イス ラ エ ル を 訪問 」 
無線 電報 793 号 、1966 年 3 月 19 日 (Burr 1999 よ り )。 
使 館 「 中 華 民 国政 府 が S50 メ ガワ ッ ト (MW) 級 重水 炉 の 


更 館 | 中 華 民国 政府 が IAEA の 専門 家 に 対し 、 軍 事 研究 機 
る 原子 炉 の 場所 選定 に つい て 助言 を 求め る | H 


HAE UE 


(Burr 1999 よ り )。 


8 6 


電文 で も 、 


新竹 計画 は 1969 年 に 中 止 さ れ た 。 内 外 の 圧力 が 重なり 合 


18 
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台湾 に 


核兵器 開発 を 進め る 台湾 の 意図 が 確か め ら れる 。 
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5 


(Albright and Gay 1998), À 
域 に 近 す ぎる こと を 理由 
、 校 資源 の 入手 が 国際 社 


pen 事態 に な る こと を 恐れ 


" 


る 
LE 
nis 
と 


JE Hi UC iii 


新竹 計画 が 中 止 さ れ た 後 、 
を 考え る こと で 人 台湾 の 核 戦 略 を 修正 す 
る べく 、 
会 の 関係 機関 に 転換 する 。 ま た 中 山科 
が 指名 され た 。 そ の 直後 に 純粋 な 民間 


バー グマ 


専 士 も 費 


INER は 上 呉 博士 の 提案 を 受け て 軍 傘 下 の 中 山科 学 f 


1] が あま り 


Tč 


ち た 方 向 転 換 


っ た 結果 だ と 
に 高く つく こと 、 お よび 人 口 
こ 、 核 兵器 プロ グラ ム に 強く 反対 し て いた 。 ま た 
会 の 圧力 に よっ て 阻ま れ 、 さ ら に 


AUS 


apn 


は アメ リカ 


YL IESE EAI AT LY 
る よう 説得 し た 。 そ の 軍事 


学研 究 院 の トッ プ (【 
プロ グラ ム が 開始 され 、 


原子 力 の 
的 色合い を 薄 
完 院 か ら 離 れ 、 原 能 
に は 国立 台湾 大 学 の 総 
行政 院 は 1969 年 8 


民間 利 


め 


vs 


月 に 同国 初 の 原子 力 発電 所 プロ ジェ クト を 認可 する 。 そ れ を 受け 、 ゼ ネ ラ ル ・ エ 
(LWR) 2 基 が 1970 年 に 導入 され る 。 ま た 


レク トリ ッ ク 社 (GE 
1974 年 に は 沸騰 水 3 
台湾 が 方 向 を 転換 


) 製 の 軽水 炉 
型 原子 炉 2 基 の 導入 
し た と 一 涯 


が 検討 され た 。 こ れ ら の 民 


H 原 子 力 開発 は 
B の アメ リカ 情報 関係 者 に 納得 させ た 。「 こ の 種 の 原 


子 炉 は 、 兵 器 目的 の プル トニ ウム を 製造 する に あたり 最適 な 選択 で は あり 得 な 


Wl と 、 ア メリ カ 大 使 館 職員 
同じ 頃 、 台 湾 は 「 桃 園 


r1 


は 記し て 
J と いう コー 


5 
いる 。 
ド ネ ー 


する 。 し か し アメ リカ か ら 再 処理 施設 を 購入 する と いう 台湾 の この 試み は 


ャ ー ド 
級 の 重水 炉 を カナ ダ か ら 購 入 し 、 


・ ニ クソ ン 政 権 に よっ て 1969 年 に # 
こち ら は 1973 年 4 月 に 臨界 
湾 は アメ リカ 、 フ ラン ス 、 お よび ドイ ツ な どか ら 購 入 し た 装置 を 組み 合わ せ 、 


在 台 北ア メリ カ 大 使 館 


「 中 華 民 


玉 


(Burr 1999 よ り )。 


線 電 報 第 1037 号 、1966 年 6 月 20 


在 台 北ア メリ カ 大 使 館 
文 第 2354 号 、1973 年 4 月 20 


5 


日 (B 


| 中華 民 


国 の 核 に 関す る 意向 に つい て ] 


urr 1999 よ り )。 


EF Six. INER は 代わ り 【 


政府 が 核兵器 開発 を 継続 する 予兆 あり 」 無 


ム の 新た な 秘密 プロ ジェ クト を 開始 
QUT 
に 40MW 
TÉL SAR 


AN 


NO 


国務 省 
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別 研究 


規模 再 処理 施設 
作 


pin 


用 が 天文 学 的 数 字 に 上 る こと 、 ま た は 中 


プル トニ ウム 化学 実験 室 、 そ し て 天然 ウラ ン 燃 料 の 製造 工場 を 
り 上 げた (Albright and Gay 1998) 。 フ ラン ス か ら 再 処理 工場 を 購入 する 計画 は 、 


国政 府 の 圧力 、 も し く は その 


ij 7; 2338 


由 で 頓挫 し た 。1972 年 、 台 湾 政 府 が 再 処理 工場 の 部 品 購入 先 と し て 西ドイツ の 


企業 に 目 を 付け た こと を 、 ア メ 


化 が 実現 され よう と し て お り 、 中 


Uu 


リカ は 何 の 行動 も 起こ き な か っ た 。 
し か し アメ リカ 政府 は 台湾 へ の 圧力 を 着実 に 強め 、 核 兵器 プロ グラ ム を 放棄 さ 


せよ うと し た 。 ま た 台湾 が 天然 資源 を 節約 で きる よう 、 ア メリ カ な ど 他 国 で 
済み 燃料 の 再 処 理 を 行なう なら ば 支援 する と 申し 出 て いる 。 し か し 1973 年 、 
湾 は アメ リカ の 反対 に も 関わ ら ず 西ドイツ 
み 燃 料 再 処理 施設 を 購入 する 。 マ ー チ ン ・」・ 
長 (外相 ) と の 間 で 激しい や り 取 り が 行なわ れ 、 
交 部 長 は 、 吾 湾 は 再 処理 問題 に 関す る 決定 を 下 
プロ グラ ム の 存在 を 否定 し た 。 し か し 西ドイツ 外務 省 と アメ リカ 』 
け ナ 、UHDE は 2 月 に 契約 を 破棄 する 。 そ し て 翌 
再 処理 工場 の 購入 中 止 を 通知 し た 。 
の ヴィ クタ ー・ チ ョ ン 事 


E 


fE & W BIRI KR 


l 


AEA 
Hea 


1973 年 3 月 、 原 


スネ イダ ー 極 東 問題 担当 国務 次 


力 の 秘密 を 隠す ] こと は し な いと 語 


~ INER TË 


カ 政 府 は 察知 する 。 し か し 当時 は 米 中 関係 正常 
国 も 吾 湾 も 刺激 し た く な か っ た こと か ら 、 ア メ 


E 
企業 


UHDE 社 
ヒレ ン ブ ラ ンド 和 駐 


と 契約 を 結び 、 


し て いな いと 主張 


務 


HX 


更 


Lx 
=) 


使 


R 


UHH JJK 
その 中 で 沈 外 
し 、 核 兵器 開発 
攻 府 の 圧力 を 受 
、 杏 湾 外 交 部 は アメ リカ 大 使 に 


局長 は アメ リカ の リチャード ・ 
旧 補 代理 に 対し 、 台 湾 政 府 は 「 友 人 に 対し て 原子 
が 進め られ て いる 実験 室 規 


模 の 再 処理 施設 に 関す る 進捗 報告 書 を 提示 し た 。 こ の 再 処理 施設 は 年 間 お よそ 


300 グ ラム の プル トニ ウム 抽出 能 


力 を 有する こと に な っ て いた 。 し か し アメ リカ 


の 見 積もり は それ と 異な り 、 吾 湾 が 購入 し た カナ タダ 製 研究 炉 を 最大 限 に 稼働 させ 
6 アメ リカ 国務 省 「 中 華 民 国 の 再 処理 工場 向け 部 品 輸出 に お ける 安全 対策 に つ 
いて ドイ ツ が 照会 を 行なう 」 1972 年 11 月 22 日 の 会 話 メ モ (Burr 1999 よ り )。 

7 アメ リカ 国務 省 「 中 華 民 国 向け 再 処理 工場 の 提案 に つい て 」 在 ボ ン 、 ブ リュ 
ッ セ ル 、 台 北大 使 館 向け 電文 第 2051 号 、1973 年 1 月 4 日 (Burr 1999 よ り )。 

8 アメ リカ 国務 省 「 中 華 民 国 の 原子 力 研究 に つい て 」 在 台 北 お よび 在 東京 アメ 


リカ 大 使 館 向 け 電文 第 51747 号 、1973 年 3 月 21 


日 (Burr 1999 よ り )。 
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れ ば 、 核 実験 に 充分 な 量 の プル トニ ウム を 1 年 で 抽出 で きる と し た 。 ま た 1976 


年 に IAEA の 監察 チー ム が 訪 台 


の 一 部 を 秘密 裏 に 確保 し て いた の で は な いか と いう 疑惑 を 生ん だ 。 同 


メリ カ は レオ ナル ド ・S・ ア ン 
湾 に 核兵器 の 開発 中 


し て 使 
Daily News 1976) s 


上 を 求め る 。 そ し て 17 日 
表し 、 台 湾 は | 核兵器 開発 に 人 的 資源 お よび 天然 資源 を 
済み 燃料 の 再 処理 技術 を 獲得 する つも り も な いと 厳粛 に 宣言 し た (Ozz 


し た こと は 、INER が 再 処理 目的 で 使用 済み 燃料 
年 9 月 、 ア 
ジャ ー 大 使 を 通じ て 正式 な 外交 要求 を 行ない 、 台 


、 薄 経国 行政 院 】 


民 は 公式 声明 を 発 


| いる 意図 は な い 」、 そ 


1977 年 4 月 、INER が 再 処 理 技術 を 巡っ て オラ ンダ 企業 と 接触 し て いた こと を 


アメ リカ は 突き 止め る 。 ア メリ 


À] (訳注 : 放射 能 の 強い 』 


月 、 燃 料 タ ンク に 安全 装置 の な 
済み 燃料 が 流 


発見 する 。 し か し 合 
受け 


ES 


= 


H へ の 転換 、 そ し て 同 


HAERE 


7 AU ALBA UL. BA Vasto 
国 が 保有 すす る プル トニ ウム の アメ リカ へ の 移送 を 要求 し 


カ の ヨ 


いい 排出 日 


され た 事実 は 見 つ 


E た る 懸念 は 重水 生産 と INER の 「 ホ ッ ト ラ 
取り 扱え る 施設 を 有する 実験 室 ) だ っ た 。 3 
が 設け られ て いる の を IAEA の 査察 官 が 


けら れ な か っ た 。 そ れ を 


的 中 止 、 諸 施設 の 平和 的 


た 。 ア メリ カ か ら 専 門 家 チ ー ム が 到着 し 、 疑 惑 の 施設 を 残ら ず 解体 し た 上 で 桃園 


計画 を 廃止 に 追い や っ た 。 同時 に 原 
原子 炉 の ライ セン ス 契 約 に つい て 


ae 
発電 


同国 初 と な る 


ab A 
REZ 


の チョ ン 事 務 


= 
局 


an 


長 は ワシ ント ン を 訪れ 、 
し 合っ た 。 ア メリ カ の 度 


重なる 十 渉 に も か か わら ず 、 疑 惑 は 一 掃き され な か っ た 。1978 年 9 月 、 サ イラ ス ・ 
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独特 な 関係 に ある 。 それで アメ 


CROC (中 華 民国 ) を 扱っ て いる の だ 」 
、INER の 張 憲 義 副 所 ] 


1988 年 1 月 12 
亡命 する 。 数 
れ を 取り 仁 


リカ の 専門 家 チ ー ム が INER を 
施設 を 残ら ず 破 壊し た 。 張 は 


B 
TAA 


E 5 7: 0 Xp def 
を 知ら な か っ た 。 一 方 、1 月 13 日 
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L, Peri 
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(CIA) 73223, Bie 
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訪れ 、 全 て の 重水 を 抜き 
RED 20 年 前 か ら CIA に 


疑わ し い 活動 
氏 昧 な 立場 に あり 、 ま た アメ リカ と 
国々 な ら 我 慢 な ら な いよ うな や り 方 
と 述べ た (United Daily News 1976) 。 

民 が 大 量 の 機密 資料 と と も に アメ リカ へ 
日 後 、 張 は ワシ ント ン で 開か れ た 非 公 開 の 公聴 会 に 姿 を 見 せ た 。 


こ 薄 経国 総統 が 死去 する 。 そ し て 2 


懸念 
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後 、 ア メ 
取る と と も に 核兵器 関連 
雇 わ れ ア メリ カ の た め に 
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活動 し て いた 疑い が あり 、 そ の 亡命 は 台湾 の 核兵器 開発 プロ グラ ム を 中 止 に 追 
い 込 み 、CIA が 成功 を 収め た 数 少な い 秘 密 工作 活動 の 一 つと し て 僅 在 され た 
(Weiner 2007)。 し か し 台湾 人 の 多く は 張 を 裏切り 者 と みな し て いる 。 


民間 利用 


原子 力 発電 所 の 新設 


核 開発 の 組織 的 な 枠組 み が 確 立 さ れ た の は 1955 年 の こと で あり 、 国 立 清華 大 
学 原子 科学 研究 所 が 人 材 の 供給 源 と な っ た 。 原子 科学 研究 所 は 本 土 中 国 か ら 新 た 
に 移転 し た 清華 大 学 が 擁する 唯一 の 研究 所 だ っ た 。 ま た 同年 7 月 18 日 、 台 湾 は 
アメ リカ と の 間 で | 原子 力 の 民間 利用 に 関す る アメ リカ 合衆国 政府 と 中 華 民 国政 
府 と の 協力 合意 」 を 締結 し 、 原 子 力 技術 お よび 物資 の 移転 を 図っ た 。 さ ら に 同じ 
年 、 暫 定 組織 と いう 形 な が ら 国 の 規制 機関 と し て 原 能 会 が 新設 され 、 他 省庁 出身 
の 人 物 が その 大 半 を 占め た 。1964 年 に は 国立 清華 大 学 に 原子 力 科学 部 を 新設 、 
学生 の 募集 が 始ま っ た 。 こ れ は 新竹 計画 の 開始 お よび CSSI の 設立 と 時 期 が 一 致 
し て いる 。 

先 に 触れ た 通り 、 原 子 力 発 電 所 の 用 地 選 定 は 1964 年 に 始め られ た 。 そ し て 
19694F, IAEAD RMAF -AI LSI Lot, MMS EL c ED 25 
所 に 絞り 込ま れ 、 最 終 的 に 前 者 に 決定 し た (CEPD 1979)。 ま た 建設 用 地 の 選 定 
と 機械 設備 の 導入 に 加え 、 技 術 的 ・ 経 済 的 な 実現 可能 性 調査 に つい て 支援 を 受け 
る べく 、 ベ ク テ ル 社 と の 間 で 契約 が 結ば れ た 。 そ の 結果 、 金 山原 子 力 発電 所 に 導 
人 する 原子 炉 と し て 出力 636MW の GE 製 軽 水 訪 2 基 が 推奨 され 、1969 年 8 月 に 
行政 院 の 正式 認可 を 受け た 。 こ れ は 「 合 湾 十 大 イン フラ プロ ジェ クト 」 の 一 つと 
な り 、 後 に 父 の 跡 を 継い で 総統 と な る 背 経 国 行政 院長 の 功績 と され た (Small and 


Medium Enterprise Administration, Ministry of Economic Affairs n.d.) o 
第 2 (HE), 3 (KB) の 原子 力 発電 所 も 議論 を 引き 起こ すこ と な く 和 建設 が 
進め られ た 。 馬 鞍 発電 所 が 本 格 稼 働 を 開始 し た 1985 年 、 台 湾 の 原子 力 発電 所 の 
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所 は 1980 年 9 月 に 認可 され 、1994 年 の 発電 開始 を 目指 す も の と され た 。 

原子 力 発電 所 に は 核兵器 開発 か ら 注意 を 逸らす 役割 が あり 、 そ の た め 人 台湾 当局 
は 電力 需要 の 実 勢 に ほとん ど 注 意 を 払わ な か っ た 。 そ の 結果 、 馬 鞍 発 電 所 が 電力 
供給 を 開始 し た 1985 年 、 供 給 了 予備 率 電力 需要 が ビ ピーク に 達し て いる 時 期 で 
あっ て る 余剰 と な っ て いる 発電 出力 の 比率 が 55 パ ー セ ント 急上昇 し て いる 
(Control Yuan 2012) 。 ま た この 年 の 大 半 に お いて 発電 能力 の 70 パ ー セ ント 以上 が 
待機 状態 だ っ た と 推計 され て いる 。2 基 の 巨大 な 原子 炉 の 追加 は 完全 に 不 必要 だ 
っ た 。 事実 、 国 民 党 所 属 の 議員 55 名 が 龍門 発電 所 計画 の 中 止 を 求め る 緊急 動議 
を 提出 し て いる (Legislative Yuan, Atomic Energy Council 1985) 。 運 転 上 の リス ク 、 
核 廃棄 物 の 処理 問題 、 そ し て エネ ルギー 安全 保障 と いっ た 国民 党 議 員 の 懸念 は 、 
今日 の 反 原 発 運 動 が 用 いる レト リッ ク を 先取 りす る も の だ っ た 。 行政 院長 は この 
動議 に 従い 「 全 て の 疑い が 晴れ る まで 運転 を 開始 する 必要 は な い 」 と 述べ 、 か く 
し て 龍門 プロ ジェ クト は 頓挫 し た (Legislative Yuan, Atomic Energy Council 1985) 。 


指揮 系 統 の ぶれ と 党派 対立 的 な 政治 問題 


INER 副 所 長 の 亡命 、 薄 経国 総統 の 死 、 そ し て 核兵器 開発 プロ グラ ム の 全面 的 
放棄 は 1988 年 初頭 の 1 週間 以内 に 発生 し た 。 こ れ ら は 台湾 の 核兵器 推進 論者 に 
思い も よら ぬ 衝 撃 を 与え を た の みな ら ず 、 大 き な 政 治 的 変化 を も た ら す も の と 予想 
され た 。 あ まり に 当惑 し た の か 、 あ る い は 原子 力 の 将来 に 意 を 払っ て いら れ な い 
ほど 権力 闘争 に 明け 暮れ て いた の か 、 軍 関係 者 は この 時 以来 原子 力 へ の 関与 を 打 
ち 切 っ て いる 。 か くし て 他 の 勢力 か ら の 舞 有 対 が な く な っ た 今 、 巨 大 な 資産 を 有 す 
る 台 電 が 都合 よく 意思 決定 の 役割 を 引き 継い だ の で ある 。 

それ か ら 数 年 間 、 発 電設 備 容量 は な ぜ か 減少 に 転じ 、1986 年 か ら 91 年 に か け 
て 推計 3.8 ギ ガワ ッ ト (GW) も の 発電 容量 が 和 失わ れ た (台湾 電力 の 公開 情報 に 基 
づく 計算 )。 結 果 と し て 供給 予備 率 も 55 パー セン ト か ら 4.8 パ ー セ ント に 急減 す 
b. 突然 の 停電 が 日 常 茶 飯 事 と な り 、 そ の 頻度 も 時 が 経つ に つれ ます ます 高く な 
っ て いっ た (Central News Agency 1991a, 1991b, 1992a, 1992b), ZO 7: io. RË% 
電力 不足 か ら 救 う 最 も 現実 的 な 選択 肢 と し て 龍門 発電 所 が 息 を 吹き 返す 。 し か し 
中 華 経 済 研究 院 が 行なっ た 分 析 (Wang 1991) は 、 こ うし た 思考 の 誤 朗 を 明らか 
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に し て いる 


大 部 分 の 停電 は 原子 力 発 電 所 の 不具 合 が 原 


因 だ っ 755 台 電 は 原子 


力 発電 拡大 へ の 支持 を 得る べく 故意 に 


(Central News Agency 1994, 1995)。 に も か 
基 を 含め て 8 基 の 原子 炉 を 導入 し よう と 計 


発 事 


1986 年 に 発生 し た チェ ル ノ ブ イリ 原 


電力 不足 を 引き 起こ し た と 非難 され た 
か わら ず 、 当 局 は 2020 年 まで に 龍門 の 2 
画 し た (Gi 1998). 
Me SIT, Ad 


ES 


原子 力 に 伴う リス 


ク を 認識 し 始め た 。 龍門 原子 力 発電 所 計画 が 1990 年 に 復 告 し た 際 も 、 大 衆 の 間 


か ら 疑 問 の 声 が 沸き 起こ っ て いる 。 多く 
上 げ る よう に な っ た の だ 。1986 年 9 月 に 
wD, 原子力 発電 所 の いか な る 新規 建 


の 人 々 が 原子 力 の 安全 間 題 に つい て 声 を 
吾 湾 初 の 本 格 的 野党 と し て 誕生 し た 民 進 


r1 


設計 画 に も 反対 し 、 代 替 エ ネル ギー 源 の 


開発 を 促進 する 。 ま た 国内 原発 の 完全 廃止 に 向け た 工程 表 を 策定 する ] こと を 党 
着 に 掲げ て いる (Democratic Progressive Party Principles and Guidelines n.d.: 13) 。 1992 


年 6 月 、 立 法院 (議会 ) の 多数 を 占め る 国 
民進党 が 強 


年 間 の 予算 案 を 打ち 出す と 、 
火種 


建設 


地 の 近 隣 住民 に 約束 し た 通り 、 
決定 は 、 陳 が 国 
に 知ら され て お ら ず 、 大 秦 の 


民 党 の 連戦 主席 と 会 談 


民 党 が 原子 カプ ロジ ェクト に 対す る 8 
く 反 対す る 龍門 発電 所 計画 は 政党 対立 の 
民進党 の 陳 水 選 が 勝利 し 、 龍 門 発電 所 
10 H 27 日 に 建設 計画 を 中 止 し た 。 

し た 後に 発表 され た 。 連 は 陳 の 
辱 さ れ た と 感じ ゃ 。 か くし て 国 


面前 で f 


決定 に 対し て 全 


9 
発電 所 計画 は 2001 年 2 月 に 再開 され た 。 
は 与党 民進党 に と っ て 大 き な 痛 手 と な り 
る 問題 へ の 関与 を 避け る よう に な っ た 。 


に 発表 され た 。 


年 的 な 反対 運動 を 展開 する の みな ら ず 、 国 
を 占め る 立法 院 に お いて 角 免 決議 案 を 主 
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民 党 が 多数 
導 す る 。 結局 陳 総 統 は 圧力 に 屈し 、 龍 門 
計画 中 止 の 試み が 失敗 に 終わ っ た こと 
、 そ の 人 後 主要 な 政治 家 は 龍門 計画 に 関す 
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に 著名 し 、 そ の 決定 
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問題 に 満ち た 龍門 原子 力 発電 所 の 歴史 


建設 上 の 欠陥 


龍門 原子 力 発電 所 の 建設 は 規制 機関 で ある 行政 院 の 原 能 会 と 事業 者 で ある 台 電 
と の 緊張 関係 を 浮き 彫り に し た 。 既存 の 3 つの 原子 力 発 電 所 は アメ リカ の コン サ 
ル タ ン ト 企業 エバ スコ お よび ベク テル の 監督 下 で 完成 し た が 、 経 験 に 乏しい 台 電 
は GE 社 の 設計 図 を 用 いて 龍門 原発 の 建設 を 行なっ た 。 ま た 同じ く 経 験 の 少な い 
原 能 会 は 1997 年 1 月 に 規制 委員 会 を 設置 、 龍 門 原 発 の 品質 お よび 進捗 の 監督 に 
あたら せる と と も に 、 実 際 の 工事 が 始ま っ た 2002 年 か ら は 短い 月 次 監督 報告 書 
を 公開 し て いる 。 建設 の 初期 段階 で 発覚 し た 欠陥 の 多く は すぐ に 修正 され た 。 な 
お 最初 の 大 き な 欠 陥 は 、 原 子 炉 の 基礎 に 施さ れ た 溶接 が 必要 強度 に 達し て いな い 
と いう 、 匿 名 の 情報 が きっ か け で 発覚 し て いる (AEC 2002)。 原 能 会 が 2002 年 4 
月 に 追跡 調査 を 行ない 問題 を 確認 し た 結果 、 基 礎 は 作り 直さ れ た 。 

その 後 も 建設 が 進 な に つれ て ます ます 多く の 欠陥 が 突き 止め られ た 。 原 能 会 の 
報告 書 に 記載 され た 主要 な 問題 と し て 、 格 納 容器 の アン カー 部 の 強化 鋼材 が 誤っ 
て 切断 され た 事故 (AEC 2007)、 お よび 建築 業者 の 不 注意 に よっ て 設置 済み 配管 
の 上 に 直接 足場 が 組ま れ た 結果 、 錆 や 凹み が 生じ 、 さ ら に は 穴 が 空い た と いう 事 
敵 が 挙げ られ る (AEC 2008a, 2008b, 2010)。 ま た 工事 日 報 に は 、1 日 で 終え る の 
は 不可 能 な ほど 多く の 作業 が 記載 され て いた (AEC 2009), 。 さ ら に 、 原 子 炉 建 屋 
内 の 接合 部 が テフロン テー プ で 密閉 され る と いう 不 十分 な 施工 事例 も 数 多く あっ 
た (AEC 2011). 

し か し 内 部 関係 者 に よっ て 指摘 され た より 深刻 な 問題 の 中 に は 、 原 能 会 に よっ 
て 「 安 全 性 に 関連 は な い ] と 分 類 さ きれ た も の が ある (AEC 2008c)。 ニ ュー ス の 見 
出し を 人 節 っ た 設計 の 変更 や 、 組 織 的 に 資材 の 角 を 落と し て いた と いう の が その 一 
例 で ある (Wang and Wei 2008)。 台 電 は 龍門 原子 力 発電 所 の 設計 に 395 も の 変更 
を 加え て いた が 、 そ の 中 に は 原 能 会 る し く は GE 社 に 相談 する こと な く 緊 急冷 却 
シス テム の 支持 構造 を 修正 し た 事実 も 含ま れる 。 加 えて 、 吾 電 は 仕様 書 の 指示 に 
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反し 、 プ ル ボ ックス や 金属 管 取付 具 に 炭素 繊維 で は な く 合成 ゴス の ガス ケッ ト を 
いて いた 。 炭素 繊維 は 最大 1.000 度 の 熱 に 岬 えら れる が 、 合 成 ゴ ^ へ は ライ ター 
の 火 で 燃え 上 が っ て し まう 。 ま た 溶融 亜鉛 メッ キ の 施さ れ た 鋼材 が 電気 亜鉛 メッ 
キ の 鋼材 に 置き 換え られ た こと も 判明 し て いる 。 溶 融 重 鉛 メ ッ キ の 皮膜 は 電気 年 
鉛 メ ッ キ の それ より 25 倍 厚 く 、 治 岸部 で あっ て る も 50 年 以上 も つ 。 台 電 の 龍門 工 
事 責任 者 は ジャ ー ナ リス ト の 質問 に 対し 、 原 子 力 発電 所 は 湿気 の 多い 環境 で は な 
い の で 電気 亜鉛 メッ キ で 十分 だ と 答え 、 ま た 炭素 和 維 は 燃え る 時 に 有毒 な 煙 を 放 
出す る と 述べ た 。 し か し これ ほど の 高温 に 耐え を られ る 人 間 は いな い の で 、 そ うし 
た 懸念 は 的 外れ と 考え を られ た (Wang and Wei 2008) 。 

2008 年 4 月 、 原 能 会 は 台 電 に 50 万 元 ( 約 1 万 6.700 ド ル ) の 入金 を 課 し た 上 で 、 
変更 箇所 の 安全 性 を 見 直し 、 原 能 会 の 同意 まく こ れ 以 上 の 変更 を 行なわ な いよ う 
求め た 。 だ が 数 ヵ月 後 、 台 電 が 原 能 会 に 通知 せ すず お よそ 700 の 変更 を 新た に 加 
えて いた こと を 、 原 能 会 は 突き 止め る 。 こ れ で 六 金 の 総額 は 350 万 元 ( 約 11 万 
7,000 ドル) に 上 っ た 。 し か し 2011 年 中 盤 に も さら な る 未 認可 の 変更 が 発覚 し て 
いる (Le 2011), 今度 は 原 能 会 も 1,500 万 元 (50 万 ドル ) EVI, LO RO SJ 
金 を 課す だ け で な く 、 責 任 者 の 台 電 幹部 を 刑事 告訴 する と 発表 し た 。 台 電 が 原 
能 会 を 軽視 し て いる の は 明らか で ある 。 


責任 逃れ の 連鎖 


台 電 は 電力 事業 を 独占 する 政府 企業 だ が 、 経 営 を 管理 する 省庁 は な い に 等 し い 。 
2008 年 6 月 に 行なわ れ た 雑誌 の 取材 の 中 で 、 台 電 幹 部 数 名 が 龍門 原子 力 発電 所 に 
お ける 設計 変更 の 理論 的 根拠 を 明らか に し た (Lee 2008), 。 そ れ に よる と 「 過 度 に 
保守 的 な GE の 設計 」 が 全て の 問題 の 原因 だ と いう 。 幹 部 ら に よれ ば 、GE 社 の 


T 
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原 能 会 の ウェ ブサ イト に は 、 原 発 の 運転 お よび 建設 に 関す る 確認 済み の 佑 反 
行為 や 異常 事態 に つい て 、 そ の 処分 内 容 と 江 人 金額 が 記載 され て いる 。 

2008 年 11 月 19 日 発行 、 違反 番号 0970020065 号 お よび 0970020065 号 。 
2012 年 1 月 16 日 発行 、 違反 番号 1010001075 Fo 

イン タビ ュー に 応じ た の は 馬 電 山 原発 総 経理 (所 長 ) シー・ フ ン ギ ー、 龍 門 
原発 の 技術 主任 、 お よび 可 電 副 議長 。 シ ー は 2009 年 の 定年 後 も 龍門 原発 の アド 
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設計 は 「 プ ロジ ェクト が 本 当 に 必要 と する 数 十 倍 か ら 数 千 倍 (の 資材 )」 を 要求 
する も の だ と 述べ 、 そ の た め 「 工 事 が 難し く な り 」 「 コ スト を 押し 上 げ て いる ] 
と し た 。 ま た アメ リカ が ここ 30 年 間 で 新規 原発 を 一 つも 建設 し て お ら ず 、 そ の 
間 に 「GE 社 は 原子 力 技術 の 大 半 を 失っ て し まっ た 」 こと を 理由 に 挙げ 、GE の 
設計 は 信頼 性 に 欠け る と も 語っ た 。 そ の 上 で 、 建 築 中 に 「 数 多く の 矛盾 点 」 が 突 
き 止 め ら れ た こと で 「 プ ロジ ェクト 全体 に 遅延 が 発生 し な いよ う 、 即 座 に 変更 を 
行なう より 他 に な か っ た 」 と 主張 し た (Lee 2008). 

原 能 会 は いく つか の 重要 な 問題 を 見 逃し て いた 。 た と えば 2007 年 5 月 お よび 8 
月 に 公表 され た 監査 報告 書 は 、 両 原子 炉 の 格納 容器 に お ける セメント 作業 の 不備 
に し か 触れ て いな い 。 そ れ に よる と 、 格 納 容 器 の 強化 コン クリ ー ト の 盛 か ら 鉄 く 
ず 、 煙 草 の 吸殻 、 そ し て ペッ ト ボ トル が 発見 され た と し て いる が 、 写 真 は 流 付 さ 
れ て いな い 。 ま た 一 部 の 場所 で は 鉄筋 が 部 分 的 に 赴 出 し て いた 。 さ ら に 1 号機 の 
内 部 で は 、 使 用 済み 燃料 プー ル の 空間 を 確保 む る た め に 、 作 業 員 が 強化 鋼材 40 
本 を 切断 する な ど 、 新 た に 建造 され た 格納 容器 の 一 部 が 削り 取ら れ て いた 。 し か 
し 格納 容器 の 壁 に 埋め 込ま れ た ペッ ト ボ トル の 写真 が 2013 年 4 月 に 公開 され て 
初め て 、 こ れ が 将来 的 に どの よう な 厄 災 を も た ら す か 、 人 々 は 認識 し 始め た 。 

原 能 会 に よる と 、 吾 電 に は 40 万 元 ( 約 1 万 3.000 ド ル ) の 入金 が 科 さ れ 、 ま た 
格納 容器 の 壁 は ペッ ト ボ トル を 取り 除い た 上 で 、 同 等 の 強度 を 持つ コン クリ ー ト 
で 穴 は 寒 が れ た と いう 。 こ うし た 補修 を 行なっ た 後 も 格納 容器 の 強度 が 損なわ れ 
る こと は な いと 、 原 能 会 は 説明 し て いる (AEC2014)。 し か し それ か ら 2 週 間 も 
経た ず し て 、2014 年 2 月 26 日 か ら 3 月 5 日 に か け て 実施 され た 1 号機 の 集中 漏洩 
率 試験 お よび 総合 構造 試験 の 結果 が 不 合格 だ っ た と 報告 書 で 明らか に され た 
(Tang and Chien 2014) 。 漏洩 は 相当 な 量 で あっ た が 、 場 所 の 特定 は 困難 を 極め た 。 
格納 容器 の 壁 の 中 に 残る ペット ボトル 、 中 古 の バル ブ プ 、 そ し て 原子 炉 施設 内 部 の 
浸透 防止 シー ル に お ける 施工 不良 な ど 、 様 々 な 原因 が 疑わ れ た 。 加 えて 、 恐 らく 


バイ ザー を 務め て いた (Lee 2008). 
台 電 社内 の 龍門 原子 力 発 電 所 進捗 監視 部 を 率い る リン ・ チ ュ ン ロン に よる 説 
Hj (Lee 2008). 
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不適 切な 取り 扱い の せい で 壊れ た 部 品 を 置き 換え る た め に 、197 点 も の 部 品 が 2 
号機 か ら 1 号 機 へ 移さ れ た こと も 、 記 録 か ら 明 ら か に な っ て いる 。 

龍門 発電 所 の 建設 が 始ま っ て か ら と いう も の 、 不 祥 事 が 時 お り 明 る み に 出る も 
の の 、 国 民 の 反応 は 概して 穏やか だ っ た 。2008 年 、 原 発 建設 を 推進 する 国民 党 
の 馬英九 が 総統 選挙 に 当選 、 龍 門 原子 力 発 電 所 の 稼働 に 向け て 熱心 な 取り 組み を 
始め る 。 原子力 は 気候 変動 対策 プロ グラ ム に な く て は な ら な い 要 素 と 位置 付け ら 
れ 、 原 子 力 発 電 の さら な る 拡大 が 示唆 され た (Ho 2008). 稼働 開始 は 幾度 と な く 
遅延 し て いる が (Central News Agency 2014), 、 そ れ で も 工事 は 続け られ た 。 


In 


4 


龍門 原子 力 発電 所 の 死 


2011 年 3 月 に 発生 し た 福島 原発 事故 が こう し た 状況 を 一 変 き せる 。 と り わ け 地 
岩 が 多発 する な ど 、 大 上 衆 は 突如 と し て 台湾 と 日 本 に 数 多く の 共通 点 が ある こと を 
悟り 、 こ うし た 先進 技術 を 持つ 理性 的 な 社会 が か くも 無力 と な り 、 同 じ 状 況 に 置 
か れ た ら 台 湾 は どう な る の だ ろう と 、 多 く の 人 々 が 困惑 し た 。 原 能 会 の 直後 の 対 
応 は そう し た 不安 を 鎮め る も の で は な か っ た 。 福島 事故 か ら わ ず か 2 日 後 、 な ん 
ら 検 証 が 行なわ れ て いな い に も か か わら ず 、 原 能 会 副 委員 長 は | 台湾 に お ける 全 
て の 原子 力 発電 所 は 、 壇 に 座 す 仏 陀 の 如く 安定 し て いる | と 宣言 し た (Now 
News 2011)。 ま た フィ リピ ン 、 ベ トナ ム 、 中 国 な ど 近 隣 諾 国 は いずれ も 福島 か ら 
の 放射 性 物質 を 検知 し た が 、 原 能 会 は 3 月 31 日 に 至る まで 何 も 検 知 き され て いな 
いと 主張 し て いる 。 そ の 結果 、 原 能 会 の 観測 機器 の 感度 に 人 々 か ら 和 疑問 待 が つ 
けら れ た (Yen et al. 2011) 。 

2013 年 2 月 、 国 民 党 は 龍門 原子 力 発 電 所 の 将来 を 決定 すべ く 人民 投 票 の 実施 を 
提案 する 。 台湾 の 「 公 民 投票 法 ] に よる と 、 人 民 投 票 が 法 的 拘束 力 を 持つ に は 
50 パ ー セ ント 以上 の 投票 率 に 加え 絶対 過半 数 の 人 堆 成 が 必要 で ある 。2006 年 に 公 


Au 


15 放射 性 物質 が 台湾 に 飛来 する か どう か と いう 議員 の 質問 に 対し 、 原 能 会 副 委 
員 長 の ファ ン ・ チ ント ン は こう 答え た 。「 放射性 物質 が 台湾 に 届く と は 考え られ 
ませ ん 。 当 の 日 本 で も さほど 観測 され て いな い の で すか ら 」 (Tung Sen News 


2011). 
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民 投 票 法 が 通過 し て 以降 、6 度 の 人 民 投 票 が 行なわ れ た も の の 、 投 票 率 が 26 一 45 


パー セン ト に と どまり いずれ も 耕 決 さ れ た 。 現行 の 法律 で は 、 設 問 を どの よう に 
する か が 結果 の 鍵 を 握る 。 国民 党 は 次 の よう に 提案 し た 。 | 台湾 第 4 の (EM) 
原子 力 発電 所 の 建設 を 止め 、 稼 働き せな いこ と に あな た は 直 成 し ます か ? | 行政 


府 は 投票 日 を 2013 年 末 と する こと で 、 多 く の 人 々 ! 


は わざ わざ 投票 に 来 な い だ ろ 


うか ら 、 プ ロジ ェクト は 合法 化 さ れる は ず だ と 目論ん で いた 。 


その 一 方 で 原 能 会 は ヨー ロッ パ 連 合 (EU) に 対 


票 予定 日 の 1 ヵ月 前 まで に 完了 させ る よう 要請 し た 。 権威 あ る 国際 評価 は 国民 の 
ロ 


支持 を 増やす に 違い な か っ た 。 中 に は 、 圧 力 試 験 ( 


し 、 台 湾 の 「 圧 力 試 験 」 を 投 


は 安全 性 の 検証 で な く プ ロ パ が 


ンダ が 目的 だ と 考え る 者 も いた 。 事実 、 原 能 会 が 作成 し た 圧力 試験 報告 書 で 用 い 
られ て いる 地理 的 情報 は 、 す で に 知ら れ て いる も の を 大 幅 に 短く し た も の で ある 


こと が 、 非 政府 機関 の 代理 人 ら に よっ て 笑 き 止め ら 
炉 と の 距離 は 見 逃さ れ た か 、 あ る い は 報告 書 に 全く 


れ て いる 。 近く の 断層 と 原子 
記載 され て いな か っ た (AEC 


2013; Tsai 2013; Hsu 2013). その 結果 、 原 能 会 は 十 重 な が ら 玉 虫 色 の 評価 報告 書 を 


受け 取っ た (ENSREG 2013). 。 し か し 抗議 デモ が 全 


国 規 模 で 繰り 広げ られ た 。 そ 


の 中 に は 20 万 人 以上 が 参加 し た 2013 年 3 月 9 日 の 反 原 発 抗議 集会 も 含ま れ て い 


Bo 


有権者 の 圧力 を 受け 、 国 民 党 政府 は 人 民 投 票 の 提案 を 取り 下げ た (Shih 2013). 
だ が 国民 党 が 直後 に 中 国 と 締結 し た サー ビス 業 に 関す る 協定 が 大 き な 議 論 を 呼び 、 


2014 年 3 月 の 大 規模 デモ に つなが っ た 。4 月 22 


日 、 元 民進党 主席 で 長年 反 原 発 運 


動 に 携わっ た 経歴 を 持つ 林 義 雄 が 龍門 原子 力 発電 所 の 建設 中 止 を 求め て ハン ガー 
スト ライ キ を 行なう 。 こ うし た 圧力 を 受け 、 馬 英 九 総 続 は プロ ジェ クト に 関す る 
謀 歩 を 余儀 な くさ れ 、1 号 機 の 建設 お よび 密閉 を 一 時 中 断 す る と と も に 、2 号 機 
の 建造 を 完全 に 中 止 し た (M.-$. Huang 2014), 。 な お 2 号機 の 決定 は 、 稼 働 の 可能 
性 が 非常 に 低い と 判断 され た た め だ と 思わ れる 。 林 は これ を 受け て 4 月 30 日 に 


ハン ガー スト ライ キ を 終了 し た 。 
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建物 の 放射 能 汚染 


商品 が 放射 能 に 汚染 きれ て いる か 否 か を 確か め る こと は 世界 各地 で 行なわ れ て 
いる わけ で は な い が 、 吾 湾 で は 不動 産業 者 が 日 常 的 に 提供 し て いる サー ビス で あ 
る 。1992 年 以降 、1,600 戸 の 住居 を 含む 300 以上 の 建物 で 高 水 進 の 放射 能 汚染 が 
確認 され た 。 住居 に まで 夢 延 する 放射 能 汚染 の 原因 は 、 原 能 会 が 10 年 以上 に わ 
た り 無 視 と 隠蔽 を 繰り 返し た こと だ っ た 。 原 能 会 が 鉄筋 の 放射 能 汚染 を 最初 に 確 
認 し た の は 1983 年 1 月 の こと で ある 。 金山 原子 力 発電 所 向け に 購入 され た 棒 銅 
が 高 レ ベル の 放射 能 に 汚染 され て お り 、 そ の 数 値 は 70 マ イク ロ シ ー ベ ルト 毎時 
Cu Syh、 環 境 放 射線 の 平均 水準 お よそ 0.1  Syh の 約 700 倍 ) に 上 っ た 。 製造 者 の 
金山 鉄鋼 は 桃園 に ある 製鉄 所 か ら 鋳 塊 を 購入 し て お り 、 原 能 会 に よる 調査 の 結果 、 
棒 鋼 2 トン を 金山 原子 力 発電 所 に 、29.9 ト ン を チェ ン ・ カ ン 和 建設 に 販売 し た こと 
が 判明 、 後 者 は 中 国 国際 商業 銀行 の 職員 穴 建 設 に 使わ れ て いた 。1983 年 3 月 時 点 
に お いて 、 建 設 現場 で 未 使 用 の まま 保管 され て いた 棒 鋼 の 放射 線量 は 50 u Sv/h 
で あり 、 工 事 中 の 寮 で 用 いら れ て いた 棒 鋼 の それ は 15 Svy7h だ っ た 。 

原 能 会 は 建設 会 社 に 対し 、 放 射 能 に 汚染 され た 鉄 衣 を 取り 除く よう 直ちに 求め 、 
3 月 26 日 に は チェ ン ・ カ ン 和 建設 と 金山 鉄鋼 に 対し 、 使 用 済み の 棒 鋼 17.2 ト ン と 未 
使用 の 棒 鋼 12.7 ト ン を 金山 鉄鋼 の 倉庫 に 保管 、 ま た 輸送 の 際 に は か な ら ず 原 能 会 
の 許可 を 得る こと を 約束 させ た 。 し か し 翌年 5 月 24 日 に 原 能 会 の 監査 官 が 金山 
鉄鋼 の 倉庫 を 訪れ た と ころ 、 未 使用 の 棒 鋼 が 残ら ず 消 を えて いた 。 原 能 会 の 同意 を 
得る こと な く 販 売 し た も の と 思わ れる が 、 金 山 鉄 鋼 の 経営 者 は 原 能 会 の 追及 に 対 
し 、 棒 鋼 は 全て 実用 に 適さ な い ほ ど 錆 び つ いて し まっ た の で 、 敷 地内 に 埋め た と 
述べ た 。 原 能 会 は これ に 納得 し た らし く 、 追 跡 調 査 が 行なわ れる こと は な か っ た 。 

1992 年 8 月 15 日 、 国 民 は 自由 時 報 紙 の 記事 を 通じ て 「 放 射 能 住宅 ] の 存在 を 
初め て 知る (Chang, Chan, and Wang 1997) 。 組 織 に 不満 を 抱く 原 能 会 職員 か ら 情 


台湾 に お ける 原発 作業 員 の 上 限 許容 量 は $ 年 間 で 100 ミ リ シ ー ベ ルト (mSv) 
で あり 、600 u Sv/h は 年 間 5.26 シ ー ベ ルト (Sv, 5,260mSv/year) に 相当 する 。 


報 提供 


量 の お よそ 300 倍 で ある 。 こ の 人 後 すぐ 、 
業 する 歯科 
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を 受け た 記者 が ミン シャ ン 荘 と いう 名 の 建物 に 赴 い て みる と 、 骨 組み か ら 
UN SB HARARE 600 u Sh Eo fos RUBIO CUORE 


実 を 把握 し て いた こと が 判明 する (Wang 1996). 
っ た と ころ 、 放 射線 量 は 280 u Svlh だ っ た 。 検査 官 は 直ちに 、 建 物 が その 放出 源 

と 認識 する 。 そ し て 歯科 医 に は 何 も 言 わ ぬ まま 、 放 射 能 の 簡単 な 分 布 図 と と も 
に 原 能 会 へ 戻っ た 。 ie に 汚染 きれ た 鉄骨 が 、 


鋼 で は な いか と 恐れ た 原 
の レン トゲ ン 装 置 許可 記 
行わ な いと 決定 する 。 ま た 委 
EU 
対す る 原 能 会 の 許可 証 は 何 度 か 更新 され て いる 。 
自由 時 報 の 記事 を 読ん だ 原 能 会 は 、 ミ ン シ ャ ン 葵 で 確認 され た 放射 線量 は 「 環 


BE] 


原 能 会 の 委託 を 受け た 業者 が 新規 に 開 
医院 の レン トゲ ン 装 置 を 検査 し た 1985 年 3 月 か ら 、 原 能 会 が この 事 


レン トゲ ン 装 置 の スイ ッ チ を 切 


1 年 前 に 金山 鉄鋼 か ら 消 えた 棒 


会 は 事実 の 隠蔽 を 行なっ た 。 RFR IC LC GROS 
ae ee et 
託 業 者 や レン トゲ ン 装 置 の 販売 業者 を 含む 関係 者 全 


し 、 こ れ ら の 測定 結果 を 口外 し な いよ う 約 東 き せ た 。 そ の 後 この 歯科 医 に 


線量 を わずか に 上 回 る 程度 ] と 発表 する こ 


L 7: (Central News Agency 1992c)。 し か し 主要 メ 
原 能 会 は 渋々 な が ら 、 確 認 き れ た 線量 は 半減 期 5.2 年 の コバ ルト 60 か ら 放 


され 、 


出さ れる 環境 放射 線量 の 1,000 倍 に 上 る と 認め 


LE CEORYS HVE IL 
ディ ア に さら な る 情報 が も た ら 


た (Central News Agency 1992d) o 


か くし て 半 狂 乱 と も 言え る 全国 規模 の 放射 線 測定 が 始ま っ た 。 放 射 能 汚染 が 確認 
きれ た 建物 に は 、 オ フィ スピ ル 、 幼 稚 園 、 学 校 、 そ し て 住宅 が 含ま れる 。 お よそ 
1 万 3.300 人 が 被 時 し て いた 。 さ ら に 、 和 建て 直し 
援 を 行なわ ず 、 か つ 複数 の 基準 を 設定 し た 結果 、 建 て 直さ きれ た 建物 の 割合 は 現 


17 


18 


多く の 人 間 が これ に 異議 を 唱え て いる 。 


25mSv の 線量 が 確認 され た 住居 で 暮らす 住人 
補償 金 が 支払 われ る 。 ま た 35mSy 未 満 の 場合 
量 SmSv シ ー ベ ルト 以上 の 住居 が 20 パー セン 
際 よ り 有 利 な 容積 率 が 認め られ る 。 


年 間 253mSv を 超え る 線量 が 確認 され た 住居 


に あたっ て 原 能 会 が さしたる 支 


中 国 国際 商業 銀行 に 比べ て ミン シャ ン 注 の 数 値 の 方 が は る か に 高かっ た た め 、 


E 居 は 政府 が 買い 取っ て お り 、$ 一 
に は 20 万 元 (お よそ 6,667 ドル ) の 
直 償 人 金 は 支払 われ な い 。 さ きら に 、 線 
ト を 占め る 建物 に 限り 、 建 て 替え の 
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時 点 で 7 パー セン ト に 過ぎ ず 、 鉛 進 蔽 体 を 設置 し た り 鉄 骨 を 交換 する な ど し た 人 建 
物 の 割合 る も わずか 15 パ ー セ ント で ある 。 放射 能 に 汚染 きれ た 建物 の 80 パ ー セ ン 
ト が 今 も その まま で 、 ミ ン シ ャ ン 料 も その 一 つ で ある 。 報道 か ら 20 年 後 の 現在 
も 、3.600 人 が 放射 能 に 汚染 され た 住宅 で 暮らし て いる 。 こ の 面倒 な 悲劇 の 解決 
は 自然 に 任せ よう と 、 原 能 会 は 望ん で いる か の よう だ 。 


TT 


放射 能 に 汚染 され た 物資 の 出所 


これ ら 放 射 能 に 汚染 され た 物質 の 出所 は どこ だ っ た の か ? 棒 鋼 の 大 半 は 
1982 年 か ら 83 年 に か け て 桃園 郡 の シン チュ ン 製 鉄 が 層 鉄 か ら 生 産 し た も の で あ 
る 。 シ ンチ ュ ン 製鉄 の 主張 に よる と 、 そ の 期間 海外 か ら 輸 入 し た 肩 鉄 は 使用 し て 
いな いと いう 。 ま た 原 能 会 の 調査 報告 書 は シン チュ ン 製 鉄 に 程 近い 陸軍 化学 歩兵 
学校 が 疑わ し いと し て いる (Lee 1984) 。 こ の 学校 で は 1982 年 9 月 に 放射 能 23.8 
キュ リー 相当 の コバ ルト 60 を 1 個 紛 失 し て お り 、 放 射 能 に 汚染 され た 棒 鋼 が 初 
め て 市 場 で 見 つか っ た の は その 1 ヵ月 後 だ っ た 。 ゆ え に 原 能 会 は 都合 の よい こと 
に 、 化 学 歩兵 学校 か ら 消え た コバ ルト 60 は 1 個 だ け で な い の で は な いか と 疑い 、 
シン チュ ン 製 鉄 に さら に 近い 核 能 研 究 所 が 放射 能 汚染 の 源 で ある 可能 性 を 強く 否 
定 し た 。 一 方 の 陸軍 も 疑惑 を 否定 し て いる (Lin 1984) 。 

この 公式 報告 書 に 異議 を 唱え た の が 、 放 射 能 安全 改善 機関 と いう 非 政府 組織 で 
ある 。 同 機関 の 試算 に よる と 、2 個 の 放射 性 物質 で 放射 能 に 汚染 され る 鉄 材 は せ 
い ぜ い 数 百 ト ン で あり 、 こ れ は 原 能 会 が すでに 確認 し て いた 7.000 ト ン よ り も は 
る か に 少な い 。 ま た 外部 に 流出 し た 原 能 会 の 秘密 資料 の 中 に は 、1985 年 に 発生 
し た ミン シャ ン 薄 事件 の 内 部 調査 で 押収 し た 、1982 年 か ら 83 年 に か け て の シン 
チュ ン 製 鉄 の 在庫 記録 も る 含ま れ て お り 、 そ れ に よっ て シン チュ ン 製 鉄 が 1982 年 
10 月 29 日 に 台 電 か ら 層 鉄 604 ト ン を 購入 し て いた こと が 明らか に な っ た 。 同社 


19 半減 期 が 5.2 年 な ら ば 、 線 量 は 当初 (20 年 前 ) の 6.7 パ ー セ ント に 減少 する 。 
し た が っ て 当初 の 放射 線量 は 、 原 能 会 が 初め て 問題 を 把握 し た 7 年 前 の 線量 の 
2.54 倍 に な る 。 

20 放射 能 安全 改善 機関 の 現 議長 は リン ・ イ ー リ ン 。 
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は 11 月 に その 層 鉄 か ら 製 造 し た 棒 鋼 を 様々 な 取引 先 に 販売 し て いる が 、 そ の い 
ずれ も 放射 能 に 汚染 きれ て いた こと が の ち に 判明 し て いる 。3 ヵ 所 の 原子 力 発電 


所 で 毎年 実施 され る 補修 管理 の 後 、 集 め ら れ た 局 
る 。 売却 され た 悦 鉄 は 放射 能 に 汚染 され た 配管 で は な いと 台 電 は ヨ 


の 行方 に つい て は 説明 が な か っ た 。 


鉄 の 量 は お よそ 6,000 トン に 上 
E 張 し た が 、 そ 


ミン シャ ン 六 の 住民 は 政府 監 侍 院 と 共同 で 原 能 会 に 対し て 旗 訟 を 起こ し た 。 


1994 年 6 月 、 監 察 院 は 原 能 会 幹部 の 弾 効 を 決定 する (Control Yuan 1994) 。 被 告 は 


公務 員 懲 戒 委 員 会 に 送ら れ 、 最 高 検察 庁 が 行政 責任 な いし 
両方 の 捜査 を 実施 する よう 要請 され た 。 し か し 裁判 所 1 
管理 下 に な く 、 ま た 放射 能 に 汚染 され た 鋼材 で も な い 」 
4 


HED RR ED IC ESE O FUL (Control Yuan 1994), 


蘭 順 の 低 レベ ル 放 射 性 廃棄 物 


] 事 責任 、 あ る い は そ 


ょ 、「 当 該 棒 鋼 は 原 能 会 
こと を 理由 と し て 、 原 


原 住民 の タオ 族 が 暮らす 闇 豊 は 台湾 の 南東 部 に 位置 し て いる 。1978 年 、 魚 の 
向 詰 工場 を 装っ た 低 レ ベル 放射 性 廃棄 物 一 時 貯蔵 施設 が 同島 に 建設 され 、82 年 
5 月 に 稼働 を 開始 し た 。 当 初 は 前 風 に 隣接 する 深い 海 江 に 廃棄 物 を 捨て る 予定 だ 
っ た 。 し か し 「 廃 棄 物 その 他 の 物質 の 投棄 に よる 海洋 汚染 の 防止 に 関す る 条約 
の 1993 年 改訂 版 に 低 レ ベル 放射 性 廃棄 物 が 追加 され 、 海 洋 投棄 計画 は 中 止 きれ 


22 
た (Lan Yu BiWeekly 1996) o 


と ころ が 、 低 レベ ル 放 射 性 廃棄 物 は その 後 も 蘭 帆 に 送ら れ 続 け 、 液 体 状 の 廃棄 


物 が 労働 者 に よっ て 周辺 に 撤 き 散ら され た の で は な いか と 疑わ れ た 。 当初 の 計画 
で は 廃棄 物 を 深海 に 涼 め る こと に な っ て いた た め 、 使 われ て いた ドラ ム 


21 


22 


それ を 知っ た アメ 1 


て いる 。 あ ら ゆ る 放射 性 廃棄 物 の 海 


原 能 会 の 定義 に 
接触 れ た 器具 や 物資 を 含め 低 レ ベル 放射 
この 条約 は 1972 年 に 採択 され 、 
定 以 前 、 ソ ビエ ト 連 邦 が 
カ と 日 本 は 低 レ ベル 放射 蛋 


fiiis 


[E 


よる と 、 使 用 済み 燃料 を 除く 全て の 放射 性 物質 は 、 燃 料 に 直 


本 海 に 低 レ ベル 放射 性 


人 廃棄 物 に 分 類 さ れる 。 


7$ 年 8 月 30 日 に 発効 し た 。 ま た 1993 年 の 改 


E 投 棄 禁 止 は 19944 


E に 発効 


E 廃 棄 物 の 海洋 投棄 の 禁止 
し だ た 。 


廃棄 物 900 ト ン を 遺棄 し て お り 、 


ト に 合意 し 


- H0 
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の 鉄製 だ っ た 。 温暖 湿潤 か つ 海 に 近い この 環境 で 、 cats FIAR 


の お よそ 3 分 の 1 が 明らか に 錆び つい て いた 。 地 元 住民 か ら 
と 学習 障害 を 持つ 子供 の 数 の 増加 に 不満 の 声 が 上 が っ た 。 ま た 全 湾 の 公式 保健 統 


ALC Sy Bill o: 
Wang, and Liu 2013), 


動 を 始め 、 そ れ は すぐ に 
放射 性 廃棄 物 を 載せ た 船 の 着岸 阻止 に 成功 する 。 そ れ 以 降 、 


は 行なわ れ て いな い 。 


7,672.48 | こ 上 っ て いた 。 


台 電 は 当初 、 低 レベ ル 放 射 性 廃棄 物 の 永久 処分 


よる 死亡 率 は 同国 で 最も 
政府 に 


まで に 蘭 販 の 放射 性 廃棄 物 を 完全 に 撤去 する と 約束 し て いた 


子 力 発 電 所 の 環境 影響 評価 (EIA) を クリ ア す る 条件 の 一 つ 
台 電 は 2001 年 7 月 に 提出 し た EIA の 見 直し 文書 の 中 で 、 低 レ 
永久 処分 は 龍門 原発 の 稼働 に もち 、 そ の 周辺 の 環境 に も 関係 が な いと 主張 し 、 上 記 


の 条件 は 取り 消さ れる に 上 至っ た 。 こ の 見 直し は 、50 年 間 政 権 の 座 に あっ た 国民 


党 が 総統 選挙 で 敗れ た 直後 に 行なわ れ た も の で 、 そ の 後 の 政治 的 混乱 の 中 で 台 電 


の EIA 見 直し は ほとん と 注目 され な か っ た 。 


な っ た 。 1998 年 、 


する 。 し か し 2000 年 に 


Ex 


2002) 。 議 員 の 中 に 


台湾 当局 は 低 レ ベル 放射 性 廃棄 物 の 永久 処分 地 を # 
台 電 の 調査 団 は まず 人 金門 県 鳥 折 卿 を 最適 

民進党 が 総統 選挙 で 勝利 を 収め た 後 、 
長 は 、 中 国 に 近く 不要 な 緊張 を 引き 起こ し か ね な いと し て こ 


は 蘭 凡 の 先住 民 に 金 を 払っ て 同島 か ら 退 


こ を 永久 処分 地 と し て 使っ た ら ど うか と 提案 する 者 も いた 。 
の 存在 を すぐ さま 否定 し て いる (Lo 2002) 。 ま た 廃棄 物 の 輸出 も 真剣 に 検討 され 


た 。1997 年 、 台 


放射 性 廃棄 物 を 輸送 、 
力 を 発揮 し な か っ た 。 北 朝鮮 の 施設 


され た ため で ある 。 


低 レ ベル 放射 性 廃棄 物 の 貯蔵 に 中 国 が 支援 を 申し 前 


台 電 は 北朝 


Kk 定 す べく 数 多く の 試み を 行 


こよ る 死亡 者 数 


高い こと が 示さ れ て いる (Chiu, 
騙さ れ 見 放さ れ た と 感じ た タオ 族 は 1988 年 に 抗議 運 
土 い を 得 た 。 そ し て 1996 年 4 月 27 日 


REO (KL AN 
HIES OREW iA 


その 時 点 で 放射 性 廃棄 物 が 詰まっ た ドラ ム 向 の 総数 は 9 万 


地 を 1996 年 に 決定 し 、2002 年 


o この 目標 は 龍門 原 
で も あっ た 。 し か し 
ベル 放射 性 廃棄 物 の 


な 候補 地 と し て 選定 
新任 の 原 能 会 委員 
れ に 反対 し た (Liu 
去 す る よう 求め 、 そ 
当局 は こう し た 計画 


fee CTE SHO. GIB DD PIAA 


回 


同国 内 で 貯蔵 する こと を 取り 決め た 。 


6,000 個 の 低 レ ベル 
し か し この 協定 は 効 


は 完成 し て お ら ず 、 ま た 韓国 か ら 激 し く 抗 議 


る の で は な いか 、 あ る い は 


8 6 
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ソロ モン 諸島 か マー シャ ル 諸 島 に 輸送 きれ る の で は な いか と いう 推測 も あっ た が 、 


蔵 施設 


の 土地 賃貸 料 と し て 3 年 ご と ! 
め て いる (Taipower n.d.b) o 
蔵 施設 移転 秋 員 


態 は 悪化 の 一 途 を 辿っ て いた 。 


か くし て 2008 年 に 再 ] 


いて お 
に わた 
量 は 毎 


年 間 被 嘆 量 の 上 B 


EST 


DIZ 


Do 現 
も 劣悪 


り 、 中 に は 粉々 
D BR C AT 


時 2 一 4 ミリ シー ベル ト 


の 了 臨時 作業 員 


具体 的 な 解決 策 が 提示 きれ る こと は な か っ た 。 な お 台 電 は 2000 年 か ら 廃 棄 物 貯 
に 2 億 2,000 万 元 (73073 FL) の 支払 い を 始 
また 2002 年 5 月 に は 行政 院 の 下部 組織 と し て 黄山 貯 
会 が 設置 され た 。 そ の 一 方 、 蘭 帆 で 保管 され て いる ドラ ム 和 缶 の 状 


国 入 プロ グラ ム が 始ま る 。 大 半 の 容器 は 錆び る か 容 が 空 


こ 壊 れ て いた も の も あっ た 。 廃棄 物 は いずれ も 10 年 以上 


され て いた が 、 サ 


また 減圧 室 が 


| いら れる こと も 


ンプ ル と し て 抽出 され た ドラ ム 向 の 放射 線 


(mSv/h) だ っ た 。 数 時 間 の 被 蝶 で 、 原 発作 業 員 の 
良 を 超え る 水準 で ある 。 し か し 再 封 入 作業 に 携わっ た 者 の 多く は 
で あり 、 放 射線 防護 


服 で な く 簡 素 な 防塵 服 し か 与え られ な か 
な く 、 全 て の 作業 は 露天 で 行なわ れ た 。 再 


ie 


場 の 周辺 に | 


塵 | は な いと いう 


封入 済み の 容器 に 新た な 塗料 を 塗る 時 も $、 作 業 員 は 通常 の 衣服 を 着 て 行なっ て い 


の が 台 電 の 言い 分 だ っ た 。 労働 環境 が か く 


だ っ た こと は 行政 院 の 公聴 会 で 明らか に な っ て いる 。 原 能 会 委員 長 は 当初 、 


古い 情報 に 基づい て いる と し て 議員 た 


証拠 が 突 


きつ けら れ 


る と 自ら が 間違っ 


原 能 


い は 


PWC IX 


E 会 が 怠慢 か つ 3 Tes 
この 件 を 故意 に 隠蔽 し よう と 試み て いた の か は 明らか で な い 。 い ずれ に せ 
深刻 な 無関心 が は び こ っ て いた の で ある 。 再 封入 され た ドラ ム 向 の 数 は 


10 万 277 個 に 上 っ た 
れ 、 タ オ 族 は 低 レ ベル 放射 性 廃棄 物 に 囲ま れ な が ら 暮 らし て いる 。 彼ら の 体験 は 
放射 性 廃棄 物 が 地域 に 保管 され た 際 に 


能 だ っ た た め 劣 


o ま 7 13 年 が 経過 


b ZREL TY (CTI 2012) が 、 十 分 な 
て いた こと を 認め る に 至っ た (AEC 2012) 。 
悪 な 労働 環境 に 気づか な か っ た の か 、 あ る 


し た 今 も 完了 期日 は 先 延ばし を 繰り 返さ 


生じ 得る 問題 を まざまざ と 映し 出し た 。 


高 レ ベル 放射 性 廃棄 物 一 一 利益 相反 


過去 30 年 間 に わ た り 、 原 子 力 発電 所 で 生み 出さ れ た 全て の 使用 済み 燃料 は 


原子 炉 ( 


こ 隣接 する 使 


済み 燃料 プー ル 【 


CHS NT SR. 現在 の と ころ 、 原 子 炉 
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4 基 の 使用 済 燃料 プー ル は それ ぞ れ 9、7、34、146 個 の 燃料 部 品 し か 受け 入れ ら 
れる 容量 が な い (AEC 2016), ゆえに 、 緊 急 事態 が 発生 し た 際 に 原子 炉 か ら 炉 心 
を 完全 に 抜き 取る の は 不可 能 で ある 。 福島 原発 事故 を 受け 、 原 能 会 と 台 電 は い ず 
れ も 4 基 の 燃料 プー ル が 満杯 で ある と いう 深刻 な 状況 を 十分 認識 し て いる 。 そ の 
一 方 で 、 原 子 炉 の 稼働 は な ぜ か 続け て いる の だ 。 

台 電 は 20 年 前 か ら 使 用 済み 燃料 の 貯蔵 容量 が 不足 する 事態 を 予測 し て いた 。 

1995 年 3 月 に 提出 され た 「 人 金山 お よび 国 聖 原子 力 発 電 所 に お ける 使用 済み 燃料 の 
乾式 中 間 貯 蔵 に 関す る EIA 報告 書 ] に は 、 使 用 済み 燃料 を 内 部 保存 する 4 種類 の 
乾式 キャ スク が 記載 され て お り 、1995 年 6 月 に 認可 を 受け た 。 台 電 に よる と 、 束 
式 キ ャ スク の 契約 に あたっ て 1995 年 か ら 4 度 に わた る 国際 入札 が 行わ れ て いる 

と いう 。 し か し | 合理 的 な 」 価格 を 提示 し た 入札 者 は いな か っ た 。 従っ て 契約 は 

INER が 勝ち 取る こと と な り 、 原 能 会 は この 契約 を 合法 だ と 主張 し て いる 。TINER 
は 台湾 唯一 の 原子 力 研究 所 で あっ て 、 規 制 に 従っ て 活動 し て いる わけ で は な い 。 
乾式 キャ スク プロ ジェ クト に 関わ る INER 職員 は EIA の 過程 か ら 排除 され て お り 、 
利益 相反 は 発生 し て いな いと 原 能 会 が 主張 する 根拠 と な っ て いる (INER 2015)。 

2005 年 、 台 電 は 先 に 作成 し た EIA を 再 検討 する 形 で 、 環 境 変化 な ら び に その 
対策 に 関す る 報告 書 を 提出 し 、 金 山 お よび 国 聖 原 子 力 発電 所 で コン クリ ー ト キャ 
A Ne et 
受け て いる 。 改定 され た 計画 で ^ ED S TUS RARE ETRE 
きる 数 の 乾式 キャ スク を 用 意 す る どこ ろか 、 全 体 の 5? 分 の 1 貯蔵 で き な い 。 こ 
の 変更 は 、 乾 式 キ ャ スク 計画 の 目的 は 原子 炉 の 廃 炉 で な く 寿 命 延長 で は な いか と 
いう 疑い を さら に 強め た (Wei 2005)。 な お 金山 原子 力 発電 所 の 寿命 延長 の 申請 


中 


EE: 


+ 


23 法律 の 定め に よる と 、EIA を 通過 し て か ら 3 年 以内 に 開始 され な か っ た プロ 
ジェ クト を 再開 する に は 、 環 境 変化 な ら び に その 対策 に 関す る 報告 書 を 提出 し て 
評価 され な けれ ば な ら な い 。 

24 HH 減少 し た 


(Environmental Protection Administration, Taiwan 2008) 。 翌 年 に は その 本 数 が 1 万 
3,840 か ら 2,400 に 減少 し て いる (Environmental Protection Administration, Taiwan 
2009) 。 
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は 2009 年 に 行なわ れ て いる (Chung 2009) 。 
台 電 が 採用 し た コン クリ ー ト キャ スク は 厚 さ 1.59 セ ンチ 容量 304 リ ッ ト ル の ス 
テン レス 製 容器 と 、2 層 の 強化 コン クリ ー ト で 構成 され て いる 。 台 電 に よる と 、 
この 乾式 キャ スク は 海 沿い の 露天 で も 40 年 以上 無傷 の まま だ と いう 。 そ の た め 、 
各 キ ャ スク に 温度 計 を 設置 し 、30 ユ ニッ ト の 全 保 管 ス ペー ス 1 箇 所 に 一 つの 放射 
線 検出 器 し か 設け な いと いう ほど 、 台 電 の 自信 は 大 きか っ た 。 全 て の 過程 は コン 
ピュ ー タ に よる シミ ュ レ ーション で 検証 され 、 実 証 実験 は 不要 だ と し て 却下 され 
た 。 ま た 予備 計画 や それ に 関す る 施設 も 必要 な いと され た 。 地 元 住民 は 、 こ うし 
た 中 間 貯 蔵 施設 が いつ の 間 に か 高 レ ベル 放射 性 廃棄 物 の 永久 処分 場 に され て し ま 
う の で は な いか と 不安 視 し て いる 。 新 台北 市 は 市 民 の 懸念 を 受け 、 乾式 キ ャ スク 
貯蔵 施設 に 対し 、 土 壌 お よび 水質 の 維持 に 関す る 許可 証 の 発行 を 2013 年 以来 保 
留 し て いる (Lai 2013)。 そ の 一 方 、 金山 お よび 国 聖 両 原発 の 使用 済み 燃料 プー 
ル は 今 も 埋まり 続け て いる 。 
また 近年 、 ア メリ カ が 1955 年 の 原子 力 協 力 協 定 を 利用 する 形 で 台 電 に 別 の 選 
択 肢 を 提供 する と いう 予想 外 の 出来 事 が 起き た 。 こ の 協定 は アメ リカ 原子 力 法 の 
第 123 節 に 基づく も の で 、 核 拡散 防止 に 関す る 9 つの 基準 が 記載 され て いる 。 そ 
こ で は 、 至 湾 は 機密 の 核 関連 施設 の 運用 、 お よび 機密 の 核 関連 技術 に 関す る 活動 
を 禁じ られ て いた 。 この 合意 は 2014 年 1 月 6 日 に 改定 され 、6 月 22 日 に 発効 し 
て いる 。 そ の 結果 、 照 射 済み (使用 済み ) 燃料 物質 や 特殊 な 核 分 負 性 物質 を 貯蔵 


法律 の 定め に よる と 、 乾 式 キ ャ スク 貯蔵 施設 の 用 地 選 定 に あたっ て は 、 地 元 
自治 体 が 定め る 土壌 な ら び に 水質 の 保護 に 関す る 規定 を 全て 満た さき なけ れ ば な ら 
な い 。2013 年 7 月 、 台 電 は 人 金山 原発 に お ける 乾式 キャ スク 貯蔵 施設 の 土地 整備 を 
行なっ た 後 、 新 台北 市 に 免許 の 申請 書 を 提出 し た (Lai 2013). 
1955 年 に 締結 され た 協定 に お いて 、 機 密 を 要する 原子 力 技術 は 、「 主 と し て 
ウラ ニウム 濃縮 、 核 燃料 の 再 処理 、 重 水 の 生 産 、 あ る い は プル トニ ウム を 含む 核 
燃料 の 製造 の た め に 開発 ・ 利 用 され る 」 情報 な いし 施設 と 定義 され て いる 。 これ ら 
の プロ セス は 民間 の 発電 事業 だ け で な く 核 兵器 の 製造 に も 活用 し 得る も の で ある 。 
この 協定 は 、 大 使 館 が 置か れ て いな い 台 湾 に お いて アメ リカ の 利益 を 代表 す 
る 米国 在 台湾 協会 と 、 駐 米国 台北 経済 文化 代表 処 (TECRO) と の 間 で 締結 され 


25 


26 


27 
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な いし 再 処理 目的 で 台湾 か ら フ ラン ス な どの 国々 へ 輸送 する こと が 初め て 可能 に 
な っ た 。 ま た アメ リカ 原子 力 法 第 123 節 に も 同種 の 条文 が 最近 に な っ て 追加 され 、 
アメ リカ 合衆国 と アラ ブ 首 長 国連 邦 と の 協定 文書 に も 記載 され た 。 

いわ ゆる 「 新 ・ 米 台 123 協定 ] の 下 、 台 電 は 春節 (I 旧 正月 、2015 年 2 月 17 H) 
前 最後 の 平日 に 核燃料 再 処理 事業 に 関す る 競争 入札 の 案内 を 行なっ た 。 こ の プロ 
ジェ クト に 予算 が 割り 当て られ て いな い の を 認識 し た 上 で 、 で ある 。 こ うし た 台 
電 の 動き は 立法 院 の 両派 か ら 反 発 を 招い た 。 そ の 結果 、 予 算 の 見 直し が 済む まで 
入札 を 禁じ る 決議 が な され る 。 し か し 公共 調達 サイ ト に は 、 再 処理 プロ ジェ クト 
の 公募 入札 案内 が 2015 年 4 月 9 日 を 期限 日 と し て 掲載 され 続け た 。 結 局 国民 に よ 
る 反発 の 高まり を 受け 、 台 電 と 経済 部 は 2015 年 4 月 1 日 に 公募 を 取り 消し た 。 
総合 的 に 見 れ ば 、 原 子 力 協力 協定 に 記載 され た 法 的 拘束 力 の ある 価値 基準 が 、 
民間 の 原子 カプ ログ ラム に 濃縮 お よび 再 処理 は 必要 な いと いう 国際 的 前 例 を 確立 
する 一 助 と な る だ ろう 。 し か し 再 処理 を 経て も な お 相当 量 の 高 レ ベル 放射 性 廃棄 
物 が 残る た め 、 慎 重 な 対処 が 必要 で ある 。 再 処理 は 高 レ ベル 放射 性 廃棄 物 に まつ 
わる 現在 の ジレ ンマ を 解消 する も の で な く 、 世 界 的 に 見 れ ば 分 像 性 核 物質 の 量 を 

ら に 積み 上 げ 、 テ ロリ スト の 標的 に な っ た り 、 国 際 情 勢 を さら に 緊張 化 さ せ た 

りす る リス ク を 増大 きせ る に 過ぎ な い 。 再 処理 が 持つ 唯一 の 利点 は 、 高 レベ ル 放 
射 性 廃棄 物 に 関す る 問題 を 20 な いし 30 年 ほど と 先 延ばし に で きる こと だ け で ある 。 
不愉快 な 問題 は その よう に し て 将来 の 世代 へ と 引き 継が れる の だ 。 


これ まで に 述べ た 意思 決定 に お ける 不 合理 さと 滑稽 る 一 一 規制 機関 は 責任 を 放 
棄 し 、 原 発 事業 者 は 原子 力 を 過度 に 追求 し て いる か の よう で ある 一 一 は 、 和 失敗 に 
終わ っ た 核兵器 開発 プロ グラ ム の 遺物 で ある 。1960 年 代 初頭 、 原 子 力 工学 は 栄 
光 に 満ち た 名 誉 ある 地位 を 占め て お り 、 最 も 優秀 な 学生 だ けが そこ に 加わ る こと 


た も の で ある 。1979 年 に 制定 され た 台湾 関係 法 に よっ て 、 ア メリ カ は 第 123 節 協 
定 の よう な 行政 合意 文書 を TECRO と の 間 で 締結 し て いる 。 


第 6 章 統制 か 操作 か ? 台湾 に お ける 原子 力 発電 179 


が で きた 。 研 究 機 関 、 政 府 組織 、 あ る い は 電力 事業 者 な ど 、 数 多く の 就職 先 が 彼 
ら を 待っ て いた 。 や が て 政府 は 原子 力 の 軍事 利用 を 諦め 、 そ の 結果 就業 機会 が 減 
少 す る 。 チ ェ ル ノブ イリ と スリ ー マ イ ル 島 で 発生 し た 原発 事故 に よっ て 、 数 多く 
の 有 世 な 学生 が この 分 野 か ら 離 れ て いっ た 。 国 立 清 幸 大 学 の 原子 力 科 学部 は 学生 
を 確保 する た め に 1995 年 と 97 年 の 2 度 に わた っ て 名 前 を 変え 、 現 在 で は エン ジ 
ニア ・ シ ステ ム 科 学部 と 呼ば れ て いる 。 

原 能 会 や 台 電 の 幹部 職員 は いずれ も 最 優秀 の 学生 で あり 、 キ ャ リア の 最初 か ら 
原子 力 へ の 熱意 に 満ち て いた 。 し か し 彼ら の キャ リア は 国内 外 の 情勢 に よっ て 不 
替 に も 妨げ られ て し まう 。 中 に は 、 自 分 た ち は 犠 牲 者 で ある と 感じ 、 世 を 的 ね る 
者 も いた 。 ま た 秘密 兵器 開発 プロ グラ ム と いう 長年 に わた る 替 力 を 打ち 砕い た 
(HIBS) アメ リカ 人 に 敵意 を 抱く 者 も いた 。 さ ら に は 、 龍門 原子 力 発電 所 の 
建設 で GE の 設計 書 を 変更 し た 人 物 の よう に 、 自 信 と 熱意 が 有り 余り 、 自 分 た ち 
は アメ リカ 人 の 肖 力 を 超え る こと が で きる と 証明 し よう と する 者 も いた 。 総体 的 
に 見 て 、 こ れ ら の 人 々 は 「 義 和 団 心理 ] に や や 取り 開か れ て いた よう に 思わ れ 
る 。 そ の 一 方 、 有 能 な 人 材 の 確保 が ます ます 困難 に な る に つれ 、 能 力 的 に 劣る 
より 少数 の 人 間 が 、 複 雑 さ を 増す 運転 管理 や 規制 の 全て に 対処 し な けれ ば な ら な 
く な っ た 。 貢 順 の 低 レ ベル 放射 性 廃棄 物 再 封入 プロ グラ ム で 見 られ た よう に 、 未 
熱 な 労働 者 が 原発 の 維持 管理 や 廃棄 物 の 処理 と いっ た こと を 日 常 的 に 請け 負わ さ 
れ て いる 。 プ ロジ ェクト が 契約 に 至る と 、 台 電 は 作業 員 の 資格 、 現 場 の 安全 性 、 
ある い は 党 働 環境 と いっ た こと を ほとん ど 把 握 し よう と し な か っ た 。 原子 力 に ま 
つっ わる 安全 性 の 確認 は 全て 少数 の 原 能 会 臣 相 宮 に 委ね られ た の で ある 。 

台湾 の 規制 機関 で ある 原 能 会 は 、 基 本 的 に 対外 的 な 連絡 機関 と し て 1955 年 に 


Lin 


「 義 和 団 心理 ] と は 、 装 備 の 劣っ た 人 々 な いし 集団 が 、 長 期 に わた る 搾取 、 
傷 辱 、 あ る い は 抑圧 と 対決 する に あたり 、 非 合理 的 か つ 原 始 的 な 行動 に 頼る こと 
を いう 。 西洋 の 帝国 主義 と キリ スト 教 に 対抗 すべ く 1898 年 か ら 1901 年 にかけて 
発生 し た 義和 団 の 乱 を 由来 と する この 表現 は 、 中 国語 を 話す 人 々 の 間 で 広く 使わ 
れ て いる 。 義 和 団 の 武器 は 貧弱 だ っ た が 、 銃 弾 を 跳ね 返す 超 能 力 が ある と 主張 し 
て いた 。 し か し 彼ら は 、 外 国勢 力 と の 開戦 を 望む 清 王朝 の 皇后 (訳注 : 西 太后 ) 
に 利用 され て いた の で ある 。 
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設立 され た 。 名目 上 は 、 原 子 力 の f 


究 開 発 促進 や 原子 炉 お よび 核燃料 の 評価 か ら 、 


放射 能 の 測定 や 免許 発行 まで 、 原 発 の 運転 を 除く あら ゆる こと を 担う も の と され 


て いる 。 だ が 実際 に 


AA 


は 軍 が CSSI を 運営 し て お り 、 上 層 部 か ら 直 接 


っ た 上 で 原子 力 の f 


究 開 発 に 関す る ヨ 


引き 継い だ 原 能 会 も 補助 的 な 役割 し か 果たし て いな い 。 


張 INER 副 所 長 の 亡命 、 藻 経国 総統 の 死 、 そ し て 核兵器 開発 プロ グラ ム の 全面 
的 廃止 と いう 1988 年 初頭 に 起き た 事態 の た め 、 軍 の 関与 は 終わ り を 迎え た 。 そ 


の 後 原 子 力 の 推進 は 台 電 が 主導 する 。「 原 子 力 だ けが 台湾 を 電力 不足 か ら 救 う 」 


fy ^p 


を 受け 取 


E 要 な 決定 を 下 し て いた 。CSSI か ら INER を 


と いう レト リッ ク が 、 こ れ ま で 龍門 原子 力 発電 所 プロ ジェ クト の 復活 劇 、 原 子 力 
D. 、 そ し て 総 選 挙 前 の 数 ヵ月 間 (Huang 2015) で 繰り 返さ れ 


論争 の 最 中 (Lin 201 


た 。2015 年 に は 、 夏 の 初め に 深刻 な 電力 不足 が 生じ 得る と いう 警告 が 
発せ られ て いる (Chen 2015)。 だ が こう し た 警告 は 、 需 要 が ピー ク を 迎え る 5 月 
GW も の 電力 供給 容量 を 有する 発電 所 群 が 定 例 整 備 に 入る 予 


か ら 9 月 に か け 、2.9 


29 


定 だ と 発覚 し た こと で 、 説 得 力 を 失っ た (Wang 2015). 


台 電 か ら 


民進党 が 政権 を 奪取 し た 2000 年 以降 、8 基 の 原子 炉 を 新規 建設 する と いう かつ 


て の 望み は 消え 去っ た 。 原 子 力 の 支持 者 に と っ て は 、 龍 門 発電 所 の 稼働 開始 と 既 
存 原子 炉 の 寿命 延長 が 次 善 の 策 だ っ た 。 し か し 2014 年 4 月 、 馬 英 九 総統 が 龍門 
発電 所 の 計画 中 止 を 渋々 決断 し た た め 、 原 発 支持 者 に と っ て 「 原 子 力 の 発展 」 の 


選択 肢 は 既存 原子 炉 の 寿命 延長 に 絞り 込ま れ た 。 原 能 会 委員 
長 が 必要 だ と 述べ て いる (Tang 2014) 。 
呪 原発 を 完了 させ る と いう 革 英 文 総統 の 公約 は 、 原 子 炉 


定 供給 に は 原子 炉 の 寿命 延 
2025 年 まで に 台湾 の 
の 寿命 延長 が も は や あ 


し 原子 力 産業 か ら の 完全 撤退 と 見 な され る こと を 恐れ た た めか 、 使 


長き さえ も 、 電 力 の 安 


30 


り 得 な いこ と を 意味 し て いる (CO Huang 2014)。 し か 
済み 核燃料 


プー ル が 満杯 で ある に も か か わら ず 、 至 電 は 寿命 を 迎え て いな い 原 子 炉 の 閉鎖 に 
消極 的 で ある 。 お そら く 原 子 力 支持 者 に と っ て 状況 が あま り に 耐え 難い も の と な 


29 
30 


入れ る の か と 疑問 を 発し て いる 。 


国 


発電 に 関す る 最新 情報 は Taiwan Power Company (n.d) を 参照 の こと 。 
張 家 祝 経済 部 長 は 、 到 湾 が 脱 原発 を 完了 させ た 場合 


FES LI 
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っ た た め 、 そ うし た 事態 を 防ぐ べく 社会 全体 を 危険 に 晒し て いる の だ 。 

秘密 主義 は も う 一 つの 間 題 で や る 。 そ れ は 核兵器 開発 プロ グラ ム を 前 進 さ せ 、 
また 外国 の 十 渉 を 排除 する 上 で 極め て 重要 な 有 要素 だ っ た 。 外 部 の 人 間 に 何 も 漏 ら 
し て は な ら ず 、 真 の 意図 を 隊 す た め に 、 さ ら に は 外国 勢力 を 欺く た め に 、 過 去 に 
は 偽 情 報 作戦 まで も が 用 いら れ た 。 合 定 す る こと が 習慣 と な り 、 国 民 の 健康 、 安 


全 性 、 信 頼 性 、 お よび その 他 の 社会 的 問題 は は る か に 優先 順位 の 低い 位置 に 置か 


れ た 。 あ る 程度 の 犠牲 が 必要 と みな され 、 政 策 の 遂行 に 必要 な ら ば 原 能 会 は いか 


な る こと も し た の で ある 。 


T3 


核兵器 開発 プロ グラ ム は 30 年 近く 前 に 候 の 根 を 止め られ た が 、 秘 密 、 樹 定 、 
そし て 欺 瞳 の 文化 は 今 な お 感 ん で ある 。 こ れ ま で 人 挙げ た 例 で も 見 られ た よう に 、 

原 能 会 幹部 の 大 半 は いま だ 古い 習慣 に し が みつ いて いる 一 一 原 能 会 の 権限 を 独自 
振る う よ り も 、 深 く 根 づい た 習慣 に 固 幸 する ほう を 好 ん で いる の だ 。 か くし て 


原 能 会 は 圧力 試験 報告 書 に 古い 情報 を 記載 し 、 蘭 帆 の 再 封 和信 プロ ジェ クト に お け 


る 


= 


た 情 を 無視 し 、 龍 門 の 放射 能 汚染 を 過小 に 発表 し 、 ミ ン シ ャ ン 粧 の 記録 な ど を 
aK LEO CHS. 一 般 市 民 の 福祉 は 、 過 去 に お いて も また 現在 も 高い 優先 順位 


を 与え を られ て いな い 。 現状 維持 が 最 優先 な の だ 。 だ が 結果 と し て 、 政 府 に 対す る 
不信 が 募り 、 政 策 実 行 へ の 障壁 を さら に 作り 上 げた の で ある 。 

現実 に お いて 、 こ の 種 の 秘密 主義 は 現場 環境 に 対す る 無関心 を 拍 き 、 安 全 規 則 
を 静め 、 事 故 を 誘発 し 、 社 会 全体 を 危険 に 晒す 。 数 多く の 危険 な 事態 が お そら く 


(357) じ て 間 に 合っ て 明る み に 出 た の は 、 状 況 が 悪化 する の を 事前 に 防 ご うと 、 
何 百 も の 関係 者 や 有志 た ち が 違 法 行為 の 証拠 を 提供 し た た めで ある 。 し か し 過ち 
を 正す に あたっ て も っ ぱら 内 部 告発 者 や 有志 に 頼る の は 、 人 吾 湾 に と っ て 政治 的 に 
る 社会 的 に も 好ま し いも の で は な い 。 さ ら に 、 そ れ ら は 偽 情 報 や 訪 慢 に 対す る 監 
視 機能 と し て は 不 十分 で あり 、 こ れ を 人 々 の 安全 を 保証 する 存在 と みな す の は あ 


まり に 危険 で ある 。 
現在 、 原 子 力 業 界 は 大 き な 


ih 


が り 角 を 迎え て いる 。 一 方 で は 、 一 部 の 先進 国 が 


福島 原発 事故 を 受け て 脱 原発 を 決断 し た 。 ま た 他方 で は 、 技 術 力 と 透明 性 に 劣る 
多く の 国 が 民間 原子 カプ ログ ラム を 導入 、 あ る い は 拡大 さき せよ うと し て いる 。 原 
子 力 の 管理 は 他 の 電力 源 の それ に 比べ は る か に 複雑 で ある 。 あ らい ゆる 局面 で 不断 
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の 注意 と 用 心 深 さ が 要求 され 、 ge こと が で 
きる 。 す で に 多く の 原発 先進 国 で は 、 十 分 な 訓練 を 受け た 人 材 が 急速 に 減少 し つ 
つ あ る と いう 事態 に 直面 し て お り 、 核 廃棄 物 処理 や 廃 炉 だ け で な く 、 通 常 運転 の 
維持 まで も が 困難 に な っ て いる 。 新 た に 原子 力 を 持 と うと する 国家 に 原発 建設 や 
安全 管理 を 監督 する だ け の 技術 的 能力 が か ある の か 、 と いう 不安 は ます ます 大 きく 
な っ て いる 。 そ し て さら に 大 き な 間 題 と し て 、 抑 制 と 均衡 の 機能 が 国家 の 枠組 み 
の 中 に し っ か り 確 立 さ れ て いる か 、 と いう も の が ある 。 原発 新興 国 の 中 に は 、 数 
十 年 前 の 台湾 と 同様 の 政治 体制 を 持つ 国 $ あ る 。 現 制 機関 に 十分 な 権限 が 与え ら 
れず 、 事 業者 の 意 の まま に な る よう で あれ ば 、 吾 湾 の 経験 が そこ で も 繰り 返さ れ 、 

合 に よっ て は それ より 悪い 事態 も 生じ 得る だ ろう 。 

原子 カエ ネル ギー 計画 に 携わる 全て の 者 が 絶え ず 警 戒 を 忘 ら ず 、 か つつ 責任感 を 
持つ ょ うに させ る に は 、 台 湾 を 含め た 全て の 政府 が 意思 決定 過程 に 透明 性 を 組み 
込み 、 あ ら ゆ る 文書 を 全て 公開 し 、 外 部 の 人 間 に 自 分 た ちの 作業 を 検証 させ る こ 
と が 必要 不可 欠 だ と 、 過 去 に 幾度 も 指摘 きれ て いる 。 ま た 原子 力 の 諾 明 性 に 関す 
る 国際 的 な 枠組 み の 策定 は 、 国 家 問 の 協力 関係 や 情報 交換 を 促進 させ る だ け で な 
く 、 将 来 的 な 核兵器 保有 の 野望 を 封じ 込め る 一 助 に も な る は ず だ 。 
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ASEAN に お ける 原子 力 協力 関係 の 拡大 
ーー 一 地域 的 な 規範 お よび 課題 


メリ ー・ カ バレ ロニ アン ソニ ー、 
ジュ リウ ス ・ セ ザー ル ・|・ ト ラ ヤ ー ノ 


要 8 

安全 面 の 懸念 に か か わら ず 、2011 年 に 発生 し た 福島 の 核 惨事 が 
東南 アジ ア 諸 国 の 原子 力 発電 所 建設 計画 の 勢い を 止め る こと は な か 
っ た 。 多く の 国々 が 原子 力 を エネ ルギー 安全 保障 と 気候 変動 緩和 と 
いう 二 重 の 目的 を 達成 させ る 代 凌 エネ ルギー 源 と みな し て いる 状況 
に あっ て 、 原 子 力 開発 へ の 飽く な き 関 心 は 戦略 的 思考 に よっ て 突き 
動か され て いる 。 本 章 で は 、 原 子 力 の 安全 と 保安 を 推進 し 、 同 時 に 
核兵器 の 拡散 を 防ぐ た め に 東南 アジ ア 諸 国連 合 (ASEAN) が 打ち 出 
し た 、 よ り 強 固 な 地域 的 規範 の 枠組 み 構築 の 構想 を 検証 する 。 政治 
面 お よび 安全 保障 面 で の 共同 体 を 築 こ うと する ASEAN の 構想 に つ 
いて 、 原 子 力 の 活用 を 計画 し て いる 加盟 国 は 、 法 制 面 と 規制 面 の 枠 
組み 、 人 材 育成 、 放 射 性 廃棄 物 の 処理 、 核 の 安全 性 、 緊 急 時 の 行動 
[ 画 、 そ し て 保安 お よび 物理 的 防護 策 と いっ た 重要 な 問題 に 取り 組 
む 必 要 が ある と 、 我 々 は 論じ る も の で ある 。 ま た 2015 年 に ASEAN 
経済 共同 体 が 発足 し た こと を 受け 、[ 原 子 力 規制 機関 の ASEAN ネ 
ットワーク 」 (ASEANTOM) に 代表 され る よう な 、 原 子 力 に 関す る 
2015 年 以降 の 地域 的 桁 組み 強化 の 展望 に つい て 検証 を 加え る 。 


ni 
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は じ め に 


2011 年 3 月 SAR eA SEE し た 時 、 ア ジア の 原子 力 産業 は 成長 段階 を 迎 
えて いた (IAEA PRIS 2014)» し か し 当初 の 「 成 り 行 き を 見 守る | 時 期 が 過ぎ た 
後 も 、 東 南ア ジア に お ける 原子 力 開発 計画 は 、 安 全面 の 懸念 に も か か わら ず 、 大 
半 が その まま 継続 され た 。10 ヵ sp merger oe aes (ASEAN) の 一 
部 加盟 国 は 長期 エネ ルギー 計画 に 原子 力 を 組み 込 も うと し て いる が 、 こ れ は 各国 
政府 が 原子 力 発電 を 、 エ ネル ギー 安全 保障 お よび 気候 変動 緩和 と いう 二 重 の 目標 
を 達成 する 一 助 と な る 代 夫 エ ネル ギー 源 と みな し て いる こと の 表 わ れ で ある 
(Nian and Chou 2014) o 
自国 の エネ ルギー 供給 を 安定 的 か つ 安 価 な も の に し 、 そ の 上 で 環境 的 な 持続 可 
性 を 確保 すべ く 、ASEAN 各 国 は 電源 構成 の 分 散 化 を 進め て お り 、 化 石 燃料 へ 
旧 度 の 依存 を 軽減 し つつ 、 長 期 エ ネル ギー 計画 に 原子 力 を 徐々 に 組み 込ん で い 
る ( 表 7-1 参 照 )。 


um 
ou 


表 7-1 ASEAN の 電源 構成 


割合 
燃料 
2013 (%) 2040 (%) 

石炭 32 50 
石油 6 1 
ガス 44 26 
原子 力 0 1 
再生 可能 エネ ルギー (水力 、 地 熱 、 バ イオ 燃料 な ど ) 18 22 
合計 100 100 
出典 : IAEA (2015: 39) 。 


1 


2014 年 時 点 で 、31 ヵ 国 計 439 基 の 原子 炉 が 稼働 し て いた 。 ま た 建設 中 の 原子 
炉 69 基 の うち 3 分 の 2 が アジ ア の も の で 、 中 国 を 筆頭 に イン ド 、 韓 国 と 続く 
(IAEA PRIS 2014) 。 
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東南 アジ ア の 数 ヵ国 は 電源 構成 の 分 散 化 に よっ て エネ ルギー 安全 保障 の 強化 を 
図る 中 で 、 原 子 力 へ の 関心 を 明らか に し て いる 。 ベ トナ ム は 同国 初 と な る 原子 力 


発電 所 の 建設 を 決定 し た 2009 年 か ら 、 主 に コス ト 上 昇 の た め 計 画 中 止 を 決断 し 
た 2016 年 11 月 まで 、ASEAN に お ける 原子 力 開発 の 急 先 狼 だ っ た 。 計画 中 止 以 
前 、 出 力 2.400 メガワット (MW) の ニン トゥ アン 第 1 原子 力 発電 所 が (数 度 の 遅 


れ を 経て ) 2028 年 な いし 29 年 の 稼働 開始 を 、 出 力 2.000MW の ニン トゥ アン 第 2 
原子 力 発電 所 が 2030 年 の 稼働 開始 を 予定 し て いた 。 ロ シア の 国有 原子 力 企業 ロ 
ス ア トム 社 が 第 1 原発 の 建設 を 受注 する 一 方 、 第 2 原発 の 建設 は 日 本 原子 力 発電 
が 主導 する 日 本 の 原発 企業 連合 が 請け 負う も の と され た (Pascaline 2016)。 と こ 
ろ が 、 政 府 は 原発 プロ ジェ クト の 中 止 を 決定 し た に も か か わら ず 、 原 子 力 発電 の 
[促進 ] を 継続 し よう と し て いる (Kyodo News 2016)。 ベ トナ ム は その た め に 、 
原子 力 科学 技術 セン ター と いう 名 の 新た な 研究 炉 を 建設 し よう と 計画 し て お り 、 
原子 力 専門 家 や 学生 の スキ ル 向 上 と 技術 的 ノウ ハウ の 蓄積 を 図っ て いる 。 


イン ド ネ シア は か な り 以 前 か ら 将 来 的 な 原子 力 の 活用 に 取り 組ん で お り 、3 基 


の 研究 炉 を 建設 し た 。1965 年 に バン ドン で 建造 し た トリ が ガ 2000 原 子 炉 を 皮切り 
に 、1979 年 に は 出力 250 キ ロワ ッ ト (kW) の カル ティ ニ 原 子 炉 を ジョ グ ジ ャ カ 
ル タ に 、1987 年 に は 出力 30MW の RSG-GAS を セル ポン に 建造 し て いる 。 国際 原 
FEBS (IAEA) が 2006 年 に 発表 し た と ころ に よる と 、 イ ンド ネシア は 原子 力 
プロ グラ ム の 本 格 化 を 進め る 知識 基盤 が すでに 整っ て いる も の の 、 原 子 力 発電 所 
の 建設 に 進む か 否 か 政府 は な ん ら 決 断 を 下 し て いな いと いう 。 ま た エネ ルギー 鉱 


物資 源 才 は [2014 年 か ら 2024 年 に か け て バン カ ・ ブ リト ッ ゥ ン ) 


で 建設 が 予定 き 


れ て いる 5,000MW 級 NPP (原子 力 発電 所 ) に 関す る 白書 ] を 作成 し 、 国 内 電力 


消費 の 急増 に 対処 すべ く 原 子 力 発電 の 導入 を 求め た 。 な お イン 


* ネ シア の 電力 電 


要 は 2025 年 の 時 点 で 150 ギガ ワッ ト (GW) に 増大 する も の と 見 込ま れ て お り 、 
原子 力 と いう 新た な エネ ルギー 源 は 、 同 国 の 電力 供給 能力 を 押し 上 ば げ る 主要 な 代 


准 エ ネル ギー と みな され た の で ある (Taryo 2015) 。 


190 


第 2 部 国 別 研究 


イン ド ネ シア 原子 力 庁 (BATAN) は 2027 年 まで に 原子 力 発 電 所 を 建造 すべ き 
と 以前 か ら 和 勧告 し て お り 、 バ ンカ ・ ブ リト ッ ゥ ン 島 、 西 カリ マン タン 、 そ し て ジャ 
ワ 島 の ムリ ア お よび バン テン と いっ た 場所 で 原発 立地 の 実現 可能 性 調査 を 実施 し 
た 。 そ の うち スマ トラ 島 に 程 近 い バ ンカ ・ ブ リト ッ ゥ ン 島 が 、 同 国 の 地震 帯 と 火山 
帯 の いずれ に も 含ま れ て いな いこ と か ら 、 同 国 初 と な る 原子 力 発電 所 の 建設 地 と 
o 原子 力 の 活用 に 関す る 公式 決定 は な され て いな いも の の 、BATAN が 
2014 年 に 行なっ た 全国 規模 の 世論 調査 に よる と 、72 パー セン ト の イン ド ネ シア 


され た 


国民 が 
マレ 


FLT 


年 度 に 


て いな 


ー シ ア で は 増 カ 


国内 に お ける 原子 力 発 電 所 の 建設 に 将 成 し た と いう 。 
する 電力 需要 が 原子 力 開 発 を 正当 化す る 理由 と きれ て お り 、 


・ ラ ザク 首相 は 2009 年 に 小 規模 原子 炉 の 建造 計画 を 公表 し た 。 な お 2010 
お ける 同国 半島 部 の 電源 構成 は ガス 54.2 パ ー セ ント 、 石 戻 40.2 パ ー セ ン 
ト 、 水 力 5.2 パ ー セ ント 、 石 油 0.4 パ ー セ ント で ある (Ramli 2013)。 原子力 発電 
は 第 11 次 マレーシア 計画 2016-2020 の 中 で 触れ られ て は いる も の の 、 電 源 構 成 
に 占め る 割合 の 見 通し は 記さ れ て いな い (Economic Planning Unit 2015 参照 )。 

マレ ー シ ア に お いて 原子 力 発電 は 常に 国民 の 強い 反発 を 受け 、 政 府 主催 の も 
の を 含む 多数 の フォ ー ラ ム で 市 民 グ ルー プ か ら 反 対 の 声 が 上 が っ て いる 。 こ う 
し た 情勢 に も か か わら ず 、 マ レー シア 政府 は 原子 力 と いう 選択 肢 を 完全 に は 捨て 


い 。2014 年 、 マ ー・ 
に 向け た 実現 可能 性 調査 と 、 国 民 の 反応 を 含む 包括 的 調査 の 実施 を 発表 し 、 専 門 
家 や 非 政 府 組織 (NGO) の 意見 も 取り 入れ る と 述べ た (Bernama 2014) 。 政 府 は 
すでに 総合 的 な 実現 可能 性 調査 を 始め て いる も の の 、 そ れ が いつ まで に 完了 し 国 
民 に 公表 され る か は 定か で な い 。 


シ ウ ・ コ ン 首 相 府 長 官 は 、 今 後 10 年 以内 の 原発 建設 


2016 年 11 月 、 フ ィ リ ピン の ロドリゴ ・ ド ゥ テル テ 大 統領 は エネ ルギー 省 に 対 


2 


3 


4 


20154 10 H 30 
eu Yo 


、 シ ン ガ ポー ル で 行なわ れ た BATAN 職 員 へ の イン タビ ュ 


詳細 に つい て は Consumers Association of Penang (n.d) お よび マレ ー シ ア 反 


核 連 合 に 支持 され て いる Care2 Petitions (n.d.) を 参照 の こと 。 


2014 年 9 月 10 日 、 ペ ナン 消費 者 組合 職員 と の 電子 メー ル で の や り 取 り よ り 。 
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し 、 出 力 621MW の バタ ー ン 原子 力 発電 所 の 再 稼働 に 向け た 実現 可能 性 調査 の 許 


可 を 与え 、 任 期中 は 原子 力 の 活用 を 行 


了 な わな いと する 以前 の 立 


Wyeth Ro LA 


し 建設 か ら 30 年 を 過ぎ た この 原発 を 稼働 きせ る に あたり 、 安 全 と 保安 の 確保 に 


特別 な 注意 を 払う よう 明確 な 指示 を 出 


し て いる (Lucas 2016) 。 


2016 年 月 、 カ ン ボ ジア と ロシア は 原子 力 情報 セン ター の 設立 と 、 核 エネ ル ギ 
ー の 平和 的 利用 に 関す る 合同 ワー キン ググ ルー プ の 結成 と いう 二 つ の 協定 に 署名 


し た 。 ロ ス ア トム 社 に よる と 、 原 子 力 
ジア 国民 が 原子 力 発電 の 原理 を より よ 


情報 セン ター は 学生 を は 


く 理解 し 、 原 子 力 発電 事 


じ め と する カン ボ 
業 な ら び に 関連 業 


界 の 重要 な 発展 状況 を 詳し く 知 る 一 助 と な る と いう 。 ま た 核 エ ネル ギー の 平和 利 


に 関す る 合同 ワー キン ググ ルー プ の 


覚書 に は 、 共 同 プ ロジ ェ 


クト を 明確 化し 実 


行 す べく 両国 の 専門 家 に よる 定期 的 な 会 合 を 実施 する こと が 明記 され て いる 。 ま 
た ロシア は 協定 文書 の 条件 の 下 で 、 技 術 、 研 究 、 お よび 教育 訓 


に な っ て いる 。 カ ン ボ ジア の フン ・ セ 


ン 育 相 は 以前 、 同 国 が 原 


練 を 提供 する こと 
子 発 電 を 推し 進 


め る こと は な いと 述べ た も の の 、 政 府内 に は 周辺 諸国 の 関心 や 行動 に 突き 動か さ 
れる 形 で 、 原 子 力 発 電 の 推進 を 求め る 声 が 存在 し て いる 。 合同 
プ の 覚書 と 情報 セン ター の 設置 は 、 カ ン ボ ジア が 原子 力 発 電 の 推進 を 決め た 場合 


将来 的 な プロ ジェ クト の 土台 と な る だ 


こう し た 事態 の 進展 に 対し 、 本 章 で 


ろう (Tan 2016). 
ょ 、 安 全 と 保安 の 促進 、 


ける 核兵器 拡散 の 防止 に 向け た 、 よ り 強 力 な 地域 的 規範 の 枠組 
込み を 検証 する 。ASEAN は すでに 原子 力 の 安全 (safety), IR 
防護 措 軒 (safeguards) の 3S に 関す る 相互 協力 の 規範 を 確立 させ て いる が 、 こ う 


し た 規範 の 枠組 み が 地 域内 で どの 程度 


まで 維持 ・ 拡 大 され る か は 


ワー キン ググ ルー 


お よび 地域 内 に お 
み が 形 作ら れる 見 
(security), BLO 


、 原 子 力 の 活 


に 関心 を 持つ 加盟 国 が それ ぞ れ の 原子 力 発 電 プ ロジ ェクト を 進め る 準備 段階 に お 
いて 、 イ ン フ ラ 整 備 の 問題 を いか に 解決 する か が 依然 と し て 鍵 を 掘っ て いる と 、 
我々 は 論じ る も の で ある 。 尋 存 の 原発 イン フラ 問題 が 解決 され な けれ ば 、 こ れ ら 


ASEAN の 規範 は いく つも の 課題 に 


ベト ナム 、 イ ンド ネシア 、 マ レー シア ーー に 的 を 絞り 、 こ れ ら 
ン フ ラ 問 題 を 説明 する 。 こ れ ら の 問題 は 法制 面 お よび 規制 面 の 


放射 性 廃棄 物 の 処理 、 核 の 安全 1 


仁 、 上 緊急 時 の 行動 計画 、 そ し て 


直面 する だ ろう 。 我々 は ASEAN の 3 ヵ国 一 一 


各国 の 主 を 原発 イ 
HA, UPPER, 
保安 お よび 物理 的 
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Uia S 


け 、「 原 子 力 規 制 機関 の ASEAN ネッ トワ ー ク 」(ASEANTOM) 


こ 関す る も る の で ある 。 また 2015 年 に ASEAN 経済 共同 体 が 発 


BELLE ERS 
に 代表 され る よう な 、 


原子 力 に 関す る 2015 年 以降 の 地域 的 枠組 み 強 化 の 展望 に つい て 検証 を 加え る 。 


核 エ ネル ギー の 安全 か つ 平 和 的 な 利用 に 関す る ASEAN の 枠組 み の 拡大 


ASEAN 加 盟 国 が 遵 


な 規範 を 最初 に 構築 し た の 


調印 され た 1995 年 の こと で ある 。 こ の 条約 は 主 に 
び 所 有 を 加盟 国 に 禁じ る こと を 目的 と し て いる が 、 
展 と いっ た 平和 目的 で 原子 力 エ ネル ギー を 活 


守 し な けれ ば 
規範 と は どの よう な も の か ? 
は 、 東 南ア ジア 非核 兵器 地帯 条約 (バン コク 条約 ) À 


ら な い 核 エネ ルギー の 平和 的 利用 に 関す る 
ASEAN が 核 の 安全 性 と 拡散 防止 に 関す る 地域 的 


久 兵 器 の 開発 、 製 造 、 お よ 
と り わ け 経 済 発展 や 社 
する 権利 を 各 加 盟 国 に 認め る 条項 


AE: 


も 存在 し て いる 。 ま た 原子 力 の 活 


| を 決め た 加盟 国 の 道しるべ と な る 地域 的 な 規 


範 の 枠組 み も 、 条 約 の 中 で 確立 され て いる 。 
バン コク 条約 に よっ て 確立 され た 主 な 地域 的 規範 は 以下 の 通り で ある 。 す な わ 


ち 、 原 子 カ エネ ルギー を 活 


NR 


よび 施設 の 利 


を 平和 目的 に 制限 し な 
M BECI AARET, IAEA DEE L 


、(1) 国内 に お ける 核 関連 物資 お 
ら な い 。 (2) 健康 を 保護 し 、 生 
た 各種 ガイ ドラ イン お よ 


トド けれ ば 


び 基 準 に 沿う 形 で 、 
な けれ ば な ら な い 。 
な けれ ば な ら な い 。 


従う こと で 、 国 際 的 な 不 拡散 体制 を 維持 し な けれ ば な ら な い 。 
[を 処分 する 際 に 1 F 


その 他 の 放射 性 物質 
ら な い (ASEAN 1995), 


自国 の 原子 力 開発 プロ グラ ム を 厳格 な 安全 性 評 f 
(3) 他 の 加盟 国 
(④) 核 不 拡散 条約 お よび IAEA の 安全 防護 シス テム に 厳格 に 


の 対象 と し 
の 結果 を 伝え 


国 に 求め られ た 場合 、 安 全 性 評 1 


(5) 放射 性 廃棄 物 
こ 従 わな けれ ば な 


は 、IAEA の 基準 と 手続 き 


ASEAN 加 盟 国 は 年 1 度 の 
で も 重要 な の が エネ ルギー 閣 
性 確保 に 関す る 
れ て いる 。「ASEAN プ ノン ペン 宣言 


能力 向上 と 安 4 


H 


脳 会 議 で これ ら 規 範 の 遵守 を うた っ て いる が 、 中 


2012b) に お いて 、ASEAN 


脳 は 以下 の こ 


訟 会 合 で あり 、 そ こ で は 民間 の 原子 力 利 用 に お ける 
地域 的 な 協力 関係 の 拡充 が 重要 課題 と し て 強調 さ 
:ー つ の 共同 体 、 (ASEAN 
と に 合意 し た 。 


ー つ の 運命 
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IAEA な ど 適 切な 関係 機関 と 協力 し て 原子 力 の 安全 性 を 高め 、 ま た 平和 利 
目的 の 原子 力 エ ネル ギー 開発 に お ける 安全 と 保安 に つい て IAEA が 定め た 各 
種 基 準 を 維持 ・ 促 進 す る 国際 的 な 取り 組み に 関し 、 そ れ に 貢献 し 得る 
ASEAN の 統一 的 アプ ロー チ を 構築 する 。 (ASEAN 2012a) 


cu 


また [ASEAN 政治 ・ 安 全 保 障 共 同体 に 向け た 青 写真 2025」 (B.5.2 節 ) に お い 
て も 、IAEA な どの 関連 国際 機関 と 共同 で 原子 力 の 安全 性 を 強化 すべ く 、 地 域 的 
アプ ロー チ の 構築 が 府 わ れん て いる 。 し か し それ より 重要 な の は 、 こ の 青 写真 が 
ASEANTOM の 強化 を 促し て いる こと で あり 、 そ うす る こと で ASEANTOM が 原 
子 力 の 安全 性 に 向け た 地域 的 アプ ロー チ ナ 構 築 を 効果 的 に 主導 で きる と し て いる こ 
と で ある (ASEAN Secretariat 2016 参照) 。 


地域 的 協力 関係 の 強化 に お ける ASEANTOM の 新た な 役割 


また ASEAN 首 脳 は 次 の よう に 宣言 し た 。 


東南 アジ ア 各 国 の 原子 力 規制 機関 か ら 成 る ネッ トワ ー ク を 構築 し 、 そ れ に よ 
っ て 各国 規制 機関 が 原子 力 に 関す る 情報 や 過去 の 体験 を 交換 し 、 ま た 原子 力 
の 安全 、 保 安 、 お よび 防護 措置 に 関す る 協力 関係 を 拡大 させ 、 か つ 能 力 を 向 
上 させ る こと を 可能 に する 。 (ASEAN 2012a) 


この 点 に 関し 、 タ イ 原 子 力 平和 利用 事務 局 (OAP) は 2011 年 に 非 公式 会 合 の 
場 で ASEANTOM の 創設 を 提案 し 、ASEAN 各 国 の 規制 機関 か ら 好 意 的 な 反応 を 
得 た 。 こ の 提案 は 同年 の ASEAN 首脳 会 議 で 提案 きれ 、 加 盟 国 か ら 高い 評価 を 得 
て いる (ASEANTOM 20143). 。 そ し て 2015 年 、ASEAN 憲章 補足 第 1 条 に 定め られ 
7: ASEAN 政治 安全 保障 共同 体 要 網 の 下 、ASEANTOM It ASEAN の 分 野 別 傘下 機 

に 指定 され る (ASEAN 2015) 。 現 在 、 そ の 活動 は 加盟 各国 の 外務 大 臣 に 報告 さ 


N, ASEAN 首脳 会 議 の 議長 声明 に も 含ま れ て いる (Biramontri 2016) 。 福 島 の 惨 
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事 を 受け 、 原 子 力 の 安全 性 を 個別 に 維持 する の は 不可 能 だ と 認識 し た ASEAN 各 
国 は 、 原 子 力 の 安全 ・ 保 安 維持 の 文化 を 制度 化す る 地域 的 桁 組み の 構築 の 一 環 と 
し て 、ASEANTOM を 通じ た 協力 お よび 情報 共有 の 必要 性 を 認め た の で ある 。 
ASEANTOM は 相互 利益 に 関す る 4 つの 問題 に 焦点 を 合わ せ て いる 。 す な わ ち 
緊急 事態 へ の 対策 お よび 対応 、 環 境 放 射線 の 監視 、 原 子 力 の 保安 、 そ し て 原子 力 
の 安全 で ある (Biramontri 2016)。2012 年 、ASEAN 各国 の 規制 機関 に よる 予備 会 

が OAP を 議長 と し て 開催 され 、 原 子 力 の 平和 利用 に お ける 3S (安全 、 保 安 、 防 
措置 ) の 実現 を 目指 し て 知識 お よび 資源 の 拡充 を 図る べく 、ASEANTOM の 付 
a a DOES nn 
最初 の 会 合 (2013 年 プー ケッ ト ) で は 、 原 子 力 の 3S に 関す る 加盟 国 同士 の 情報 交 
換 と 相互 協力 が 促進 され る と と も に 、 ネ ットワーク 作り の 作業 計画 が 定め られ た 。 
2 回 目 の 会 合 (2014 年 チェ ンマ イ ) に お いて は 、 過 去 1 年 間 の 活動 が 見 直さ れる 
と 同時 に 、2015 年 か ら 16 年 に か け て の 活動 計画 が 話し 合わ れ た 。 こ れ ら の 活動 
に は 、 緊 急 事 態 へ の 対策 お よび 対応 、 原 子 力 発電 の 保安 体制 、 安 全 性 、 お よび 管 
理 に つい て 行なわ れ た 多数 の 地域 内 リーク ショ ッ プ や 教育 訓練 課程 が 含ま れる 
(ASEANTOM 2014a) 。3 回 目 の 会 合 (2015 年 ケ ダ ) Clk, ASEANTOM 25 ASEAN 
政治 安全 保障 共同 体 傘 下 の 分 野 別 機関 に 指定 され 、 ま た 原子 力 の 3S に 関す る 協 
力 体制 と 共同 事業 を さら に 強化 すべ く 、IAEA と の 主要 連絡 機関 と する こと が 定 
め ら れ た (Biramontri 2016) 。 

2014 年 、 地 域内 早期 警報 ネッ トワ ー ク お よび デー タ セ ンタ ー の 構築 に 向け た 
情報 交換 を 促進 し 、 か つ そ の 機会 を 探る べく 、 タ イ と ベト ナム は 環境 放射 線 の 共 
同 監視 に 関す る 地域 会 合 を 主催 し た 。 マ レー シア は 原子 力 の 規制 確立 と 、 現 在 お 
よび 将来 に お ける 規制 面 ・ 法 制 面 の 国家 的 枠組 み に 関 する ワー クシ ョ ッ プ を 主催 
し 、 ま た シン ガボール は ヨー ロッ パ 原 子 力 共同 体 (Euratom) と ASEANTOM の 
会 合 を 主催 し て お り 、 そ の 中 で Enurarom は 原子 力 に 関係 する 自ら の 体験 を 共有 し 
た (ASEANTOM 2014a)。ASEANTOM と いう 枠組 み の 下 、 マ レー シア と タイ は 
2015 年 か ら 国境 を 越え た 原子 力 の 保安 訓練 を 実施 し て お り 、 机 上 演習 と 実地 訓 
練 が 行なわ れ て いる 。 そ の 訓練 に は 両国 の 原子 力 規制 機関 、 税 関 、 警 察 、 を し て 
緊急 対策 チー ム が 参加 し て いる 。 さ ら に 、 放 射 性 物質 の 違法 取引 を 共同 で 防ぐ 能 
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力 を 試す べく 、 全 て の ASEAN 加 盟 国 が この 訓練 に 招待 され て いる 。 そ れ ら に 加 
え 、ASEAN 内 部 に お ける 緊急 時 の 対策 お よび 対応 を 共同 で 強化 する 目的 で 、 
ASEANTOM は IAEA と ヨー ロッ パ 連 合 (EU) に よる 支援 を 受け な が ら 二 つの プ 
ロジ ェクト を 進め て いる 。 一 つ は IAEA の 支援 を 受け て 進め られ て いる 「 地 域内 
環境 放射 線 デ ー タ ベー ス の 構築 お よび 緊急 事態 へ の 対策 ・ 対 応 を 支援 する た め の 、 
東南 アジ ア に お ける 地域 協力 プロ ジェ クト 共同 理念 |] で あり 、 も う 一 つ は EU の 
支援 を 受け て いる 「ASEAN に お ける 緊急 時 へ の 対策 ・ 対 応 の 強化 : 意思 決定 に 
対す る 技術 的 支援 |] で ある (Biramontri 2016). 

ASEANTOM は また ASEAN & EU の 地域 間 協 力も 推進 し て お り 、 と り わ け 原 子 
力 の 安全 性 と 緊急 時 対策 の 分 野 に 力 を 入れ て いる 。2016 年 初頭 、 欧 州 委員 会 は 
放射 線 お よび 原子 力 に まつ わる 緊急 事態 へ の 対策 ・ 対 応 に つい て ASEAN と の 協 
力 関 係 を 構築 すべ く 、 そ の 実現 可能 性 調査 を 完了 させ た 。 調査 を 行なっ た の は 欧 
州 委 員 会 共同 調査 セン ター で あり 、ASEAN6 ヵ 国 の 原子 力 規制 機関 が それ を 支援 
し た 。 ま た この 調査 は EU の 「 原 子 力 の 安全 協力 に 向け た 事業 の 一 環 と し て 行 な 
われ た 。 こ の 事業 は 実現 の た め の 行動 計画 を 含む 地域 戦略 で 構成 され て お り 、 
ASEANTOM は 特に EU と IAEA の 支援 を 受け な が ら 行 動 計 画 を 実行 に 移す べき 
で ある と 勧告 し て いる 。 と り わ け ASEAN の 近隣 諸国 で 原子 力 発電 所 が 建設 され 、 
また 一 部 の ASEAN 加盟 国 が 原子 力 の 活用 を 計画 し て いる 今 、 地 域 に お ける 緊急 
事態 へ の 共同 対策 お よび 対応 の 必要 性 は 緊急 度 を 増し て いる 。 し か し 2016 年 2 
月 に クア ラル ンプ ー ル で 開催 され た 「 原 子 力 緊 急 事 態 へ の 対策 ・ 対 応 に 関す る 地 
域 的 協力 の 拡大 を 目指 す 国際 普及 ワー クシ ョ ッ プ 」 に お いて 一 部 の 規制 機関 が 述 
べた よう に 、 地 域 的 戦略 の 実現 に あたっ て ASEANTOM が 直面 し て いる 主要 な 課 
題 の 一 つ に 、 各 国 規制 機関 が 十分 な 物流 お よび 財政 的 資源 を 有 し て いな いと いう 


6 つの ASEAN 規 制 機関 は 以下 の 通り 。 イ ンド ネシア 原子 カカ 規制 局 
(BAPETEN) 、 原 子 カ ライ セン ス 委 員 会 (AELB、 マ レー シア )、 フ ィ リ ピン 原子 
力 研究 所 、 国 家 環境 局 (シンガポール) 、OAP (タイ )、 ベ トナ ム 放 射 能 原子 力 安 
全局 (VARANS) 。 

国 は ベト ナム と の 国境 近く で 3 ヵ所 の 原子 力 発電 所 を 稼働 きせ て いる 。 


T 
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現状 が ある 。 


ここ に 概略 を 記し た 原子 力 の 3S に 関す る ASEAN OFA 
盟 国 が 地域 内 協力 を 通じ 、 原 子 力 の 平和 的 活 
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用 に 関す る 地域 


重要 性 を 認識 し て いる こと を 示し て いる 。 し か し 原子 力 の 活 


規 男 の 枠組 み は 、 原 子 力 の 活 


材 の 確保 、 規 制 下 


する 制度 化 さ れ た 
規制 に 関す る 包括 


RH 
的 な 枠組 


HAEMY HAIL. BAN 
HY Ze LE ETE © 


に 関す る 地域 的 な 


を 検討 し て いる 各 加 盟 国 の 基礎 イン フラ に 構造 的 
課題 が 残っ て いる な ら ば 、 そ れ だ け で は 十分 で な い 。 特 に 大 き な 課 題 と し て 、 人 
・ 法 制 面 の 優れ た 枠組 み の 構 築 、 そ し て 放射 性 廃棄 物 処理 に 関 
答 の 策定 が 挙げ られ る 。 一例 を 挙げ る と 、 あ る 加盟 国 が 
み を 制度 化 で き な け れ ば 、 原 子 力 の 安全 お よび 保安 に 


関す る ASEAN の 規範 だ け で な く 、 国 際 的 な 核 不 拡散 体制 の 価 守 も 達成 され な い 


だ ろう 。 大 抵 の 場合 、 
護 、 廃 棄 物 処理 、 緊 急 事 態 へ の 対策 、 


席 れ た 原子 力 規制 機関 は 、 核 物資 の 管理 と 記録 、 情 報 の 保 
火災 防止 策 、 放 射 能 の 安全 対策 、 そ し て 物 


理 的 防護 策 に 関す る 安全 ・ 保 安 基 準 を 免許 申請 者 が 全て 満た し て いる か どう か を 


審査 ・ 確 認 す る こと で 、 


が 核 関連 施設 を 完全 な 


有 2 で 監視 で き な け れ ば 、 核 物資 の 悪 


AT, ZEE 


| + (RET 


ろう 。 次 節 で は ASEAN の 原子 力 計 画 を 概説 し た 後 、 


安 に 関す る 重要 な 問題 の いく つか を 論じ る 。 


原子 力 技術 の 輸 昌 
福島 原発 事故 以降 、 


すでに な され た と 主張 し て いる 。 し か し 東南 アジ ア の 原発 新興 国 は 、 


法制 面 お よび 規制 面 の 枠組 み 


核 拡散 問題 に 対処 し て いる (US NRC 2015) 。 規 制 機関 
] と いう 事態 が 生じ か 
の 問題 が 発生 する だ け で な く 、 核 拡散 の リス ク も 生じ る だ 
と り わ け 原 子 力 の 安全 と 保 


1 企業 を 含む 原子 力 業 界 の 事業 者 た ち は 、2011 年 に 発生 し た 


世界 中 の 原子 力 発電 所 に お いて 安全 下 


で 必要 不可 欠 な 改善 は 


原子 力 発電 


所 の 安全 稼働 を 確実 な も の に する に あたり 、 原 子 カ プロ グラ ム を 有する 国々 か ら 


C 


値 あ る 教訓 を 今 な お 引き 出す こと が で きる 。 


べ ベト ナム は か つて 東南 アジ ア に お いて 最も 先進 的 な 原子 力 発 電 所 計画 を 有 し て 


いた が 、 規 制 機関 の 独立 性 を 保つ 法制 直 
力 規制 機関 と し て 機能 し て いる の は ベト ナム 放射 能 原子 力 安全 局 


i の 枠組 み は 存 在 し な い 。 現 在 同国 の 原子 


(VARANS) で 


ある 。 
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2012 年 以降 、 ベ トナ ム は より 独立 性 の 高い 規制 機関 の 新設 を 段階 的 に 目 


aL CS. 同国 の 科学 技術 省 と 日 本 の 経済 産業 省 は 、 ベ トナ ム 原 子 力 規制 機関 


の 技術 面 ・ 


安全 面 に お ける 能力 を 向上 させ る 合意 


書 に 署名 し た 。 ま た ベト ナム 


の 原子 力 法 の 改正 案 に は 、VARANS を 事実 上 の 独立 機関 と する こと が 誤 わ れ て 
de NSR H6 RFI き の 主 務 機 関 、 科 学 技 


いる 


ノム 


術 


x 


m 
は 持 


力 の 発展 を 目指 す 省 庁 か ら 完全 ! 


か は 
達成 


が は る か に 
9 
で は な い 。 


、 
心 


発生 源 や 放射 性 物質 の 規制 に 
いら れ て いる も の で ある 。 ゆえに 


OPC | 部 分 的 に 独立 |] し て いる に 過ぎ 


な い 。 VARANS の 独立 性 は 放射 線 


こ 限ら ちら れ て お り 、 そ の 大 半 は 工業 、 教 育 、 医 療 の 分 野 


原子 力 発電 所 の 安全 ・ 保 安 を 規制 する 権限 


っ て いな い 。VARANS に 関す る 法律 の 改正 案 は まだ 通過 し て お ら ず 、 原 子 


予断 を 許さ な い 状況 で ある 。 ベ トナ ム 政 
を 目指 す に あたり 、 現 時 点 で は 全て の 関 


こ 独立 し た 規制 機関 が ベト ナム に 生ま れる か どう 


府 は 原子 力 発電 所 プロ ジェ クト の 
系 省庁 VARANS の 協力 関係 の 方 


重要 だ と 信じ て いる こと か ら 、VARANS を 独立 機関 し する こと に 熱 


また 、 原 子 力 発 電 所 プロ グラ ム の 進捗 状況 を 監督 する 国家 委員 会 が 、 ベ トナ ム 
よっ て 設立 され た 。 こ の 委員 会 を 構成 し て いる の は 、 通 商 産業 独 お よび そ 


政府 に 


の 付 
VARANS、 ベ トナ ム 原 子 力 f 


T 


8 
9 


の 理解 を も た ら す も の で ある と 、 再 三 に わ 


属 機関 と し て の ベト ナム 電力 、 科 学 技術 省 お よび その 付属 機関 と し て の 
究 所 (VINATOM) 、 ベ トナ ム 人 原子力 庁 、 そ し て 教 


IAEA の 天野 之 弥 事務 局長 は 、 規 制 機関 の 独立 性 こそ が 諾 明 性 の 強化 と 大 衆 


た っ て 強調 し て いる (Amano 2015). 


S LE. ey eta 
関 を 持つ こと の 必要 性 が 挙げ られ る 。1994 年 締結 の 原子 力 安全 条約 と IAEA の 一 


般 的 安全 要件 も 規制 機関 の 設置 を 求め 、 政 


府 省庁 と いっ た 原子 力 技術 の 推進 勢力 


か ら 分 離 な いし 独立 し て いる こと の 必要 性 を 詩 っ て いる (IAEA 1994), 独立 し 


た 規制 機関 を 持つ 第 1 の 理 


tH 
juni 


H 安全 お よび 保安 と 対立 し か ね な い 利 害 関係 か ら 


圧力 を 受け る こと な く 、 判 断 を 下 し 実行 に 移せ する よう に する 、 と いう も の で ある 。 


ュー より 。 


2014 年 8 月 8 日 、 ハ ノイ で 行なわ れ た VARAN 職員 へ の イン タビ ュー より 。 
201S 年 10 月 30 日 、 シ ン ガ ポー ル で 行なわ れ た VINATOM 職 員 へ の イン タビ 
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育 訓練 省 で ある 。 し か し 委員 会 


の 運 営 は 十分 な も の と 言え ず 、 


dhe Cd 2 fil AAA 


Du URS DE. ee ee E 
っ て いな い 。 

イン ド ネ シア に お いて は 、IAEA の 規定 に 反し 、 原 子 力 発 電 所 プロ グラ ム を 検 
544552 52559002 20 5 1 E 
(NEPIO) が 存在 し な い 。 原 発 建設 の 計画 策定 に あたっ て は 、BATAN、 イ ンド ネ 
シア 原子 力 規 制 局 (BAPETEN)、 エ ネル ギー 鉱山 資源 省 、 環 境 省 、 そ し て 研究 技 


術 省 と いっ た いく つか の 機関 が 、 
こよ っ て 、 複 数 の 省 


こう し た 体制 


制 に 関す る 一 貫 性 が 損なわ れる 恐れ が ある 。 理想 的 に ( 
監督 権 を BAPETEN が 持つ べき だ ろう 。 
お ける も う 一 つの 問題 点 と し て 、 原 子 力 発 電 所 に 関す る 
分 散 さ れ 、 そ の た め 機 関 同士 の 調整 を 必要 と し て い 


わる 予備 的 活動 の 客観 的 な 規制 ・ 
また イン ド ネ シア に 
様々 な 責任 が 異な る 諸 機 関 に 


それ ぞ れ 独 


自 の 役割 を 担っ て いる (IAEA 2013) 。 


庁 に よる 原子 力 発電 所 建設 プロ ジェ クト の 一 糞 
を 担い 原発 の 稼働 に 向け た 諸々 の 活動 に も 関わ る も の と 思わ れる BAPETEN OH 


る こと が 人 挙げ られ る 。 専 


関係 も 依然 と し て 弱い 。 


関 の 設 立 が 強く 求め られ る 一 方 で 、 規 制 # 


門 の 運営 委員 
熱意 の 欠如 を 象徴 し て いる 。 な ぜ な ら 、BATAN は # 
原子 力 に 関す る 主務 機関 で ご は ある も の の 、 他 の 機関 に 対す る 権限 を 
な いか ら で あ る 。 ま た 原子 力 発電 所 プログ ラム を さら に 推し 進め る 省庁 
原子 力 を 推進 する 立場 の 機関 か ら 完全 ( 
g 力 を 発揮 


まだ BATAN の 強力 な 後ろ 盾 を 必要 と し て いる 


イン ド ネ シア の 法制 面 
な いと 、BAPETEN 自身 が 
の 法 的 枠組 み が 将 来 に 


10 


あたっ て 他 機 関 と 調整 を 行 
(IAEA 2008:1)。 


お ける 原子 力 の 活 1 
お よび 放射 性 廃棄 物 管 理 の 安全 


NEPIO は ee ee nee プ 
、 あ る い は 単独 で 実行 する ] 機関 と され て いる 


会 が 存在 し な いこ と は 


ょ 、 こ うし た 原発 計画 に 関 


、 原 発 建設 に 対す る 
相 に 直属 し て いる こと か ら 
一 切 持 っ て い 
THOT 
こ 独立 し た 規制 機 
ます る に あたり BAPETEN は い 


(Taryo 2015)。 
こ お け る 枠組 み が IAEA の 基準 に 全て 従っ て いる わけ で は 
認め て いる こと で ある (Sunaryo 2015) 。 さ 
練 を 規制 する 一 方 、[ 使 
に 関す る 条約 ] (1997) と いっ た 国際 協定 を 組み 


より 重要 な こと 


Bic, BE 
済み 燃料 管理 


ログ ラム に つい て 、 そ の 実行 に 
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込む に は 、 法 律 の 改正 が 必要 な の で ある 。 

マレ ー シ ア に お いて は 、 原 子 力 発電 所 に 関す る 主要 な 法律 は 1984 年 制定 原子 
カラ イセ ンス 法 (法律 304 号 ) で あり 、 条 文 に は 放射 性 物質 に 関す る 詳細 な 条項 
も 含ま れ て いる (Bidin 2013)。2011 年 、 マ レー シア 原子 力 社 (MNPC) が 同国 に 
お ける NEPIO と し て 設立 され る 。MNPC は 首相 府 の 監督 下 に 置か れ 、 原 子 力 開 


発 促進 委員 会 と し て の 役 


割 を 担う も の と され る (Markandu 2013) 。 


マレ ー シ ア で 原子 力 規 制 機関 に 指定 され て いる の は 、 原 子 力 ライ セン ス 委 員 会 
(AELB) で ある 。 し か し 同 委 員 会 は MNPC の 主宰 する 原子 力 開発 促進 委員 会 の 


マデ 
AL 


員 で も あり 、 原 発 建設 
仁 が 損なわ れる お それ が ある 。AELB は また 、 原 子 力 の 活用 を 熱心 に 進め て い 
科学 技術 革新 省 の 付属 機関 で あり 、MNPC 理 事 会 の メン バー で も ある 。TIAEA 
勧告 に 従う な ら ば 、 原 子 力 発電 所 の 建設 お よび 稼働 に 利害 関 係 を 有する 全て の 


の 予備 的 取り 組み に 関わ っ て いる こと か ら 、 赴 制 面 の 独 


政府 機関 か ら 、 規 制 委員 


会 は 完全 に 独立 し て いな けれ ば な ら な い 。 


原子 力 の 安全 ・ 保 安 対策 


原子 力 の 安全 ・ 保 安 対 策 の 制度 化 に 関し 、 ベ トナ ム 、 イ ンド ネシア 、 そ し て マ 
レー シア は 核 の 3S に 対す る 自国 の 関与 を 強化 し 得る いく つか の 取り 組み を 始め 
て いる が 、 外 部 の 有識者 だ け で な く 国 の 機関 さえ も 複数 の 課題 を 認識 し て いる 。 
一 例 を 挙げ る と 、 ベ トナ ム は 原子 力 の 危機 管理 だ け で な く 科 学 的 ・ 技 術 的 知識 の 


点 に お いて も 、 原 子 力 の 活用 に 関す る 経験 を 有 し て いな い 。 ま た 安全 文化 に 対す 
る 国民 の 意識 が いま だ 低い こと か ら 、 安 全文 化 の 概念 は 規制 機関 の 内 部 に お いて 
さえ 明確 に 定義 る きれ て いな い 。 さ ら に 、 ベ トナ ム の 利害 関係 者 一 一 政府 機関 、 科 
学者 、 お よび 地域 社会 一 一 の 間 で は 、 原 子 力 プロ ジェ クト の 安全 に 関す る 問題 へ 
の 理解 が 現在 に お いて も 非常 に 限ら れ て いる (Vuong 2015) NRF AORTA 
専門 家 の 中 に は 、 核 の 安全 性 に つい て 警鐘 を 鳴ら し 、 ま た 独立 し た 規制 機関 の 欠 
如 、 汚 職 の 夢 延 と 低い 透明 性 、 そ し て 貧 明 な 安全 基準 に つい て 警告 する 者 も いる 


(Ninh 2013) 。 


福島 原発 事故 は 、 原 子 力 に 関す る ベト ナム の 管理 ・ 規 制 能 力 に つい て の 懸念 を 
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引き 起こ し た 。 種 々 の 気 侯 モ デル に よる と 、 ベ トナ ム は し ば し ば 海面 上 昇 や より 
強い 台風 と いっ た 気候 変動 に 対し 最も 脆弱 な 国 の 一 つと され 、 ニ ント ゥ アン 原子 
力 発電 所 の 近辺 は と り わ け 顕 閉 で ある 。 沿岸 部 に 位置 する ニン トゥ アン 省 は 災害 
に 弱い 地域 で あり (Mulder 2006), 、 南 シナ 海 で 強い 地震 が 発生 し た 場合 、 津 波 に 
him Ets LLC し た リス ク に も か か わら ず 、 政 府 は 今 な お ニ 
ント ゥ アン に お ける 原発 建設 を 決意 し て いる 。 

ベト ナム は 国際 的 な 安全 基準 や 規制 慣行 を 全て 満た すべ く 、IAEA と 緊密 に 協 
力 し て いる 。2012 年 、LAEA は ベト ナム の 緊急 時 対策 評価 を 実施 し 、 緊 急 事態 へ 
の 対策 ・ 対 応 能力 を 検証 する と と も に 、 い くつ か の 勧告 を 行なっ た (Thiep 2013) 。 
その 結論 を 受け て ベト ナム の 国家 的 対策 ・ 対 応 計 画 が 策定 され て いる 。 ま た 
VARANS は 緊急 時 の 具体 的 な 対策 ・ 対 応 計画 を 作成 すべ く 、 中 央 政府 お よび 地 
方 政府 の 関係 機関 と 作業 を 始め た 。 し か し IAEA に よる その 他 の 勧告 に つい て は 、 
いま だ 実行 に 移す 上 で 課題 が 残っ て いる 。 ベ トナ ム 原 子 力 庁 の 長官 も 、 原 子 力 の 
イン フラ 整備 に 直接 携わる 主要 機関 で さえ も 体系 的 な 訓練 が まだ 行なわ れ て いな 
いと 述べ た (Hoang 2013) 。 

IAEA の 和 勧告 に 従い 、 ベ トナ ム は 安全 対策 の 策定 と 実行 を 開始 し た が 、 そ の 中 
に は 核 物 質 お よび 放射 能 源 の 輸送 に 関す る VARANS に よる 許可 制度 が 含ま れ て 
いる 。 ま た IAEA は 、 ホ ー チ ミン 市 の 南東 を 流れ る カイ メッ プ 川 沿い に 所 在 す る 
3 つの 港 、 す な わ ち チー バイ 、 バ リア 、 そ し て ブン タウ に 設置 され た 12 個 の 携帯 
式 放射 線 測定 器 お よび 関連 シス テム の 大 半 を 提供 し て いる 。 

イン ド ネ シア の 原子 力 発電 所 建設 計画 は 、 火 山 の 噴火 、 地 震 、 津 波 、 洪 水 、 そ 
し て 地滑り と いっ た 国内 で 頻発 する 自然 災害 の た め 、 国 内 外 で 懸念 を 引き 起こ し 
て いる (National Agency for Disaster Response 2012) 。BAIAN は こう し た 地理 的 脆弱 
性 が 持つ 意味 を 認識 し て お り 、 用 地 選 定 の 手続 き を 進め る に あたっ て IAEA の ガイ 
ドラ イン (BCR no.5/2007 on the Safety Provision for Site Evaluation for a Nuclear Reactor) 
と 他国 の 最善 の 慣行 (Suntoko and Ismail 2013) を 基準 と し た 。 ム リア (中 部 ジャ 
ワ 州 ) や バン テン ( 西 ジ ャ ワ 州 ) を は じ め と する いく つか の 候補 地 は 、 地 震 活 動 
が 活発 な 地域 に 位置 し て いる 。 そ の た め ス マト ラ 鳥 の 東 に 位置 する バン カ ・ ブ リ 
トゥ ン 島 が 現在 の と ころ 同国 初 の 原子 力 発電 所 建設 地 と し て 有力 視 さ きれ て いる 。 
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バン カ ・ ブ リト ッ ゥ ン 島 は 環 太平 洋 火山 帯 の 外側 に 位置 し て お り 、 自 然 災害 の 危険 
性 は 低い 。 し か し BAPETEN は いま だ BATAN か ら 正 式 な 申請 書 を 受け 取っ て お 
ら ず 、 バ ンカ ・ ブ リト ッ ゥ ン 島 に お ける 原子 力 発電 所 建設 計画 が いま だ 実現 可能 性 
調査 の 段階 で や る こと を 示唆 し て いる 。 

イン ド ネ シア は 原発 事故 に 備え て 緊急 時 の 訓練 や 演習 を 数 多く 実施 し て お り 、 
ジャ カル タ 南 部 の ファ トマ ワ テ ィ 病 院 が 非常 時 の 搬送 先 に 指定 きれ て いる 。 だ が 
イン ド ネ シア 災害 管理 国家 委員 会 が 最近 実施 し た 自然 災害 対応 訓練 の 結果 、 権 限 
の 細分 化 、 指 挿 系 統 、 そ し て 資源 の 動員 と いっ た 省庁 間 の 連絡 調整 に お ける 問題 
に よっ て 、 緊 急 時 の 対応 が 標準 以下 に な っ て いる こと が 判明 し た 。BAPETEN は 
こう し た 課題 に 対応 する た め 、2014 年 8 月 に | 原子 力 保安 お よび 緊 急 時 対応 に 関 
する 中 核 セ ンタ ー」 を 創設 し て いる (Hadi 2014). 。 こ れ は BAPETEN、BATAN、 
警察 、 税 関 、 外 務 省 、 そ し て 情報 機関 で 構成 され る 特別 組織 で あり 、 原 子 力 保安 
と 緊急 時 対応 に 関す る 上 記 諸 機関 の 取り 組み を 調整 する の が 目的 で ある 
(Hadiahyano 2014) 。 ま た 原子 力 保安 を 強化 し つつ 核 拡散 の リス ク を 減少 させ る 
た め 、 い くつ か の 港 に 放射 線 測定 器 を 設置 し て いる (Sinaga 2012) 。 

マレ ー シ ア は 環 太平 洋 火 山 常 と 台風 多発 地帯 の 外側 に 位置 する こと か ら 、 地 震 
UNIX, GME VOR ARK CBpNSOL ED v (Disaster 
Management Division of Prime Minister's Department 2011), YL- v 7 ÈR) AAR 
害 は 洪水 や 地滑り と いっ た も の で ある (Asian Disaster Reduction Center 2011) o 
2009 年 、 マ レー シア は 原子 力 発電 所 用 地 選 定 ガ イド ライ ン を 完成 させ 、2011 年 
に は 候補 地 を 5 ヵ所 に 絞り 込ん だ 。 し か し 用 地 選 定 が コン ピュ ー タ 上 の 数 値 デ ー 
タ に よる 電子 地図 を 基 に 行なわ れ 、 実 地 調査 が まだ 実施 きれ て いな いこ と か ら 、 
マレ ー シ ア に お ける 原発 建設 は いま だ に ご く 初 期 の 段階 に ある (Malaysian Insider 
2012; AELB 2012) 。 緊 急 事 態 へ の 対策 お よび 対応 を 強化 すべ く 、AELB は 原子 力 
緊急 事態 チー ム を 組織 し 、 マ レー シア 北部 、 南 部 、 東 部 、 そ し て サバ ・ サ ラ ワ ク 
地方 に 最初 の 対応 担当 者 を 配置 し た (Teng 2014) 。AELB は 核 物 質 の 輸送 時 に お 


2014 年 8 月 14 日 、 ジ ャ カル タ で 行なわ れ た BAPETEN 戦 員 へ の イン タビ ュ 
= i Yo 
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習 を 行なっ た 。 
原子 力 関連 施設 を 保護 し つつ 核 拡散 防止 に 関す る 諸 規 範 を 遵守 する た め 、 


ける 事故 に 備え 、 放 射 能 緊 急 時 国家 演習 と いっ た 国家 規模 の 緊急 対応 訓練 を 定期 
的 に 実施 し て いる 。 ま た 2007 年 に は 研究 炉 の 異常 時 に 備え た 野外 訓練 と 机上 演 


マレ 


-vTU TM イニ シア ティ | C CCV AV ALOBEREDA 


関係 を 構築 し て いる 。 2012 年 2 月 に は 、 同 国 に 所 在 す る 4 ヵ所 の 放射 能 源 区 分 


1 


施設 が 、 当 イニ シア ティ ブ の 枠組 み の 下 で 評価 され た (Nuclear Security Summit 
2014)。 ま た マレ ー シ ア は 核 テ ロリ ズム に 対抗 する た め の グ ロー バル ・ イ ニシ ア 
ティ ブ に も 参加 し て お り 、 そ の 取り 組み の 一 環 と し て 2014 年 に オー スト ラリ ア 、 
ニュ ー ジ ー ラ ンド 、 そ し て アメ リカ と の 共同 机上 演習 を 主催 し た (European 


Leadership Network 2014) o 


マレ ー シ ア は 「1984 年 制定 原子 カラ イセ ンス 法 | (法律 第 304 号 ) の 改正 を 進 


め て お り 、 そ れ が 完了 すれ ば 、IAEA 策 定 の | 核 物質 の 防護 に 関す る 条約 」 


お よ 


び 2005 年 改正 条約 の 諸 条 項 、「 桜 に よる テロ リズ ム の 行為 の 防止 に 関す る 国際 条 


約 」、 そ し て IAEA と の 「 包 括 的 保障 措置 協定 ] の 追加 条項 が 同 法 に 組み 込 
る (Nuclear Security Summit 2016) o 


人 材 育成 


と り わ け 安 全 と 保安 の 分 野 に お いて 、 若 者 に 原子 力 関係 の 教育 を 施し 、 ま た 専 
門 家 の 技術 を 向上 させ る こと が 、 い ま も 強 く 求 め ら れ て いる 。 原発 推進 を 計 


12 


し た 
ラン が 対象 と きれ て いる 。 


13 


ズム の 防止 、 探 知 、 お よび 対応 に お ける 集合 的 な 能力 を 向上 きせ る こと が 


これ は 世界 規模 で の 民間 に よる 放射 性 物質 の 過度 の 利用 を 削減 し 、 ま た そう 


態 か ら の 保護 を 目的 と し た アメ リカ 主導 の 取り 組み で あり 、 特 に 高 濃 縮 ウ 


まれ 


FE し 


「 核 テロ リズ ム に 対抗 する た め の グ ロー バル ・ イ ニシ アテ ィ ブ 」| は 核 テ ロリ 


国際 的 な 協力 体制 で あり 、 マ レー シア 、 シ ン ガ ポー ル 、 ベ トナ ム を 含む 85 ヵ 国 が 


参加 し て いる 。 ま た オブ ザー バー と LTEU, IAEA, EIS 
ー ポ ル )、 そ し て 国連 薬物 犯罪 事務 所 が 名 を 連ね て いる 。 


= 


SES (イン タ 
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て いる 一 部 の ASEAN 加 盟 国 が 、 原 子 力 産業 に 携わっ た 経験 を 持つ 自国 の 専門 家 
を 多数 育て 維持 する こと の 必要 性 は 、 過 去 に 何 度 も 強調 され て きた 。 さ ら に 、 高 
度 な 知識 と 豊か な 経験 を 兼ね 備え た 専門 家 の 存 在 は 、 有 能 か つ 独 立 性 の 高い 規制 
機関 を 創設 する 上 で も 必要 不可 欠 で ある 。 し か し ASEAN 地 域 に 、 将 来 の 原子 力 
発電 所 を 安全 に 稼働 し 得る 十分 な 人 材 は 存在 し て いな い 。 

ベト ナム に お いて も 人 材 育成 が 最大 の 課題 で あり 、 と り わ け 原 子 力 工学 の スペ 
シャ リス ト お よび エキ スパ ー ト が 不足 し て いる 。 既存 の イン フラ や 技術 的 基盤 の 
水準 次 第 で 、 国 家 が 原子 力 技術 を 所 有する まで に は 数 年 な いし 数 十 年 か か る こと 
か ら 、 べ ベト ナム が 同国 初 と な る 原子 力 発電 所 の 建設 を 中 止 し た の は 驚く べき こと 
で は な い 。 プ ロジ ェクト が 継続 中 だ っ た 2016 年 まで 、 政 府 は 原子 力 分 野 の 人 材 
育成 を 促進 する た めい くつ か の 取り 組み を 行なっ た 。2009 年 、 統 合原 子 力 基 盤 
レビ ュー 事業 に 基づく IAEA の 勧告 を 受け 、 ベ トナ ム 政 府 は 「 原 子 力 分 野 の 人 材 
育成 を 目指 す 国 家 推進 委員 会 ] を 創設 する 。2 度 目 の 検討 事業 が 実施 され た 2012 
年 に は 、 原 子 力 プロ グラ ム の た め の 人 材 育 成 統合 計画 を 支え る べく 、IAEA と 共 
同 で 専門 家 育 成 事業 を 開始 し て いる (Hoang 2014), 。 ま た これ に 先立つ 2010 年 、 
グエン ・ タ ン ・ ズ ン 首 相 は 「 原 子 力 分 野 の 人 材 教育 な ら び に 育成 を 目指 す 国家 プ 
ロジ ェクト | また の 名 を | 計画 第 1558 号 ] を 認可 し 、2013 年 か ら 2020 年 まで の 
予算 と し て 1 億 5.000 万 ドル を 割り 当て た (Dung 2010; Thiep 2013) 。 後 に 中 止 き 
れ た この 計画 で は 、3,000 名 の 大 学生 、500 名 の 大 学院 生 、 そ し て 1.000 名 の 教員 
に 原子 力 関係 の 教育 が 施 き れる は ず だ っ た 。 ま た この 棚上げ され た 計画 の 下 、 ベ 
トナ ム は 原子 力 の 知識 を 吸収 させ る た め に 多く の 学生 た ち を 海外 に 送り 込ん だ 
(World Nuclear Association 2015) o 

ベト ナム 教育 訓練 省 は 2015 年 か ら 2020 年 に か け て 学生 1.000 名 に 対す る 教育 
訓練 を 目指 し 、 一 方 海外 で 学ぶ 学生 は ロシア や 日 本 で 3 な いし 5 年 に わた る 教育 
を 受け て いる 。 し か し な が ら 、 原 子 力 発電 所 の 建設 や 稼働 に 携わる 有 能 な 人 材 
の 不足 が 、 同 国 の 原子 力 プ ログ ラム の 課題 と な っ て いる 。 ベ トナ ム は 現在 、 人 材 
育成 や 能力 構築 に 資金 】 投 し レ し て は いる も の の 、 実 践 より も 理論 に 重点 が 置か れ て 


14 2014 年 8 月 8 日 、 ハ ノイ で 行なわ れ た 教育 訓練 省 職 員 へ の イン タビ ュー より 。 
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いる と いう 批判 が 以前 か ら 存 在 す る (Ninh 2013) 。 ま た ニン トゥ アン 原子 力 発 電 
所 の 建設 が 中 止 さ れ た こと で 、 人 材 育成 に 対す る 影響 も 強く 懸念 され て いる 。 ロ 
シア で 教育 を 受け て いる 学生 30 名 は 2016 年 に 帰国 する こと に な っ て お り 、 そ の 
後 も 2018 年 か ら 19 年 に か け て さら に 多く の 学生 が 海外 か ら 戻 っ て くる 。 現在 ロ 
シア で 学ぶ 学生 は 300 名 ほど 、 日 本 で 学ぶ 学生 は 15 名 で あり 、 そ の いずれ も 同 
国 の 原子 力 発電 所 の 運営 を 担う は ず だ っ た ベト ナム 電力 に 就職 する 予定 で ある 。 
し か し ニン トッ ゥ アン 原発 が 完成 する こと は も は や な く 、 こ れ ら の 学生 が 海外 で 獲 
得 し た 原子 力 発電 所 の 運営 に 関す る 知識 も 、 活 用 され る 見 込み は な い の で ある 。 
ベト ナム の 教育 制度 は 、 若 き 原 子 力 専 門 家 を 生み 出せ る ほど に は 整っ て いな い 。 
原子 力 工学 課程 は 、 ハ ノイ (ベト ナム 国家 大 学 、 工 科大 学 、 電 力 大 学 )、 ホ ー チ ミ 
Yi (ベト ナム 国家 大 学科 学 大 学 )、 そ し て ダラ ッ ト (ダラ ッ ト 大 学 ) に 所 在 す る 
いく つか の 大 学 で 新設 きれ た ば か り で ある 。 し か し これ ら の 大 学 に は 原子 力 工学 
の 分 野 で 経験 豊富 な 教授 が お ら ず 、 特 に 必要 と され て いる 原子 力 工学 より も むし 
ろ 主 と し て 原子 力 物理 学 、 原 子 力 技術 、 そ し て 放射 線 技術 に 重点 が 置か れ て いる 
(Tran 2015) 。 

原子 力 に 関す る 海外 教育 プロ グラ ム は 、IAEA、 日 本 、 ロ シア 、 韓 国 、 そ の 他 
原発 保有 国 が 提供 する 短期 コー ス が 主体 と な っ て いる 。 ベ トナ ム の 研究 開発 は い 
まだ 十分 に 進歩 し て いな い 。 原子 力 の 研究 は 何 年 も 前 か ら 行 な われ て いる が 、 適 
切な 重点 が 置か れる こと も 、 正 し く 組 織 化 さ きれ る こと も な か っ た 。 ま た 原子 力 の 
分 野 を 率い る 科学 者 や 技術 者 が いな いこ と か ら 、 原 子 力 の 研究 お よび 応用 に お け 
る 国内 の 指導 者 も 存在 し な い 。 人 研究 開発 基盤 も また 、 原 子 力 研究 を 支え る に は 不 
十分 で ある (Tran 2015) 。 

ベト ナム 政府 は 、 人 材 育 成 こ そ が 原子 力 発電 事業 を 成功 に 導く 鍵 で ある と 考え 
て いる 。 ベ トナ ム が 自国 の 原子 力 技術 を 十分 発展 き せる まで は 、 国 際 協 力 が 人 材 
育成 を 図る 上 で 必要 不可 欠 な 役割 を 担う だ ろう 。2011 年 の 原子 力 科 学 技術 セン 
ター 創設 に あたっ て は ロシア が 支援 を 行なっ て いる 。 ま た 最近 で は 原子 カエ ネル 
ギー 専門 家 教 育 プ ログ ラム が 開始 され 、 ベ トナ ム の 原子 カプ ログ ラム を 担う 若き 


15 同上 。 
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リー ダー を 育成 し て いる 。 そ の 目的 は 40 名 の スペ シャ リス ト お よび エキ スパ ー 

ト 候補 に 対し 、 原 子 力 発電 所 の 設計 ・ 建 設 、 運 営 と 資金 計画 、 原 子 炉 の 安全 性 、 
経済 性 、 そ し て 核燃料 サイ クル と いっ た 戦略 的 領域 の 教育 を 施す こと で ある 。 受 
講 生 は 原子 力 関連 の 課程 を ベト ナム 国内 で 9 ヵ月 に わた り 学 習 す る 。 そ れ か ら ア 
メリ カ 、 ヨ ー ロ ッ パ 、 日 本 、 韓 国 な ど で 厳 し い 訓 練 を 受け 、 帰 国 後 は 
VINATOM、 原 子 力 科学 技術 セン ター、 ベ トナ ム 電 力 、 あ る い は VARANS な ど 
の 原子 力 関連 機関 で 勤務 する こと に な る (Tran 2015) 。 

一 方 、 イ ンド ネシア に は BATAN な どの 原子 力 研 究 機関 で 30 年 以上 勤務 し て い 
る 専門 家 が 数 多く 存在 する (Ministry of Energy and Mineral Resources, Republic of 
Indonesia 2008)。 し か し これ ら ベ テラ ン は まもなく 引退 の 時 期 を 迎え る た め 、 イ 
ンド ネシア は 彼ら に 代わ る 人 材 を 確保 ・ 育 成す る 必要 に 迫 ら れ て いる (Antara 
News 2013) 。2001 年 、BATAN は 原子 力 の 化学 技術 お よび 物理 技術 を 教育 する 4 
年 間 の 学士 課程 を 原子 力 技術 大 学 に 新設 し た が 、 こ れ は 原子 力 発電 所 の 稼働 に 必 
要 な 専門 家 や 技術 者 の 養成 を 目的 と し た も の で は な い 。 

BATAN は 工学 ・ eee Pe SE CHN M PORE 
日 本 、 ロ シア の 原発 関連 企業 に 送り 込ん で いる (IAEA 2013) 。 ま た イン ド ネ シア 
は 人 材 育成 を 担う 国家 チー ム を 創設 し 、 原 子 力 訓練 セン ター の 創設 を 含む 行動 計 

画 を 策定 し た (National Team of HRD for NPP 2013), 。 セ ンタ ー の 新設 は 2010 年 に 
始ま っ て いる が 、 現 在 も まだ 作業 の 途中 で ある 。 

人 材 育 成 プ ログ ラム と 原発 運転 技術 を さら に 充実 させ る 必要 性 が 高まっ て いる 
こと を 受け 、BATAN は 実験 炉 の 建設 を 計画 し て お り 、2021 年 な いし 22 年 に 稼働 
を 開始 させ る 予定 で ある 。 こ の プロ ジェ クト の 主 な 目的 は 、 小 型 原子 炉 を 安全 に 
運転 で きる こと を 立証 し 、 将 来 の 原発 稼働 に 向け て 原子 力 の 活用 技術 を 同国 の 専 
門 家 が 手 に 入れ る 機会 を 作り 出し 、 そ し て 原発 お よび その 関連 施設 の 研究 開発 と 
人 材 育成 を 促進 し 、 か つ 原 発 に 対す る 国民 の 理解 を さら に 得る こと で ある 。 ま た 
BATAN は 各地 方 自治 体 の 指導 者 た ち を 対象 と し た 実験 炉 の 見 学会 を 主催 する だ 
け で な く 、 原 子 力 の 安全 性 を 地元 住民 に 納得 させ る べく 、 公 開 討論 会 も 開催 し て 
いる (Taryo 2015). 

マレ ー シ ア に お いて 核 科 学 の 人 材 育成 は 大 学 か ら 始ま っ て いる 。 核 科 学科 を 有 
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する 高等 教育 機関 は マレ ー シ ア 国家 大 学 が 唯一 (Adnan, Ngadiron, and Ali 2012) 
だ が 、 他 の 大 学 も 核 関連 の 課程 を 用 意 し て いる 。 し か し 核 に 関す る 知識 と 技能 は 、 
医療 、 健 康 、 農 業 、 工 業 、 お よび 製造 業 と いっ た 原子 力 発電 以外 の 部 門 に 重点 が 
置か れ て いる (Khair and Hayati 2009) 。 

原子 力 発電 所 を 運営 する に は 、 原 子 炉 の 設計 、 原 子 力 安全 工学 、 そ し て 核燃料 
お よび 核 物資 な ど を 対象 と する より 専門 的 な 課程 が 必要 と され る 。 だ が 現在 の と 
ころ 、 原 子 力 工学 分 野 の 経験 豊か な 教員 が 不足 し て いる 。 マ レー シア は 原子 力 発 
電 所 に 関す る 専門 的 な 人 材 育成 プロ グラ ム を 持っ て お ら ず 、 同 国 初 の 原子 力 発電 
所 を 建設 する 前 に 必要 な 人 材 を 揃え られ る か どう か は 依然 と し て 不透明 で ある 
(Khair and Hayati 2009) o 

長期 的 に 見 れ ば 、ASEAN 諸 国 は 高度 な 技能 を 持つ 原子 力 技師 や 専門 家 の 人 材 
を 維持 する に あたり 、 フ ラン ス お よび アメ リカ 式 の 能力 構築 プロ グラ ム を 採用 す 
る か も し れ な い 。 こ うし た 教育 訓練 プロ グラ ム は 、 去 り ゆ く 熟 練 労 働 者 か ら 次 世 
代 の 労働 者 へ の 知識 移転 を 確実 に する も の で ある 。 


核 廃 棄 物 管理 政策 


原子 力 の 活用 を 模索 し 始め た 日 か ら 今日 に 至る まで 、 原 発 保有 国 が 高 レ ベル 放 
射 性 廃棄 物 (すなわち 使用 済み 燃料 ) の 処理 問題 を 解決 で きず に いる こと は 、 原 
発 導 入 を 検討 し て いる 東南 アジ ア 諸 国 に と っ て 大 き な マ イナ ス 要 因 に 違い な い 。 
現在 の と ころ 、 過 去 60 年 間 で 蓄積 され た 高 レ ベル 放射 性 廃棄 物 を 保管 する 最終 
貯蔵 施設 は 世界 に 一 つも 存在 し な い 。 に も か か わら ず 、 フ ラン ス 、 ス ウェ ー デ ン 、 
フィ ン ラ ンド で は 深 地層 処分 の 分 野 で 大 き な 進 歩 が 見 られ 、2020 年 以降 の 運用 
開始 を 予定 し て いる (Amano 2015) 。 

その 一 方 で IAEA は アジ ア の 原発 導入 予定 国 に 対し 、 原 子 力 発電 所 を 稼働 させ 
る 前 に まず 、 放 射 性 廃棄 物 処 理 に 関す る 国家 政策 お よび 関連 イン フラ を 整備 する 
こと で 廃棄 物 問題 を 解決 する よう 強く 勧告 し て いる (Amano 2015)。 し か し ベト 
ナム は まだ 恒久 的 な 処分 戦略 を 打ち 出す に 至っ て いな い 。 ロ シア 政府 と の 合意 の 
一 環 と し て 、 将 来生 み 出さ れる 使用 済み 燃料 は ロシア で 再 処 理 さ れる こと が 決ま 
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っ て いる も の の 、 処 理 後 の 廃 棄 物 は その 後 ベ トナ ム に 戻さ れる た め 貯 蔵 施設 が 必 


要 と な る 。 使用 済み 燃料 の 処理 に 関す る 包括 的 な 訓 


[ 画 が 存在 し な いこ と は 、 ベ ト 


ナム が 解決 し な けれ ば な ら な い 主 要 な 課題 の 一 つと され て いる (Vi 2004)。 だ が 


原発 計画 の 中 止 は 、 使 用 済み 燃料 の 処理 と いう 困難 な 課題 か ら ベ トナ ム を 解放 す 


る こと に な る だ ろう 。 


イン ド ネ シア は 「 使 用 済み 燃料 管理 及び 放 身 性 廃棄 物 管理 の 安全 に 関す る 条 


約 」 を 批准 し て お り 、 同 国 の 核 研究 施設 で は 、 教 育 
み 出 され た 低 レ ベル お よび 中 レベ ル の 放射 性 廃棄 4 
で ある 。 し か し 、 原 子 力 発電 所 の 稼働 開始 と と も に 生み 出さ れる 高 レ ベル 放射 ' 


医療 、 製 造 業 の 各部 門 で 生 


物 を 管理 ・ 処 分 する こと が 可能 


E 


廃棄 物 の 最終 処分 に 関し 、 イ ンド ネシア は 包括 的 な 計画 を まだ 策定 し て いな い 。 
マレ ー シ ア で は 、 核 廃棄 物 の 安全 な 処理 に つい て 深刻 な 能力 上 の 懸念 が 存在 す 
Do 原子 力 発電 所 の 開発 と 、 将 来 に わた る 核 廃 棄 物 の 安全 な 処理 が 持つ 意味 は 大 
きい 。 マ レー シア は 「 使 用 済み 燃料 管理 及び 放射 性 廃棄 物 管 理 の 安全 に 関す る 条 
放射 性 廃棄 物 の 取り 扱い 能力 が マレ ー シ ア 当局 に 


約 ] を まだ 批准 し て いな い が 、 


欠け て いる 実例 と し て 、 国 内 の 反 原 発 勢 力 は パ ハ ン 州 の リナ ス ・ レ アア ー ス 採掘 
場 に まつ わる 論争 を 挙げ て いる 。 ドイ ツ の 


RERET, DAERA 


が 作成 し た 報告 書 に よる と 、 リ ナス の 放射 性 廃棄 物 貯蔵 施設 で は 、 許 容 で きる 条 


件 下 で 放射 性 廃棄 物 を 長期 間 貯 蔵 す る 持続 本 


能 な 計画 が 存在 し な い 上 、 有 害 な 廃 


茎 物 が 周辺 環境 に 漏れ 出し て いる 恐れ も ある と いう 。 ま た 報告 書 の 中 で は 、 原 子 
力 規制 機関 は 申請 書類 を 審査 する 中 で 、 重 大 な 欠陥 が ある こと を すでに 和 突き 止め 
て いた は ず だ と も し て いる (Schmidt 2013) 。 


原子 力 の 安全 お よび 保安 を 向上 させ る ASEAN 諸 国 の 政策 方 針 


我々 は これ まで 、ASEAN3 ヵ 
直面 し て いる 安全 面 、 保 安 面 、 


ら 3 つ の 課題 は 制度 と 人 材 育 成 に まつ わる 問題 点 を 浮き 彫り に し 、 原 子 力 の 安全 、 
保安 、 そ し て 防護 措置 に 対し て 統制 の と れ た 
に し た 。 当然 な が ら 、 原 子 力 発電 所 の 導入 は 


国 の 原子 力 発 電 所 計画 


に つい て 、 そ れ ら の 国々 が 


そし て 防護 措置 面 の 課題 か ら 評価 し て きた 。 こ れ 


取り 組み が 必要 で ある こと を 明らか 


司 辺 諸国 に 一 定 程度 の 懸念 を 引き 超 
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こし 、 緊 張 が 高まる 原因 と も な り 得 る 。 ゆ え に 我 々 は 、 原 子 力 関連 の 施設 、 物 資 、 
お よび 廃棄 物 の 管理 を 確実 な も の と すべ く 、 ま た 地域 的 な 災害 対策 メカ ニズム を 
導入 すべ く 、ASEAN 加 盟 国 は 協力 する こと が 急務 で ある と 論ずる も の で ある 。 
原子 力 の 安全 と 保安 を 維持 する こと は 、 事 故 の 可能 性 を 最小 化す る 上 で 極め て 
重要 で ある 。 と り わ け 原 子 力 の 事故 は 局 地 的 な 放射 能 汚染 か ら 大 規模 な 核 テ ロリ 
ズム 、 あ る い は 国境 を 超え た 原子 力 災 害 ま で 様々 な 範 囲 に 及ぶ た め 、 核 の 安全 と 
保安 は 実に 地域 的 な 問題 な の で ある (Heinonen 2016) 。 

福島 原発 事故 か ら も ゃ たら され た 重要 な 教訓 の 一 つと し て 、「 想 定 外 ] の 事象 や 
予測 不可 能 な 状況 に 対し て 幅広 い 視点 (お よび その 対策 ) を 持つ 必要 性 が 挙げ ら 
れる (Suzuki 2016) 。 こ の 点 に 関し て は 原子 力 の 緊急 時 対策 が 極め て 重要 で あり 、 
その 目標 は 現場 だ け で な く 地 域 、 国 家 、 そ し て 国際 レベ ル に 至る まで 十分 な 対応 
能力 を 確保 する こと に ある 。 緊急 事 態 に お ける 効果 的 な 対応 に 必要 な の が まさ に 
こう し た 能力 で ある 。 そ の 対応 能力 は 、 テ ロ 行 為 が 予想 され る 地域 (な いし その 
近辺 ) で 放射 性 物資 を 輸送 する 際 の 危機 も 考慮 に 入れ な けれ ば な ら な い 。 ま た サ 
イ バ ー 攻 撃 な ど 新 た な 種類 の 危機 を 防ぎ ず 、 あ る い は 素早 く 対 応 す る た め に 十分 な 
備え も 必要 不可 欠 で ある (Heinonen 2016) 。 

福島 原発 事故 が も た らし た も う 一 つの 重要 な 教 記 と し て 、 危 機 管理 に お ける 貢 
任 の 明確 化 の 必要 性 が 挙げ られ る 。 こ れ ま で 見 て きた よう に 、 利 害 関係 者 (事業 
者 、 地 元 自治 体 、 中 央 政府 、 お よび 規制 機関 な ど ) の 間 で 責任 が 曖昧 で あっ た り 重 
複 し た り し て いる と 、 人 危機 管理 の 効率 性 は 失わ れる 。 和 定期 的 な 緊急 事態 訓練 に よ 
っ て 事故 対応 に お ける 協力 ・ 協 調 体 制 は 改善 する は ず で あり 、 原 子 力 業 界 、 規 制 
機関 、 地 元 お よび 中 央 の 危機 対策 チー ム 、 警 察 、 軍 、 税 関 、 沿 岸 警備 隊 、 地 方 自 
治 体 、NGO、 そ し て メデ ィ ア な ど が 参加 する 形 で 実施 すべ き で ある 。 ま た 上 緊急 
事態 訓練 は 、 予 期し な い 様 々 な シナ リオ に 対す る 既存 の 対策 お よび 対応 能力 を テ 
スト で きる よう 構成 され な けれ ば な ら な い (Heinonen 2016) 。 

地域 的 な 取り 組み が 緩慢 か つ 実 効 性 に 欠け る と いう 批判 に も ちか か わら ず 、 地 域 
レベ ル の 政策 と 枠組 み を 構築 する に あたっ て ASEAN は 今 な お 最も ふさ わし い 基 
盤 で ある 。 能力 構 築 、 情 報 共有 、 緊 急 時 対応 お よび 対策 の 各 分 野 に お いて 、 
ASEAN は 地域 的 協力 を 容易 に する 。 ま た 放射 能 汚染 の 危険 性 は 国境 を 越え る こ 


HH 


dl 
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と か ら 、ASEAN 各国 は 原子 力 事業 と 廃棄 物 を 明確 に 管理 し 透明 性 を 高め る こと 
に よっ て 、 国 際 的 問題 を 解決 すべ く 近 隣 諾 国 と 連絡 体制 を 整え な けれ ば な ら な い 。 
ASEAN 加 盟 国 は ASEAN 共 同体 の 創設 を 目指 し て いる こと か ら 、 原 子 力 関連 の 諸 
問題 に 対す る ASEAN 内 部 の 合意 形成 も 不可 能 で は な い は ず だ 。 

し か し 協力 関係 を 阻害 する 大 き な 要 素 に 、 他 国 の 国内 問題 へ の 不 干 渉 と いう 
ASEAN の 基本 原則 が ある 。 多く の 国 は エネ ルギー 安全 保障 を いま だ 国家 の 安全 
保障 問題 と 認識 し て お り 、 自 国 の 原子 力 プ ログ ラム を 地域 レベ ル で 話し 合う こと 
に 消極 的 で ある 。 各 国 の 安全 保障 問題 と 認識 され て いる 核 の 安全 保障 に は 絶え ず 
秘密 性 が 伴う こと か ら 、 国 家 の 主 権 と 地域 の 協力 関係 と の 間 で 均衡 点 を 見 出す こ 
と は 困難 な 場合 が 多い 。 原 子 力 事故 が 発生 し た 際 の 人 道 支援 や 災害 対策 と いっ た 、 
非 伝統 的 な 安全 保障 問題 を 解決 する に あたり 、ASEAN は 地域 協力 の 場 と し て 力 
を 発揮 し 得る 。 現在 の と ころ 、ASEAN 傘 下 に ある 二 つ の 組織 、 す な わ ち 
ASEANTOM と 原子 力 協力 サブ セク ター・ ネ ットワーク (NEC-SSN) が 地域 協力 
の 推進 役 を 担っ て いる 。 な お 後者 は エネ ルギー 政策 お よび 貿易 を 担当 する 政府 高 
官 で 組織 され て いる 。 こ れ ら 傘下 組織 に よる 活動 の 有効 性 は 、 多 数 の 国際 的 ・ 地 
域 的 取り 組み に よっ て 一 層 強 化 さ きれ る だ ろう 。 

1995 年 の バン コク 条約 で うた われ た 原子 力 の 規範 枠組 み を 実現 する た め に 、 
ASEAN は 原子 力 の 3S に 関す る 青 写真 の 策定 を 目指 す 可 能 性 が ある 。 そ の 目的 は 、 
ASEAN 加 盟 国 の 原子 力 計画 が 実行 に 移さ れる (2026 年 を 予定 し て いる ベト ナム が 
最初 だ と 思わ れる ) 前 に 原子 力 の 3S を 確立 すべ く 、ASEAN 内 部 に 強固 な 原子 力 
管理 機構 を 創設 する こと だ と 考え られ る 。 そ の 青 写 真 は 、 他 地域 の 慣行 を 土台 と 
し た 実践 的 か つ 実 現 可能 な メカ ニズム が 含ま れ 、 能 力 構築 、 情 報 共有 お よび 拡散 、 
規制 枠組 み の 拡大 、 そ し て 緊急 時 対応 お よび 対策 の 体制 作り に 関し 、 地 域内 の 協 
力 関係 を 推進 する こと が で きる 。 こ れ ら の 諸 目標 は 、 国 内 閣 題 へ の 不 干 渉 と いう 
ASEAN の 基本 原則 の 内 部 に と ど ま る 。 ま た この 青 写 真 に 含ま れる 重要 な 要素 と 
し て 、 使 用 済み 燃料 の 管理 に 関す る 地域 的 枠組 み 、 人 材 育成 に お ける 協力 関係 、 
そし て 地域 の 原子 力 危機 セン ター や 合同 原子 力 緊 急 事 態 訓練 の 実現 可能 性 調査 が 
挙げ られ る 。 

使用 済み 燃料 の 管理 に 関す る 地域 的 枠組 み を 策定 する に あたり 、ASEAN は 


UT 


Bult 
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Euratom の 地域 的 な 法制 枠組 みか ら 適切 な 教 証 を 引き 出す こと が で きる 。2011 年 、 
EU は 使用 済み 燃料 と 放射 性 廃棄 物 の 管理 に 関し て 法 的 拘束 力 の ある 規制 を 採択 
し 、 放 射 性 廃棄 物 取 り 扱 い に つ いて の 国家 的 プロ グラ ム を 策定 する と と も に 廃棄 
物 処理 施設 の 明確 な 建設 計画 を 作り 上 げ る よう 各 加 盟 国 に 求め た (European 
Commission 2014), ASEAN の 枠組 み は 、 核 廃棄 物 処理 の 問題 へ の 持続 可能 な 方 法 
を 模索 する 国際 的 努力 に 向け て 各 加 盟 国 が いか に 協力 し 合え る か を 示す と と も に 
原子 力 に 関心 を 持つ 国々 に 対し て 高 レ ベル 放射 性 廃棄 物 の 管理 に 関す る 包括 的 な 
国家 計画 を 策定 する よう 促す も の に な る は ず だ 。 

人 々 と 環境 を 守る べく 、 原 子 力 危 機 へ の 対応 能力 を 強化 する 必要 性 に 鑑み 、 
ASEAN は 地域 的 な 原子 力 危 機 セ ンタ ー を 設立 し 、 そ れ を 通じ て 第 1 対応 担当 者 、 
医療 関係 者 、 税 関 職員 、 法 曹 関係 者 、 そ し て 災害 セン ター 職員 を ワー クシ ョ ッ プ 、 
講習 、 あ る い は 合同 訓練 に 参加 させ る こと も で きる 。 こ うし た 協力 関係 は 情報 と 
知識 の 共有 を 促す と と も に 、 加 里 国 が 放射 能 汚染 に 晒さ れ た 際 、 合 同 で 対応 する 
能力 を 高め る も る の で ある 。 ま た 実際 の 危機 に あたり 、 こ の セン ター は 各地 域 ・ 各 
省庁 の 災害 対応 を 調整 する 特別 機関 と し て も 機能 する 。 こ うし た セン ター は 、 災 
害 対 策 に お ける ASEAN 人 道 支援 調整 セン ター 内 の 特殊 部 隊 と し て 組織 され る か 
も し れ な い 。 こ の 特殊 部 隊 は 、ASEAN 調整 セン ター の よう に 現時 点 で 自然 災害 
の み を 対象 と し て いる 地域 的 メカ ニズム が 、 原 子 力 事故 を 含む 技術 的 災害 に も 対 
応 で きる よう 拡大 する に あたり 、 そ の 改善 へ の 一 助 と な る だ ろう 。 技術 的 災害 も 
また 、 自 然 災 害 と 同じ 対応 を 必要 と する か ら で あ る 。 

それ と の 関連 で 言え ば 、ASEAN 各 国 の 防衛 閣僚 は 、「 拡 大 ASEAN ESL TH 
ーー 一 人 道 支援 お よび 災害 対応 軍事 医療 演習 ] に 、 原 子 力 災害 を 対象 と し た 合 百 
訓練 を 組み 込む こと が で きる 。 こ の 目標 に 向け 、ASEAN 調 整 セ ンタ ー 内 の 緊急 
事態 評価 チー ム に 似 た 、 特 別 な 訓練 を 受け た 災害 対応 担当 者 で 構成 され る 地域 的 
な 派遣 団 を 組織 する こと も 考え られ る 。 
そし て 最後 に 、 人 材 育 成 は 原子 力 に 関心 を 持つ 加盟 国 が 解決 し な けれ ば な ら な 
主要 な 原発 イン フラ の 問題 で ある こと か ら 、 こ の 問題 に 関す る 地域 協力 も また 、 
原子 力 の 3S に 関す る ASEAN の 枠組 み の 一 部 と な り 得 る 。 そ れ に つい て は 、 地 域 
りな 人 材 教 育 プ ログ ラム と いっ た Euratom の 取り 組み が 貴重 な 前 例 と な 


し 


ン 
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Euratom 合同 教育 計画 の 下 で は 、 人 数 、 技 能 の 男 囲 、 そ し て 高 水準 の 教育 お よび 
経験 の 面 で 十分 な 人 材 を 半 来 的 に 確保 で きる よう 、2006 年 より 様々 な 教育 訓練 
活動 が 実施 され た の で ある (European Commission 2013) 。 

また ASEAN 内 部 に は 原子 力 に お ける 協力 関係 を 担当 する 二 つ の 特別 機関 、 つ 
まり ASEANTOM と NEC-SSN が あり 、 二 重 の 管理 体制 を 敷い て いる こと も る 留意 
し な けれ ば な ら な い 。 な お ASEANTOM が ASEAN 政治 安全 保障 委員 会 の 管轄 下 
に ある 一 方 、NEC-SSN は ASEAN エ ネル ギー 大 臣 会 議 の 傘下 に 置か れ て いる 
(Hashim 2016) 。2016 年 の NEC-SSN 会議 に お ける 主要 な 目標 は 、 民 間 原 子 力 活用 
に 関す る 能力 構築 活動 の 拡大 と 、ASEAN 対 話 パ ー ト ナー と の 原子 力 に 関す る 地 
域 的 な 安全 協力 の 遂行 だ っ た (ASEAN Centre for Energy 2016) 。 同 様 に NEC-SSN は 
原子 力 の 安全 と 保安 に 関す る 加盟 国 間 の 情報 共有 の 仲立 ちち し て いる 。 こ うし た 
二 重 の 管理 体制 は 、 原 子 力 の 3S を 維持 し つつ 原子 カエ ネル ギー 管理 に お ける 地域 
協力 を 促進 する と いう 、 ASEAN の 強い 姿勢 を 浮き 彫り に し て いる (Hashim 2016). 
2012 年 、ASEAN エ ネル ギー 大 臣 会 議 は NEC-SSN に 対し 、 原 子 力 の 安全 基準 、 
開発 状況 、 そ し て 技術 に 関す る 最新 情報 を より 多く 入手 する こと を 目的 と し て 、 
IAEA な どの 関連 機関 と 共同 で 能力 構築 活動 を 推進 ・ 強 化す る よう 指示 し た 
(ASEAN 2012a) 。 か くし て 、NEC-SSN は 原子 力 発 電 に 対す る 大 衆 の 理解 と 替 意 
を さら に 得る た め に 、[ 原 子 力 に 対す る 国民 教育 お よび クリ ー ン エネ ルギー 代替 
策 と し て の 原子 力 に 関す る ASEAN 行 動 計 画 ] に 基づく 各種 プロ グラ ム を 加速 ・ 
増強 する 必要 に 人 迫 ら れ て いる 。 
また ASEAN 加 盟 国 は IAEA の 支援 を 受け 、 評 価 方 法 に 関す る 原子 力 安全 専門 
家 向 け の 合同 教育 リー クシ ョ ッ プ を 組織 し 、 建 設 用 地 の 評価 お よび その 結果 の 分 
析 を 支援 する こと も 可能 で ある 。ASEAN 各国 は すでに 2014 年 の ASEANTOM 会 
合 で 決定 され た 諸 活 動 の 確実 な 実施 を 求め られ て いる が 、 そ れ ら の 活動 に は 皿 急 
事態 へ の 対策 ・ 対 応 に 加え 安全 文化 お よび 管理 に 関す る 多数 の 地域 ワー クシ ョ ッ 
プ や 訓練 課程 が 含ま れ て いる (ASEANTOM 2014b) 。 
結論 と し て 、 原 子 カ エネ ルギー プロ グラ ム は 計画 策定 お よび 建設 開始 か ら 、 稼 
働 、 廃 棄 物 管理 、 そ し て 能力 構築 に 至る まで 、 数 十 年 の 年 月 を 見 込む べき 長期 的 
な 取り 組み で ある こと を 、 我 々 は ここ に 繰り 返す 。 原 子 力 は 先端 を 行き な が ら も 、 
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i 


独自 の 危険 性 が あり 、 か つ 核 拡散 と いう 問題 を 抱え た 技術 で あっ て 、 信 念 な 計画 


を 要する 。 ベ トナ ム 、 マ レー シア 、 そ し て イン 
的 活用 に 関す る 地域 の 規範 枠 往 み に 準 じたい くつ か の 方 策 を すでに 制度 化し て い 
Do し か し 東南 アジ ア に お ける 原子 力 の 安全 な 発 


ド ネ シア は 、 核 エネ ルギー の 平和 


展 は 、 核 不 拡散 を 含む 原子 力 の 


3S を 確実 に 遵守 する と いう 障害 を 乗り 越え な けれ ば な ら な い 。 そ の 鍵 と な る の 
が 地域 協力 で あり 、ASEAN 共 同体 が 発足 し た 今 、 原 子 力 関連 の 課題 に 関す る 合 


AS 


有 成 は 不可 能 で は な い 。 し か し 各 加 盟 国 は 国内 問題 へ の 不 干渉 か ら 生 じ る 懸念 


を 解消 し つつ 、 原 子 力 の 安全 と 、 核 兵器 の な い ASEAN に 向け た 共通 の 懸念 と 関 
心 を 最 優先 に 考え を な けれ ば な ら な い 。 


【 献 辞 〕 
本 章 は Caballero-Anthony and Trajano (2015) の 改訂 版 で ある 。 
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Jet: 


電離 放射 線 が 健康 に 与え る 影響 


要 B 

電離 放射 線 の 生物 学 的 影響 は 、 原 子 力 発電 な ど 核 技術 の 分 析 に 
いて 最も 激しい 議論 が 行なわ れ 、 か つ 政 治 化 され た 問題 の 一 つ で あ 
る 。 本 章 の 第 1 節 で は まず 電離 放射 線 の 性 質 お よび 発生 源 、 そ し て 
それ が 生態 系 や 人 間 の 健康 に 与え る 影響 を 述べ 、 そ うし た 影響 が 以 
前 の 予測 を 上 回 っ て いる こと を 示す 新た な 重要 な 証拠 を 示す 。 放射 
線 と 健康 は 歴史 的 に 極め て 政治 化 さ れ た 分 野 で あぁ り 、 既 得 権益 の 側 
に よる 議論 や 干渉 が 数 多く 行なわ れ た 。 そ の た め 本 章 の 第 2 節 で は 
誰が 、 ど うい っ た 理由 で 、 何 を 言っ て いる の か 、 そ の 裏側 に ある 経 
緯 、 動 機 、 そ し て 利益 に 関す る いく つか の 重要 な 疑問 を 理解 し 考え 
る 上 で の 道しるべ と な る よう 、 放 射線 と 健康 の 分 野 に お ける 主要 人 
物 を 簡潔 に 紹介 する 。 そ し て 第 3 節 に お いて 、 人 間 が 引き 起こ す 大 
規模 な 放射 線 被 蝶 が 生じ る 原因 に つい て 検討 する 。 
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電離 放射 線 の 性 質 、 発 生 源 、 お よび 影響 


電離 放射 線 と は 何 か ? 


電離 放射 線 に は 様々 な 種類 の 伝達 され た エネ ルギー が 含ま れる 。 波 長 が 長く 低 
エネ ルギー の 電波 、 マ イク ロ 波 、 お よび 赤外線 か ら 始 まり 、 可 視 光線 と 紫外 線 を 
経て 、 波 長 が 短く 高 エ ネル ギー の X 線 お よび ガン マ 線 に 至る 電磁 スペ クト ル を 構 
成す る も の も あれ ば 、 亜 原子 粒子 や 核子 か ら 構成 され る 電離 放射 線 も ある 。 高 エ 
ネル ギー の 電磁 放射 線 お よび 粒子 放射 線 に は 様々 な 種類 が あり 、 そ の うち 原子 か 
ら ー つ 以上 の 電子 を 引き 剥が し (電離 )、 化 学 的 な 東 縛 を 無力 化す る の に 十分 な 
エネ ルギー を 持っ て いる も の ( 表 8-1 参 照 ) は 、 い ずれ も 「 電 離 放射 線 ] と 呼ば 
れる 。 本章 で | 放射線] と いう 場合 、 そ れ は 別に 特記 し な い 限 り 電 離 放射 線 を 意 
味 す る 。 


表 8-1 各種 電離 放射 線 


放射 線 加重 係数 
T es (ガン マ 線 と 比較 し Du 
EG T E. IB At, 
電離 放射 線 の 種類 た 生物 学 的 影響 の 大 透過 能力 
き さ )( 注 1) 
透過 能力 は 高く (エッ クス 線 撮影 
| | に 用 いら れる の は その た め )、 遮 蔽 
電磁 放射 線 | が ンマ 線 (エッ クス 線 
0 “u = 1 する に は 鉛 や コン クリ ー ト な ど 
E 密度 の 高い 物質 が 必要 と な る 
(衣服 で は 遮蔽 不可 能 )。 
アル ファ 線 (ヘリ ウム 外皮 お よび 紙 で 遮蔽 可能 (呼吸 
核 )、 お よび 原子 核 な 20 や 経口 摂取 と いっ た 内 部 被 嘆 に よっ 
ど 核 分 像 性 の 高い 粒子 て 害 が な され る ) 
亜 原子 粒子 | am (um 衣服 1 枚 で 遮蔽 可能 。 一 部 は 皮 
ベー タ 線 CER 1 m m" 
ae BOIRE CRIES . 
中 性 子 中 性 子 エ ネル ギー | 透過 能力 は 高く 、 遮 蔽 に は コン 
に より 5 一 20 クリ ー ト や 地層 が 最も 有効 。 
注 1 : この 加重 係数 は 、 あ る 特定 の 放射 線 が 、 同 じ エ ネル ギー の エッ クス 線 な いし ガン マ 線 に 比べ どの 程度 生物 
学 的 損傷 を 与え る か を 表わす 。 つ まり 加重 係数 が 2 に な る と 、 そ の 放射 線 は 同じ エネ ルギー の エッ クス 線 
な いし ガン マ 線 に 比べ 、2 倍 の 生物 学 的 損傷 を 与え る こと に な る 。 
出典 : Centers for Disease Control and Prevention (2015) ; European Nuclear Society (n.d.) 。 
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電離 放射 線 は 放射 性 元素 の 自発 的 な 崩壊 に よっ て 放出 され る 。 そ の 過程 で 放射 
性 元素 は より 小さ な 原子 へ と 何 度 も 変化 し 、 大 抵 の 場合 、 変 化 の た びに 電離 放射 
線 と いう 形 で エネ ルギー を 放出 する 。 こ うし た 放射 性 崩壊 の 連鎖 反応 は 、 同 じ く 
放射 性 の 中 間 有 段階 を 複数 経て 、 最 後に 安定 的 な 元素 に 変化 する 。 放射 性 崩壊 の 連 


鎖 、 各 段階 生じ る 頻度 、 そ し て 放出 され る 放射 線 の 種類 は 、 そ れ ぞ れ の 放射 性 
元素 に 固有 の 物理 学 的 特性 で ある 。 放射性 崩壊 の 頻度 は 半減 期 、 す な わ ち 放射 性 
元素 を 構成 する 原子 の うち 半分 が 月 壊す る の に か か る 時 間 で 表 さ れる 。 半減 期 が 
長い 元素 は 長期 に わた っ て 残存 する が 、 


その 放射 能 は 急速 に 崩壊 が 進む 元素 に 比 


べ て 弱い 。 多 く の 元 素 は 様々 な 異な る 原子 構成 (原子核 内 部 の 陽子 の 数 は 同じ だ 
が 、 中 性 子 の 数 が 異な る も の で あり 、 同 位 体 と 呼ば れる ) を 有 し て いる が 、 そ の 一 


部 な いし 全部 が 放射 性 で ある 場合 も あ 


電離 放射 線 は また 、X 線 装置 に お ける よう に 、 人 急速 に 動く 荷電 粒子 を 別 の 物質 


こぶ つけ る こと で る 発生 する 。 核 爆発 に 
放射 能 を 持た な い 物 質 の 放射 性 崩壊 を 


り 、 そ の 時 は 放射 性 同位 体 と 呼ば れる 。 


よっ て 放出 され る 中 性 子 線 は 、 通 常 で は 
誘発 する 。 大 気 中 の 窒素 を 半減 期 ぅ 730 年 


に の 


の 炭素 14 に 変化 させ る の が その 一 例 で ある 。 

放射 線 が 物体 を 透過 する 力 は 、 そ の 種類 に よっ て 大 きく 異な る 。 ア ルフ ァ 粒 子 
は 薄い 紙 や 布 に よっ て せき 止め られ る た め 、 通 常人 間 の 皮膚 、 そ れる も 細胞 が 死ん 
だ 表面 で すら 透過 で き な い 。 し か し エネ ルギー が 大 きい た め 、 肺 や 消化 器官 な ど 
人 体内 部 に 取り 込ま れる と 深刻 な 損傷 を 引き 起こ す 。 一 方 、 ベ ー タ 粒子 (電子 ) 


E 


の 一 音 


B は 、 新 た な 細胞 が 生み 出さ れる 皮膚 の 基 庶 部 を 透過 する 。 ま た ガン マ 線 や 


X 線 は 透過 力 が 高く 、 医 療 画像 の 分 野 で エッ クス 線 が 用 いら れる の も それ が 理由 
で ある 。 そ れ ら を せき 止め る に は 厚い コン クリ ー ト や 鉛 が 用 いら れる 。 


放射 能 の 発生 源 と 被 蝶 の 要因 


人 間 は 様々 な 要因 を 通じ て 放射 線 に 
に 分 か れる 。 宇宙 を 発生 源 と し 、 大 気 


中 、 建 物 の 内 部 、 あ る い は 空中 の 放射 
外部 被 蝶 の 要因 で ある 。 放 射線 の 放出 源 


SKE AARE ECEE. 呼吸 、 消 


末 さ れ て お り 、 そ れ は 内 部 被 嘆 と 外部 被 蝶 
を 通過 し て 降り 注ぐ 放射 線 、 地 表 な いし 地 
価 物 質 か ら 発 せら れ た 放射 線 は 、 い ずれ も 
こ 直 接触 れる こと は 、 最 も 近い 部 分 に 最 
ヒ (食料 、 水 、 あ る い は 環境 中 の 土 や 頑 な ど 
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が 要因 で あり 、 と り わ け 子 ども に 影響 する ) 、 な いし 傷口 や 皮膚 の 像 け 目 の 汚染 は 
人 体 に 入っ た 放射 性 物質 か ら の 放射 線 に 曜 され る 原因 と な り 得 る 。 こ うし た 場合 、 
ご く 短い 距離 し か 透過 し な い 放 射線 で あっ て も 危険 で あり 、 放 射 性 の 粒子 が 人 体 
に 長期 間 留 まれ ば その 危険 性 は 特に 高まる 。 ま た 透 過 力 の 高い 放射 線 を 放出 し な 
い 物 質 (プル トニ ウム 、 ス トロ ンチ ウム 、 ト リチウム な ど ) に よる 内 部 被 蝶 は 、 測 
定 が より 難し く 、 放 射線 被 蝶 の 評価 に お いて 無視 され る こと も ある 。 

生物 学 的 に 重要 な 放射 性 同位 体 の 多く は 化学 的 に 振る 舞う た め 、 我 々 が 必要 と 
する 他 の 物質 と 同じ よう に 人 体内 部 で 処理 され る ( 表 8-2 参 照 )。 そ れ ら の 一 音 
生物 の 体内 、 お よび 食物 連鎖 の 過程 で 蓄積 し 、 生 物 園 の 中 で リサ イク ル さ れる 。 
一 例 を 挙げ る と 、 淡 水 魚の 体内 に 蓄積 され た セシウム 137 の 濃度 は 、 そ の 魚 が 住 


表 8-2 原子 発電 所 か ら 放出 され 、 人 間 の 健康 に 大 き な 影響 を 与え る 放射 性 同位 体 の 代表 全 
放射 性 同位 体 | 放出 する 主 な 放射 線 | 半減 期 | EROE E UE OE 
EOR AMOR (PICA) CH 
— 積 さ れ 、 甲 状 腺 に 集中 し 、 が ん を 含む 皿 

E ペー タ 線 、 ガ ンマ 

EINE SW FH ASR) 8B pme ati DD 
が 大 き な 影響 を 受け る 。 
VES MERE do k OERO (EIAS 
LMAO ETHER T Cd 8 À 
リウ ム と 同じ よう に 振 無 う 。 生体 濃縮 し 


1t 


シウム バー タ 線 、 ガ ンマ 親 年 
ey ベータ 線 、 ガ ンマ 線 | 30E 「 < く の が ん を 引き 起こ す 。 現在 の と こ 
ろ 、 大 気 中 の 核 実験 お よび 原発 事故 に 
る 放射 線 被 際 の 圧倒 的 原因 で ある 。 
経口 摂取 。 体内 で は カル シウム と 同じ よ 
| a [DARD I, PMC RAMS D. Ekik 
APRZPZAN bo. RP US 2. HIE k USA 


腫 を 引き 起こ す 。 
呼吸 に よっ て 被 蝶 し 内 に 残留 する 。 
内 部 疾患 を 引き 起こ し 、 と くに 呼吸 に よ 
プル トニ ウム 239 アル ファ 線 24.400 年 っ て 被 時 し た 場合 、 及 が ん の 原因 と な 
る 。 ウ ラン 原子 が 中 性 子 を 吸収 する こと 
で 、 原 子 炉 内 で 必然 的 に 生成 され る 。 


zx 


トリ チ ウ ム 経口 摂取 に よっ て 被 蝶 し 、 内 部 疾患 を 引 
(三重 水素 ) ペー タ 線 12.3 年 | き 起こ す 。 水溶 性 で あり 、 生 体 濃縮 を 起 
es こき な い 。 


出典 : UNSCEAR (1993: Annex B, 128-9) を 基 に 作成 。 


第 8 章 電離 放射 線 が 健康 に 与え る 影響 223 


む 水 中 に お ける 濃度 の 1 万 倍 に 達する こと も ある 。 

放射 性 物質 は 固体 、 液 体 、 気 体 い ずれ の 形 も と り 得 る 。 放射性 物質 を 含む 、 あ 
る い は それ に よっ て 表面 が 汚染 きれ た 物質 、 物 体 、 お よび 有機 体 は 放射 線 を 放出 
する が 、 放 射線 に 被 早 し た も の の 放射 性 物質 を 含ん で いな い 物 体 な いし 有機 体 は 、 
他 の 物体 を 被 史 きせ た り 害 を 及ぼ し た りす る こと は な い 。 た と えば 、 医 療 目的 で 
放射 性 の 楽 品 を 投与 され た 人 間 は 一 定期 間 放 射 能 を 放出 する が 、X 線 装置 に よる 
診断 を 受け た り 、 が ん 治療 の た め に 放射 線 療法 を 受け た り し た 人 間 は 放射 線 の 放 
出 源 と は な ら な い 。 
自然 放射 線 に 被 時 する 要因 の 大 半 は 、 希 ガス 類 で 最も 重い ラド ン 、 そ し て 土壌 
に 含ま れる ウラ ニウム 235 お よび 238、 ト リウ ム 232 の 崩壊 に よっ て 生み 出さ れ 
る 発がん 性 物質 で ある 。 ラ ドン は ポロ ニウム 、 ビ スマ ス 、 テ ルリ ウム な ど 多 数 の 
中 間 段 階 を 通じ て 崩壊 する が 、 そ れ ら は より 反応 性 が 高く 、 ま た 空気 中 の 微粒 子 
や 鹿 に 付着 する た め 、 呼 吸 の 際 に 肺 へ 取り 込ま れる 可能 性 が ある 。 こ れ ら ラド ン 
の 生成 物 は ラド ン に 関係 する 放射 線 の 大 半 を 生み 出し て お り 、 ま た ラド ン は 世界 
中 で 喫煙 に 次 ぐ 肺 が ん の 原因 と な っ て いる 。 

ここ ご 数 十 年 、 放 射線 治療 が 世界 各地 で 急速 に 普及 し て お り 、 い くつ か の 国 で は 
自然 放射 線 と 同 程度 (オー スト ラリ ア お よび アメ リカ な ど )、 あ る い は それ 以上 
(日 本 な ど ) の 放射 線 被 蝶 の 要因 と な っ て いる 。 こ うし た 状況 を も た らし た 原因 
と し て CT スキ ャ ン (X 線 診療 の 進化 版 と も 言え を る コン ピュ ー タ に よる 断層 写真 撮 
影 ) の 普及 が 挙げ られ る 。 

現代 の 核兵器 の 大 半 は 高 濃縮 ウラ ン お よび プル トニ ウム か ら 製 造 さ れる 。 ウ ラ 
ン と プル トニ ウム の 核分裂 反応 は お よそ 40 通 りあ り 、 合 わせ て 300 も の 放射 性 
核種 が 生成 され る 。 ま た それ ら の 半減 期 は 数 分 の 1 秒 か ら 数 百 万 年 まで 様々 で あ 
る 。 原 子 炉 内 部 で も ウラ ン と プル トニ ウム の 桜 分 像 が 行なわ れ て いる も の の 、 原 
子 炉 内 部 に お ける 連鎖 反応 を 制御 ・ 増 殖 さ せる 中 性 子 は 、 核 兵器 の 爆発 に 関わ る 
「 高 速 ] 中 性 子 よ り も 速度 が 遅い 。 加 えて 、 最 初 の 分 像 反応 で 生じ た 核種 は 短命 
な が ら 原 子 炉 内 部 で 分 散 し な いた め 、 よ り 長 寿命 の 崩壊 生成 物 が 蓄積 され て ゆく 。 
ゆえ に 、 原 子 炉 内 部 に 蓄積 され る 長寿 命 の 放射 性 同位 体 は 、 核 爆弾 に よっ て 生み 
出さ れる それ に 比べ て 相対 的 に 量 が 多く な る 。 


= 
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表 8-3 原子 力 発電 所 か ら 日 常 的 に 放出 され る 放射 性 同位 体 


種類 主 な 同位 体 (質量 数 ) 
大 気 中 へ の 放出 
核分裂 お よび 放射 化 で | クリプトン (85, 85m, 87, 88)、 キ セ ノ ン (131, 131m, 133, 133m, 135, 
発生 する 気体 135m, 138)、 ア ル ゴ ン (41) 
ハロ ゲン 元素 ヨウ 素 (131, 132, 133, 134, 135) 、 臭 素 (82) 


コバ ルト (58, 60)、 セ シウム (134,137), 、 ク ロミ ウム (51)、 マ ン ガ 


微粒 子 ン (54, 、 ニ オビ ウム (95) 


トリ チ ウ ム 水素 (3) 


液体 と し て 流出 


鉄 (55)、 コ バル ト (58,60)、 セ シウム (134,137)、 ク ロミ ウム 


AMEN 
BASS à USE (51)、 マ ン ガ ン (58. 、 ジ ルコ ニウム (95)、 ニ オビ ウム (95), 3D 


に よる 生成 物 素 (131, 133, 135) 
トリ チ ウ ム 水素 (3) 
水深 性 の 希 ガ が ス クリ プ ト ン (85, 85m, 87,88)、 キ セ ノ ン (131, 133, 133m, 135, 135m) 


出典 : National Research Council (2012: 37-8) より 転載 。 


核 爆発 と 原子 炉 は 、 以 前 に は 存在 し な か っ た 数 百 も の 放射 性 元素 を 新た に 
出す だ け で な く ( 表 8-3 参 照 )、 当 初 の 物質 の 放射 能 量 を 百 万 倍 も し く は それ 以上 
に 増加 させ る の で ある 。 


電離 放射 線 は な ぜ 生 物 学 的 に 重要 な の か 


電離 放射 線 が 生物 学 的 に 極め て 危険 な の は 、 大 量 の エネ ルギー を 含ん で いる か 
ら で は な く 、 そ の エネ ルギー が 東 に な っ て 細胞 を 襲う か ら で あ る 。 た と えば 医療 
X 線 の エネ ルギー は 、 化 学 結合 エ ネル ギー の お よそ 1 万 5.000 倍 に 上 る 。 ま た 
人 間 の 場合 、 4 グレ イ (Gy) の 電離 放射 線 を 全身 に 浴び る と 重 篤 な 放射 線 障害 が 
引き 起こ され 、 死 に 至る 可能 性 も ある 。 し か し な が ら 、 人 MN 
キロ の 成人 に 及ぼ す エ ネル ギー は わずか 280 ジュ ー ル に 過ぎ ず 、 こ れ は 摂氏 60 
度 の 茶 ま た は コー ヒー を 3 ミリ リッ トル 飲ん だ 時 の 熱量 と 同じ で ある 。 

我々 が 誰 で ある か を 決め 、 数 多く の 生物 学 的 プロ セス を 制御 し て いる の は 、 
DNA に 代表 され る 大 規模 か つ 複 雑 な 分 子 鎖 で あり 、 そ れ は 我々 の 最も 足 重 な 相 
続 財産 で ある と 同時 に 子孫 へ 伝え る 最も 大 切な 遺産 で ある 。 我々 の 細胞 に 存在 す 
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る DNA 二 重 ら せん の 鎖 の うち 1 本 は 母親 か ら 、 も う 1 本 は 父親 か ら 受 け 継 い だ 
も の だ が 、 そ れ ら 大 型 の 分 子 は 電離 放射 線 の 影響 を 特に 強く 受け る 。 放 射線 は 
DNA に 直接 損害 を 与え る だ け で な く 、 フ リー ラジ カル イオ ン な ど 極 め て 反応 性 
が 高い 化学 物質 を 生み 出し 、 そ れ ら が DNA と 反応 する こと で 、 間 接 的 に も 損害 
を 与え る 。 そ れ は 一 本 鎖 お よび 二 本 鎖 DNA の 破壊 、DNA を 形作る ヌクレオチド 
塩基 の 酸化 、DNA の 一 部 欠損 、 そ し て その 結果 生じ る 遺伝 子 お よび 染色 体 の 損 
傷 な ど 様 々 で ある 。 和 血液 中 の リン パ 球 に お ける 染色 体 異常 、 と り わ け 二 動 原 体 染 
色 体 異 常 の 頻度 は 、 数 週間 以内 に 全身 に 被 蝶 し た 放射 線量 を 推計 する 際 に 使わ れ 
る 。 ま た 日 本 の 被爆 者 や ニュ ー ジ ー ラ ンド の 原爆 実験 要員 の 間 で は 、 被 果して か 
D 50 年 以上 経っ た 今 も な お 、 転 座 (染色 体 の 一 部 が 位置 を 変え る こと ) な ど 、 細 
胞 を 殺さ な い 安 定 的 か つ 水 続 的 な 染色 体 変 化 の 頻度 が 上 昇 し て いる (Wahab et al. 
2008): 
放射 線 に よる DNA へ の 損害 は 、 効 果 的 に 修復 する こと も ある 一 方 、 細 胞 の 死 
(特に 線量 が 高い 場合 )、 機 能 不全 、 が ん の 誘発 、 そ し て 次 世代 に 伝達 し 得る DNA 
の 変化 な ど 、 様 々 な 結果 を も た ら す 。 細 胞 に は DNA の 損害 を 修復 する 機能 が あ 
る が 、 そ れ ら は 完全 で な く 、 ま た エラ ー が 発生 する 余地 も ある 。 720. 
DNA は 放射 線 の 害 を 最も 受け や すい 。 そ の た め 骨 六 中 の 血液 細胞 、 卵 巣 お よび 
精巣 内 の 生殖 細胞 、 消 化 器 官 を 形作る 細胞 、 そ し て 毛 糞 な ど 、 急 速 に 分 像 ・ 成 長 
する 組織 が 放射 線 に 対し て 最も 脆弱 で ある 。 子宮 が 被 蝶 する と 胎児 に 知能 障害 や 
奇形 な どの 悪影響 を 及ぼ す 恐 れ が ある 。 乳児 や 胎児 は 放射 線 の 影響 を と り わ け 受 
け や す く 、 胎 児 期 の 初期 に 発生 する 発がん 性 の 突然 変異 は 、 後 に 生じ る 突然 変異 
に 比べ 、 よ り 多 く の 娘 細胞 (訳注 : 細胞 分 像 の 結果 生じ る 2 つ 以 上 の 細胞 の こと ) 
に 転移 する 可能 性 が 高い 。 後 期 の 突然 変異 で は 、 そ の 細胞 か ら 生み 出さ れる 娘 細 
胞 の 数 が より 少な く な る た めで ある 。 
放射 線 と 健康 に 関す る 科学 は 今 な お 発展 途上 で ある 。 人 急激 な 被 史 は 、 長 い 時 間 
を か け て 同じ 量 の 放射 線 に 被 時 し た 時 と 比べ 1.5 な いし 2 倍 有 害 で ある と 、 し ば 
し ば 考え られ て きた 。 だ が 後に 論じ る よう に 、 最 近 の 研究 で は そう で な いこ と が 
示さ れ て いる 。 ま た 多く の 放射 線 に 見 られ る の が 「 修 観 者 効果 |] で ある 。 つ まり 
DNA に 対す る 最初 の 損傷 が 発現 し な く と も 、 あ る 細胞 へ の 放射 線 の 損傷 が 近く 
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の 細胞 に も 損傷 を 与え る の で ある 。 そ こ に は 焦 症 反応 も 関わ っ て いる も の と 思わ 
れる 。 さ ら に 放射 線 に よる 遺伝 子 へ の 損傷 と し て 「 ゲ ノム 不安 定性 ] と いう も の 
が あり 、 そ れ は さら な る 損傷 へ の 耐性 を 弱め る と と も に 、 親 細胞 か ら 娘 細胞 に も 
伝達 し 得る 。 だ が 傍観 者 効果 と ゲノム 不安 定性 は いずれ も 遅らせ る こと が で きる 。 


放射 線 レ ベル と その 影 


放射 線 は 様々 な 方 法 で 測定 され る 。 放射 能 の 最も 基本 的 な 測定 単位 は 原子 が 崩 
壊す る 頻度 で あり 、1 秒 あたり の 放射 性 崩壊 回 数 が ベク レル (Bq) CHS. EK 
吸収 し た 放射 線 の 量 は グレ イ (Gy) CHEN, Wh (通常 は 細胞 組織 ) 1 キロ グ 
ラム に つき 1 ジュ ー ル の エネ ルギー が 与え られ た 時 の 線量 を 1Gy と する 。 

「 等 価 線量 ] は 特定 の 器官 な いし 細胞 組織 に 吸収 され た エネ ルギー の 生物 学 的 
な 影響 を 測定 する も の で あり 、 吸 収 線量 と 当該 細胞 組織 の 荷重 係数 を か け 合 わせ 
る こと で 求め られ る 。 荷重 係数 は 、 そ の 細胞 組織 が 放射 線 の 影響 を どれ だ け 受 け 
や すい か に よっ て 決め られ る 。 放 射線 感受 性 に は 荷重 係数 に よっ て 40 倍 も の 差 
が 生じ る た め 、 以 下 の 5 つ に 分 類 さ れる 。 最 も 影響 を 受け や すい の は 生殖 器官 
(子宮 お よび 精巣 ) で あり 、 そ れ に 続く の が 赤色 骨髄 (血液 細胞 が 作ら れる と ころ)、 
青 、 結 腸 、 そ し て 肺 で ある 。 ま た 「 実 効 線量 ] は 、 被 蝶 し た 器官 お よび 細胞 組織 
の 各 等 価 線 量 を 、 和 貫 官 ご と に 異な る 放射 線 感受 性 で 調整 し た 後 の 合計 値 で あり 、 
全体 的 な リス ク の 指標 で ある 。 そ の 合計 値 は 科学 的 に 厳密 な も の で な く 、 欄 蝶 が 
様々 な 細胞 組織 に 及 ん で いる 場合 は 意味 が 薄い 。 一例 を 挙げ る と 、CT ス キャ ン 
を 受け た 脳 は 40 一 50 ミ リグ レイ (mGy) の 放射 線 を 吸収 する が 、 こ れ は 脳 が ん 
の リス ク を 高め る 水準 で ある 。 と ころ が 、 こ れ を 全身 の 実効 線量 に 換算 する と 約 
4.5 ミ リ シ ー ベ ルト (mSv) に な る (Mathews et al. 2013) 。 な お 等 価 線量 と 実効 線 3 
は いずれ も シー ベル ト (Sv) で 表 さ れる 。 ま た X 線 や ガン マ 線 の よう に 透過 力 の 
ある 放射 線 に つい て 、Gy と Sy は 等 価 で ある 。 

土壌 や 宇宙 線 に 含ま れる ウラ ン の 有 崩壊 で 生じ た ラド ン を 吸い 込ん だ り 、 自 然 発 
生 し た 低 レ ベル 放射 性 物質 を 消化 し た りす る こと で 、 我 々 は みな 自然 放射 線 に 被 
蝶 し て いる が 、 そ の 全 世 界 に お ける 平均 値 は 1 年 間 に つ き お よそ 2.4mSv で ある 。 
また 胸部 レン トゲ ン 1 回 あたり の 線量 は 通常 0.0ImSv で あり 、CT ス キャ ン に な 
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る と 3 一 12mSsvy 以 上 に な る 。 な お 線量 100mSy 以 上 の 被 蝶 を 一 度 に 受け る と 、 実 
験 室 で 検出 可能 な 染色 体 へ の 影響 が 生じ る 。 ち な み に 「 低 線量 ]」 と 定義 され る の 
は 通常 100mSy 未 満 で ある 。 

線量 100 一 250mSvy の 電離 放射 線 は 一 般 的 な 血液 検査 で 検出 で きる 深刻 な 影響 
を 引き 起こ し 、 線 量 が さら に 上 が る と 放射 線 障害 の 急性 症状 が 現われ る 。 ま た 線 
量 100mSy 以 上 の 放射 線 は 、 体 内 の 様々 な 器官 に 可逆 的 ・ 不 可逆 的 両方 の 影響 を 
与え る 。 一 度 に 被 蝶 し た 線量 が 数 百 mSsv に な る と 急性 症状 の 可能 性 が 高まり 、 
集中 治療 を 受け な けれ ば 約 4Sy (4,000mSv) で 被 嘩 し た 人 間 の 多く は 死亡 する 。 
な お が ん 治療 に お いて は 、 そ れ よ り は る か に 高い 線量 の 放射 線 が 身体 の 特定 の 器 
官 に 照射 され る (が ん 細胞 は 通常 の 細胞 に 比べ て 分 像 が 速い )。 皮膚 の 火傷 、 脱 毛 、 
不妊 と いっ た 放射 能 に よる 影響 、 そ し て 頭痛 や 吐き 気 、 嘱 吐 と いっ た 急性 症状 は 、 
一 定 水準 以上 の 放射 線 を 被 時 し な けれ ば 起こ ら な い 。 優 れ た 治療 が 行なわ れれ ば 、 
深刻 な 放射 線 障 害 か ら の 回 復 は 可能 で ある 。 

それ と は 対照 的 に 、 短 期 的 な 影響 や 急性 症状 を 引き 起こ す に 至ら な い 線 量 で あ 
っ て も 、 電 離 放 射線 の 被 品 は その 線量 に 比例 する 形 で 、 長 期 に わた る 遺伝 子 障害 
や 慢性 病 の リス ク を 増大 させ 、 ほ ぼ あ ら ゆ る 種類 の が ん 発生 率 を 増やす と 考え ら 
れ て いる 。 放 射線 は が ん の 発生 リス ク を 増大 きせ る だ け で な く 、 そ の 発症 も 早 
め る 。 こ うし た 過度 の リス ク は 、 被 蝶 し た 人 間 の 生涯 に わた っ て つき まとう 。 ま 
た 、 こ れ を 下 回 れ ば 健康 リス ク が 増す 恐れ は な いと いう 水準 は な い 、 と いう 結論 
が すでに 確立 し て いる いか な る 放射 線 被 暴 で あっ て も 、 長 期 的 な 健康 リス ク 
を 増大 きせ る の だ 。 こ れ は 自然 放射 線 に ちあ て は まる 。 自然 放射 線 の 線量 が 高い 
地域 で は 、 突 然 変異 率 の 増加 、 免 疫学 的 変化 、 身 体 の 肉体 的 変化 、 そ し て 人 間 を 
含む 多様 な 動植物 に お ける が ん 発生 率 の 増加 と いっ た 現象 が 確認 され て いる 
(Moller and Mousseau 2013)。CT ス キャ ン を 受診 し た 子ども の が ん 発生 率 が 予想 以 
上 に 高く 、 ま た 早期 に 発生 し て いる こと が 最近 の デー タ で 明らか に な っ て いる が 、 
それ 以前 か ら 、 年 間 2.5mSy の 自然 放射 線 を 骨髄 が 被 史 し た 場合 、 小 児 白血病 の 


1 が ん は 多く の 場合 広く 二 つ に 分 類 き れる 一 造血 器 か ら 発 生 す る 血液 が ん 


病 ) と 固形 が ん で ある 。 


~ 
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発症 率 が 30 パ ー セ ント 上 昇 す る と 推計 され て いた (Wakeford, Kendall, and Little 
2009) 。 

放射 線 に よる 健康 リス ク に つい て 、 最 も 権威 が あり 、 か つ 厳 客 な 定期 的 評価 と 
され て いる の が 、 全 米 科 学 ア カ デ ミ ー に よる 「 電 離 放射 線 に よる 生物 学 的 影響 の 
報告 書 ] (BEIRN) で ある 。 し か し 最新 版 で ある BEIR VII. (Committee to Assess 
Health Risks from Exposure to Low Levels of Ionizing Radiation 2006) が 公表 され た の は 
2006 年 の こと で あり 、 そ れ 以 降 に 積み 上 げ ら れ た 新た な 証拠 は か な り の 量 に 上 
る 。BEIR VI 報告 書 の 推計 に よる と 、 人 口 全体 に お ける 固形 が ん の 発症 率 は 
被 吐 し た 線量 が 1mSy 増 加 す る ご と に 、 人 口 1 万 人 あたり 1 人 の 割合 で 増え る と 
いう 。 ま た 白血病 の 発症 率 増加 は この 10 パ ー セ ント 程度 で ある 。 全 て の が ん の 
うち 死に 至る の は お よそ 半数 で ある こと か ら 、 が ん に よる 死亡 率 の 増加 は 上 記 の 
半分 、 す な わ ち 自然 放射 線 が 1mSvy 上 昇 す る ご と に 、 人 口 2 万 人 に つき 1 人 の 割 
合 で 増加 する も の と 推定 され る 。 

国際 放射 線 防護 委員 会 ICRP) お よび 各国 の 放射 線 防護 機関 の 大 半 が 勧告 す 
る 、 医 療 行為 以外 に お ける 放射 線 被 蝶 の 年 間 上 限 は 1mSy で ある (放射 線 被 蝶 の 
一 般 的 な 測定 単位 に 換算 する と 、0.11 マ イク ロ シ ー ベ ルト 毎時 と な る ) (ICRP 2009). 
放射 線 防護 機関 の 一 部 は これ より も 厳し い 基準 を 採用 し て お り 、 た と えば アメ リ 
カ 環 境 保護 庁 は 年 間 0.12mSy を も っ て 放射 能 汚染 地域 の 除 染 水 進 と し て いる (US 
EPA 2014); 

放射 能 の 影響 に つい て 知る に つれ て 、 デ ー タ で 示さ れる そう し た 影響 の 程度 が 
大 きく な る こと ! ee ee 
限 が 引き 上 げ ら れ た こと は な く 、 常 に 引き 下げ られ て いる 。 一 例 を 挙げ る 
quls D E BIRR BU 2 48 BEER OO E TE] RT GR 
量 は 、 お よそ 250mSvy か ら 20mSy に 引き 下げ られ た 。 これら の 許容 上 限 は 、 そ れ 
を 下 回 れ ば 健康 上 の リス ク が な いこ と を 意味 する も の で は な い 。 そ れ は むし ろ 、 
全 性 お よび 人 々 の 最善 な 防護 と 、 商 業 上 の 利益 お よび コス ト を は か り に か けた 、 
最も 新しい 妥協 の 産物 な の で ある 。 

また 電離 放射 線 は 心 疾 患 や 呼吸 器 疾患 な ど 、 が ん 以外 の 病気 を 発症 し 、 そ れ に 
よっ て 死に 至る リス ク も 上 昇 さ せる 。 こ れ は 中 ・ 高 水準 の 被 時 に お いて 明確 に 立 


} 
in^ 
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証 さ れ て お り 、 ま た 最近 の 研究 結果 に よる と 、 循 環 器 疾患 の 死亡 率 は 、 原 子 力 産 
業 に 従事 する 労働 者 の 多く が 常に 晒さ れ て いる 低 水準 の 線量 お よび 被 蝶 率 で も 上 
昇 す る と いう 。 心 臓 な どの 循環 器 系 疾患 に よる 死亡 リス ク の 増大 は 、 放 射 能 に 由 
来 す る が ん 発生 リス ク と 相関 関係 に ある と 見 られ て お り 、 そ うす る と 欄 量 に よる 
死亡 リス ク の 増大 は 、 が ん 単体 に よる 死亡 リス ク の お よそ 2 倍 に な る こと を 示唆 
し て いる (Little et al. 2012). 
放射 線 が 健康 に 与え る 影響 を 理解 する 上 で 重要 な 要素 の 一 つと し て 、 た と え 低 
線量 の 放射 線 で あっ て も 多く の 人 々 が 被 虹 すれ ば 、 重 大 な 結果 を 招き か ね な い 、 
と いう こと が 挙げ られ る 。 イ ギリ ス で 行なわ れ た 研究 に よる と 、 同 国 に お いて ラ 
ドン 由来 の 肺がん で 死亡 し た 人 の 大 半 (85 パ ー セ ント 以上 ) は 、 空 中 の ラド ン 濃 
度 が 1 立方 メー トル あたり 100 ベ クレ ル (Bq/m3) の 家屋 に 住ん を で いた と いう 。 
これ は 治療 行為 が 必要 な 水準 と し て 勧告 され て いる 200 Bq/m3 を は る か に 下回る 
も の で ある (Gray etal. 2009) 。 人口 1 億 人 中 の 平均 被 蝶 線量 が わずか 1mSv 増 加 し 
た だ け で 、 が ん の 発生 数 は 1 万 件 増加 する も の と 推測 され て いる 。 


放射 線 の 健康 被害 を 受け や すい 年 齢 集団 


放射 線 の リス ク は 年 齢 集団 ご と に 一 様 で な く 、 幼 い 子ども が 最も 高い 水準 に あ 
り 、 年 齢 と と も に 人 徐々 に 減少 する 。 乳 幼児 は 中 高 年 に 比べ 、 放 射線 に よっ て が ん 
を 発症 する 可能 性 が 4 倍 高 い (Committee to Assess Health Risks from Exposure to Low 
Levels of Ionizing Radiation 2006). 。 ま た イギリス の アリ ス ・ ス チュ ワー ト が 1950 年 
代 に 行なっ た 先駆 的 研究 に よる と 、 妊 娠 中 の 女性 が X 線 の 放射 を 腹部 に 1 度 受け 
た だ け で 、 胎 児 の 被 蝶 線量 は お よそ 10mSsvy に 上 り 、 その子 の 小児 期 の が ん 発症 リ 
スク を 40 パ ー セ ント 上 昇 さ せる と いう 結果 が 出 て いる (Doll and Wakeford 1997) 。 

また BEIR VII 報 告 書 で は 、 全 身 均 一 に 被 蝶 し た 場合 、 成 人 女性 お よび 少女 が 
成人 男性 お よび 少年 に 比べ が ん の 発症 リス ク が 52 パ ー セ ント 高く 、 ま た が ん に 
よる 死亡 リス ク も 38 パ ー セ ント 高い こと が 示さ れ て いる 。 こ の 差異 は 若年 層 で 
最も 大 きく 、0 歳 児 か ら 5 歳 児 の 場合 、 女 児 が が ん を 発症 する 可能 性 は 男児 に 比 
べ て 86 パ ー セ ント 高い と いう 結果 が 出 て いる (Makhaijani, Smith, and Thorne 
2006:35-40) 。 
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子ども は 大 人 に 比べ 、 放 射 能 の も た ら す 害 に 極め て 弱い 。 男 性 乳児 (1 歳 未満 
が 30 歳 の 成年 男性 と 同じ 線量 の 放射 線 を 被 時 し た 場合 、 が ん を 発症 する 確率 は 
3.7 倍 に 達する 。 ま た 女性 乳児 と 30 歳 の 成年 女性 を 比べ る と 、 そ の 差 は 4.5 倍 と 
な る (Committee to Assess Health Risks from Exposure to Low Levels of Ionizing Radiation 
2006:470-99) 。 こ の よう な 差異 は 、 放 射線 の 影響 が 顕在 化す る に あたり 、 若 く て 
余命 が 長け れ ば 長い ほど それ を 受け や すい こと と 関係 が ある 。 が ん の リス ク 全 体 
と 年 齢 と の 関係 を 図 8-1 に 示す 。 

若年 層 ほ ど 放 射線 の 影響 を 受け や すい と いう 事実 は 、 被 野 が も た ら す が ん 以外 
の 健康 リス ク に も あて は まる 。 イ ギリ ス 人 を 対象 に 最近 行なわ れ た 研究 で は 、 放 
射線 を 被 隊 し た 若者 の 心 疾患 リス ク も 同じ よう に 増大 する と いう 結果 が 出 た 。 被 
蝶 に よる 循環 器 系 疾患 の 死亡 リス ク は 、10 歳 未満 の 子供 の ほう が 70 歳 以上 の 老 
人 より る も 約 10 倍 大 きく な る 。 同様 に 、 子 ども の うち に 被 喋 し た 人 間 が 固形 が ん 
で 死亡 する 確率 は 、70 歳 以降 に 被 早 し た 人 間 の それ に 比べ 20 倍 高く 、 ま た 30 一 
39 蔵 の 間 に 被 時 し た 人 間 の お よそ 2 倍 に 達する (Little et al. 2012). 
幼少 期 の 被 蝶 と 、 放 射線 に 対す る 女性 の 脆弱 性 が 重なる と 、 そ の 影響 は 劇 的 な 


400 5 男性 還 女性 
SOS ee a 
人 女性 は 男性 より も 放射線 の ーーーーーーー 
H 300 + 影響 を 受け や すく 、 年 少 で LEN EN 
10 pilis en A GN 影響 を 受け る 度合 い は 、40 ~ 
歳 以 上 の 成人 の 4 倍 に 上 る 。 


SER SS, SS AS Ol 
g 


18-1 10mSv の 放射 線 を 追加 被 蝶 し た 場合 の が ん 発症 リス ク の 増加 (年 齢 別 、 男 女 別 ) 
: NAIIC (2012) 低 レ ベル 電離 放射 線 の 被 蝶 に よる 儲 康 リス ク の 評価 委員 会 の ゲー タ (2006) を 基 に 作成 。 
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も の に な る 。 た と えば スト ロン チ ウ ム 90 と いう 放射 性 同位 体 を 含ん だ 液体 を 口 


に し た 場合 、 


女性 乳児 は 30 歳 の 成人 女性 に 比べ て 乳がん を 発症 する 確率 が 20.6 


倍 高い 。 ま た 摂取 し た の が ヨウ 素 131 だ と 、 そ の 値 は 32.8 倍 に 達する 。 つ まり 放 
射 能 汚染 の 水準 が 同じ で ある な ら ば 、 人 生 の 最初 の 5 年 間 で 放射 性 物質 を 摂取 し 


た 少女 は 、 大 人 に な っ て か ら そ れ を 摂 


取 し た 成人 女性 と 比べ 、 乳 が ん な いし 甲 状 


腺 が ん の 累積 リス ク が より 大 きい の で ある (Makhijani, Smith, and Thorne 2006:40) 。 


だ が こう し た 脆弱 性 の 差 は 、 年 齢 集 


て 了 曖昧 に され て し まう 。 


放射 線 の 健康 被 汗 に 関す る 証拠 の 蓄積 


広島 お よび 1 
史 的 デー タ が 
子 力 産業 その 


民 崎 の 被爆 者 を 対象 に 実施 され た 
も た ら さ れ 、 そ れ を 基 に 放射 線 の 健 
取 の 放射 線 関連 業務 に 携わる 人 間 、 あ る い は 一 般 国 
容 値 も 、 そ の デー タ を 土合 と し て 策定 ・ 勧 告 さ れ て きた の で ある 。 広島 お よび 長 


団 全体 で リス ク が 平均 化 さ れる こと に よっ 


長期 の 追跡 調査 に よっ て 大 量 の 歴 
康 リ スク が 推計 さき され て いる 。 原 
RORE EIRE 


崎 の 被爆 者 調査 は 現在 も 継続 中 だ が 、 公 表 済 み の 最 新 デ ー タ は 、 被 蝶 線 量 と が ん 


全体 の リス ク と が し きい 値 の な い 直 線 的 な 比例 関 


係 に ある こと を 示し て いる 


(Ozasa et al. 2012)。 そ れ は また 、 低 水準 の 放射 線 被 肉 に お ける ほう が 、 線 量 1 単 


位 あ た り の リス ク が 大 きい こと を 示唆 し て いる 。 さき 


まだ に 仮定 し て いる よう に 、 


の リス ク は 低い と いう こと を 、 追 跡 調査 の デー タ は 否定 し て いる 。 そ の 上 、 


同じ 線量 で も 被 嘆 が 長 


ら に 、 


ICRP な どの 機関 が い 
期 に 渡っ た 場合 の ほう が が ん 


日 本 


の 公 的 機関 や 学生 ・ 教 師 向 け の 教育 資料 は 、 線 量 100mSy 未 満 で が ん の リス ク が 
増大 する 証拠 は 存在 し な いと し て いる が 、 追 跡 調査 は これ も 明確 に 否定 し て いる 


(Cabinet Office et al. 2016) o 


本 国内 に お いて も 、 こ うし 


Tmt BE STH N, 


本 政府 は 最近 に な っ て 、 福 


た り 除 菜 作 業 に 従事 し た 後 


て いる (Soble 2015) 。 な お 日 


た り 5mSy と され て いる 。 


し か し 日 本 の 被爆 者 追跡 


骨 査 に は 、 放 射線 の リス ク を 過小 語 


Te hie 


E AA 


fey HS 1 


HI 


端 


白血病 を 発症 し た 男性 に 対し 、 労 働 


か つ 根 拠 の な い 公 
原発 で 14 ヵ 月 に わ 
災害 補償 を 給付 し 
本 で は 、 労 災 と 認め られ る 放射 線 被 蝶 の 線量 は 年 あ 


n 


H 


B 


させ る 方 法 上 の 


欠陥 が いく つも 存在 する ( 表 8-4 参 照 ) (Richardson, Wing, and Cole 2013; Mathews et 
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表 8-4 放射 線 の 健康 リス ク を 過小 評価 する 傾向 に ある 、 
日 本 の 被爆 者 を 対象 と し た 長期 追跡 調査 の 特徴 


頑健 な 人 間 が 選ば れる 
傾向 


原爆 投下 か ら の 生存 者 は 、 苦痛 、 栄養 失調 、 お よび 戦争 に よる 欠乏 状態 


か ら 生 き 残 っ た 選ば れ た 人 た ち で ある 。 そ こ ! 


こ 原 爆 に よる スト レス が 


加わ る こと は 、 よ り 頑 健 で 栄養 状態 る あ よ く 、 以 前 か ら あ る 健康 間 題 に 


よっ て 傷つい た り 苦し ん だ りす る こと が 少な く 、 ゆ え に 原 爆 の 健 月 
し て より 耐性 を 持つ 人 々 の 生存 を 有利 に する と 言え よう 。 


7) SE BCE 


NAT Er 


(XJ 


へ 


が ん に よる 初期 の 死者 
が 見 逃さ きれ て いる 事実 


が ん に よる 死者 数 が 記録 され た の は 1950 年 以降 で あり 、1945 年 か ら 


50 年 まで は 計上 され て いな い 。 


初期 の 病 お よび が 
ん 発症 が 見 逃さ れ て い 
る 事実 


白 


し た 1958 年 か ら 計 上 が 始ま っ た 。 そ の 


1947 年 か ら 48 年 に か け て 始ま っ た も の と 見 られ て いる 。 


l 病 の 発症 数 は 1950 年 か ら 、 そ の 他 の が ん の 発症 数 は 戦後 13 年 が 


一 方 、 発 症 数 の 増加 は 


放射 線 に 被 蝶 し て いな 
が ら 、 被 嘩 し て いな い 
と し て 計上 きれ た ケー 
ス の 存在 


爆 , 
な い ] 
高い 。 原 爆 投 下 か ら 1 週 間 以 内 
も 、 中 性 子 に よっ て 誘発 され た 


n5 26 
対す る 内 部 被 蝶 の 平均 線量 は 82mSy と 推定 され て 
広島 近辺 に 住み 、「 黒 い 雨 」 の 


いか ら 2.5 な いし 10 キロ メー トル の 莉 


1950 年 か ら 62 年 に か け て 高い 死亡 率 を 示し て いる が 、 


囲 に いた 人 々 は 「 被 晒し て い 
も の と みな され て いる が 、 そ の 多く は 被 蝶 し て いる 可能 性 が 
に 広島 な いし 
BON ORES 


長崎 に 立ち 入っ た 人 々 
日 の 広島 の 場合 、 結 腸 に 
いる ) IS LC Ss 


有 2 で 放射 性 降下 物 に 晒さ れ た 人 々 も 、 


これ ら の 人 々 


は 対照 群 の 中 で 計上 さ # 


し て いる 。 DORE d C 


E 視 され て お 


り 、 放 射線 被 別 に よる 撤 害 者 へ の 影響 を 軽視 する こと に つなが る 。 


さら に 、 さ ま ざ ま な 分 析 に お いて 線量 10mGy 未 満 の 被 


て いな い 」 も の と し て 計上 され て いる 。 


Belt [WERL 


線量 推計 の 不確か さ 


被爆 者 の 被 曲 線量 は 注意 深く 何 度 も 推計 され て いる が 、 個 々 の ケー 


ス で は いま だ か な り の 不 確 実 性 が 残っ 


て いる 。 


AE gt et O ACER TR. e MEE 
し た 人 が 比較 的 少な い 


低 線 量 (100mSv 未 満 ) を 被 早 し た と 推測 され る 


よび CT スキ ャ ン 受 診 者 を 対象 


生存 者 は 7 万 名 だ が 、 労 


と し 、 よ り 統 計 検出 力 が 高く 、 


と いう 事実 か つ 正 確度 も 高い 最近 の 研究 で 計上 され た 人 数 より も か な り 少 な い 。 
より 高 線量 の 放射 線 を | 広島 ・ 長 崎 両市 に お いて 、 爆 心 に 近い と ころ に お り 、 そ れ め ゆえ 高 線 
披 別 し た 人 々 に お い | 量 の 放射 線 を 被 暗 し た 生存 者 の うち 、 お よそ 3.500 名 が 「 披 旧 線 量 不 
て 、 被 喋 線量 の 不明 が | H] と され て いる 。 そ の 多く は 後に 両市 を 離れ た 若者 で 、 結 果 を 歪 
多 す ぎる 問題 め る ほど 多数 が 調査 対象 か ら 除 外さ れ た の で ある 。 

生存 者 の 長期 追跡 調査 が 始ま っ た の は 1950 年 だ が 、 対 象 者 の 被虐 線 
時 間 差 の 問題 量 推定 と が ん 発症 数 の 計上 が 完了 し た の は 1965 年 の こと だ っ た 。 ゆ 
Ld え に 対 象 者 の 中 に は 、 が ん の 発症 が 最大 15 年 に わた っ て 計上 され な 


いま ま 調 査 対象 と な っ て いた 人 も いる の で ある 。 


放射 線 関連 の が ん 発症 が 
今 な お 続い て いる 事実 


リス ク が 最も 高い 青少年 期 に 被虐 し た 人 々 に 


いる 限り が ん の 発症 は 続く 。 


こ お い て 、 彼 ら が 生き て 


汚名 と 差別 の 問題 


被爆 者 の 多く は 村 八 分 や 差別 、 あ る い は 結婚 の 機会 を 減少 きせ る 社会 


的 孤立 に 昔 し ん で お り 、 


分 が 被爆 者 で ある こ 


と を 隠し が ち で ある 。 


出典 : 著者 : Richardson, Wing and Cole (2013) ; Mathews et al. (2013)。 
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al. 2013)。 中 で も 重大 な 点 と し て 、 追 跡 調 査 は 身体 の 頑健 な 被爆 者 集団 を 対象 と 
し て いる 、 一 部 の 被 曜 を 誤っ て 分 類 し て いる 、 被 蝶 線 量 の 少な い 調査 対象 者 が 比 
較 的 少数 で ある 、 そ し て 最初 の 5 年 間 で が ん に より 死亡 し た 人 数 と 、 最 初 の 13 
年 間 で が ん を 発症 し た 人 数 が 欠け て いる 、 と いう 点 が 挙げ られ る 。 

し か し 過去 10 年 間 に わ た っ て 新た な 疫学 的 調査 が 実施 され 、 よ り 正 確 な 推定 
結果 を も た ら す と と も に 、 放 射線 関連 の リス ク が 以前 の 推定 より 大 きい こと を 示 
し て いる (Kitahara et al. 2015)。 こ れ ら の 調査 研究 は 、 特 に 低 レ ベル の 放射 線 被 
蝶 に 関す る デー タ と 、 多 数 の 国民 を 対象 と し た 健康 に 関す る デー タ と を 、 電 子 的 
に 結び つけ る こと で 可能 に な っ た も の で ある 。 な お 後者 の 例 と し て 、 国 民 健康 保 
険 で CT スキ ャ ン を 受診 し 、 そ の 後 が ん を 発症 し て 地域 の が ん セン ター に 登録 さ 
れ た 子ども な ど が 挙げ られ る 。 こ うし た 新た な 調査 研究 の 中 で と り わ け 重 要 な も 
の に つき 、 以 下 に 概略 を 示す 。 


原子 力 発電 所 の 近く に 住む 子ども の 小児 白血病 

原子 力 発電 所 の 近辺 で 暮らす 子ども た ちの 間 で 白血病 の 発症 数 が 明らか に 多い 
事実 は 、 過 去 数 十 年 に わた っ て 懸念 と 論争 を 引き 起こ し て きた 。 中 で も 有名 な も 
の と し て 、1980 年 代 に イギリス の セラ フィ ー ル ド 原 発 近く で 白血病 と リン パ 肉 
腫 の 発症 数 が 高 水準 に 上 っ た 事例 が 挙げ られ る 。 ち な み に そ の 場所 は 、1957 年 
に 発生 し た ウィ ンズ ケー ル 原 発 事故 の 現場 で あり 、1986 年 に チェ ル ノ ブ イリ 原 
発 事故 が 起き る まで 、 ヨ ー ロ ッ パ で 最も 放射 能 に 汚染 され た 原子 力 施設 だ っ た 。 
政府 の 委託 を 受け た 委員 会 が 設立 され 、 そ の 勧告 に よっ て 捜査 が 行なわ れ た 。 そ 
の 結果 、 セ ラフ ィ ー ル ド か ら 5 キ ロ 以 内 に 住み 、 原 発 で 働く 労働 者 を 父 に 持つ 子 
ども た ちの 間 で 、 白 血 病 と リン パ 肉 腫 の 発症 リス ク が と り わ け 高 いこ と が 偶然 明 
ら か に な っ た 。 こ の 現象 は 、 子 ども の 出生 前 に 父親 が 高 水準 の 被 蝶 を 経験 し て い 
た 場合 、 さ ら に 顕著 だ っ た (Gardner et al. 1990)。 ま た 米 エ ネル ギー 省 の 支援 を 受 
け て 2007 年 に 行なわ れ た メタ 分 析 で は 、 世 界 中 の 信頼 可能 な デー タ が 残ら ず 集 
め ら れ た 。 その 結果 、 原 子 力 発電 所 の 近く で 暮らす 子ども た ちの 白血病 発症 数 が 、 
統計 的 に 有意 な 増加 を 示し て いる 。 

だ が 最も 決定 的 な の は ドイ ツ 政 府 が 実施 し た 大 規模 調査 の 結果 で ある 。 国 内 
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16 の 原子 力 発 電 所 の 近く で 暮らす 子ども た ち を 対象 に 、 過 去 25 年 間 に わ た る 白 
血 病 の 統計 デー タ が 調べ られ た 。 そ れ に よる と 、 pec ud 
$7: b23EMD € ES 2 VU 2 7 ILE LL. X62» 65 50+ UL EBETU 
て いて も リス ク の 上 昇 が 見 られ る と いう (Kaatsch et al. 2008) 。 こ の 結果 は 統計 的 
に 極め て 有意 だ っ た 。 後に フラ ンス で 行わ れ た 調査 も 、 こ れ ほ ど 有 力 で は な いも 
の の 、 同 様 の 結果 を 示し て いる 。 一 般 的 な 放射 線 被 蝶 推計 と 、 そ の 予想 され る 影 
響 を 基 に 考え れ ば 説明 不可 能 で ある と いう 理由 か ら 、 こ れ ら の 結果 に は これ まで 
疑問 符 が つけ られ て いる が 、 原 因 が 何で あれ 両者 の 強い 関連 性 に 変わ り は な く 、 
また 放射 線 以 外 の 要因 は 見 つか っ て いな い の で ある 。 現実 世界 に お ける 実際 の デ 
ー タ は 、 常 に あら ゆる 理論 モデ ル を ひっ くり 返し て し まう の だ 。 


S 


CT スキ ャ ン 後 の 小児 が 

世界 中 で 医療 用 放射 線 の 被 蝶 が 増え て いる 主要 な 要因 は CT スキ ャ ン で ある 。 
CT スキ ャ ン は エッ クス 線 を 用 いて 渦巻 き 状 の 画像 を 撮影 し 、 臓 器 が 密 に 詰まっ 
た 身体 の 断面 を 映し て いる が 、 そ の 際 に 全身 が 被 史 す る 実効 線量 は 1 一 10mSy、 
ある い は それ 以上 (最大 20mSy 以 上 ) に な る 。 多 数 の 調査 研究 が 行なわ れ た 結 
CT スキ ャ ン を 受診 し た 子ども の が ん 発症 リス ク は 、 以 前 の 推計 より も か な り 大 
きい こと が 明らか に な っ て いる 。 現 時点 で 最大 規模 の 調査 は オー スト ラリ ア で 実 
施さ きれ た も の で あり 、CT ス キャ ン を 受診 し た 若者 (20 歳 以下 ) 68 万 人 の が ん 発 
症 リス ク と 、CT ス キャ ン を 受診 し て いな い 若 者 1.030 万 人 の それ と を 、20 年 間 
に わた っ て 比較 し た も の で ある (Mathews etal. 2013)。 こ の 調査 の 対象 と な っ た 
TEE ABIL, AAO UE TER T — X (線量 100mSy 未 満 の 被 嘆 者 約 7 万 人 ) に 
比べ 10 倍 多く 、 ま た 被 喋 線量 の 合計 は 4 倍 多 いも の と な っ て いる 。 

この CT スキ ャ ン 受 診 者 調査 の 結果 、 平 均 実効 線量 が わずか 4.5mSy の CT スキ 
ャ ン で あっ て も 、1 度 目 の 受診 か ら 10 年 以内 に が ん を 発症 する 確率 は 24 パ ー セ 
ント 上 昇 し 、 ま た その 後 受診 する た びに 16 パ ー セ ント 上 昇 す る こと が 明らか に 
な っ た (Mathews et al. 2013) 。 ま た 受診 か ら が ん を 発症 する まで の 期間 は わずか 2 
年 だ っ た 。 最 初 の CT スキ ャ ン 受 診 後 の 追跡 調査 期間 は 平均 お よそ 10 年 な の で 、 
被 早 し た 人 間 は 生涯 に わた っ て 新た な が ん を 発症 する 可能 性 が ある 。 調査 対象 者 
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の 年 齢 層 と 追跡 調査 の 期間 が 類似 し て いる こと か ら 、CT ス キャ ン に よる 白血病 
の リス ク は 、 日 本 の 接 爆 者 に お ける それ と ほぼ 同じ で ある 。 し か し より 大 規模 な 
CT スキ ャ ン 調 査 に お いて は 固形 が ん の リス ク が は る か に 大 きく 現われ て お り 、 
日 本 の 調査 と 比べ 、 脳 が ん の リス ク は 12.5 倍 (Smoll et al. 2016)、 固 形 が ん 全体 
の リス ク は 9 倍 と な る (Mathews et al. 2013). 白血病 と 脳 が ん に 関す る こう し た 発 
見 は 、 オ ー ス トラ リア で 行なわ れ た この 調査 と 、 イ ギリ ス で 実施 され た より 小 規 
模 な 調査 ( 他 の 固形 が ん は 調査 対象 に し て いな い ) と で 極め て 似通っ て いる 
(Pearce et al. 2012) 。 

オー スト ラリ ア の 調査 研究 は 、 低 線量 放射 線 に 関し て 行なわ れ た 集団 調査 の 中 
で 最大 規模 で あり 、 ま た 放射 線 の 影響 を 最も 受け や すい 年 齢 集団 で ある 子ども が 
調査 対象 で ある こと か ら 、 そ の 結果 は より 重要 性 を 帯び て いる 。 こ れ ら の 調査 
究 は 、 低 線量 放射 線 、 早 い 時 期 の が ん 発症 、 そ し て 子ども と いう 年 齢 集団 に つい 
て 日 本 の 被爆 者 調査 に 存在 し て いた 重大 な 溝 を 埋め る も の で ある 。 こ れ ら の 子 ど 
も を 対象 と する より 長期 の 追跡 調査 と 、 放 射線 医療 に 伴う リス ク の 検証 は 今 も 行 
な われ て お り 、 今 後 数 年 間 で 重要 な 新 発 見 が な され る も の と 期待 きれ て いる 。 そ 
う し た 調査 研究 の 結果 、 す で に 放射 線 リ スク の 見 積 り が 上 方 修正 され 、 ま た 放射 
線 の 影響 を 最も 受け や すい 人 々 を 確実 に 守る べく 、 欄 上 蝶 線 量 の 許容 上 限 も 引き 下 
げ ら れ て いる 。 さ きら に 、 放 射線 に 関係 する が ん の リス ク に 関し 、 被 蝶 線 量 と 発症 

能 性 の 相関 関係 を 示す グラ フ は これ まで 想定 され て いた よう に 直線 で は な く 、 

と り わ け 子 ども の 場合 、 低 線量 に お いて 勾配 が 急 で ある 、 つ まり 1mSy あ た り の 
影響 は 低 線 量 に お ける ほう が 大 きい 、 と 結論 づけ られ る 可能 性 が 高い (Smoll et 
al. 2016)。 ま た 被 明 後 すぐ に 発症 する が ん の 増加 が 放射 線 の 影響 を 受け や すい 
人 々 の 間 で 最大 と な る 、 と いう こと も 示さ れ よ うと し て いる 。 


原子 力 産業 に 携わる 労働 者 の が ん リス ク 

原子 力 産業 労働 者 の 白血病 リス ク (Leuraud et al. 2015) お よび が ん リス ク 
(Richardson et al. 2015) に 関し 、 国 際 が ん 研究 機関 の も と で 実施 され た 数 十 万 人 
規模 に 上 る 長期 調査 の 最新 結果 が 2015 年 に 公表 され た 。 こ の 調査 は フラ ンス 、 
イギリス 、 ア メリ カ の 労働 者 30 万 8,000 人 を 対象 と する も の で あり 、 そ の 一 部 は 
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1944 年 か ら 追跡 調査 の 対象 と され て いる 。 ま た 平均 追跡 調査 期間 は 26 年 、 調 査 
対象 の 平均 年 齢 は 58 歳 で ある 。 そ の 結果 、 直 腸 の 放射 線 被 蝶 Cice C OBE © Hl 
定 する 最も 一 般 的 な 方 法 で ある ) の 総計 は 、 低 線量 を 被 時 し た 日 本 の 被爆 者 の 総 
Teles ski kok. 原子 力 労働 者 の 平均 被 蝶 線量 率 は わずか 1.1mGy 年 
に 過ぎ ず 、 こ れ は 世界 の 大 半 の 場所 に お ける 自然 放射 線 よ り も 少な い 。 ま た 累積 
線量 も 、 原 子 力 産業 に 携わる 労働 者 の 最も 一 般 的 な 許容 上 限 値 で ある 年 あたり 平 
均 20mSy を 下回っ て いる (調査 対象 と な っ た 労働 者 の 平均 勤務 年 数 は 12 年 で あり 、 
その 間 に 被 蝶 し た 累積 線量 は 平均 20mSv 弱 だ っ た ) 。 
語形 が ん の リス ク は 、 日 本 の 男性 被爆 者 (20 歳 か ら 60 歳 まで ) の それ と 統計 的 
に 比較 可能 だ が 、 原 子 力 労働 者 の ほう が 50 パ ー セ ント 高く 、 加 齢 が 進む 中 で ま 
すま す 増 大 する も の と 思わ れる 。 ま た 白血病 の リス ク に 関し て も 、 日 本 の 男性 被 
爆 者 (20 歳 か ら 60 歳 まで ) と ほぼ 同様 で ある 。 な お 調査 対象 の 平均 年 齢 が 58 歳 
で ある こと か ら 、 が ん お よび 慢性 病 の 発症 が 加速 し つつ ある こと に 留意 する 必要 
が ある 。 

これ ら の 大 規模 調査 は 、 被 蝶 し た 線量 が か な り 低 く 、 職 業 上 の 許容 上 限 を 下 
っ て いた と し て も 、 リ スク が ある こと を 示し て いる 。 同 じ 線 量 を 長期 間 に わ た っ 
THETA (つま り 線 量 率 が 低い ) こと が リス ク の 縮小 に つなが る も の で な いこ 
と は 、 こ の 結果 か ら 明 ら か で ある 。BEIR VII 報 告 書 は 低 線 量 の 被 蝶 線 量 率 割引 
係数 を 1.5 と 設定 し て お り 、ICRP を は じ め と する 放射 線 防護 機関 の 多く は 係数 
と し て 2 を 用 いて いる 。 し か し こう し た 係数 は 、 世 界 保 健 機関 (WHO) 232013 
年 に 公表 し た 福島 原発 事故 に よる 健康 へ の 影響 に 関す る 報告 書 の 中 で は 用 いら れ 
て お ら ず 、 原 子 放射 線 の 影響 に 関す る 国連 科学 委員 会 (UNSCEAR) も 2013 年 に 
この 係数 の 使用 を 取り や め た (UNSCEAR 2014), 。CT ス キャ ン お よび 原子 力 産業 
労働 者 に 関す る 調査 研究 か ら 、 電 離 放射 線 に よる が ん の リス ク に し きい 値 は 存在 
し な いと 結論 づけ られ る 。 
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チェ ル ノ ブ イリ お よび 福島 原発 事故 で 被 晒 し た 人 々 に お ける 、 が ん な どの 
健康 に 対す る 影響 


1986 年 に 発生 し た チェ ル ノ ブ イリ 原発 事故 に よる 影響 が 、 最 近 に な っ て 自主 
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的 に 見 直さ きれ て いる (Fairlie 2016)。 以下 に 主要 な 研究 結果 を 示す 。 


・2065 年 まで に ヨー ロッ パ で 4 万 人 が 、 チ ェ ル ノブ イリ 原発 事故 に 由来 する が ん 
の た め 死 亡 す る と 推定 され る 。 

・ 甲 状 腺 が ん の 発症 件 数 が すでに 6,000 件 増え て お り 、2065 年 まで に さら に 1 万 

件 増え る も の と 予想 され る 。 当初 は 子ども ち に ほぼ 限ら ちら れ て いた が 、 近 年 で は 年 

長者 も 発症 し て いる 。 甲状腺 が ん の 増加 は 、 オ ー ス トリ ア 、 ス ロバ キア 、 チ ェ 
コ 共 和 国 、 お よび ポー ラン ド な ど 他 の 多く の 国々 で も 確認 され て お り 、 少 な く 
と も その 一 部 は チェ ル ノ ブ イリ が 原因 で ある と 思わ れる 。 

・ 推定 60 万 な いし 80 万 人 に 上 る 除 柴 作業 員 の 間 で 白血病 と 甲状腺 が ん の 発生 率 
が 高まっ て お り 、 ま た 以前 に 考え られ て いた より も 低い し きい 値 (100— 
250mGy) で の 白内障 の 増加 が 見 られ る 。 

・ チ ェ ル ノブ イリ 事 逆 に よっ て 汚染 きれ た 地域 で 先天 的 奇形 の 増加 が 確認 され る 
こと は な いと 、 各 国際 機関 が 予測 し て いる に も か か わら ず 、 放 射 能 汚染 が 著 し 
い ウ クラ イナ の リウ ネ ・ ポ リー シャ 地方 で 神経 系 統 の 先天 性 異常 の 増加 が 確認 
され た 。 こ れ に は 二分 谷 椎 、 無 脳症 、 小 頭 症 、 眼 球 の 未成 熟 も し く は 欠落 と い 
っ た 神経 管 欠損 の 諸 症 状 も 含ま れる (Dancause et al. 2010) 。 

・ ベ ラル ー シ お よび ウクライナ の 汚染 が 最も 激しい 地域 に お ける 乳がん 発生 率 が 

MLT. 

・ 放射 能 汚染 に よる 生活 の 混乱 、 お よび 放射 能 リ スク に 対す る 長期 の 心労 も 、 健 

康 に 悪影響 を 及ぼ し 得る 一 一 事故 後 数 十 年 経っ た 今 も な お 、 除 染 作 業 員 の 間 で 

鬱病 や 心 的 外傷 後 ス トレ ス 障 害 (PTSD) の 発生 率 が 増加 し て お り 、 ま た 被 蝶 

し た 子ども の 母親 も 錦 病 や 不安 障害 と いっ た 精神 障害 の リス ク に 晒さ れ て いる 。 


日 本 お よび 世界 の 様々 な 機関 は 、 福 島原 発 事故 の 結果 と し て 放射 能 に よる 健康 
へ の 悪影響 が 見 られ る 可能 性 は 低い と 述べ て いる が 、 こ うし た に わか に 信じ 難い 
見 通し は 誤り で ある こと が すでに 立証 され て いる 。 日 本 の 復興 庁 は 福島 県 に お け 
る 2016 年 初頭 まで の 原発 関連 死者 数 を 3.407 名 と 推計 し て いる (AFS RENE S 
よる 死者 、 放 射 能 汚染 地域 に お ける 慢性 病 患 者 の 治療 継続 国難 、 そ し て 自殺 も 
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る )。 被 蝶 し た 住民 に 対す る 包括 的 な 集団 検診 や 継続 管理 が 行なわ れ て いな いこ 
と 、 お よび 関連 する 地域 の 多く で が ん 患者 の 登録 が 十分 行なわ れ て いな いこ と は 、 
健康 問題 を 突き 止め 対応 する 能力 が 限ら れ て いる こと を 意味 する 。 
福島 県 で 行なわ れ よ うと し て いる より 効果 的 な 方 策 の 一 つが 、 震 災 当 時 18 歳 
未満 だ っ た 少年 少女 を 対象 と する 、 超 音波 を 用 いた 甲状腺 の 定期 検査 (スク リー 
ニン グ ) で ある (た だ し 放射 能 の 影響 を 受け た 他 の 県 で は 実施 され て いな い )。 対象 
者 の 24 な いし 29 パ ー セ ント が いま が だ 検査 を 受け て いな い (2016 年 9 月 現在 ) も 
の の 、 甲 状 腺 異常 を 発見 し よう と する こう し た 意欲 的 な 取り 組み は 、 集 団 検診 の 
計画 が な い 場 合 に 比べ て より 多く の 義 胞 や 結節 の 発見 に つなが る も の と 期待 され 
て お り 、 現 時 点 ま で に 突き 止め られ た 事実 に よる と 、 福 島 県 に お ける 甲状腺 の 被 
蝶 線 量 は チェ ル ノ ブ イリ 事故 後 の 水 準 よ り も は る か に 低い と 推定 され た に も か か 
わら ず 、 甲 状 腺 が ん の 大 量 発生 を 示す 初期 の 証拠 が 現われ つつ ある と いう 。 
2015 年 末 ま で に 福島 県 の 子ども 113 人 が 甲状腺 が ん と 診断 され て お り 、 う ち 51 
人 は 2 度目 の 超 音 波 ス クリ ー ニ ング で 発見 され た が (Tsuda et al. 2016a, 2016b) 、 
それ を 基 に 次 の 事実 が 導き 出せ る 。 


iu 


・ 福島 県 で 当初 突き 止め られ た 甲状腺 が ん の 発生 率 は 、 日 本 人 平均 の 20 倍 か ら 
50 倍 に 上 っ た 。 

・ 初 回 の 2 年 後に 行なわ れ た 2 度目 の 超 音 流 ス クリ ー ニ ング に お いて も 、 が ん 発 
生 率 は 日 本 人 平均 の 20 倍 か ら 38 倍 に 上 っ て お り 、 ス クリ ー ニ ング の 強化 だ け 
で は この 差異 を 説明 で き な い 。 

・ 福島 県 内 で 最も 汚染 が 著しい 地域 の 甲状腺 が ん 発生 率 は 、 最 も 汚染 され て いな 
い 地 域 の それ に 比べ て 2.6 倍 に 上 っ て いる 。 

・ 診 断 さ れ た が ん は 主 に 良性 で あっ た と いう 事実 は な い 一 一 手術 に 至っ た 症例 の 
うち 92 パ ー セ ント に お いて 、 が ん は リン パ 節 や 他 の 器官 な ど 甲 状 腺 の 外 に 転 
移し て いた 。 


な お 2016 年 9 月 の 時 点 で 、 ス クリ ー ニ ング を 受け た 福島 県 の 子ども の うち 、 
甲状腺 が ん と 診断 され た 人 数 は 145 名 に 上 る 。 
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汚染 地域 に 住む 人 間 以 外 の 生物 に 対す る 放射 線 の 影響 

ティ モ シ ー・ ム ソー と アン ダー ス ・ モ ラー は 本 書 の 中 で 、 チ ェ ル ノブ イリ と 福 
島 の 汚染 地域 で 暮らす 人 間 以 外 の 生物 に 対す る 放射 線 の 影響 に つい て 驚く べき 証 
拠 の 数 々 一 一 その 大 半 は 二 人 に よっ て 集め られ た も の で ある 一 一 を 概説 し て いる 。 
事実 上 全て の 生物 お よび 生態 学 的 共同 体 に つい て 調査 され た 結果 一 一 土壌 中 の バ 
ク テ リ ア や 木々 に 生息 する 菌類 か ら 、 様 々 な 昆虫 、 多 味 、 鳥 類 、 そ し て 大 小 の 哨 
乳 類 に 至る まで 一 一 生物 学 的 な 悪影響 が 突き 止め られ た 。 そ れ は 放射 能 汚染 の 度 
合い に 比例 し 、 明 確 な し きい 値 は 存在 せ ず 、 ま た 悪影響 の 大 半 は 年 あたり 1 一 
10mGy DA CH BLL TOA. 

人 間 が 同様 の 影響 を 受け な いと いう の は 生物 学 的 に 考え 難い 。 近 年 集め られ た 
人 間 に 関 する デー タ で も 、 放 射 能 の 生物 学 的 影響 が 以前 の 了 予測 より も 大 きい と い 
う 、 人 間 以 外 の 生物 と 同様 の 傾向 が 示さ れ て いる 。 ム ソー と モラ ー に よる 研究 結 
果 は 、 生 物 が 暮らす 現実 の 生態 学 的 環境 お よび 条件 に お いて 放射 線 の 影響 を 評 人 
する こと 、 そ し て 生殖 細胞 ゃ 胎 芽 な ど 、 最 も 脆弱 な 発達 段階 、 組 織 、 お よび 器官 
を そこ に 含め て 考え る こと の 重要 性 を 示し て いる 。 


放射 線 と 健康 に 関す る 歴史 の 概説 


証拠 が 政策 や 実践 に 反映 され る まで の 遅れ 、 既 得 権益 の 
不当 な 影響 力 、 科 学界 ・ 医 学界 の 腐敗 


歴史 的 に 見 て 、 国 民 の 健康 に 関す る 事実 の 証拠 が 政策 や 実践 に 反 喘 され る まで 
に 数 十 年 を 要する こと は 珍し く な く 、 時 に は 100 年 近く か か る こと も あっ た 。 と 
り わ け そ の リス ク が 、 補 暖か ら 結 果 の 出現 まで の 長い 期間 に 及 ん で いる 場合 、 

し て 強力 な 既得 権益 が 存在 する 場合 は な お さら で ある 。 そ の 例 と し て 喫煙 、 ア ス 
ベス ト 、 ア ルコ ー ル 、 不 健康 な 「 ジ ャ ンク フー ド 」、 化 石 燃料 、 そ し て 低 線 量 の 
放射 線 が 挙げ られ る 。 特 に 放射 線 と 化石 燃料 に つい て は 、 大 半 の 被害 者 は 顔 も 名 
前 も わか ら な いと いう 匿名 性 に まつ わる 問題 が あり 、 そ の こと が 否定 、 無 関心 、 


240 第 3 部 原発 推進 の 真 の コス ト 


そし て 意 慢 を 一 層 甚 だ し いも ゃ も の に し て いる 。 放射 能 に よっ て 引き 起こ され た が ん 
(な いし 心臓 発作 ) を 、 喫 煙 や 化学 物質 な ど 他 の 要因 に よっ て 引き 起こ され た も 
の と 区 別 す る の は 一 般 的 に 不可 能 で あり 、 ま た が ん の 大 半 は 数 多く の 複合 的 な 要 
因 に よる も の で ある 。 従っ て 放射 線 に よる 犠牲 者 の 多く は 個人 的 に 原因 を 識別 で 
きず 、 そ の 他 多 く の 事 例 の 中 に 埋没 する こと と な る 。 放 射線 は 目 に 見 え ず 、 存 在 
を 感じ られ ず 、 臭 わ ず 、 ま た 味 も し な い 。 高 線量 を 被 蝶 し た 際 の 急性 放射 線 障害 
を 除き 、 放 射線 が 自分 に 害 を 及ぼ し て いる こと は 実感 で き な い 。 長期 の 遺伝 子 障 
害 や が ん は 、 発 現す る まで に 通常 で 数 年 、 時 に は 数 十 年 を 要する 。 こ うし た 要因 
の た め 、 放 射線 の 影響 は し ば し ば 十分 認識 され て いな いか 、 あ る い は 過小 評価 さ 
れ て いる 。 し か し そう だ と し て も 、 被 害 を 受け た 人 々 や その 家族 は 現実 の 存在 で 
あり 、 苦 痛 や 早 す ぎる 死 を 防ぐ 努力 は され な けれ ば な ら な い 。 そ の 例 が 大 気 圏内 
核 実験 に よっ て 世界 中 に 降り 注い だ 放射 性 物質 で あり 、 そ の た め に 全 人 類 が 体内 
に 放射 性 物質 を 抱え 、 最 終 的 に 200 万 人 の が ん に よる 死者 と 、 そ れ と 同じ 数 の 死 
に 至ら な い が ん 患者 を 生み 出す も の と 予想 され る (Ruff2015)。 し か し 核 実験 関 
係 者 や その 風下 で 暮らし て いた 人 々 の 一 部 を 除き 、 こ れ ら 核 実験 に よる が ん で 苦 
し み 、 あ る い は 命 を 絶た れ た 個人 の 大 半 は 、 個 人 的 に 認識 され る こと は な い の で 
ある 。 

放射 能 に よる 健康 へ の 影響 に つい て 、 そ れ に 関す る 力学 、 制 度 、 そ し て 対立 を 
理解 する に あたっ て は 、 よ り 幅 広い 歴史 的 状況 を 把握 する こと が 重要 で ある 。 核 
兵器 は あら ゆる 武器 の 中 で 最も 破壊 力 が 大 きく 、 地 球 上 の 生物 に と っ て 現存 する 
RADENTE, し か し 一 部 の 国家 で は それ が 政治 や 政策 の 中 心 に あり 、 大 国 
と いえ ども 例外 で は な い 。 核保有 国 が 核兵器 の 廃絶 を 目指 し 、 法 的 拘束 力 の ある 
核 不 拡散 条約 を 締結 し て お よそ 半 世 紀 、 世 界 に は いま だ 1 万 4.930 発 も の 核兵器 
が 存在 し て お り (Kristensen and Norris 2017) 、 軍 縮 条 約 交渉 も 行なわ れ て お ら ず 、 
また 核兵器 を 保有 する 9 ヵ国 は 大 規模 な 投資 を 行い (アメ リカ だ け で も 続く 30 年 
で 1 兆 ド ル )、 そ の 近代 化 と 配備 を 将来 に わた っ て 進め よう と し て いる (Kristensen 
and McKinzie 2015), (tied. War HE, CL CT FAY — Ho TE 
条約 は 、 す で に 大 部 分 が 効力 を 発揮 し つつ ある 。 ま た 2017 年 7 月 7 日 、 史 上 初 と 
な る 包括 的 な 核兵器 禁止 条約 が 、122 ヵ 国 の 賛成 に より 国際 連合 (UN) で つい に 


採択 され た 。 こ の 条約 1 
が 正当 な 目的 に 資す る こと は な く 、 
う 明 確 な 論拠 に 基づい て いる 。 し か 
の 条約 に 反対 し て お り 、 
過去 70 年 以上 に わた り 、 
いた こと が 、 そ の 拡散 だ け で な く 、 
原子 炉 、 お よび 使 


v 
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ょ 、 全 て の 兵器 の 中 で 最も 無 差 別 的 か つ 非 人 道 的 な 核兵器 
地球 を 破壊 する 
し 核兵器 保有 
いま も る 核兵器 の 廃絶 を 拒否 し 続け て いる 。 

国力 を 誇示 する 強力 な 手段 と し て 見 られ て 
核兵器 の 開発 
済み 燃料 再 処理 工場 の 原動力 と な 


自爆 の 爆弾 に 他 な ら な いと い 


国 や それ に 頼っ て いる 国々 は こ 


・ 製 造 に 必要 な ウラ ン 濃 縮 工 場 、 
ょ っ て いた 。1953 年 に 


こ お い て 「 平 和 の た め の 原 子 力 」 


演説 を 行う と 、 研 究 炉 お よび 同仁 


本 製造 


原子 炉 、 そ し て 原子 力 発電 所 の 導入 が 
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を 建設 する こと は 、 両 都市 に お ける 惨劇 の 記憶 か ら 我々 全て を 高み 
上 げ る 、 劇 的 か つ キ リス ト 教 的 な 行為 と 言う こと が で きよ う 。 
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歴史 を 全て 記す こと は で き な い が 、 ア リス ・ ス チュ ワー ト 、 ジ ョ ー ジ ・ ニ ー ル 、 
トー マス ・ マ ンク ー ゾ 、 エ ド ワ ー ド ・ マ ー テ ル 、 そ し て カー ル ・ ジ ョ ン ソ ン を は 
じ め と する 科学 者 や 医師 の 勇気 と 科学 的 頁 献 を 認識 し 、 敬 意 を 表す る こと の 重要 
性 を 強調 し て お きた い 。 放 射線 に よる 健康 リス ク の 大 き さ に 関す る 彼ら の 重要 な 
科学 的 研究 は 、 原 子 力 分 野 の 巨大 な 既得 権益 に と っ て 好ま し か ら ざ る も の で あり 、 
その た め に 迫害 の 対象 と な っ た の だ (Quigley, Louman, and Wing 2012) o 

タバ コ 業 界 の ある 幹部 は 1969 年 に こう 述べ て いる 。「 懐 疑 は 我々 の 武器 で ある 。 
それ こそ が 一 般 大 衆 の 脳 胃 に ある 「 事 実 の 集合 体 』 と 対決 する 最良 の 方 法 で あり 、 
また 反論 の 余地 が ある と 示す 手段 で も ある か ら だ 」 (Brown and Williamson, 
Minnesota Lawsuit 1969)。 こ うし た リス ク の 人 否定 お よび 過小 評価 、 な ら び に 反論 の 
余地 が ある と いう 認識 を 植え つけ る こと は 、 放 射線 に よる 健康 リス ク の 分 野 で も 
広く 行なわ れ て いる 。 こ こ で この 分 野 の 主要 機関 に 関す る 懸念 の 一 部 を 簡単 に 記 
し て お く 。 


世界 保健 機関 (WHO) 


保健 分 野 に お ける 世界 最高 峰 の 技術 組織 で あり 、 世 界 の 全て の 国家 が 加入 し て 
いる WHO は 、 強 大 な 権威 と 権力 を 有 し て お り 、 そ の 報告 書 、 勧 告 、 技 術 基準 、 
そし て ガイ ドラ イン は 注目 の 的 で あり 、 か つ 高 く 評 価 さ れ て いる 。 し か し WHO 
の 活動 は 慢性 的 な 資金 不足 に 足 柳 を は め ら れ て いる 。 放 射線 と 健康 の 分 野 で は 能 
力 だ け で な く 指 導 力 の 欠如 に も 苦し ん で お り 、 国 際 原 子 力 機関 (IAEA). に 比べ 

て 過度 に 従順 で あり 独立 性 も 不 十分 で ある こと が それ に 拍車 を か け て いる 、 と 広 
< く 認識 さ れ て いる 。 両 機関 が 1959 年 に 結ん だ 協定 で は こう 詩 わ れ て いる 。 | 一 方 
の 機関 が 計画 な いし 活動 を 提案 し た と き 、 も う 一 方 の 機関 が そこ に 実質 的 な 利害 
関係 を 有 し て いる 、 あ る い は 有 し て いる と 思わ れる 場合 、 前 者 は 後者 に 助言 を 求 
め 、 相 互 の 合意 に よっ て その 件 の 調整 を 図る も の と する | (IAEA 1959: Article 1.3) 。 

IAEA は 利益 相反 的 な 構造 を 有 し て お り 、 原 子 力 産業 の 基準 お よび 安全 策 を 全 
世界 で 規制 し つつ 、 同 時 に 発電 を 含む 原子 力 技術 を 推進 し て いる 一 一 IAEA は 本 
来 核兵器 の 廃絶 を 目指 し て いる が (IAEA 1957) 、 実 質 的 に は その 拡散 手段 を 促進 
し て いる の だ 。2006 年 に 国連 の 複数 の 機関 が 作成 し た チェ ル ノ ブ イリ 原発 事故 
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の 結果 に 関す る 報告 書 に お いて 、IAEA は 結論 、 配 布 、 お よび 広報 対応 で 主導 的 
な 役割 を 果たし て いる が 、 事 故に よる 健康 被害 の 扱い は 不当 な まで に 控え めで あ 
る (IAEA 2006)。 こ の 報告 書 で は 事故 関連 の 死者 を わずか 4.000 と 見 積もっ て い 
る が 、 国 際 閣 研究 機関 一 一 WHO の 関連 機関 だ が 、 よ り 活 発 な 研究 を 行ない 、 独 
立 性 も 高い が 同年 に 実施 し た 推計 に よる と 、2065 年 まで に 予想 され る が ん 
の 発症 数 は 4 万 1.000 件 、 死 者 は 1 万 6.000 名 (6,700 一 3 万 8.000 名 ) と な っ て いる 
(Cardis et al. 2006) o 

放射 線 被 蝶 と 放射 能 汚染 を も た ら す 最も 重大 な 潜在 的 要因 は 核 戦争 で ある が 、 
その 健康 に 与え る 影響 に つい て WHO は 2 件 の 歴史 的 報告 書 を 作成 し て いる 
(WHO 1983, 1987) 。 ま た 世界 保健 総会 (WHA) に お いて も 、「 核 兵器 は 人 類 の 健 
康 と 福祉 に 対す る 最も 差し 迫っ た 者 威 で ある 」 と 認識 され て いる (WHO 1983). 
1987 年 、WHA は 核 戦 争 の 健康 に 対す る 影響 の 調査 継続 を 決議 する と と も に 
WHO 事務 総長 に 対し 、 そ の 進捗 を 定期 的 に 報告 する よう 求め た 。 し か し そう し 
た 追跡 調査 は 現時 点 で 行なわ れ て いな い 。 
福島 原発 事故 に 関し 、WHO の 役割 は 本 質 的 に 放射 線 被 蝶 量 に 関す る 報告 書 の 
Wife. BLOTS PRC LAH AZ Offa SE o THY (WHO 2012, 
2013)、 災 害 時 の 公 的 保健 管理 に 対す る 国際 的 貢献 、 お よび 被災 者 の 健康 維持 に 
BUT, WHO は 積極 的 な 役割 を 果たし て いな い 。 さ ら に 、 阿 曽 沼 慎司 厚生 労働 
省 事 務 次 官 が WHO 事務 総長 に 対し 、 福 島原 発 事故 に よる 日 本 人 児童 の 甲状腺 へ 
の 放射 線 被 蝶 線量 の 推計 値 を 引き 下げ る よう 直接 圧力 を か けた と 報じ られ た こと 
か ら 、 日 本 政府 に 対す る 疑念 と WHO の 独立 性 へ の 懸念 が 持ち 上 が っ た 。WHO 
は 当初 、 放 射 能 汚 染 が 最も 深刻 な 地域 で の 被 蝶 線 量 を 300—1,000mSv. HRB k 
び 大 阪 で の 被 蝶 線 量 を 10 一 100mSy と 推計 し て いた が 、 最 終 報 告 書 で は それ ぞ れ 
100 一 200mSy お よび 1 一 10mSy に 引き 下げ られ 、 ま た 日 本 政府 は 報告 書 が 公表 さき 

直前 まで 、 よ り 一 層 の 引き 下げ を 図っ て いた と 報じ られ た の で ある (Asahi 

Shimbun GLOBE 2014) o 

WHO の 慢性 的 な 財政 危機 は その 能力 を 弱め 、 収 入 の 大 半 を 各国 政府 の 閉 意 に 
頼っ て いる こと で 独立 性 が 失わ れ て いる 。 そ の 予算 は 1990 一 91 年 度 の 14 億 ドル 
7^ 5 2016—17 年度 に は 44 億 ドル に 増加 する 見 通し だ が 、 各 国政 府 に よる (通常 
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D) 拠出 金 は 毎年 10 億 ドル 未満 の まま 


移し て いる 。 ゆ え に WHO は 


自発 的 な 


寄付 一 一 その 多く は 特定 の 目的 に 紐 づ けさ れ て いる 一 一 に 依存 せ ざ る を 得 ず 、 各 


の が 現状 で ある 。 


国際 放射 線 防護 委員 会 (ICRP) 


し で きだ 。 


自ら を 独立 機関 と 府 っ て お り 、 公 衆 の 


ICRP は 30 ヵ 国 以 上 か ら の 232 名 の 人 員 
通じ て 選ば れる と と も に 、 独 立 し た 専門 家 と し て 
聴き され る 。 正式 に は イギリス の 慈善 団 
な ど 、 そ の 形態 は 


ント 


= 


局 


担当 副 事 務 
業者 か ら 舞 


長 の 荻野 晴 之 博士 は 電力 中 央 研究 所 


国政 府 お よび 慈善 団体 か ら の 寄付 金 は 予算 の 79 パ ー セ ント を 占め て いる と いう 


ICRP は 1928 年 の 創設 以来 、 放 射線 防護 基準 の 勧告 に お いて 主要 な 役割 を 果 た 


利益 に 奉仕 する 公平 で 透明 、 か 
つ 説 明 責 任 を 果たす 組織 で ある と し て いる 。 2014 年 の 年 次 報告 書 に よる と 、 


体 で も や り 、 カ ナダ に 小 規模 な 事務 
共済 会 ある い は クラ ブ 笑 動 に 近い 。2016 年 7 月 現在 の ウェ ブサ 
イト を 覗く だ け で も 、 そ の 独立 性 に は 重大 な 疑問 符 が つけ られ る 。 た と えば 科学 
、 す な わ ち 日 
E 償 で 派遣 され た 人 物 で ある 。 他 に も 原子 力 お よび 核兵器 の 
る 政府 職員 や 、 明 ら か に 既得 権益 を 持つ ウラ ン 採 掘 企 業 カ メ コ 、 ア レヴ ァ ・ 


本 の 商 


ー ス ・ カ ナダ 、 そ し て アメ リカ 、 ヨ ー ロ ッ パ 、 
連 業 者 の 


金 を 提供 


し > 


で 構成 され 、 彼 ら は 開か れ た 選考 過程 を 
自由 意思 に よる 参加 を 前 提 に 招 


Ry E < 


原子 炉 事 
開発 に 携 わ 


リゾ 


日 本 の 原子 炉 事業 者 お よび その 関 
従業 員 が 多数 、ICRP に 在籍 し て いる 。 ま た 多く の 原子 力 関連 企業 が 資 
し て いる 。 既得 権益 を 有する 者 が 多層 的 か つ 密 接 に 関与 


て いる こと は 、 


いか な る 基準 か ら 見 て で も 、 こ うし た 科学 的 組織 に と っ て 明らか に 不適 切 で ある 。 


= 


底 的 に 明らか に され た (NAIC 2012). 
合 会 ( 電 事 連 ) が ICRP 会 
放射 線 防 護 基準 の 繧 和 と 、 
し た こと が 記さ れ て いた 。 ま た 電 事 連 が 別 団 


HORAE 


dll 


き を 含む 放射 線 の 専 
日 本 に お ける 被 蝶 放 射線 量 
KAO 


は な い 


委員 会 が 入手 し た 内 部 文 
門 家 に ロビ ー 活 動 を 行 
の 許容 値 の 引き 上 げ 
H 費 を 装い 、ICRP 
外 へ の 旅費 を 負担 し た こと も 明らか に な っ て いる 。 さらに この 文書 
ば く の 線 量 拘束 値 は 、 規 制 に 取り 組む べき も の で 


日 本 の 国会 が 設置 し た 東京 電力 福島 原子 力 発 電 所 事故 調査 委員 会 (国会 事故 
調 ) に よっ て 、ICRP 内 部 の 腐敗 、 そ し て 既得 権益 に よる 過度 の 影響 力 の 行使 が 


書 に は 、 


電気 
な い 、 
に 成功 
AO ite 
「 職 業 被 


A 
= 


NS 女性 の 特別 な 線量 限 
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度 、 従 事 者 の 特別 な 健康 診断 …… 及 び 緊 急 被ばく の 法令 上 の 線量 限度 に つい て は 
廃止 すべ き 」 と 記さ れ て いた 。 そ し て ロビ ー 活 動 の 結果 、「ICRP2007 年 勧告 等 
に 対す る 電力 の 主張 が 全て 反映 きれ た | の で ある (NAIC 2012: Chapter 5, section 
5.2.3)。ICRP が こう し た 不正 や 不適 切な 慣行 を 是正 し た か 否 か は 、 現 時 点 で 不明 
で ある 。 

また 国会 事故 調 は 原子 炉 事 業者 に つい て 、「 放 射線 の 健康 影響 に 関す る 研究 に 
つい て は 、 よ り 健 康 被害 が 少な いと する 方 向 へ 、 国 内 外 専門 家 の 放 射線 防護 に 関 
する 見 解 に つい て は 、 防 護 や 管理 が 緩和 され る 方 向 へ 、 そ れ ぞ れ 誘 導 し よう と し 
て きた 」 と し て お り 、 電 事 連 の 内 部 文書 に も 「 線 量 影響 が 蓄積 し な いこ と が 科学 
的 に 実証 さき れれ ば 、 将 来 的 に 線量 限度 の 見 直し な ど 大 幅 な 規制 緩和 が 期待 で き 
A] と 記さ れ て いる 。 き さら に 、 東 京 電力 (福島 原子 力 発 電 所 の 所 有 者 お よび 事 
者 ) の 武藤 栄 元 副 社長 は 次 の よう に 述べ て いた 。「 悪 い 研 究 者 に 乗っ 取ら れ て 悪 
い 方 向 に 向かわ ち わ な いよ うに 、 研 究 の 動向 を 監視 し て お く こ と 」] (NAIC 2012: 
Chapter 5, section 5.2.3) 。 


ae 


Ta 


原子 放射 線 の 影響 に 関す る 国連 科学 委員 会 (UNSCEAR) 


大 気 圏内 核 実験 と その 放射 性 降下 物 、 そ し て 乳児 の 口腔 内 に お ける スト ロン チ 
ウム 90 濃度 の 増加 に 対す る 地球 規模 の 懸念 、 お よび 核 実験 へ の 反対 運動 を 受け 、 
国連 総会 は 1955 年 に UNSCEAR を 創設 し た 。 ウェ ブサ イト に よる と 、「 核 爆発 の 
即時 中 止 を 求め る 提案 を か わす 意図 も あっ て 、 電 離 放射 線 の 水準 お よび 影響 に 関 
する 情報 を 収集 ・ 評 価 すべ く 委 員 会 を 設け る と いう 提案 が 国連 総会 に な され た 」 
(UNSCEAR 2016)。UNSCEAR の 創設 は また 、 国 連 教育 科学 文化 機関 (UNESCO) 
や 国際 科学 会 議 を 通じ て 核 実験 に よる 放射 性 降下 物 の 科学 的 調査 を 各国 政府 と は 
無関係 に 支援 する と いう 、 科 学者 た ちの 国際 的 運動 に 対す る 核兵器 保有 国 の 疑念 
も 関係 し て いる (Herran 2014)。 ネ スタ ー・ へ ラン は UNSCEAR 創成 期 に お ける 
米 英 の 科学 分 野 で の 笛 権 構造 を 紹介 する 中 で 、 放 射 性 降下 物 の 危険 性 を 一 貫 し て 
覆い 隠す と いう パタ ー ン が 確立 され た こと を 記し て いる 一 一 一 例 を 挙げ る と 、 
1958 年 に 作成 され た UNSCEAR 初 の 主要 報告 書 に は 、 核 実験 に よる 人 間 の 長期 
被 蝶 の 大 半 を な す 炭 素 14 が 記載 され て いな い (Ruff 2015) 6 
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設立 当初 の UNSCEAR 加 盟 国 は 15 で あり 、 そ の 後 1973 年 と 2011 年 に それ ぞ 
れ 数 ヵ国 が 加わ っ た 結果 、 現 在 の 加盟 国 は 27 で ある 。2016 年 に 中 国 と の 間 で 原 
発 建設 の 枠組 み 合意 を 行なっ た スー ダン を 除き 、 全 て の 加盟 国 は 核兵器 、 原 子 力 
発電 所 、 ま た は 研究 炉 の いずれ か を 保有 し て いる 。 各国 の 代表 と 専門 家 は 政府 に 
pene 、 原 子 力 発電 所 か 原子 力 規制 機関 の 職員 が 大 半 で ある 。 ゆ え に 科 
学 の 技量 に 基づい て 任命 され た 、 独 立 し た 専門 家 と みな すこ と は で き な い 。 
さら に その 一 部 は 原子 力 業 界 と 密接 な 関係 に あり 、ICRP の 会 員 で ある 者 も 複数 
存在 する 。 そ の 代表 と し て UNSCEAR カナ ダ 代 表 団 の 一 員 で あり 、2012 年 に 代 
表 を 務め る 傍ら 、 オ ンタ リオ 州 の 原子 力 発電 事業 者 ブル ー ス 電力 の 下 で 働い て い 
た ダグ ラス ・R・ ボ レア ム 博 士 が 挙げ られ る 。 放 射線 リス ク に 対す る ボ レ ア ム 博 
士 の 見 方 は 現在 入手 可能 な デー タ や 国内 外 の 放射 線 防護 機関 の 見 解 を 反映 し た も 
の で は な く 、 た と えば 「 と も か く 、 低 線量 の 被 嘩 は 、 健 康 に と っ て 危険 で は な く 
有益 で ある 」 (Higson et al. 2007: 259) と 述べ る な ど 、 敏 量 の 放射 線 は 害 よ り も る 益 
の ほう が 大 きい 、 あ る い は 、CT ス キャ ン は が ん の リス ク を も むしろ 減ら す (Scott 
et al. 2008) な ど と 繰り 返し 主張 し て いる 。 ま た ボ レ ア ム 博士 は トロ ・ エ ネル ギー、 
ウラ ニウム ・ ワ ン 、 ヒ ー ス ゲー ト ・ リ ソー ス な ど と いっ た ウラ ン 採 掘 企 業 の 代理 
人 と し て 少な く と も 3 回 オー スト ラリ ア を 訪れ て お り 、「 従 業 員 の 放射 線 教育 」 
や 「 放 射線 と 健康 に 関す る 地域 共同 体 へ の コン サル タン ト 業 務 」 に 従事 し た 一 一 
いずれ も 放射 線 の リス ク を 包み 隠し 、 人 々 を 混乱 させ る た め の 活 動 で ある (Toro 
Energy Limited 2008; MAPW 2012). 

「 気 修 変動 に 関す る 政府 間 パ ネル 」 の 広範 な 業績 評価 シス テム の よう に 、 人 類 
の 健康 を 守る に あたっ て UNSCEAR や ICRP な どの 国際 機関 が 独立 性 と 科学 的 統 
合 の 推進 役 に た に なれ ば と 、 多 く の 人 間 が 願い 、 ま た そう な る も の と 予想 し て いる が 、 
逆 に これ ら の 機関 は 政治 的 ・ 経 済 的 な 既得 権益 に 支配 され 、 誠 明 性 を 欠き 、 ま た 
加盟 国 間 の 利害 関係 に お ける 倫理 基準 も 不 十 分 で ある 。 さ きら に は 証拠 を 恋 意 的 に 
選択 し 、 放 射線 の リス ク を 覆い 隠す と いう パタ ー ン る も 繰り 返し 起き て いる 。 一例 
を 挙げ る と 、 ム ソー と モラ ー は 本 書 の 中 で 、 チ ェ ル ノブ イリ お よび 福島 原発 事故 
が 動植物 に 著しい 影響 を 与え た と する 経験 に 基づく 証拠 が 増え つつ ある と 論じ て 
いる が 、UNSCEAR の 報告 書 は 長年 に わた り 、 自 ら の モデ ル と 合致 し な いと いう 
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理由 で それ ら の 証拠 を 無視 し て きた 。 そ の 上 、 チ ェ ル ノブ イリ 事 逆 に よる 健康 へ 
影響 を 示す 証拠 の 大 半 を も 無視 し た の で ある 。 


将来 に お ける 大 規模 放射 線 被 果 の 可能 性 


地球 上 の 生物 は 環境 放射 線 に よる 絶え 間 な い 影 響 と 生物 学 的 リス ク に 晒さ れ な 
が ら 進 化し て きた が 、 原 子 炉 と 核兵器 の 出現 に よっ て 、 時 間 的 に も 空間 的 に も 類 
を 見 な い 英 大 な 量 の 放射 能 が 放出 され る 可能 性 が 生み 出さ れ た 。 


Sea 


広島 と 長崎 へ の 原爆 投下 、 核 兵器 生産 時 の 放射 能 漏 れ と 廃棄 物 、 そ し て 2.056 
に 上 る 核 実験 は いい ずれ も 、 人 間 の 手 に よる 最も 大 規模 な 環境 放射 能 汚染 の 原因 
で あり 、 今後 数 千年 に わた っ て 人 間 の 健康 を 側 ん で ゆく だ ろう (Ruff2015)。 だ 
が それ で も 、 核 戦争 に よっ て 人 類 が 被る で あろ う 放 射線 被 曇 に 比べ れ ば 物 の 数 で 
な く (WHO 1987; IOM 1986) 、 現 在世 界 に 存在 し て いる 核兵器 1 万 4930 基 の う 
ちほ ん の わずか で も 使用 され れ ば そう な る 可能 性 が 高い (Kristensen and Norris 
2017) 。 核 戦争 に よる 放射 線 被 蝶 の 結果 は 、 線 量 の 水準 に 関わ ら ず は る か に 深刻 
で ある 。 な ぜ な ら 必 然 的 に 他 の 複数 の 要因 、 す な わ ち 怪我 、 ス トレ ス 、 そ し て 健 
康 リス ク を 伴う か ら で あ り 、 さ ら に 核 戦争 時 に 医療 機関 が 有効 に 機能 する と は 考 
えら れ な いか ら で あ る 。 

核兵器 が 存在 する 限り 、 核 戦争 は 現在 進行 中 の リス ク で あり 、 ま た その 可能 性 
は 高まり つつ ある と いう の が 知識 層 の 一 般 的 な 見 解 で ある 。 そ う 考 えら れる 要因 
と し て 、 軍 縮 が 実現 に 至ら な か っ た こと 、 全 て の 核兵器 保有 国 で 大 規模 な 近代 化 
プロ グラ ム が 進め られ て いる こと 、1.800 基 も の 核兵器 が 数 分 以内 に 発射 で きる 
厳戒 態勢 に ある こと 、 核 兵器 の 指揮 ・ 制 御 シ ステ ム に 対す る サイ バー 攻撃 の リス 
ク が 高まっ て いる こと 、 ア メリ カ お よび 北大 西洋 条約 機構 (NATO) と ロシア 、 
ある い は イン ド と パキスタン の 関係 が 悪化 し 、 核 兵器 保有 国 の 強硬 姿勢 が 顕著 に 
な りつ つ あ る こと (これ は 南シナ海 や 朝鮮 半島 に お いて も 同様 で も ある)、 そ し て 桜 
兵器 保有 国 の 多く が 、 軍 事 的 対立 が 激化 し た 際 、 核 兵器 を 最初 に 、 場 合 に よっ て 
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は 早期 に 使用 する と いう 政策 を 打ち 出し て いる こと が 挙げ られ る (Helfand et al. 
2016) 。2015 年 、『 原 子 力 科 学者 会 報 ] は 世界 週末 時 計 の 針 を 0 時 5 分 前 か ら 3 分 
前 に 移動 し 、2016 年 も その 場所 に と ど め た 後 、2017 年 に は 2 分 30 秒 前 と し た 。 
アメ リカ の ウィ リア ム ・ ペ リー 元 国 防 長官 や ロシア の イー ゴリ ・ イ ワ ノ フ 元 外務 
大 臣 と いっ た 人 々 も 、 核 戦争 の 可能 性 が 冷戦 時 より も 高く な っ て お り 、 今 後 も そ 
の 傾向 は 高まる と し て いる (Helfand et al. 2016) 。 

た と え 1 回 で も 都市 で 核 爆発 が 起き た 場合 、 有 効 な 医療 活動 が 実施 され る 可能 
性 は 極め て 低い た め 、 核 兵器 の 即時 全廃 だ けが 核兵器 使用 と いう 必然 的 な 事態 を 
恒久 的 に 防ぐ 唯一 の 手段 で あり 、 ゆ え に 人 類 の 健康 に と っ て も 絶対 不可 欠 で ある 。 
「 核 兵器 の 全廃 に 向け 、 こ れ を 禁止 する 法 的 拘束 力 の ある 制度 ] に 関す る 交渉 を 
2017 年 に 行なう と いう 国連 絵 会 決議 (United Nations General Assembly 2016: 4) は 、 
核 軍縮 の 脱着 状態 を 打破 する 歴史 的 な 契機 で ある 。 核 軍備 の 禁止 と 全廃 に 加え 、 
核兵器 の な い 世 界 を 作り 維持 する に は 、 核 兵器 の 材料 と な る 核 物資 一 一 高 濃縮 ウ 
ラン や 分 離 プ ルト ニウム ーー の 管理 と 廃棄 が 必要 に な る だ ろう 。 そ の た めこ れ ら 
物資 の 生産 を 中 止 し 、 在 庫 に つい て も 可能 な 限り 不可 逆 的 な 形 で 処分 する こと が 
求め られ る 。 ウ ラン 濃縮 工場 が 高 濃縮 ウラ ン の 生産 に も 用 いら れる こと 、 お よび 
原子 炉 で 必然 的 に 生成 され る プル トニ ウム が 使用 済み 燃料 か ら 抽 出さ れる こと は 
それ ぞ れ に 本 来 備 わっ て いる 要素 だ が 、 い ずれ も 原子力 時 代 に お ける 最も 大 き な 
地球 規模 の 健康 リス ク を 引き 起こ し て いる の だ 。 

高 濃縮 ウラ ン の 生産 を 中 止 する こと (von Hippel and IPFM 2016) 、 全 て の ウラ 
ン 濃縮 工場 を 国際 的 な 管理 下 に 置く こと (Diesendorf 2014), 、 そ し て プル トニ ウム 
の 抽出 を 目的 と し た 使用 済み 燃料 の 再 処理 を や め る こと (PFM 2015b) は 、 よ り 
安全 な 世界 に 向け た 重要 な 取り 組み で ある 。 


核 関連 施設 か ら の 放射 能 漏れ 


核 関連 施設 は 通常 の 稼働 時 で も 放射 性 物質 を 放出 し て お り 、 ま た 小 規模 な アク 
シ デ ン ト は 日 常 茶飯 事 で ある 。 原子 力 発 電 所 に お いて は 、 放 射 能 が 極め て 高く 半 
減 期 も 長い 放射 性 物質 が 原子 炉 内 部 や 使用 済み 燃料 プー ル 内 の 燃料 の 中 に 蓄積 さ 
れる 。 使 用 済み 燃料 は 極め て 高温 で 放射 線 も 高い た め 、 乾 式 キ ャ スク で 貯蔵 する 
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まで の 3 な いし 5 年 間 、 循 環 す る 水 の 中 で 冷却 し な けれ ば な ら な い 。 だ が こう し 
た プー ル は 原子 炉 と 異な り 複 数 の 層 か ら 成 る 格納 容器 に 収め られ て いる わけ で は 
な く 、 一 層 の 簡素 な 建物 内 部 に 設置 され て いる 。 福島 第 1 原発 で は 2011 年 の 岩 
災 当 時 、 敷 地内 に 存在 する 放射 性 物質 の うち 70 パ ー セ ント が 使用 済み 燃料 プー 
ル で 保管 され て いた (Stohl et al. 2011)。 だ が 冷却 水 の 循環 装置 や 、 そ れ を 作動 き 
せる 発電 シス テム が 短 時 間 で も 機能 を 失っ た 場合 、 こ れ ら の 燃料 プー ル は 原子 炉 
と 同様 に 火災 や 爆発 に 対し て 脆弱 と な る 。 

公 的 機関 や 製造 業者 の 文書 に よる と 、 福 島 第 1 原発 の 原子 炉 は 地震 その も の で 
な く 津 波 の た め に メル ト ダ ウン を 起こ し た の だ と いう 。 し か し 地震 発生 か ら 津 波 
到来 の 間 に 放 射 能 漏れ が 発生 し て いた と する 証拠 が あり (Stohl et al. 2011; NAIIC 
2012)、 こ れ は 世界 中 の あら め ゆる 原子 力 発電 所 に 対す る 示唆 を 含ん で いる 。 原子 
炉 や 使用 済み 燃料 冷却 装置 の 機能 杏 失 は 、 設 計 の 不備 、 建 設 時 の 欠陥 、 そ し て 
2011 年 3 月 11 日 に 発生 し た 地震 や 津波 の よう な 自然 災害 が 組み 合わ され た 結 
ある い は 電源 シス テム や 准 却 水 の 供給 ・ 循 環 装置 を 物理 的 に 破壊 する と いっ た 夏 
意 の 結果 、 ま た 将来 的 に は サイ バー 攻撃 の 結果 と し て 生じ 得る 。2010 年 に 発見 
され た アメ リカ お よび イス ラ エ ル 製 の マル ウェ ア 、 ス タッ クス ネッ ト は 、 少 な く 
と も 1992 年 以降 頻発 し て いる 原子 力 施設 を 標的 と し た サイ バー 攻撃 の 最も 有名 
な 例 で ある 。 ス タッ クス ネッ ト は イラ ン の 原子 力 発電 所 で 用 いら れ て いる シー メ 
X AIER Step 7 SCADA シ ステ ム に 攻撃 を 仕掛 け 、 ウ ラン 濃縮 用 の 遠心 分 離 機 を 
過剰 に 速く 回 転 さ せる こと で お よそ 1.,000 基 を 部 分 的 に 破壊 し た (Baylon, with 
Brunt and Livingstone 2015), 平均 的 な 出力 +T ギ ガワ ッ ト の 原子 炉 に は 、1 メ ガト ン 
級 の 原子 爆弾 が 放出 する 以上 の 放射 性 物質 (広島 を 壊 減 さ せ た 原 爆 の 67 倍 で 、 半 
減 期 も より 長い ) が 存在 し て いる 。 ゆ え に 2016 年 7 月 1 日 時 点 で 稼働 し て いる 
402 基 の 原子 炉 そ れ ぞ れ が 、 す で に 配置 済み の 巨大 な テロ 兵器 (emp と 
事実 上 な り 得 る の だ 。 

1950 年代 初頭 以降 に 発生 し た 事故 の うち 、 メ ルト ダウ ン に 至っ た こと が 知ら 
れ て いる の は お よそ 20 件 に 上 る (Burns, Ewing, and Navrotsky 2012)。 これら は 異 
な る 国々 に お ける 軍民 の 原子 炉 で 発生 し た も の で あり 、 そ の 設計 も 様々 で ある 。 
その 全て で 放射 性 物質 が 周辺 環境 に 放出 され た わけ で は な いも の の 、 い ずれ も そ 
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うな る 可能 性 が あっ た 。 ま た 国際 原子 力 事象 評価 尺度 (INES) の レベ ル 4 以 上 に 
分 類 き され た 事故 も 同じ く 20 件 に 上 る 。 レ ベル 4 の 事故 は 局所 的 な 影響 を 伴う も 
の で あり 、「 高 い 確率 で 公衆 が 着 し い 大 規模 被 ば く を 受け る 可能 性 の ある 相当 量 
の 放射 性 物質 の 放出 ] を 含む (IAEA n.d.)。 過 去 こ の レベ ル の 事故 は アル ゼン チ 
ン 、 カ ナダ 、 フ ラン ス 、 日 本 、 ス ロバ キア 、 ス イス 、 イ ギリ ス 、 ア メリ カ 、 そ し 
て ソビエト 連邦 お よび ロシア で 発生 し た (Lelieveld, Kunkel, and Lawrence 2012)。 
な お メル ト ダ ウン は 原子 炉 の 運転 年 数 800 年 に つき 1 回 の 割合 で 発生 し て いる が 、 
福島 第 1 原発 や アメ リカ の 多く の 原子 力 発 電 所 で 用 いら れ て いる 、 マ ー ク 1 お よ 
び 2 型 と 呼ば れる 初期 の 設計 に よる 沸 騰 水 型 原子 炉 の 格納 容器 の 場合 、 メ ルト ダ 
ウン の 発生 頻度 は 運転 年 数 630 年 に つき 1 回 と な る (Cochran 2011)。 よ っ て 400 
基 以 上 の 原子 炉 が 稼働 し て いる 現在 、 メ ルト ダウ ン は 数 年 ご と に 発生 する と 予想 
され る 。 

世界 に お ける 主要 な 原発 事故 の 発生 頻度 お よび 放射 性 降下 物 に 関す る レ リ フ ェ 
ルト ら の 分 析 結 果 に よる と 、 放 出さ れ た セシウム 137 の うち 平均 90 パ ー セ ント 
以上 が 50 キロ を 超え る 距離 まで 飛散 し 、 お よそ 半分 は 1.000 キロ 以上 に 達し た と 
いう (Lelieveld, Kunkel, and Lawrence 2012)。 ま た レ リ フ ェ ル ト ら は 、 セ シウム 137 
の 濃度 が 1 平方 メー トル あたり 37 キ ロ ベ ク レル (kBq/m) を 超え た 場合 に 「 重 大 
な 汚染 ] と し て いる が 、 こ れ は 重大 事故 か ら 1 年 間 で 人 間 が 被 時 する 1mSy と い 
う 線 量 と 関係 が ある 。 ま た 事故 の 影響 を 推定 する 基礎 と し て チェ ル ノ ブ イリ 事 
を 用 い 、 か つ 最 悪 レ ベル の 原発 事故 (INES レベ ル 7、 チ ェ ル ノブ イリ と 福島 の 事故 
が これ に あたる ) が 発生 する 歴史 的 頻度 を 仮定 する こと で 、1 年 に つき 1 パー セン 
ト を 超え る 割合 で 発生 する 大 規模 な 原発 事故 に よっ て 、 北 アメ リカ 、 東 アジ ア 、 
そし て ヨー ロッ パ の 大 部 分 で 放射 能 汚染 の リス ク が ある と 推測 し て いる 。 深刻 な 
メル ト ダ ウン に よっ て 平均 13 万 8.000km^ が 40kbq/m* を 超え る セシウム 137 に 汚 
染 さ れ 、 西 ヨー ロッ パ で こう し た 事故 が 発生 し た 場合 に 影響 を 受け る 人 間 は 平均 
2,800 万 人 、 南 アジ ア で は 3,400 万 人 に 上 る と いう の だ 。 
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放射 性 物質 の 拡散 


通常 の 爆弾 を 爆発 させ る な ど 、 水 な いし 食物 供給 に 放射 性 物質 を 拡散 させ る こ 
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電離 放射 線 が 健康 


と は 技術 的 に 容易 で 、 し か も 放射 性 物質 を 入手 で きる 機会 は 豊富 に 


大 量 に 入手 可能 な 放射 性 物質 の うち 最も 危険 な の が 高 
済み 燃料 や 、 プ ルト ニウム を 抽出 する た め 使 ) 


レベ ル 放 射 性 廃棄 物 ( 使 


T o BEBO EIUS 


存在 し て いる 。 


E を 行なっ た 後に 残る 


廃棄 物 ) お よび 使用 済み 燃料 か ら 分 離さ れ た プル トニ ウム で ある 。 現在 世界 に 
お よそ 505 トン の 分 離 プ ルト ニウム が 存在 し て お り 、 そ の うち 半分 


ee oe ee dial eee MAL 


が 民間 施設 で 


は 数 十 万 年 に わ 


た っ て 危険 な 水準 で あり 、 最 高 で 100 万 年 も の 間 地 下水 や 生態 系 か ら 厳 格 に 隔離 
SERMO ey ee 


生み 出し 、 世 界 全体 で の 生成 量 は 1 年 間 で お よそ 1 万 2.000 ト ン に 


2015 年 の 時 点 で 放射 性 廃棄 物 の 蓄積 量 


起こ す も る の で ある 。 
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原子 力 と その 生態 学 的 副産物 


ーー チェ ル ノ ブ イリ と フク シマ の 教訓 


要 E 

TERRE AEE HE) E RDA EE OB 
化 炭素 放出 に よる 気候 変動 へ の 懸念 を 受け 、 温 室 効 果 が ガス を 生ま な い エ ネル 

S ee rc T 
国 と 発展 途上 国 (た と を えば アメ リカ と 中 国 ) は いずれ も 、 原 子 力 こ そ が 解決 
策 の 一 つ で ある と し て きた 。 し か し スリ ー マ イ ル 島 、 チ ェ ル ノブ イリ 、 そ し 
て 最近 で は 福島 で 発生 し た 原発 事故 に よっ て 、 こ の 技術 は ヒュ ー マ ン エラ ー、 
設計 上 の 欠陥 、 そ し て 自然 災害 に 対し て 脆 層 で ある こと が 判明 し 、 か つこ れ 
ら の 事故 に よっ て 、 原 子 力 を 選択 肢 と し て 含む 全て の エネ ルギー 政策 に お い 
CRD EN | 0 2 2 ne M 。 
に 行なわ れ た こう し た 分 析 の 大 半 は 、 事 故 周辺 地域 の 生態 系 シス テム に 潜む 
コス ト を 無視 し て きた 。 必要 に 迫 ら れ 、 あ る い は 政府 の 方 針 に 内 
域 に 住み 続け る こと を 余儀 な くさ れ て いる 人 々 へ の 長期 的 な 影響 に つい て 、 
自然 シス テム の 研究 は それ を 投影 する も る の で あり 、 ゆ え に 必 要 不 可 欠 で ある 。 
本 章 で は チェ ル ノ プ イリ と 福島 に 生息 する 人 間 以 外 の 生物 に 関す る 研究 に つ 
て 論ずる 。 鳥 、 昆 虫 、 贅 歯 動 物 、 微 生物 、 そ し て 樹木 を 対象 と し た 広範 な 
調査 研究 に より 、 か つて は 過小 評価 され て いた 放射 線 被 蝶 を 通じ 、 個 体 、 種 、 
お よび 生態 系 の 機能 が 著しく 損なわ れ て きた こと が 明らか に な っ て いる 。 ま 
た 本 章 で は DNA、 先 天性 欠損 症 、 不 妊 、 が ん 、 そ し て 生存 期間 に 対す る 放 
射線 被虐 の 影響 を 概説 する と と も に 、 放 射 能 汚染 地域 に 暮らす 野生 生物 の 健 
康 お よび 長期 的 な 見 通し を 示す 。 
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チェ ル ノ ブ イリ と 福島 で 発生 し た 核 の 惨事 ! 
も た らし 、 損 傷 を 受け た 原子 炉 の 廃 炉 や 周辺 地域 の 除 染 な ど 、 
(Samet and Seo 2016) o 


店 ドル に 上 る と み ら れ て いる 

放射 性 核種 に よる 生態 学 的 な 影響 

基礎 的 な 科学 研究 に 対す る } 
直接 的 な 影 


JU vs. 
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関 も し ば し ば その よう な 見 解 を 広め て いる 。 さ ら 
成 少 し た 結果 、 放 射 能 
し 、 放 射 性 核種 は 恐れ る に 足ら な 
お ける 野生 動物 の 健康 
する こと を 目的 と し た 、 
場 周辺 で 実施 され た 
た 生物 、 そ し て 恐らく は 人 間 に 対 


こと で 捕獲 され る 可能 性 が : 
られ る と いう 見 解す ら 存在 


に 与え て いる 。 本章 で は 、 チ ェ ル ノブ イ ! 
つい て 放射 能 と の 関連 で 


個体 数 増加 に 
の 科学 的 研究 の 一 部 を 検証 
は 、 事 故 お よび その 他 の 原 
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する 。 


TH 


=r 


BL 
m EE 


過酷 事故 を は る か 


個人 的 に どう 感じ る か は 別に 
分 を 占め て お り 、 今後 】 
基 の 原子 炉 が 稼働 し て お り 、65 基 
基 )。 ま た 発注 中 な い 
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2016) で ある 。 それに よる と 、 福 島原 発 事故 と 同 規模 な いし それ 以上 の 規模 の 事 
故 が 今後 50 年 間 で 発生 する 可能 性 、 今 後 27 年 間 に チ ェ ル ノブ イリ 事故 と 同 規模 
な いし それ より 大 規模 の 事故 が 起こ る 確率 、 そ し て 今後 10 年 間 で マ で スリー マイル 
鳥 事故 と 同 規模 な いし それ より 大 規模 の 事故 が 発生 する 確率 は 、 そ れ ぞ れ 50 パ 
ー セ ント に 達する と いう 。 こ の 分 析 結 果 か ら 将 来 の 原発 事故 は 避け が た いよ うに 
思わ れる が 、 こ うし た 事故 に よる 生態 系 へ の 影響 を 正しく 評価 する の に 必要 な 基 
礎 的 研究 へ の 投資 額 は いま だ 低い 水準 に と ど ま っ て いる 。 


原発 事故 に よる 生態 学 的 影響 を 評価 する た め の 研 究 プ ログ ラム 


放射 能 汚染 が 自然 シス テム に 与え る 影響 に つい て 、 現 在 の 知識 に お ける 空白 を 
部 分 的 に で も 埋め る べく 、 我 々 (ティ モ シ ー・ ム ソー お よび アン ダー ス ・ モ ラー) 
は 2000 年 に 共同 研究 を 始め 、 チ ェ ル ノブ イリ 原発 事 改 が 周辺 に 生息 する 鳥類 の 
個体 群 に いか な る 影響 を 与え た か を 調査 し た 。2005 年 に は 調査 対象 を 拡大 し 、 
昆虫 や 多 味 、 あ る い は 植物 な ど 様 々 な 生物 を 含む よう に な る 。 そ し て 2011 年 7 
月 に は 福島 に お ける 調査 研究 を 開始 し た 。 こ の 研 完 活動 を 進め る に あたっ て 用 い 
た 原理 原則 は 、 以 下 の 疑 問 を 基 に し て いる 。 


ェ ル ノブ イリ (お よび 福島 ) で 観測 され た 放射 線 レ ベル は 、 自 然 個体 群 の 
突然 変異 率 を 上 昇 さ せる と と も に 、 遺 伝 子 の 損傷 を 増やす ほど の 線量 な の か 。 
) これ ら の 地域 に お いて 突然 変異 率 の 上 昇 と 遺伝 子 損傷 の 増加 に つなが る よう 
な 、 表 現 型 へ の 影響 は 見 られ る か 。 

(3) 突然 変異 率 の 上 昇 を も た ら す よう な 適応 度 へ の 影響 (生存 数 お よび 繁殖 数 の 
な ど ) は 見 られ る か 。 

(4) これ ら の 地域 に お ける 突然 変異 率 の 上 昇 に 個体 群 が 適応 し て いる 証拠 は 見 ら 


(5) 自然 個体 群 の 繁殖 お よび 多様 化 に つなが る 放射 線 の 影響 は 見 られ る か 。 
(6) 個体 群 が 放射 線 の 影響 を 受け た 結果 、 生 態 系 に な ん ら か の 影響 が 及ぼ され た 
か 。 
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子 は どの よう な 影響 を 受け る の か と 、 ま ず 頭 に 浮か ぶ だ ろう 。 
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影響 を 与え を た か 、 チ ェ ル ノ 
完結 果 を 示し た の で ある 。 
究 に お いて 、 放 


射線 被 蝶 に 関連 する 突然 変異 お よび 細胞 遺伝 学 的 異常 の 大 き な 増 加 が 見 られ た 。 
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は 観測 され な か っ た こと も 示さ れ て いる 。 だ が これ ら 
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究 は 33 件 中 わ 


ず か 4 件 で あり 、 そ の 全て で 突然 変異 の 有意 な 上 昇 が 見 られ た 。 こ こ で 強調 すべ 
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フォ ー ラ ム 報 告 書 で 考慮 の 対象 に すら な っ て いな いこ と で あり 、 大 き な 影 響 力 を 


有する この 報告 書 は 自然 個体 群 に 対す る 浴 

我々 は 最近 に な っ て チェ ル ノ ブ イリ 個体 群 の 突然 変異 率 に 関す る 調査 f 
ら に 拡大 し 、30 の 種 を 調査 対象 と し た 45 介 
イリ に お ける 放射 線 の 影 
Mousseau 2015)。 メ タ 分 析 は 比較 的 新しい 統計 的 


E 的 悪影響 
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絡 を 検証 すべ く ス ヌス タ 分 析 を 行なっ た (Moller and 
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を 過小 評 1 
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€ (E=0.67, 95 パ ー セ ント 信頼 
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単に 言え を ば 、 対 象 と し た 調査 6 


究 に お ける 全 分 散 の ほぼ 半分 が 放射 線 の 影響 に よ 


っ て 説明 され る と いう こと で あり 、 こ れ は いか な る 基準 と 照ら し 合わ せ て も 極め 


て 大 きい も の で ある 。 ま た 「 フ ェ イ ル セ ー フ 」 の 感度 分 析 を 


いれ ば 、 こ の 結果 
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が どれ だ け 信 頼 で きる か を 決定 で きる 。 フ ェ イ ル セ ー フ 計算 は 、 こ の 平均 的 な 効 
果 量 を 消去 する の に 必要 な 未 公 表 の 無効 な 結果 の 数 を 反映 する 。 そ の 結果 算出 さ 
れ た フェ イル セー フ 数 は 4.132 で あり 、 こ の 発見 の 信頼 度 が 極め て 高い こと を 示 
し て いる (ロー ゼン バー グ 検 定 p=0.05 に お いて る 4135) 。 ま た 間接 検定 で 論文 に お 
ける 偏り の 証拠 は 見 られ な か っ た 。 放 射線 が 突然 変異 に 及ぼ す 影 響 は 分 類 群 ご と 
に 異な っ て お り 、 動 物 よ り も 植物 の ほう が 影響 の 大 きい こと を 示し て いる 。 人間 
の 場合 、 突 然 変異 の 放射 線 に 対す る 感度 は 他 の 種 と 比べ 中 程度 で あっ た 。 こ れ は 
効果 量 が 時 間 と と も に 減少 する こと は な く 、 自 然 的 条件 の 改善 が 見 られ な いこ と 
を 表し て いる 。 ま た 平均 効果 量 が 驚く ほど 大 きか っ た こと は 、 放 射 能 汚染 が 現世 
Ga a 
個体 群 レ ベル で 見 た 影響 は さら に 大 きく 、 放 射 性 物質 に 汚染 され た 地域 の 外 に 

で 及ぶ 可能 性 が ある 。 全体 的 に 見 れ ば 、 自 然 個体 群 が 電 離 放 射線 を 慢性 的 に 被 蝶 
する こと で 生じ る 突然 変異 へ の 影響 に つい て 、 こ の 研究 は 現時 点 で 最も 強力 な 論 
証 と 言え る だ ろう 。 
現在 の と ころ 、 福 島原 発 事故 に よる 遺伝 子 へ の 影響 を 扱っ た 調査 研究 は 比較 的 
少な い 。 琉 球 大 学 の 大 瀧 丈二 准 教 授 は 福島 原発 事故 で 被 蝶 し た 上 蝶 類 を 対象 に 一 連 
の 調査 研究 を 行ない 、 放 射線 被 虹 の 直接 的 結果 と し て 突然 変異 率 が 上 昇 する 強力 
な 証拠 を 発見 し た (Mousseau and Moller 2014 に て 検証 )。 こ れ ら 一連 の 研究 は 内 部 
お よび 外部 の 放射 線 源 を 用 いた 実験 に よっ て 強く 裏づけ られ て お り 、 現 地 で 観測 
され た 突然 変異 率 の 上 昇 と 表現 型 へ の 影響 を 明確 に 立証 し て いる (Mousseau and 
Moller 2014)。 大瀧 率い る グル ー プ が 後に 行なっ た 調査 研究 で も 放射 線 に よる 急 
性 ・ 慢 性 両方 の 影響 が 確認 され 、 ま た その 影響 は 年 月 と と も に 縮小 し て いる が 、 
線量 率 が 数 年 か け て 減少 し た た め と 思わ れる 。 こ こ で 特筆 すべ き は 、 後 天 的 な 突 
然 変異 が 子孫 に 遺伝 する 場合 ちあ る と いう 示唆 で ある 。 総体 的 に 見 て 蝶 類 を 対象 
と し た この 研究 は 、 自 然 個 体 群 に お ける 慢性 的 な 放射 能 の 影響 に つき 最も 厳密 か 
包括 的 な 実験 分 析 結 果 を も た らし た 。 

低 線 量 率 の 被 蝶 が 突然 変異 率 の 上 昇 を も た ら す と いう 仮説 を きら に 裏付け る も 
の と し て 、 自 然 発生 し た 放射 性 物質 が 世界 中 の 動植物 の 個体 群 に 与え た 影響 に つ 
いて 最近 行なわ れ た メタ 分 析 が 挙げ られ る (Moller and Mousseau 2013). 自然 放射 
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線 の レベ ル は 地球 上 の 各地 で 大 きく 異な っ て いる が 、 


それ ! 


は 地表 面 に お ける ウラ 


ン お よび トリ ウム の 堆積 量 と 強い 相関 関 作 に あり 、 そ うし た 場所 は イラ ン の ラム 
サー ル 、 イ ンド の ケラ ラ 、 そ し て ブラ ジル の グ ァ ラ パリ ほか 世界 に 数 多く 存在 す 
る 。 こ の 研究 は 発表 済み の 論文 5.000 点 以 上 を 対象 と し 、 そ こ か ら メ タ 分 析 を 行 
な うに あたり 十分 な 厳 富 さき を も っ て 実施 され た 46 点 が 絞り 込ま れ た 。 個別 の 影 

響 の 多く は 小さ な も の で あり 、 そ れ 自 体 で は 統計 的 に 有意 で な いも の の 、 全 体 的 
に 見 れ ば 、 ゼ ロ 以 上 の 数 値 を 示し た も の は 偶然 に よっ て 生じ 得る 数 より は る か に 

多く 、 効 果 量 の 平均 値 は 0.093 (95 パ ー セ ント 信頼 区 間 0.039 一 0.171) だ っ た 。 こ 
の 結果 か ら 、 自 然 発生 し た 放射 線 へ の 被 早 は 、 検 証 対象 と な 
ント を 説明 する こと が 示唆 され る 。 小さ な 影響 で は ある も の の 、 進 化 と いう 時 間 
の 尺度 で 見 れ ば 決し て 無視 する こと は で き な い 。 こ の 分 析 か ら 得 られ た 第 1 の 結 


E 


そし て 病気 発現 に 小 規模 な が ら 有 意 な 負 の 影響 を も た 


ら す 


トド っ た 差異 の 1 パー セ 


論 は 、 環 境 放 射線 の 自然 的 差異 が 多種 多様 な 動植物 の 免疫 シス テム 、 突 然 変異 率 、 
証拠 が 広範 囲 に わた っ 


て 存在 する 、 と いう も の で ある (Moller and Mousseau 2013) 。 言 い 換えれ ば 、 統 計 
的 に 有意 な 検出 力 の 下 、 そ れ を 下 回 れ ば 影響 が 観察 され な いと いう し きい 値 は 存 


在 し な い 。 自然 放射 線 に 関す る 研究 は また 、 適 応 の 進化 過程 を 検証 する 機会 も も 


た ら す は ず だ が 、 我 々 の 知る 限り そう し た 研究 は いま だ か つて 行なわ れ て いな い 。 
暗 放 射線 と 同 程度 で あり 、 
公衆 衛生 の 観点 か ら 考 慮 する 必要 は な いと いう 、 原 子 力 業界 や 規制 機関 が 繰り 返 


むし ろ こ こ で は 、 原 子 力 発電 所 か ら の 放射 線 放 出 は 環 


し 述べ た 言葉 と は 対象 的 に 、「 自然 環境 レベ ル 」 の 放射 


に 十分 で ある と いう 発見 の ほう が 重要 だ ろう 。 こ の 


ば な ら な いこ と が 示唆 され て いる の だ 。 


f 


[ 線 で も 個体 に 害 を 及ぼ す 
究 に お いて は 、 放 射線 放 
出 の 規模 が 環境 放射 線 の レベ ル と 同 程 度 だ と し て も 、 そ れ を 真剣 に 考慮 し な けれ 


発達 へ の 影響 一 一 色素 欠乏 症 、 非対称 、 脳 の 大 き さ 、 白内障 、 精子 、 お よび 腫瘍 


チェ ル ノ ブ イリ 、 そ し て 現在 の 福島 に 関す る 実証 的 
つ あ り 、 放 射 性 汚染 物質 へ の 被 嘩 に よる 生理 学 的 、 


行動 学 的 影響 が 幅広 く 明 ら か に され て いる 。 こ うし た 影 


研究 
ap 
Ed 


発達 学 
ZE 


は 着 々 と 積み 上 が りつ 
的 、 形 態 学 的 、 そ し て 
の 大 半 は その 根底 に 遺 
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伝 子 学 的 要素 を 有 し て いる が 、 中 に は 直接 的 な 毒性 の 可能 性 が 無視 で き な い 場合 
も ある 。 目 に 見 える 被 冊 の 最初 の 兆候 は 、 鳥 の 羽 、 そ し て 恐らく 貴 乳 類 (福島 の 
RE) の 体毛 に 現われ る 白い 斑点 で ある 。 こ の よう な 「 限 局 性 白 皮 症 ] (限局 
性 白 変 と も 言わ れる ) は チェ ル ノ ブ イリ に 生息 する ツバ メ な ど 、 多 数 の 鳥類 で す 
で に 観察 され て いる (Mousseau and Moller 2014) 。 羽 が 異常 白 変 し た ツバ メ は 福島 
で 2012 年 に アマ チュ ア の 野鳥 観察 者 に よっ て 初め て 発見 され て お り 、 翌 年 に は 
観察 され る 頻度 が 明らか に 増加 し た 。 し か し こう し た 傾向 は 、 災 害 後に 調査 体制 
が 強化 きれ た こと に よる 「 ス クリ ー ニ ング 効果 」 と 部 分 的 に 関係 が ある と 思わ れ 、 
る 調査 が 必要 で ある 。 こ の よう な 部 分 的 白 皮 症 は 生存 可能 性 を 減少 させ る 
も の と 信じ られ て いる が 、 そ の 人 性質 は 次 世代 へ と 遺伝 され 、 ま た 親子 の 類似 か ら 、 
少な く と も 部 分 的 に は 、 生 殖 細 胞 系 で の 突然 変異 が 原因 か も しれ な いと する 十分 
量 の デー タ が 存在 する 。 白 い 羽 の 存在 自体 が 個体 の 活動 (生殖 や 生存 な ど ) に 
接 影響 を 与 を る と は 考え に くい も の の 、 放 射線 に よる 個体 へ の 影響 を 測る 生体 
指標 と し て は 有効 だ と 思わ れる 。 こ うし た 特徴 の 発現 と 、 そ の 根底 に ある 放射 線 
被 曇 に よる 遺伝 子 的 な いし 生理 学 的 メカ ニズム と の 関係 性 を 突き 止め る に は 、 さ 
ら な る 人 研究 が 必要 で ある 。 
チェ ル ノ ブ イリ に 生息 する いく つか の 鳥類 に 関し 、 生 殖 細 胞 系 の 突然 変異 率 を 
推定 すべ く 配 偶 子 の 分 析 が 行なわ れ て きた 。 一例 を 挙げ る と 、 チ ェ ル ノブ イリ の 
ツバ メ で 精子 に 異常 が 発生 する 頻度 は 、 対 照 エ リア で 暮らす 雄 ツ バ メ の それ と 比 
べ 最 大 で 10 倍 に 上 る こと が 報告 され て いる (Mousseau and Moller 2014)。 こ の 異 
常 発生 率 は 血液 、 肝 臓 、 お よび 卵 に お ける 抗 酸化 物質 の 減少 度合 いと 相関 関係 に 
あり 、 放 射 性 物質 の 被 暴 に よる 直接 ・ 間 接 の 影響 か ら DNA を 守る 上 で 抗 酸化 物 
質 が 大 き な 役 割 を 果たし て いる と いう 仮説 を 裏付け て いる 。 ま た チェ ル ノ ブ イリ 
近辺 の 鳥類 を 対象 に 最近 実施 され た 分 析 に よる と 、 調 査 対象 と な っ た 鳥類 10 種 
の うち 9 種 に お いて 、 チ ェ ル ノブ イリ に 生息 する 個体 の 精子 異常 発生 率 が 、 ヨ ー 
ロッ パ 各 地 の 対 照 エ リア に 生息 する 個体 の それ と 比べ は る か に 高い こと が 明らか 
に な り 、 損 傷 の 最も 大 きい 種 は 精子 が より 長く な っ て いた こと か ら 、 放 射 能 汚染 
地域 に 生息 する 鳥類 の 間 で 精子 の 異常 は 珍し く な いと 思わ れる 。 さらに 小型 痺 歯 
類 の 精子 に つい て も 、 形 態 学 に 関す る 同様 の 影響 が 最近 に な っ て 報告 され て いる 
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(Kivisaari et al. 2016)。 ツバメ の 精子 の 遊泳 能力 は 放射 線 の レベ ル と 負 の 相関 関係 
に ある こと は 以前 か ら 知 られ て お り 、 ま た プラ ズ マ 酸化 の 状態 に よっ て 精子 の 活 
発 さ を 予測 で きる こと か ら 、 精 子 の 形成 を 電離 放射 線 に よる 影響 か ら 守 る 上 で 抗 
酸化 物質 が 果たす 役割 に つい て 、 そ の 仮説 に さら に 証拠 を 与え を て いる (Mousseau 
and Moller 2014 に て 検証 )。 こ れ ら の 研究 結果 を 総合 的 に 見 る と 、 精 子 形成 が 低 線 
量 被 蝶 の 影響 を 強く 受け る こと 、 お よび その 結果 と し て 生じ る 雄 の 生殖 機能 の 喪 
失 に よっ て 、 当 該 地域 に 生息 する 多く の 種 に お いて 個体 数 が 減少 し た と いう 観察 
結果 を 部 分 的 に 説明 し 得る こと を 強く 指し 示し て いる (以下 を 参照 の こと )。 
植物 の 花粉 お よび 発芽 に 関す る 研究 も 、 生 殖 機能 そし て 各個 体 の 適応 度 に 対す 
る 放射 線 の 影響 を 測る 上 で 重要 と 思わ れる 。111 種 の 植物 を 対象 に チェ ル ノ ブ イ 
リ で 最近 行なわ れ た 調査 の 結果 、 放 射線 が 花粉 の 生存 力 に 対し て 小 規模 な が ら 有 
意 な 負 の 影響 を 与え を る こと が 判明 し て いる (Moller, Shyu, and Mousseau 2016) 。 そ 

し て その こと は 、 こ れ ら 種 の うち 多く に お いて 発芽 率 が 減少 し て いる 事実 を 、 部 
分 的 に 説明 する も の と 考え られ る (Moller and Mousseau 2017) 。 

他 の 多く の 種類 の 細胞 ゃ 細胞 組織 も 、 チ ェ ル ノブ プイ リ の 汚染 物質 か ら 影 響 を 受 
+ た こと が 示さ れ て いる 。 た と えば 、 鳥 類 で 目 に 見 える 腫瘍 が 発生 する 頻度 は 放 
射 能 汚 染 地 域 に お いて は る か に 高く 、 体 細胞 に お ける 突然 変異 率 の 上 昇 が 原因 と 
思わ れる (Mousseau and Moller 2014 に て 検証 )。 チ ェ ル ノブ イリ に 生息 する 鳥類 の 
間 で 目 に 見 える 腫瘍 が 発生 する 割合 は 1,000 羽 中 15 羽 以上 だ が 、 大 規模 な 調査 
(観測 対象 3 万 5.000 羽 ) が 実施 きれ た デン マー ク の 個体 群 で は 1 羽 も 発生 し て い 
な い 。 ま た チェ ル ノ ブ イリ の 寿 歯 類 を 対象 に 最近 行なわ れ た 調査 で は 、 セ シウム 
137 の 全身 被 蝶 に より 腫瘍 発生 率 が 増加 する こと が 示唆 され て いる 。 

第 2 次 世界 大 戦 の 終結 直後 、 原 爆 の 生存 者 の 間 で 放射 線 に よる 白内障 が 発生 し 、 
放射 線 被 早 と の 相関 関係 が 非常 に 高い こと が 示さ れ た (Otake and Schull 1991). 
同様 に チェ ル ノ ブ イリ に お いて も 、 白 内 障 発 症 の 頻度 と 規模 は 放射 線 被 蝶 と 相関 
関係 に あり 、 環 境 放 射線 の レベ ル が 高い 地域 に 生息 する 鳥類 は 片目 な いし 両目 が 
白濁 する 可能 性 が 高い (Mousseau and Moller 2014), 。 人 間 に お ける 放射 線 由来 の 白 
内 障 と 同じ く 、 そ の 現象 は 鳥 の 年 齢 と 無関係 で あり 、 放 射線 が 白濁 の 発生 原因 で 
ある と いう 仮説 を さら に 裏付け て いる 。 ま た レー マン ら 研 究 者 は 最近 、 ウ クラ イ 
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ナ の 放射 能 汚染 地域 に 生息 する 表 歯 類 の 間 で 白内障 の 発症 率 が 大 きく 上 昇 し て い 
る こと を 報告 し て お り (Lehmann et al. 2016) 、 電 離 放射 線 被 蝶 の 信頼 に 足る 生体 
指標 と し て 白内障 の 発症 が 有効 で ある こと を 示し た 。 明 示 的 に 証明 され た わけ で 
は な いも の の 、 白 内 障 に よる 視力 低下 は 動物 の 適応 度 (捕食 者 か ら の 逃走 や 食物 
の 発見 な ど ) に 大 き な 影 響 を 及ぼ す も の と 考え られ る 。 

神経 の 発達 が 電離 放射 線 の 影響 を 受け や すい こと は 以前 か ら 知 られ て いた 。 H 
生前 に 原爆 の 被害 を 受け た 広島 お よび 長崎 の 生存 者 を 対象 と し た 多く の 研究 で も 、 
深刻 な 知能 障害 や 小 頭 症 が 電離 放射 線 被 蝶 の 直接 的 結果 と し て 示さ れ て いる 
(Oake and Schull 1998), 。 チ ェ ル ノブ イリ に お いて も 、 放 射線 濃度 が 高い 地域 に 住 
む 鳥 は 脳 が 縮小 し て お り 、 生 存 可能 性 の 減少 に 結び つい た こと が 判明 し て いる 
(Mousseau and Moller 2014 に て 検証 )。 同 様 の 影響 は チェ ル ノ ブ イリ お よび 福島 に 
生息 する 青 歯 類 で も 確認 され て いる (Mappes et al. 2016)。 

チェ ル ノ ブ イリ の 放射 能 汚染 地域 に 生息 する 野生 動物 に つい て は これ 以外 に も 
様々 な 形態 学 的 ・ 行 動 学 的 異常 が 報告 きれ て いる が 、 時 間 、 努 力 、 そ し て 想像 力 
さえ あれ ば チェ ル ノ ブ イリ 原発 事故 に よる 生物 学 的 影響 は これ か ら も 突き 止め ら 
れる と 思わ れる 。 こ れ を 裏付け る の が 、 カ ッ コ ウ の 呼び か け 行 動 を 対象 と し た 最 
近 の 研究 で ある (Møller et al. 2016) 。 こ の 研究 に お いて 筆者 ちら は 、 雄 129 羽 の 鳴 
き 声 に お ける 「 音 節 」 の 数 と 、 ウ クラ イナ 各地 で 観測 され た 「 異 常 な 」 鳴き 声 の 
発生 頻度 を 調査 し た 。 観 測地 点 の 線量 は 毎時 0.01 マイ クロ シー ベル ト (pSv/h) 


4 


OI 総体 的 に 見 て 、 放 射 能 汚染 地域 に お ける 雄 の 鳴き 声 は 
音節 数 が 少な く 、 異 常 が 多かっ た 。 ま た その 他 の 環境 変数 に よる 浴 在 的 影響 を 排 
除 し た 後 も 、 OMAR he AMOBICHT SEND 39 OB A 


ら 推測 する の は 不可 能 だ が 、 放 射 能 汚染 は 様々 な 面 で 自然 シス テム に 明確 な 影響 
を 与え を て いる の で ある 。 


高 線量 地域 に お ける 個体 群 の 数 と 生物 多様 性 


: 


保全 生物 学者 に と っ て の 主要 な 問題 は 、 チ ェ ル ノブ イリ お よび 福島 に 生息 する 
個体 群 で 観測 され た 笑 然 変異 の 蓄積 に よる 適応 度 へ の 影響 と 、 そ の 結果 生じ る 発 
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達 へ の 影響 で ある 。 我々 は それ を 突き 止め ある べく 、 チ ェ ル ノブ イリ と 福島 の 動物 
を 対象 に 、 個 体 群 の 規模 、 種 の 数 (すなわち 生物 多様 性 )、 雄 肉 の 比率 、 生 存 率 お 
よび 生殖 率 、 そ し て 移住 パタ ー ン の 解明 を 目的 と する 統計 的 調査 を 行なっ た 。v 
ずれ の 放射 能 汚染 地域 に お いて も 放射 性 物質 の 分 布 は 極め て 不 均等 な た め 、 汚 染 
され て いな い 比 較 的 「 ク リー ン 」 な エリ ア か ら 、 非 常に 線量 の 高い エリ ア ま で 、 
全て の 放射 線 レ ベル を 狭い 範囲 の 中 で 特定 する こと が 可能 で ある 。 ま た この 不 均 
等 性 に よっ て 、 一 つの 大 規模 事象 に よっ て 放射 線 が 生物 の 個体 群 や 群集 に いか な 
る 影響 を 与え る か 、 そ の 反復 調査 が 可能 に な る 。 実際 、 と り わ け チ ェ ル ノブ イリ 
に お いて は 、 放 射 性 物質 の 分 布 が 一 点 か ら 放 射 さ きれ た と いう より モザ イク 状 あ る 
い は パッ チワ ー ク に 近く 、 放 射線 レベ ル が 発生 源 か ら の 距離 と 比例 し て いな い 。 
こう し た 地理 的 構造 の 欠如 と 、 各 種 生息 地 に お ける 様々 な 調査 を 組み 合わ せる こ 
と で 、 そ の 他 の 生物 的 ・ 非 生物 的 要素 を 排除 し た 放射 線 効 果 の 級 密 な 分 析 が 可能 
に な る 。 


鳥類 、 蝶 類 、 お よび その 他 無 谷 椎 動物 の 個体 数 と 多様 性 


著者 ら は 2000 年 代 中 盤 よ り 、 チ ェ ル ノブ イリ に お ける 動物 の 個体 数 お よび 多 
様 性 に 関す る 包括 的 調査 を 行なっ た 。「 大 量 に 生殖 する 生物 群 の 一 覧 表 作成 ] と 
いう 基本 的 な サン プリ ング 方 針 を 基 に 、2006 年 か ら 2008 年 に か け て ウクライナ 
北部 と ベラ ルー シ 南 部 の お よそ 300 ヵ 所 で 、 鳥 類 と 無 奪 椎 動物 ( 主 に チョ ウ 、 ト 
ン ボ 、 ハ チ 、 ク モ ) の 個体 数 調査 を 実施 し た 。 ま た 2011 年 か ら 16 年 に か け 福 島 
の 400 ヵ 所 で も 同様 の 方 針 で 調査 を 実施 し て いる 。 そ の 結果 、 チ ェ ル ノブ イリ と 
福島 で 作成 され た 生物 群 の 一 覧 表 は 現時 点 (2016 年 ) で それ ぞ れ 1.146 件 お よび 
1.900 件 に 上 っ て いる 。 両 地点 で は 個体 数 と 種 の 多様 性 の 量 的 推計 に 加え 、 植 生 
の 種類 、 開 水域 へ の 距離 、 土 壌 の 種類 、 周 辺 の 気象 状況 、 緯 度 、 経 度 、 標 高 、 そ 
し て 時 刻 な ど 、 多 数 の 生物 的 ・ 非 生物 的 要素 も 同時 に 測定 な いし 推測 し た 。 こ れ 
ら の 変数 は いずれ も 多 変 量 モ デル に 組み 入れ られ 、 各 計測 箇所 に お ける 種 な いし 
集団 の 予測 個体 数 を 算出 する の に 用 いた 。 次 に この モデ ル を 使い 、 個 体 数 の 変動 
の うち 、 そ の 他 の 潜在 的 要因 を 除い た 放射 線 の み に よ っ て 説明 し 得る 部 分 を 推測 
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し た 。 つ まり 、 個 体 数 と 放射 線 の 部 分 的 関連 性 で ある 。 我 々 の 知る 限り 、 放 射 能 
汚染 地域 の 調査 研究 で こう し た 手法 が と られ た の は これ が 初め て だ が 、 ヨ ー ロ ッ 
パ と 北ア メリ カ で は 1960 年 代 以 降 、 鳥 類 の 個体 数 調査 に 用 いら れ て いる 。 と も 
あれ 、 こ の 種 の 複雑 な 生態 学 的 問題 に 関し 、 こ の アプ ロー チ は お そら く 唯 一 の 解 
決 策 で あろ う 。 核分裂 の 生成 物 に よる 影響 を 地理 的 規模 で 分 析 す る に あたり 、 大 
規模 な 実験 操作 は 不可 能 だ か ら で あ る 。 さ ら に この 手法 に は 、 事 故 以 前 の 基礎 デ 
ー タ が 存在 し な く て も 生態 学 的 影響 を 分 析 で きる と いう 利点 が ある 。 つ まり 、 影 
響 を 受け て いな い 地 域 に お ける 現時 点 で の 分 布 な ら び に 個体 数 の 観測 結果 を 用 い 、 
それ を 基 に 汚染 地域 の パタ ー ン を 予測 する の で ある 。 

一 般 的 な 認識 と は 対照 的 に 、2006 年 か ら 2009 年 に か け て チェ ル ノ ブ イリ で 実 
施し た 調査 の 結果 、 放 射 能 汚染 地域 の 森林 お よび 草原 に 生息 する 鳥類 の 個体 数 と 
多様 性 は 極め て 低く 、 相 時 と その 反応 に 類似 し た 関係 性 が 見 られ た 。 す な わ ち 同 
じ 地 域 の 比較 的 | クリーン] な エリ ア か ら 予 測 さ れる 数 字 に 比べ 、 個 体 数 は 3 分 
の 1、 種 の 数 は 半分 だ っ た の で ある (Mousseau and Moller 2014 に て 検証 )。 全 て の 
種 が 放射 線量 に 比例 し て 数 を 減ら し て いる わけ で は な く 、 中 に は な ん ら 影 響 を 受 
け て いな い 種 も いく つか 見 られ (Galván et al. 2014), 、 こ れ は 放射 線 に 対す る 適応 
を 示す も の と 思わ れる 。 と は いえ 全体 的 な 減少 傾向 は 極め て 明確 で あり 、 分 析 結 
果 も 統計 的 に 有意 で ある 。 チ ェ ル ノブ イリ の 汚染 エリ ア で は 猛 高 類 の 数 が 減少 傾 
向 を 見 せ て いる も の の 、 そ れ が 捕食 を 通じ た 直接 的 な 被 蝶 の 結果 な の か 、 あ る い 
は 餌 の 数 が 減少 し た こと に よる 間接 的 影響 な の か は 定か で な い 。 ま た 個体 数 調査 
以外 に も 、 チ ェ ル ノブ イリ に お ける 鳥類 の 個体 群 の 規模 縮小 、 雌 雄 比率 の 変化 
( 雌 よ り 雄 の ほう が 多く な っ た ) 、 そ し て 若 島 に 比べ 老い た 鳥 の 数 が 半減 し た 事実 
と いう 、 そ れ ぞ れ の 観測 結果 を 支持 する 証拠 が 存在 する 。 ま た チェ ル ノ ブ イリ 地 
方 で 採取 し た 羽毛 の 安定 同位 体 分 析 に より 、 対 照 エ リア の 鳥類 と 比較 し た 場合 、 
ある い は 同 地 域 の 博物 館 に 所 蔵 さ れ て いる 鳥類 と 比較 し た 場合 、 移 住 し て そこ に 
生息 し て いる 個体 の 数 が より 大 き な 割 合 で 存在 し て いる こと を 示し て いる 。 

2011 年 7 月 に 福島 で 調査 し た 鳥類 に つい て も 全体 的 な 傾向 は 同じ で あり 、 福 島 
と チェ ル ノ ブ イリ に 生息 する 14 の 種 を 調査 し た と ころ 、 個 体 数 と 放射 線 の 負 の 
相関 関係 は 有意 に 福島 の 鳥類 の ほう が 強かっ た (Mousseau and Moller 2014) 。 福 島 
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団 と し て みた 場合 、 チ ェ ル ノブ イリ と 福島 の いずれ 
に お いて も 放射 線 レ ベル と 反比例 する 


2 で の 著しい 個体 数 減少 が 見 られ た 


(Mousseau and Moller 2014) 。 鳥類 と 蝶 類 が 共に 持つ 雌 の ZW 性 決定 シス テム ( つ 


まり 雌 は 異型 配偶 子 を 持っ て いる ) に 特異 
き 起こ す 物 質 に 対し て 脆弱 に な っ た の で ! 
性 染色 体 が 雄 の 場合 XY、 雌 の 場合 XX で ある 貴 乳 類 と 違い 、 鳥 類 と 9 


な 何 か が あり 、 そ の た め 笑 然 変異 を 引 
まな いか と 推測 され る 。 
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XY に 等 し い 染 色 体 を 有 し て いる 。 性 決定 に 関わ る 遺伝 アス テム の こう し た 「 逆 


転 現象 ] は 、 生 殖 に お ける 突然 変異 の 有 


EVE 


H を さら に 大 きく する も の で あり 、 


その た め 個 体 群 の 繁殖 率 を 押し 下げ る の で ある 。 
大 半 の 有人 性 生殖 生物 MILERE) の よう に 雌 が 同型 の 性 染色 体 を 持つ 種 と 異 


HR 


り ' 鳥類 と DASA 


現れ る 、 と いう の が 我々 の 仮説 で ある 。 


を 有 し て いる 種 に お いて は 、 遺 伝 物質 が 過剰 に 存在 する た め 、 


然 変異 が 繰り 返さ れ た こと に よる 有害 作 


な に お いて は 産卵 を 行 な 
染色 体 で 突然 変異 が 繰り 返さ れ た こと に よる 生殖 へ の 有害 作 


う 性 が 異型 配偶 子 を 有 し て いる た め 、Z 
JI PRUE fe 7 bZ 
EAST LOVES BR ( 貴 乳 類 の 場合 XX) 
これ ら 和 染色 体 で 突 


用 は すぐ に は 発現 し な い 。 鳥類 や 蝶 類 で 


は 遺伝 子 の 数 量 に よる 代償 作 
So 加え て 、 突 然 変異 に よる わずか な 作 


に 著 積 され る と 思わ れる 。 こ の こと は 、」 
生 を 少な く と も 部 分 的 に 説明 する も の か も し れ な い 。 


E VKR Š legs 


簡潔 に 言え を ば 、 鳥 類 と 蝶 類 の 雌 は 逆 の 性 9 
能 性 が 他 の 種 の 雌 に 比べ て 高い 、 と v 


線 に よっ て 突然 変異 の 繰り 返さ れる 可 


と に な る 。 さらに 、 種 の 繁殖 に お いて は 
本 群 の 成 
接 的 な 影響 を 与え 得る 。 
動物 (バッ タ 、 
事故 後 20 年 以上 を 経た ナチ ェ ル ノブ イリ の 高 濃度 汚 楽 地域 で 個 


E) た め 、 突 然 変 異 に よる 影響 は 、 個 
素 と な る こと が 多い 多 産 能力 に 直 
調査 対象 と し た その 他 多 く の 和 無 


Fi 


に つい て 言え ば 、 


が な いと 


思わ れる こと か ら 、 こ れ は 特に 重要 で あ 


用 は 常 染 色 体 に 比べ 性 染色 体 で より 急速 
鳥類 お よび 蝶 類 で 確認 まれ た 放射 線 へ の 


K 定 シス テム を 有する た め 、 電 離 放射 


Mey 


雌 の 果たす 役割 が 大 きい We Be 
民 率 を 決定 する 上 で 最も 重要 な 要 


トン ボ 、 ハ チ 、 ク モ な ど ) 


体 数 の 著しい 減少 が 見 られ た も の の 、 福 島 で 同じ 現象 が 発生 し た 証拠 は な い 。 そ 


れ ど ころ か 、 少 な く と も 類 災 後 最初 の 夏 


、 ク モ の 個体 数 は 著しい 増加 を 示し て い 
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た (Mousseau and Moller 2014) 。 個 体 数 に 対す る 影響 の 経時 変化 が この よう に 

っ て いる こと は 、 チ ェ ル ノブ イリ に お いて 劣性 の 有害 な 突然 変異 が 数 世代 に わた 
っ て 繰り 返さ れ た 結果 で あり 、 福 島 で 観察 され た 鳥類 お よび 蝶 類 に 対す る 即時 の 
影響 と も 一 致し て いる 。 言い 換え れ ば 、 ク モ の 数 が 増え た の は 捕食 者 (鳥類 な 
ど ) の 圧力 が 減少 し た た めか も し れず 、 だ と すれ ば 、 捕 食 の 圧力 が な く な っ た 結 
果 い くつ か の 種 で 個体 数 の 増加 が 確認 きれ た チェ ル ノ ブ イリ 地方 に お いて 、 大 型 
路 乳 類 の 数 が 増え た 事実 と 合致 し て いる 。 
最近 行なわ れ た 研究 の 結果 、 放 射 性 物質 の 突然 変異 原 的 性 質 に 対す る 反応 度 を 
決定 する 際 に も 、DNA の 補修 能力 が 関わ っ て いる の で は な いか と 示唆 され て い 
る 。 ま た チェ ル ノ ブ イリ に 生息 する 鳥類 32 種 に 関し 、 被 蝶 し た 種 に お ける 個体 
数 の 減少 幅 と 、 ミ トコ ンド リア DNA の 置換 率 の 変遷 と の 間 に 有 意 な 相関 関係 の 
ある こと が 、 分 析 の 結果 示さ れ て いる (Moller et al. 2010)。 置 換 率 の 高い 種 は 放 
射 能 濃度 に 対す る 個体 数 の 減少 幅 が 最も 大 きく 、DNA の 補修 能力 に お ける 差異 
が 個体 数 の 増減 に 影響 を 及ぼ し て いる の で は な いか と 推測 され る も の の 、 こ の 仮 
説 は 実験 に よっ て 検証 され な けれ ば な ら な い 。 本 質 的 に 、 チ ェ ル ノブ イリ と 福島 
で 電離 放射 線 に よる 遺伝 子 の 損傷 が 増大 し た こと に 対し 、 あ る 種 の 個体 は それ に 
対処 する 能力 が 低い の で ある 。 


大 型 路 乳 類 一 一 特殊 な ケー ス か ? 


チェ ル ノ プ ブイ リ の 立 人 茜 止 区 域 で 一 部 の 大 型 路 乳 類 が 数 を 増やし て いる と いう 
報告 が 最近 な され て いる 。 そ うし た 路 乳 類 が 絶え ず 狩 猟 の 対象 と され て いる 種 で 
ある な ら 、 そ れ は 驚く べき こと で は な い だ ろ う 。 チ ェ ル ノブ イリ と 福島 の 立入 禁 
止 区 域 に お いて は 狩猟 の 可能 性 が 完全 に で は な いも の の 大 きく 減少 し て お り 、 狩 
沙 対 象 動物 に と っ て 格好 の 人 避難 場所 と な っ て いる 。 近年 実施 され た 2 件 の 調査 f 
究 で も 、 チ ェ ル ノブ イリ の 立入 禁止 区 域 で オオ カミ 、 シ カ 、 そ し て 野生 イノ シシ 
の 数 が 増加 し た と 推測 され て いる 。 し か し これ ら の 研究 は 、 個 体 の 繁殖 や 動物 の 
健康 に 対し て 放射 線 が どの よう な 影響 を 与え た か に 関し 、 厳 審 な 分 析 を 可能 に す 
る よう な 方 法 で 実施 され た も の で は な い 。 喘 乳 類 の 分 布 お よび 個体 数 に 関し て 実 


T 


iu 
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施さ れ た 以前 の より 詳細 な 分 析 で は 、 同 じ 区 域 の 放射 能 測度 が さら に 高い エリ ア 
に お いて 、 全 て の 種 (た だ し オオ カミ を 除く ) で 個体 数 の 著しい 減少 が 確認 され 
て お り (Mousseau and Moller 2014), $ Z RHEO TREKJES NRO 
査 研究 で も 、 チ ェ ル ノブ イリ 立入 禁止 区 域 の 放射 能 濃度 が 高い エリ ア で 個体 数 と 
繁殖 数 の 著しい 減少 (Mappes et al. 2016) に 加え 、 白 内 障 の 増加 が 確か め ら れ て 
いる (Lehmann etal. 2016)。 こ れ ら 哨 乳 類 の 調査 研究 を 総括 すれ ば 、 放 射線 に よ 
る 影響 の 兆候 は は っ きり 見 られ る も の の 、 こ うし た 分 析 に は 狩猟 の 圧力 も 組み 込 
まな けれ ば な ら な いと 言え る 。 ま な た 漁 の 対象 と され て きた 福島 の 魚類 に つい て る も 、 
最近 に な っ て 同様 の 影響 が 報告 され て いる 。 


放射 線 へ の 適応 ? 


自然 海 汰 に よる 進化 は 、 単 純 な 生物 学 的 過程 に お いて 不可 避 で あり か つ 選 在 的 
に 起こ る 結果 で ある 。 程度 の 差 こ そ あ れ 、 全 て の 生物 は 生殖 する こと が で き 、 生 
殖 可 能 性 に お ける 差異 の 一 部 は 、 多 か れ 少 な か れ 遺 伝 子 に よっ て 決定 され る 各個 
体 の 表現 型 と 関係 し て いる 。 自然界 の 個体 群 に お ける 遺伝 子 的 多様 性 を 対象 と し 
た 以前 の 研究 (Mousseau and Rof 1987 な ど ) に よる と 、 遣 伝 子 の 多様 性 は ほとん 
どの 種 に 、 か つ 大 半 の 性 質 に つい て 存在 する と いう 。 ま た 実験 結果 か ら も 、 高 線 
量 の 放射 線 に 適応 し 得る 生物 の ある こと が 繰り 返し 立証 され て いる (クマ ムシ を 
WE LZ Jonsson et al. 2008 な ど )。 し か し 自然 状態 で 暮らす 生物 に 関し 、 放 射線 
へ の 適応 反応 を 対象 と し た 研究 は 比較 的 少数 に と ど ま っ て いる 。 筆者 ら は 最近 、 
チェ ル ノ ブ イリ に 生息 する 生物 の 進化 反応 に 関す る 研究 を 全て 見 直し た (Moller 
and Mousseau 2016) も の の 、 適 応 こ そ が 電離 放射 線 に 対す る 一 般 的 な 反応 だ と す 
る 論拠 は ほとん ど 存 在 し な か っ た 。 こ の 疑問 を 扱う に あたっ て 十分 な 厳密 き を 有 
する 研究 論文 14 点 の うち 、 進 化し た 適応 反応 の 存在 を ボ す も の は 1 点 (バク テリ 
に 関す る 論文 、Ruiz-Gonzalez et al. 2016) に 過ぎ な か っ た 。 さ ら に 、 こ れ ら 自然 
個体 郡 で ホル ミ シ ス (訳注 : 放射 性 物質 が 低 濃 度 あ る い は 微量 に 用 いら れれ ば 有益 
な 作用 を も た ら す と する 説 ) が 見 られ た と する 研究 論文 は 現時 点 で 存在 し な い 。 
放射 線 が 存在 する 状況 下 で 適応 反応 が 進化 し な いこ と に は いく つか 理由 が あり 、 


Si 
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適応 反応 に 関す る 遺伝 子 的 差異 が 個体 群 の 中 に 存在 し な い 可 能 性 、 あ る い は 進化 
反応 を 引き 起こ す ほ ど 事 逆 か ら 十 分 な 時 間 が 経過 し て いな い 可 能 性 も それ に 含ま 
れる 。 生 物 が 数 千年 を か け て 環境 放射 線 と いう 自然 海 汰 に 適応 し て きた 地域 に 関 
する 研究 か ら 、 適 応 反 応 の 基 と な っ た メカ ニズム を 解明 する 貴重 な 手がかり だ け 
で な く 、 原 発 事故 の 影響 を 受け た 地域 で こう し た 反応 が 起き る 可能 性 に つい て も 、 
値 ある 洞察 が も た ら さ れる だ ろう (Mousseau and Moller 2014) 。 


= 


原発 事故 の 生態 系 へ の 影響 


生態 系 は 地球 上 で 暮らす 生命 体 に 対し 、 基 本 的 な 必要 事項 の 多く を 与え て いる 。 
E DARAN 薬品 、 食 料 の 供給 で あり 、 そ し て 他 の 多く の 機能 に 加え 、 
地球 は 生産 力 を 提供 し て いる 。 植物 、 動 物 、 微 生物 の 個体 、 個 体 群 、 そ し て 共同 
体 に 対す る 放射 線 の 影響 は 様々 で ある こと か ら 、 生 態 系 の 機能 に まで 影響 が 及 ん 
で いた と し て る も 不思議 で は な い 。 現 在 の と ころ 、 チ ェ ル ノブ イリ ある い は 福島 に 
お いて 生態 系 レベ ル の 研究 は ほとん ど 行 な われ て いな い 。 し か し デー タ は 限ら れ 
て いて も 、 生 態 系 が 原発 事故 の 影響 に 無 終 で な いこ と は 明白 で ある 。 最 近 行なわ 
れ た 調査 研究 で も 、 チ ェ ル ノブ イリ 原発 事故 で 発生 し た 放射 線 に よっ て 植物 の 基 
礎 生 産 力 が 負 の 影響 を 受け た こと が 明らか に な っ て いる 。 つ まり 1986 年 以降 、 
と り わ け 干 ば つ に よる スト レス が 加わ っ た 年 に 、 樹 木 の 成長 率 が 低下 し た の で あ 
る (Mousseau et al. 2013)。 地 表 に 落ち た 枯葉 の 分 解 率 に 関す る 実証 研究 で も 、 放 
射線 の 線量 が 高い 地域 で 分 解 率 が 劇 的 に 減少 し て いる こと が 示さ れ て お り 、 微 生 
物 (特に 菌類 と バク テリ ア ) の 群集 に 影響 を 及ぼ し た 可能 性 が 指摘 きれ て いる 
(Mousseau et al. 2014) 。 枯 葉 の 分 解 に お ける こう し た 影響 は 、 土 壌 中 の 養分 循環 
に 大 き な 影 響 を 与え 、 ひ いて は 地域 全体 に お ける 植物 の 生産 力 に も 打撃 を 及ぼ 
し 得る と 考え られ る 。 事実 、 チ ェ ル ノブ イリ で 観測 され た 樹木 の 成長 率 低下 は 
地 中 の 微生物 群集 に 対す る 放射 線 の 影響 と 間接 的 に 関 作 し て いる か も しれ な い 。 
植物 が ミネ ラル 養分 を 吸収 する に あたっ て は これ ら 後 生物 群集 が 重要 な 役割 を 果 
た すか ら で あ る 。 ま た その 他 の 調査 研究 に お いて も 、 植 物 、 授 粉 を 媒介 する 昆虫 、 
そし て 上 昌 実 産出 と の 間 の 相互 作 用 に 放射 線 が 影響 を 及ぼ し 、 生 態 系 に お ける その 


他 の 構成 要素 に も 明らか ! 


Barnier, and Mousseau 2012 な ど )。 

動 と 相互 に 作用 し 合い 、 放 射 
光 で 、 生 態 系 の 継続 様式 に 影響 

放射 

が 地表 


EE 汚染 地域 で 枯葉 の 分 解 率 が 低下 し た こ 
こ 著 積 し 、 そ の 結果 、 森 林 火 災 を 引き 起こ す 燃 料 が 劇 的 に 増加 し た 。 
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こ 負 の 影響 を 与え を て いる こと が 示さ れ て いる 
また 現在 で は 、 放 射線 に よる スト レス が 気候 変 
g 汚 染 地 域 の 周辺 に 暮らす 人 間 を 絶え ず 脅 
を 及ぼ す も の と 考え られ て いる 。 一例 を 挙げ る と 、 
と に よっ て 生物 の 死骸 ( 
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(Moller, 


威 に 晒す 


事実 、 


この 地域 に お ける 気候 変動 の 結果 と し て 、 近 年 森林 火災 の 規模 と 頻度 が と も に 増 


大 し て いる 


(Mousseau et al. 2014) o 


枯葉 


自体 の 放射 


[ 能 濃度 が 高い 


火災 は 放射 性 物質 を 揮発 させ 、 


周辺 諸国 


DAT 


密集 地域 に これ ら 


こと か ら 、 和 森林 
汚染 物質 を 拡散 


SAE 5 102345 2 (Evangeliou et al. 2015)。 そ の こと は 、2015 年 夏 に チェ ル ノ ブ 


イリ の 立入 禁止 
et al. 2016) 。 


結論 と し て 、 チ ェ ル ノブ イリ と 福島 で 発生 し た 核 の 惨事 
然 変異 原 に 急性 的 ・ 


地域 的 な いし 局 地 的 規模 で 、 


EL 


区 域 で 連続 し て 発生 し た 森林 火災 で も 示さ れ て いる 


i. B 


HBF AW, ERF AEFI X OLOCHERE 


会 と な 


toc. 最近 の 研究 結果 に よ 


る と 、 


慢性 的 に 晒さ 
影響 を 検証 


ROS 


ERIS 


分 子 レ ベル か ら 生 態 系 ! 


シス テム に 対す る 大 小 の 影響 が 数 多く 発生 し て お り 、 そ の た め 今 


は 数 百年 に わた り 、 生 態 系 の 


の 下 で 暮らす 個体 群 が 電 離 放 第 
府 機 関 が 通 常用 いて いる 方 法 で 推 
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因 (生物 お よび 非 生物 ) 
度合 い は 、 原 子 力 規制 機関 や 政 
に 比べ お よそ 10 倍 に 
完 と 、 放 射線 効果 に 関す る 通常 の 


上 る こと が 示 


結果 と の 間 に 明 ら か な 差異 が 見 られ る こと に つ 
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(つま り 繰 り 返 し ) を 得る こと が 可能 に な り 、 ま た 同時 に 、 反 応 が 生じ 得る 時 間 
的 枠組 み の 分 析 と 、 予 測 モ デル の 発展 も 可能 に な る こと で 、 将 来 原発 事故 が 発生 
し た 場合 に お ける 生態 系 の 管理 と 保全 に と っ て も 有益 だ と 老 え られ る 。 ま た 分 子 
遺伝 学 的 技術 に お ける 最近 の 進歩 か ら 、 放 射 性 突然 変異 原 の 生 物 学 的 影響 に 関す 
る 基礎 研究 に 持続 的 か つ 大 規模 に 資金 を 投入 し 、 福 島 お よび チェ ル ノ プ イリ の 原 
事故 を は る か に 超え る 生態 系 を も 対象 と する こと で 、 多 く の 新 た な 知識 が 得 ら 
れる も の と 思わ れる 。 近い 将来 に 大 小 の 原発 事故 が 発生 する の は ほぼ 確実 で あり 、 
過去 の 原発 事故 に よる 環境 へ の 影響 を 突き 止め る た め に 必要 な 基礎 研究 に 投資 す 
る こと が 賢明 で ある と 言え よう 。 


26:3 

我々 は ウクライナ 、 ベ ラル ー シ 、 日 本 な ど 世 界 各地 の 友人 お よび 同僚 に 深い 感謝 を 捧げ 
る 。 彼ら が いな けれ ば 、 こ の 論文 が 結実 する こと は な か っ た 。 ま た 我々 の 研究 は フラ ンス 
国立 科学 研究 セン ター (CNRS), 、 ア メリ カ国 立科 学 財団 、 ア メリ カ国 立 衛生 研究 所 、 

CRDF グロ ー バ ル 、 ナ ショ ナル ジオ グラ フィ ッ ク 協 会 、 サ ウス カロ ライ ナ 大 学 、 フ ル ブ ラ 
イト 財団 、 サ ミュ エル ・ フ リー マン 慈善 信 託 、 ア メリ カ 学 術 団体 評議 会 、 中 部 大 学 な どの 
諸 機関 、 そ し て 日 米 の 個人 か ら 資 金 援助 を 受け て いる 。 最 後に 、 ユ ー ジ ー ン ・ ピ サ ネ ッ ツ 、 
ディ ミト リ ・ グ ロジ ンス キー、 そ し て アレ クセ イ ・ ヤ ブロ コ フ ! - 本 論 を 捧げ る 。 
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原子 炉 の 廃 炉 


カル マン ・A・ ロ バー ト ソ ン 


要 8 

廃 炉 事業 は 今後 20 年 間 に わ た り 世 界 中 で 急速 に 拡大 する と 見 込 
まれ て お り 、 こ の 分 野 で 限ら れ た 経験 し か 有 し て いな い 多 数 の 国家 
や 事業 者 に 大 き な 技 術 的 ・ 経 営 的 課題 を 突き つけ て いる 。 本章 で は 
原発 閑 鎖 か ら 跡 地 の 新 た な 一 般 利 用 に 至る まで の 各自 階 に お ける 放 
射線 の リス ク を 明らか に する 。 廃 炉 戦略 の 選定 に は 相反 する 政治 的 
条件 が 絡ん で お り 、 そ れ は 廃 炉 資金 と 安全 性 の 確保 、 世 代 間 の 公平 
性 、 そ し て 事業 者 な ら び に 利用 者 の 費用 負担 原則 と 関係 する 二 つ の 
主要 原則 に 基づき 評価 され る 。 廃 炉 に 関す る 現状 の 評価 に 基づき 、 
廃 炉 の 費用 推定 を 改善 する と 同時 に 、 高 まり ゆく 需要 に 対し て 国際 
協力 を 強化 する 機会 が 生ま れる 。 ま た 廃 炉 お よび 跡地 再 利用 に まつ 
わる リス ク は 高度 に 技術 的 な も の で ある こと か ら 、 リ スク に 関す る 
情報 共有 と 国民 の 参加 に つい て は 特別 な 注意 を 必要 と する 。 
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は じ め に 


商用 原子 炉 の 運転 開始 か ら 70 年 が 経 と うと し て いる 今 、 世 界 は 廃 炉 を 必要 と 
し て いる 原子 炉 の 数 が 前 例 の な い 水 準 に 高まり つつ ある 状況 に 直面 し て 
子 炉 の 老朽 化 と 早期 の 閉鎖 と いう 現在 の 傾向 か ら 、 廃 炉 工 程 に 入る 原子 
今後 20 年 間 で 倍増 する と 予測 され て お り 、 廃 炉 な ら び に 廃棄 物 保管 で 2030 年 ま 
で に 1.,000 億 ドル 規模 の 市 場 が だ 生ま れる も の と 見 込ま れ て いる (Nucleonics Week 


2016) 。 


原則 と し て 、 原 発 跡地 に まつ わる 安全 リス ク の 多く は 、 廃 炉 が 進む に 
に 減少 する 。 し か し 原子 炉 の ライ フサ イク ル は 通常 長期 に わた る こと 


Va} 


2 
J 


いる 。 原 
炉 の 数 は 


つれ て 次 
か ら 、 廃 


全廃 炉 と いう 経験 は わずか な 事例 に と ど ま っ て いる 。 廃 炉 費用 と 必要 


第 

炉 事 業 は 独自 の 選択 肢 と 課題 を 突き つけ る 。 世 界 的 に 見 て も 、 本 格 的 な 原子 炉 の 
完 

項 は 、 原 子 炉 の 種類 、 そ れ ま で の 稼働 状況 、 そ し て 立地 する 国家 に よっ 


と な る 事 
て 大 きく 


異な る 。 ま た 原発 立地 の 状況 に 関す る 知識 の 継続 性 を 維持 する こと も 容易 で は な 


Va 
た 


設計 、 建 設 、 お よび 稼働 時 に な され た 様々 な 決定 、 そ し て 稼働 中 
事 履 が 、 数 十 年 後 の 廃 炉 過 程 で 重要 な 意味 を 持つ 場合 も ある の だ 。 
廃 炉 件 数 が 急上昇 する と いう 見 込み は 、 放 射 性 廃棄 物 と り わ け 使 


に 発生 し 


済み 燃料 


( 高 レ ベル 放射 性 廃棄 物 ) の 処理 問題 が 世界 の どの 国 で も 完全 に 解決 され て いな い 


状況 下 で 発生 し て いる 。 こ の 事実 は 、 そ の 他 す べ て の 廃 炉 事業 と 、 原 発 
終 状態 に お いて 重大 な 意味 を 持つ 。 廃 炉 計画 の 決定 に まつ わる 選択 肢 に は 、 労 働 


者 お よび 国民 の 放射 線 防護 に つい て 世代 間 で 異な る 関心 、 環 境 保護 、 そ 


な 各 段 階 を 概説 する 。 そ し て 増 カ 


機 の 予期 せ ぬ 変更 へ の 対応 、 そ し て 跡地 を 安全 な 状態 に し た 上 で 一 般 開 
と な ど 、 廃 炉 の 分 野 に お ける 現在 の 課題 を 説明 する 。 そ の 上 で 、 廃 炉 費 


面 で の 複雑 な トレ ー ド オフ が 絡ん で いる 。 
本 章 で は 本 格 的 な 廃 炉 工程 に 入っ た 原子 炉 を 例 に と り 、 廃 炉 事業 が 辿 


する 原発 閉鎖 人 


数 へ の 対処 、 廃 炉 費用 


跡地 の 最 


LcE& 


る 基本 的 
お よび 時 
放す る こ 


の 調達 、 


透明 性 の 確保 、 そ し て 廃 炉 事業 の 増加 に 対す る 国際 協力 の 強化 に つい て 提言 を 行 


な う 。 
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[EF] の 定義 


原子 炉 は 廃止 工程 が 最も 複雑 な 産業 施設 の 一 つ で ある 。 稼働 中 は 制御 され 自立 
し た 核分裂 連鎖 反応 を 続け (IAEA 2002: paragraph 5.5) 、 そ れ に よっ て 有用 な エネ 
ルギー、 通 常 は 電気 を 生み 出す 。 対 照 的 に 、 試験 炉 は 発電 目的 で 使用 きれ る こと 
が な いた め 、 タ ー ビ ン や 発電 機 は 備え て いな い 。 ま た 熱 出 力 が 比較 的 小さ い の で 、 
物理 的 に 小 規模 で 放射 線 の 発生 も 低く 抑え られ て いる 。 

原子 炉 の 一 生 に は 6 つの 主要 な 段階 が ある 。 す な わ ち 立地 選定 、 設 計 、 建 造 、 
立 上 げ 、 稼 働 、 そ し て 廃 炉 で ある 。 稼働 中 の 原子 炉 は 放射 性 の 使用 済み 燃料 に 加 
え 、 主 に 2 種類 の 危険 を 引き 起こ す 。 す な わ ち 汚 人 物 質 と 放射 化 で ある 。 汚 染物 
質 と は 、 固 体 の 表面 、 も し く は 液体 な いし 気体 の 中 に 甘 積 され た 放射 性 物質 の こ 
と で ある 。 原子 炉 の 主要 な 冷却 物質 は 炉心 内 部 で 常に 放 身 性 物質 ( 主 に 燃料 ) と 
接触 状態 に ある た め 、 稼 働 中 に ひど く 汚染 され る 傾向 に ある 。 ま た 冷却 物質 と 接 
触 し た 物資 (配管 や ポン プ な ど ) の 表面 も 汚染 きれ や すい 。 こ れ ら 汚染 物質 の 科 
学 的 構造 に よっ て は 、 そ うし た 物資 の 表面 か ら 周辺 環境 に 排出 され る 可能 性 が 比 
鞍 的 高い 。 一 方 の 放射 化 は 、 炉 心 内 部 の 柱 分 像 反応 で 発生 し た 中 性 子 が 放射 性 の 
な い 物 質 (原子 炉 の 壁面 に 付着 し た コバ ルト な ど ) に 吸収 きれ る こと で 主 に 生じ 、 


1 それ に よる と 臨界 集合 体 も 、 冷 却 お よび 放射 線 防護 の 手段 が より 少な い 小 型 
の 研究 炉 と みな すこ と が で きる 。 一 方 、 放 射 性 物質 の 崩壊 に よっ て 生じ た 熱 を 発 
電 に 用 いる 放射 性 同位 体 熱 電気 転換 器 (宇宙 船 な ど 、 長 期 か つ 低 出力 の 機器 に 用 
いら れる こと が 多い ) は 、 桜 分 像 の 連鎖 反応 を 伴わ な いた め 原 子 炉 に は 分 類 さ れ 
な い 。 

原子 力 に 伴う リス ク と し て 電離 放射 線 が 挙げ られ る 。 電離 放 射線 と は 、 そ の 
種類 な いし エネ ルギー に より 、 体 内 組織 の 原子 な いし 分 子 を イオ ン 化 する 放射 線 
を 指す 。 放 射 能 の 一 般 的 知識 に つい て は Knoll (2010) を 参照 の こと 。 本 章 で は 
廃 炉 に まつ わる 原子 力 の 安全 性 お よび 放射 線 防 護 の み を 扱い 、 溶 媒 、 非 放射 性 の 
重金属 、 あ る い は アス ベス ト な ど 、 原 発 に 存在 する その 他 の 危険 物 に よる 問題 は 
扱わ な い 。 


2 
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その 物質 は 放射 性 と な る 。 一 部 の 物質 に 


お いて 、 中 性 子 


は 吸収 され る 前 に か な り 


の 距離 を 移動 する こと が ある た め 、 老 朽 化し た 原子 炉 の 建材 の 奥深 く で 放射 化 に 


よる 生成 物 が 発見 され る こと も ある 。 
稼働 を 停止 し た 原子 炉 は 、 最 終 的 に その 跡地 を 安全 ( 


され な けれ ば な ら な い 。 
いる 。「 施 設 の 管理 体制 の 


34) 。 ま た 放射 線 リス ク の 低減 、 


跡地 の 再生 
基本 的 に 


一 部 な いし 全部 を 解除 する た め 
術 上 の 諸 活 動 ] (IAEA Department of Nuclear Safety and Security 2007: 48; IAEA 2016a: 


廃 炉 に 至 


関す る 二 つ の 3 


公衆 お よび 環境 の 長期 H 
] 用 を 図る た め 、 廃 炉 は 通常 施設 の 解体 や 建造 4 
廃 炉 は 安全 確保 に 
世代 間 の 公平 性 と 事業 者 お よび 利 
E 


に 再 利用 する よう に 廃 炉 と 
国際 原子 力 機関 AEA) は 廃 炉 を 次 の よう に 定義 し て 


に と られ る 経営 上 ・ 技 


和 りな 防護 の 実現 、 そ し て 
DORE EE 


E 要 原理 に 基づい て いる 。 すなわち 
者 に よる 費用 負担 で ある 。 建造 、 稼 働 、 そ し 
る 長期 の 時 間 的 尺度 、 そ し て 廃棄 物 の 放射 性 月 壊 に か か る さら に 長い 


時 間 的 梓 組 み に も か か わら ず 、 原 子 炉 の 廃 炉 は 未来 の 世代 に 対す る 不当 な 負担 を 


避け る よう 行なわ れる べべ き と い う の が 一 般 
廃 炉 に 関す る 諸々 の 決定 は 、 未 来 の 世代 の た め 


の 保安 、 そ し て 資源 活 
(Taebi and Kadak 2010 参照 
事業 者 お よび 利用 者 に よ 


oy 


得 た 人 々 (電力 会 社 や 消費 者 な ど ) が 廃 


納税 者 全体 に 移転 する の で な く 
る 勧告 で も 、 各 原発 保有 国 は 廃 炉 の 主たる 責任 を 施設 の 免許 事業 者 に 負わ せ 、 廃 
炉 監督 機関 、 健 康 お よび 安全 に 携わる 規制 機関 、 地 元 当局 
な ど に よる 監督 の 下 、 廃 炉 


えば 、 原 子 力 に 対す る 規制 は 初 


Ill 


73) 。 こ の 点 に 関し て 


id 


中 事業 に あ 


し て いる も の の 、 府 炉 費 


(下記 を 参照)。 今日 、 原 発 保有 


3 


BEN] (decommissioning) と いう 語 


る 費用 負担 と いう 原則 は 


的 な 考え 方 で ある (Bråkenhielm 2005). 
に 公衆 の 安全 、 環 境 の 持続 性 、 核 
| に つい て 、 妥 協 を 排 し た 基準 を も と に 下す べき で ある 


、 人 原子 力 発 電 に よっ て 利益 を 
突 炉 の 完了 に 責任 を 持ち 、 か つ そ の 費用 を 
自ら 負担 すべ きこ と を 意 


味 レ し て いる 。IAEA に よ 


、 そ し て 環境 規制 機関 


た ら せ る べき と し て いる (Stoiber et al. 2010: 


期 の 時 代 か ら 大 きく 改善 


用 の 見 通し が 不透明 で ある と いう 課題 は 今 も 残っ て いる 
国 (ある い は 原発 導入 を 検討 中 の 国々 ) の 大 半 は 電 


香 は その 他 の 燃料 サイ クル 設備 に 対し て 


も 用 いら れる が 、 本 章 で は 原子 炉 の み を 考察 対象 と する 。 


力 会 社 に 
(Laraia 2012 参照 ) 。 
を 詳細 ( 


その 対応 の 遅 さ が 際 


対し 、 原 子 炉 の 稼働 開始 に 
それ と は 逆 【 
こ 検討 する こと な く 建 
て の 主要 な 指針 文書 を 初め て 刊行 し た の 
RN oC 5e. 


=> 
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先立ち 廃 炉 計 画 を 立て る よう 求め て いる 
こ 、 第 1 世代 原子 炉 の 多く は 、 


最終 的 な 廃 炉 子 定 


設 さ れ た (Samseth et al. 2013). IAEA が 廃 炉 に つい 
は 1970 年 代 半 


ば で あり (IAEA 1976), 


廃 炉 に 関す る 世界 的 状況 と 現在 の 見 通し 


府 炉 事業 の 埋 要 は 人 
年 末 現在 、 稼 働 中 な いし 


原子 炉 の 平均 稼働 年 数 は 30 年 で あり 、 
いる も の の 、 大 半 の 原子 炉 は 40 年 の 寿命 と 見 込 
国内 の 全 原 発 を 早期 退 ? 


年 まで に 


70 15 年 間 で 急速 


に 増加 する も の と 見 込 


まれ て いる 。2015 


4 
一 時 停止 中 の 原子 炉 は 世界 中 で 443 基 に 上 る 。 こ れ ら 


International Energy Agency 2016) o 


現在 原発 を 保有 し て いる 国 の 多く は 、 廃 炉 ! 
ほとん ど 有 し て いな い ( 表 10-1 参 照 )。 こ 
過去 15 年 間 で 閉鎖 きれ た 原子 力 発電 所 の 跡地 の !( 
施設 の 管理 が 続け られ な が ら も 、 原 子 力 規 制 委 


で あり 、 
燃料 保管 


般 に 開放 きれ て いる 。 ま た f 
世界 規模 で 見 る と 、 こ れ ま で に 33 ヵ 国 


も しれ な い 。 


部 の 原子 炉 は 寿命 延 


長 工事 が な され て 


まれ て いる 。 ま た ドイ ツ は 2022 


こ 関 する 経験 を 全く 
DONO EXT 


役 さ せる 予定 で ある (Schneider et al. 2015; 


で は な い に せ よ 
験 豊富 な の は アメ リカ 
ま と ん ど は 、 使 用 済み 
会 (NRC) に よっ て 一 


S 


究 炉 の 廃 炉 の 経験 を 生か すこ と が で きる 国 も ある か 


本 章 で は 艦船 推 


進 


費用 は 一 般 的 に その 原子 炉 で は な く 艦 』 


原子 炉 の 廃 炉 は 扱わ な い 。 
谷 全体 を 指す も の で ある た め 、 静 止 型 原子 


(お よび 人 台湾) で 合計 352 基 


原子 力 潜水艦 の 退役 に か か る 


炉 と の 比較 は 難し い 。 ソ ビエ ト 海 軍 が 艦船 推進 用 原子 炉 を 海中 投棄 し た こと に よ 
る 影響 に つい て は 、Mount, Sheaffer, and Abbott (1994) を 参照 の こと 。 ま た 


1960 年 代 か ら 80 年 代 に か け て ソビエト と アメ ! 
終了 後に お ける 状況 も 、 本 章 で は 扱わ な い 。 
停止 させ る か 、 
地表 に 落下 し た 際 引 き 起 こさ れ た 環境 ! 


ADF e V PAZ 


Lorenz (2006: 235-6) を 参照 の こと 。 


カ が 打ち 上 げた 原子 力 衛星 の 運 
安全 な 周回 軌道 上 に ある 原子 力 衛 
お よび コス モス 954 レー ダー 
こ 対 する 損害 に 


海洋 偵 宗 衛星 が 
は 、Harland and 


つゆ で 
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表 10-1 世界 に お ける 原子 炉 の 現状 (2015 年 12 月 31 日 現在 ) 
現状 基数 国 数 
稼働 中 な いし 一 時 停止 中 443 31 (お よび 台湾 ) ( 注 1) 
19 (ヨー ロッ パ 、 北 アメ リカ 、 
カザフ スタ ン 、 日 本 ) ( 注 2) 


永久 的 に 停止 中 ( 廃 炉 工程 に 入っ た 原子 炉 も 含む ) 157 


廃 炉 作業 中 な いし 廃 炉 済み 124 18 ( 注 3) 
注 1 : 出力 5 メガ ワッ ト (MWe) MOM MMH (北朝 鮮 ) お よび バタ ー ン 原子 力 発電 所 (フィ リピ ン ) は 含ま 
な い 。 


注 2 : 数 基 (10 基 未満 ) の 実験 用 原子 炉 は 含ま な い 。 
注 3 : サン タス ザー ナ 野 外 実験 所 の 原子 炉 は 含ま な い 。 
出典 : IAEA. (2016c: 47-58) o 


の 研究 炉 が 廃 炉 と な っ た (IAEA 2016b) 。 人 研究 炉 は 発電 用 原子 炉 と 比べ て 物理 的 
に 小さ < 、 放 射 性 物質 に よる 汚染 や 放射 化 の 水 進 も 低い た め 、 廃 炉 に か か る 費用 
と 技術 的 複雑 さも 抑え られ る 。 ま た 研究 炉 の 圧力 容器 は 、 切 断 お よび 解体 と いう 、 
作業 員 を 放射 性 粒子 に 晒し か ね な い 厄 介 な プロ セス を 経る こと な く 、 そ の まま 埋 
め ら れる こと も ある 。 そ の た め 、 研 究 炉 の 廃 炉 が 必ず し も 発電 用 原子 炉 の 廃 炉 の 
経験 に 等 し いと は 限ら な い 。 原子 炉 の 廃 炉 を 経験 し た こと が な い 国 々 は 、 よ り 経 
験 豊富 な 国家 と 情報 共有 する こと に よっ て 利益 を 得 ら れる だ ろう 。 


廃 炉 の 終結 点 


どの 時 点 を も っ て 廃 炉 が 終結 し た と する か に つい て 、 統 一 され た 基準 は 存在 し 
その 定義 は 規制 機関 に よる 監督 体制 の 種類 と 、 そ の 根底 に ある 目的 と に 
よっ て 決定 され る 。 一例 を 挙げ る と 、 原 子 力 の 保障 措置 は 、 核 物質 、 装 置 、 お よ 
び 技 術 が 核兵器 開発 プロ グラ ム へ の 寄与 で は な く 、 あ くま で 平和 目的 に 利用 され 
て いる こと を 確認 する の が 第 1 の 目的 で ある 。 こ うし た 保障 措置 の 観点 か ら 見 れ 
ば 、 事 業 所 内 に 残る 施設 な いし 装置 を 使っ て 核 物 質 を 処理 ある い は 利用 する こと 
が で き な く な っ た 時 点 を も っ て 、 そ の 施設 は 廃 炉 と され た と 言え る (IAEA 2002: 
paragraph 5.31) 。 そ れ と は 対照 的 に 、 原 子 力 の 安全 と いう 観点 か ら 見 る と 、 事 業 
所 内 に お ける 放射 線 リ スク や その 他 の 危険 性 が 、 あ ら か じ め 定 め ら れ た 基準 に ま 
で 減少 し た 時 点 を も っ て 完全 に 廃 炉 きれ た と いう こと に な る 。 IAEA は 2014 年 10 


な い 
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月 時 点 で 17 基 の 発電 用 原子 炉 が | 完全 に 廃 炉 と きれ た 」 と し て いる が 、 そ の 定 
義 は 明示 され て お ら ず 、 除 外さ れ た 実験 用 小型 原子 炉 が いく つか ある と 思わ れる 


(IAEA2015b: paragraph 74) 。 
各 


国 の 原子 力 規 制 機関 の 大 


n 


E: 


i. 


事業 者 が 廃 


炉 計 画 に 記さ れ た 各 工 程 を 全て 完 


了 し 、 さ ら な る 解体 作業 や 


除 染 作業 が 必要 な く 、 


規制 機関 に よる 制限 の 有無 


を も っ て 、 廃 炉 の 完了 と 


N 


れ た 」 と 称し 得る 原子 


各国 の 政府 お よび 規制 機 


DUT, 安全 面 ・ 環境 面 
S 


射 性 廃棄 物 処 理 施設 


FRY 30 À 


1 の 明確 な 基 
の 最終 状態 は うつ の 種類 に 


に か か わら ず 、 跡 地 が 
し て いる 。 本論 に お いて は 
誠 を 列記 する ( 表 10-2 お よび 表 10-3 参 
関 は 、 廃 炉 の 終結 お よび 監督 対象 か ら の 
区 進 を 定め て いる 。 


ae 


な ど 、 新 た な 原子 力 関連 施設 


原子 炉 の 運転 免許 が 失効 し た 上 
再 利用 可能 な 状態 に 
、 こ の 意味 で 「 完 全 に 
ER) s 
FS D ERIE IS 


な っ た 時 点 
FER Z 


通常 、 


分 類 さ れる 。 第 1 に 、 原 子 炉 や 低 レ ベル 放 


メ が 建造 され る 場合 が 挙げ られ る 。 


ま ES) 
合 も ある 。 し か し 原発 跡 ] 
の 水準 な ど 、 環 境 改善 に 


pH (お よび 残存 する 
EDFI 


LA SIL 
発電 設 


備 ) が 化石 燃料 3 
法 に 関す る 提案 が 、 


発電 所 と し て 再 利用 され る 場 


関す る 諸 目標 を 8 


受け 入れ 可能 な 残留 放射 線 
た 定 す る 場合 が 多い た め 、 そ れ ら の 事例 


は 原発 跡地 の 環境 


回 復 を f 

第 2 に 
キャ スク に よる 使 
続け られ る と いう 
る ヨ 


JA 


CE DSHEL WS EH 


原発 跡地 の 大 部 
RED 


FEF AOI 


に は 、 原 子 力 規 制 の 観点 カ 


H 


* ら 見 れ 


ほめ 合わ せる 手 


値 が 限ら れ て いる (Laraia 2012) 。 


分 が 規制 対象 か ら 除 外さ れる 一 方 、 残 り の 部 分 で 乾式 
長期 保管 
事例 が 挙げ られ る 。 こ れ は 高 レ ベル 放射 性 廃棄 物 を 永久 
手段 が 存在 し な い 現 状 と 、 新 た な 燃料 を 生み 出す 手段 と し て 再 処理 を 活 


(「 独 立 し た 使用 済 


み 燃 料 保管 施設 ]) カ 

貯蔵 す 
] す る 
RTA (Hiruo 2016)。 こ うし た 例 の 中 


ば 「 無 


制限 の 利用 ] が 許さ れ て いる も の の 、 使 


済み 燃料 の 貯蔵 や 地下 水 の モ ニタ リン グ に 関係 する 諸 活 動 を 行なう に あたり 、 
敷地 所 有 者 (つま り 廃 炉 を 完了 させ た 電 


電力 会 社 ) に よっ て 立ち 入り が 制限 され て 


いる も の も ある 。 ア メリ カ の コネ チカ ッ ト ヤ ン キ ー 原 発 や ヤン キー ロウ 原発 


れ に あたり 、 跡 地 の 活 


蔵 ) 
し か し 破壊 


] 法 に つい て 現在 の と ころ 決定 の 見 込み は 立っ て いな い 
(Connecticut Yankee 2015) 。 混 式 の 貯蔵 方 法 (すなわち 使 


済み 燃料 プー ル に よる 貯 


に 比べ 、 乾 式 キ ャ スク は 最小 限 の 管 】 
活動 か ら の 防護 は 必要 か つ 現 在 す で に 


HCE 


TAARI E LEE (CET CK o 
担 と な っ て いる 費用 で ある 


Fy 
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表 10-2 廃 炉 が 完了 し た アメ リカ 国内 の 原子 炉 お よび 跡地 の 現状 (2015 年 12 月 現在 ) ( 注 1) 
定格 電 
名 称 所 在 地 種類 | <a PERDRE 跡地 の 現状 
(MWe) 
ビッ グ ・ ロ ッ ク ・ ポ イン | ミシガン 州 シ ャ ー ル ボ 無制限 の 利用 お よび 使用 済み 燃料 の 乾 
ト NPP 4 BWR | 67 199297 Ra v aoe ( 注 4 
沸騰 水 型 原子 力 過熱 蒸気 | プエルト リコ 、 リ ンコ 無制限 の 利用 、 原 子 炉 は 敷地 内 に 遮蔽 
発生 装置 ン St GE3) 
カロ ライ ナ ・ ヴ ァ ー ジ ニ | サ ウス カロ ライ ナ 州 パ PEN ec 
ア 管 式 原子 炉 ul PHWR| 17 | 1963-67 | 新規 原子 力 発電 所 に 隣接 
コネ チカ ッ ト ヤ ン キ ー| コ ネ チ カ ッ ト 州 ハ ダ ム 無制限 の 利用 お よび 使用 済み 燃料 の 乾 
( ハ ダ ム ネッ ク ) NPP | ネッ ク PWR | 560 | 1967-96 | 式 キ ャ スク 貯蔵 GEA) 
エル クリ バー 発電 所 ミネ ソ タ 州 エ ルク リバ ー| BWR | 22 | 1963-68 | 化石 燃料 発電 所 が 立 
" 新規 原子 力 発電 所 が 立地 (1 号機 の 部 
daa NT ミシガン 州 モ ン ロ ー | FBR | 610 |19ee-22 | 晶 の 大 半 は 搬出 され た が 、 跡 地 で 2 号 
機 が 稼働 中 ) 
フォ ー ト ・ セ ント ・ ブ レ | コ ロラ ド 州 プラ ッ ト ヴ 1974- | 化石 燃料 発電 所 が 立地 、 お よび 使用 済 
4v ィ ル HTGR| 330 | 1989 | み 燃 料 の 乾式 キャ スク 貯蔵 
燃料 発電 所 が 立地 お よび 低 レ ベル 
ハラ ム ネプ ブラ スカ 州 ハ ラム |SCGR| 75 | 1963-64 | 放射 性 廃棄 物 を 貯蔵 、 ま た 原子 炉 容器 
を 敷地 内 に 遮蔽 隔離 
フン ボル ト ・ ベ イ 3 号 機 ni BWR | 63 | 1963-76 | 化石 燃料 発電 所 が 立地 
mE メー ン 州 ウィ スカ セッ 無制限 の 利用 お よび 使用 済み 燃料 の 著 
メー ン ヤ ン キ ーNPP | BWR | 860 | 1972.97 Rx wx > peg GEA) 
パス ファ イン ダー APP oe BWR | 59 | 1966-67 | 化石 燃料 発電 所 が 立地 
p me 無制限 の 利用 ( 注 3) 、 お よび 原子 炉 容 
ピク リ NPP オハ イオ 州 ビ クワ | その 他 | 12 | 1963-66 |e we ara ER E 
SHAS 冷却 塔 が 現存 、 低 レベ ル 放 射 性 廃棄 物 
ラン チョ ・ セ コ 人 PWR | 873 | 1974-89 | と 使用 済み 燃料 を 貯蔵 、 跡 地 の 一 部 に 
KEKET LA EREET ZRET 
サン タス ザー ナ 野 外 実験 | カリ フォ ルニア 州 ベ ル 最大 6 9 
E ur SCGR "EAS? | 1957-64 iR 
サク スト ン 実 験 炉 te ァ 7 ニ ア 州 サ | pwr] 3 | 1967-72 | 無制限 の 利用 GE») 
シッ ピン グ ポ ー ト APP Na PWR | 60 |1957-82 | 新規 原子 力 発電 所 が 立地 
ショ アハ ム NPP ニュ ー ョ ー ク 州 ショ アハ ム | BWR | 820 | 1986-89 | 化石 燃料 発電 所 が 立地 
B "I 無制限 の 利用 お よび 使用 済み 燃料 の 乾 
トロ ー ジ ャ ン NPP ォ レ ゴン 州 レイ ナ BWR | 1095 | 1975-92 Le» pe (ka) 
マサ チュ ー セ ッ ツ 州 フ 無制限 の 利用 お よび 使用 済み 燃料 の 乾 
ヤン キー ロウ NPP ng teas PWR | 167 | 1960-91 REE o ges Qk4) 
注 1 : 同一 敷地 内 で 同じ 種類 の 原子 炉 が 稼働 中 の 場合 、 こ の 表 に は 含ま れ て いな い (ドレ ス デ ン 原 子 力 発電 所 【 オ ハイ オ 
州 ]、 サ ン オ ノ フ レ 原 子 力 発電 所 [カリ フォ ルニア 州 ] な ど )。 
注 2 : 「 稼 働 期 間 ] は 、 最 初 に 配電 網 へ 接続 きれ た 年 か ら 、 配 電網 へ の 電力 供給 を 最後 に 行なっ た 年 まで を 指す 。 
注 3 : 「 無 六 限 の 利用 」 は 、 当 恋路 地 が 現在 「 未 開発 地域 」 で ある こと を 指す 。 公 園 と LiB ene も の (トロ ー ジ 
ャ ン な ど ) も あれ ば 、 野 生 動物 の 保護 地域 と し て 活用 きれ て いる も の (コネチカット ヤ ン キ ー な ど ) も ある 。 
注 4 : 「 無 制限 の 利用 お よび 使用 済み 燃料 の 乾式 キャ スク 時 蔵 」 は 、 跡 地 の 大半 が 「 未 開発 地域 」 で あり 、 残 り の 部 分 で 乾 


TES : 
出典 : 


IAEA (2015a, 2016c) に 
IAEA (2015a, 2016c) 


は 記載 され て いな い 。 
; US NRC (2015b) 。 


式 キ ャ スク 貯蔵 を 行なう 許可 を 規制 機関 か ら 与え を られ て いる こと を 指す (独立 し た 使 
出力 は Wald (2011) を 基 に 概算 し 


た も の 。 


済み 燃料 貯蔵 施設 )。 
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表 10-3 廃 炉 が 完了 し た アメ リカ 国外 の 原子 炉 (お よび 廃 炉 工程 の 後期 段階 に ある 原子 炉 ) 
お よび 跡地 の 現状 (2015 12 月 現在 ) ( 注 1) 
定格 電 
名 称 所 在 地 種類 leu | PO 跡地 の 現状 
( 注 2) 
(MWe) 
70 新た な 原子 力 発 電 所 が 立地 、A-1 号 
シノ ン 原 子 力 発電 所 | フラ ンス 、 ア ヴォ ワー GCR 180 1963-99. RO HSE HER E L CTS 、 そ の 
A-1, A-2, A-3 号 機 ヌ 360 | 他 の 原子 炉 の 運転 停止 後 、 最 終 解体 
工程 に 入る 予定 
サン ロー ラン 原子 力 発 | フラ ンス 、 サ ン = ロ ー 390, TCR PETRUM 
FOR ALA HS ラン = ヌー アン GCR | “465 | 1969-92 | 新た な 原子 力 発電 所 が 立地 
HDR グロ ー ス ヴェ ル | ドイ ツ 、 カ ー ル シュ タ 無制限 の 利用 ( 注 3) 、 現 在 は 軽工業 
ッ ハ イム (カー ル ) | イン ・ ア ム ・ マ イン | PWR | 25 | 1969-71 | が 行なわ れ て いる 
= Uus CUT UE 無制限 の 利用 GE3) (HS BOL UR 
カー ル VAK NPP RE BWR 15 | 1961-85 muni) 
oe ドイ ツ 、 ラ ント シュ ッ ト | HWGCR | 100 | 1973-74 | 新規 原子 力 発電 所 に 隣接 
s Ee ドイ ツ 、 バ ッ セ ン フ レ 1972- | 残存 構築 物 の 最終 解体 待ち 、 低 レベ 
dar d A PWR | 640 | 2003 | ル 放 射 性 廃棄 物 を 貯蔵 
m ドイ ツ 、 ベ ー ヴ ェ ル ン 廃 炉 工程 で 発生 し た 低 ・ 中 レベ ル 放 
ヴ ュ ル ガ ッ モ セン NPP | テン BWR | 640 | 1971-94 | 生 性 廃棄 物 を 一 時 貯蔵 
原子 力 研究 所 が 立地 、 お よび 低 レ ベ 
動力 試験 炉 日 本 、 東 海 村 BWR 12 | 1963-76 | ル 放 射 性 廃棄 物 (コン クリ ー ト ) を 
敷地 内 に 埋め 立て 
東海 発電 所 1 号機 日 本 、 東 海 村 GCR 137 | 1965-98 | 新規 原子 力 発 電 所 が 立地 
pue se. 原子 炉 が 立地 し て いた 地下 の 洞窟 は 
ルー セン ス 原 子 炉 スイ ス 、 ル ー セ ンス |HWGCR| 6 1968-69 Josep x Mb EIKES 
ウィ ンズ ケー ル 改 良 型 | イギリス 、 セ ラフ ィ ー 3538 I8 ZH He esr 
AX AH ルド GCR 24 | 1963-81 | 新規 原子 力 施設 が 立地 
注 1 : 同一 敷地 内 で 同じ 種類 の 原子 炉 が 稼働 中 の 場 


pa 
EN 


注 2 : 


この 表 に は 含 
ゲン 原子 力 発電 所 C 
「 稼 働 期 間 ] は 、 最 初 


ま 
ドイ ツ ] な ど )。 


れ て いな い (グン ドレ ミン 


に 配電 網 へ 接続 され た 年 か 


ら 、 配 電網 へ の 電力 供給 を 最後 に 行なっ た 年 ま 


で を 指す 。 


TES : 無制限 の 利用 」 


は 、 


域 | で ある こと を 指す 。 


Weigl (2008) ; World Nuclear News (2015): 


当該 跡地 が 現在 「 未 開発 地 


出典 : IAEA. (2015a, 2016c) ; Schmittem (2016) ; 


APP 
BWR 
FBR 
GCR 
HTGR 
HWGCR 
MWe 
NPP 
PHWR 
PWR 
SCGR 


表 10-2・ 表 10-3 略号 一 覧 


原子 動力 プラ ント 

B 騰 水 型 原 子 炉 
高速 増殖 炉 

ガス 冷却 黒鉛 減速 炉 
高温 ガス 炉 
重水 減速 ガス 冷却 炉 
メガ ワッ ト 電 気 
原子 力 発電 所 

加 圧 重水 炉 

加 圧 水 型 原子 炉 

+ 


リウ ム 冷 却 黒鉛 減 
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(US NRC 2016 参照 )。 ア メリ カ に お いて は 、 独 立 


稼働 中 の 原子 炉 を 攻撃 する だ け の 武力 を 持た ず 、 


し た 使用 済み 燃料 貯蔵 施設 は 人 


口 密集 地域 か ら 離 れ た 場所 に あり 、 破 壊 工 作 の 標的 と し て の 価値 は 低い じい 。 し か し 


また 十分 な 訓練 を 受け て いな い 


テロ リス ト が 、 放 射 性 物質 を 拡散 し 、 経 済 的 損失 を 与え を る と と も に 、 周 辺 住民 を 


パニ ッ ク に 陥れ る 目的 で 乾式 キャ スク を 攻撃 対象 に する 可能 性 も ある 。 


そし て 第 3 に 、 跡 地 全体 が 無制限 に 解放 され 、 


農業 用 地 、 公 園 、 あ る い は 商業 


施設 と いっ た 形 で 一 般 利 用 され る 場合 が ある 。 現在 の と ころ 、 こ の 種 に 分 類 さ れ 
る 原子 力 発電 所 は 低 出力 の も の か 短命 に 終わ っ た も の に 限ら ちら れ て いる ( 表 10-2 お 


よび 10-3 参 照 )。 無 制限 の 再 利用 に 適し て いる か 


舎 か を 決定 する 第 1 の 有 要素 は 、 


敷地 全体 に お ける 放射 能 濃 度 が 、 政 府 な いし 規制 機関 に よっ て 定め られ た 制限 値 


まで 低下 し た と いう 、 規 制 機関 に よる 認証 で ある 
間 線 量 の 上 限 値 を 守る た め 、 放 射 性 物質 に 汚染 さ 


o 原子 炉 免 許 の 失効 に 必要 な 年 
れ た 構造 物 は 通常 敷地 か ら 除 去 


する 必要 が ある 。 ま た 原子 炉 が あっ た 場所 の 表土 も 取り 除 か な けれ ば な ら な い 。 


線量 の 許容 上 限 値 は 、 人 間 お よび 環境 に 対す る 


放射 線 の リス ク が 「 も は 存在 


し な い ]」 水準 に 定め られ る べき だ と し ば し ば 主張 され て いる (Nuclear Energy 


Agency 2016: 51 など 参照 )。 し か し 「 放 射線 の リス 
ー ベ ルト (Sv) で 測定 ) の 水準 、 お よび それ を 下 
値 に つい て 広く 認め られ た 定義 は 存在 し な い 。 ま 


ク | と 見 な され る 実効 線量 ( シ 
回 れ ば リス ク は な いと いう 上 限 
た ご く 低 線量 の 被 史 に よる 健康 


へ の 確率 論 的 影響 を 厳密 に 測定 する 明確 な 手段 も な い 。 年間 0.1Sv 未 満 の 被 蝶 に 
よる 影響 は 測定 が 難し く 、1 度 の 事象 で 急激 に 被 時 し た の で な く 、1 年 を か け て 


TOIRE ERLEA WEE DT 


RER CHET SOE MPM SNEED TL, mb58]52 70132347 


スク の 増加 だ が 、 被 曜 か ら の 時 間 差 、 お よび 元々 


の 自然 発症 率 の 高 さ か ら 、 が ん 


発症 率 へ の 影響 を 測定 する の は 容易 で な い 。 む し うろ 低 線量 被 雇 に よる 影響 は 、 高 


線量 被 過 で 生じ た 影響 の 測定 結果 か ら 推 定 さ れる 
と の 間 に は 直線 的 な 相関 関係 が あり 、 か つ リ スク 
いと いう 、 し きい 値 な し 直線 仮説 (LNT 仮 説 ) 


o これ は 通常 、 被 嘆 線 量 と 反応 
が 消失 する し きい 値 は 存在 し な 
基 に 行なわ れる (Calabrese 2013; 


Morgan 2013 参照 )。 こ の LNT 仮 説 は 放射 線 の リス ク を 推定 する に あたり 信頼 度 
が 高い 慎重 な モデ ル と し て 広く 受け 入れ られ て いる 。 
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LNT 仮 説 を 厳密 に 適用 する と 、 全 て の 環境 に 自然 放射 線 の 発生 源 が ある た め 、 
どの 場所 に つい て も 、 放 射線 リス ク が 過去 に も 現在 に も 全く 存在 し な いと は 言え 
な く な る 。 人 間 が 1 年 間 で 被 曜 する 自然 放射 線 の 線量 は 地域 ご と で 大 きく 異な る 
が 、 通 常 は 1 な いし 5 ミリ シー ベル ト (mS) の 範囲 内 で ある (UNSCEAR 2008) 。 

その た め 、 人 工 的 な 放射 線 発生 源 か ら の 被 蝶 上 限 値 は 、 許 容 可 能 か つ 現 実 的 に 
達成 可能 な 特定 の リス ク 水 準 の 算定 を 基 に 、 導 意 的 に 決定 され る の が 普通 で ある 。 
国 の 規制 や 国際 基準 に お いて は 、 原 発 跡地 な ど 放 射 性 物質 に 汚染 され た 敷地 を 無 
制限 の 利用 に 供する に あたり 、 自 然 発生 源 や 医療 行為 に よっ て 人 間 が 1 年 間 に 被 
蝶 す る 実効 線量 の 平均 値 よ りゃ 低い 値 を 、 人 工 的 な 発生 源 に よる 年 間 被 蝶 の 上 限 
値 と し て 定め る 傾向 に ある 。 廃 炉 に よる 撤 喋 線量 は 、 廃 炉 後 の 活動 レベ ル と 建 
設 前 の 活動 レベ ル と を 比較 する こと で 推計 され る 。LNT 仮 説 を 適用 すれ ば 、 人 
工 的 な 放射 線 発生 源 に よる 追加 リス ク は 、 自 然 発 生 源 に よる リス ク と 同 程度 か 、 
低い 水準 と な る 傾向 に ある 。 そ し て 現在 、 こ うし た 傾向 の 例外 と し て 最も 注目 さ 
れ て いる の が 、 福 島 第 1 原子 力 発電 所 の 周辺 地域 か ら 避 難し た 住民 に 対し 、 自 然 
放射 線 の 水 進 を 上 回 る 年 間 20mSy と いう 基 准 線量 が 適用 きれ て いる こと で ある 
(Office of the Deputy Chief Cabinet Secretary 2011) o 


廃 炉 費用 の 調達 


資金 調達 は 廃 炉 に まつ わる 諸 間 題 の うち 最も 論争 を 招き や すい も の の 一 つ で あ 
る 。 大 半 の 国 で は 事業 者 お よび 利用 者 に よる 費用 負担 原則 に 従い 、 原 発 事業 者 が 


一 例 を 挙げ る と 、NRC は 原発 跡地 の 無制限 な 一 般 開放 を 許可 する に あたり 、 
残留 放射 線 の 上 限 許容 値 を 年 間 0.23mSv と 定め て いる (US NRC Regulations 
2015: 20.1402)。 通 常 、 線 量 の 計算 は 外部 放射 線 の 測定 値 を 用 い 、 呼 吸 お よび 経 
摂取 の 一 般 的 比率 に 関す る 仮定 を 基 に 算出 され た 、 内 部 被 時 の 推定 値 を 加え る 
こと で 行なわ れる 。 
廃 炉 の 法制 化 に 関す る IAEA の モデ ル 規 定 は 、 赴 制 機関 が 事業 者 に 対し 、 廃 
炉 後 の 最終 状態 と 比較 すべ く 、 原 子 炉 建造 に 先立ち 事業 所 内 の 放射 線 の 状況 に 関 
する 基本 的 調査 を 実施 きせ る よう 勧告 し て いる (Stoiber et al. 2010: 72). 


5 


p 
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資金 調達 の 責任 を 負っ て いる 。 し か し 「 使 用 済 燃料 管理 及び 放射 性 廃棄 物 管 理 の 
安全 に 関す る 条約 ] (1997) の 締約 国 は 、 廃 炉 事 業 の 安全 を 確保 すべ く 、「 能 力 を 
有する 職員 及び 適当 な 財源 が 利用 可能 で ある こと (第 26 条 ) を 義務 づけ て いる 。 
再 利用 可能 な 原子 炉 部 品 を 販売 する な ど 、 府 炉 事業 で 少額 の 利益 が 生み 出 きれ 
る こと も あり 得る が 、 本 質 的 に は 発電 が 終わ っ た 時 に 生じ る コス ト に 他 な ら な い 。 
それ ゆえ 廃 炉 の 資金 調達 に は 、 将 来 的 な 経済 的 負担 義務 と いう 課題 が つき まとう 。 
また 原子 炉 の ライ フサ イク ル に お いて は 様々 な 出来 事 が 発生 し 、 予 期 せ ぬ コ スト 
や 損失 が 突然 発生 する こと も ある た め 、 資 金 の 効率 性 を 保つ の も 難し い 。 ま た 事 
改 な いし 規制 の 改変 で 当初 の 予定 より も 早く 廃 炉 し な けれ ば な ら な い 状 態 に 陥っ 
た と すれ ば 、 適 切な 時 期 に 資金 を 調達 する こと も 課題 と な る だ ろう 。 


資金 調達 戦略 


廃 炉 費 用 の 調達 に は 、 資 金 の 前 払い 、 お よび 積み 立て と いう 二 つ の 基本 的 戦略 
が 存在 する 。 こ の うち 前 者 は 、 原 子 炉 の 建造 に 先立ち 、 予 想 さ れる 廃 炉 費用 に 応 
じ た 一 定 の 金額 を 前 払 費 用 の 一 部 と し て 計上 する と いう も の で ある 。 ま た 後者 は 、 
まず 償却 基金 を 設定 し て お き 、 次 いで 原子 炉 の 稼働 期間 を 通じ 、 電 力 料金 収入 の 
ご く < 一 部 を 徐々 に 基金 べ へ 組み 入れ る と いう も の で ある 。 い ずれ の 戦略 $、 廃 炉 費 
を 賭 う の に 十分 と 予想 され る 金額 が 原子 炉 の 退役 予定 時 期 に 利用 で きる よう 、 
資金 を 別途 計上 する の が 一 般 的 で ある 。 

原子 炉 が 早期 退役 の た め 予 定 さ れ た 収入 を 生み 出せ な く な る 一 方 で 資金 調達 が 
難し いと いう 場合 、 前 払い 資金 は 一 種 の 保険 と し て 機能 する 。 ま た 資金 の 積み 立 
て に は 、 電 力 料 金 の 一 部 と いう 形 で 利用 者 か ら の 資金 調 着 を 可能 に する と いう 利 
点 が ある も の の 、 原 子 炉 の 早期 退役 に よる 収益 機会 の 喪失 に 対処 する の は 難し い 。 


7 廃材 が 無制限 の 再 利 用 な いし 処分 を 「 許 可 さ れる 」 に は 、 そ れ ら の 放射 能 が 
一 定 の し きい 値 未満 に な けれ ば な ら な い 。 そ の 値 は 非常 に 慎重 に 定め られ 、 自 然 
放射 線 と 同 程度 の 線量 し か 放出 し な い 場 合 に の み 許 可 さ れる の が 一 般 的 で ある 。 
放射 性 物質 は 廃材 に 均一 に 分 布 し て いる わけ で は な いた め 、 そ うし た 控え め な し 


きい 値 の 設定 や 、 慎 重 な 安 全 の 確認 が 重要 で ある 。 
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また 老 え 得る 全て の 緊急 事態 に 対し 、 利 用 可能 な 前 払い 資金 や 積立 金 が 十分 な 額 


に 達し て いる と は 限ら な い 。 原則 と し て これ ら 資 金 に は 、 緊 急 事態 に よる 廃 炉 費 
の 増加 予想 分 を 組み 人 れる こと が で きる 。 し か し 廃 炉 の タイ ミン グ と コス ト は 


確定 的 な ちの で な いた め 、 覧 急 事態 に よる 費用 増加 を 予想 する た め の 指 針 は 少な 


V^ (Nuclear Energy Agency 2016: 82). BE: 
い の な ら ば 、 事 業者 お よび 利用 者 に よる 費用 負担 原則 を 捨て 、 納 税 者 に コス ト を 


移転 する か 、 あ る い は 他 の 電力 源 を 利 


戸 の 時 点 で 十分 な 額 の 資金 が 利用 で き な 


し て いる か も し れ な い 将 来 の 電力 消費 者 


に 負担 させ る 必要 が 生じ る だ ろう (Drozdiak and Busche 2015; Pagnamenta 2016) 。 


2016 年 4 月 、 ド イツ の 「 脱 原発 の 資金 
電力 会 社 は 廃 炉 に か か る 費用 230 億 コ 


B 


調達 に 関す る 検討 委員 会 ] は 勧告 を 行ない 、 


ロ を 負担 すべ き と し た (World Nuclear News 


2016a)。 原子力 発電 所 の 早期 退役 と いう 政府 の 決定 に より 予定 され て いた 収入 源 
が すでに 絶た れ て いる こと か ら 、 こ れ ら 電力 会 社 に よる 廃 炉 費 用 負担 は 軽減 され 


る べき と いう 議論 も ある が 、 い まだ 結 


Al 


論 は 出 て いな い 。 


費用 の 算定 


原子 炉 の 立地 、 国 の 規制 、 そ し て 詳細 な 廃 炉 工程 と いっ た 特定 の 諸 条 件 に より 、 
廃 炉 費 用 は 大 きく 左右 され る 。 し か し 原子 炉 の 規模 、 稼 働 年 数 、 そ し て 種類 が 廃 
炉 費用 に 及ぼ す 影 響 に つい て は 、 い くつ か の 一 般 的 傾向 が 観察 で きる 。 ま ず 第 1 
に 、 原 子 炉 に お ける 放射 能 汚染 な ら び に 放射 化 の 範囲 は 、 そ の 出力 と 稼働 年 数 に 
比例 し て 広がり を 見 せる 傾向 に ある 。 現在 の と ころ 、 廃 炉 の 後期 工程 に 入っ た 原 
子 炉 の うち 数 基 は 、 稼 働 年 数 が 短い 比較 的 低 出 力 の も の で ある ( 表 10-2 お よび 
10-3 参照 )。 そ れ と 比較 し て 、 稼 働 年 数 が 40 年 を 超え る 出力 1 ギガ ワッ ト 級 の 発 
電 用 原子 炉 は 、 放 射 性 廃棄 物 の 量 が より 多く な る 。 


アメ リカ 原子 力 委 員 会 は 各 原 発 事 業者 に 対し 、 原 子 炉 の 種類 、 労 務 費 、 光 熱 費 、 
そし て 廃棄 物 処理 費用 に 応じ 、 一 定 の 金額 を 廃 炉 の た め に 積み 立て る よう 規則 


(The US NRC Regulations 2015) で 定め て いる (US Government Accountability Office 
2012)。2016 年 の 時 点 で 廃 炉 に 充当 可能 な 資金 の 金額 は 、 少 な いと ころ で 数 億 下 
ル 、 多 いと ころ で 10 億 ドル に 上 る (US NRC 2013 参照 )。 こ れ ら 人 金額 の 差異 は 、 
原子 炉 の 基本 的 な 種類 の 違い を 反映 し た も の で ある 。 
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NRC の 推定 に よる と 、 加 圧 水 型 原 子 炉 (PWR 軽水 炉 の 一 種 ) は 最も 安価 な 部 
類 に 入る と いう 。 現在 稼働 し て いる 原子 炉 の 64 パ ー セ ント を 占め る PWR は 二 つ 
の 冷却 循環 系 の 熱 交 換 を 利用 し て お り 、 う ち 一 つ は 炉心 内 部 を 通り 放射 能 濃度 も 
高い が 、 も う 一 つの 冷却 系 は ター ビン 内 部 を 循環 し て いて 放射 能 ち も ゼ ロ に 等 し い 。 
ター ビン 建屋 の 放射 能 濃度 は 一 般 的 に 低い た め 、 普 通 の 方 法 で 解体 する こと が で 
き 、 部 品 も 再 利用 さき れる か 、 地 表 近 くに 埋め る こと が で きる 。 加 圧 水 型 重水 炉 
(カナ ダ の CANDU 炉 な ど ) も 同様 の 傾向 が 見 られ る も の の 、 中 性 子 を 吸収 する こ 
と で 生じ た 比較 的 放射 能 の 高い トリ チ ウ ム が 減速 材 に 含ま れる た め 、 そ の 保管 と 


処理 に 費用 が か か る 。 


それ と は 対照 的 に 、 日 本 や ヤス ウェ ー デ ン で 多く 使わ れ て いる 沸騰 水 型 原子 炉 


(BWR) の 冷却 系 は 一 つ で あり 、 施 設 内 部 の [放映 
復 水 器 も 含ま れる な ど 、PWR に 比べ その 範囲 は 
が 放射 性 物質 に 汚染 きれ て いる こと か ら 、 廃 炉 工 程 も より 複雑 で 、 部 品 の 処理 費 


も 高く な トド り が ち で ある 。 


は る か ! 


[ 線 管理 区 域 | に は ター ビン や 
こ 広 い 。 ま た 大 半 の 部 品 


黒鉛 減速 ガス 冷却 炉 (GCCR、 イ ギリ ス の マグ ノッ クス 炉 な ど ) は PWR お よび 
BWR の 廃 炉 に 比べ て 数 倍 高く つく こと が 、NRC の 規則 文書 に 記さ れ て いる 。 
GCR の 黒鉛 減速 材 は 稼働 中 に 放射 性 の 炭素 を 蓄積 させ る 。 そ の た め 廃 炉 の 際 、 
原子 炉 へ 安全 に 接近 する こと が 難し く 、 ま た 高 レ ベル の 放射 性 廃棄 物 を さら に 多 


く 生 み 出 す の で ある 。 な お チェ ル ノ ブ イリ な ど 旧 ソ連 


で 用 いら れ て いた 黒鉛 減速 


軽水 冷却 原子 炉 も これ と 同様 で ある (NucNet 2015) 。 
液体 金属 冷却 高速 炉 の 廃 炉 に まつ わる 主 な 特徴 と し て 、 


放射 性 冷却 材 の 残留 物 に 対処 し つつ 冷却 材 を 排 H 


液体 金属 の 酸化 を 防ぎ 、 


HH させ る た め の 追 加 費 用 が 挙げ ら 


れる (Goodman 2009)。 こ れ は PWR や BWR か ら 水 を 排出 きせ る の に 比べ て より 


複雑 で 、 燃 料 の 被覆 材 が 破れ 冷却 材 が 放射 性 物質 ( 
さ は さら に 増す こと に な る 。 し か し 高速 炉 6 基 
リウ ム 実 験 炉 、 ハ ラム 、 フ ェ ル ミ -1、 フ ェ ニ ックス 、EBR-1、 


(サン タス 


< 汚染 きれ て いる と 、 そ の 複雑 


ザー ナ 野 外 実験 所 の ナ ト 
EBR-2) の 運用 経験 か 


廃 炉 費用 の 総額 は 高速 増殖 炉 (FBR) や BWR と 同 程度 と 推測 きれ て いる 


(Michelbacher et al. 2009 参照 )。 
全体 的 に 見 て 、 廃 炉 費 用 に 


関し て 信頼 度 が 高 


qua vd 


デー タ は 各国 と も に 
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不足 し て いる 。 原子 炉 の 種類 、 出 力 、 お よび 稼働 実績 が 類似 し て いて も 、 廃 炉 に 


PPS À 


状態 を どの よう に する か に 
場所 に する より も 、 
[運転 コス ト 」 と 異な り 、 


H と 時 間 の 見 積もり 


に は 大 き な 差 異 が 存在 する 。 費 


は 原発 跡地 の 最終 


7E 


な 差異 が ある (Nuclear Energy Agency 2012) o 


PR (貯蔵 、 


挿入 と 取り 出し が 稼働 


期間 中 


処分 、 な いし 再 


事業 所 内 外 で の 乾式 キャ スク 


な いこ と も ある 。 


aN 
DN 


B 


に 大 き 


業者 、 お よび 請負 業 


な り 得 る 


国 ご と に 違 v 
し 中 レベ ル 放 射 性 廃棄 物 の 処理 に か ヵ 
国々 は 、 低 レベ ル 放 射 性 廃棄 
り 、 大 型 の 部 品 を 解体 する 必要 が な い 。 
複雑 な 解体 工程 を 要 せ ず 部 品 を 持ち 出す こ 
H を 大 きく 減ら すこ と に な る 。 


っ た 


すぐ に 


品 の 維持 ・ 


費用 の 推計 
きる 場合 で も 、 


各 項 目 の 費 


処理 


に 繰り 返し 行 な 


よっ て 大 きく 異な る 
無制限 の 利 
「 廃 炉 費 


を 認め る 一 般 開放 の ほう が 
HI の 範囲 を 定め る に あたっ て は 
原子 炉 の 種類 の 大 半 で 


新た な 肛 


トド われ る 。 ゆえに 


) は 廃 炉 費 


貯蔵 を 費 


H で な く 運 転 費 
H 見 積もり に 


ハブ ビ 


高く つく 。 原子 炉 の 


H 地 に ふさ わし い 


Echo titt 
cii. Edi 
1 済み 燃料 の 処 


、 使 


] と され て いる 。 また 


含め る こと も あれ ば 、 そ う で 


が 諸々 の 活動 を 分 解 作 業 、 事 業 管理 、 お よび 廃棄 物 処理 ( 
H 見 積もり は その 国 に お ける 労務 費 な ど 様 々 な 役務 費 


«FEA s TUA (Nuclear Energy Agency 2016: 67 参照 )。 


者 が 廃 


ゝ は ある も の の 、 


解体 に か か る 費 


原子 力 施設 


を 保有 する 7 ヵ 


BE! 


pE 


1] の 大 半 は 原子 炉 部 品 と いう 低 レ ベル な い 


中 の 経験 を どれ だ け 有 し て いる か も 


De 


国 が 採 


こ < 分割 で 


また 規制 機関 、 
『 き 用 の 決定 要素 


事 
と 


9 
ゝ る も の で ある 。 フ ラン ス や アメ リカ と い 
貯蔵 な いし 処分 する 広大 な 
また こう し た 国 で は 、 原 発 の 運転 停止 後 


Whe ALCS 


E: 


と が で き 、 


用 し て いる 算出 方 法 


Nuclear Energy Agency (2016: 61) を 参照 の こと 。 


て は IAEA (2009) を 参照 の こと 。 


様々 な 放射 能 レ ベル の 廃棄 物 の 処理 な ど 、 


廃棄 物 の 分 類 ( 


事業 所 内 に 残っ た 部 


の 要約 に つい て は 、 


に 関す る 概念 に つい 
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廃 炉 工程 の 諸 段 階 


この 節 で は 、 原 子 炉 の 運転 停止 か ら 跡地 の 開放 に 至る まで の 各 段 階 に お ける リ 
スク を 説明 する と と も に 、 そ れ ぞ れ の 廃 炉 方 法 に お ける 選択 肢 と トレ ー ド オフ に 
つい て 論じ る 。 


廃 炉 前 工程 その 1 一 一 原子 炉 の 運転 停止 


原子 炉 の 運転 を 停止 し 、 永 久 に 稼働 きせ な いと いう 決定 は 、 技 術 的 、 財 政 的 、 
お よび 政治 的 理由 に 基づく の が 一 般 的 で ある 。 国 際 原 子 力 事象 評価 尺度 (INES) 
で 定義 され た 稼働 中 の 「 深 刻 な 事故 」「 大 事故 ]」 お よび 「 広 範囲 な 影響 を 伴う 事 
Hc] の 直接 的 結果 に よっ て 閉鎖 に 追い 込ま れ た 原子 炉 は 6 基 あ り 、 リ ュ サ ン 原 子 
炉 、 ス リー マイ ル 島 原 382-9 Mts チェ ル ノ プ ブイ リ 原 発 4 号機 、 そ し て 福島 原発 1 
号機 3 号機 が それ に あたる 。INES の 定義 に よる と 、 これ ら の 事象 に お いて は 
「 炉 心 の 重大 な 損傷 」 | 放射線 に よる 死亡 」 な いし 「 対 策 実施 の 必要 性. を 伴う 放 
射 性 物質 の 放出 が 発生 する (IAEA nd). 
大 半 の 原子 炉 は 予定 され た 寿命 が 近づい た 段階 で 廃止 され 、 そ の 時 期 は 部 品 の 
老朽 化 や 規制 基準 の 変更 に 伴う 維持 管理 費用 の 増大 に より 、 こ れ 以 上 稼働 きせ る 
こと が も は や 経済 的 に 見 合わ な く な る と 推定 され る 時 点 を 基 に 決め られ る の が 一 
般 的 で ある 。 ま た 最近 で は 、 電 力 需要 の 低下 や 化石 燃料 の 価格 下落 も 廃止 の 要因 
と な っ て いる 。 
原子 炉 の 運転 を 永久 停止 する 決定 が 下さ れ た 後 は 、 最 終 的 な 照射 済み 燃料 を 炉 
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東日本 大 地震 当時 、 福 島 第 1 原発 の 他 の 原子 炉 は 稼働 し て いな か っ た 。 ま た 
PE ee ee IL x 
を 経験 し た 後 で 再 稼働 し た 原子 炉 も ある 。 サ ンタ ス ザ ー ナ の 事故 は 尺度 の 制定 以 
Free ees レベ ル の 確定 は され て いな いも の と 思わ れる 。 
電機 の 故障 と いっ た 事象 が 、 メ ディ ア に よっ て 「 事 故 ] 
(accident) と され る 場合 も ある も の の 、 放 射線 に よる 作業 員 、 公 衆 、 お よび 環境 
へ の 直接 的 影響 が な いこ と も ある 。 
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心 内 部 に 残し 、 冷 却 さ せる の が 普通 で ある 。 水 で 冷却 され た 原子 炉 の 温度 と 圧力 
が 一 定 レ ベル を 下回る と 、 沸 騰 を 防ぐ た め に 冷却 水 を 循環 きせ る 必要 が な く な り 
[冷温 停止 ])、 冷 却 源 の 喪失 と いう 重大 事故 の 可能 性 は 著しく 減少 する 。 東 日 本 
大 地震 で 津波 が 到来 し た 際 、 福 島 第 1 原発 の 5 号機 と 6 号機 は 冷温 停止 状態 に あ 
っ た た め 、 水 素 爆発 は 起こ ら な か っ た 。 ま た 1-3 号 機 は 2011 年 12 月 に 冷温 停止 
状態 と な っ た が 、 原 子 炉 に 亀 像 が 発生 し た た め 水 の 注入 が その 後 も 続け られ た 
(Brumfel 2011) 。 
運転 停止 後 の 期間 肝 業 者 の 社風 や 組織 の 変化 に も 大 きく 左右 され る 。 

発電 終了 に 伴い 作業 員 の 土気 が 下がる こと は 珍し く な い (Laraia 2012)。 ま た 発電 
所 で 勤務 する 従業 員 の 一 部 は 、 廃 止 後 の 新 た な 短期 業務 に 向け た 訓練 を 受け る 必 
要 が ある (機器 の 取り 外し お よび 処理 な ど ) も の の 、 そ の 後 は 解雇 の 可能 性 に 直 
面 す る 。 ま た 廃 炉 と いう 専門 的 業務 を 遂行 する に あたっ て 新た な 請負 業者 を 雇う 
必要 が 生じ る か も し れず 、 そ うな っ た 場合 、 発 電 所 の 配置 、 稼 働 実 績 、 そ し て 現 
状 を 正確 に 伝え な けれ ば な ら な い 。 


Zn 
9 

Eu 
a 
uh 


muli 


廃 炉 前 工程 を の 2 一 一 原子 炉 の 廃止 


使用 済み 燃料 か ら 放出 され る 放射 線 (お よび その 結果 生じ る 熱 ) が 一 定 レ ベル 
に 下がっ た 後 は 、 炉 心から 使用 済み 燃料 棒 を 取り 出し て プー ル に 貯蔵 し 、 そ れ か 
ら 冷却 材 を 排出 する こと に な る 。 平均 する と 、 運 転 停止 時 に お ける 放射 能 の お よ 
そ 99 パ ー セ ント が 使用 済み 燃料 に 伴う も の で ある (Nuclear Energy Agency 2016: 
50) 。 

原子 炉 が 炉心 溶融 (メル ト ダ ウン ) に 陥っ た 場合 、 燃 料 棒 に 加え て 溶解 し た 炉 
心 デ ブリ を 取り 出す 必要 が ある 。 福島 第 1 原発 1 一 3 号機 に お ける 炉心 デブ リ の 
取り 出し は 少な く と も 2020 年 代 初頭 まで か か る 見 込み で あり 、 取 り 出 し た デブ 
リ の 処分 方 法 $ ま だ 決定 し て いな い (Schneider et al. 2015; International Energy Agency 
2016: 78)。 これ ら 原 子 炉 か ら の デブ リ 取 り 出 し は 、 放 射線 に 耐え 得る 遠隔 操作 式 
の 新型 設備 を 用 いて 行なう 必要 が ある (Inter-Ministerial Council for Contained Water 


and Dicommissioning Issue 2015: 18) 。 


全て の 使用 済み 燃料 が 原子 炉 か ら 抜き 取ら れ 、 か つ 敷 地内 の 貯蔵 プー ル か ら 撤 
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5.30), 


制 機関 は 原発 事業 者 に 対し 、 事 業 所 内 に 
と も ある (Cama 2014)。 ア メリ カ の デイ ヴィ ッ ド ・ 
と 、 廃 炉 中 (つま り 燃 料 抜き 取り 後 ) 


する こ 


よる 


が 脅かさ れ た こ 


ャ ス 


で は 、 1 一 4 号機 に 残さ れ た ) 


出さ れ た 時 点 で その 原子 炉 は 「 廃 止 さ れ た 」 こと ( 


に な り (IAEA 2002 paragraph 


放射 性 物質 の 大 規模 放出 と いう リス ク は 大 きく 減少 する 。 こ の 時 点 で 赴 


ク を 用 いる こと で 比較 的 安全 に 貯蔵 で きる (US Senate 2014) 。 


RELL SE 


お ける 完全 な 緊急 対策 体制 の 解除 を 許可 
ヴィ イッ ター 上 院 議員 に 


に 何ら か の 事故 が 発生 し 、 大 衆 の 安全 
と は 1 度 も な いと いう (Cama 2014)。 ま た 使用 済み 燃料 は 乾式 キ 


福 


島 第 1 原発 


ほな り 、 乾 式 キ ャ スク に 格納 され た 使用 済み 


燃料 は 地震 と 津波 に 面 え 、 大 き な 損 傷も 見 られ な か っ た (Suzuki 2015: 597), 


通常 、 使 用 済み 燃料 と 准 却 材 が 取り 出さ れる 頃 、 事 業者 は 敷地 全体 に 


射 能 汚染 お よび 放射 化 を 慎重 に 測定 し 図表 化 (( サ イト の 特性 化 」) 


IO BE 
搬出 


d 


炉 計 画 を 提出 する 
を 行なう 前 に この ヨ 


Il 


xy 


à 


13 
(IAEA 2014: 15). 


除 染 ・ 


原子 炉 の 稼働 停止 後 、 事 業者 が 廃 炉 計 画 を 立て 、 
て 初め て 、 廃 炉 を 始め る こと が で きる 。 使 
に と っ て の 主 な 放射 線 リ スク は 、 燃 料 集合 体 の 移動 ・ 貯 蔵 ・ 防 護 ・ 冷 却 


= 


る 様々 な シス テム を 解体 する 際 、 


12 


13 


こと 。 
だ た と えば アメ リカ で は 、 


解体 ・ 処 分 の 戦略 


し 


お ける 放 
た 上 で 、 最 


『 任 が ある 。 ま た 原子 炉 の 廃止 後 、 部 品 の 解体 お よび 
続き を 完了 させ る よう 規則 で 定め て いる 国 も ある 


規制 機関 が 必要 な 許可 を 与え 
H 済 み 燃料 が 搬出 され た な ら ば 、 作 業 


im) 


原子 炉 部 品 の 搬出 は 国家 環境 政策 法 に 


放射 能 の 残る 構造 物 内 部 で 手 作 業 を 行なう 間 
PET SOE CHA. 原子 炉 の 通常 稼働 と 異な り 、 廃 炉 工 程 に お いて は 
長 時 間 に わ た っ て 中 ・ 高 度 の 放射 能 汚染 区 域 に 立ち 和信 る こと が 多い 。 


関わ 


7 


業 員 が 


で の 一 方 、 


福島 第 1 原発 に お ける 放射 線量 率 マ ッ プ の 実例 は 、Kotoku (2016) を 参照 の 


お ける 廃 炉 の 


一 形態 で ある と いう 決定 が 第 1 巡回 高等 裁判 所 に よっ て 下さ れ て いる 。 ゆえに 


NRC は ヤン キー 原子 力 エネ ) 


ギー 会 社 に 対し 、 完 全 な 廃 炉 計画 


Nuclear Regulatory Commission (1995) を 参照 の こと 。 


の 提出 に 
| 早期 の 部 品 搬出 ] を 許可 で き な か っ た 。 Citizens Awareness Network Inc. v United States 


先立つ 
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事業 者 お よび 規制 機関 は 周辺 環境 に お ける 低 線量 か つ 長 期 の 残留 放射 線 に も 注意 

し な けれ ば な ら な い 。 

原子 炉 の 廃 炉 に は 3 つの 基本 的 選択 肢 が ある 。 す な わ ち 即時 解体 、 安 全 な 現状 
維持 、 そ し て 遮蔽 隔離 で ある 。 い ずれ の 選択 肢 も 、 工 程 に 左右 され る コス ト (HE 
炉 工 程 に お ける 「 手 作業 ] な ど で 、 機 材 費 や 労務 費 を 含む )、 期 間 に 左右 され る コ 
スト (管理 費 、 免 許 関連 費用 、 保 安 関連 費用 、 電 力 費 、 保 険 料 、 固 定 資産 税 、 お よ 
び 敷 地 の 維持 管理 に か か る その 他 の 費用 )、 そ し て 偶発 費用 (予見 不可 能 な 障害 、 悪 
天候 、 規 制 の 変更 、 あ る い は 主要 な 請負 業者 の 撤退 に 対応 する た め の 資 金 ) に 関し 
て それ ぞ れ 一 長 一 短 が ある (Atomic Industrial Forum 1986) o 

これ ら 各 戦略 の 主 な 違い は 、 原 子 炉 の 圧力 容器 、 内 部 部 品 、 冷 却 配 管 、 放 射 能 
防護 コン クリ ー ト 、 そ し て 使用 済み 燃料 貯蔵 棚 な ど 、 放 射 能 汚染 や 中 性 子 に 
放射 化 の 度合 い が 比 較 的 高い 区 域 に どう 対処 する か 、 と いう 点 で ある 。 どの 戦略 
を 用 いる か に か か わら ず 、 放 射 能 汚染 や 中 性 子 放射 化 を 進 け る た め に 炉心 お よび 
冷却 系 か ら 十 分 離れ た と ころ に 存在 する 建物 や 予備 シス テム は 環境 放射 線 し か 放 
出し な い は ず な の で 、 通 常 の 解体 廃棄 物 と 同じ よう に 扱い 、 適 当 な 時 期 に 処分 で 
きる 。 

1 に 、 即 時 解体 は 原子 炉 の 永久 停止 後 すぐ 廃 炉 作業 を 始め る と いう も の だ が 、 
過去 の 経験 に よる と 、 稼 働 停 止 か ら 敷 地 の 解 放 ま で 少な く と も 10 年 を 要 し て い 
る ( 表 10-2 お よび 10-3 参 照 )。 福島 第 1 原発 に お いて も 、 現 在 続け られ て いる 努力 
に も か か わら ず 、 廃 炉 の 完了 に は 30 な いし 40 年 か か る と 見 込ま れ て いる (Inter- 
Ministerial Council for Contained Water and Dicommissioning Issue 2015: 8)。 つ ま り 、 
資金 が 容易 に 調達 可能 で ある な ら ば 、 即 時 解体 は 期間 に 左右 され る コス ト を 最小 
化す る 傾向 に ある た め 、 経 済 的 観点 か ら 見 れ ば 魅力 的 な 選択 肢 で ある 。 ま た 原子 
炉 の 運転 に 携わり 、 稼 働 記 録 の 作成 を 担当 し て いた 作業 員 も 、 廃 炉 工程 に 関わ る 
こと が で きる 。 

ヨー ロッ パ の 数 ヵ国 や 台湾 の よう に 、 原 子 力 へ の 依存 度 を 減ら そう と し て いる 
ある い は 脱 原発 を 進め よう と し て いる 国々 に と っ て 、 即 時 解体 に は 政治 的 ・ 実 践 
的 な 魅力 が ある も の と 思わ れる (Adelman 2016)。 フ ラン ス 、 ド イツ 、 イ タリ ア 、 
リト アニ ア 、 ス ロバ キア 、 ス ペイ ン 、 ス ウェ ー デ ン 、 そ し て アメ リカ は 即時 解体 
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の 採用 を 進め て いる か 、 あ る い は それ まで 安全 保存 状態 に あっ た 原子 炉 の 廃 炉 を 
加速 する よう 求め て いる (Adelman 2016; Autorité de sûreté nucléaire 2009: 4; Nuclear 


Energy Insider 2016; Thomas 2016)。 ま た 即時 解体 は 跡地 の 早期 再 利 


を 可能 に する 


と と も に 、 次 世代 の 負担 を 軽減 する 。 さ ら に は 、 放 射 能 に 汚染 され た 構造 物 を 適 
時 適切 に 除 柴 ・ 解 体 す る こと で 、 原 子 炉 建屋 の 風化 や 劣化 、 あ る い は 腐食 に よっ 
て 発生 する 放射 線 放出 の リス ク を 減ら すこ と に も つなが る 。 
第 2 に 、 安 全 な 現状 維持 と は 原子 炉 施設 の うち 放射 能 に 汚染 され た 区 画 の 解体 
を 先 延ばし する も の で ある 。 現在 の と ころ 、 廃 炉 工程 に ある 原子 炉 の 半分 強 が 現 
状 維持 状態 に ある 。 国 の 規制 に よっ て は 、 予 定 さ れ て いる 現状 維持 期間 に 合わ せ 
て 原発 の 事業 免許 を 1 世紀 に わた っ て 延長 で きる 場合 も ある 。 原子 炉 に お ける 放 
射 性 物質 や 放射 化 生成 物 の 多く は 半減 期 が 数 年 な いし それ 未満 の た め 、 原 子 炉 の 


放射 能 濃度 は 現状 維持 期間 中 に 大 きく 減少 する 。 原則 と し て 、 そ れ に より 作業 員 


は 放射 線 被 蝶 の 水準 が 比較 的 低く な っ た 段階 で 解体 作業 に あたる こと が で きる 。 
また 処分 を 必要 と する 高 レ ベル 放射 性 廃棄 物 の 数 量 も 、 解 体 を 先 延ばし に する こ 


と で 減少 する 。 


現状 維持 状態 に ある 原子 炉 が 、 稼 働 中 の 原子 炉 な ど 別 の 原発 施設 と 同じ 敷地 内 
に ある 場合 、 そ の 状態 を 続け る こと は 発電 所 の 維持 管理 に か か る 追加 費用 を 最小 
化す る こと に つなが る 。 原発 事業 者 が 廃 炉 費用 を 調達 し た り 
る の に 時 間 を 要する 場合 も 、 安 全 な 現状 維持 は 魅力 的 な 選択 肢 と な る 。 さらに 、 


生業 員 を 集め た りす 


期 カ 


事業 者 と 規制 機関 が 安全 な 現状 維持 を 選ん だ 場合 、 半 洲 


v 


長い 放射 性 廃棄 物 の 
処理 方 法 や 、 廃 炉 作 業 を 遠隔 操作 で 行 な を る ロボ ッ ト 技 術 の 開発 な ど 、 将 来 の 技 
術 的 発展 か ら 利 益 を 得 られ る 可能 性 も 高い (Nagata 2016) 。 


第 3 に 、 遮 蔽 隔離 と は 放射 性 の 構造 物 (原子 炉 の 圧力 容器 な ど ) を 、 コ ンク リ 
ー ト な と 耐久 性 の 高い 物体 に 封じ 込め る こと を 指す 。 遮蔽 隔離 で は 原発 施設 を 完 


全 に 解体 する 必要 が な いた め 、 作 業 員 に よる 放射 性 物資 へ の 接触 が 最小 限 に と ど 


まる と と も に 、 他 の 場所 で 処分 し な けれ ば な ら な い 破 棄 物 の 量 を 減ら すこ と が で 
きる 。 し か し 放射 能 濃度 が 徐々 に 低下 する 間 そ の 施設 を 安全 に 維持 する た め に 、 


極め て 長期 に わた る 監視 ・ 維 持 体制 が 必要 と な る 。 現在 、 


IAEA は 大 半 の 原子 炉 


型 に つい て 遮蔽 隔離 を 用 いな いよ う 警 告 し て いる (IAEA 2016a: 35) 。 ま た チェ ル 
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ノブ イリ 原発 4 号機 に 関し 、 作 業 員 お よび 周辺 環境 を 危険 に 晒す こと な く 即 時 解 


体 な いし 安全 な 現状 維持 を 実施 する の は 不可 能 だ っ 


た こと か ら 、 ソ ビエ ト 政 府 は 


石 椿 に よる 遮蔽 隔離 を 採用 し た 。 そ し て 2016 年 か ら 17 年 に か け 、 石 槽 の 上 に 鋼 


鉄製 の 「 新 安全 閉じ 込め 設備 ] が 構築 され 、 費 


は 10 億 ドル に 上 っ て いる 


(World Nuclear News 2016b) 。 ま た 遮蔽 隔離 は 、 稼 働 期 


間 が 短く 放射 能 濃度 も 比較 的 


低い 、 小 型 の 原子 炉 数 基 に も 用 いら れ て いる ( 表 10-2 参照 )。 
廃 炉 戦略 の 決定 は 、 作 業 員 の 被 嘆 の 最小 化 、 周 辺 環境 に 対す る 長期 的 影響 、 財 


政 的 負担 、 を し て 処理 を 必要 と する 放射 性 廃棄 物 の 量 の 間 で の トレ ー ド オフ を 基 


に 下さ れる 。 ま た 個々 の 放射 性 構造 物 の 解体 ・ 除 染 
在 し て いる 。 小 さ な 部 分 だ けが 高度 に 汚染 され て い 
が ご くわ ず か に 汚染 きれ て いる と いう 場合 も ある 。 
の 内 部 は 放射 能 濃度 が 高い 一 方 、 パ イプ を 取り 囲む 
ゼロ で ある 。 中 レベ ル 放 射 性 廃棄 物 と し て 長期 貯蔵 
ば な ら な い 物 資 の 数 量 を 削減 する た め に は 、 人 金属 パ 


に も 同様 の トレ ー ド オフ が 内 
る 場合 も あれ ば 、 施 設 の 大 半 
た と えば 、 金属 製 冷却 パイ プ 
コン クリ ー ト は 濃度 が 事実 上 
な いし 埋め 立て 処分 し な けれ 
イプ を コン クリ ー ト か ら 慎 重 


[ 


に 切り 離す こと が 望ま し いも の の 、 そ の 過程 で 作業 員 が 比較 的 高 レ ベル の 放射 線 


に 晒さ れる か も し れ な い 。 同様 に 、 礎 の 表面 が 高 濃 
一 方 、 コ ンク リー ト 内 部 の 放射 能 濃度 は わずか で あ 
な 


度 の 放射 能 に 汚染 され て いる 
る 。 礎 の 除 染 は 乾燥 研磨 剤 の 


吹き 付け と いっ た 技術 に よっ て 行なわ れる が 、 そ の 作業 も 放射 線 被 嘆 の リス ク を 
増大 きせ る 。 国 際 放 射線 防護 委員 会 ICRP) ld, KROMMR CMT SHA EM 
値 (人 工 発生 源 か ら の 被 喋 許容 値 は 年 間 lmSy な ど ) と 、 原 子 力 施設 作業 員 の 被 蝶 
に 対す る 許容 上 限 値 (年 間 20mSy な ど ) を 別個 に 設け る こと で 、 こ れ ら 諸 要 素 の 
釣り 合い を と る よう 勧告 し て いる (The International Committee on Radiological 
Protection 2005) が 、 作 業 員 は 一 定 の リス ク を 承知 の 上 で 受け 入れ て いる 、 と い 


う の が その 理由 の 一 部 で ある (Clarke 2011: 31 参照 ) 。 


現在 と 将来 に お ける 廃 炉 の 』 


sh 
Gin 


原子 力 発 電 の 将来 的 な 方 向 性 に か か わら ず 、 廃 炉 事業 は 人 的 資源 と 技術 革新 に 


お いて 優先 度 の 高い 分 野 で ある 。 だ が 世界 的 に 見 て 


、 原 子 炉 の 廃 炉 お よび 長期 的 
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HH 


な 原発 跡地 回 復 に 関す る 経験 は 限ら れ て いる 。 原発 の 廃止 が 相次ぐ 現在 、 廃 炉 較 
業 の 需要 は 今後 増加 する だ ろう 。 必要 な 専門 家 、 人 材 、 お よび 請負 業者 の 勧誘 、 
動機 づけ 、 そ し て 訓練 は 、 原 子 力 が 衰退 傾向 に ある 国々 に お いて 特に 問題 と な る 。 
そこ で 重要 な の が 、 原 子 炉 の ライ フサ イク ル に お ける 初期 段階 か ら 廃 炉 計 画 の 
策定 を 始め る こと で ある 。 現在 稼働 中 の 原子 炉 に 関し 、 詳 細 な 記録 作成 や 敷地 特 
性 調査 な ど と いっ た 過去 50 年 間 に お ける 進歩 に よっ て 、 敷 地内 の 様々 な 場所 に 
お いて 放射 能 濃度 に (し た が っ て 廃 炉 計画 に も ) 影響 を 及ぼ し 得る 事象 を 確実 に 
記録 する こと が で きる は ず だ 。 将 来 の 原子 力 発電 所 に つい て 言え ば 、 各 国 は 原発 
事業 者 に 対し 、 設 計 段 階 で 廃 炉 計画 を 策定 する よう 求め 、 跡 地 の 最 終 状態 を どう 
する か に つい て も 説明 さき せる べき で ある 。 ま た 廃 炉 費用 の 見 積もり が 資金 調達 の 
根拠 と し て 用 いら れる 場合 、 そ の 見 積もり は 、 資 金 が いつ 利用 可能 に な る か 、 ど 
うい っ た 不測 の 事態 を 想定 し て いる か 、 跡 地 の 最 終 状 態 に つい て どの よう な 仮定 
を し て いる か 、 と いっ た こと が 明確 に きれ て いな けれ ば な ら な い 。 さら に 、 費 
の 見 通し を 立て る 際 に は 、 使 用 済み 燃料 の 管理 に つい て 考え 得る 将来 の シナ リオ 
を 考慮 に 入れ る 必要 が あり 、 と り わ け 高 レベ ル 放 射 性 廃棄 物 を 最終 処分 する こと 
が で きず 、 引 き 続 き 敷 地内 の 使用 済み 燃料 保管 施設 で 貯蔵 し な けれ ば な ら な い 可 
能 性 を 検討 る こと が 求め られ る 。 

規制 機関 お よび 国民 の 目 に 対す る 透明 性 確保 の 観点 か ら 言え ば 、 廃 炉 費 用 の 算 
定 方 法 は 各国 で 統一 する こと が 望ま し い 。 だ が 現在 の と ころ 、 府 炉 事業 の 費用 が 
国 ご と に 大 きく 異な る た め 、 そ れ は 極め て 困難 だ と 思わ れる 。 し か し 廃 炉 事 業 の 
競争 的 な 国際 市 場 が 生ま れつ つ あ り (Schmittem 2016; Fell 1999 参照 ) 、 こ れ が 現実 
の も の と な れ ば 、 費 用 の 見 積もり を 全て の 国 で 一 貫 性 の ある も の と し 、 廃 炉 に 関 
する あら め ゆる 活動 の 真 の コス ト を 正確 に 反映 させ る と いう 観点 か ら 、 人 算定 方 法 の 
統一 と いう 問題 は 再 検討 する 必要 が ある だ ろう 。 

より 広い 視点 か ら 見 る な ら ば 、 廃 炉 事業 の 拡大 が 見 込ま れる 中 、 関 係 者 間 に お 
ける 情報 お よび 成功 事例 の 共有 が ます ます 重要 に な る だ ろう 。TIAEA の 国際 廃 炉 
ネッ トワ ー ク と いっ た フォ ー ラ ム に お いて は 、 原 発 の 計画 、 建 設 、 お よび 稼働 を 
進め て いる アジ ア 諸 国 を 支援 する に あたり 、 北 アメ リカ と ヨー ロッ パ で 第 1 世代 
原子 炉 の 廃 炉 事業 か ら 得 ら れ た 教訓 を どう 活用 で きる か に 焦点 を 当て る べき で あ 


am (m 


Bo 


原子 力 の 専 


国 


PYAR | 


こと っ て 、 目 に 見 えな い 確 率 論 
伝え る か と いう 課題 が 廃 炉 事業 に もち もちつき まとっ て いる 。 教育 、 
民 と の 意識 共有 に つい て は 、 


a 


的 プロ セス に 


『 業 者 と 政府 が と も に 
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伴う 危険 性 を どう 
情報 伝達 、 そ し て 
責任 を 負わ な けれ ば な ら な 


o 現在 アメ リカ の 原発 事業 者 に は 、 跡 地 の 再 利 


する 


活 


pu 階 


TOE 


諸々 の 分 野 に 国 


こ 対 する 国 


We UO A7355, 


献 辞 ] 


著者 は 本 章 執筆 中 の 2015 年 か ら 16 年 に 
ファ ー 科 学 ・ 国 際 関 係 研究 所 で スタ ン 


た が 、 


民 の さら な る 参加 を 促す べく 、 
員 会 を 設け る と いう 選択 肢 が 存在 し て いる 
1 と 、 そ こ で 行なわ れ た 議論 の 公開 が 、 
に 入る 原子 炉 の 数 が 増え る 
明 性 の 確保 は 、 原 子 力 技術 


(US NRC 2015b) 。 こ うし た 
より 広く 促進 され る べき で ある 。 BEI 
に つれ 、 工 程 の 各 段 階 お よび 跡地 の 最終 状態 に 
Rota 


や 環境 保全 な ど 、 廃 炉 に 関係 
一 般 市 民 で 構成 され る 主 問 委 
委員 会 の 


関 
頼 を 維持 する 上 で ます ます 重 


か け て ハ 


本 章 の 記述 は 


も の で は な し 
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アン ドリ ュー・ ブ レイ カー ズ 


要 8 

太陽 光 発 電 (PV) と 風力 発電 は いずれ も 他 の 代 夫 エ ネル ギー より 安 f 
ある こと か ら 、 新 た な 低 排出 発電 技術 の 分 野 で 支配 的 地位 を 保っ て いる 。 
世界 で 毎年 新規 に 増強 され る 発電 出力 の うち 、 太 陽光 と 風力 に よる も の が 
分 を 占め る 。 ど ちら も 燃料 、 環 境 、 資 材 の 問題 、 水 の 供給 、 あ る い は 安全 対 
策 に よっ て 制限 され る こと が な く 、 新 化石 燃料 や 原子 力 と 比べ 価格 も 競争 力 
の ある も の に な っ て いる 。 一 般 的 な 水力 発電 は 、 ダ ム 建 設 用 地 の 不 足 か ら 太 
陽光 お よび 風力 に 太刀 打ち で きず 、 バ イオ マス 発電 の 利用 機会 も 極め て 限ら 
れ て いる 。 原子 力 、 炭 素 回 収 ・ 貯 蔵 (CCS)、 太 陽 熱 、 潮 力 、 お よび 地熱 と 
いっ た エネ ルギー 源 が 風力 な ら び に 太陽 光 に 追い つく に は 、20 倍 か ら 100 倍 
に 上 る 差 を 埋め る ほど の 大 胆 な 成長 率 が 必要 と な る 。 し か も この 目標 値 は 、 
太陽 光 発 電 と 風力 発電 が いずれ も 急速 に 拡大 し て お り 、 規 模 の 経済 が 大 きく 
働い て いる こと か ら 、 今 も 変化 し 続け て いる 。 ま た 電力 供給 産業 に お ける 薔 
電 の 99 パ ー セ ント は 揚水 式 発電 (PHES) に よっ て 行なわ れ て お り 、 そ れ ぞ 
れ 150 ギガ ワッ ト 以 上 の 電力 を 供給 し て いる 太陽 光 発 電 、 風 力 発電 、 そ し て 
揚水 式 発電 の 組み 合わ せ に よっ て 、 再 生 可 能 エ ネル ギー 市 場 の 高い 割合 (80 
ー100 パ ー セ ント ) が 占め られ て いる 。 き さら に 、 陸 上 の 輸送 機関 や 都市 の 廃 
熱 を 電力 供給 に 結び つけ る こと で 、 再 生 可 能 エ ネル ギー に よる 電力 は 中 期 的 
に 、 最 終 エネ ルギー 需要 の 4 分 の 3 を 満た すこ と が で きる と 見 込ま れ て いる 。 
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エネ ルギー の 選択 股 


エネ ルギー と 温室 効果 が ガス の 排出 


図 11-1 が 示す よう に 、 全 世界 に お ける 温室 効果 ガス 排出 の 4 分 の 3 は エネ ル ギ 
ー 部 門 で の 化石 燃料 の 使用 に よる も の で ある 。 危険 な 気候 変動 を 避け る た め に は 、 
この 化石 燃料 を 温室 効果 ガス を 排出 し な い エ ネル ギー 源 に 置き 換え る 必要 が ある 。 


エネ ルギー 技術 


現在 使用 可能 で 、 か つ 将 来 的 に 温室 効果 ガス の 排出 量 を 抑え る エネ ルギー 源 と 
し て 以下 の も の が 挙げ られ る 。 

・ 太 陽光 太陽 か ら 直 接 エ ネル ギー を 得る も の (太陽 光 発 電 (PV) や 太陽 熱発 
電 )、 お よび 間接 的 に エネ ルギー を 得る も の (風力 、 水 力 、 バ イオ マス 、 濾 エネ 
ルギー な ど ) の 両方 を 含む 。 

・ 炭 素 回 収 ・ 貯 蔵 (CCS) 技術 を 備え た 化石 燃料 


農業 : 14% 林業 お よび その 他 の 土地 活用 11% 


建築 : 6% 


電力 お よび 熱 生産 : 24% 


運輸 : 14% 
産業 : 21% その 他 の エネ ルギー : 11% 


図 11-1 100 年 間 の 時 間 的 枠組 み に お ける 経済 部 門別 の 温室 効果 ガス 排出 割合 
出典 : IPCC (2014: 88) o 


z 
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・ 原子 力 (核分裂 お よび 核 融合 ) 

・ 地熱 

・ 潮 力 

本 章 の 主題 は 、 エ ネル ギー 利用 に よる 温室 効果 ガス 排出 を 今後 20 年 間 で 大 き 
く 削 減 す る た め の 道筋 で ある 。 こ の 目標 を 達成 し 得る エネ ルギー 技術 は 豊富 な 資 
源 基 盤 を 有 し て いる 必要 が あり 、 他 の 深刻 な 問題 を 引き 起こ し て は な ら ず 、 ま た 
将来 の 普及 率 や 費用 低減 に つい て 、 技 術 的 ・ 経 済 的 進化 に 関す る 大 胆 な 仮説 を 要 
する も の で あっ て は な ら な い 。 今後 20 年 間 で 普及 する で あろ う 低 排出 エネ ル ギ 
ー 技 術 の うち 支配 的 地位 を 占め る と 思わ れる の が 風力 と 太陽 光 で あり 、 上 に 掲げ 
た その 他 エ ネル ギー 技術 の 一 部 も 大 き な 補 助 的 役割 を 果たす だ ろう 。 

風力 と 太陽 光 は 全 世 界 で 大 規模 に 普及 し つつ あり (両方 合わ せ て 出力 100 ギ が 
ワリ ワット (GW) 以上 の 発電 設備 が 毎年 建造 され て いる )、 続 く 10 年 間 で 巨大 産業 に 
成長 する 可能 性 が 高い 。2015 年 に 全 世 界 で 新た に 生み 出さ れ た 純 発 電 人 容量 の う 
ち 、 再 生 可 能 エ ネル ギー ( 主 に 水力 、 風 力 、 太 陽光 ) 発電 は その 64 パ ー セ ント を 
占め て お り 、 残 り の 大 半 は 化石 燃料 に よる も の で ある ( 図 11-2 参 照 )。 現 在 の 傾 


DM 2014 年 に 増強 
2015 年 に 増強 


(8) 7 «X 


" [3 En  |À] 3 
化石 燃料 RFH 水力 風力 太陽 光 バイ オマ ス 太陽 熱 地熱 揚水 


11-2 2014 年 お よび 2015 年 に 増強 され た 、 技 術 タ イプ 別 の 新規 発電 容量 
ik : 2015 年 に お ける 風力 ・ 太 陽光 の 発電 容量 純増 は 113GW だ が 、 こ れ は 他 の 技術 を 全て 合わ せ た 新 規 発 
電 容 量 と ほぼ 同じ で ある 。 
出典 : REN21 (2016) : Frankfurt School-UNEP Collaborating Centre (2014) ; IRENA (2016)。 
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向 か ら 判断 する と 、1 年 間 で 新た に 生み 出さ れる 発電 容量 と いう 点 で 、 風 力 お よ 
び 大 陽光 は 化石 燃料 と 原子 力 を 合わ せ た 数 値 を 2018 年 に 追い 抜く こと が 予想 さ 
れる 。 ま た オー スト ラリ ア な ど 数 ヵ国 で は 、 新 た に 生み 出さ れる 発電 容量 の ほぼ 
全て が 太陽 光 な いし 風力 に よる も の と な っ て いる 。 

2015 年 に お ける 太陽 光 お よび 風力 の 発電 容量 増加 は 、 前 年 に 比べ 19 パー セン 
ト の 伸び を 見 せ た 。 一 方 、 そ の 他 の 発電 技術 の 設置 率 は 横ばい か 減少 傾向 に ある 。 
風力 と 太陽 光 は いずれ も 、 資 源 、 環 境 、 お よび 資材 の 供給 に 制限 され る こと が な 
く 、 ま た 保安 問題 に 悩ま され る こと も な い 。 

水力 発電 は ダム 用 地 不 足 の た めこ の 伸び に 追い つく こと が で きず 、 バ イオ マス 
発電 の 可能 性 も 極め て 限ら れ て いる 。 そ の 他 の 低 排出 技術 (KT, CCS. KG 
熱 、 潮 力 、 お よび 地熱 ) が 風力 な ら び に 太陽 光 に 追い つく に は 、20 倍 か ら 100 倍 
に 上 る 差 を 埋め る ほど の 大 胆 な 成長 率 が 必要 と な る 。 し か も この 目標 値 は 、 太 陽 
光 発 電 と 風力 発電 が いずれ も 急速 に 拡大 し て お り 、 赴 模 の 経済 が 大 きく 働い て い 
る こと か ら 、 日 々 変化 し 続け て いる 。 

低 排出 発電 部 門 の 軸 権 争い で は 、 太 陽光 と 風力 が 「 勝 利 ] し た か の よう に 思わ 
れる 。 そ の た め 、 電 力 市 場 が それ ら に よっ て 飽和 状態 に な る より 早く 、 他 の 低 排 
出 技術 が 太陽 光 と 風力 に 追い つく の は 難し い 。 ま た 、 太 陽光 お よび 風力 に よる エ 
ネル ギー 産出 の 限界 費用 は (水力 発電 と 同じ く ) ゼロ に 近い た め 、 他 の 再生 可能 
発電 技術 が 市 場 に お いて それ ら の 牙城 を 切り 有 崩す の は 困難 で ある 。 

以下 で は 様々 な エネ ルギー 技術 を 論じ る が 、 そ の 対象 は 大 規模 な 展開 が 可能 な 
も の (2030 年 の 時 点 で 年 間 100GW 以 上 の 発電 容量 増加 ) に 絞ら れる 。 現在 、 全 世 
界 の 発電 量 は 年 間 お よそ 2,300 万 ギガ ワッ ト 時 (GWh) で あり 、 う ち 22 パ ー セ ン 
ト が 再生 可能 エネ ルギー (大 半 は 水力 ) に よる も の で ある 。 こ うし た 状況 の 下 、 
風力 お よび 太陽 光 の 発電 容量 が それ ぞ れ 年 間 175GW 増強 され て いる と いう 事実 
は 、 再 生 可 能 エ ネル ギー に よる 発電 量 を 2035 年 の 時 点 で 2.300 万 GWh に 増やす 
と いう 目標 を 達成 する の に 十分 だ ろう 。 そ れ に は 風力 お よび 太陽 光 の 年 間 展開 率 
を 現状 (2015 年 ) の 3 倍 に 増やせ ば いい だ け な の で 、 達 成 可 能 な の は 明らか で あ 
る 。 当然 な が ら 、 全 世界 で 人 口 お よび 富 の 増加 が 続い て いる た め 、 ま た 輸送 機関 、 
暖房 、 お よび 産業 で 用 いら れ て いる 化石 燃料 の 大 半 が 、 低 排出 エネ ルギー 源 に よ 
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っ て 生み 出さ れ た 電力 に 置き 換え られ る こと が 予想 され る た め 、 電 力 和 需要 は 今後 
も 増加 する も の と 思わ れる 。 


化石 燃料 


化石 燃料 の 燃焼 に よっ て 生じ る 二酸化 炭素 (CO。) は 、 回 収 し た 上 で 地下 に 貯 
蔵 す る こと が で きる 。 だ が 実際 に は 困難 を 伴い 、 大 規模 に 行 な お うと する と 費用 
も 高く つく こと が わか っ て いる 。 二酸化 炭素 を 他 の 気体 (窒素 、 ア ル ゴ ン 、 酸 素 、 
お よび 水蒸気 ) か ら 分 離し 、 適 切な 場所 へ 輸送 し た 上 、 圧 縮 し て 液体 を 生成 し 、 
そし て それ を 安全 な 場所 の 地下 深く (キロ メー トル 単位 ) に 注入 し な けれ ば な ら 
な いか ら で あ る 。 こ うし た CCS 技 術 の 補助 的 使用 は 石炭 燃料 お よび 天然 ガス 燃 
料 発電 所 の 全体 的 な 効率 を 低下 させ る と と も に 、 資 本 費用 と 運転 費用 を 増大 させ 
る 。 現在 すでに ある 発電 所 に CCS 装 置 を 後付け する の は 難し くま た 費用 も 高額 
に 上 る た め 、COS 技 術 を 普及 させ る に は 今後 建設 され る 発電 所 を CCS に 適応 さ 
せる 必要 が ある 。 

電力 部 門 に お ける 最初 の 大 規模 CCS プロ ジェ クト は 、 カ ナダ ・ サ スカ チュ ワ 
ン 州 の バウ ンダ リー ダム 計画 で あり (Global CCS Institute 2014) 、 年 間 お よそ 100 
万 トン の 二酸化 炭素 が 回 収 さ れ 地 下 に 貯蔵 され る こと に な っ て いる 。 比較 の た め 
に 述べ て お く と 、 こ の 量 の CO。 削 減 は 0.3GW の 風力 発電 増強 、 も し く は 0.6GW 
の 太陽 光 発 電 増 強 で 可能 で あり 、 参 考 ま で に 挙げ て お く が 、2016 年 の 1 年 間 で 、 
風力 と 太陽 光 は 全 世 界 で それ ぞ れ 60 一 70GW 相当 が 展開 され た 。 

また 二酸化 炭素 は 原油 を さら に 利用 する た め に も 用 いら れる こと が ある 。 つ ま 
D 地 中 の 油層 に 圧力 を か ける こと で 、 よ り 多 く の 原 油 を 抽出 する の で ある 。 こ れ 
は 経済 的 に 見 れ ば 好都合 で あり 、 か つ 相 当量 の 二酸化 炭素 を 地下 に 封じ 込め る こ 
と に な る も の の 、 結 果 と し て 産出 され た 原油 は 温室 効果 ガス の 排出 を 増やし て し 
=e 

CCS 装 置 を 備え た 新 化石 燃料 発電 所 が 幅広 く 普及 す る 見 込み は 薄い 。 技術 水 
準 の 低 さ き 、 コ スト の 高き 、 リ スク の 大 き さ 、 そ し て は る か に 大 規模 に 展開 され 、 
か つ CCS シス テム の 試作 型 よ り コ スト も 低い 水力 、 風 力 、 そ し て 太陽 光 と 競 
し な けれ ば な ら な いた めで ある (Frankfurt SchooLUNEP Collaborating Centre 2014) o 
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全て の 原子 炉 は 重い 元素 、 
原子 力 は 広く 普及 し て お り 、 
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に 意味 を 持つ に は あま り に 規模 が 小さ い 。 


地熱 エネ ルギー 


| 可能 な 資源 と 


ら 得 られ る も の で ある 。 ア イス ラン ド や イン ド ネ シア な どの 火山 地帯 
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岩 を 破砕 し 、 そ こ か ら 水 蒸気 を 取り 曲 


た 岩 を 用 いる 技術 に 
し か 活用 で き な v 
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。 そ の た め 現 在 【 


難 が 伴い 、 


通常 の 水力 発電 技術 を 


と が で きる 。 一 般 的 に は 入り 江 を 横切る 


いる こと に よ D, 


に 温度 の 高い 岩石 が 存在 し て お り 、 そ の 水蒸気 を 直接 活 
H い た りす る こと が で きる 。 

こ 放射 能 を 帯び た 岩 の 塊 が 地下 数 キロ の 深 さ に 存在 し 、 
で きる 地域 も ある 。 つ まり 冷水 を 高圧 で 注入 する こと に より 
HH す の で ある 。 だ が こう し た 高温 か つ 乾 燥 し 
それ に ふさ わし い 地 理 的 条件 を 有する 地域 で 
こ 至 る まで 本 格 展開 は な され て いな い 。 
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比べ 15 分 の 1 に 
り 重 水素 と トリ チ ウ ム (水素 の 同位 
に 必要 な 温度 
難 が 伴い 、 


て いる 。 
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定 の 地位 を 占め て いる 。 し か し 一 部 
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で は 地表 近 
ある い は 発 
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れ に よっ て ター ビン を 回 す 。 だ が 干満 の 差 が 大 きく 、 か つ 環 境 的 影響 を さほど 及 
ぼ さ な いと いう 、 潮 力 発電 に 適し た 場所 は ほとん ど な い 。 


太陽 光 エ ネル ギー の 供給 


太陽 光 エ ネル ギー は 英 大 か つ 地 球 上 の どこ で も 豊富 に 得 ら れ 、 し か る 無限 に 持 
続 可 能 で ある 。 ま た その 活用 に よっ て 環境 面 、 社 会 面 、 お よび 保安 面 の 影響 が 生 
じ る こと る 永遠 に な い 。 近年 の 大 幅 な コス ト 低 減 に より 、 太 陽光 か ら 得 ら れ た エ 
ネル ギー は 今や 化石 燃料 お よび 原子 力 と 同じ 価格 水準 に ある 。 主 に 太陽 光 、 風 力 、 
そし て 水力 な ど 、 太 陽 を 発生 源 と する 再生 可能 エネ ルギー は 現在 、 世 界 で 毎年 増 
強 さ れる 発電 能力 の 大 半 を 占め る よう に な っ て いる 。 

太陽 は 今後 数 十 億 年 に わた っ て 輝き 続け る 。 地 球 に は 毎年 、 人 類 が 商業 活動 で 
消費 する エネ ルギー より 4 桁 多 い 太 陽 兆 エネ ルギー が 降り 注い で いる 。 変換 損失 
(太陽 熱 収 集 器 に 降り 注ぐ 太陽 光 エ ネル ギー の うち 回 収 さ れ 、 利 用 可能 な 形 に 変換 で 
きる 割合 は 15 一 50 パ ー セ ント に 過ぎ な い ) お よび 利用 不可 能 な 場所 (海洋 上 、 北 
極 ・ 南 極 、 山 岳 、 森 林 な ど ) を 考慮 に 入れ た と し て も 、 人 類 が 商業 活動 で 消費 す 
る 数 百倍 の 太陽 光 エ ネル ギー が 利用 可能 な の で ある 。 

太陽 の エネ ルギー を 利用 可能 な 形 に 変換 する 二 つ の 主要 技術 と し て 太陽 光 発 電 
と 太陽 熱発 電 が 挙げ られ る 。 前 者 は 太陽 の 光 を 直接 電気 に 変換 する も の で あり 、 
後者 は 建物 内 部 や 産業 活動 (太陽 光 に よる 温水 や 建物 の ソー ラー 暖房 な ど ) に お い 
て 太陽 の 熱 を 集め 活用 し た り 、 太 陽 熱発 電 (日 光 を 太陽 炉 で 集 光 し 、 高 温 の 蒸気 を 
発生 きせ る) を 行なっ た り 、 あ る い は 熱 化学 反応 の 補助 的 役割 を 果たし た り と い 
う も の で ある 。 

また 太陽 光 エ ネル ギー は 風力 、 水力 、 波 力 、 海洋 温度 差 、 お よび バイ オマ ス と い 
っ た エネ ルギー を 間接 的 に 生み 出す こと で 、 世 界 の エネ ルギー 構造 を 支え て いる 。 


太陽 と いう 資源 


太陽 は 、 地 球 の 日 光 に 照ら され る 半分 の 上 層 大 気 に 1 平 方 メー トル あたり 1.3 
キロ ワッ ト (kWim) 相当 の エネ ルギー を 供給 し て いる 。 そ の うち の 大 半 は 大 気 
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圏 を 通っ て 地表 に 到達 する が 、 一 部 は 大 気 に 吸 収 さ れ 反 射 さ きれ る 。 晴れ た 日 の 
午 に お ける 地表 で の 太陽 光 エ ネル ギー 密度 は お よそ 1kW/m* で あり 、 地 球 は 毎年 
3.8 X 10* ジ ュー ル の 太陽 光 エ ネル ギー を 受け る 。 こ れ は 現在 全 世 界 で 消費 さ 
て いる 電力 の お よそ 5 万 倍 に 上 る 。 こ の エネ ルギー の 大 半 は 直接 光線 放射 の 形 を 
と っ て いる 。 つ まり 、 我 々 の 目 で 見 て いる 太陽 か ら 直 接 発 せら れ た も の で ある 。 
また 地表 付近 で は 、 雲 や 邑 な どの 気体 に よっ て 拡散 する た め 、 あ る い は 地表 が 日 
光 を 反射 する た め 、 太 陽光 の か な り の 部 分 が 間接 放射 (拡散 放射 ) と し て 現れ る 。 
さら に 、 太 陽 沈 エネ ルギー の 比較 的 わずか な 部 分 は 、 風 力 、 水 力 、 海 洋 エ ネル ギ 
ー、 お よび バイ オマ ス 発 電 に 活用 され 得る エネ ルギー 形態 へ と 変換 され る 。 
太陽 炉 が 集 光 する 直接 放射 と 拡散 放射 の 合計 が 全 天 放 射 と 呼ば ん れる も の で ある 。 
非 集 光 型 太陽 光 パ ネル と いっ た 一 部 の 集 光 シス テム は 、 日 光 の 直接 放射 と 拡散 放 
射 の 両方 に 対応 し て いる 。 ま た 集 光 型 太陽 光 発 電 シ ステ ム (CPV) や 太陽 熱 シ ス 
テム と いっ た その 他 の 集 光 設備 は 、 主 と し て 直接 光線 放射 に 対応 し て いる 一 一 
ーー つま り 基 本 的 な 物理 法則 に よっ て 、 拡 散 し た 光 を 集中 させ る の が 難し い の だ 。 
その た め 集 光 シ ステ ム は 雲 の 量 が 少な く 大 気 汚染 の 度合 い が 低 い 乾 燥 し た 地域 が 
最も 適し て いる 。 一例 を 挙げ る と 、 オ ー ス トラ リア の 詳 都 市 に 隆 り 注い だ 日 光 の 
うち 1 年 間 に 拡 散 する 光線 放射 の 割合 は お よそ 3 分 の 1 で あり 、 つ まり 利用 可能 
な 太陽 光 エ ネル ギー の 3 分 の 1 が 太陽 光 集 光 シ ステ ム の 内 部 で 無駄 に な っ て いる 。 
な お 熱帯 の 都市 と 砂漠 地帯 に お ける 光線 拡散 の 割合 は 、1 年 間 に 降り 注い だ 太陽 
光 の それ ぞ れ 半分 お よび 4 分 の 1 と な る 。 

利用 可能 な 太陽 放射 の 水準 は 、 緯 度 、 気 象 状況 、 お よび 大 気 汚染 の 度合 い に 左 
右 さ れる 。 ま た 夏 に 回 収 し た エネ ルギー を 冬 ま で 貯蔵 する の は 高く つく た め 、 太 
陽 放射 の 季節 変動 も 重要 な 要因 で ある 。 一般 的 に 言え を ば 、 低 緯度 地帯 で は 太陽 光 
エネ ルギー の 利用 可能 水準 に つい て も 、 ま た エネ ルギー 需要 (冷暖 房 な ど ) に つ 
いて も る 季節 変動 が は る か に 少な い 。 

世界 の 全 人 口 の お よそ 3 分 の 2 は 疑 度 35 度 以内 で 暮らし て お り 、 そ こ で は 太陽 
光 が 比 較 的 豊富 に 利用 可能 で あり 、 ま た 高緯度 地帯 に 比べ 太陽 光 エ ネル ギー の 供 
給 量 と エネ ルギー 需要 の いずれ に お いて も 季節 的 変動 が 穏やか で ある 。 紳 度 35 
度 の 内 側 に は 、 ア フリ カ 、 中 南米 、 オ ー ス トラ リア 、 オ セア ニア 、 東 南ア ジア 、 


(| 
Th 


ral 


第 11 章 持続 可能 エネ ルギー と いう 選択 肢 321 


イン ド お よび 南ア ジア 、 そ し て 中 東 の 人 口 の 大 半 が 暮らし て いる 。 し か し 高 エ ネ 
ルギー 型 経済 を 擁し 、 か つ 影 響 力 が 大 きい 国々 は それ より 高緯度 の 地域 に 存在 し 
て お り 、 ヨ ー ロ ッ パ 諸国 、 韓 国 、 ロ シア 、 カ ナダ 、 ア メリ カ の 大 部 分 、 中 国 、 そ 
し て 日 本 が それ に あたる 。 そ し て 太陽 光 エ ネル ギー の 利用 可能 性 と 適合 性 に 関す 
る 認識 も ぉ る 、 こ れ ら の 諸国 が 現在 有 し て いる 経済 力 と 政治 力 に よっ て 歪め られ る こ 
と が 時 に ある 。 


太陽 兆 お よび 風力 エネ ルギー の 環境 的 ・ 社 会 的 側面 


極め て わずか な 例外 を 除き 、 太 陽光 お よび 風力 エネ ルギー の 収集 に は ご く あ り 
ふれ た 材料 が 使わ れ て いる 。 太 陽光 発電 シス テム を 例 に と る と 、 ソ ー ラ ー セ ル に 
は シリ コン 、 ソ ー ラ ー モ ジュ ー ル の カバ ー ガ ラス に は シリ コン ・ 酸 素 ・ ナ トリ ウ 
ム 、 プ ラス チッ ク カ プ セ ル に は 酸素 ・ 炭 素 ・ 水 素 、 ソ ー ラ ー モ ジュ ー ル の 枠組 み 
に は アル ミニ ウム 、 そ し て 支柱 に は 鉄 が 用 いら れ て お り 、 そ こ に リン ・ ホ ウ 素 ・ 
銅 ・ 銀 な どの 物質 が 少量 ずつ 加わ る 。 こ れ ら の 元素 は 地表 や 大 気 中 の 至る 所 に 存 
在 し て お り 、 枯 潟 する 可能 性 は 考え られ な い 。 一 定量 の 太陽 兆 エ ネル ギー を 得る 
に あたり 、 採 掘 で 動か さ な け れ ば な ら な い 岩 の 量 は 、 化 石 燃料 お よび 原子 力 エネ 
ルギー の 活用 に お ける それ に 比べ 数 桁 少 なく すむ 。 そ れ は 主 に 、 燃 料 を 採掘 な い 
し 抽出 する 必要 が な いた めで ある 。 

太陽 兆 お よび 風力 エネ ルギー は ほぼ あら ゆる 場所 で 豊富 に 利用 する こと が で き 
る た め 、 化 石 燃料 に まつ わる 状況 と は 対照 的 に 、 人 々 が 太陽 光 や 風力 を 巡っ て 戦 
争 を 起こ す と は 考え に くい 。 ゆ え に 太 陽光 お よび 風 カ エネ ルギー の 活用 は 、 保 安 
リス ク や 軍事 的 リス ク の 最小 化 を も た ら す 。 ま た 何 百 万 と いう 太陽 光 お よび 風力 
エネ ルギー の 収集 装置 が 広範 囲 に 分 散 し て いる こと は 、 戦 乱 や テロ 行為 の 余地 を 
少な くす る 強固 で 弾力 性 の ある エネ ルギー シス テム を 可能 に する 。 
現在 の 太陽 光 発 電 シ ステ ム を 用 いて 世界 の 商用 エネ ルギー 需要 を 満た す に は 、 
全 陸 地 の 1 パ ー セ ント 未満 の 面積 が あれ ば よい 。 全 世 界 で 用 いら れる エネ ルギー 
の 大 部 分 は 屋根 に 設置 され た 集 光 装 置 に よっ て 生み 出す こと が 可能 で あり 、 そ う 
な れ ば 土地 を 占有 する 必要 も 事実 上 な く な る 。 ま た 不毛 の 地 に 太陽 光 発 電装 置 を 
置き 、 そ れ に 長 距 離 高 電 圧 直流 送電 (HVDC) シス テム を 組み 合わ せれ ば 、 同 じ 
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く 相 当量 の 電力 を 賭 を る 。 ま た 風力 発電 で 1 メガ ワッ ト (MW) の 電力 を 生み 出 


す に は 数 平方 メー トル の 土地 (風力 発電 用 地 ) さえ あれ ば 十分 で あり 、 そ の 下 で 農 
業 を 続け る こと も 可能 で ある 。 商業 的 に 取り 引き され る エネ ルギー の 大 半 が 太陽 
光 お よび 風力 か ら 得 ら れる と いう 世界 経済 を 実現 する た め に は 、 生 産 性 の 高い 農 
地 、 森 林 、 お よび 生態 系 を 占有 する 必要 性 が 比較 的 低い こと が 必要 不可 欠 で ある 。 
太陽 光 お よび 風力 発電 シス テム は 稼働 中 に 温室 効果 が ガス を 排出 し な い が 、 製 造 
段階 で 主 に 二酸化 炭素 か ら 成 る 温室 効果 が ガス が 生み 出さ れる 。 し か し 太陽 光 な い 
し 風力 発電 シス テム の 建設 で 生じ た 二酸化 炭素 と 同じ 量 を 、 そ れ ら に よる 発電 を 
通じ て 削減 する の に 必要 な 期間 は 半年 か ら 2 年 で あり 、 発 電 シ ステ ム の 寿命 は 平 
均 20 一 30 年 で ある 。 ま た 二酸化 炭素 の 発生 量 と 価格 は (物資 の 消費 や 効率 性 を 通 


LT) 直接 結び つい て いる た め 、 二 


短く な る 。 さ ら に 二酸化 炭素 の 償 本 


BAGO [| は 価格 の 下落 に 伴い 


期間 は 、 電 カシ ステ ム に お ける 低 排出 発電 機 


の 割合 が 増え る こと で も 短縮 され 、 最 終 的 に は 1 年 に 満た な い ご く 短 期間 に な る 


だ ろう 。 


太陽 光 お よび 風力 発電 シス テム の 製造 ・ 運 用 に よる 環境 汚染 と 騒音 も 最小 限 に 


と ど ま る た め 、 和 


故 の 可能 性 と その 影響 も 極め て 小さ 


[会 的 受容 度 も 一 般 的 に は 高い が 、 景 観 を 損なう と し て 風力 発電 
に 反対 する 人 も いる 。 ま た 化石 燃料 お よび 原子 力 に よる 発電 シス テム に 比べ 、 


ub 
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再生 可能 エネ ルギー 技術 に よっ て 、 向 こう 数 十 年 以内 に 化石 燃料 の 使用 を 低 コ 
スト で 終了 させ る こと が 可能 で あり 、 完 全 に 持続 可能 な ゼロ 炭素 エネ ルギー 社会 
を 実現 する こと が で きる 。 屋根 に 設置 され た 太陽 光 発 電 シ ステ ム に よっ て 家庭 や 


産業 活動 で 


行なう 。 小売 段階 に お ける 太陽 光 発 電 の グリ ッ ド パリ ティ (訳注 : 太陽 光 な ど 再 
生 可 能 エ ネル ギー に よる 発電 コス ト が 、 既 存 の 電気 料金 と 同等 か より 低く な る こと ) 
E ド で すでに 実現 し て いる た め 、 助 成 制 度 を 導入 せ ず と も 、 住 宅 向け な 


は 世界 の 大 


| いる 電力 と 温水 を 生み 


し 、 熱 エネ ルギー に よっ て 建物 の 冷暖 房 を 


ら び に 事業 所 向け の 販売 が 急速 に 伸び て いる 。 
大 規模 な 大 陽光 お よび 太陽 熱発 電 所 と 風力 な ら び に 水力 発電 を 組み 合わ せる こ 


第 11 章 持続 可能 エネ ルギー と いう 選択 肢 323 


と で 、 全 世界 の 産業 向け エネ ルギー 和 需 要 の 大 半 を 賭 う こと が で きる 。 太 陽光 エネ 
ルギー を 直接 回 収 す る こと に 加え 、 風 力 、 バ イオ マス 、 濾 力 、 そ し て 水力 と いっ 
た 間接 的 活用 も 重要 に な る は ず だ 。 

また 太陽 光 な いし 風力 に よる 発電 と 、 電 気 自 動車 お よび 電気 輸送 機関 へ の 移行 
が 組み 合わ され ば 、 世 界 の 輸送 用 エネ ルギー の 大 半 も 賭 え を る こと に な る 。 


太陽 光 発 電 


世界 の エネ ルギー 生産 を 最終 的 に 支配 する の は 太陽 光 発 電 で ある 可能 性 が 高い 。 
太陽 光 発 電 で 用 いら れる エネ ルギー は 風力 の それ に 比べ は る か に 大 規模 で 、 か つ 
遍 在 的 だ か ら で あ る 。 太陽 光 発 電 は 部 品 を 動作 させ る こと な く 日 光 か ら 直 接 電力 
を 生み 出せ る と いう 、 簡 潔 な 技術 で ある 。 全 世界 に お ける 太陽 光 発 電 の 大 半 は 、 
結晶 シリ コン 太陽 電池 (ソー ラー セル ) に よっ て 行なわ れ て いる (Reinders et al. 
2015). 日 光 は ソー ラー セル に 吸収 さき れ 、 そ の エネ ルギー の 15 一 20 パ ー セ ント が 
電力 へ と 変換 され る 。 ま た 残り (75 一 85 パ ー セ ント ) の 太陽 光 エ ネル ギー は 熱 と 
な る 。 な お この プロ セス は 光 起 電力 効果 (photovoltaics, PV) と 呼ば れる 。 

シリ コン 製 の ソー ラー セル 内 部 で は 、 日 光 に よっ て シリ コン 原子 か ら 電 子 が 分 
離さ れる 。 ま た セル の 表面 近く に ua 方 向 の 薄い 膜 ] が あ 
る 。 こ の pn 接合 を 通過 し た 電子 は 容易 に 戻れ ねい ため 、 日 光 が 当たっ て いる 側 
の 表面 で 負 の 電圧 (裏側 で は 正 の 電圧 ) が 生じ る 。 ま た pn 接合 の 両面 は 、 ソ ー ラ 
ー セ ル か ら 電 流 、 電 圧 お よび 電力 を 取り 出す た め の バ ッ テ リ ー な いし 抵抗 で 構成 
され る 外部 の 回 路 に よっ て 接続 きれ て いる ( 図 11-3 参 照 )。 

世界 に お ける 太陽 光 発 電 の 90 パ ー セ ント 以上 は 単 結晶 な いし 多 結 唱 シ リコ ン 
型 の 太陽 電池 に よっ て 行なわ れ て お り 、 将 来 的 に ち し ば らく は この 傾向 が 続く だ 
ろう 。 シ リコ ン を 用 いる 主 な 利点 と し て は 、 豊 富 に 存在 する こと (地殻 に 含ま れ 
る 元素 の 第 2 位 )、 低 廉 な 費用 、 毒 性 が な いこ と 、 効 率 の 高き 、 動 作 の 安定 性 、 簡 
素 で ある こと (大 陽 電 池 セル は 単元 素 半 導体 で ある )、 物 理 的 強度 、 素 材 お よび 技 
術 に 関す る 豊富 な 先進 的 知識 、 Midas NRN MAD M iru 
れる 。 そ の うち 最後 の 点 に つい て 言え ば 、 そ れ を 可能 な らし め て いる の は 、 大 規 
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n 型 シリ コン 


裏 電極 


p 型 シリ コン 外部 回 路 


図 11-3 典型 的 な 太陽 電池 の 概念 図 
出典 : 著者 作成 。 


模 か つ 効 率 的 な 供給 網 、 大 量 生産 施設 に 対す る 巨額 の 投資 、 シ リコ ン 型 太陽 電池 
の 技術 お よび 市 場 に 関す る 深い 理解 、 そ し て 幾 干 も の 質 の 高い 専門 家 た ち 一 一 科 
学者 、 設 計 者 、 お よび 技術 者 一 一 の 存在 で ある 。 

太陽 電池 を 製造 する に あたっ て は 、 ま ず シ リコ ン を 摂氏 1.400 度 で 融解 させ て 
型 に 入れ 、 鋳 塊 を 作る 。 そ し て 刃 を 用 いて 直径 156mm の 薄い (E & 0.15— 
0.2mm) ウェ ー ハ ー を 鋳 塊 か ら 多数 切り 出し 、 溶 剤 で 刃 の 切り 傷 を 取り 除く 。 次 
に ご く 少 量 の リン を 太陽 側 の 表面 に 散布 し 厚 さ 0.00lmm ほ どの 薄い 膜 を 生成 す 
る こと で 、pn 接 合 を 作り 出す 。 そ れ か ら 薄 い 金 属 板 を 裏側 に 、 金 属 の 格子 を 太 
陽 側 に 接着 し 、 電 気 の 取 り 出 し を 可能 に する 。 

次 に 60 一 80 枚 の 太陽 電池 を 電気 作用 で 接続 し て プラ スチ ッ ク の 薄い 層 で 挟み 
込み 、 そ の 上 を 強固 な 厚 さ 3mm の ガラ ス 板 で 覆う こと で 、 出 力 約 300W の 太陽 
電池 モジ ュー ル が 作ら れる 。 そ こ に 電気 端子 を 内 蔵 し た 接続 箱 が 取り 付け られ る 。 
そし て 最後 に 、 小 さい も の で 数 十 、 大 規模 な も の で 数 百 万 の モジ ュー ル を 設置 し 
相互 接続 する こと で 、 太 陽光 発電 シス テム が 構成 され る 。 

太陽 光 発 電 シ ステ ム の 中 に は 、 赤 道 を 向く よう 傾斜 が つけ られ た 国定 式 の 架台 
に 設置 され る も の が あり 、 そ の 傾き は 設置 場所 の 緯度 に 等 し い 。 こ れ に よっ て 年 
間 の 発電 能力 を 最大 化す る の で ある 。 一 方 、 大 規模 な シス テム は 太陽 追尾 装置 の 
上 に 設置 きれ る こと が 一 般 的 で ある 。 太 陽 電 池 モジ ュー ル に よっ て 生み 出さ れ た 
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電気 は 電力 調整 装置 に 供給 され る 。 こ の 装置 は 電圧 を 最適 化し 、 太 陽 電 池 が 生み 
出し た 直流 電気 を 配電 網 で 用 いら れ て いる 交流 に 変換 、 そ の 地域 の 配電 網 で 使わ 
れ て いる 電圧 に する と と も に 、 配 電網 と の 接続 を 管理 する 。 

太陽 光 発 電 シ ステ ム に は 可動 部 品 が な いた め 、 信 頼 度 が 他 の どの シス テム より 
も 高く 、 維 持 に か か る 費用 も 安い 。 製 造 元 に よる モジ ュー ル の 保証 期間 は 通常 
25 年 だ が 、 乾 燥 地帯 で は 50 年 以上 に わた っ て 運用 可能 な 場合 ちあ る 。 ま た 故障 
の メカ ニズム を 解明 し 、 そ れ を 防ぐ た め 、 試 験 用 モジ ュー ル に よる 加速 破損 実験 
が 行なわ れる 。 な お 太陽 電池 モジ ュー ル の 劣化 ・ 破 損 要 因 と し て は 、 人 間 の 故意 
的 ・ 偶 発 的 行為 、 あ る い は 激しい 電 を 伴う 嵐 に よる 物理 的 破損 、 化 学 変化 に よる 
透明 樹脂 の 黄 変 、 お よび 湿気 の 侵入 に よる 金属 部 品 の 腐食 が 挙げ られ る 。 


太陽 光 発 電 技 術 
結晶 型 シ リコ ン 太 陽 電 池 は 現在 、 全 世界 に お ける 太陽 光 発 電 市 場 の 90 パ ー セ 


ント 以上 を 占め て いる 。 現在 販売 され て いる 結晶 型 シ リコ ン 太 陽 電 池 の 大 半 は 人 金 
属 接点 の スク リー ン 印 刷 を 技術 的 基盤 と し て お り 、 そ れ に よっ て 14 一 20 パ ー セ 
ント の 変換 効率 を 達成 し て いる 。 一 方 、 薄 膜 シリ コン を 多 接 合 し た 太陽 電池 の 変 
換 効 率 は 22 一 24 パ ー セ ント に 上 る も の の 高額 で あり 、 主 に スペ ー ス が 狭い 場所 
で 用 いら れる 。 な お 実験 段階 に ある セル の 変換 効率 は 25 二 26 パー セン ト で あり 、 
理論 上 の 最大 値 は 29 パ ー セ ント で ある 。 ま た 最近 で は 裏面 パッ シベ ーション 
(PERC) 型 太陽 電池 (Blakers et al. 1989) の 効率 性 が 改善 され た こと か ら 、2020 
年 に は 世界 市 場 の 大 半 を 占め る も の と 了 予測 され て いる (Reinders et al. 2015) 。 
現在 主力 と な っ て いる 非 シ リコ ン 系 太陽 電池 は テル ル 化 カド ミウ ム を 用 いた も 
の で あり 、 フ ァ ー ス ト ソ ー ラ ー 社 が 実用 化 に 成功 し た こと か ら 市 場 シ ェ ア の お よ 
そ 4 パ ー セ ント を 占め て いる 。 ま た CIGS と いう 化合 物 ( 鋼 、 イ ンジ ウム 、 ガ リウ 
ム 、 セ レニ ウム か ら 成 る ) や アモ ルフ ァ ス シリ コン を 用 いた 大 陽 電 池 も あり 、 そ 
れ ぞ れ 市 場 シ ェ ア の 1 な いし 2 パー セン ト を 占め て いる 。 ま た ペロ ブス カイ ト な 
ど 、 そ の 他 の 物質 を 用 いた 太陽 電池 も 数 多く 開発 され て いる が 、 量 産 化 さ れ た も 
の は 今 の と ころ 存在 し な い 。 し か し ペロ ブス カイ ト 太 陽 電 池 は 実験 室 用 の 小型 モ 
デル で 最大 20 パ ー セ ント と いう 変換 効率 を 達成 し て お り 、 ま た 結晶 シリ コン と 
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の 組み 合わ せ で タン デム 型 太陽 電池 を 生産 で きる 可能 性 が ある こと か ら 、 大 い に 


注目 を 集め て いる 。 
太陽 光 発 電 に お いて 将来 重要 に 
(CPV) で ある 。 太陽 を 追尾 する に は 


な る と され て いる の が 集 光 型 太陽 光 発電 


集 光 装置 を 必要 と する が 、 


ネル レン ズ を 用 いて 太陽 光 を 100 一 1.000 倍 に 集 光 し た 上 で 、 
腸 電池 (費用 も 高額 で ある ) に 当て る と いう も の で ある 。 ま た 
こめ に 太陽 電池 を 冷却 する 必要 が ある 。 最高 性 能 の 集 光 型 太陽 光 発 電装 置 は 50 


パー セン ト 近 い 変 換 効 率 を 誇り 、 周 


期 表 の 第 3 列 お よび 第 5 列 に 


り 出 され た それ ぞ れ 異な る 半導体 を 3 


な 太陽 電池 は 一 般 的 な シリ コン 型 の も の に 比べ 1 平方 - 


て 高額 に な る が 、 集 光 す る こと で 装置 


く 削 減る され る 一 一 つま り 、 太 陽 電 池 の 大 半 が 、 よ り 安 価 な 鏡 な 


鏡 あ る い は フレ 
少数 の 高 効率 型 太 
通常 は 加熱 を 防ぐ 


ある 元素 か ら 作 


以上 重ね る こと で 製造 され る 。 こ の よう 
ンチ あたり の 費用 が 極め 


1 平方 メー トル あたり の 実質 コス ト は 大 き 


換え られ る こと に な る の で ある 。CPV は 将来 的 に 大 き な 可 能 


現在 の 市 場 シ ェ ア は 小さ く 、 ま た 集 光 で きる の は 直射 日 


量 が 豊 tt 
光 型 太陽 熱発 電 シ ステ ム と 技術 的 に か な り 類 似 し て いる た め 、 装 置 の 大 半 (太陽 


= 


追尾 機器 、 制 御 機器 、 レ ンズ 、 鏡 な ど ) | 


ょ 共用 可能 で ある 。 


太陽 光 発 電 市 場 


エネ ルギー の 1 単位 あたり 費用 が 大 規模 シス テム (メガ ワッ ト 単 位 ) 
シス テム (キロ ワッ ト 上 単位 ) で ほぼ 同じ と いう 点 で 、 太 陽光 発電 は 特異 な 技術 で 


光 だ け で ある こと か ら 日 


いし レン ズ に 置き 
性 を 秘め て いる が 、 


い 。 な お CPV は 集 


ある 。 つ まり 大 規模 シス テム で は 資本 費用 が 低い も の の 資金 調達 費用 が 高く 、 小 


規模 シス テム で は それ が 逆 に な る 。 —H. MOKA 


済 が 強力 に 作用 する 。 太 陽光 発電 の 大 き な 利 点 は そこ に ある 。 


本 的 商品 


どの 発電 規模 に 対 し て も 、 そ れ ぞ れ 市 


E の エネ ルギー 源 で は 規模 の 経 


つま り 、 一 つの 基 


シリ コン 型 太陽 電池 一 一 に つい て 、 ワ ッ ト 級 か ら ギ ガワ ッ ト 級 まで 
DB) OKO C5 5. 


最初 の 数 十 年 間 、 太 陽光 発電 は 家庭 用 電化 製品 、 遠 隔 地 の 電 気 供給 、 そ し て 人 


工 衛星 と いっ た ニッ チム な 市 場 で 幅広 く 


更 わ れ て きた 。 世界 各所 の 遠隔 地 に は 、 太 


陽光 、 風 力 、 デ ィ ー ゼ ル 機 関 、 そ し て バッ テリ ー な ど 様 々 な 手段 で 電気 が 供給 さ 
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11-4 太陽 光 発 電設 備 の 出荷 量 
出典 : 著者 作成 。 


れ て いる 。 そ の うち ディ ー ゼ ル 機 関 と バッ テリ ー へ の 依存 度 を 減ら すべ く 、 最 近 
能動 負荷 制御 技術 が 取り 入れ られ て いる 。 太 陽光 発電 市 場 は 近年 拡大 を 続け 
て お り ( 図 11-4 参 照 )、 費 用 も 急速 に 安く な っ て いる 。 太 陽光 発電 装置 は いま や 
都市 部 の 数 千 万 と いう 家屋 の 』 as され て お り 、 大 規模 な 発電 所 も 存在 する 。 
大 量 生 産 に よっ て コス ト が 急速 に 下落 し て いる の で ある 。 
世界 の 大 半 に お いて 、 太 陽光 発電 に よる 電力 は 今や 、 配 電網 を 通じ て 供給 され 
る 家庭 用 お よび 事業 用 電力 より も 安価 に な っ て お り 、 卸 電力 と も コス ト 競 争 状態 
に 近づき つつ ある (IRENA 2015; Breyer and Gerlach 2013) 。 世 界 中 で 太陽 光 発 電 が 
急速 に 普及 し て いる の も この た めで ある 。 和 盾 電力 供給 に お ける 化石 燃料 と の 直接 
競争 で も 、 カ ー ボ ンプ ライ シン グ (訳注 : 炭素 の 排出 量 に 価格 を つけ る こと )、 あ 
る い は 化石 燃料 に 対す る 支援 の 撤廃 な いし 平等 化 に よっ て 有利 に な っ て いる 。 ま 
た 太陽 光 シ ステ ム の 費用 が 今後 数 十 年 に わた っ て 下落 し 続け る こと も 間違い な い 
と 思わ れる 。 
発展 途上 国 の ほとん ど は 低 緯度 地帯 に あり 、 日 照 量 が 豊富 で 、 し か も エネ ル ギ 
需要 と 日 照 量 の 季節 変動 が 少な いこ と か ら 、 太 陽光 エネ ルギー に よっ て 大 き な 
利益 が も た ら さ れる 。 照明 、 コ ンピュータ 、 通 信 、 冷 蔵 、 脱 穀 、 あ る い は 水 の 没 
上 げ と いっ た 電気 の 利用 を 可能 な らし め る 太陽 光 発 電 は 、 た と え ぇ 小 規模 な も の 


5 
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で あっ て も 生活 水準 を 大 きく 改善 し 得る の で ある 。 
発展 途上 国 で は 一 般 的 に 広範 囲 か つ 安 定性 の 高い 配電 網 が 存在 し な い 。 そ の た 


め 数 千 な いし 数 百 万 の 小 規模 な 太陽 兆 お よび 風力 発電 シス テム が 自然 発生 的 に 拡 


大 し 、 そ の 国 の 配電 網 を 徐々 に 形成 する 可能 性 も ある 。 つ まり そう し た 国々 で は 、 


先進 国 型 の 中 央 集中 的 な 配電 網 が 敬遠 され る か も し れ な い 。 低 ・ 中 所 得 国 で は 固 
定 回 線 で な く モ バイ ル 通 信綱 へ の 依存 度 が 高い の と 同じ で ある 。 


`i 


風力 発電 


現在 の メガ ワッ ト 級 風力 発電 設備 は 、 立 地 に 恵まれ た 場合 、 最 も 安価 な 発電 技 
術 で ある 。 今後 数 十 年 間 、 数 ある 発電 方 法 の うち 、 多 く の 国 々 で 風力 と 太陽 光 の 
展開 率 が 最も 大 きく な る も の と 予想 され る 。 相互 補完 的 と いう 点 で 、 風 力 と 太陽 
光 は し ば し ば 理想 的 な 組み 合わ せ と な る 。 つ まり 太陽 が 出 て いな い 時 は 風 が 強く 、 
その 逆 も 当て は まる か ら で あ る 。 現代 的 な 風力 発電 設備 は 、 タ ワー、 発 電機 と 制 


御 装置 を 収め た タワ リー 頂部 の 


回 転 式 ナ セル 、 そ し て 風 を 受け る 3 枚 の プレ ー ド 


(羽根 ) で 構成 され る 。 数 百 の 風力 発電 機 が 間隔 を 取っ て 配置 され 、 集 合 型 風力 
発電 所 を 形成 する 。 風 車 は 農地 に 設置 され る こと が 多く 、 タ ワー 周辺 で は 農業 が 
引き 続き 行なわ れる 。 ま た 各 風 車 は ロー ター 部 の 直径 の 5 一 10 倍 を 隔て て 設置 き 
れる 。 な お 、 将 来 的 に は 浅瀬 へ の 風力 発電 所 の 建設 が 広く 普及 する も の と 思わ れ 
る 。 利 用 可能 な 場所 が 増え る と と も に 、 風 速 は 一 般 的 に 海上 の ほう が 大 きい か ら 
CHS. し か し 乗り 越え る べき 技術 的 ・ 経 済 的 課題 は な お 残っ て いる 。 


商用 風力 発電 機 の 定格 出力 ( 


ょ 1 一 8 メガ ワッ ト で あり 、 現 在 実用 化 さ きれ て いる 


最大 の ター ビン は 海上 用 に 設計 され た ヴェ スタ ス 社 製 の V164 で 、 定 格 出力 は 8 


メガ ワッ ト (Wikipedia 2015), 


翼 端 部 の 高き さ は 最大 220 メ ー ト ル 、 ロ ー タ ー の 直 


径 は 164 メ ー ト ル に 上 る が 、 そ れ よ り も さら に 大 き な タ ー ビ ン が 現在 開発 中 で あ 
る 。 タービン 規模 が 巨大 化す る ほど 、 そ の 製造 に 要する 費用 は 急速 に 増大 する が 、 


ロー ター 部 の 高 さ に 比例 し て 発電 能力 も 大 きく 向上 する 。 


風力 発電 機 に よっ て 得 ら れる 電力 は 、 タ ワー 頂部 の 平均 風速 と ほぼ 比例 する 。 


これ は 風 の 強 い 場 所 を 見 つけ 、 


高い タワ ー を 建設 する 強力 な 誘因 と な る 。 現在 で 
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は 場所 お よび 標高 を 変数 と し て 風速 を 計測 する こと が で き 、 こ れ と 最新 の 
予測 モデ ル を 組み 合わ せる こと で 、 発 電 所 に お ける 各 発 電機 の 正確 な 設置 位置 を 
決め る こと が 可能 に な る 。 

風力 発電 機 の 年 間 発 電 量 と 、 そ の 発電 機 が 1 年 を 通じ て 最大 出力 で 稼働 し た 時 
の 発電 量 と の 比率 を 設備 利用 率 と 言う が 、 平 均 風 力 と 設備 利用 率 と の 間 に は 相関 
関係 が ある 。 ま た より 大 型 の 発電 設備 が 利用 可能 に な り 、 さ ら に 多く の 洋上 風力 
発電 所 が 建設 され れ ば 、 高 所 な ら び に 海上 で 吹く 安定 し た 強風 を 捉え る こと が で 
き 、 設 備 利用 率 も さら に 上 昇 する 。 一 方 、 風 力 発 電 の コス ト は 設備 利用 率 に 反 比 
例 す る 。 陸 上 で は 老朽 化し た 小型 発電 機 か ら よ り 大 き な 新 型 モ デル へ の 置き 換え 
が 徐々 に 進ん で お り 、 そ の こと る も 設備 利用 率 を 押し 上 げ て いる 。 
設備 の 大 型 化 と 利用 率 の 上 昇 は 風力 発電 の コス ト 低 減 を もち も たらす ため 、 費 用 
線 が 近い 将来 底 打 ち す る こと は あり そう に な い 。 さ ら に 、 世 界 中 の 多く の 地域 で 、 
風力 発電 に よる 電力 は 今や 化石 燃料 お よび 原子 力 に よる 電力 と 完全 な 競争 状態 に 
あり (IRENA 2015)、 風 力 発電 が 世界 各地 で 急速 に 普及 し て いる の も その た めで 
ある ( 図 11-5 参 照 ) 。 


GS (SJ 74954) MIRE 
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11-5 風力 発電 設備 の 出荷 量 
t : Global Wind Energy Council (2015). 
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その 他 の 太陽 光 エ ネル ギー 技術 


K J 


水力 発電 は 高度 に 発達 し た 技術 で あり 、 全 世界 の 発電 


boss m a ee ae 


よる 電力 の ほぼ 全て を 生み 出し て いる 。 通常 、 


太陽 熱 


合わ せ 、 
水力 発 
ダム 溢 を 形成 する 。 そ れ か ら 導 水管 な いし トン ネル の 建設 
ン と 送電 線 を 設置 する の で ある 。 ま た 水力 発電 シス テム の 中 に は 
Ge Cette the NG 先進 国 の 大 半 は 水 
力 発電 に 適し た 場所 を ほぼ 使い 切っ た が 、 発 展 途上 国 に 
いる 。 し か し 渓谷 や 農地 、 さ ら に は 都市 部 に まで 洪 
ら 、 水 力 発電 計画 が 環境 的 ・ 社 会 的 な 反対 運動 に 直 


Aap Ed 
:g の 
再 


の お よそ 16 パ ー セ ン 
生 可 能 エ ネル ギー に 


を 行ない 、 


自然 の 太陽 熱 と 太陽 光 を 活用 で き 、 か つ 断 熱 に も 優れ て いる 建物 は 、 
要 な エネ ルギー を 最小 限 に で きる 。 世 界 各地 に お いて 、 太 陽 熱 温水 は 電気 お よび 


ガス と 直接 的 な 競争 関係 に ある 。 ま た 太陽 熱発 電 は 太陽 追尾 


電 に は ダム の 和 建設 が 伴い 、 
発電 ター ビ 


、 小 規模 な 場 お 


は 多く の 機会 が 残さ れ て 
水 の 及ぶ 危険 性 が ある こと か 
H する こと も ある 。 


FEX OD DON BEE f vo. 


日 光 を 集 熱 器 に 集め る こと で 行なわ れる 。 そ の 結果 生じ た 熱 で 蒸気 を 生み 出し 、 


ター ビン を 回 すこ と で 電力 が 生み 出さ れる 。 ま た 集 光 型 太陽 熱発 電 は CPV シス 


テム に も 応用 可能 で ある 。 現在 普 及 し て いる 集 光 型 太陽 熱発 電 シ ステ ム は パイ プ 


に 光 を 集め る 方 式 (トラ フ 式 、 曲 面 型 の 反射 鏡 な いし 屈折 レン ズ を / 
一 点 に 光 を 集め る 方 式 (タワ ー 式 お よび へ リオ スタ ッ ト 式 ) | 
集 光 し た 太陽 光 は 熱 化 合 物 の 生成 や 蓄熱 に も 活 
溶解 塩 に 高温 の 熱 を 鞭 え る こと で 行なわ れ 、24 時 間 の 発電 を 可能 に 


~ 


Ir 


mE 


め ら れ た 太陽 光 エ ネル ギー は 直接 的 方 法 (反射 鏡 を / 


= 


太陽 光 エ ネル ギー で 生み 出さ れ た 化学 合成 物 を / 


いる 方 法 ) の いずれ か を 
石 燃料 お よび 核燃料 と 同じ 温度 の 熱 を 生み 出す こと が で きる 。 


し 得る 。 太 陽光 ! 


いる 方 法 


こ 分 類 さ れる 。 
こよ る 蓄熱 は 
する 。 ま た 
E) と 間接 的 方 法 


暖房 に 必 


いる ) お よび 


通じ 、 化 
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集 熱 器 は 直射 日 兆 だ け を 用 いる た め 、 経 済 的 な 運用 を 可能 に する に は 、 拡 散 の 
度合 い が 低い 乾燥 地帯 に 設置 し な けれ ば な ら な い 。 太陽熱 で 生み 出さ れ た 電力 は 
太陽 光 発 電 と 同じ 市 場 に 分 類 さ きれ る も の の 、 価 格 競争 力 を 得る に は 規模 の 大 き さ 
が 必要 で ある 。 ゆ え に 太 陽光 発電 と 比べ 参入 障 層 が 高く 、 金 融 面 の 危険 因子 も 大 
きい 。 赴 模 の 大 小 に か か わら ず 発 電 コ スト が ほぼ 同じ た めで ある 。 さ ら に 、 太 陽 
光 発 電 に 適し た 都市 部 の 市 場 は 、 太 陽 熱発 電 に は ふさ わし く な い 。 現在 の と ころ 、 
太陽 光 発 電 シ ステ ム は 太陽 熱発 電 シ ステ ム の 100 倍 の 速度 で 普及 が 進ん で いる 。 
蓄熱 装置 を 伴っ た 太陽 熱発 電 シ ステ ム が 、 負 人 荷 管理 機能 や 蓄電 機能 (バッ テリ ー 
お よび 揚水 式 発電 (PHES)) を 備え た 太陽 光 発 電 シ ステ ム と 競争 で きる か どう か 
は 現在 の と ころ 不明 で ある 。 


バイ オ エ ネル ギー と 海洋 エネ ルギー 


日 光 に よっ て バイ オマ ス が 増加 お よび 蓄積 され た と き 、 バ イオ エネ ルギー が 得 
られ る 。 日 光 を 化学 エネ ルギー (つま り バ イオ マス ) に 変換 する こと は 、 太 陽 電 
池 お よび 集 熱 器 に よる 太陽 エネ ルギー の 獲得 に 比べ は る か に 非 効率 的 で ある 。 太 
陽光 お よび 太陽 熱発 電 に お ける 変換 効率 が 15 二 50 パー セン ト で ある 一 方 、 バ イ 
オ エ ネル ギー の 変換 効率 は ほとん どの 場合 1 パー セン ト に 満た な い 。 さ ら に 、 バ 
イオ マス の 増加 に は 広大 な 土地 、 豊 富 な 水 、 そ し て 肥料 と 殺 息 剤 を 必要 と し 、 食 
料 や 木材 の 生産 を 妨げ か ね な い 。 
廃棄 物 素 バイ オマ ス の 焼却 は 、 多 く の 国々 で 商業 用 エネ ルギー 生産 に 大 きく 頁 
上 献 し て いる 。 し か し エネ ルギー の 生産 効率 が 低い と いう バイ オマ ス 固 有 の 問題 は 
これ が 先進 国 の 商用 エネ ルギー 生産 に お いて は ご く 一 部 に 過ぎ な いと いう こと を 
意味 し て いる 。 一 方 、 発 展 途 上 国 で は 暖房 や 調理 な ど 幅 広い 分 野 で バイ オ エ ネル 
ギー が 使わ れ て いる も の の 、 多 く の 国 で は 所 得 の 増加 に 伴い 、 徐 々 に 電気 や ガス 
< 置き 換え を られ て いる 。 ま た この 点 に つい て 言え ば 、 普 及 に お いて 太陽 光 発 電 シ 
ステ ム が 誇る 柔軟 性 の 高 さ ゃ 大きな 影響 を 与え を る は ず だ 。 

海洋 エネ ルギー は 波 、 潮 流 、 深 海 に お ける 温度 差 、 そ し て 塩分 の 濃度 差 か ら 得 
られ る エネ ルギー を 指す 。 潮 位 が 高く 海底 の 状況 も それ に ふさ わし い 一 部 の 国家 
で は 、 技 術 の 発展 に 伴い 波 エ ネル ギー が 重要 と な り 得 る 。 し か し 世界 規模 で 見 れ 
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ば 小 規模 な エネ ルギー 源 に と ど ま る も の と 思わ れる 。 


再生 可能 エネ ルギー の 大 規模 な 普及 


大 規模 な エネ ルギー 貯蔵 


風力 と 太陽 光 は 電力 市 場 に お ける シェ ア を これ か ら も 伸ばし 続け る も の と 思わ 
れる が 、 そ こ か ら 発 電 量 の 変動 に どう 対応 する か と いう 問題 が 生じ し る 。 こ れ ま で 
の 状況 を 見 る と 、 配 電網 の 広い 普及 が 必ず し ゃ 電力 供給 の 不安 定性 を も た ら す と 
は 限ら ず 、 結 果 と し て 配電 網 が 普及 する まで 相当 規模 の 蓄電 設備 を 持つ 必要 性 も 
高く な い (Fraunhofer Institute for Solar Energy Systems 2015). 一例 を 挙げ る と 、 南 
オー スト ラリ ア 州 に お ける 年 間 発 電 量 の 半分 近く は 風力 お よび 太陽 光 に よる も の 
で あり 、 揚 水 発電 所 な どの 電力 貯蔵 施設 も 大 規模 な も の は 存在 せ ず 、 他 の 地域 の 
電力 系 統 と の 接続 も 小 規模 で ある 。 

電力 貯蔵 の 観点 か ら 見 て 重要 な の は 、 風 力 お よび 太陽 光 発 電 の 普及 を 進め る に 
は わずか 数 時 間 分 の 蓄電 で 十分 と いう 事実 で ある 。 い ずれ の 発電 方 法 も 需給 と も 
に 絶え ず 変 動 し て いる が 、 両 者 は 常に 均衡 を 保っ て いな けれ ば な ら な い 。 こ の 条 
件 は 応答 時 間 の 短い 一 般 的 な 水力 発電 所 や 低 デ ュー ティ ー 比 の ガス 燃料 発電 所 を 
通じ て 満た す の が 普通 で ある 。 

短 時 間 の 蓄電 能力 (4 一 24 時 間 分 ) さえ あれ ば 、 一 昼夜 の サイ クル を カバ ー で 
きる の みな ら ず 、 真 夏 の 午後 や 真冬 の 朝夕 と いっ た 需要 が ビ ピーク を 迎え る 時 期 、 
無風 状態 や 曇天 な ど 発電 能力 が 低く な る 期間 、 そ し て 発電 所 や 送電 網 に 不具 合 が 
発生 し た 時 に も 対応 で き 、 ま た 供給 不足 が 長引い た 場合 で も 、 低 デュ ー テ ィ ー 比 
の バイ オマ ス 発 電 所 、 石 炭 燃 料 発電 所 、 お よび ガス 燃料 発電 所 が 稼働 する まで の 
157) iG c REO CENTER, それに 加え 、 短 時 間 の 蓄電 能力 は 、 限 られ た 送電 
網 の 稼働 率 を 改善 させ る 。 風 が 強い 、 あ る い は 日 照 量 の 多い 地域 に ある 風力 発電 
所 や 太陽 光 発 電 所 を 全国 的 な 電力 糸 統 と 接続 する 送電 網 が その 例 に あたる 。 ま た 
蓄電 施設 の 所 有 者 は 裁定 取引 (電力 価格 が 低い と き に 電気 を 買い 、 価 格 が 上 昇 し た 
と き に 発電 する ) が 可能 で ある 。 


第 11 章 持続 可能 エネ ルギー と いう 選択 肢 333 


揚水 式 発電 (PHES) は 全 世 界 に お ける 総 蓄電 容量 (155GW、IRENA 2016: 17 
参照 ) の 99 パ ー セ ント を 占め て いる が 、 バ ッ テ リ ー な と ど 他 の 方 法 に 比べ て 安 1 
な こと が 理由 で ある 。 そ の た め 今 後 と も 卸 蓄 電 市 場 で 支配 的 地位 を 保つ も の と 思 
われ る 。 揚水 式 発電 は 慣性 エネ ルギー を これ 以上 な い ほ ど 見 事 に 活用 し て お り 、 
短 時 間 の エネ ルギー 蓄積 と 即座 の 起動 お よび 自力 の 起動 が 可能 で ある 。 揚水 式 発 
電 で は 、 電 力 の 過剰 が 発生 し た 時 に 水 を 上 部 貯水 池 へ 流 み 上 げ て お き 、 後 に 
A NN SO E 
間 (停止 状態 か ら 完 全 稼働 に 至る まで の 時 間 ) は 1 分 未満 で ある 。 ま た 寿命 は 50 年 
以上 で 、 運 転 費用 も 安い 。 設 計 が 優れ て いれ ば 循環 エネ ルギー の 蓄積 効率 は 80 
パー セン ト に 上 る 。 つ まり ポン プ 、 パ イプ 、 お よび ター ビン で 20 パ ー セ ント の 
エネ ルギー 損失 が 発生 する に 過ぎ な い の で ある 。 揚水 発電 所 に 貯蔵 可能 な エネ ル 
ギー の 容量 は 、 上 下 貯 水池 の 標高 差 (通常 100 一 1.000 メ ー ト ル )、 そ し て 上 部 貯水 
池 の 水 量 と 比例 する 。 

現存 する 揚水 発電 所 の 大 半 は 、 河 川 に 設置 され た 水力 発電 シス テム と 接続 され 
て いる 。 それと は 対照 的 に 、 独 立 し た 揚水 発電 所 で は 、 同 じ 水 が 上 下 貯水 池 の 間 
を 永遠 に 循環 し 続け る こと に な り 、 河 川 が 存在 する 必要 は な い ((「 純 揚水 発電 」)。 
し か し 多く の 国々 で は 新規 に ダム を 建設 する の が 難し く 、 そ の 要因 と し て 、 未 開 
発 か つ 経 済 的 な ダム 建設 用 地 の 不 足 、 発 電 施 設 の 新規 建設 に よる 環境 へ の 影響 、 
そし て 送電 線 を 新規 に 建設 する 必要 性 が 挙げ られ 、 そ の 建設 場所 も 遠隔 地 の 山 中 
に ある 国立 公園 内 で ある こと が 多い 。 し か し 最も 安価 な 大 規模 蓄電 施設 と し て 純 
揚水 式 の 発電 所 を 建設 する こと に は 大 き な 意 味 が あり 、 そ れ を 容易 に する 条件 と 
し て 、 大 き な 標 高 差 (400 一 1.000 メ ー ト ル )、 渦 溢 を 防ぐ 必要 が な いこ と 、 MM 
急 勾配 で 短い こと 、 貯 水池 が 狭い こと (1 一 20 ヘ へ クター ル ) 、 そ し て 変電 所 、 
| ane oe ee ct 
場所 は 世界 に 数 多く 存在 し て いる 。 

純 揚水 発電 所 は 河川 の 自然 流量 を 併用 する 混合 揚水 発電 所 と 比べ は る か に 広い 
地域 を 利用 で き 、 そ れ に よっ て 変電 所 や 送電 施設 に 近い 最適 な 用 地 を 多数 見 つけ 
る こと が で きる 。 ま た 重要 な こと と し て 、 上 部 貯水 池 は 川 の 流域 で な く 丘 陵 地 得 
の 頂部 に ある た め 、3-? 倍 の 標高 差 を 確保 で きる 。 エ ネル ギー 貯蔵 容量 と 発電 
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容量 は いずれ も 標高 差 と 比例 し 、 費 用 は それ と 反比例 する の で 、 こ の こと は 大 き 
な 利点 と な る 。 
純 揚水 発電 所 の 用 地 は ヘクター ル 赴 模 の 比較 的 小さ な 複数 の 貯水 池 か ら 成 り 、 
中 央 部 の 掘削 で 発生 し た 土 に より 、 貯 水池 を 囲む 璧 が 築 か れる 。 正味 発電 量 は な 
い 。 上 下 貯 水池 は 変電 所 お よび 送電 網 に 近接 し た 山地 に あり 、 ポ ンプ と ター ビン 
を 備え た 水管 な いし トン ネル に よっ て 繋が れる 。 上下 貯 水池 の 面積 が 各 15 ヘ ク 
ター ル 、 平 均 水深 が 各 20 メ ー ト ル 、 標 高 差 が 750 メ ー ト ル の 場合 、 純 揚水 発電 
シス テム で 1 ギガ ワッ ト の 電力 を 5 時 間 に わ た っ て 供給 で きる 。 そ れ と は 対照 的 
に 、 一 般 的 な 水力 発電 シス テム で は 貯水 池 の 流 域 面積 が 数 寺 ヘ クタ ー ル に 上 り 、 
高額 の 池 藩 防止 シス テム を 要する 一 方 、 標 高 差 は は る か に 小さ い 。 な お 純 揚水 式 
発電 所 の 場合 、1 メ ガワ ッ ト の 電力 を 4 時 間 に わ た っ て 供給 する 際 に 指標 と な る 
用 は 80 万 ドル で ある 。 

洞窟 内 の 圧縮 空気 、 新 型 バ ッ テ リ ー、 あ る い は 太陽 熱 の 溶解 塩 で の 貯蔵 な ど 、 
その 他 の 大 規模 蓄電 技術 も 2025 年 まで に 実用 化 さ れる 見 通し で ある 。 こ れ ら 新 
技術 の 費用 が 急速 に 下落 すれ ば 、 揚 水 式 発電 と の 競合 が 可能 に な る だ ろう 。 ま た 
太陽 熱 の 貯蔵 は 、 太 陽 熱 発電 を 大 規模 に 行なう に あたっ て 必要 不可 欠 な 要素 で あ 
Bo し か し これ ら 蓄 電 技 術 は いずれ も 揚水 式 発電 と 比べ て 普及 の 規模 が 小さ く 、 
将来 の 費用 や 技術 的 な 実現 可能 性 に つい て も 確実 で は な い 。 


長 距 離 送電 


先進 工業 国 の 送電 網 は 比較 的 少数 の 大 規模 な 化石 燃料 発電 所 、 原子 力 発 電 所 、 そ 
し て 水力 発電 所 を 軸 に 構成 され て いる 。 こ うし た 場合 の 負荷 調整 は 、 需要 が 低い 時 
間 帯 の 電力 料金 を 引き 下げ る こと で 行なわ れ て いる 。 ま た 相互 接続 の 規模 が 大 きく 
な る ほど 電力 供給 の 安定 性 も 高まり 、 負 荷 の 種類 お よび タイ ミン グ が 増え る こと で 
電力 需要 の 変動 が より 円 滑 に な り 、 ま た 揚水 式 発電 な ど 様 々 な 電源 を 組み 入れ る こ 
と が で きる 。 加え て 、 広 範囲 に わた る 各地 の 発電 所 が 高圧 送電 網 で 接続 きれ る こと 
で 、 十 分 な 量 の 日 光 お よび 風力 が 同時 に 得 ら れ な い 可 能 性 も 減少 する 。 現在 で は 大 
陸 規 模 の 送電 網 も 実現 し て お り 、 ま すま す 強 化 さ れ て いる 。 長 距離 送電 は 市 場 で の 
競争 力 を 高め る と 同時 に 、 大 陸 両 端 の 時 差 を 埋め る 「 タ イム シフ ト 」 を 可能 に する 。 
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さら に 現在 、 様 々 な 再生 可能 エネ ルギー 電源 が 普及 し つつ ある 。 太 陽光 は 都市 
部 を 含む 分 散 型 発電 を 可能 に し た が 、 再 生 可 能 エ ネル ギー に よる 発電 は 都市 か ら 
遠く 離れ た 場所 で 行なわ れる こと が 多い 。 洋 上 風力 発電 や 砂漠 地帯 で の 太陽 兆 発 
電 が その 例 で ある 。 そ の 際 必 要 な 長 距 離 送電 に は 長 距 離 高 電 圧 直流 送電 
(HVDC) シス テム を 用 いる こと が 一 般 的 で ある 。 送電 容量 は 電圧 の 2 乗 に 比例 
する た め 、 数 百 キ ロボ ルト か ら 数 メガ ボル ト (数 百 万 ボル ト ) の 電圧 で 送電 され 
る 。 し か し 高圧 の 交流 電気 を 遠く まで 送電 する の は 技術 的 に 難し い 。 ま た 
HVDC に は 送電 塔 の 設置 に 関わ る 地 役 権 (訳注 : 他人 の 土地 を 、 通 行 な ど 自 分 の 
土地 の 便益 に 供し 得る 物権 ) の 取得 を 減ら す と いう 利点 の 他 に 、 送 電線 の 下 で 暮 
らし た り 働 いた りす る 人 々 に 流れ 込む 誘導 電流 を 減ら す 効 果 も ある (Andersen 
2006; Hammons 2008; Hammons et al. 2011; Kutuzova 2011)。 

HVDC 技 術 が 最初 に 導入 され た の は 1954 年 、 ス ウェ ー デ ン 本 土 と ゴト ラン ド 
を 結ぶ 送電 線 に お いて で ある 。 こ の 送電 線 は 20 メ ガワ ッ ト の 電力 を 100 キ ロボ 
ルト と いう 電圧 で 送電 する こと が で き 、 水 中 ケー ブル の 長き さき は 98 キロ メー トル 
に 及 ん だ (Peake 2010) 。 こ の 送電 線 の 設置 以降 、 送 電 距 離 、 電 圧 、 そ し て 送電 電 
力 は いずれ も 大 幅 に 上 昇 し た 。 現在 最長 の HVDC 送 電線 は 中 国 の 向 家 壇 ダ ム と 
上 海 を 結ぶ も の で あり 、 最 大 6.4 ギ ガワ ッ ト の 電力 を キ 800 キ ロボ ルト の 電圧 で 
送電 し 、 総 延長 は 2.071 キロ メー トル に 上 る (Hammons et al. 2011) 。 

HVDC の 建設 に は 多く の 権利 取得 が 必要 に な る 。 容量 ? ギ ガワ ッ ト の 送電 線 を 
設置 する 場合 、 地 上 で は 幅 60 メ ー ト ル の 敷地 を 確保 し な けれ ば な ら な い 
(Kutuzova 2011)。 ま た 通行 権 の 取得 も HVDC 送 電 の 障害 と な る 。 地下 に ケー ブ 
ル を 走ら せる の で あれ ば 必要 な 敷地 の 幅 も 大 幅 に 狭く て 済む が 、 建 設 費用 が 高額 
に な り 、 ま た 大 量 の 電気 を 送る こと が 難し く な る 。 

シー メン ス 社 に よる と 、 電 圧 800 キ ロボ ルト 、 容 量 ? ギ ガワ ッ ト の 高 電 圧 直流 
送電 に お ける 送電 損失 は 、1.000 キ ロメ ー ト ル あ た り 3 パ ー セ ント に な る と いう 
(Siemens 2012) 。 加 えて 送電 線 の 両端 で 数 パー セン ト の 変換 損失 が 発生 する 。 大 
規模 な HDVC 送 電線 の 費用 は 、 今 後 数 十 年 間 で さら に 導入 が 進む こと で 大 幅 に 
低減 する も の と 予想 され て いる 。 そ の 場合 、1 メ ガワ ッ ト ・1 キロメートル あたり の 
建設 費用 は 300 ドル 未満 に な る と 見 込ま れ て いる (Blakers, Luther, and Nadolny 2012), 
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都市 部 に お ける 太陽 光 発 電 シ ステ ム 


現在 、 世 界 中 の 数 千 万 と いう 建物 の 屋根 に 太陽 光 発 電 シ ステ ム が 設置 され て い 
る 。 こ れ ら シス テム の 出力 は 、 一 般 家 屋 の 場合 で 0.1 一 10 キロ ワッ ト 、 商 業 ビル 
の 場合 数 十 キ ロワ ッ ト か ら 数 干 キ ロワ ッ ト に 及ぶ 。 ま た 設置 に 必要 な 屋根 の 面積 
は 、1 キ ロワ ッ ト あ た り 7 一 10 平 方 メー トル で ある 。 人口 密 度 が 低い 地域 の 家屋 
の 屋根 は 一 般 的 に 広く 、 そ の 家屋 で 1 年 間 に 用 いる 電力 を 賭 う の に 十分 で ある 。 
また 低層 ビル 軽工業 の 建物 の 屋上 で も 、 送 電網 に 送る こと が で きる ほど の 余剰 
電力 を 生み 出す こと が で きる 。 し か し 都市 部 の 人 口 過密 地域 で は 太陽 光 発 電 の 普 
及 に あたり 、 そ の 建物 の 電力 需要 を 由 う の に 必要 な 区 る 物 の な い 屋根 の 面積 が 不 
足し が ち で ある 。 

屋根 設置 型 の 太陽 光 発 電 シ ステ ム の 料金 は 一 般 的 に 、 卸 電力 の 2 一 4 倍 に 上 る 
小売 り 電 力 に 対抗 可能 で ある 。 中 ・ 低 緯度 地 薄 (35 度 未満 ) の 屋根 に 設置 され た 
太陽 光 発 電 シ ステ ム に よる 電力 の 均等 化 原価 は 、 多 く の 都 市 に お ける 小売 り 電 力 
料金 を 大 きく 下回っ て いる (Breyer and Gerlach 2013). 。 こ れ は 屋根 設置 型 太陽 光 
発電 シス テム の 急 成 長 を 支え る 原動力 と な っ て お り 、 た と えば オー スト ラリ ア で 
は 2015 年 現在 、 お よそ 6 軒 の うち 1 軒 の 割合 で 家屋 の 屋根 に 太陽 光 発 電 シ ステ ム 
が 設置 され て いる 。 

数 百 万 と いう 家屋 の 屋根 に 太陽 光 発 電 シ ステ ム が 設置 され た こと で 、 配 電網 に 
お ける 需要 サイ ド に 大 き な 変 化 が 起き つつ ある 。 蓄熱 ・ 蓄 電 技 術 の 大 規模 な 普及 
は 都市 部 に お ける 太陽 光 発 電 の 浸 造 を も た らし 、 電 力 産業 の 経済 的 側面 に 一 大 変 
革 を も た ら す で あろ う 。 太陽 光 発 電 に よる 電力 供給 と 電力 需要 と の 間 に は し ば し 
ば ずれ が 生ずる た め 、 蓄 電 シ ステ ム は 必要 不可 欠 で ある 。 効率 的 な 発電 制御 と 管 
理 を 組み 合わ せる こと で 、 薔 電 ・ 蓄 熱 シ ステ ム は 建物 の 所 有 者 だ け で な く 配 電 事 
業者 に も 利益 を も た ら す と 言え よう 。 

屋根 設置 型 太 陽光 発電 の 自家 消費 を 増やす に は バッ テリ ー 式 蓄電 が 有効 で あり 、 
また 反応 性 が 良く 随時 使用 可能 で ある と いう 利点 を 活か すこ と で 、 配 電網 と 発電 
シス テム を 効率 的 に 運用 する こと が で きる 。 し か し バッ テリ ー の 価格 は (下落 し 
て いる も の の ) 依然 と し て 高額 で あり 、 太 陽光 発電 に よる 電力 供給 と その 家屋 の 
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電力 需要 を 一 致 さ せる た め に バッ テリ ー を 用 いる こと は 、 他 の 蓄電 方 法 に 比べ て 
高く つく 。 

保温 性 の 高い タン ク に 温水 を 入れ る 形 の 蓄熱 技術 は 広く 普及 し て いる 。 し か し 
太陽 光 、 が ガス 、 お よび 電気 に よる 従来 の 温水 シス テム は 、 屋 根 設置 型 太 陽光 発電 
シス テム に よる 発電 費用 が 急速 に 下落 し て いる こと か ら 、 営 利 面 で の 圧力 を 受け 
て いる 。 ま た 太陽 光 発 電 と 高 効率 の 蒸気 圧縮 ヒー ト ポ ン プ を 併用 する こと で 、 コ 
スト 面 で 有利 な 温水 供給 オプ ショ ン と な り 得 る 。 ヒ ー ト ポン プ は 電気 に よっ て 高 
温 の 熱 を ある 場所 (建物 の 外 ) か ら 別 の 場所 へ 移す も の で あり 、1 単 位 の 電力 に 
よっ て 数 単位 の 熱 エ ネル ギー を 輸送 する こと が で きる 。 ま た ヒー ト ポ ン プ 式 の 温 
水 蓄熱 シス テム は 他 の エネ ルギー 貯蔵 技術 と 同様 、 屋 根 設置 型 太陽 電池 の 発電 状 
況 や 家庭 内 の 電力 負荷 に 応じ た 制御 が 容易 で ある 。 
蓄熱 シス テム に よる 建物 の 冷暖 房 は 低 コ スト の エネ ルギー が 利用 可能 な 時 に 建 
物 の 温度 を 上 下す る こと で 行なわ れる が 、 そ れ は 熱 を 貯蔵 する 熱容量 、 お よび 熱 
損失 を 減ら す 保温 の 良し 悪し に 左右 され る 。 そ の 点 に お いて 、 可 逆 サ イク ル 式 の 
エア コン ディ ショ ナー (これ も 一 種 の ヒー ト ポ ン プ で ある ) は ます ます 費用 効率 
が 高まっ て お り 、 屋 根 設置 型 太 陽光 発電 シス テム に よっ て 運転 する こと が で きる 。 
また セラ ミッ ク の レン ガ に 高温 の 熱 を 甘え て お き 、 フ ァ ン を 随時 回 すこ と で 熱 を 
循環 させ る ヒー トバ ンク と いう シス テム も ある 。 こ れ と 太陽 光 発 電 を 組み 合わ せ 
れ ば 、 日 中 に 熱 を 貯蔵 し 、 夜 に 使う こと が で きる 。 さ ら に 、 日 中 に 太陽 光 発 電 で 
ヒー ト ポ ン プ を 動か し 、 冷 水 や 水 を 作り 出す こと で 、 冷気 の 貯蔵 も 可能 に な る 。 
そし て 、 建 物 の 冷暖 房 を 媒介 と し た 熱 エ ネル ギー の 貯蔵 を 温水 蓄熱 や バッ テリ ー 
と 合わ せれ ば 、 太 陽光 発電 の 利用 を 最適 化 で きる だ け で な く 、 家 庭 の 電力 需要 を 
管理 する こと も で きる 。 
建物 に お ける ガス の 使用 を 減ら し 、 そ の 代わ り に 太陽 光 発 電 と ヒー ト ポ ン プ で 
熱 エ ネル ギー を 賭 う こと は 、 都 市 部 で 急速 に 普及 し つつ ある 。 一般 家庭 で 温水 や 
暖房 に ガス を 使う こと は 、 太 陽光 発電 に 比べ 費用 が 高く 効率 も 悪い 。 加 えて 、 ガス 
式 の 温水 器 や 暖房 器 も 比較 的 高額 で ある 。 また ガス の 使途 と し て 目立た な な いな が 
ら も 極め て 一 般 的 で ある コン ロ は 、IH ク ッ キ ング ヒー ター へ の 転換 が 進む だ ろう 。 
都市 部 に お いて 産業 活動 で 用 いる 中 程度 の 熱 (摂氏 100 度 以上 ) を 生み 出す に 


NS 
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あたっ て は 、 一 般 的 に ガス が 用 いら れる 。 つ まり 従来 型 の 熱 サ イフ ォ ン や 真空 式 
の 集 光 器 で この よう な 温度 の 熱 を 生み 出す の は 不可 能 で ある 。 し か し ヒー ト ポ ン 
プ と 電気 抵抗 を 太陽 光 発 電 に よっ て 動作 させ れ ば 100 一 150 度 の 熱 を 生み 出す こ 
と が で きる た め 、 こ の 組み 合わ せ は 今後 普及 する こと が 予想 され る 。 


輸送 機関 と 太陽 兆 燃 料 


輸送 機関 で 用 いら れる 化石 燃料 は 、 先 進 国 に お ける 温室 効果 ガス 排出 の お よそ 
20 パー セン ト を 占め て いる 。 そ の ほとん ど は 自動 車 、 バ ス 、 お よび 商業 用 輸送 
車 に よる も の だ が 、 電 気 自動 車 へ の 移行 と 公共 交通 機関 の 電化 を 進め 、 か つ 電 力 
の 大 半 が 再生 可能 エネ ルギー に よっ て 賭 わ れる よう に な れ ば 、 排 出 量 を 削減 する 
こと が で きる 。 電気 自動 車 の 販売 数 は 近年 急速 に 伸び て いる が 、 そ れ は 価格 の 下 
落と 自動 車 シ ステ ム お よび バッ テリ ー の 改善 に よる と ころ が 大 きい 。 1 年 あたり 
8.000 キ ロメ ー ト ル を 走ら せる に は 出力 1kW の 太陽 光 パ ネル 1 枚 が あれ ば 十分 で 
あり 、 そ の 占め る 面積 は お よそ 7 平方 メー トル に 過ぎ ず 、 車 の 屋根 な ど 日 の 当 た 
る 場所 に 設置 する の が 望ま し い 。 太 陽光 パネ ル の 価格 は 設置 費 込 み で 1.500 一 
2,000 ドル で あり 、 寿 命 は 通常 25 年 一 一 自動 車 の 平均 寿命 の 2 倍 一 一 で ある 。 よ 
っ て 購入 費用 に 数 千 ド ル を 追加 すれ ば 電気 自動 車 の 電力 を 廃車 まで 賭 う こと が で 
き 、 燃 料 費 も 1 キロ メー トル あたり お よそ 1 セン ト に 過ぎ な い 。 

陸上 輸送 機関 (自動車 お よび 鉄道 ) の 動力 源 を 再生 可能 エネ ルギー に よる 電気 に 
置き 換え る こと は 十分 実現 可能 で あり 、 化 石 燃料 の 消費 を 大 幅 に 削減 する こと と 
な る 。 し か し 船舶 、 航空 機 、 そ し て 大 型 作業 車 と いっ た 輸送 機関 は 、 そ の 大 き さ と 
重量 、 そ し て 動か す の に 必要 な バッ テリ ー の 価格 と いっ た 要因 の た め 、 電 気 に よ 
る 運航 ・ 運 転 は 不可 能 で ある 。 ま た (再生 可能 エネ ルギー に よる ) 電力 の 活用 が 難 
し い 工 程 も 一 部 存在 する 。 さ ら に 、 化 石 燃料 に 対抗 し 得る ほど 費用 対 効 果 の 高い 
再生 可能 エネ ルギー に よる 燃料 合成 技術 も る 、 そ の 過程 で 多く の エネ ルギー が 失わ 
れ て し まう こと と 相まって 、 広 く 普 及 す る まで 時 間 を 要する も の と 見 られ て いる 。 
太陽 光 エ ネル ギー に よる 化学 反応 を 用 いた 燃料 合成 技術 は 、 輸 送 機関 や 産業 活 
動 で 用 いら れる 化石 燃料 を 太陽 光 な ど 再 生 可 能 エ ネル ギー で 置き 換え る こと を 可 
能 に する 。 資源 の 存在 量 、 毒 性 、 そ し て 貯蔵 性 な ど を 考慮 する と 、 化 学 燃料 に 適 
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し た 物質 は 限定 され る 。 そ の 有力 な 候補 と し て は 、 炭 素 化合 物 (メタ ン (CHO. 
軽油 (CQH4). ^u Z7 (CH) 水素 (HL)、 お よび アン モニ ア (NH) 2325 
げ ら れる 。 な お 既存 の エン ジン 、 す な わ ち 炭素 燃料 (炭化 水素 ) の 使用 を 前 提 と 
し た エン ジン を 今後 も 用 いる た め 、 合 成 燃 料 の 大 半 は 既存 の 燃料 を 「 一 次 的 ]」 に 


置き 換え る も の と な る だ ろう 。 


炭化 水素 の 合成 に は 、 低 排出 技術 に よる エネ ルギー 源 が 必要 と な る 。 ま た 再生 


a 


ab 
BE 


pud 


な 炭素 の 供給 源 も あな く て は な ら ず 、 そ の 候補 と し て は 大 気 な いし 海水 より 二 
彼 化 炭素 を 直接 回 収 す る 方 法 と 、 バ イオ マス に よる 方 法 が 挙げ られ る 。 後者 の 場 


合 、 バ イオ マス を 二酸化 炭素 を 得る た め だ け に 用 い 、 エ ネル ギー 源 と は し な いな 
ら ば 、 必 要 量 を 減ら すこ と が で きる 。 バ イオ マス は 太陽 光 の 回 収 手段 と し て は 効 
率 が 非常 に 低く (変換 効率 は 1 パー セン ト 未 満 )、 し か も 大 量 の 土地 、 水 、 殺 下剤 、 
そし て 肥料 を 必要 と する の で 、 こ の 点 は 重要 で ある 。 

太陽 光 エ ネル ギー を 用 いた 燃料 の 化学 合成 は 、 熱 も し く は 電力 に よっ て 行なう 


こと が 可能 で ある 。 し か し 熱 を 遼 い と ころ へ 運ぶ こと は で き な い 


生み 出さ れ 


た 熱 は 、 そ の 地域 で 使わ な けれ ば な ら な い の で ある 。 加え て 、 工 業 地 淀 に 集 光 問 
設置 する の は 高価 で ある 。 そ の た め 、 高 温 の 太陽 熱 を 産業 の 分 野 で 直接 (地域 


T) 活用 する に は 、 日 光 の 直接 放射 が 強く 、 か つ 地 価 の 低い 場所 が 求め られ る 。 

し か し 世界 中 の ほぼ 全て の 工業 地帯 は それ ら に 当て は ま ら ず 、 そ うし た 傾向 が 顕 
著 な 地域 と し て 中 国 お よび イン ド の 大 半 (大 気 汚染 が 深刻 で ある )、 東 南ア ジア の 
RE (熱帯 特有 の 曇天 が 多い ) 、 ヨ ー ロ ッ パ お よび 北ア メリ カ の 大 半 (雲量 が 多く 、 


日 照 量 の 季節 差 も 大 きい ) が 挙げ られ る 。 さ ら に 、 放 射 拡散 に よっ て 全 世 界 に 降 
照 量 の 50 パ ー セ ント 以上 が 失わ れ て いる と いう 事実 は 、 集 光 器 の 経済 


DEC 
性 を 大 きく 押し 下げ て いる 。 


一 方 、 電 気 に よ る 燃料 合成 は 、 風 力 や 太陽 光 と いっ た 再生 可能 エネ ルギー 電力 
の 急速 な 価格 下落 か ら 恩 恵 を 受け て いる 。 太陽 兆 お よび 風力 エネ ルギー の 回 収 は 、 
風 が 強い 、 あ る い は 日 照 量 が 多い 遠く 離れ た 土地 で 行なう こと が で き 、 あ と は 工 
業 地帯 に 送電 すれ ば よい 。 ゆ え に 重 工業 で は 、 集 光 器 に よる 蓄熱 より も 再生 可能 
エネ ルギー 電力 の ほう が は る か に 有利 で ある 。 燃 料 合成 、 あ る い は アン モニ ア 生 
産 な ど そ の 他 の 産業 化学 技術 に お ける 主要 な 条件 と し て 、 水 素 を 得 ら れる か 否 か 
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が 挙げ られ る 。 現在 、 産 業 活動 で 用 いら れる 水素 の 大 半 は 天然 ガス (CH) か ら 
得 ら れ た も の で ある 。 一 方 、 再 生 可 能 な 燃料 合成 で は 水 の 電 気分 解 に よっ て 水素 
を 得る 。 再 生 可 能 な 炭素 燃料 合成 を 空気 中 か ら の 二酸化 炭素 回 収 に よっ て 行なう 
な ら ば 、 そ の 最も 大 き な 条 件 は 水 の 分 解 と いう 電気 的 な 処理 で あり 、 そ れ に よっ 
て 水素 を 得る こと な の で ある 。 


100 パ ー セ ント 再生 可能 な エネ ルギー 


オー スト ラリ ア 国 立 大 学 が 行なっ た 最新 の 研究 結果 (Blakers, Lu, and Stocks 
2016) に よる と 、 オ ー ス トラ リア で は 完全 に 再生 可能 な 発電 を 低 コ スト で 実現 で 
き 、 似 た 条件 を 備え る 他 の 国 や 地域 で も それ は 同じ だ と いう 。 こ の 研究 で は 将来 
の 技術 革新 に つい て な ん ら 大 胆 な 仮説 を 立て て お ら ず 、 す で に 広く 普及 し て いる 
技術 (現時 点 で 150 ギ ガワ ッ ト 以 上 の 規模 を 持つ も の )、 つ まり 太陽 光 、 風 力 、 長 
距離 高圧 直流 送電 、 そ し て 揚水 式 発電 だ け を 考慮 に 入れ た も の で ある 。 

この モデ ル に お いて は 年 間 発電 量 の 90 パ ー セ ント が 風力 お よび 太陽 光 に よる 
も の で ある 一 方 、 既 存 の 水力 発電 と バイ オマ ス 発 電 が 残り の 10 パ ー セ ント を 占 
め て いる 。 太 陽光 と 風力 は いずれ も コス ト が 低い た め 、 新 世代 の 低 排 出 技術 の 中 
で 圧倒 的 に 優位 な 立場 に あり 、 世 界 中 で 毎年 新た に 増強 され る 発電 能力 の 半分 を 
占め る の みな ら ず 、 オ ー ス トラ リア に お いて は 新 世代 発電 設備 の 全て が 太陽 光 か 
風力 の いずれ か に よる も の で ある 。 ま た この モデ ル で は 2006 年 か ら 2010 年 まで 
の 1 時 間 ご と の 風力 、 日 照 量 、 そ し て 電力 需要 の デー タ を 用 いて お り 、 十 分 な 容 
量 の 揚水 式 発電 と 長 距 離 高圧 直流 送電 、 お よび 風力 と 太陽 光 に よる 余剰 発電 能力 
を 加え る こと に よっ て 、 エ ネル ギー 需給 の バラ ンス を 保っ て いる 。 

また この モデ ル に お ける 主要 な 結果 と し て 、 再 生 可 能 エ ネル ギー 発電 が 100 パ 
セン ト 普 及 し た 場合 、 エ ネル ギー の バラ ンス を と る の に 必要 な 1 時 間 あ た り の 
は 比較 的 低く 、1 メ ガワ ッ ト 時 (MWh) あたり 15 ドル に 収まる こと が 挙げ 
られ る 。 これ は 揚水 式 発電 と 長 距 離 高圧 直流 送電 に か か る 費用 、 ま た 風力 と 太陽 
光 に よる 電力 供給 が 需要 を 超過 し 、 か つ 蘭 電 容 量 も 満杯 時 の 漏洩 率 も 含ん だ も の 
で ある 。 オ ー ス トラ リア で 再生 可能 電力 が 100 パ ー セ ント に 達し た 場合 の 総 費用 
は 1MWh あ た り 50 ドル と 見 込ま れ て お り (た だ し 2020 年 以降 )、 そ こ に は 今 触 れ 
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需給 バラ ンス に か か る 費用 だ け で な く 、 風 力 お よび 太陽 光 発 電 の 費用 も 含ま れ 
いる 。 ま た 需給 バラ ンス 費用 の 大 半 は 、 数 年 に 1 度 発生 する 数 日 間 に わ た る 曇 
な ら び に 無風 状態 が 原因 で 生じ る も の で ある 。 さらに 、 契 約 に 基づく 電力 負荷 
限 、 揚 水 式 発電 用 の 貯水 池 を 満た す た め に 時 折 併 用 する ガス ・ 石 炭 発 電 、 そ し 
電気 自動 車 の 充電 時 間 を 管理 する こと に よっ て 、 電 力 料 金 の 大 幅 な 引き 下げ も 
な る と 思わ れる 。 

大 量 輸送 機関 へ の 移行 と 、 電 気 自動 車 お よび 電気 式 ヒ ー ト ポン プ に 対す る 低温 
の 熱 の 供給 は それ ぞ れ 電力 需要 を 押し 上 げ る 方 向 に 働く が 、 温 室 効 果 が ガス の 排出 
低い コス ト で 大 幅 に 削減 する こと が で きる 。 ま た 長期 的 観点 か ら 考え る と 、 先 


進 国 の エネ ルギー 構造 が 完全 に 電化 きれ た と すれ ば 、 大 半 の 電気 機器 が より 効率 


化 
x 
x 


ギー 


され た と し て も 電力 需要 は お よそ 3 倍 に 跳ね 上 が る (電力 供給 に 必要 な エネ ル 

を ジュ ー ル で 計算 し た 場合 )。 そ れ を 賭 う の に 太陽 光 お よび 風力 だ け で 十分 過 
る ほど で あり 、 そ の 総 費用 も 化石 燃料 が 支配 的 地位 を 占め て いる 現在 の エネ ル 
構造 に お ける それ と ほとん ど 変 わら な いと 見 られ て いる 。 


(54:3 

本 論 は オー スト ラリ ア 再 生 可 能 エ ネル ギー 庁 (ARENA) を 通じ オー スト ラリ ア 政 府 の 
支援 を 受け て 執筆 され た も の で ある が 、 本 論 ! Urt p HRS o し 助言 の 責任 
ォ ー ス トラ リア 政府 が 負う も の で は な い 。 


は 
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ビー ター・ ヴ ァ ン ・ ネ ス 


要 B 

福島 原発 事 逆 の 後 、 我 々 は 東 ア ジア に お ける 原子 力 問題 の 答え を 
見 出す べく 専門 家 か ら 成 る グル ー プ を 結成 し 、2 度 に わた る 国際 ワ 
ー ク ショ ッ プ で この 問題 を 検討 し た 。 本 章 は 我々 の 活動 に 関す る 一 
致し た 意見 の 報告 書 で は な く 、 原 子 力 に 関し て 我々 が 行なっ た 集団 
的 討議 の 1 参加 者 と し て の 立場 か ら 記 し た 一 一 個人 的 見 解 で あ 
る 。 す で に 核兵器 保有 国 で ある か 、 あ る い は それ を 目指 し て いる の 
で な い 限 り 、 原 子 力 は どの 国 に お いて も 良 か ら ぬ 選 択 肢 で あり 、 そ 
れ に は 9 つの 理由 が ある 、 と いう の が 私 の 意見 で ある 。 ま た 核保有 
を 目指 し て いる 国 で あっ て も 、 そ こ へ 至る に は いく つか の 重大 な 問 
題 が ある 。 そ し て 2014 年 に オー スト ラリ ア 国 立 大 学 で 実施 され た 2 
度目 の リーク ショ ッ プ に お いて 、 私 が 述べ る 9 つの 理由 の それ ぞ れ 
か ら 9 ヵ 条 の 政策 提言 が 打ち 出さ れ た 。 
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The Global Nuclear Power Database: World Nuclear Power Reactor Construction, 
1951-2017 (Schneider et al. 2017, Bulletin of the Atomic Scientists 2017 に も 収載 ) は 現在 
まで に 建設 きれ た 41 ヵ 国 計 754 基 の 原子 炉 ( う ち 廃 炉 と され た 原子 炉 は 90 基 ) を 対 
象 に し て いる 、 現 時 点 で 全 世 界 の 原子 力 に 関す る 最も 広範 な 分 析 報 告 で ある 。 

新た な 原子 炉 お よび 原子 力 発電 所 の 建設 に 関心 を 持つ 国々 に と っ て 、 こ の デー 
タベース は 原子 力 の 世界 的 な 歴史 を 理解 する 上 で 有 和 益 で ある 。 我々 の 研究 は 東 ア 
ジア に お ける 事態 の 推移 を 検証 し 、 と り わ け 中 国 と 日 本 の 状況 が 大 きく 異な る 点 
に 目 を 向け る こと で 、 こ の デー タベース を 補完 する と 同時 に 、 各 国 、 特 に オー 

トラ リア や 東南 アジ ア 諸 国連 合 (ASEAN) の 10 ヵ 国 な ど 、 原 子 力 を 採用 すべ き 
か 否 か 検討 し て いる 国々 が 答 を な けれ ば な ら な い 疑 問 点 を 明確 に し よう と する も 
の で ある 。 

この デー タベース に よる と 、2017 年 1 月 1 日 現在 、 全 世界 で 55 基 の 原子 炉 が 
建造 中 で あり 、 そ の うち 少な く と も 35 基 が 当初 の 予定 より 遅れ て いる と いう 。 
また 55 基 の うち 40 基 が 核兵器 保有 国 で 建造 され て お り 、20 基 は 中 国 で 建造 中 で 
ある 。 ま た 完工 済み の 原子 炉 の 最も 多く (90 基 、 他 に 12 基 が 廃 炉 済み ) が ウェ ス 
ティ ング ハウ ス 社 製 の も の で 、 当 時 4 基 が アメ リカ 、 同 じ く 4 基 が 中 国 で 建造 中 
だ っ た 。 し か し 2017 年 2 月 、 親 会 社 で ある 東芝 は 63 億 ドル の 損失 が 発生 し て い 
る と 公表 し 、 今 後 は 原子 炉 の 輸出 を 積極 的 に 促進 し な いと 発表 し た 。 ゼ ネ ラ ル エ 
レク トリ ッ ク 社 や フラ ンス お よび ロシア は 世界 各地 で 原子 炉 の 建造 を 進め て いる 。 

2014 年 8 月 、 我 々 が オー スト ラリ ア 国 立 大 学 に お いて 「 東 アジ ア に お ける 原子 
A: 費用 と 効用 ]】 と いう テー マ の 国際 ワー クシ ョ ッ プ を 行なっ た 際 、 ア メリ カ 、 
日 本 、 シ ン ガ ポー ル 、 吾 湾 、 そ し て オー スト ラリ ア か ら 参 加 者 を 得 た 。 ワ ー ク シ 
ョ ッ プ の 目的 は 、 各 国 の 原発 計画 に つい て 実証 的 分 析 を 行なう と と も に 、 区 成 派 
と 反対 派 が 互い に 過去 を 語り 、 時 に 説得 力 の な い 主 張 を 行なう と いう 、 こ れ ま で 
の 討論 の 形 か ら 脱 却 す る こと に あっ た 。 

我々 は 将来 の 原子 力 プ ロジ ェクト に 関す る 9 つの 論点 を 設定 し 、 過 去 に 原発 へ 


f 
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の 支持 な いし 反対 を 公言 し た か 否 か に か か わら ず 、 そ れ ぞ れ の 論点 を 検証 する の 
に ふさ わし い 専 門 家 を 招い た 。 そ の 論点 は 以下 の 通り で ある 。 


・ 建設 の 初期 費 

・ 原 子 炉 の 運転 お よび 維持 に お ける 専門 的 スタ ッ フ の 必要 性 

・ 独 立 性 と 透明 性 を 兼ね 備え た 規制 機関 の 確立 

・ 事 故 発生 時 の 責任 

・ 通 常 の 状況 と 異常 な 状況 (チェ ル ノ ブ イリ や 福島 な ど ) それ ぞ れ に お ける 廃 炉 
の 費用 お よび 作業 工程 

・ 原 子 力 発電 と 核兵器 の 関係 

・ 核 廃棄 物 の 処分 問題 

・ 放 射線 被 別 に よる 健康 へ の 影響 

・ 原子 力 と 気候 変動 


3 日 間 に わ た る ワー クシ ョ ッ プ に は 、 自 然 科 学者 、 社 会 科学 者 、 物 理学 者 、 生 
物 学 者 、 そ し て 歴史 学者 か ら 成 る 25 名 の 学者 が 参加 し た 。 そ こ か ら 生 み 出 され 
た 洞察 の 深 さ と 議論 に お ける 冷静 さ に 、 主 催 者 で ある 私 は 感激 し た も の で ある 。 
そし て 最終 日 まで に 導 か れ た 彼ら の 結論 は 私 を 大 い に 和 驚か せ た 。 


ま 設 の 初期 費用 


原子 力 発 電 所 の 新規 建設 は 巨額 の プロ ジェ クト で あり 、 原 子 炉 の 建造 費用 を 正 
し く 見 積もる の は 複雑 な 作業 で ある 。 ま た 石炭 、 ガ ス 、 あ る い は 再生 可能 エネ ル 
ギー と いっ た 他 の 電力 源 と の コス ト 比 較 (アン ドリ ュー・ ブ レイ カー ズ の 章 を 参 
照 ) も 、 原 子 力 が 持つ 独特 な 性 質 の た め に 容易 で は な い 。 廃 炉 費 用 、 お よび 高 レ 
ベル 放射 性 廃棄 物 の 処分 費用 を 見 積もり に 含め る べき か 、 そ う で あれ ば 、 特 に 後 
者 の 場合 、 長 期 の 時 間 的 枠 得 み の 中 で その 費用 を どう 見 積もる べき か 、 と いう の 
が その 一 例 で ある 。 

チェ ル ノ ブ イリ お よび 福島 で 原発 事故 が 発生 し て か ら と いう も の 、 安 全 性 へ の 
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懸念 は か つて な い ほ ど 高 まっ て いる 。 し か し どれ だ け の 安全 性 を 確保 すれ ば 十分 
と 言え る の か ? 原発 へ の 危険 性 に 対処 する に は 、 ど うい っ た 安全 対策 が 求め ら 
れる の か ? その 場合 、 ど れ ほ どの 費用 が 建設 費 に 追加 され る の か ? 

原発 の 批判 者 は また 、 極 め て 長い 時 間 的 枠組 み の 存 在 を 指摘 する 。 す な わ ち 原 
子 力 発電 所 の 建造 期間 、 稼 働 期間 、 そ し て 発電 所 か ら 放 出さ れる 潜在 的 に 危険 な 
放射 線 の 寿命 で ある 。 こ れ ら の 問題 は 費用 見 積もり を 一 層 複 雑 な も の に する 。 ま 
た コス ト 超 過 や 建設 の 遅れ も 原子 力 の 相対 的 な 費用 を 大 きく 押し 上 げ る 。 世 界 中 
で 現在 建設 中 の 原子 炉 55 基 の うち 、35 基 が 遅延 し て いる と いう デー タベース の 
内 容 を 思い 起こ し て いた だ きた い 。 

代 苦 エネ ルギー 源 の コス ト を 比較 する に あたっ て は 、 い わ ゆ る 均等 化 発電 原 1 
(LCOE) を 用 いる こと が 多い 。 こ れ は 発電 コス ト の うち 適切 な も の 全て を 考慮 
に 入れ よう と する 計算 方 法 で ある が 、 そ の 際 に は どの 項目 を 含め る べき か 、 あ る 
い は どの 価値 を 用 いる べき か と いっ た こと に 注意 し な けれ ば な ら な い 。 ま た 本 書 
で ダグ ・ コ プロ ウ が 記し た よう に 、 政 府 の 助成 金 や 税金 も コス ト 比 較 に 影響 を 与 


xg 


2. 原子 炉 の 運転 お よび 維持 に お ける 専門 的 スタ ッ フ の 必要 性 


原子 炉 を 建造 し 、 適 正 な 維持 を 行ない 、 か つ 必 要 な 電力 を 安全 に 供給 で きる と 
国民 に 納得 させ る に は 、 専 門 的 な 訓練 を 受け た スタ ッ フ の 存在 が 必要 だ が 、 そ の 
点 が エネ ルギー 源 の コス ト 比 較 で 十分 考慮 され る こと は ほぼ な か っ た 。 必 要 と さ 
れる 原子 力 物理 学者 お ょ び 工 学者 は 、 長 期 に わた る 学問 的 ・ 職 業 的 訓練 を 受け た 
人 材 の こと を 指す が 、 そ の こと は 、 原 発 導入 を 決め た 国家 が 教育 機関 に 長期 的 か 
つ 大 規模 な 投資 を 行ない 、 必 要 と され る 技術 スタ ッ フ を 育成 し な けれ ば な ら な い 
こと を 意味 する 。 こ うい っ た 訓練 を 継続 で きず 、 原 発 を 長期 に わた っ て 稼働 させ 
る の に 必要 な 技術 スタ ッ フ を 支援 で き な け れ ば 、 運 営 上 の 深刻 な 問題 が 生じ る は 
ず だ 。 ま た 緊急 事態 が 発生 し た 場合 に は 、 適 切な 訓練 を 受け た スタ ッ フ の 必要 性 
は さら に 高まる 。 


yn 
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けれ ば な ら な い 。 し か し 


3. 独立 性 と 透明 性 を 兼ね 備え た 規制 機関 の 確立 
ここ に 挙げ た 諸 問 題 の うち 、 規 制 機関 は その 任務 を 遂行 する に あたり 、 必 要 な 
規制 機関 が 透明 性 を 維持 する 


日 本 に は 「 原 子 力 


技術 的 能力 と 原子 力 業 界 に 関す る 深い 知識 を 有 し て いな けり け 


会 、 経 済 界 、 マ 


村 」 な る も の が 存在 し て お り 、 ジ ェ フ ・ キ ング スト ン は それ を 次 の よう に 定義 し 
Ed 
つま り 原 発 導 


核兵器 に 関す る 安全 保障 上 の 問題 が 存在 する 場合 


Ly 


の は 極め て 難し く な る 。 
また 独立 性 の 間 題 も 深刻 で ある こと が 明らか に な っ て いる 。 
原発 関連 業者 、 官 僚 、 
進 派 」 


て いる (Kingston 2012: 1) [ED SA 
ス メ デ ィ ア 、 お よび 学界 か ら 成 る 、 個 人 お よび 法人 の 原発 
入 を 推進 すべ く 、 既 得 権益 を 有する 原発 関連 企業 、 政 府 、 マ ス メ デ ィ ア 、 さ ら に 
し て 福島 原発 事故 が 発 
RIZ 


[会 が 構築 され た の で ある 。 そ 


日 本 の 被災 者 は 東京 電力 や 政府 に よる 情 


は 学界 の 一 部 か ら 成 る 閉鎖 視 
生 し た 時 、 責 任 あ る 立場 の 者 は 全く それ に 対応 で きず 、 信 頼 で きる 情報 を 国 
康 と 安全 へ の 八 威 に 関す る 彼ら の 言葉 を 信じ な いよ 


与 を る こと すら で き な か っ た 。 そ の た め 


*、 自 分 た ちの 健 
メリ ー・ カ バレ ロ = ア ン ソ ニー と ジュ リウ ス ・ セ ザー ル ・I・ ト ラ ヤ ー ノ は 本 
ii 


報 を 信用 せ ず 、 

うに な っ て し まっ た の で ある 。 
の 中 で 、ASEAN の 視点 か ら 見 た これ ら 間 題 の 多く を 論じ て いる 。 ま た 東南 ア 
論理 は 単 


Se 


I] 


ジア に お ける 可能 性 の 一 つと し て 、 ス ルフ ィ カ ー ル ・ ア ミー ル は 地域 的 規制 機関 
(Amir 2014), 、 そ の 理由 を こう 記し て いる 。「 そ の 
(B. 


の 構築 を 挙げ て お り 
純 で ある 。 地 域内 の ある 1 国 が 原子 力 発 電 所 を 建設 し た ら 、 利 益 を 得る の は その 
国 だ け で ある 。 し か し 地理 的 観点 か ら 見 れ ば 、 多 く の 国 が その リス ク を 共有 する 
EAN 加盟 国 は 地理 的 に 近接 し て いる の だ 


規制 は 業界 
因 と な る 。 要 す 


こと と な る 」。 そ の 上 で アミ ー ル は 、AS 
か ら 、 あ る 国 で 原発 事故 が 発生 し た ら 近 隣 諸 国 も 被害 を 受け る こと に な る と 指摘 
自身 に よる 規制 へ と つなが る 。 


Lies 


一 般 的 に 言え ば 、 原 子 力 業 界 に 対す る 
さら に 、 原 子 力 発電 と 核兵器 開発 は 互い に 関係 が ある た め 、 一 定 の 秘密 保持 と 保 
その こと も また 当局 の 説明 責任 を 妨げ る 要 


安 体制 が 必要 と な り 
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、 独 立 性 と 透明 性 を 兼ね 備え 、 か つ 説明 責任 を 果たす こと の で きる 原子 力 規 
制 機関 の 確立 は 、 ほ ぼ 不 可能 と 言っ て いい こと が 立証 され た の だ 。 


4. 事故 発生 時 の 責任 


原発 事故 が 発生 し た 場合 、 巨 額 の 費用 負担 が 生じ 得る こと か ら 、 民 間 投 資 家 に 
っ て 責任 体制 は 大 き な 懸 念 材 料 で ある 。 チ ェ ル ノブ イリ と 福島 で 発生 し た メル 
ト ダ ウン に よる 最終 的 な 損失 額 は いま だ 定まっ て いな い 。 民間 資本 に よる 原発 建 
設 を 決め た 国家 は 、 投 資 家 の 責任 を 制限 する 戦略 を 編み 出さ な けれ ば な ら な v 
ワー クシ ョ ッ プ の ある 参加 者 は こう 述べ て いる 。「 問 題 な の は 、 民 間 業 者 は 原子 
炉 を 売る 一 方 、 事 故 が 発生 し て も 責任 を 免 が れ た いと 考え て いる こと だ 。」 
アメ リカ の プラ イス = アン ダー ソン 原子 力 産業 免責 法 は 1957 年 に 制定 され 、 
その 後 議会 に よる 改正 を 経て 2025 年 12 月 まで の 効力 延長 が 可決 され た 。 同 法 の 
目的 は 原子 力 に 投資 し た 民間 投資 家 の 責 任 に 上 限 を 設け る こと で あり 、 そ の 手段 
と し て 企業 自身 の 保険 金 と 、 事 故 発生 時 の 補償 に 充て る 120 億 ドル の プー ル 資 金 
を 組み 合わ せる こと が 定め られ て いる 。1979 年 に 発生 し た スリ ー マ イ ル 島 原発 
事故 で この 法律 は 有効 に 機能 し た と され て いる (NAIC and Center for Insurance 
Policy and Research 2016) が 、 政 府 に よる こう し た 保険 体制 は 、 チ ェ ル ノブ イリ と 
福島 で 発生 し た より 深刻 な 原発 事故 に よっ て さら な る 試練 を 受け て いる 。 


5 通常 の 状況 と 異常 な 状況 (チェ ル ノ ブ イリ や フク シマ な ど ) 
それ ぞ れ に お ける 廃 炉 の 費用 お よび 作業 工程 


廃 炉 を 成功 へ と 導く に あたっ て 何 が 必要 と され る か は 、 多 く の 議 論 を 生ん で い 
る 。 石炭 燃料 や 石油 燃料 の 発電 所 と 異な り 、 施 設 が も は や 必要 な く な っ た 時 に 
スイ ッ チ を 切っ て 立ち 去る わけ に は いか な い 。 カ ルマン ・ ロ バー ト ソ ン は この 間 
題 を 詳細 に 分 析 し て いる 。 

端的 に 言 を ば 、 廃 炉 後 の 目 標 は 原発 跡地 を いわ ゆる 「 未 開発 」 の 状態 に 戻す こ 
と で ある 。 廃 炉 は 長期 に わた る 極め て 技術 的 な 作業 で あり 、 そ の 工程 は 原子 炉 の 
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解体 、 残 留 放 射 能 へ の 対処 、 そ し て 跡地 の 再 利 用 に 向け た 準備 作業 か ら 構 成 さ れ 
る 。 一般 的 に 原子 力 発電 所 は 政府 に よる 厳格 な 規制 下 に 置か れ て いる が 、 廃 炉 を 
無事 に 完了 させ れ ば 規制 は 不要 と な る 。 し か し 廃 炉 を 完了 させ る 前 に 関連 企業 が 
倒産 し た り 、 赴 制 の 責任 を 負う 政府 が 変わ っ た りす れ ば どう な る だ ろう か ? 

ロバ ー ト ソン に よる と 、 今後 15 一 20 年 間 で 多数 の 原子 炉 が 寿命 を 迎え る た め 、 
廃 炉 と な る べき 原子 炉 の 数 が 前 例 の な い 水 準 に 達する 見 込み だ と いう 。 


= 


6. 原子 力 発 電 と 核兵器 の 関係 


本 書 で 個別 研究 の 対象 と され た 国家 の うち 、 中 国 は 核兵器 を 保有 し (M・V・ 
ラマ ナ お よび エイ ミー・ キ ング の 章 を 参照 )、 他 の 3 ヵ国 (日 本 、 韓 国 、 台 湾 ) は 原 
子 力 発電 所 を 有 し て いる も の の 核兵器 は 保有 し て いな い 。 し か し これ ら 3 ヵ 国 の 
原子 力 開発 史 に お いて 、 核 兵器 保有 の 可能 性 は 常に その 一 部 だ っ た 。 グ ロリ ア ・ 
クア ン = テ ジュ ン ・ ス ー は 本 書 に お いて 台湾 の 歴史 を 描写 し て いる 。 日 本 は 原子 力 
発電 を 海外 に 広め て いる 国家 の 代表 的 存在 だ が 、1960 年 代 に 非核 三原 則 一 一 作 
ら ず 、 持 た ず 、 持 ち 込 ませ ず ー 一 を 打ち 出し 、 後 に 核兵器 不 拡散 条約 に 加盟 し て 
いる 。 し か し 日 本 の 原子 力 産業 は 、 核 弾頭 1.000 発 分 の プル トニ ウム な ど 、 核 兵 
器 の 製造 に 必要 な も の を 全て 保有 し て いる 。 さ ら に 専門 家 の 一 部 は 、 核 兵器 開発 
の 決定 が 下さ れれ ば 、 日 本 は 1 年 以内 に 核兵器 を 完成 させ る こと が で きる 、 つ ま 
り 事実 上 の 核兵器 保有 国 で あり 、「 地 下 室 に 核 爆弾 を 隠し 持つ 」 国家 だ と し て い 
る 。 

原子 物理 学 が 核兵器 開発 に 応用 され る 可能 性 の ある こと か ら 、 原 子 力 発電 所 の 
建設 を 進め て いる 国家 は 必然 的 に 、 他 の 発電 施設 (石炭 、 ガ ス 、 お よび 再生 可能 
エネ ルギー な ど ) の 建設 に は 必要 と され な い 一 定 水準 の 保安 を 確保 する 必要 が あ 
る 。 だ が 保安 体制 の 確保 は 透明 性 の 欠如 と いう 深刻 な 問題 を も た ら す と と も に 、 
原子 力 業 界 で 説明 責任 を 確立 させ 、 か つ 維 持 す る こと の 難し さ を 部 分 的 に 説明 す 
る も の で ある 。 鈴 木 達 治郎 は 本 書 の 中 で 、 福 島原 発 事 故に よっ て 浮き 彫り と な っ 
た 国民 的 な 不信 感 の 広がり に つい て 論じ て いる 。 

より 一 般 的 な 国家 安全 保障 と いう 観点 か ら 見 れ ば 、 原 子 力 発電 所 の 設置 は 敵対 


350 第 4 部 ポス ト 原 子 力 の 未来 


勢力 に 対し 、 国 内 で 原子 力 危機 を 引き 起こ す 戦 略 的 な 機会 を 与 を る こと に な る 。 
つま り テ ロリ スト な いし 敵国 に よる 爆破 工作 、 あ る い は 原子 炉 の 制御 シス テム を 
破壊 し メル ト ダ ウン を 引き 起こ す た め の サイ バー 攻撃 な ど に と っ て 、 原 子 力 発電 
所 は 格好 の 標的 と な る の で ある 。 こ うし た サイ バー 攻撃 に お いて 犯人 を 特定 する 
こと は 難し く 、 そ し て と り わ け 人 口 密集 地帯 で は 甚 大 な 被害 と 混乱 が 発生 し 得る 。 
本 書 で 韓国 の 原子 力 事情 を 論じ し た ロー レン ・ リ チャ ー ド ソン 、 お よび 放射 線 被 蝶 
の 健康 に 対す る 影響 を 分 析 し た ティ ルマン ・ ラ フ も 、 こ の よう な 攻撃 の 可能 性 に 
警鐘 を 鳴ら し て いる 。 

原子 力 発 電 と 核兵器 の 関係 性 が 浮き 彫り に な っ た も う 一 つの 事例 と し て 、 世 界 
最大 の 建設 プロ ジェ クト と な る 可能 性 が 高い ヒン クリ ー・ ポ イン ト C 原 子 力 発電 
所 の 是非 を 巡る イギリス 国内 の 論争 が 挙げ られ る 。 数 年 に 及 ん だ 論争 の 後 、 テ レ 
ー ザ ・ メ イ 首 相 は 2016 年 9 月 に 声明 を 発表 し 、 お よそ 20 年 ぶり と な る 新規 原子 
力 発 電 所 を ヒン クリ ー・ ポ イン ト に 建設 する 意向 を 明らか に し た 。 ヒ ンク リー・ 
ポイ ント C 原 発 は フラ ンス 電力 (EDF) が 建設 を 行ない 、 推 定 300 億 ドル と され 
る プロ ジェ クト の 33 パ ー セ ント を 中 国 が 出資 する 。 ま た 原子 炉 に は 欧州 加 圧 水 
型 炉 (EPR) が 用 いら れる 。 さ ら に イギリス 政府 は 、 同 原発 が 生み 出す 電力 に つ 
き 、 今 後 35 年 間 に わ た り 市 場 価格 の 2 倍 の 額 を 支払 うと 約束 し た 。 さ ら に 中 国 
に 対す る 配慮 と し て 、 同 国 エ セッ クス 州 に 中 国 製 の 原子 炉 を 用 いた 原子 力 発電 所 
を 将来 建設 する と 約束 し て いる 。 

メイ 首相 に よる 原発 建設 の 決定 は 経済 的 、 技 術 的 、 環 境 的 に 無 意 味 で ある どこ 
ろか 、 国 家 安全 保障 の 観点 か ら 見 て も な ん ら 価 値 を 持た な いた め 、 反 対 派 を 当惑 
させ る 結果 に な っ た 。 建設 主体 で ある EDF は 深刻 な 財政 危機 に 陥っ て お り 、 
EPR 型 原 子 炉 も 技術 的 に 確立 され て いな い 。 そ の 上 、 約 束 さ れ た 電力 買取 価格 は 
あま り に も 高く 、 環 境 面 で 言え ば 再生 可能 代替 エネ ルギー の ほう が は る か に 優れ 
て いる 。 そ し て 中 国 の 投資 が 深く 関与 する と いう 安全 保障 上 の 懸念 、 す な わ ち イ 
ギリ ス の 配電 網 に 中 国 が 大 き な 影 響 を 及ぼ し 得る と いう 懸念 が 存在 する 。 

メイ 首相 は な ぜ 原 発 建設 の 決定 を 下 し た の か 。 サ セッ クス 大 学 の 研究 チー ム は 
様々 な 説 を 検証 し た 上 で 、 重 大 な 留保 条件 が ある に も か か わら ず イ ギリ ス 首 相 が 
プロ ジェ クト 推進 を 決め た の は 主として イギリス の 核 抑止 力 を 維持 する た め 、 つ 
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まり 既存 の バン ガー ド 級 潜水 艦 に 置き 換わる 新型 原子 力 弾道 ミサ イル 潜水 艦 を 配 
備 す る に あたり 、 そ の 建造 を 支え を る こと が で きる よう 原子 力 産業 の 水 進 を 維持 す 
る た め だ と 結論 づけ て いる (Cox, Johnstone, and Stirling 2016) 。 

中 国 が ヒン クリ ー・ ポ イン ト C 原 発 に 出資 する こと に 対し 、 同 国 が 国内 電力 綱 
に 影響 を 及ぼ し 得る と いう 理由 で 反対 派 は 懸念 の 声 を 挙げ て いる が 、 よ り 深 刻 な 
安全 保障 上 の 問題 は 、 今 後 原子 力 弾 道 ミ サイ ル 潜 水 艦 の 開発 に 力 を 注ぐ で あろ う 
イギリス 原子 力 産業 に 中 国 が 加わ る こと で 、 ト ライ デン ト 浴 水 艦 に よる 核 抑止 
が 損なわ れる 可能 性 を 無視 で き な い 、 と いう こと で ある 。 


7. 核 廃 棄 物 の 処分 問題 


原子 力 発 電 が 直面 する 最も 深刻 な 問題 の 一 つと し て 、 高 レベ ル 放 射 性 廃棄 物 
(HLW) を いか に し て 安全 に 処分 する か と いう も の が ある 。 こ の 点 に つい て 、 ラ 
マナ は 以下 の よう に 論じ て いる (Ramana 2017: 415) 6 


原子 炉 の 稼働 中 に 生み 出さ れる 放射 性 物質 の 中 に は 、 半 減 期 が 極め て 長 
数 十 万 年 に わた っ て 人 間 か ら 隔 離さ れ な けれ ば な ら な いも の も ある …… この 
よう な 管理 が 必要 と され る こと は 、 人 類 史 上 前 例 が な い 。 


現在 の と ころ 、 高 レベ ル 放 射 性 廃棄 物 を 永久 貯蔵 する 現役 の 施設 は 世界 中 に 1 
ヵ所 も 存在 し な い 。 この間 題 の 解決 策 と し て 深 地層 処分 が 提案 きれ て お り 、 オ ー 
スト ラリ ア な ど 異 な る 国々 で 用 地 の 候補 が 挙げ られ て いる 。 そ の 一 方 、 原 子 力 発 
電 所 を 稼働 きせ て いる 全て の 国々 は な ん ら か の 方 法 で 放射 性 廃棄 物 を 一 時 貯蔵 し 
て いる が 、 本 書 で スー が 概説 し た 台湾 の 蘭 凡 を 巡る 状況 の よう に 、 悲 劇 的 な 結末 
と な る 場合 も ある 。 

アメ リカ 政府 は ネバ ダ 州 の 人 時 離れ た 砂漠 地帯 に ある ユッカ マウ ン テ ン に 150 
億 ドル を 投資 し 、2002 年 に 放射 性 廃棄 物 処分 場 と し て 正式 に 指定 し た が 、 現 状 
は 確定 的 な も の で な く 、 ま た 2014 年 に は ニュ ー メ キシ コ 州 の 核 廃 棄 物 隔離 試験 
施設 (WIPP) で 重大 事故 が 発生 し て いる (Alvarez 2014), 。 な お 世界 的 に 見 て 最も 


352 第 4 部 ポス ト 原 子 力 の 未来 


有望 な プロ ジェ クト は 、32 位 ドル を 投じ て フィ ン ラ ンド の オル キル オト 鳥 に 建 
設 さ れ た 処分 施設 だ が (Gibney 2015), 、 こ れ も ま だ 稼働 を 開始 し て いな い 。 


8. WIRKE k b ERORE 


ECC HUN RUE IC k A ERE E TIO ERE COMM à CAT 1 À : 

ー と アン ダー ス ・ モ ラー、 そ し て ラフ の 3 人 は 、 こ の 分 野 に お ける 最も 経験 
豊富 な 研究 者 で ある 。 ム ソー は チェ ル ノ ブ イリ で 10 年 間 調 査 を 行なっ た 後 、 福 
島原 発 事故 を 受け て その 研究 を 始め 、 ま た 公衆 衛生 医 で ある ラフ は 原子 力 技術 の 
公衆 衛生 的 側面 を 検証 すべ く 、 研 究 、 教 育 、 お よび 活動 に 力 を 注い だ 。 私 見 を 述 
べ れ ば 、 原 発 建設 の 決定 に よっ て 生じ る 、 人 間 の 健康 と 生態 学 的 な 生存 能力 へ の 
重大 な リス ク に つい て 、 こ の 3 人 以上 に 優れ た 論説 を 残し た 人 物 は いな い 。 そ し 
て 彼ら の 研究 結果 は 、 原 子 力 発電 へ の 投資 を 検 対し て いる 国々 に 警鐘 を 鳴ら す も 
の と な る は ず だ 。 


à 
wt 
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9. 原子 力 と 気候 変動 


国内 電力 の 70 パ ー セ ント 以上 が 原子 力 に よっ て 賭 わ れ て いる と いう フラ ンス 
の 特異 な 状況 を 本 書 で 論じ し た クリ ステ ィ ー ナ ・ ス チュ ワー ト は 、2015 年 12 月 に 
気候 変動 に 関す る 国連 枠組 条約 会 議 (COP) が パリ で 開催 され (COP21) 、 気 候 
変動 に つい て の 決定 が 参加 195 ヵ 国 の 全会 一 致 で 採択 され た 際 、 原 子 力 の 果たす 
役割 が 直接 言及 され る こと は な か っ た と 指摘 し て いる 。 ま た 会 議 を 観察 し た 結果 、 
驚く べき こと に 、 原 子 力 は 間接 的 に 論じ られ た に 過ぎ な いと 記し て いる 。 

それ で も な お 、 ジ ェ イ ムズ ・ ハ ン セ ン ら 一 部 の 有力 な 気象 学者 は 原子 力 を 強力 
に 後押し し て お り (Hansen etal. 2015), 、 ま た 原子 カエ ネル ギー 協会 も 次 の よう に 
主張 し て いる 。 


原子 力 が 気候 変動 に 対す る 解決 策 の 一 部 で ある と いう 意見 は 広く 認め られ て 
いる 。 独立 機関 が 実施 し た 、 現 在 主流 と な っ て いる 分 析 結 果 で も 、 炭 素 排出 
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量 を 削減 する に は 多様 な 電源 構成 が 必要 で あり 、 今 後見 込ま れる 世界 的 な 電 
力 逢 要 を 満た す に あたっ て も 、 原 子 力 こそ 唯一 の 低 炭 素 オ プシ ョ ン で ある こ 
と が 示さ れ て いる 。 (Nuclear Energy Institute n.d.) 


気候 変動 を 巡る 懸念 に つい て 言え ば 、 二 酸化 炭素 を 放出 する 化石 燃料 と 比べ 、 
原子 力 が は る か に 優位 で ある こと は 間違い な い 。 原発 推進 派 $、 原 子 力 以外 に 
「 ベ ー ス ロー ド 」 電源 を 供給 で きる 低 炭 素 オ プシ ョ ン は 存在 し な いと いう 点 を 特 
に 強調 し て いる 。 し か し ブレ イカ ー ズ は 本 書 の 中 で 、 再 生 可 能 エ ネル ギー に よる 
現在 の 発電 能力 で この 電力 需要 を 賭 え を る こと を 示し て お り 、 ま た マー ク ・ デ ィ ー 
ゼン ドル フ は ベー スロ ー ド 発電 所 が 不要 な だ け で な く 、 新 型 バ ッ テ リ ー や 揚水 式 
発電 な どの 再生 可能 な 蓄電 手段 、 お よび その 他 の 技術 革新 に より 、 信 頼 性 の 高い 
発電 を 行なう の に 必要 な 和 務 軟 性 を 確保 で きる と 論じ て いる (Diesendorf 2016) 。 
気候 問題 を 解決 し 、 か つ 信 頼 性 の 高い 発電 を 行なう に あたっ て その 他 の エネ ル 
ギー 源 が 利用 可能 で あれ ば 、 チ ェ ル ノブ イリ と 福島 で 発生 し た 原発 事故 に よる 被 
害 は 、 原 発 活用 の 正当 化 を 許さ な い ほ ど 原 子 力 に 伴う リス ク が 重大 で ある こと を 
示す も の と 言え よう 。 
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2011 年 3 月 に 発生 し た 東日本 大 震 災 以降 、 数 年 間 に わ た る 調査 研究 を 通じ て 
我々 が 得 た フク シマ の 教訓 は 、 原 子 力 発電 の 本 源 的 コス ト は 計算 不可 能 で ある と 
いう 、 最 初 に し て 最大 の 結論 を 土台 と し て いる 。 そ の コス ト は 現在 の と ころ 、 経 
済 的 な 物差し で も 、 あ る い は 健康 へ の 被害 や 人 命 の 損失 と いっ た 物差し で も 測る 
こと は で き な い 。 そ の 理由 の 一 つと し て 、 廃 炉 の 全 工 程 が 完全 に 成功 し た 場合 の 
想定 費用 すら 全く 定まっ て いな い 一 方 、 チ ェ ル ノブ イリ 原発 や 福島 第 1 原発 な ど 
危機 的 状況 の 中 で 閉鎖 され た 原子 力 発 電 所 の 廃 炉 費用 が 今後 も 上 昇 し 続け て いる 
こと が 挙げ られ る 。 

高 レ ベル 放射 性 廃棄 物 処 分 の 費用 推定 は 、 現 在 利用 可能 な 永久 貯蔵 施設 が 世界 
に 1 ヵ所 も 存在 し な い が ゆ え に 、 よ り 一 層 難 し い 。 さ ら に 公衆 衛生 の 観点 か ら 、 
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ラフ は 放射 線 被 孔 に よる 影響 を 精密 か つ 詳 細 に 論じ て お り 、 ム ソー と モラ ー は よ 
り 幅広 い 生態 学 的 な 悪影響 を 立証 し て いる 。 
先 に 記し た 9 つの 論点 を 考察 する 中 で 、 原 発 推進 派 に は 答え られ な いい くつ か 
の 疑問 が 発せ られ た 。 し か し 中 国 や イギリス と いっ た 核 兵 閉 保有 国 、 あ る い は 保 
有 を 目指 し て いる 国 の 場合 、 条 件 は 根底 か ら 異 な っ て くる 。 つ まり 、 信 頼 性 の 高 
い 電 力 を 最も 安価 に 提供 する 方 法 を 見 つけ る と いう 問題 で は な く 、 国 家 安 全 保障 
の 問題 と な っ て し まう の だ 。 核 兵 益 の 保有 を 決め た 国 は 、 ど れ ほ ど コ スト が か か 
ろう と も 、 原 子 力 産業 を 維持 し な けれ ば な ら な い 。 そ うし た 国々 に と っ て 、 我 々 
が 提起 し た 問題 は 二 義 的 な も の と な る 。 む し ろ 決 断 し な けれ ば な ら な い の は 、 
「 国 家 安 全 保障 ] な る も の に どれ だ け の 代償 を 支払 う 覚 悟 を 決め な けれ ば な ら な 
いか 、 と いう こと で ある 。 
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紹介 され て いる 。 デ ンマ ー 


EX—W : 


ティ モン シー 
サウ スカ ロラ イナ 大 学 
T7] を 


TES 


ミ = シア テ 
ETIE: 
福島 か ら の 放射 


に 


E 


H.- 


ES 


・A・ ム ソー 


アメ リカ 国立 科学 財団 
E 降 下 物 が 動物 、 植 物 、 微 4 


ク の オー フス 大 学 で 博 - 


anders.moller@u-psud. fr 


(Timothy A. Mousseau) 


上 号 を 取得 。 


で 生物 学 の 教授 を 務め 、「 チ ェ ル ノブ イリ ナ + 福島 
EE 


ESA. 過去 に サウ スカ ロラ イナ 大 学 の 大 学院 


H 


ES 


の 集団 


Ex 


[tex 


リサ ー チ ・ イ 


完 長 お よび 研究 


担当 役員 を 歴任 。 チェル ノブ イリ と 


EWOH 


RH 


に 与え た 


影響 【 
HAE 


に 関す る 研究 の 


^ 


wing 
Ru 


も 一 人 者 で ある 。 執筆 な いし 編集 に 携わっ た 書籍 は 11 点 、 科 学 論文 は 200 本 以上 に 上 る 。 
ニュ ー ヨ ー ク ・ タ イム ズ 紙 、 エ コノ ミス ト 誌 、CBS「60 Minute], Scientific American, 
BBC、CNN、PBS、 お よび その 他 の メデ ィ ア で 研究 内 容 が 紹介 され て いる 。 現在 は 国際 
放射 線 生態 学 連合 、 ア メリ カ 原 子 力 学会 、 ニ ュー ヨー ク 科 学 ア カ デ ミ ー に 所 属し 、 ア メ 
リカ 科学 振興 協会 、 ア メリ カ 学 術 団 体 評議 会 、 そ し て エク スプ ロー ラー ズ ・ ク ラブ の フ 
ェ ロ ー を 務め る 。 ま た 原子 力 発電 所 か ら 放 出さ れる 放射 性 物質 の リス ク お よび 牧 威 に 関 
する アメ リカ 科学 アカ デミ ー の 調査 委員 会 で 活動 し て いる 。 マ ギル 大 学 で 博士 号 を 取得 。 
E メ ー ル : MOUSSEAU@mailbox.sc.edu 


M・V・ ラ マナ (M.V Ramana) 

プリ ティ ッシュ コロ ン ビ ア 大 学 の リウ 国際 問題 研究 所 に 所 属し 、 軍 縮 ・ 世 界 お よび 人 
間 の 安全 保障 に 関す る 教職 (Simons Chair) に 就 い て いる 。2016 年 まで プリ ンス トン 大 
学 の 科学 お よび 世界 規模 の 安全 保障 プロ グラ ム に 携わっ て お り 、 本 書 の 執筆 内 容 の 基 と 
な る 研究 は その 際 に 行なわ れ た 。 著書 に The Power of Promise: Examining Nuclear Energy in 


India (Penguin Books, 2012) が あり 、 Prisoners of the Nuclear Dream (Orient Longman, 2003) 
共編 者 で ある 。 ま た 核分裂 性 物質 に 関す る 国際 パネ ル 、 核 廃絶 国際 会 議 2000、 核 軍縮 
お よび 平和 に 向け た イン ド 共 同 委員 会 に 所 属し て いる 。 グ ッ ゲ ン ハ イム ・ フ ェ ロ ー シ ッ 
プ の 特別 研究 員 で あり 、 ア メリ カ 物 理学 会 の レオ ・ シ ラー ド 賞 を 受賞 する と と も に 、 
2016 年 か ら 17 年 まで シグ マ ・ サ イ の 「 著 名 な 講師 ] に 選ば れ て いる 。 


E メ ー ル : m.v.ramana@ubc.ca 


ロー レン ・ リ チャ ー ド ソン (Lauren Richardson) 

現在 エジンバラ 大 学 で 日 韓 関係 お よび 両国 の 政治 に 関す る ティ イ ー チ ング ・ フ ェ ロ ー を 
務め 、 今 後 は オー スト ラリ ア 国 立 大 学 (ANU) の アジ ア 太 平 洋 外 交 大 学院 の 講師 兼 責 任 
者 に 就任 する 予定 。 専 門 分 野 は 、 北 東 ア ジア に お ける 政策 お よび 外交 関係 の 変化 に お け 
る 非 国 家 主体 の 役割 で も る 。 ま た 『Reshaping Japan-Korea Relations: Transnational Advocacy 
Networks and the Politics of Redress] と いう 症 の 書籍 が 近日 刊行 きま れる 。ANU で 博士 号 を 、 
慶應 大 学 お よび モナ シュ 大 学 で 修士 号 を 取得 。 
E メ ー ル : lauren.richardson@ed.ac.uk 
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カル マン ・A・ ロ バー トン ソン (Kalman A. Robertson) 


ハー バー ド 大 学べ ベル ファ ー 科 学 ・ 国 


管理 プロ ジェ クト で スタ ント ン 原 子 


x 


際 問 題 セ ンタ ー の 国 


際 安 全 保障 ブロ グラ ム お よび 


力 保 安 特別 研究 員 を 務め る 。 人 研究 分 野 は 核 の 防護 
措置 と 原子 力 の 協力 合意 で ある 。 オ ー ス トラ リア 国立 大 学 (ANU) 戦略 ・ 防 衛 研究 所 セ 
ンタ ー で 国際 関係 学 、 政 治 学 、 お よび 戦略 研究 の 博士 号 を 取得 する と と も に 、 同 大 学 の 


物理 学賞 を 授与 きれ 、 ま た 法学 部 を 


席 で 卒業 し て いる 。 ケ ン ブ リ ッ ジ へ の 赴任 以前 は 


ANU の 政治 学 ・ 国 際 関 係 学 ス クー ル で 講師 を 務め 、「 核 兵器 の 政治 学 ] と いう 講義 を 担 


当 し た 。 ま た 2012 年 か ら 16 年 まで 、 ア ジア 太平 洋 地 域 に お ける 安全 保障 協力 会 議 の 原 


子 力 専門 家 グ ルー プ に オー スト ラリ ア 代 表 と し て 参加 し て いる 。 


E メ ー ル : kalman.robertson@anu.edu.au 


ティ ルマン ・A・ ラ フ (Tilman A. Ruff) 


公衆 衛生 お よび 感染 症 を 専門 家 と する 内 科 医 で あり 、 ス メリ 
健 研究 所 に 准 教授 と し て 所 属 、 ま た オー スト ラリ ア 赤 十字 社 の 国 
ドバイ ザー と し て 参加 し て いる 。2012 人 
ベル 平和 賞 受賞 ) の 共同 理事 長 に オー スト ラリ ア 人 と し て 初め て 就任 し た 。 核 兵 
CAN: 2017 年 度 ノ ー ベ ル 平 和 賞 受賞 


国際 キャ ン ペ ー ン (訳注 : 


— 


E に は 核 戦争 防止 国 


レボ ルン 大 学 ノ ッ サ ル 世 界 保 
際 プ ログ ラム に 


師 会 議 (1985 4E 


療 ア 
ノー 
廃絶 


KE LA 


に | 


) の オー スト ラリ ア お よ 


び 国 際 代表 の 創設 者 。 メ ル ボ ルン 大 学 大 学院 の 医学 プロ グラ ム に お いて 、 公 衆 衛生 の 観 
点 か ら 見 た 原子 力 技術 を 教え て お り 、 修 士 課 程 の 講座 を 5 つ 、 学 士 課 程 の 講座 を 2 つ 担 


当 し て いる 。 過去 に は 戦争 防止 医師 連盟 (オー スト ラリ ア ) OF 
ある 。2008 年 に は 核 不 拡散 条約 会 議 の オー スト ラリ ア 代 表 団 


り 、 ま た 核 不 拡散 ・ 核 軍縮 に 関す る 国 


内 代表 を 務め た こと も 
民間 人 と し て 初め て 加わ 


際 委 員 会 で アド バイ ザー を 務め る 民間 人 2 名 の う 


ちの ひと り で ある 。 2012 年 に は 「 核 兵器 廃絶 の 推進 者 と し て 平和 促進 


お よび 東南 アジ ア ・ 太 平 洋 地域 へ の 予 


E メ ー ル : tar@unimelb.edu.au 


防 接種 プロ グラ ム の 遵 入 を 通じ て 公衆 衛生 
し た 功績 ]」 に より 、 オ ー ス トラ リア 勲章 を 授与 され て いる 。 


クリ ステ ィ ー ナ ・ ス チュ アー ト (Christina Stuart) 


低 炭 素 戦略 を 専門 と する パリ の エネ ルギー 関連 コン サル タン ト 企 業 、 
ネル ギー・ 気 象 の 専門 家 と し て 勤務 する 。 ソ ル ボ ン ヌ 大 学 (ピエ ー ル 
国際 間 題 スク ー ル で 政治 学 の 学士 号 を 取得 する 。 


大 学 ) で 物理 学 を 専攻 、 パ リ 政 治 学院 


こ 貢 献 し た 功績 、 
TED 


カー ボン 4 に エ 
. マリ x キュ リー 


持続 可能 エネ ルギー を 専攻 し 、 両 機関 に お いて 環 
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鹿 科 学 お よび 政策 の 修士 号 を 取得 し 


いる 。 学問 上 お よび 研究 上 の 専門 は 、 エ ネル ギー と 気候 の 関連 性 で あり 、 最 新 の 著作 は 


[Energy and Climate Adaptation in Developing Countries] (German Corporation for 


International Cooperation, 2017) 


ンコ ミュ ニテ ィ に 所 属し て いる 。 過去 に は エル ンス ト ・ ア 


で ある 。2014 年 か ら 欧 州 連合 の 気象 知識 イノ ベー ショ 
ンド ・ ヤ ング 社 で 環境 コン サ 


ル タ ン ト 業務 に 、 オ ー ス トラ リア 再 


に 携わっ た 経験 を 持つ 。 


E メ ー ル : christina.stuart@sciencespo.fr 


鈴木 達治 郎 (Tatsujiro Suzuki) 


月 まで 内 閣府 原子 力 委 員 会 の 委員 


済 研 究 所 研究 参事 (1996 一 2009) 、 
マサ チュ ー セ モッ ツ 工 科大 学 (MIT) エネ ルギー 環境 政策 研 
ー 人 研究員 (1993 一 1995) を 歴任 し て いる 。MIT 時 代 に 
同 で 執筆 し た 。 ま た 科学 と 世界 の 諸 問 是 


1993), MIT 国際 問題 研究 セン タ 


は 日 本 の プル トニ ウム 計画 に 関す る 報告 書 を 共 


長崎 大 学 核兵器 廃絶 研究 セン ター (RECNA) セン ター 長 。2010 年 1 月 か ら 2014 年 4 
長 代理 を 務め た 。 そ れ 以 前 に は 電力 中 央 研究 所 社会 経 


生 可 能 エ ネル ギー 庁 で 再 


A 


生 可 能 エ ネル ギー の 開発 


東京 大 学 公共 政策 大 学 


院 客 員 教 授 (2005 一 2009) 、 


完 セ ンタ ー 研 究 員 (1988 一 


に 関す る パグ ウォ ッシュ 会 議 の 評議 員 で も ある (2007 一 2009、2014 一 )。 東 京 大 学 で 原 


子 力 工学 の 博士 号 を 取得 (1988). 


E メ ー ル : suzukitatsugnagasaki-u.ac.jp 


ジュ リウ ス ・ セ ザー ル ・|・ ト ラ ヤ ー ノ (Julius Cesar I. Trajano) 


南洋 理工 大 学 (シン ガ ポ ー ル ) 
arant (uU qeu 


バー と し て 参加 する 。 ア ジア 太平 洋 地 域 に 


Jo 
E メ ー ル : isjtrajano@ntu.edu.sg 


・$S・ ラ ジャ ラ ト ナ ム 国 際 研 究 ス クー ル (RSIS) の 非 伝 


筆 し て いる 。 現在 の 研究 分 野 は アジ ア に 


nem e A ce 
ー プ と エネ ルギー 安全 保障 研究 グル ー プ に メン 


お ける 原子 力 管理 、 地 域 エ ネル ギー 安全 保障 、 
南シナ海 問題 、 そ し て 災害 救援 お よび 人 道 支 援 に つい て 、 学 術 記 事 や 報告 書 、 論 説 を 執 
お ける 原子 力 の 安全 お よび 保安 に 関す る 地域 協 
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ピー ター・ ヴ ァ ン ・ ネ ス (Peter Van Ness) 

オー スト ラリ ア 国 立 大 学 (ANU) 国際 関係 学部 に 客員 研究 員 と し て 所 属す る と と も に 、 
東 ア ジア に お ける 原子 力 を 論じ た 本 プロ ジェ クト で と り ま と め 役 を 果たし た 。 中国 の 外 
交 政策 お よび アジ ア 太 平 洋 地 域 の 国際 関係 の 専門 家 で あり 、 モ 毛沢東 時 代 に お ける 中 国 の 
革命 支援 、 社 会 主義 体制 下 で の 市 場 改 革 、 ア ジア に お ける 人 権 論争 、 そ し て ブッ シュ ・ 
“クト リン に 対す る アジ ア の 反応 に つい て の 著書 が ある 。 ま た 学術 誌 の みな ら ず ニュ ー 
ヨー ク ・ タ イム ズ 、 ワ シン トン ・ ポ スト 、 ザ ・ ネ ーション の 各紙 に 記事 を 寄稿 し て いる 。 
長年 に わた り デ ン バ ー 大 学 国際 学 大 学院 に 所 属す る 傍ら 、 社 会 科学 研究 評議 会 な ら び に 
アメ リカ 学術 団体 評議 会 か ら 助成 を 受け る と と も に 、 フ ル ブ ラ イ ト 特 別 研究 員 と し て 日 
本 を 2 度 訪 れ て いる 。 ま た 慶應 大 学 と 東京 大 学 を 含む 日 本 の 4 大 学 で 教鞭 を と る 一 方 、 
ANU、 ミ シ ガ ン 大 学 中 国 研究 セン ター、 ウ ッ ド ロー・ ウ ィ ル ソン 国際 研究 者 セン ター 
(ワシ ント ン D.C.) 、 そ し て 台北 で 実施 され た 中 国語 研究 大 学 間 プロ グラ ム に 特別 研究 員 
と し て 携わっ て いる 。 カ リフ ォ ル ニア 大 学 バ ー ク レー 校 で 博士 号 を 取得 。 


zy 


E メ ー ル : peter.van-ness@anu.edu.au 
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訳者 あと が き 


2011 年 3 月 11 日 、 私 は 4 月 か ら 8 ヵ 月 間 オ ー ス トラ リア 国立 大 学 (ANU) に 客 
員 研 究 員 と し て 赴任 する 準備 の た め 、 仙 台 市 南部 の 家電 量販 店 で 家内 と 買い 物 を 
し て いま し た 。 そ の 帰り 道 、 国 道 4 号 線 を 仙台 市 か ら 名 取 市 へ と 南下 し て いた 時 
の と こと で し た 。 
午後 2 時 46 分 、 名 取 市 田高 交差 点 を 西 へ と 右折 し た 直後 で し た 。 突然 衝撃 が 
走り 、 私 た ちの 軽 自動 車 は 大 きく 左右 に 揺さぶら れ ま し た 。 そ の 瞬間 | つい に 来 
た か ! | と 思い まし た 。 数 年 以内 に 起こ る 確率 が 99 パ ー セ ント と 言わ れ て いた 
宮城 県 沖 地 震 で す 。(1978 年 6 月 12 日 に 起き た あの 大 地震 の 時 の 光景 が 鮮やか に 修 
DET. 私 は 当時 中 学 3 年 生 、 名 取 市 の 箱 塚 グ ラウ ンド で 野球 部 の 練習 中 で し た 。 職 
の 森 の 樹々 は 激しく 揺さぶら れ 、 周 囲 の 家 の 屋 根 瓦 は 崩れ 落ち 、 激 し い 揺 れ に 立っ て 
いら れず 吐い つく ば る 私 の 目 の 前 を 地割れ が 走り まし た 。) 

私 は ハザード ラン プ を 点灯 し 、 車 を 左 に 寄せ て 停止 し まし た 。 私 も 家内 も 落ち 
着い て いま し た 。 揺 れ は 少し する と 弱まり 、 収 まっ た か と 思わ れ ま し た が 、 さ きら 
に 大 き な 横 揺れ が 襲っ て 来 ま し た 。 それは と て る も 長く 感じ られ まし た 。 近く の 電 
柱 が 大 きく 振れ 、 電 線 も 道路 も 波 打 っ て いま す 。 こ れ は 大 変 な こと に な っ た ……。 

揺れ が 収まっ て か ら 、 飛 び 散 6 ガラ ス 片 な ど を 避け な が ら ゆ っ くり と 車 を 走ら 
せ 、 普 段 な ら 15 分 で 着く こと が で きる 自宅 に 40 分 か か り 、 よ う や く 到 着 し まし 
た 。 途中 、 大 き な 混 乱 は 見 られ ませ ん で し た が 、 男 性 が 足 を 負傷 し た らし く 応 急 
手当 を 受け て いる 光景 が あり まし た 。 
自宅 に 戻る と 、 家 に は ほとん ど 損 傷 が あり ませ ん で し た が 、 家 の 中 は あら ゆる 
も の が ひっ くり 返っ て 散々 な 状態 で し た 。 家族 全員 が 無事 だ っ た こと は 辛い で し 
た 。 ラ イフ ライ ン は すべ て 止ま り 、 や が て 携帯 電話 も 使え を なくなっ て 情報 源 は ラ 
ジオ だ け に な り ま し た 。 し ば らく する と 大 津波 の め ニ ュー ス が 届き 始め 、 そ の 甚大 
な 被害 が 伝わっ て きま し た 。 

夜 は ろう そく の 灯り で 残り 物 の 夕食 を 取り 、 早 め に 就寝 、 翌 日 か ら は 日 の 出 と 
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と も に 起床 し て 、 家 や 実家 の 片付け 、 
役所 に 出向 いて 情報 を 求め る な ど 、 毎 


職場 と の 連絡 、 友 人 ら の 安否 確認 の た め 市 
日 を 慌ただしく 過ごし て いま し た 。 


そう し て いる うち に 飛び 込ん で きた の が 福島 第 一 原子 力 発電 所 事故 の ニュ ー ス 


で し だ た 。 


原発 は 地震 に より 外部 電源 を 失い まし た 。 一 
動 し まし た が 、 地 震 か ら 41 分 後 の 第 一 濾 以 
る 大 き な 津 波 が 襲い 、 低 い 防 波 堤 を 越え 、 施 設 を 破壊 し な が ら 、} 
電源 が 水没 し 燃料 の オイ ル タ ン ク も 流失 し た た 
炉心 冷却 装置 


も 流れ 込み まし た 。 地 下 の 非常 


め 、 原 子 炉 は 全 電 源 喪失 (ブラ ッ ク ア ウト ) に 陥り 、 非 常 


(ECCS) や 冷却 水循環 系 を 作 


ゼル 発電 機 が 起 
14-15 メート ル に 及ぶ 数 次 に わた 
lj SPILT 


a 


助 で き な く な り ま し た 。 さ ら に 冷却 


海水 系 ポン プ 


が むき だ し で 設置 され て いた た め 津 波 で 壊れ 、 燃 料 の 熱 を 冷却 する 設備 の 機能 が 
すべ て 失わ れる 最終 ヒー トシ ンク 喪失 (LUHS) と いう 状態 に 陥っ た の で す 。 


1 号機 で は 14 時 52 分 に 非常 
HED ql, 15 時 50 分 に 非常 
に 計器 、 動 弁 電源 も 失わ れ ま し た 。 19 時 30 分 に 1 号機 の 燃料 は 蒸 


トド で 露出 し て 炉心 溶融 (メル ト ダ ウン ) が 始ま り 、 所 内 で の 直流 
日 1 時 48 分 に 機能 停止 、 圧 力 容器 で 圧力 が 異常 上 
っ た と 見 られ て いま す 。 の ち に 確認 さ 


し て いた 非常 


ロイ ノ を っ 
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水 器 も 翌 12 
昇 し 、6 時 頃 に は 全 燃 料 が メル ト ダ ウン ( 


| 電池 が 水没 し て 非常 


用 復 水 器 が 起動 し まし た が 、15 時 30 分 に 大 津波 に 
1 不能 に な り 、 同時 


に よる 水位 低 


電源 融通 で 動か 


れ た と ころ で は 、 炉 内 の 燃料 は ほぼ 全量 が 溶融 し て いた よう で す 。 高温 の 燃料 棒 が 
露出 し た 状態 が 続い た こと で 水素 が 発生 し 、15 時 36 分 に 水素 爆発 が 起き まし た 。 


2 号機 で は 、 全 電源 
で 起動 し て お り 、 そ の 


ほ 失 2 分 前 の 11 日 


15 時 39 分 に 隔離 時 冷却 系 (RCIC) を 手動 
後 3 日 間 持 ちこ た えま し た 。RCIC の 起動 に は 直流 電源 が 


必要 で 、 も し 電源 衰 失 前 に 起動 し て いな けれ ば 、 す ぐに 冷却 機能 を 失い 炉心 が 損 
傷 し て いた 可能 性 が 高い と 言わ れ て いま す 。RCIC に よる 注水 は 14 日 13 時 25 分 


に 停止 、19 時 過ぎ か ら 格 納 容器 ドラ イ ウ ェ ル の 圧力 が 上 
容器 の 圧力 と ドラ イ ウ ェ ル の 圧力 が ほぼ 同じ に な っ た こ 


昇 し 、21 時 頃 に は 圧力 
と か ら 、 圧 力 容器 が 破損 


し た も の と 推定 され て いま す 。2 号 機 も メル ト ダ ウン を 起こ し 水素 も 発生 し た よ 
う で す が 、 ブ ロー アウ ト パ ネ ル の 脱落 に より 建屋 に 開い た 穴 か ら 放 出さ れ た た め 
水素 爆発 に は 至り ませ ん で し た 。 
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3 号機 は 、13 日 午前 5 時 半 頃 か ら メ ルト ダウ ン が 始ま り 、14 日 7 時 頃 に は 燃料 
の 大 部 分 が 圧力 容器 の 底 を 突き 破っ て 格納 容器 へ 溶け 落ち た 炉心 溶融 吐 通 (メル 
トス ルー) が 起き た と 見 られ て いま す 。11 時 1 分 、1 号 機 と 同じ よう に 水素 爆発 
を 起こ し 原子 炉 建屋 が 大 破 し まし た 。 

4 号機 か ら 6 号 機 は 定期 点検 の た め 停 止 中 で し た が 、 稼 働 し て いな か っ た 4 号 
機 も 15 日 6 時 14 分 頃 、 大 き な 衝撃 音 と 振動 が 発生 、 の ち に 原子 炉 建 屋 の 損傷 が 確 
認 さ れ ま し た 。 3 号機 建屋 の 水素 が 4 号機 建屋 へ 漏れ た こと で 水素 爆発 を 起こ し た 
と 考え られ て いま す 。9 時 38 分 に は 燃料 貯 蔵 プー ル で 爆発 ・ 火 災 が 発生 し まし た 。 

メル ト ダ ウン に 至っ た 原子 炉 の 核燃料 は 大 量 の 熱 と 放射 能 を 出し 続け ます 。 冷 
却 装置 の 停電 時 間 は 電力 会 社 が 設計 上 想定 し て きた 最大 8 時 間 に 収 ま ら ず 、 非 党 
HH バッテリ ー を 使い 切り まし た 。 渋 滞 に よる 電源 車 の 遅れ 、 原 子 炉 の 電圧 と 合う 
電源 車 が 62 台 の うち 1 台 し か な か っ た こと 、 電 源 車 の 出力 不足 、 唯 一 の 受電 施 
設 が 水没 し た こと 、 因 災 翌日 に 開通 し た 仮設 電源 ケー ブル が 開通 6 分 後に 1 号機 
の 水素 爆発 で 吹き 飛ば され た こと 、 重 量 超過 の た め 自 衛 隊 や 米 軍 に よる 電源 車 の 
へ リコ プター 空輸 が で き な か っ た こと な どの 複合 要因 に より 、 全 電源 の 可 失 が 
期 化 し まし た 。 こ れ に より 、 環 境 中 に 大 量 の 放射 能 、 特 に 揮発 性 の 高い ヨウ 素 
131 (半減 期 8 日 ) と セシウム 137 ( 同 30 年 ) が 放出 され まし た 。 


m 


東日本 大 震 災 の 影響 で 、 私 は お よそ 2 ヵ月 遅れ で ANU に 赴任 する こと に な り 
まし た 。 す る と 接 災 地 か ら や っ て 来 た と いう こと で た くさ ん の 方 か ら 声 を か け て 
いた だ きま し た 。 そ し て 大 学院 時 代 の 恩師 で ある ピー ター・ ヴ ァ ン ・ ネ ス 教 授 が 、 
究 者 と し て 日 本 の た め に 貢献 し た いと 、 オ ー ス トラ リア 内 外 の 著名 な 研究 者 を 
集め た 「 フ クシ マ ・ プ ロジ ェクト | を 立ち 上 げた の で す 。 私 は 2012 年 1 月 に 帰 
国 後 、 国 内 で の 準備 に 取り か か り 、 序 文 で 述べ られ て いま す よ うに 5 月 に 東北 福 
祉 大 学 に お いて ANU と 共催 で 国際 ワー クシ ョ ッ プ を 開催 し まし た 。 以来 プロ ジ 
ェクト は 着実 な 成果 を 上 げ 、 本 書 に 結実 し まし た 。 

実は 、 昨 年 11 月 に 出版 され た 本 書 の 原 着 で ある Learning from Fukushima - Nuclear 
Power in East Asia は 営利 を 目的 と し な い オ ー ス トラ リア 国立 大 学 出版 局 (ANU Press) 
の ウェ ブサ イト (URL: https://press.anu.edu.au/publications/learning-fukushima) か 
D PDF 版 が 無料 で ダウ ン ロ ー ド で きま す 。 ぜ ひこ ちら を 読ん で いた だ きた いと 


zu 
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ころ で し た が 、 福 島 県 民 の 方 々 を は じ め 多 く の 人 々 に 読ん で いた だ くに は 限界 が 
ある と 感じ まし た 。 そ こ で 原著 出版 直後 に 編著 者 に 働き か け 、 同 意 を 得 て 日 本 語 
版 の 出版 に 至り まし た 。 

翻訳 する に あたり 、 ま ず 考 えさ せら れ た の が タイ トル で す 。 福島 の 方 た ち に は 
「 フ クシ マ 」 と カタ カナ で 表記 され る こと に 抵抗 を 感じ る 人 も 多い と 聞き ます 。 
[フク シマ 」 イコ ー ル 原発 事故 、 と 連想 させ る の で 、 復 興 の 妨げ に な る と いう も 
の で す 。 し か し あえ て | フク シマ 」 と し た の は 、Eukushima が チェ ル ノ ブ イリ と 
並ぶ 国際 的 な 象徴 と な っ て お り 、 核 の 惨事 と いう あの 生々 し い 記 憶 を 忘れ る こと 
な く 文 字 通り 「 教 訓 ] と すべ き で ある と 考え た か ら で す 。 

SOMA CL, MRO NII IE pin ici) 
か ら お よそ 1 年 で 日 本 語 版 を 出す こと が で きた の は 、 熊 木 き ん の お 力添え の お か 
げ で す 。 心 より 感謝 申し 上 げ ま す 。 

本 書 の 出版 に 際 し 、 論 創 社 の 森下 紀夫 社長 に は 翻訳 企画 の 段階 か ら 出版 費用 の 
工面 に ANU Press と の 版権 交渉 まで 、 あ ら ゆ る 面 で た い へ ん お 世話 に な り ま し た 。 
あり が と う ご ざ いま し た 。 そ し て 担当 の 松永 裕 衣 子 さ ん は 、 こ こま で 放 余 曲折 が 
続く 中 、 い つも 寄り 添い 励ま し て くだ さい まし た 。 ほ ん と うに あり が と う ご ざ い 
まし な た 。 

また 、ANU Press か ら は 日 本 語 版 出版 へ の 助成 を いた だ きま し た 。 ご 尽力 いた 
だ いた コー ディ ネー ター の エミ リー・ ヘ へ ヘイ ゼル ウッ ド さ ん と ピー ター・ ヴ ァ ン ・ 
ネス 教授 に 深く 感謝 いた し ます 。 

最後 に 、 東 北 福 祉 大 学 「 け や き ホ ー ル 」 で の 国際 ワー クシ ョ ッ プ で は 多く の 教 
員 ・ 職 員 の みな さま 、 そ し て 学生 た ち に お 手伝い いた だ きま し た 。 心 か ら 感 謝 の 
意 を 表し ます 。 

「 フ クシ マ ・ プ ロジ ェクト | の 目的 は 、 第 一 に 福島 を は じ め と する 日 本 の 人 々 
に 正確 な 科学 的 情報 を 提供 する こと 、 第 二 に これ を 世界 に 発信 する こと で し た 。 
その 集大成 で ある 本 書 が これ ら の 目的 達成 ! 人 と を 切 に 願っ て いま す 。 
福島 第 一 原子 力 発電 所 事故 に よっ て 被害 を 受け た すべ て の 方 々 に 本 書 を 捧げ ます 。 
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